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ⅠⅠ　　業業務務上上疾疾病病のの認認定定基基準準及及びび関関連連通通達達等等

労働基準法施行規則第35条
に基づく

別表第１の２の号別適用
通達等の標題

発出年月日
及び

通達番号等

労働基準法施行規則の一部を改正する省令等の施行について

昭和53.3.30
基発第186号
最終改正令和5.1.18
基発0118第8号

3  頁

労働基準法施行規則の規定に基づき労働大臣が指定する単体たる
化学物質及び化合物（合金を含む。）並びに労働大臣が定める疾
病を定める告示の全部改正について

平成8.3.29
基発第181号 34  頁

労働基準法施行規則の一部を改正する省令等の施行について

平成22.5.7
基発0507第3号
最終改正令和5.1.18
基発0118第8号

87  頁

「労働基準法施行規則の一部を改正する省令」の施行及び「労働
基準法施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が指定する単体たる
化学物質及び化合物（合金を含む。）並びに厚生労働大臣が定め
る疾病を定める告示」の適用について

平成25.10.1
基発1001第8号
最終改正令和5.1.18
基発0118第8号

91  頁

労働基準法施行規則の一部を改正する省令等の施行について

平成31.4.10
基発0410第1号
最終改正令和5.1.18
基発0118第8号

107  頁

「労働基準法施行規則の一部を改正する省令」の施行及び「労働
基準法施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が指定する単体たる
化学物質及び化合物（合金を含む。）並びに厚生労働大臣が定め
る疾病を定める告示」の適用について

令和5.1.18
基発0118第8号 109  頁

労働者災害補償保険法施行規則の一部を改正する省令の施行等に
ついて

平成26.10.31
基発1031第1号 122  頁

業務上腰痛の認定基準等について
昭和51.10.16
基発第750号 131  頁

業務上腰痛の認定基準の運用上の留意点について
昭和51.10.16
事務連絡第42号 135  頁

(せき髄損傷)
第１号

せき髄損傷に併発した疾病の取扱いについて
平成5.10.28
基発第616号 137  頁

(電離放射線障害)
第２号５
第７号13

電離放射線に係る疾病の業務上外の認定基準について

昭和51.11.8
基発第810号
最終改正令和5.1.18
基発0118第8号

153  頁

(高気圧障害)
第２号６
第２号13

高気圧作業による疾病(潜函病・潜水病等)の認定について
昭和36.5.8
基発第415号 160  頁

騒音性難聴の認定基準について

昭和61.3.18
基発第149号
改正平成3.12.25
基発第720号

162  頁

騒音性難聴の認定基準の運用上の留意点について
昭和61.9.25
事務連絡第47号 165  頁

(参考通達)
チェーンソー等を使用する業務における騒音性難聴の業務上外等
の取扱いについて

昭和56.7.16
事務連絡第33号の2 167  頁

業務上疾病の認定基準及び関連通達集 （上）

目　　次

(腰痛)
第１号

第３号２

(騒音性難聴)
第２号11

頁

第１号関連　業務上の負傷に起因する疾病

第２号関連　物理的因子による疾病
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振動障害の認定基準について
昭和52.5.28
基発第307号

173  頁

振動障害の認定基準の運用上の留意点等について

昭和52.5.28
事務連絡第23号
改正令和2.12.25
基発1225第１号

182  頁

(参考通達)
林業労働者に係る振動障害の補償等の取扱いについて

昭和48.3.14
基発第127号

187  頁

林業労働者の振動障害の補償対策について
昭和50.11.8
基発第659号

188  頁

振動障害の業務上外認定に係る事務処理の適正な実施について
平成20.8.1
事務連絡

191  頁

「振動障害の治療指針」について
昭和61.10.9
基発第585号

192  頁

「振動障害の治療指針」の周知に当たっての留意点等について
昭和61.11.28
事務連絡第51号

212  頁

振動障害総合対策の推進について
平成21.7.10
基発0710第5号

213  頁

適正給付管理の実施について

昭和59.8.3
基発第391号
改正昭和61.7.10
基発第412号

219  頁

適正給付管理の実施に係る事務処理上の留意点について
昭和59.8.3
事務連絡第25号

222  頁

適正給付管理の実施にかかる事務処理方法の一部変更に伴う実施
上の留意事項について

昭和61.7.10
事務連絡第29号

226  頁

振動障害に係る保険給付の適正化について
平成8.1.25
基発第35号

229  頁

振動障害に係る適正給付管理対策の運用について
平成8.1.25
事務連絡第1号

231  頁

上肢作業に基づく疾病の業務上外の認定基準について
平成9.2.3
基発第65号

243  頁

上肢作業に基づく疾病の業務上外の認定基準の運用上の留意点に
ついて

平成9.2.3
事務連絡第1号

246  頁

（眼精疲労）
第３号５

VDT作業と眼精疲労について
平成10.10.20
事務連絡

252  頁

（上肢障害）
第３号４
第３号５

第３号関連　身体に過度の負荷のかかる作業態様に起因する疾病

(振動障害)
第３号３

(振動障害)
第３号３
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振動障害の認定基準について
昭和52.5.28
基発第307号

173  頁

振動障害の認定基準の運用上の留意点等について

昭和52.5.28
事務連絡第23号
改正令和2.12.25
基発1225第１号

182  頁

(参考通達)
林業労働者に係る振動障害の補償等の取扱いについて

昭和48.3.14
基発第127号

187  頁

林業労働者の振動障害の補償対策について
昭和50.11.8
基発第659号

188  頁

振動障害の業務上外認定に係る事務処理の適正な実施について
平成20.8.1
事務連絡

191  頁

「振動障害の治療指針」について
昭和61.10.9
基発第585号

192  頁

「振動障害の治療指針」の周知に当たっての留意点等について
昭和61.11.28
事務連絡第51号

212  頁

振動障害総合対策の推進について
平成21.7.10
基発0710第5号

213  頁

適正給付管理の実施について

昭和59.8.3
基発第391号
改正昭和61.7.10
基発第412号

219  頁

適正給付管理の実施に係る事務処理上の留意点について
昭和59.8.3
事務連絡第25号

222  頁

適正給付管理の実施にかかる事務処理方法の一部変更に伴う実施
上の留意事項について

昭和61.7.10
事務連絡第29号

226  頁

振動障害に係る保険給付の適正化について
平成8.1.25
基発第35号

229  頁

振動障害に係る適正給付管理対策の運用について
平成8.1.25
事務連絡第1号

231  頁

上肢作業に基づく疾病の業務上外の認定基準について
平成9.2.3
基発第65号

243  頁

上肢作業に基づく疾病の業務上外の認定基準の運用上の留意点に
ついて

平成9.2.3
事務連絡第1号

246  頁

（眼精疲労）
第３号５

VDT作業と眼精疲労について
平成10.10.20
事務連絡

252  頁

（上肢障害）
第３号４
第３号５

第３号関連　身体に過度の負荷のかかる作業態様に起因する疾病

(振動障害)
第３号３

(振動障害)
第３号３

鉛、その合金又は化合物（四アルキル鉛を除く。）による疾病の
認定基準について

昭和46.7.28
基発第550号

265  頁

鉛中毒に関する認定基準等の周知徹底について
昭和47.8.16
基発第524号

268  頁

振動障害の認定基準等の運用上の留意点について
昭和51.11.11
事務連絡第45号

269  頁

（アルキル水銀中毒）
第４号１

アルキル水銀化合物による疾病の認定基準について
昭和51.8.23
基発第602号

270  頁

（水銀中毒）
第４号１

金属水銀、そのアマルガム及び水銀化合物（アルキル基がメチル
基又はエチル基であるアルキル水銀化合物を除く。）による疾病
の認定基準について

昭和52.1.10
基発第13号

272  頁

マンガン又はその化合物（合金を含む。）による疾病の認定基準
について

昭和58.1.5
基発第2号

276  頁

マンガン又はその化合物による疾病の認定基準の運用上の留意点
について

昭和58.1.14
事務連絡第3号

279  頁

クロム又はその化合物（合金を含む。）による疾病の認定基準に
ついて

昭和59.12.4
基発第646号
最終改正令和5.1.18
基発0118第8号

282  頁

クロム等の有害物質を取り扱う業務に従事する労働者の肺がんの
業務上外の認定及び鼻中隔せん孔にかかる障害補償等の取扱いに
ついて

昭和50.8.23
基発第502号

286  頁

（有機燐中毒）
第４号１

有機燐系の農薬に因る中毒症の認定について
昭和39.10.5
基発第1158号

288  頁

（二硫化炭素）
第４号１

二硫化炭素による疾病の認定基準について
昭和51.1.30
基発第123号

289  頁

（一酸化炭素中毒）
第４号１

都市ガス配管工にかかる一酸化炭素中毒の認定基準について
昭和43.2.26
基発第58号

292  頁

（歯牙酸蝕症）
第４号１

歯牙酸蝕症の業務上疾病としての認定基準について

昭和27.9.9
基発第646号
改正平成22.5.7
基発0507第3号

294  頁

（有機溶剤中毒）
第４号１
第４号９
第７号９

脂肪族化合物、脂環式化合物、芳香族化合物（芳香族化合物のニ
トロ又はアミノ誘導体を除く。）又は複素環式化合物のうち有機
溶剤として用いられる物質による疾病の認定基準について

昭和51.1.30
基発第122号
最終改正平成26.10.31
基発1031第1号

295  頁

（ニトロ又はアミノ誘
導体中毒）
第４号１
第４号９
第７号

芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体による疾病の認定基準に
ついて

昭和51.8.4
基発第565号
改正平成22.5.7
基発0507第3号

299  頁

（ニトログリコール
中毒）

第４号１
ニトログリコール中毒症の認定について

昭和36.5.29
基発第489号
改正昭和39.9.8
基発第1049号

306  頁

（カドミウム中毒）
第４号１

カドミウム合金又はその化合物による中毒の認定について
昭和46.2.5
事務連絡

308  頁

（塩化ビニル障害）
第４号１
第７号10

塩化ビニルばく露作業従事労働者に生じた疾病の業務上外の認定
について

昭和51.7.29
基発第556号
改正平成25.10.1
基発1001第8号

309  頁

（タール障害）
第４号３
第７号18
第７号22

タール様物質による疾病の認定基準について

昭和57.9.27
基発第640号
最終改正令和5.1.18
基発0118第8号

312  頁

（クロム障害）
第４号１
第７号19
第10号

（鉛中毒）
第４号１

（マンガン中毒）
第４号１

　（石綿関連疾患以外の疾患）

第４号関連　化学物質等による疾病
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石綿による疾病の認定基準について

平成24.3.29
基発0329第2号
最終改正令和5.3.1
基発0301第1号

319  頁

石綿による疾病の認定基準の運用等について
平成24.3.29
基労補発0329第1号 336  頁

石綿による疾病の認定基準の一部改正に係る運用に関し留意すべ
き事項等について

平成22.7.1
基労補発0701第1号 338  頁

良性石綿胸水の本省協議に係る送付資料の簡素化について
平成30.3.30
基補発0330第２号 340  頁

石綿による疾病の認定基準に基づく本省協議に係る留意点につい
て

平成28.7.29
事務連絡 342  頁

石綿による疾病事案の事務処理に関する質疑応答集について
令和3.2.10
事務連絡 345  頁

石綿による疾病に係る事務処理の迅速化等について

平成17.7.27
基労補発第0727001号
最終改正令和2.12.25
基発1225第１号

367  頁

社会保険業務センターへの照会に当たっての留意点について
平成17.7.29
事務連絡 375  頁

日本年金機構の設立に伴う関係通知等の取扱いについて

平成21.12.28
基発1228第11号
職発1228第18号
能発1228第4号

378  頁

石綿による疾病の業務上外の認定のための調査実施要領について

平成24.9.20
基労補発0920第1号
最終改正令和5.3.1
基補発0301第1号

379  頁

石綿による疾病の業務上外の認定のための調査実施要領（特別遺
族給付金関係）について

平成24.9.20
基労補発0920第2号
最終改正令和5.3.1
基補発0301第1号

402  頁

(参考通達)
特別遺族給付金の支給事務の取扱いについて

平成18.3.17
基発0317004号 426  頁

石綿確定診断等事業について
令和2.3.27
基労補発0327第2号 430  頁

改正じん肺法の施行について（抄）
昭和53.4.28
基発第250号 447  頁

じん肺の合併症に係る療養等の取扱いについて
昭和53.6.1
事務連絡 450  頁

じん肺法施行規則及び労働安全衛生規則の一部を改正する省令の
施行について（抄）

平成15.1.20
基発第0120003号 453  頁

じん肺法施行規則の改正に伴う労災補償上の取扱いに関する留意
事項等について

平成15.1.20
基労補発第0120001号
改正平成25.10.1
基労補発1001第1号

455  頁

粉じんばく露歴に労働者性の認められない期間を含む者に発生し
たじん肺症等の取扱いについて

昭和61.2.3
基発第51号 456  頁

粉じんばく露歴に労働者性の認められない期間を含む者に発生し
たじん肺症等の取扱いに関する留意事項等について

昭和61.2.3
事務連絡第73号 457  頁

（石綿関連疾患）
第４号７
第５号

第７号８

（じん肺症等）
第５号

　（石綿関連疾患）

第５号関連　粉じんを飛散する場所における業務によるじん肺症等
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Ⅰ 業務上疾病の認定基準及び関連通達等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 



 



 
基 発 第 1 8 6 号 

昭 和 5 3 年 3 月 3 0 日 

基 発 第 6 1 9 号 

平 成 5 年 1 0 月 2 9 日  

基 発 第 1 8 1 号 

平 成 8 年 3 月 2 9 日  

基 発 0 5 0 7 第 3 号 

平 成 2 2 年 5 月 7 日  

基 発 1 0 0 1 第 8 号 

平 成 2 5 年 1 0 月 1 日 

基 発 0 4 1 0 第 1 号  

平 成 3 1 年 4 月 1 0 日 

基 発 0 1 1 8 第 8 号 

 令 和 5 年 1 月 1 8 日  

 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

労働基準法施行規則の一部を改正する省令等の施行について 

 

労働基準法施行規則の一部を改正する省令(昭和53年労働省令第11号。以下「改正省令」という。)

及び昭和53年労働省令告示第36号(労働基準法施行規則(昭和22年厚生省令第23号)別表第1の2第4号

の規定に基づき、労働大臣が指定する単体たる化学物質及び化合物(合金を含む。)並びに労働大臣

が定める疾病を定める告示。以下「告示」という。)が昭和53年3月30日に公布され、同年4月1日か

ら施行されることとなったので、下記事項に留意のうえ、事務処理に遺憾なきを期されたい。 

 

記 

目次 

第1   改正の趣旨 

1   改正の目的 

2   新規定及びこれに基づく告示の基本的考え方 

第2   新規定の内容 

1   大分類(別表各号)の概要 

2   別表各号の規定の内容 

(1)  「業務上の負傷に起因する疾病」(第1号) 

(2)  「物理的因子による次に掲げる疾病」(第2号) 

(3)  「身体に過度の負担のかかる作業態様に起因する次に掲げる疾病」(第3号) 

(4)  「化学物質等による次に掲げる疾病」(第4号) 

(5)  「粉じんを飛散する場所における業務によるじん肺症又はじん肺法(昭和35年法律第30号)

改 正 

改 正 

改 正 

改 正 

改 正 

改 正 

－ 3－



に規定するじん肺と合併したじん肺法施行規則(昭和35年労働省令第6号)第1条各号に掲げ

る疾病」(第5号) 

(6)  「細菌、ウイルス等の病原体による次に掲げる疾病」(第6号) 

(7)  「がん原性物質若しくはがん原性因子又はがん原性工程における業務による次に掲げる疾

病」(第7号) 

(8)  「前各号に掲げるもののほか、厚生労働大臣の指定する疾病」(第10号) 

(9)  「その他業務に起因することの明らかな疾病」(第11号) 

第3   新規定の運用上の留意点 

第4   その他 

 

第1   改正の趣旨 

1   改正の目的 

労働基準法第8章の災害補償事由の一であり、かつ、労災保険の保険事故の一である業務上疾

病の範囲は、労働基準法施行規則(以下「労基則」という。)第35条において定められているが、

同条の規定は昭和22年の労働基準法の施行時に定められて以来今般の改正に至るまで実質的

な改正は全く行われたことはなかった。この間に、急速な産業技術の進歩、産業構造、就業構

造の変化等社会経済及び労働環境の変化に伴い、業務上疾病についてもその病像が変貌し、新

しい要因による疾病が発生してきている。すなわち今日みられる中毒や職業がん、特殊な作業

態様に起因する神経系の疾患等の疾病には、昭和22年労基則制定当時その発生が予測されな

かった疾病が少なからず含まれている。これらの業務上疾病の災害補償ないし労災保険給付を

行う上では改正前の労基則第35条(以下「旧規定」という。)第38号その他の規定により対処し

てきたところであるが、規定の明確性を欠く憾みもなしとしないので、旧規定の例示規定を業

務上疾病の現状に即さないまま放置することが適切でない点も生じてきた。そこで労働者の災

害補償又は労災保険給付の請求権の適切な行使や労災保険における業務上疾病の認定等の迅

速公正な事務処理の推進を図るとともに、業務上疾病の予防や治療に役立つ適切な疾病統計の

作成に資するため、同条の見直しを行い、その規定を全面的に改正することとしたものである。 

なお、改正省令の施行に関連して、今後においても産業・労働の実態の変化、医学の進歩等

に伴って生ずる新しい要因による業務上疾病や業務上疾病の病像、病態の変化に対処しうるよ

う定期的に労基則別表第1の2(第35条関係)の規定及びこれに基づく告示の内容の検討を行い、

その結果によって所要の規定の改正を行う予定であるので、念のため申し添える。 

2   新規定及びこれに基づく告示の基本的考え方 

(1)  改正後の労基則第35条及び別表第1の2並びに告示(以下「新規定」という。)においても、

旧規定と同様に、一定の疾病を例示列挙するとともに包括的な救済規定を補足的に設けるい

わゆる「例示列挙主義」を堅持している。したがって、業務上疾病の範囲を具体的に掲げら

れた疾病に限定するものではなく、列挙疾病以外の疾病であっても業務との相当因果関係が

認められるものは、上記の包括的救済規定によって災害補償又は労災保険給付の対象となる

ことは当然である。 

(2)  新規定においては従来の疾病の一律列挙方式を廃して、労働者や行政庁等関係者による業

務上疾病の探索、業務上疾病統計の作成及び例示疾病への新しい疾病の追加を容易にするこ

とを目的として、疾病発生原因となる因子(以下「有害因子」という。)の種類の別を主体と

し、これに、疾病の性質、疾病の発生する集団ないし労務の特異性等も加味して疾病をそれ

ぞれの群(労基則別表第1の2(以下「別表」という。)の各号)に大分類として分類して規定さ
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に規定するじん肺と合併したじん肺法施行規則(昭和35年労働省令第6号)第1条各号に掲げ
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(7)  「がん原性物質若しくはがん原性因子又はがん原性工程における業務による次に掲げる疾

病」(第7号) 

(8)  「前各号に掲げるもののほか、厚生労働大臣の指定する疾病」(第10号) 

(9)  「その他業務に起因することの明らかな疾病」(第11号) 

第3   新規定の運用上の留意点 

第4   その他 

 

第1   改正の趣旨 

1   改正の目的 

労働基準法第8章の災害補償事由の一であり、かつ、労災保険の保険事故の一である業務上疾

病の範囲は、労働基準法施行規則(以下「労基則」という。)第35条において定められているが、

同条の規定は昭和22年の労働基準法の施行時に定められて以来今般の改正に至るまで実質的

な改正は全く行われたことはなかった。この間に、急速な産業技術の進歩、産業構造、就業構

造の変化等社会経済及び労働環境の変化に伴い、業務上疾病についてもその病像が変貌し、新

しい要因による疾病が発生してきている。すなわち今日みられる中毒や職業がん、特殊な作業

態様に起因する神経系の疾患等の疾病には、昭和22年労基則制定当時その発生が予測されな

かった疾病が少なからず含まれている。これらの業務上疾病の災害補償ないし労災保険給付を

行う上では改正前の労基則第35条(以下「旧規定」という。)第38号その他の規定により対処し

てきたところであるが、規定の明確性を欠く憾みもなしとしないので、旧規定の例示規定を業

務上疾病の現状に即さないまま放置することが適切でない点も生じてきた。そこで労働者の災

害補償又は労災保険給付の請求権の適切な行使や労災保険における業務上疾病の認定等の迅

速公正な事務処理の推進を図るとともに、業務上疾病の予防や治療に役立つ適切な疾病統計の

作成に資するため、同条の見直しを行い、その規定を全面的に改正することとしたものである。 

なお、改正省令の施行に関連して、今後においても産業・労働の実態の変化、医学の進歩等

に伴って生ずる新しい要因による業務上疾病や業務上疾病の病像、病態の変化に対処しうるよ

う定期的に労基則別表第1の2(第35条関係)の規定及びこれに基づく告示の内容の検討を行い、

その結果によって所要の規定の改正を行う予定であるので、念のため申し添える。 

2   新規定及びこれに基づく告示の基本的考え方 

(1)  改正後の労基則第35条及び別表第1の2並びに告示(以下「新規定」という。)においても、

旧規定と同様に、一定の疾病を例示列挙するとともに包括的な救済規定を補足的に設けるい

わゆる「例示列挙主義」を堅持している。したがって、業務上疾病の範囲を具体的に掲げら

れた疾病に限定するものではなく、列挙疾病以外の疾病であっても業務との相当因果関係が

認められるものは、上記の包括的救済規定によって災害補償又は労災保険給付の対象となる

ことは当然である。 

(2)  新規定においては従来の疾病の一律列挙方式を廃して、労働者や行政庁等関係者による業

務上疾病の探索、業務上疾病統計の作成及び例示疾病への新しい疾病の追加を容易にするこ

とを目的として、疾病発生原因となる因子(以下「有害因子」という。)の種類の別を主体と

し、これに、疾病の性質、疾病の発生する集団ないし労務の特異性等も加味して疾病をそれ

ぞれの群(労基則別表第1の2(以下「別表」という。)の各号)に大分類として分類して規定さ

れた。 

すなわち、業務上の負傷との関連性の深い業務上の負傷に起因する疾病を第1号とし、次

いで主として有害因子の種類等に応じて、別表第2号から第9号までが大分類として分類され

た。 

この場合において、じん肺症及びじん肺との合併症については、じん肺症が、粉じんの肺

への沈着及びそれに対する肺組織の反応であること、その病態が不可逆性であること等の点

で化学物質等による他の呼吸器疾患とは異なること等の理由により独立の大分類(別表第5

号)とされた。 

また、いわゆる「職業がん」については、これが発がんの原因として化学物質のほか物理

的因子である電離放射線によるものがあり、さらには特定作業工程従事労働者のがんについ

ては、現在のところその原因を特定の化学物質に帰し難い場合が少なくないこと等の理由に

より、独立の大分類(別表第7号)とされた。 

さらに、例示列挙主義を明確にするために、別表の第2号、第3号、第4号、第6号及び第7号

の末尾に「その他」の規定(いわゆる包括的救済規定)が設けられ、さらに別表第10号として

旧規定第37号と同趣旨の規定が、別表第11号として第1号から第9号までに該当する疾病以外

の業務上疾病をとらえるための「その他」の規定(包括的救済規定)がそれぞれ設けられた。 

なお、単体たる化学物質及び化合物(合金を含む。)による疾病は、これを告示によって定

めることとしたが、これは化学物質の数が多いこと、症状・障害が複雑多様であり、それら

をできるだけ詳細かつ具体的に規定する必要があるが、別表中に掲げることは技術的に困難

であること、科学技術の進歩に応じて労働の場における取扱い物質の種類や把握される疾病

の内容が急速に変化することも予想され、この変化に機動的に対処する必要があること等の

理由によるものである。 

(3)  次に、別表第2号、第3号、第4号、第6号、第7号、第8号及び第9号については、最近の医学

的知見により業務上疾病として定型化、一般化して捉えられるものをできるだけ具体的に規

定することとし、これを有害因子の種類、疾病の性質、疾病の発生する集団ないし業務の特

異性等を考慮して、分類列挙するとともに、できるだけ具体的に、有害因子、疾病の内容を

規定することにより、業務上疾病の範囲の明確化が図られた。 

すなわち、新規定の各号に列挙されている疾病は、可能な限り最近に至るまでの国の内外

を通じての労働の場において発生した症例の医学的調査研究報告、専門機関の評価が加えら

れた出版物を収集し、検討した結果業務との因果関係が確立していると考えられる疾病を可

能な限り具体的に例示疾病として分類列挙したものである。 

上記の場合、疾病の内容、特に告示に掲げられた主な症状・障害については、労働の場で

起こったもののうち、収集された文献に現れている共通的なものを中心に列挙したものであ

り、動物実験等により人体に対する有害作用が推測されるにとどまっているような疾病ない

し症状・障害については、例示の対象から除外されている。 

また、化学物質への高濃度ばく露を受けて急性中毒死したような事例については、例示さ

れた部位以外の症状・障害や二次的な症状・障害がみられるのが通例であるが、原則として

これらについても例示の対象から除外されている。 

なお、突発的な原因による疾病や産業・労働の場における総取扱量が極めて少ない物質等

による疾病のように、個々のケースにおいては業務との因果関係が明確であっても一般的に

業務上疾病として発生することの極めて少ないものは、例示の対象から除外されている。 

(4)  以上のように、現在までに業務との因果関係の確立したものをできる限り定型化して、例
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示疾病として掲げているので、例示疾病(別表第10号により指定される疾病を含む。)につい

ては、一般的に業務と疾病との因果関係が推定されるものである。これらに対する労災保険

における取扱いとしては、従来と同様、一定のばく露条件や症状等を満たす場合には、特段

の反証のない限りその疾病は業務に起因するものとして取り扱われるものである。 

これに対して、例示疾病として掲げられていない疾病については、上記のような意味にお

ける一般的な形で業務との因果関係が推定されるものではない。したがって、労働基準法の

災害補償の場合においては、請求人が使用者に対しこれらの疾病と業務との相当因果関係を

立証しない場合には、災害補償は行われない。労災保険の場合にも基本的には請求人の側に

立証責任があることはいうまでもないが、請求人の一定の疎明資料に基づいて行政庁が必要

な補足的調査を行うことにより、業務との相当因果関係の有無を慎重に判断する必要があ

る。この場合、上記1のなお書、2(1)等の趣旨を体して、別表第2号13、第3号5、第4号9、第

6号5、第7号23及び第11号の運用について遺憾のないようにされたい。 

 

第2   新規定の内容 

1   大分類(別表各号)の概要 

(1)  第1号の「業務上の負傷に起因する疾病」は、旧規定の第1号と同趣旨である。 

(2)  第2号の「物理的因子による疾病」は、電離放射線以外の有害光線(マイクロ波を含む。)、

電離放射線、異常気圧、異常温度条件、騒音、超音波その他の物理的因子による疾病を掲げ

たものである。このうち、有害光線による疾病については、旧規定第3号及び第4号に規定す

る疾病にほぼ対応するものであるが、第2号1から5までとして有害光線の種類ごとに疾病内

容が明確に規定された。また、異常気圧による疾病については、旧規定第9号に対応するもの

であるが、第2号6及び7として気圧条件の差異に対応して該当業務及び疾病の内容が明確に

規定された。異常温度条件による疾病については、旧規定第5号及び第6号に対応するもので

あるが、第2号8から10までとして疾病の種類ごとに明確に規定された。第2号4及び12につい

ては、旧規定にはこれに対応する具体的な規定はなかった。なお、第1号の業務上の負傷に起

因する疾病、第3号の身体に過度の負担のかかる作業態様に起因する疾病及び第7号の「職業

がん」のうち物理的因子によるものは、この号から除かれる。 

(3)  第3号の「身体に過度の負担のかかる作業態様に起因する疾病」は使用する機械器具又は

取り扱う物とこれに関連した作業密度、作業姿勢、身体局所に加わる負荷等いわゆる「人間

-機械(物)系」から生ずる有害因子による疾病を掲げたものである。このうち、第3号2、4の

一部等については、旧規定にはこれに対応する具体的な規定はなかった。 

(4)  第4号の「化学物質等による疾病」は、主として化学物質(単体、化合物(合金を含む。)及

び混合物をいう。)の化学的性質に基づく有害作用に起因する疾病を掲げたものである。な

お、「化学物質等」の「等」には酸素欠乏が含まれる趣旨である。 

このうち、第4号2及び4から8までについては、旧規定にはこれに対応する具体的な規定は

なかった。また、化学物質等による疾病であっても第7号に掲げる「職業がん」については、

同号に別掲してあるので、第4号の疾病からは除かれる。 

(5)  第5号の「粉じんを飛散する場所における業務によるじん肺症又はじん肺法(昭和35年法律

第30号)に規定するじん肺と合併したじん肺法施行規則(昭和35年労働省令第6号)第1条各号

に掲げる疾病」は、粉じんの吸入に起因するじん肺症及びじん肺との合併症をいうものであ

る。 

(6)  第6号の「細菌、ウイルス等の病原体による疾病」は、病原体すなわち細菌、ウイルス、リ
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示疾病として掲げているので、例示疾病(別表第10号により指定される疾病を含む。)につい

ては、一般的に業務と疾病との因果関係が推定されるものである。これらに対する労災保険

における取扱いとしては、従来と同様、一定のばく露条件や症状等を満たす場合には、特段

の反証のない限りその疾病は業務に起因するものとして取り扱われるものである。 

これに対して、例示疾病として掲げられていない疾病については、上記のような意味にお

ける一般的な形で業務との因果関係が推定されるものではない。したがって、労働基準法の

災害補償の場合においては、請求人が使用者に対しこれらの疾病と業務との相当因果関係を

立証しない場合には、災害補償は行われない。労災保険の場合にも基本的には請求人の側に

立証責任があることはいうまでもないが、請求人の一定の疎明資料に基づいて行政庁が必要

な補足的調査を行うことにより、業務との相当因果関係の有無を慎重に判断する必要があ

る。この場合、上記1のなお書、2(1)等の趣旨を体して、別表第2号13、第3号5、第4号9、第

6号5、第7号23及び第11号の運用について遺憾のないようにされたい。 

 

第2   新規定の内容 

1   大分類(別表各号)の概要 

(1)  第1号の「業務上の負傷に起因する疾病」は、旧規定の第1号と同趣旨である。 

(2)  第2号の「物理的因子による疾病」は、電離放射線以外の有害光線(マイクロ波を含む。)、

電離放射線、異常気圧、異常温度条件、騒音、超音波その他の物理的因子による疾病を掲げ

たものである。このうち、有害光線による疾病については、旧規定第3号及び第4号に規定す

る疾病にほぼ対応するものであるが、第2号1から5までとして有害光線の種類ごとに疾病内

容が明確に規定された。また、異常気圧による疾病については、旧規定第9号に対応するもの

であるが、第2号6及び7として気圧条件の差異に対応して該当業務及び疾病の内容が明確に

規定された。異常温度条件による疾病については、旧規定第5号及び第6号に対応するもので

あるが、第2号8から10までとして疾病の種類ごとに明確に規定された。第2号4及び12につい

ては、旧規定にはこれに対応する具体的な規定はなかった。なお、第1号の業務上の負傷に起

因する疾病、第3号の身体に過度の負担のかかる作業態様に起因する疾病及び第7号の「職業

がん」のうち物理的因子によるものは、この号から除かれる。 

(3)  第3号の「身体に過度の負担のかかる作業態様に起因する疾病」は使用する機械器具又は

取り扱う物とこれに関連した作業密度、作業姿勢、身体局所に加わる負荷等いわゆる「人間

-機械(物)系」から生ずる有害因子による疾病を掲げたものである。このうち、第3号2、4の

一部等については、旧規定にはこれに対応する具体的な規定はなかった。 

(4)  第4号の「化学物質等による疾病」は、主として化学物質(単体、化合物(合金を含む。)及

び混合物をいう。)の化学的性質に基づく有害作用に起因する疾病を掲げたものである。な

お、「化学物質等」の「等」には酸素欠乏が含まれる趣旨である。 

このうち、第4号2及び4から8までについては、旧規定にはこれに対応する具体的な規定は

なかった。また、化学物質等による疾病であっても第7号に掲げる「職業がん」については、

同号に別掲してあるので、第4号の疾病からは除かれる。 

(5)  第5号の「粉じんを飛散する場所における業務によるじん肺症又はじん肺法(昭和35年法律

第30号)に規定するじん肺と合併したじん肺法施行規則(昭和35年労働省令第6号)第1条各号

に掲げる疾病」は、粉じんの吸入に起因するじん肺症及びじん肺との合併症をいうものであ

る。 

(6)  第6号の「細菌、ウイルス等の病原体による疾病」は、病原体すなわち細菌、ウイルス、リ

ケッチア、原虫及び寄生虫に起因する伝染性疾患等の疾病を掲げたものである。 

(7)  第7号の「がん原性物質若しくはがん原性因子又はがん原性工程における業務による疾病」

は、発がん性を有する化学物質若しくは電離放射線又は発がんの危険のある工程に起因する

いわゆる「がん」と総称される疾病、すなわち、いわゆる「職業がん」が規定されたもので

ある。 

(8)  第10号の「前各号に掲げるもののほか、厚生労働大臣の指定する疾病」は、旧規定第35条

第37号と同趣旨の規定である。 

(9)  第11号の「その他業務に起因することの明らかな疾病」は以上に掲げられている疾病以外

に業務に起因したものと認められる疾病が発生した場合にはこれに該当するものであり、旧

規定第35条第38号と同趣旨の規定である。 

2   別表各号の規定の内容 

(1)  「業務上の負傷に起因する疾病」(第1号) 

〔要旨〕 

本規定は、業務上の負傷に起因する疾病が業務上の疾病に該当することを明らかにした

ものである。 

〔解説〕 

旧第1号の規定と同趣旨の規定であるが、疾病原因が業務上の負傷である趣旨を明らか

にするために「業務上の」の文字を冠したものである。(なお、労働者災害補償保険法施行

規則(昭和30年労働省令第22号)第18条の4中に「通勤による負傷に起因する疾病」とある

のを参照。) 

業務上の負傷に起因する疾病とは、業務上の負傷が原因となって第一次的に発生した疾

病(以下「原疾患」という。)のほか、原疾患に引き続いて発生した続発性の疾病その他原

疾患との間に相当因果関係の認められる疾病をいう。 

本規定に該当する疾病には、以下のものが含まれる。 

(イ) 業務上の頭部又は顔面部の負傷による慢性硬膜下血腫、外傷性遅発性脳卒中、外傷性

てんかん等の頭蓋内疾患 

(ロ) 業務上の脳、脊髄及び末梢神経等神経系の負傷による皮膚、筋肉、骨及び胸腹部臓器

等の疾患 

(ハ) 業務上の胸部又は腹部の負傷による胸膜炎、心膜炎、ヘルニア(横隔膜ヘルニア、腹

壁瘢痕ヘルニア等)等の胸腹部臓器の疾患 

(ニ) 業務上の脊柱又は四肢の負傷による関節症、腰痛(いわゆる「災害性腰痛」)等の非感

染性疾患 

(ホ) 業務上の皮膚等の負傷による破傷風等の細菌感染症(蜂窩織炎(旧第10号)もこれに該

当する。) 

(ヘ) 業務上の負傷又は異物の侵入・残留による眼疾患(旧第3号参照)その他の臓器、組織

の疾患 

(ト) その他業務上の負傷に起因することの明らかな疾病。ハチやマムシ等による刺傷又は

咬傷から体内に侵入した毒素による疾病もこれに該当する。 

(2)  「物理的因子による次に掲げる疾病」(第2号) 

イ  「紫外線にさらされる業務による前眼部疾患又は皮膚疾患」(第2号1) 

〔要旨〕 

本規定は、有害光線の一種である紫外線にさらされる作業環境下において業務に従事
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することにより発生する前眼部疾患又は皮膚疾患を業務上の疾病として定めたもので

ある。 

〔解説〕 

(イ) 「紫外線」とは、可視光線より波長が短い電磁波をいう。紫外線は、物理的には若

干の電離作用を有し、おおむね300ミリミクロン(mμ)よりも短波長では人体に有害と

なる。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、アーク溶接・溶断、ガス溶接・溶断、殺菌、検査等の

業務がある。 

(ハ) 「前眼部疾患」とは、主として結膜又は角膜に起こる疾病をいい、これには結膜炎、

角膜表層炎等の疾患がある。眼に紫外線が照射されると、大部分が角膜で吸収され紫

外線眼炎をおこす。この紫外線眼炎のうち、電気溶接あるいは水銀灯などの特殊電球

などによるものは電気性眼炎と呼ばれる。 

(ニ) 「皮膚疾患」については、アーク溶接及びガス溶接で発生する紫外線は、ばく露の

程度により、ばく露皮膚の皮膚火傷をきたすことがあるとされている。 

ロ  「赤外線にさらされる業務による網膜火傷、白内障等の眼疾患又は皮膚疾患」(第2号2) 

〔要旨〕 

本規定は、光線の一種である赤外線にさらされる作業環境下において業務に従事する

ことにより発生する網膜火傷、白内障等の眼疾患を業務上の疾病として定めたものであ

る。なお、旧第3号の「高熱に因る眼の疾患」はこの規定に吸収された。 

〔解説〕 

(イ) 「赤外線」とは、可視光線より波長が長い電磁波をいう。おおむね760ミリミクロン

(mμ)よりも長波長の強烈な赤外線照射による障害は、永久的であり蓄積的であって、

紫外線の眼に対する障害が一時的であるのと対照的である。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、製鉄、製鋼、ガラス等の炉前作業、造塊などの高熱物

体取扱作業、赤外線乾燥作業等に係る業務がある。 

(ハ) 「網膜火傷、白内障等の眼疾患」について 

a   「等」には、眼瞼縁炎、角膜炎、調節障害、早期老眼、虹彩萎縮、黄斑変性等が

ある。 

b   赤外線による白内障は、急性疾患である電気性眼炎と異なり、比較的長期間就労

している者に発生する慢性疾患である。 

(ニ) 「皮膚疾患」については、赤外線による皮膚障害が発生した場合には本規定が適用

される。なお、第2号9に掲げる疾病に該当する皮膚疾患は除かれる。 

ハ  「レーザー光線にさらされる業務による網膜火傷等の眼疾患又は皮膚疾患」(第2号3) 

〔要旨〕 

本規定は、光線の一種であるレーザー光線にさらされる作業環境下において業務に従

事することにより発生する網膜火傷等の眼疾患又は皮膚疾患を業務上の疾病として定

めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「レーザー光線」とは、特殊な装置を用いて人工的につくる電磁波をいい、赤外線

や可視光線の一種であるが、一般の光線と異なり単一波長で位相のそろった指向性の

強い光線である。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、通信、測定、分光分析等の業務がある。 
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することにより発生する前眼部疾患又は皮膚疾患を業務上の疾病として定めたもので

ある。 

〔解説〕 

(イ) 「紫外線」とは、可視光線より波長が短い電磁波をいう。紫外線は、物理的には若

干の電離作用を有し、おおむね300ミリミクロン(mμ)よりも短波長では人体に有害と

なる。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、アーク溶接・溶断、ガス溶接・溶断、殺菌、検査等の

業務がある。 

(ハ) 「前眼部疾患」とは、主として結膜又は角膜に起こる疾病をいい、これには結膜炎、

角膜表層炎等の疾患がある。眼に紫外線が照射されると、大部分が角膜で吸収され紫

外線眼炎をおこす。この紫外線眼炎のうち、電気溶接あるいは水銀灯などの特殊電球

などによるものは電気性眼炎と呼ばれる。 

(ニ) 「皮膚疾患」については、アーク溶接及びガス溶接で発生する紫外線は、ばく露の

程度により、ばく露皮膚の皮膚火傷をきたすことがあるとされている。 

ロ  「赤外線にさらされる業務による網膜火傷、白内障等の眼疾患又は皮膚疾患」(第2号2) 

〔要旨〕 

本規定は、光線の一種である赤外線にさらされる作業環境下において業務に従事する

ことにより発生する網膜火傷、白内障等の眼疾患を業務上の疾病として定めたものであ

る。なお、旧第3号の「高熱に因る眼の疾患」はこの規定に吸収された。 

〔解説〕 

(イ) 「赤外線」とは、可視光線より波長が長い電磁波をいう。おおむね760ミリミクロン

(mμ)よりも長波長の強烈な赤外線照射による障害は、永久的であり蓄積的であって、

紫外線の眼に対する障害が一時的であるのと対照的である。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、製鉄、製鋼、ガラス等の炉前作業、造塊などの高熱物

体取扱作業、赤外線乾燥作業等に係る業務がある。 

(ハ) 「網膜火傷、白内障等の眼疾患」について 

a   「等」には、眼瞼縁炎、角膜炎、調節障害、早期老眼、虹彩萎縮、黄斑変性等が

ある。 

b   赤外線による白内障は、急性疾患である電気性眼炎と異なり、比較的長期間就労

している者に発生する慢性疾患である。 

(ニ) 「皮膚疾患」については、赤外線による皮膚障害が発生した場合には本規定が適用

される。なお、第2号9に掲げる疾病に該当する皮膚疾患は除かれる。 

ハ  「レーザー光線にさらされる業務による網膜火傷等の眼疾患又は皮膚疾患」(第2号3) 

〔要旨〕 

本規定は、光線の一種であるレーザー光線にさらされる作業環境下において業務に従

事することにより発生する網膜火傷等の眼疾患又は皮膚疾患を業務上の疾病として定

めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「レーザー光線」とは、特殊な装置を用いて人工的につくる電磁波をいい、赤外線

や可視光線の一種であるが、一般の光線と異なり単一波長で位相のそろった指向性の

強い光線である。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、通信、測定、分光分析等の業務がある。 

(ハ) 「網膜火傷等の眼疾患」について 

a   「等」には、出血、壊死、網膜剥離等がある。 

b   レーザー光線による網膜損傷は、軽いものでは一過性の発赤、重症のものでは網

膜の浮腫、壊死、出血、炭化、気泡発生、網膜剥離、失明までおこる。 

(ニ) 「皮膚疾患」については、高出力のレーザー光線をうけておこる皮膚障害として火

傷があり、熱凝固、壊死、炭化などがおこるとされている。 

ニ  ｢マイクロ波にさらされる業務による白内障等の眼疾患」(第2号4) 

〔要旨〕 

本規定は、電磁波の一種であるマイクロ波にさらされる作業環境下において業務に従

事することにより発生する白内障等の眼疾患を業務上の疾病として定めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「マイクロ波」とは周波数がほぼ通常の無線通信用電波と赤外線との間にある電磁

波をいい、極超短波とも呼ばれる。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、木材、ゴム、プラスチック等の加工、通信、医療等の

業務がある。 

(ハ) 「白内障等の眼疾患」について 

a   「等」には水晶体の不透明がある。 

b   眼に対しては、100～10,000メガヘルツのマイクロ波は、眼球の温度上昇を起こ

し、白内障を起こすことがあり、このような白内障や水晶体の変化は、治療が不可

能で永久的な障害とされている。 

c   なお、マイクロ波にさらされる業務により皮膚の紅斑等の障害が発生した場合

には、第2号13の規定が適用される。 

ホ  「電離放射線にさらされる業務による急性放射線症、皮膚潰瘍等の放射線皮膚障害、白

内障等の放射線眼疾患、放射線肺炎、再生不良性貧血等の造血器障害、骨壊死その他の放

射線障害｣(第2号5) 

〔要旨〕 

本規定は、電離放射線にさらされる作業環境下において業務に従事することにより発

生する急性放射線症、皮膚潰瘍等の放射線皮膚障害、白内障等の放射線眼疾患、放射線

肺炎、再生不良性貧血等の造血器障害、骨壊死その他の放射線障害を業務上の疾病とし

て定めたものである。 

これは、旧第4号に含まれていた電離放射線よる疾病について疾病内容が明確化され

たものである。 

〔解説〕 

(イ) 「電離放射線」とは、放射線のうち生物に電離作用を起こして生物学的影響を与え

るものをいい、その種類については、電離放射線障害防止規則(昭和47年労働省令第4

1号)第2条第1項を参照されたい。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、核燃料・ラジオアイソトープ取扱業務又はその近接業

務、工業用又は医療用検査業務等がある。 

(ハ) 「急性放射線症」については、昭和51年11月8日基発第810号(以下「51年基発第810

号」という。)記第2の1を参照されたい。 

(ニ) 「皮膚潰瘍等の放射線皮膚障害」について 

a   「等」には、皮膚の紅斑、水疱、脱毛、爪の異常又は皮膚の乾燥、萎縮等の病的
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変化がある。 

b  ｢放射線皮膚障害｣は、被ばくの形態により急性放射線皮膚障害と慢性放射線皮膚

障害に分類される。 

これらについては、51年基発第810号記第2の2及び3を参照されたい。 

(ホ) 「白内障等の放射線眼疾患」について 

a   「等」には、結膜炎、水晶体の混濁等がある。 

b   電離放射線による白内障については、51年基発第810号記第2の6を参照されたい。 

(ヘ) 「放射線肺炎」とは、電離放射線に被ばくしたことにより起こる主として肺胞上皮

及び血管内皮の障害をいう。 

(ト) 「再生不良性貧血等の造血器障害」について 

a   「等」には、白血球減少等の血液変化がある。 

b   「造血器障害」については、51年基発第810号記第2の4の「放射線造血器障害」

を参照されたい。 

c   電離放射線を被ばくしたことによっておこった白血病は第7号15(「職業がん」)

の規定が適用される。 

(チ) 「骨壊死」とは、電離放射線に被ばくしたことにより骨の組織・細胞が死んだ状態

をいい、電離放射線による退行性疾患の一つである。 

(リ) 「その他の放射線障害」としては、電離放射線に被ばくしたことにより起こる骨粗

鬆症、身体局所の線維症等がある。 

ヘ  「高圧室内作業又は潜水作業に係る業務による潜函病又は潜水病｣(第2号6) 

〔要旨〕 

本規定は、気圧の高い作業環境下において業務に従事することにより発生する潜函病

又は潜水病を業務上の疾病として定めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「高圧室内作業又は潜水作業」について 

a   「高圧室内作業」とは、潜函工法その他の圧気工法により大気圧を超える気圧下

の作業室、シャフトの内部等において行う作業をいう。ここにいう高圧室内作業は、

労働安全衛生法施行令(昭和47年政令第318号。以下「安衛令」という。)第6条第1号

の高圧室内作業より広義である。 

b   「潜水作業」とは、潜水器を用いて、あるいはこれを用いないで水中において行

う作業をいう。ここにいう潜水作業に係る業務は、安衛令第20条第9号の潜水業務

より広義である。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、潜函工法、圧気シールド工法等による潜函作業及び沈

没船の引上げ、海産物採取等のための潜水作業に係る業務がある。 

(ハ) 「潜函病又は潜水病」とは、高圧室内作業又は潜水作業に係る業務に従事した際に、

高圧下の作業を終えて常圧に戻る時に体内で過剰に溶解した窒素の排せつが間に合

わず過飽和状態になって気泡を形成し、この気泡が血液の循環を阻害したり組織を圧

迫しておこる疾病をいい、これには次の症状又は障害がみられる。 

a   皮膚障害(減圧後に生ずる痛がゆい感じ、丘疹、大理石斑等) 

b   ベンズ(bends)と呼ばれる主として四肢の関節又はその周辺部の疼痛及びそれに

基づく運動機能障害 

c   前胸痛、頻呼吸、息切れ等のいわゆるチョークス(chokes)並びに血圧低下、チア
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変化がある。 

b  ｢放射線皮膚障害｣は、被ばくの形態により急性放射線皮膚障害と慢性放射線皮膚

障害に分類される。 

これらについては、51年基発第810号記第2の2及び3を参照されたい。 

(ホ) 「白内障等の放射線眼疾患」について 

a   「等」には、結膜炎、水晶体の混濁等がある。 

b   電離放射線による白内障については、51年基発第810号記第2の6を参照されたい。 

(ヘ) 「放射線肺炎」とは、電離放射線に被ばくしたことにより起こる主として肺胞上皮

及び血管内皮の障害をいう。 

(ト) 「再生不良性貧血等の造血器障害」について 

a   「等」には、白血球減少等の血液変化がある。 

b   「造血器障害」については、51年基発第810号記第2の4の「放射線造血器障害」

を参照されたい。 

c   電離放射線を被ばくしたことによっておこった白血病は第7号15(「職業がん」)

の規定が適用される。 

(チ) 「骨壊死」とは、電離放射線に被ばくしたことにより骨の組織・細胞が死んだ状態

をいい、電離放射線による退行性疾患の一つである。 

(リ) 「その他の放射線障害」としては、電離放射線に被ばくしたことにより起こる骨粗

鬆症、身体局所の線維症等がある。 

ヘ  「高圧室内作業又は潜水作業に係る業務による潜函病又は潜水病｣(第2号6) 

〔要旨〕 

本規定は、気圧の高い作業環境下において業務に従事することにより発生する潜函病

又は潜水病を業務上の疾病として定めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「高圧室内作業又は潜水作業」について 

a   「高圧室内作業」とは、潜函工法その他の圧気工法により大気圧を超える気圧下

の作業室、シャフトの内部等において行う作業をいう。ここにいう高圧室内作業は、

労働安全衛生法施行令(昭和47年政令第318号。以下「安衛令」という。)第6条第1号

の高圧室内作業より広義である。 

b   「潜水作業」とは、潜水器を用いて、あるいはこれを用いないで水中において行

う作業をいう。ここにいう潜水作業に係る業務は、安衛令第20条第9号の潜水業務

より広義である。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、潜函工法、圧気シールド工法等による潜函作業及び沈

没船の引上げ、海産物採取等のための潜水作業に係る業務がある。 

(ハ) 「潜函病又は潜水病」とは、高圧室内作業又は潜水作業に係る業務に従事した際に、

高圧下の作業を終えて常圧に戻る時に体内で過剰に溶解した窒素の排せつが間に合

わず過飽和状態になって気泡を形成し、この気泡が血液の循環を阻害したり組織を圧

迫しておこる疾病をいい、これには次の症状又は障害がみられる。 

a   皮膚障害(減圧後に生ずる痛がゆい感じ、丘疹、大理石斑等) 

b   ベンズ(bends)と呼ばれる主として四肢の関節又はその周辺部の疼痛及びそれに

基づく運動機能障害 

c   前胸痛、頻呼吸、息切れ等のいわゆるチョークス(chokes)並びに血圧低下、チア

ノーゼ等のショックを呈する呼吸器及び循環器の障害 

d   麻痺、知覚障害、直腸膀胱障害、めまい、頭痛、腹痛、意識障害等の中枢神経系

の障害 

e   内耳前庭機能障害によるめまい又は平衡機能障害 

なお、潜函病又は潜水病に付随する疾病としては、肺の過伸展による肺組織の損傷

及びその続発症、圧不良性骨壊死、聴器、副鼻腔、歯、肺の締めつけによる障害、潜

水器具による締めつけ障害、酸素中毒、窒素酔いによる精神神経障害、二酸化炭素中

毒等がある。締めつけ障害には、潜水器具装着によって生じるもの、例えば、ヘルメッ

ト潜水器により潜水墜落をした時に起こる頭部の締めつけ障害などがある。これらの

疾病は、第2号13に該当するものであるが、上記(ハ)のaからeまでに掲げる症状又は

障害とともに現れた場合には、本規定に該当する疾病として取り扱われる。 

ト  「気圧の低い場所における業務による高山病又は航空減圧症」(第2号7) 

〔要旨〕 

本規定は、気圧の低い作業環境下において業務に従事することにより発生する高山病

又は航空減圧症を業務上の疾病として定めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「気圧の低い場所」とは、大気圧よりも低い気圧の場所をいう。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、高山における気象観測、植樹等の労働、航空機乗務等

の業務がある。 

(ハ) 「高山病又は航空減圧症」とは、高山労働、航空機乗務等の業務に従事した際に、

主として急激に高度が上がって減圧されることによりおこるベンズ、チョークス又は

精神神経障害を主たる症状又は障害とする疾病をいう。 

チ  「暑熱な場所における業務による熱中症」(第2号8) 

〔要旨〕 

本規定は、湿度の高い作業環境下において業務に従事することにより発生する熱中症

を業務上の疾病として定めたものであり、旧第5号に対応するものである。 

〔解説〕 

(イ) 「暑熱な場所」とは、体温調節機能が阻害されるような温度の高い場所をいう(安

衛令第21条第2号参照)。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、夏季の屋外労働、炉前作業等に係る業務がある。 

(ハ) 「熱中症」とは、夏季の屋外労働、炉前作業に従事した際に、高温のほか湿度など

の要因も加わって体温の熱放散が困難となって体温調節機能が阻害されて起こる熱

虚脱、熱疲はい又は熱けいれん及び重症の場合には、中枢神経系の障害、発汗停止、

体温異常上昇等の症状を主たる症状とする疾病をいい、熱中症には、日射病と熱射病

が含まれる。 

リ  「高熱物体を取り扱う業務による熱傷」(第2号9) 

〔要旨〕 

本規定は、高熱物体を取り扱う業務においてこれに接触又は接近することにより発生

する熱傷を業務上の疾病として定めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「高熱物体」とは、鉱石等の溶融物、火焔、熱湯、高温の蒸気等の高温の物体をい

う。 
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(ロ) 該当業務としては、例えば、製鉄、製鋼等における溶融、鋳込み又はガラス製造に

おける成型等の業務がある。 

(ハ) 「熱傷」とは、火傷又はやけどとも呼ばれ次のaからdまでに区分されている。一般

に第2度以上の熱傷は、療養を要することが多い。 

a   第1度 紅斑性熱傷(発赤と軽度腫脹をきたし、灼熱感を伴う最も軽度の熱傷で、

組織壊死はみられない。) 

b   第2度 水泡性熱傷(水泡が形成される。) 

c   第3度 壊死性熱傷(皮膚、皮下組織あるいは深部組織が熱のために壊死に陥り焼

痂を形成し、ケロイド状瘢痕を残す。) 

d   第4度 組織が炭化するもの 

(ニ) 高熱物体を取り扱う業務以外の業務に従事する者が偶然の事故的な事由により高

熱物体に接触したことによる「火傷」は、負傷として取り扱うこととする。 

ヌ  「寒冷な場所における業務又は低温物体を取り扱う業務による凍傷」(第2号10) 

〔要旨〕 

本規定は、温度の低い作業環境下における業務に従事することにより、又は低温物体

を取り扱う業務においてこれに接触又は接近することにより、それぞれ発生する凍傷を

業務上の疾病として定めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「寒冷な場所」とは、末梢循環や脳の血行が阻害されるような温度の低い場所をい

う(安衛令第21条第2号参照)。 

(ロ) 「寒冷な場所における業務」としては、例えば、冷凍庫・冷蔵庫内における作業、

寒冷地における屋外作業等の作業に係る業務がある。 

(ハ) 「低温物体」とは、氷、冷凍品、多量の液体空気、ドライアイス等の低温の物体を

いう。 

(ニ) 「低温物体を取り扱う業務」としては、例えば、製氷、冷凍品製造、ドライアイス

製造等の業務がある。 

(ホ) 「凍傷」とは、寒冷のため末梢血管その他の組織の損傷をいい、これには凍死が含

まれる。凍傷も熱傷と同様にその局所変化により、第1度(紅斑性凍傷)、第2度(水泡

性凍傷)、第3度(壊死性凍傷)に分類されるが、実際には混合してくるので区分は困難

である。一般に第2度以上の凍傷は療養を要することが多い。 

なお、凍傷以外の末梢循環障害、腎障害、神経痛、関節炎等の疾病のうち寒冷下に

おける業務と因果関係が認められる疾病については、第2号13の規定が適用される。 

(ヘ) 低温物体を取り扱う業務以外の業務に従事する者が偶然の事故的事由により低温

物体と接触したことによる「凍傷」は、負傷として取り扱うこととする。 

ル  「著しい騒音を発する場所における業務による難聴等の耳の疾患」(第2号11) 

〔要旨〕 

本規定は、著しい騒音にさらされる作業環境下において業務に従事することにより発

生する難聴等の耳の疾患を業務上の疾病として定めたものであり、旧第12号に対応する

ものである。 

〔解説〕 

(イ) 「著しい騒音」とは、長期間ばく露されているうちに聴力低下が徐々に進行し、又

は突発的に若しくは数十時間のうちに急速に聴力低下が起こるような騒音をいう(安
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(ロ) 該当業務としては、例えば、製鉄、製鋼等における溶融、鋳込み又はガラス製造に

おける成型等の業務がある。 

(ハ) 「熱傷」とは、火傷又はやけどとも呼ばれ次のaからdまでに区分されている。一般

に第2度以上の熱傷は、療養を要することが多い。 

a   第1度 紅斑性熱傷(発赤と軽度腫脹をきたし、灼熱感を伴う最も軽度の熱傷で、

組織壊死はみられない。) 

b   第2度 水泡性熱傷(水泡が形成される。) 

c   第3度 壊死性熱傷(皮膚、皮下組織あるいは深部組織が熱のために壊死に陥り焼

痂を形成し、ケロイド状瘢痕を残す。) 

d   第4度 組織が炭化するもの 

(ニ) 高熱物体を取り扱う業務以外の業務に従事する者が偶然の事故的な事由により高

熱物体に接触したことによる「火傷」は、負傷として取り扱うこととする。 

ヌ  「寒冷な場所における業務又は低温物体を取り扱う業務による凍傷」(第2号10) 

〔要旨〕 

本規定は、温度の低い作業環境下における業務に従事することにより、又は低温物体

を取り扱う業務においてこれに接触又は接近することにより、それぞれ発生する凍傷を

業務上の疾病として定めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「寒冷な場所」とは、末梢循環や脳の血行が阻害されるような温度の低い場所をい

う(安衛令第21条第2号参照)。 

(ロ) 「寒冷な場所における業務」としては、例えば、冷凍庫・冷蔵庫内における作業、

寒冷地における屋外作業等の作業に係る業務がある。 

(ハ) 「低温物体」とは、氷、冷凍品、多量の液体空気、ドライアイス等の低温の物体を

いう。 

(ニ) 「低温物体を取り扱う業務」としては、例えば、製氷、冷凍品製造、ドライアイス

製造等の業務がある。 

(ホ) 「凍傷」とは、寒冷のため末梢血管その他の組織の損傷をいい、これには凍死が含

まれる。凍傷も熱傷と同様にその局所変化により、第1度(紅斑性凍傷)、第2度(水泡

性凍傷)、第3度(壊死性凍傷)に分類されるが、実際には混合してくるので区分は困難

である。一般に第2度以上の凍傷は療養を要することが多い。 

なお、凍傷以外の末梢循環障害、腎障害、神経痛、関節炎等の疾病のうち寒冷下に

おける業務と因果関係が認められる疾病については、第2号13の規定が適用される。 

(ヘ) 低温物体を取り扱う業務以外の業務に従事する者が偶然の事故的事由により低温

物体と接触したことによる「凍傷」は、負傷として取り扱うこととする。 

ル  「著しい騒音を発する場所における業務による難聴等の耳の疾患」(第2号11) 

〔要旨〕 

本規定は、著しい騒音にさらされる作業環境下において業務に従事することにより発

生する難聴等の耳の疾患を業務上の疾病として定めたものであり、旧第12号に対応する

ものである。 

〔解説〕 

(イ) 「著しい騒音」とは、長期間ばく露されているうちに聴力低下が徐々に進行し、又

は突発的に若しくは数十時間のうちに急速に聴力低下が起こるような騒音をいう(安

衛令第21条第3号参照)。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、製缶、鍛冶、金属研磨等の業務がある。 

(ハ) 「難聴等の耳の疾患」について 

「等」には、耳なり、内耳前庭機能障害によるめまい等がある。 

なお、爆発など強大な音響や気圧によって、あるいは頭頸部の外傷などによって瞬

時に聴力が低下するいわゆる災害性難聴は、第1号の視定(業務上の負傷に起因する疾

病)が適用される。 

ヲ  「超音波にさらされる業務による手指等の組織壊死」(第2号12) 

〔要旨〕 

本規定は、超音波にさらされる作業環境下において業務に従事することにより発生す

る手指等の組織壊死を業務上の疾病として定めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「超音波」とは、可聴閾を超えた高い周波数をもつ音波をいう。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、超音波溶着機(プラスチック溶着等に使用)、超音波洗

浄装置、超音波診断装置等を取り扱う業務、超音波を用いて行う通信、計測等の業務

がある。 

(ハ) 「手指等の組織壊死」について 

「等」には、超音波にさらされるおそれのある身体局所がある。 

なお、手指等の組織壊死に付随して耳なり、頭痛、耳内痛等の疲状が発生し、療養

を要する場合には、第2号13の規定が適用される。 

ワ  「1から12までに掲げるもののほか、これらの疾病に付随する疾病その他物理的因子に

さらされる業務に起因することの明らかな疾病」(第2号13) 

〔要旨〕 

本規定は、第2号1から12までに掲げる疾病以外に、①これらの疾病に付随する疾病(原

疾患たる各規定に例示された疾病に引き続いて発生した続発生の疾病その他原疾患と

の間に相当因果関係の認められる疾病をいう。以下第5号、第10号及び第11号を除く各

号の末尾に設けられた規定において同じ。)、②第2号1から12までに掲げる疾病の発生

原因因子によるこれらの例示疾病以外の疾病又は③第2号1から12までに掲げる疾病の

発生の原因因子以外の物理的因子にさらされる作業環境下において業務に従事した結

果発生したものと認められる疾病に対して適用される趣旨で設けられたものである。 

〔解説〕 

本規定に定める疾病のうち上記③に該当するものとして、地下作業による眼球震盪症

(旧第8号)等の疾病がある。 

なお、本規定において用いられている「明らかな」の文言に関しては、第2号1から12

までにおいて業務との因果関係が確立したものとして列挙されている例示疾病以外の

疾病であっても業務との相当因果関係が認められるものは、災害補償又は労災保険給付

の対象になることは当然である。 

すなわち、「業務に起因することの明らかな疾病」の「明らか」とは、有害因子への

事故的ばく露による急性疾患のように業務起因性の明白な疾病のほか、列挙疾病とは異

なり一般的な形での業務起因性の推定は困難であるが、有害因子へのばく露条件や身体

的素因等を検討した結果個別に業務と当該疾病との間に相当因果関係が客観的に認め

られる疾病は、業務上疾病として取り扱うということの意である(以下第3号、第4号、第
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6号及び第7号末尾の規定において同じ。)。特に、労災保険給付については、上記のよう

な検討を経た行政庁による業務起因性の認定の結果として業務と疾病との相当因果関

係が客観的に明確であれば足りるので、念のため申し添える。 

(3)  「身体に過度の負担のかかる作業態様に起因する次に掲げる疾病」(第3号) 

イ  「重激な業務による筋肉、腱、骨若しくは関節の疾患又は内臓脱」(第3号1) 

〔要旨〕 

本規定は、重激な業務に従事することにより発生する筋肉、腱、骨若しくは関節の疾

患又は内臓脱を業務上の疾病として定めたものであり、旧第2号とほぼ同一のものであ

るが、「骨の疾患」が例示疾病として加えられた。 

〔解説〕 

(イ) 「重激な業務」とは、重量物を間断なく取り扱う港湾荷役作業等の重筋作業に係る

業務又はこれに匹敵する程度の身体局所に過度の負担が急激にあるいは持続的に加

わる業務をいう。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、港湾荷役作業、採石作業、貨物取扱作業等に係る業務

がある。 

(ハ) 「筋肉の疾患」としては、筋の過度伸長により起こる筋断裂がある。 

(ニ) 「腱の疾患」としては、腱断裂、腱鞘炎等がある。 

(ホ) 「骨の疾患」としては、疲労骨折、骨棘形成、踵骨棘等がある。 

(ヘ) 「関節の疾患」としては、関節炎、膝関節部の慢性滑液包炎(粘液嚢)炎及びキーン

ベック病(月状骨軟化症)がある。 

(ト) 「内蔵脱」としては、腹部ヘルニア及び子宮脱がある。 

ロ  「重量物を取り扱う業務、腰部に過度の負担を与える不自然な作業姿勢により行う業務

その他腰部に過度の負担のかかる業務による腰痛」(第3号2) 

〔要旨〕 

本規定は、例示されたような腰部に過度の負担のかかる業務に従事することにより発

生するいわゆる「非災害性腰痛」を業務上疾病として定めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「重量物を取り扱う業務」については、昭和51年10月16日基発第750号(以下「51年

基発第750号」という。)〔解説〕2(2)イの「おおむね30kg以上の重量物を労働時間の

3分の1程度以上取り扱う業務及びおおむね20kg以上の重量物を労働時間の半分程度

以上取り扱う業務」をいう。 

(ロ) 「腰部に過度の負担を与える不自然な作業姿勢により行う業務」については、51年

基発第750号〔解説〕2(1)イ(ロ)及び(ハ)の「極めて不自然ないしは非生理的な姿勢

で毎日数時間程度行う業務又は長時間にわたって腰部の伸長を行うことのできない

同一作業姿勢を持続して行う業務」をいう。 

(ハ) 「その他腰部に過度の負担のかかる業務」とは、51年基発第750号〔解説〕2(1)イ

(イ)の「おおむね20kg以上の重量物又は軽重不同の物を繰り返し中腰で取り扱う業

務、腰部に著しく粗大な振動を受ける作業を継続して行う業務」又は同2(2)ロの「腰

部に過度の負担のかかる作業態様の業務」をいう。 

(ニ) 該当業務としては、例えば、港湾荷役作業、配電工の行う柱上作業に係る業務、重

度身障者施設の保母等の行う介護の業務、大工、左官、長距離トラックの運転、車両

系建設用機械の運転等の業務がある。 
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6号及び第7号末尾の規定において同じ。)。特に、労災保険給付については、上記のよう

な検討を経た行政庁による業務起因性の認定の結果として業務と疾病との相当因果関

係が客観的に明確であれば足りるので、念のため申し添える。 

(3)  「身体に過度の負担のかかる作業態様に起因する次に掲げる疾病」(第3号) 

イ  「重激な業務による筋肉、腱、骨若しくは関節の疾患又は内臓脱」(第3号1) 

〔要旨〕 

本規定は、重激な業務に従事することにより発生する筋肉、腱、骨若しくは関節の疾

患又は内臓脱を業務上の疾病として定めたものであり、旧第2号とほぼ同一のものであ

るが、「骨の疾患」が例示疾病として加えられた。 

〔解説〕 

(イ) 「重激な業務」とは、重量物を間断なく取り扱う港湾荷役作業等の重筋作業に係る

業務又はこれに匹敵する程度の身体局所に過度の負担が急激にあるいは持続的に加

わる業務をいう。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、港湾荷役作業、採石作業、貨物取扱作業等に係る業務

がある。 

(ハ) 「筋肉の疾患」としては、筋の過度伸長により起こる筋断裂がある。 

(ニ) 「腱の疾患」としては、腱断裂、腱鞘炎等がある。 

(ホ) 「骨の疾患」としては、疲労骨折、骨棘形成、踵骨棘等がある。 

(ヘ) 「関節の疾患」としては、関節炎、膝関節部の慢性滑液包炎(粘液嚢)炎及びキーン

ベック病(月状骨軟化症)がある。 

(ト) 「内蔵脱」としては、腹部ヘルニア及び子宮脱がある。 

ロ  「重量物を取り扱う業務、腰部に過度の負担を与える不自然な作業姿勢により行う業務

その他腰部に過度の負担のかかる業務による腰痛」(第3号2) 

〔要旨〕 

本規定は、例示されたような腰部に過度の負担のかかる業務に従事することにより発

生するいわゆる「非災害性腰痛」を業務上疾病として定めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「重量物を取り扱う業務」については、昭和51年10月16日基発第750号(以下「51年

基発第750号」という。)〔解説〕2(2)イの「おおむね30kg以上の重量物を労働時間の

3分の1程度以上取り扱う業務及びおおむね20kg以上の重量物を労働時間の半分程度

以上取り扱う業務」をいう。 

(ロ) 「腰部に過度の負担を与える不自然な作業姿勢により行う業務」については、51年

基発第750号〔解説〕2(1)イ(ロ)及び(ハ)の「極めて不自然ないしは非生理的な姿勢

で毎日数時間程度行う業務又は長時間にわたって腰部の伸長を行うことのできない

同一作業姿勢を持続して行う業務」をいう。 

(ハ) 「その他腰部に過度の負担のかかる業務」とは、51年基発第750号〔解説〕2(1)イ

(イ)の「おおむね20kg以上の重量物又は軽重不同の物を繰り返し中腰で取り扱う業

務、腰部に著しく粗大な振動を受ける作業を継続して行う業務」又は同2(2)ロの「腰

部に過度の負担のかかる作業態様の業務」をいう。 

(ニ) 該当業務としては、例えば、港湾荷役作業、配電工の行う柱上作業に係る業務、重

度身障者施設の保母等の行う介護の業務、大工、左官、長距離トラックの運転、車両

系建設用機械の運転等の業務がある。 

(ホ) ここにいう「腰痛」は、災害性の原因によらない腰痛をいう。 

なお、災害性の原因による腰痛は、第1号(業務上の負傷に起因する疾病)の規定が

適用される。 

ハ  「さく岩機、鋲打ち機、チェーンソー等の機械器具の使用により身体に振動を与える業

務による手指、前腕等の末梢循環障害、末梢神経障害又は運動器障害」(第3号3) 

〔要旨〕 

本規定は例示されたような振動工具を使用することによって身体に振動を与える業

務により発生するいわゆる「振動障害」を業務上の疾病として定めたものである。この

規定は、旧第11号に対応するものであるが、例示する振動工具の種類にチェーンソーが

加えられ、また、疾病内容が具体化された。 

〔解説〕 

(イ) 「さく岩機、鋲打ち機、チェーンソー等の機械器具」については、昭和52年5月25日

基発第307号(以下「52年基発307号」という。)〔解説〕2の振動工具をいう。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、採石作業における岩石の破砕作業、土木建築などにお

ける鋲締め作業、林業における伐採又は刈払い作業、金属部品のはつり作業等に係る

業務がある。 

(ハ) 「手指、前腕等の末梢循環障害」の「等」には上腕がある(以下(ニ)及び(ホ)におい

て同じ。)。 

ここにいう「末梢循環障害」は、振動ばく露により手指等の末梢の血管運動神経が

障害されて起こる血行障害をいい、レイノー現象(蒼白発作、いわゆる白ろう現象)、

手指の冷感ないし皮膚温の低下、爪圧迫による退色回復時間の遅延などがみられる。 

(ニ) 「手指、前腕等の末梢神経障害」における「末梢神経障害」には、末梢神経線維に

振動刺激を与えることにより起こる手指のしびれ感等の感覚異常、痛覚消失等の知覚

鈍麻等がある。 

(ホ) 「手指、前腕等の運動器障害」における「運動器障害」とは、振動ばく露によって

起こる主として上肢の筋肉、骨、関節等の障害をいい、これには筋肉痛、筋肉縮、月

状骨、舟状骨等の手根骨の変化又は肘関節、肩関節等の関節の障害等がある。 

(ヘ) 振動障害では、通常、握力、つまみ力若しくは手指の運動としてのタッピング数の

低下等の運動機能障害や手掌発汗、不眠等の症状がみられるが、これらの症状又は障

害は上記(ハ)から(ホ)までに掲げる症状又は障害とともに現われるので、いずれも本

規定が適用される。 

   ニ 削除 

ホ  「1から4までに掲げるもののほか、これらの疾病に付随する疾病その他身体に適度の負

担のかかる作業態様の業務に起因することの明らかな疾病」(第3号5) 

〔要旨〕 

本規定は、第3号1から4までに掲げる疾病以外に、①これらの疾病に付随する疾病、②

第3号1から4までに掲げる疾病発生の原因因子となる業務によるその他の疾病又は③第

3号1から4までに掲げる疾病発生の原因因子となる業務以外の身体に過度の負担のかか

る作業態様の業務に従事した結果発生したものと認められる疾病に対して適用される

趣旨で設けられたものである。 

なお、「明らか」の意義については、(2)のワ〔解説〕参照。 

(4)  「化学物質等による次に掲げる疾病」(第4号) 
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イ  削除 

 (ハ) 告示において特定された化学物質が該当する旧規定及び認定基準は、別添3のとお

りである(なお、後記第3の1参照。)。 

ロ  「弗素樹脂、塩化ビニル樹脂、アクリル樹脂等の合成樹脂の熱分解生成物にさらされる

業務による眼粘膜の炎症又は気道粘膜の炎症等の呼吸器疾患」(第4号2) 

〔要旨〕 

本規定は、弗素、塩素、窒素などの元素を含有する合成樹脂が熱分解により不完全燃

焼したときに生ずる粘膜刺激作用のある物資等の混合物質にさらされる作業環境下に

おける業務に従事することにより発生する眼粘膜の炎症又は気道粘膜の炎症等の呼吸

器疾患を業務上の疾病として定めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「弗素樹脂、塩化ビニル樹脂、アクリル樹脂等」の「等」には、下表左欄に掲げる

ポリウレタン以下の合成樹脂があり、これらの合成樹脂の「熱分解生成物」のうち主

なものには、それぞれ同表右欄に掲げる物質がある。 

 

合成樹脂の名称 合成樹脂の主な熱分解生成物 

弗素樹脂（ポリテト

ラフルオルエチレン

等） 

テトラフルオルエチレン、ヘキサフルオルプロピレン、オクタフル

オルシクロブタン、カルボニルフルオリド、一酸化炭素、オクタフ

ルオルイソブチレン、四弗化炭素、ヘキサフルオルエタン、オクタ

フルオルプロパン、トリフルオルアセチルフルオリド 

塩化ビニル樹脂 塩化水素、二酸化炭素、一酸化炭素、ベンゼン 

アクリル樹脂 二酸化炭素、一酸化炭素、メタン、アンモニア、シアン化物 

ポリウレタン シアン化物、二酸化炭素、一酸化炭素、メチルアルコール、アセト

アルデヒト、アセトン 

ポリイミド 二酸化炭素、一酸化炭素、アンモニア、シアン化物 

ポリスチレン ベンゼン、トルエン、スチレン、メチルスチレン、二酸化炭素、一

酸化炭素 

ポリエステル 二酸化炭素、一酸化炭素、メチルアルコール、アセトアルデヒド 

フェノールホルム 

  アルデヒド 

二酸化炭素、一酸化炭素、メタン、アンモニア 
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イ  削除 

 (ハ) 告示において特定された化学物質が該当する旧規定及び認定基準は、別添3のとお

りである(なお、後記第3の1参照。)。 

ロ  「弗素樹脂、塩化ビニル樹脂、アクリル樹脂等の合成樹脂の熱分解生成物にさらされる

業務による眼粘膜の炎症又は気道粘膜の炎症等の呼吸器疾患」(第4号2) 

〔要旨〕 

本規定は、弗素、塩素、窒素などの元素を含有する合成樹脂が熱分解により不完全燃

焼したときに生ずる粘膜刺激作用のある物資等の混合物質にさらされる作業環境下に

おける業務に従事することにより発生する眼粘膜の炎症又は気道粘膜の炎症等の呼吸

器疾患を業務上の疾病として定めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「弗素樹脂、塩化ビニル樹脂、アクリル樹脂等」の「等」には、下表左欄に掲げる

ポリウレタン以下の合成樹脂があり、これらの合成樹脂の「熱分解生成物」のうち主

なものには、それぞれ同表右欄に掲げる物質がある。 

 

合成樹脂の名称 合成樹脂の主な熱分解生成物 

弗素樹脂（ポリテト

ラフルオルエチレン

等） 

テトラフルオルエチレン、ヘキサフルオルプロピレン、オクタフル

オルシクロブタン、カルボニルフルオリド、一酸化炭素、オクタフ

ルオルイソブチレン、四弗化炭素、ヘキサフルオルエタン、オクタ

フルオルプロパン、トリフルオルアセチルフルオリド 

塩化ビニル樹脂 塩化水素、二酸化炭素、一酸化炭素、ベンゼン 

アクリル樹脂 二酸化炭素、一酸化炭素、メタン、アンモニア、シアン化物 

ポリウレタン シアン化物、二酸化炭素、一酸化炭素、メチルアルコール、アセト

アルデヒト、アセトン 

ポリイミド 二酸化炭素、一酸化炭素、アンモニア、シアン化物 

ポリスチレン ベンゼン、トルエン、スチレン、メチルスチレン、二酸化炭素、一

酸化炭素 

ポリエステル 二酸化炭素、一酸化炭素、メチルアルコール、アセトアルデヒド 

フェノールホルム 

  アルデヒド 

二酸化炭素、一酸化炭素、メタン、アンモニア 

ポリエチレン 二酸化炭素、一酸化炭素、メタン 

 

 

(ロ) 該当業務としては、例えば、合成樹脂の製造、成型加工、コーテイング、合成樹脂

被覆電線の溶接の業務等がある。 

(ハ) ここにいう「眼粘膜の炎症」とは、熱分解生成物のうち、塩化水素、アンモニア等

の物質の眼粘膜に対する刺激作用によって生ずる炎症症状をいう。 

(ニ) 「気道粘膜の炎症等」について 

a   「気道」とは、鼻腔、副鼻腔、鼻咽腔、咽頭、気管、気管支又は肺をいい、気道

粘膜の炎症性疾患の原因物質及び発生状況は、上記(ハ)「眼粘膜の炎症」の場合に

類似している。 

b   「等」には、喘息等がある。 

なお、弗素樹脂の熱分解生成物では、亜鉛等の金属ヒュームによる金属熱に類似

した悪寒、発熱等の症状がみられるが、これらの症状は、一般に喉頭の炎症等の気

道粘膜の炎症とともに現われるので、本規定に該当する疾病として取り扱われるべ

きものである。 

ハ  「すす、鉱物油、うるし、テレビン油、タール、セメント、アミン系の樹脂硬化剤等に

さらされる業務による皮膚疾患」(第4号3) 

〔要旨〕 

本規定は、職業性皮膚疾患の原因物質として従来から知られているすす、鉱物油、う

るし、タール及びセメントに加えて近年多数の障害発生をみたアミン系の樹脂硬化剤等

の混合物質にさらされる作業環境下において業務に従事することにより発生する皮膚

疾患を業務上の疾病として定めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 例示された有害物質の意義は、以下に述べるとおりである。 

a   「すす」とは、石炭等が不完全燃焼して発生した無定形炭素で、工業製品として

はカーボンブラック等がある。 

b   「鉱物油」とは、植物性油に対する鉱物性油を総称するもので、石油、ケツ岩油、

石炭系油等がある。 

c   「うるし」とは、主成分としてウルシオールを含有するウルシ科の植物から得ら

れる天然樹脂である。 

d   「テレビン油」とは、マツ科植物の水蒸気留や乾留によって得られる環状の炭化

水素で、α-ピネンを主成分とし、少量のβ-ピネンやジペンテンなどを含む混合物

である。なお、テレビン油は、第３種有機溶剤等に該当する有機溶剤として有機溶

剤中毒予防規則（昭和47年９月30日労働省令第36号）に規定されている。 

e   「タール」とは、芳香族高分子炭化水素等の化合物を多種類含有する石炭等を乾

留して得られる黒色ないし黒褐色の粘稠性物質をいう。 

f   「セメント」とは、気硬性、水硬性その他の特殊な工業用途に供するため各種の

物理化学的性質を有し、水で練ったとき硬化性を示す粉末状の無機物質である。 

g   「アミン系の樹脂硬化剤」とは、接着剤、表面被覆剤、塗料等としてエポキシ樹

脂に混入して用いられるアミノ基を有する樹脂硬化剤で、ジエチレントリアミン、
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トリエチレンテトラミン等の脂肪族ポリアミン類及びフェニレンジアミン等の芳

香族ポリアミン類がある。 

h   「すす、鉱物油、うるし、テレビン油、タール、セメント、アミン系の樹脂硬化

剤等」の「等」には、ガラス繊維、ゴム添加剤等がある。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、次に掲げるものがある。 

a   すす:カーボンブラックの製造又は加工(黒色印刷インキの原料、ゴム配合剤等)、

黒鉛の製造、煉炭の製造等の業務 

b   鉱物油:切削油等の潤滑油、電気絶縁油又は熱処理油の製造又は取扱い業務等 

c   うるし:うるしの栽培、うるし液の採取、漆器用又は塗料用のうるし製造の業務

等 

d   テレビン油：テレビン油を用いた塗料、コーティング剤、医薬品等の製造又は取

扱業務等 

e   タール:タールの分溜又は加工(エナメル、電極等の製造)の業務、コークス炉作

業に係る業務等 

f   セメント:混合セメントの製造、セメント製品の製造の業務等 

g   アミン系の樹脂硬化剤:エポキシ樹脂接着剤、表面被覆剤(コンデンサー、トラン

ス等)、塗料等の製造、加工及び取扱い業務等 

(ハ) 「皮膚疾患」について 

a   すすによる皮膚疾患には、皮膚の角化等の病変がある。 

b   鉱物油による皮膚疾患には、急性皮膚炎(かぶれ)、油疹(手包炎又は毛嚢炎とも

いう。)等がある。色素沈着とゆうぜい(イボ)の形成がみられることがある。 

c   うるしによる皮膚疾患には、うるしかぶれと呼ばれる感作性皮膚炎がある。 

d   テレビン油による皮膚疾患には、アレルギー性接触皮膚炎がある。 

e   タールによる皮膚疾患には、湿疹、皮膚角化等の病変及びタール痤瘡がある。色

素沈着とゆうぜい(イボ)の形成がみられることがある。 

f   セメントによる皮膚疾患には、いわゆるセメント皮膚炎がある。 

g   アミン系の樹脂硬化剤による皮膚疾患には、主として脂肪族ポリアミン類によ

るじん麻疹及び主として芳香族アミン類による接触性皮膚炎がある。 

ニ  「蛋白分解酵素にさらされる業務による皮膚炎、結膜炎又は鼻炎、気管支喘息等の呼吸

器疾患」(第4号4) 

〔要旨〕 

本規定は、蛋白質を人工的に分解させることを目的として開発された蛋白分解酵素に

さらされる作業環境下において業務に従事することにより発生する皮膚炎、結膜炎又は

鼻炎、気管支喘息等の呼吸器疾患を業務上の疾病として定めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「蛋白分解酵素」とは、タンパク質やペプチドなどのペプチド結合 

 

を加水分解する酵素の総称で、プロテアーゼとも呼ばれる。合成洗剤等に含有される。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、タンパク分解酵素の製造、合成洗剤の製造又は合成洗

剤を使用して行う洗滌の業務等がある。 
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トリエチレンテトラミン等の脂肪族ポリアミン類及びフェニレンジアミン等の芳

香族ポリアミン類がある。 

h   「すす、鉱物油、うるし、テレビン油、タール、セメント、アミン系の樹脂硬化

剤等」の「等」には、ガラス繊維、ゴム添加剤等がある。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、次に掲げるものがある。 

a   すす:カーボンブラックの製造又は加工(黒色印刷インキの原料、ゴム配合剤等)、

黒鉛の製造、煉炭の製造等の業務 

b   鉱物油:切削油等の潤滑油、電気絶縁油又は熱処理油の製造又は取扱い業務等 

c   うるし:うるしの栽培、うるし液の採取、漆器用又は塗料用のうるし製造の業務

等 

d   テレビン油：テレビン油を用いた塗料、コーティング剤、医薬品等の製造又は取

扱業務等 

e   タール:タールの分溜又は加工(エナメル、電極等の製造)の業務、コークス炉作

業に係る業務等 

f   セメント:混合セメントの製造、セメント製品の製造の業務等 

g   アミン系の樹脂硬化剤:エポキシ樹脂接着剤、表面被覆剤(コンデンサー、トラン

ス等)、塗料等の製造、加工及び取扱い業務等 

(ハ) 「皮膚疾患」について 

a   すすによる皮膚疾患には、皮膚の角化等の病変がある。 

b   鉱物油による皮膚疾患には、急性皮膚炎(かぶれ)、油疹(手包炎又は毛嚢炎とも

いう。)等がある。色素沈着とゆうぜい(イボ)の形成がみられることがある。 

c   うるしによる皮膚疾患には、うるしかぶれと呼ばれる感作性皮膚炎がある。 

d   テレビン油による皮膚疾患には、アレルギー性接触皮膚炎がある。 

e   タールによる皮膚疾患には、湿疹、皮膚角化等の病変及びタール痤瘡がある。色

素沈着とゆうぜい(イボ)の形成がみられることがある。 

f   セメントによる皮膚疾患には、いわゆるセメント皮膚炎がある。 

g   アミン系の樹脂硬化剤による皮膚疾患には、主として脂肪族ポリアミン類によ

るじん麻疹及び主として芳香族アミン類による接触性皮膚炎がある。 

ニ  「蛋白分解酵素にさらされる業務による皮膚炎、結膜炎又は鼻炎、気管支喘息等の呼吸

器疾患」(第4号4) 

〔要旨〕 

本規定は、蛋白質を人工的に分解させることを目的として開発された蛋白分解酵素に

さらされる作業環境下において業務に従事することにより発生する皮膚炎、結膜炎又は

鼻炎、気管支喘息等の呼吸器疾患を業務上の疾病として定めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「蛋白分解酵素」とは、タンパク質やペプチドなどのペプチド結合 

 

を加水分解する酵素の総称で、プロテアーゼとも呼ばれる。合成洗剤等に含有される。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、タンパク分解酵素の製造、合成洗剤の製造又は合成洗

剤を使用して行う洗滌の業務等がある。 

(ハ) 「皮膚炎」としては、湿疹がある。 

(ニ) 「結膜炎」としては、酵素の溶液に接したときに起こる結膜の炎症がある。 

(ホ) 「鼻炎」としては、酵素の粉じんを吸入したときに起こる急性鼻炎(鼻カタルとも

呼ばれる。)がある。 

(ヘ) 「気管支喘息」としては、酵素の粉じんを吸入したときに起こる気管支喘息がある。 

(ト) 「鼻炎、気管支喘息等の呼吸器疾患」の「等」には、息切れ、胸痛、気管支攣縮、

気管支炎及び流行性感冒に似た症状がある。 

ホ  「木材の粉じん、獣毛のじんあい等を飛散する場所における業務又は抗生物質等にさら

される業務によるアレルギー性の鼻炎、気管支喘息等の呼吸器疾患」(第4号5) 

〔要旨〕 

本規定は、職業性のアレルギー性呼吸疾患を起こす場合に抗原となる物質にさらされ

る作業環境下において業務に従事することにより発生するアレルギー性の鼻炎、気管支

喘息等の呼吸器疾患を業務上の疾病として定めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「木材の粉じん」とは、米杉、ラワン、リョウブ、クワ等アレルギー性呼吸器疾患

の抗原物質を含有する木材の粉じんをいう。 

(ロ) 「獣毛のじんあい」とは、ヒツジ、ネコ、ヤギ、ウマ、ブタ等の動物の微細な毛を

いうが、実際には、フケ、ダニ、カビ等が混在した状態でばく露することがある。 

(ハ) 「木材の粉じん、獣毛のじんあい等」の「等」には、カキ殻に着生したホヤ、マブ

シ(蚕がマユを作りやすいようにワラまたはボール紙で作った養蚕用の器具)等を取

り扱う際に飛散する粉じんがある。 

(ニ) 「抗生物質」とは、主として微生物が産出する化学物質であって、他の微生物の発

育又は代謝機能を抑制する物質をいい、これにはペニシリン、ストレプトマイシン等

がある。 

(ホ) 「抗生物質等」の「等」には、アスピリン、サルファ剤等の薬剤がある。 

(ヘ) 該当業務としては、例えば、次に掲げるものがある。 

a   木材の粉じん:米杉、ラワン、リョウブ、クワ等の製材、木材加工の業務等があ

る。 

b   獣毛のじんあい:毛筆の製造、獣医、農夫、実験動物取扱の業務等がある。 

c   抗生物質:薬品製造の業務、医療業務、薬局における調剤の業務等 

(ト) 「アレルギー」とは、上記(イ)から(ホ)までに掲げる感作性物質を体内にとり込ん

だために起こる抗原抗体反応が生体に及ぼす作用のうち病的な過程をいう。 

(チ) 「アレルギー性の鼻炎」とは、鼻粘膜におけるアレルギー反応の結果、鼻を支配す

る副交感神経の興奮が誘発され、このために生ずる鼻疾患をいい、主な症状には、水

様性鼻汁、くしゃみ、鼻内掻痒感、鼻づまりがある。 

なお、アレルギー性の皮膚炎に対しては第4号3の規定が、アレルギー性の結膜炎に

対しては第4号9の規定が、それぞれ適用される。 

(リ) 「アレルギー性の気管支喘息」とは、上記(チ)のアレルギー性鼻炎と同様にアレル

ギー反応の結果起こる気管支喘息をいう。 

(ヌ) 「アレルギー性の鼻炎、気管支喘息等」の「等」には、アレルギー性の喉頭炎等が

ある。 

ヘ  「落綿等の粉じんを飛散する場所における業務による呼吸器疾患」(第4号6) 
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〔要旨〕 

本規定は、原綿夾雑物を比較的多く含有する落綿等の粉じんにさらされる作業環境下

において業務に従事することにより発生する呼吸器疾患を業務上の疾病として定めた

ものである。 

〔解説〕 

(イ) 「落綿」とは、主として綿糸紡績の前工程においてできる屑綿をいう。主として原

綿を原材料として行う混打綿、梳綿、コーマー(繊維の長さを均一にすること)等の過

程で排除されたものとして得られるため、原綿夾雑物(綿の種子、苞、茎がく等)を含

有する。 

(ロ) 「落綿等」の「等」には原綿、亜麻及び大麻がある。 

(ハ) 該当業務としては、例えば、混打綿、亜麻紡績、大麻製糸等の工程における植物屑

等の夾雑物にさらされる業務がある。 

(ニ) ここにいう「呼吸器疾患」としては、ビシノーシス等がある。 

なお、綿じん熱(cotton dust fever、原綿夾雑物を含有する粉じんにばく露開始後

2～3日のうちに発熱のみ現われ、気道の発赤等はみられない病変)が発生した場合に

は、第4号9の規定が適用される。 

ト  「空気中の酸素濃度の低い場所における業務による酸素欠乏症」(第4号8) 

〔要旨〕 

本規定は、酸素欠乏の状態に至った作業環境下において業務に従事することにより発

生する酸素欠乏症を業務上の疾病として定めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「空気中の酸素濃度の低い場所」とは、酸素欠乏症の症状があらわれる程度に空気

中の酸素濃度の低い場所をいう。 

(ロ) 「酸素欠乏症」とは、体組織とりわけ脳神経細胞に酸素不足をきたした結果起こる

疾病をいう。軽度のときは、頻脈、精神障害、呼吸促迫、血圧上昇、チアノーゼ等の

症状があらわれるが、高度になると意識不明、痙攣、血圧下降等がみられ、放置して

おくと死亡する。 

チ  「1から8までに掲げるもののほか、これらの疾病に付随する疾病その他化学物質等にさ

らされる業務に起因することの明らかな疾病」(第4号9) 

〔要旨〕 

本規定は、第4号1から8までに掲げる疾病以外に、①これらの疾病に付随する疾病、②

第4号1から8までに掲げる疾病発生の原因因子によるその他の疾病又は③第4号1から8

までに掲げる疾病発生の原因因子以外で化学物質等にさらされる作業環境下において

業務に従事した結果発生したものと認められる疾病に対して適用される趣旨で設けら

れたものである。 

この規定に該当するものとしては、例えば、「刺激性のガス又は蒸気による眼の疾患」

(旧第3号)（第4号1及び第4号2に該当するものを除く。)、「製糸紡績等の業務による手

指の皮膚炎」(旧第10号)、「コロフォニーにさらされる業務による皮膚障害又は気道障

害」及び「ラテックスにさらされる業務による皮膚障害、気道障害又はアナフィラキシー

反応」がある。 

なお、「明らか」の意義については、(2)ワ〔解説〕参照。 

(5)  「粉じんを飛散する場所において業務によるじん肺症又はじん肺法(昭和35年法律第30号)
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〔要旨〕 

本規定は、原綿夾雑物を比較的多く含有する落綿等の粉じんにさらされる作業環境下

において業務に従事することにより発生する呼吸器疾患を業務上の疾病として定めた

ものである。 

〔解説〕 

(イ) 「落綿」とは、主として綿糸紡績の前工程においてできる屑綿をいう。主として原

綿を原材料として行う混打綿、梳綿、コーマー(繊維の長さを均一にすること)等の過

程で排除されたものとして得られるため、原綿夾雑物(綿の種子、苞、茎がく等)を含

有する。 

(ロ) 「落綿等」の「等」には原綿、亜麻及び大麻がある。 

(ハ) 該当業務としては、例えば、混打綿、亜麻紡績、大麻製糸等の工程における植物屑

等の夾雑物にさらされる業務がある。 

(ニ) ここにいう「呼吸器疾患」としては、ビシノーシス等がある。 

なお、綿じん熱(cotton dust fever、原綿夾雑物を含有する粉じんにばく露開始後

2～3日のうちに発熱のみ現われ、気道の発赤等はみられない病変)が発生した場合に

は、第4号9の規定が適用される。 

ト  「空気中の酸素濃度の低い場所における業務による酸素欠乏症」(第4号8) 

〔要旨〕 

本規定は、酸素欠乏の状態に至った作業環境下において業務に従事することにより発

生する酸素欠乏症を業務上の疾病として定めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「空気中の酸素濃度の低い場所」とは、酸素欠乏症の症状があらわれる程度に空気

中の酸素濃度の低い場所をいう。 

(ロ) 「酸素欠乏症」とは、体組織とりわけ脳神経細胞に酸素不足をきたした結果起こる

疾病をいう。軽度のときは、頻脈、精神障害、呼吸促迫、血圧上昇、チアノーゼ等の

症状があらわれるが、高度になると意識不明、痙攣、血圧下降等がみられ、放置して

おくと死亡する。 

チ  「1から8までに掲げるもののほか、これらの疾病に付随する疾病その他化学物質等にさ

らされる業務に起因することの明らかな疾病」(第4号9) 

〔要旨〕 

本規定は、第4号1から8までに掲げる疾病以外に、①これらの疾病に付随する疾病、②

第4号1から8までに掲げる疾病発生の原因因子によるその他の疾病又は③第4号1から8

までに掲げる疾病発生の原因因子以外で化学物質等にさらされる作業環境下において

業務に従事した結果発生したものと認められる疾病に対して適用される趣旨で設けら

れたものである。 

この規定に該当するものとしては、例えば、「刺激性のガス又は蒸気による眼の疾患」

(旧第3号)（第4号1及び第4号2に該当するものを除く。)、「製糸紡績等の業務による手

指の皮膚炎」(旧第10号)、「コロフォニーにさらされる業務による皮膚障害又は気道障

害」及び「ラテックスにさらされる業務による皮膚障害、気道障害又はアナフィラキシー

反応」がある。 

なお、「明らか」の意義については、(2)ワ〔解説〕参照。 

(5)  「粉じんを飛散する場所において業務によるじん肺症又はじん肺法(昭和35年法律第30号)

に規定するじん肺と合併したじん肺法施行規則(昭和35年労働省令第6号)第1条各号に掲げ

る疾病」(第5号) 

〔要旨〕 

本規定は、じん肺起因粉じんにさらされる作業環境下において、業務に従事することに

より発生するじん肺症又はじん肺法(昭和35年法律第30号)に規定するじん肺と合併した

じん肺法施行規則(昭和35年労働省令第6号)第1条各号に掲げる疾病を業務上の疾病とし

て定めたものであり、旧第7号とほぼ同一である。 

〔解説〕 

(イ) 「粉じんを飛散する場所」とは、じん肺病変が現われる程度の粉じん(有機粉じんを

含む。以下同じ。)が飛散する場所をいう(なお、じん肺法施行規則(昭和35年労働省令第

6号。以下「じん肺則」という。)別表第1の粉じん作業参照。) 

(ロ) 「じん肺症」とは、じん肺(粉じんを吸入することによって肺に生じた線維増殖性変

化を主体とする疾病をいう。)のうち療養を要するものをいう。なお、じん肺法第23条に

おいては、じん肺法第2条第1項第1号に規定するじん肺のうち、じん肺管理区分が管理4

のものについて療養を要するものとして規定している。 

(ハ) 「じん肺法に規定するじん肺と合併したじん肺則第1条各号に掲げる疾病」とは、じ

ん肺法第2条第1項に規定する合併症(じん肺管理区分が管理2又は管理3と決定された者

に係るじん肺と合併した次に掲げる疾病)のほか、じん肺管理区分が4と決定された者に

係るじん肺と合併した次に掲げる疾病を含む趣旨である。 

①  肺結核 

②  結核性胸膜炎 

③  続発性気管支炎 

④  続発性気管支拡張症 

⑤  続発性気胸 

⑥ 原発性肺がん 

(6)  「細菌、ウイルス等の病原体による次に掲げる疾病」(第6号) 

イ  「患者の診療若しくは看護の業務、介護の業務又は研究その他の目的で病原体を取り扱

う業務による伝染性疾患」(第6号1) 

〔要旨〕 

本規定は、例示されたような病原体にさらされる作業環境下において業務に従事する

ことにより発生する伝染性疾患を業務上の疾病として定めたものであり、旧第33号とほ

ぼ同一である。 

〔解説〕 

(イ) 「患者の診療若しくは看護の業務」とは、病院又は診療所において医師の行う患者

の診断、検査若しくは治療又は看護婦等の行う看護の業務をいう。 

(ロ) ｢介護の業務｣とは、身体上又は精神上の障害があることにより日常生活を営むの

に支障がある者に対し、入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練及び療養上の管理そ

の他のその者の能力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにするための

サービスを行う業務をいうものであること。 

(ハ) 「研究その他の目的で病原体を取り扱う業務」とは、病院又は診療所において診療

放射線技師、診療X線技師、臨床検査技師、衛生検査技師等の行う上記(イ)に掲げる業

務以外の業務であって、細菌、ウイルス等の病原体によって汚染のおそれのある業務
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並びに病院又は診療所以外の衛生試験所、医学研究所、保健所等において医師、研究

者又はこれらの助手等の行う研究、検査及びこれらの業務に付随する業務であって、

病原体によって汚染のおそれのある業務をいう。 

(ニ) 「伝染性疾患」としては、コレラ、赤痢、腸チフス、発疹チフス等の法定伝染病の

ほか、結核、らい、ウイルス性肝炎等がある。 

(ホ) なお、病院又は診療所において患者の分泌物又は排泄物等を介して感染したウイル

ス性肝炎等の伝染性疾患あるいは伝染性疾患ではなくても病原菌にさらされる業務

(炊事婦、介助人等)に従事したことにより起きた細菌性中毒等の疾病に対しては、第

6号5の規定が適用される。 

ロ  「動物若しくはその死体、獣毛、革その他動物性の物又はぼろ等の古物を取り扱う業務

によるブルセラ症、炭疽病等の伝染性疾患」(第6号2) 

〔要旨〕 

本規定は、例示されたような獣類の人畜共通伝染病病原体にさらされる作業環境下に

おいて業務に従事することにより発生する人畜共通伝染病であるブルセラ症、炭疽病等

の伝染性疾患を業務上の疾病として定めたものであり、旧第36号に対応するものである

が、例示疾病が改められた。 

〔解説〕 

(イ) 「その他動物性の物」には、動物の骨、内臓等加工していない動物の身体の部分が

ある。 

(ロ) 「ぼろ等の古物」の「等」には、使い古した家具調度品がある。 

(ハ) 該当業務としては、例えば、家畜の飼育、獣医の業務、屠殺、皮革製品の製造、刷

毛又は筆の製造の業務、廃品回収の業務等がある。 

(ニ) 「ブルセラ症」とは、ブルセラ菌に感染して起こる伝染性疾患をいい、これに感染

する動物は通常ヤギ、ウシ、ブタ等の家畜であって、これらの病獣等を介してブルセ

ラ菌に感染することにより起こる場合が多い。 

(ホ) 「炭疽病」とは、元来はウシ及びヒツジまれにウマ、ブタ、ネコ等が自然感染する

疾患であるが、死獣又は病獣からの排泄物等を介して炭疽菌に感染(通常経皮感染、

ときに経口感染)することにより起こる伝染性疾患をいう。 

(ヘ) 「ブルセラ症、炭疽病等」の「等」には、ペスト、痘瘡等がある。 

ハ  「湿潤地における業務によるワイル病等のレプトスピラ症」(第6号3) 

〔要旨〕 

本規定は、病原体の一種であるレプトスピラ(鼠の尿中に排泄された病原体)で汚染さ

れた湿潤地における業務に従事することにより発生するワイル病等のレプトスピラ症

を業務上の疾病として定めたものであり、旧第34号に対応するものであるが、その例示

疾病が改められた。 

〔解説〕 

(イ) ここにいう「湿潤地」とは、常時湿潤な状態を保有する土地を意味し、水田地帯や

地下水の浸出する炭鉱地帯をいう。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、炭坑夫及び土木工事従事者の業務、街路清掃、じんあ

い処理の業務等がある。 

(ハ) 「ワイル病」とは、鼠の尿で汚染された水、土壌、食物等を介してレプトスピラに

経皮的又は経口的に感染することにより起こる伝染性疾患をいい、黄疸出血性レプト
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並びに病院又は診療所以外の衛生試験所、医学研究所、保健所等において医師、研究

者又はこれらの助手等の行う研究、検査及びこれらの業務に付随する業務であって、

病原体によって汚染のおそれのある業務をいう。 

(ニ) 「伝染性疾患」としては、コレラ、赤痢、腸チフス、発疹チフス等の法定伝染病の

ほか、結核、らい、ウイルス性肝炎等がある。 

(ホ) なお、病院又は診療所において患者の分泌物又は排泄物等を介して感染したウイル

ス性肝炎等の伝染性疾患あるいは伝染性疾患ではなくても病原菌にさらされる業務

(炊事婦、介助人等)に従事したことにより起きた細菌性中毒等の疾病に対しては、第

6号5の規定が適用される。 

ロ  「動物若しくはその死体、獣毛、革その他動物性の物又はぼろ等の古物を取り扱う業務

によるブルセラ症、炭疽病等の伝染性疾患」(第6号2) 

〔要旨〕 

本規定は、例示されたような獣類の人畜共通伝染病病原体にさらされる作業環境下に

おいて業務に従事することにより発生する人畜共通伝染病であるブルセラ症、炭疽病等

の伝染性疾患を業務上の疾病として定めたものであり、旧第36号に対応するものである

が、例示疾病が改められた。 

〔解説〕 

(イ) 「その他動物性の物」には、動物の骨、内臓等加工していない動物の身体の部分が

ある。 

(ロ) 「ぼろ等の古物」の「等」には、使い古した家具調度品がある。 

(ハ) 該当業務としては、例えば、家畜の飼育、獣医の業務、屠殺、皮革製品の製造、刷

毛又は筆の製造の業務、廃品回収の業務等がある。 

(ニ) 「ブルセラ症」とは、ブルセラ菌に感染して起こる伝染性疾患をいい、これに感染

する動物は通常ヤギ、ウシ、ブタ等の家畜であって、これらの病獣等を介してブルセ

ラ菌に感染することにより起こる場合が多い。 

(ホ) 「炭疽病」とは、元来はウシ及びヒツジまれにウマ、ブタ、ネコ等が自然感染する

疾患であるが、死獣又は病獣からの排泄物等を介して炭疽菌に感染(通常経皮感染、

ときに経口感染)することにより起こる伝染性疾患をいう。 

(ヘ) 「ブルセラ症、炭疽病等」の「等」には、ペスト、痘瘡等がある。 

ハ  「湿潤地における業務によるワイル病等のレプトスピラ症」(第6号3) 

〔要旨〕 

本規定は、病原体の一種であるレプトスピラ(鼠の尿中に排泄された病原体)で汚染さ

れた湿潤地における業務に従事することにより発生するワイル病等のレプトスピラ症

を業務上の疾病として定めたものであり、旧第34号に対応するものであるが、その例示

疾病が改められた。 

〔解説〕 

(イ) ここにいう「湿潤地」とは、常時湿潤な状態を保有する土地を意味し、水田地帯や

地下水の浸出する炭鉱地帯をいう。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、炭坑夫及び土木工事従事者の業務、街路清掃、じんあ

い処理の業務等がある。 

(ハ) 「ワイル病」とは、鼠の尿で汚染された水、土壌、食物等を介してレプトスピラに

経皮的又は経口的に感染することにより起こる伝染性疾患をいい、黄疸出血性レプト

スピラ病とも呼ばれる。 

(ニ) 「ワイル病等のレプトスピラ症」の「等」には、黄疸出血性レプトスピラ病以外の

レプトスピラ症が含まれ、これには無菌性髄膜炎等がある。 

ニ  「屋外における業務による恙虫病」(第6号4) 

〔要旨〕 

本規定は恙虫病のリケッチアに感染する恐れのある地域の屋外における業務に従事

することにより発生する恙虫病を業務上の疾病として定めたものであり、旧第35号と同

一である。 

〔解説〕 

(イ) ここにいう「屋外における業務」とは、恙虫の幼虫に刺されるおそれのある地域の

屋外における業務をいう。 

(ロ) 該当業務としては、上記(イ)に掲げた関係地域の屋外における土木工事、護岸作業、

農業に係る業務等がある。 

(ハ) 「恙虫病」とは、野鼠により運搬された恙虫の幼虫(ダニの一種で赤虫とも呼ばれ

る。)に刺された傷口から、その幼虫の体内に保有されていたリケッチアに感染する

ことにより起こる急性発疹性熱性疾患をいう。 

ホ  「1から4までに掲げるもののほか、これらの疾病に付随する疾病その他、細菌、ウイル

ス等の病原体にさらされる業務に起因することの明らかな疾病」(第6号5) 

〔要旨〕 

本規定は、第6号1から4までに掲げる疾病以外に、①これらの疾病に付随する疾病、②

第6号1から4までに掲げる疾病発生の原因因子によるその他の疾病又は③第6号1から4

までに掲げる疾病発生の原因因子以外で細菌、ウイルス等の病原体にさらされる作業環

境下において業務に従事した結果、発生したものと認められる疾病に対して適用される

趣旨で設けられたものである。 

〔解説〕 

第6号1及び2に掲げる疾病のうち、急性伝染性疾患は二次感染を起こすことがあるが、

このような二次感染により起こる疾病に対しては本規定が適用される。 

なお、「明らか」の意義については、(2)ワ〔解説〕参照。 

(7)  「がん原性物質若しくはがん原性因子又はがん原性工程における業務による次に掲げる疾

病」(第7号) 

イ  「ベンジジンにさらされる業務による尿路系腫瘍」(第7号1) 

〔要旨〕 

本規定は、がん原性物質であるベンジジンにさらされる作業環境下において業務に従

事することにより発生する尿路系腫瘍を業務上の疾病として定めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「ベンジジン」とは、 

 

の化学構造式を有する白色ないし黄味又は赤味を帯びた灰色の結晶性粉末の物質

である。 

なお、現在は労働安全衛生法(昭和47年法律第57号。以下「安衛法」という。)第55

条により製造等が禁止されている(ただし、試験研究の業務については、一定の要件
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を付して製造等が認められている。以下「禁止物質」という。) 

(ロ) 該当業務としては、たとえば、安衛法による禁止前において染料及び試薬の製造・

取扱いの業務があった。なお、これらの業務は、ベンジジンの含有量が重量で1パーセ

ント以下の物である場合を除き、安衛法第67条による健康管理手帳交付の対象業務

(以下「健康管理手帳交付対象業務」という。)となっている。 

(ハ) ここにいう「尿路系腫瘍」とは、尿路(腎臓、腎孟、尿管、膀胱及び尿道をいう。以

下同じ。)に原発した腫瘍(良性腫瘍を含む。以下同じ。)をいう。 

ロ  「ベータ－ナフチルアミンにさらされる業務による尿路系腫瘍」(第7号2) 

〔要旨〕 

本規定は、がん原性物質であるベータ－ナフチルアミンにさらされる作業環境下にお

いて業務に従事することにより発生する尿路系腫瘍を業務上の疾病として定めたもの

である。 

〔解説〕 

(イ) 「ベータ－ナチルアミン(別名2-ナフチルアミン)」とは、 

 

の化学構造式を有する無色又は薄桃色の葉状結晶で微かな芳香がある物質である。な

お、これは禁止物質とされている。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、安衛法による禁止前において染料及び酸化防止剤の中

間体の製造の業務(ベータ－ナフチルアミンの含有量が重量で1パーセント以下の物

である場合を除き、健康管理手帳交付対象業務)があった。 

(ハ) 「尿路系腫瘍」については、(7)イ〔解説〕(ハ)参照。 

ハ  「4-アミノジフェニルにさらされる業務による尿路系腫瘍」(第7号3) 

〔要旨〕 

本規定は、がん原性物質である4-アミノジフェニルにさらされる作業環境下において

業務に従事することにより発生する尿路系腫瘍を業務上の疾病として定めたものであ

る。 

〔解説〕 

(イ) 「4-アミノジフェニル」とは、 

 

の化学構造式を有する無色の葉片状結晶の物質である。なお、これは禁止物質とされ

ている。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、安衛法による禁止前において染料及び試薬の製造、取

扱いの業務があった。 

(ハ) 「尿路系腫瘍」については、(7)イ〔解説〕(ハ)参照。 

ニ  「4-ニトロジフェニルにさらされる業務による尿路系腫瘍」(第7号4) 

〔要旨〕 

本規定は、がん原性物質である4-ニトロジフェニルにさらされる作業環境下における

業務に従事することにより発生する尿路系腫瘍を業務上の疾病として定めたものであ

る。 
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を付して製造等が認められている。以下「禁止物質」という。) 

(ロ) 該当業務としては、たとえば、安衛法による禁止前において染料及び試薬の製造・

取扱いの業務があった。なお、これらの業務は、ベンジジンの含有量が重量で1パーセ

ント以下の物である場合を除き、安衛法第67条による健康管理手帳交付の対象業務

(以下「健康管理手帳交付対象業務」という。)となっている。 

(ハ) ここにいう「尿路系腫瘍」とは、尿路(腎臓、腎孟、尿管、膀胱及び尿道をいう。以

下同じ。)に原発した腫瘍(良性腫瘍を含む。以下同じ。)をいう。 

ロ  「ベータ－ナフチルアミンにさらされる業務による尿路系腫瘍」(第7号2) 

〔要旨〕 

本規定は、がん原性物質であるベータ－ナフチルアミンにさらされる作業環境下にお

いて業務に従事することにより発生する尿路系腫瘍を業務上の疾病として定めたもの

である。 

〔解説〕 

(イ) 「ベータ－ナチルアミン(別名2-ナフチルアミン)」とは、 

 

の化学構造式を有する無色又は薄桃色の葉状結晶で微かな芳香がある物質である。な

お、これは禁止物質とされている。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、安衛法による禁止前において染料及び酸化防止剤の中

間体の製造の業務(ベータ－ナフチルアミンの含有量が重量で1パーセント以下の物

である場合を除き、健康管理手帳交付対象業務)があった。 

(ハ) 「尿路系腫瘍」については、(7)イ〔解説〕(ハ)参照。 

ハ  「4-アミノジフェニルにさらされる業務による尿路系腫瘍」(第7号3) 

〔要旨〕 

本規定は、がん原性物質である4-アミノジフェニルにさらされる作業環境下において

業務に従事することにより発生する尿路系腫瘍を業務上の疾病として定めたものであ

る。 

〔解説〕 

(イ) 「4-アミノジフェニル」とは、 

 

の化学構造式を有する無色の葉片状結晶の物質である。なお、これは禁止物質とされ

ている。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、安衛法による禁止前において染料及び試薬の製造、取

扱いの業務があった。 

(ハ) 「尿路系腫瘍」については、(7)イ〔解説〕(ハ)参照。 

ニ  「4-ニトロジフェニルにさらされる業務による尿路系腫瘍」(第7号4) 

〔要旨〕 

本規定は、がん原性物質である4-ニトロジフェニルにさらされる作業環境下における

業務に従事することにより発生する尿路系腫瘍を業務上の疾病として定めたものであ

る。 

〔解説〕 

(イ) 「4-ニトロジフェニル」とは、 

 

の化学構造式を有する常温・常圧で黄色針状結晶の物質である。なお、これは禁止物

質とされている。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、安衛法による禁止前において染料の製造・取扱いの業

務があった。 

(ハ) 「尿路系腫瘍」については、(7)イ〔解説〕(ハ)参照。 

ホ  「ビス(クロロメチル)エーテルにさらされる業務による肺がん」(第7号5) 

〔要旨〕 

本規定は、がん原性物質であるビス(クロロメチル)エーテルにさらされる作業環境下

において業務に従事することにより発生する肺がんを業務上の疾病として定めたもの

である。 

〔解説〕 

(イ) 「ビス(クロロメチル)エーテル」とは、(Cl CH2)2Oの化学構造式を有する催涙性の

揮発性の液体の物質である。なお、これは禁止物質とされている。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、安衛法による禁止前において染料及び陰イオン交換樹

脂の製造・取扱いの業務(ビス(クロロメチル)エーテルは、クロロメチル化剤として

使用。ビス(クロロメチル)エーテルの含有量が重量で1パーセント以下の物である場

合を除き健康管理手帳交付対象業務)があった。 

(ハ) 「肺がん」とは、肺に原発した悪性新生物をいう。 

ヘ  「ベンゾトリクロライドにさらされる業務による肺がん」(第7号7) 

〔要旨〕 

本規定は、がん原性物質であるベンゾトリクロライドにさらされる作業環境下におい

て業務に従事することにより発生する肺がんを業務上の疾病として定めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「ベンゾトリクロライド(別名ベンゾトリクロリド)」とは、 

 

の化学構造式を有し、無色又は淡黄色で催涙性と刺激臭のある液状の物質である。 

なお、ベンゾトリクロライドは、特定化学物質等障害予防規則(昭和47年労働省令

第39号。以下「特化則」という。)の適用を受ける第1類物質である。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、医薬、紫外線吸収剤、農薬、染料、顔料、有機過酸化

物原料等の製造・取扱いの業務がある。トルエンの塩素化に際し、太陽光線により塩

素化反応をさせることによりベンゾトリクロライドを製造する事業場における業務

は、健康管理手帳交付対象業務とされている。 

(ハ) 「肺がん」については、(7)ホ〔解説〕(ハ)参照。 

ト  「石綿にさらされる業務による肺がん又は中皮腫」(第7号8) 

〔要旨〕 
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本規定は、がん原性物質である石綿にさらされる作業環境下において業務に従事する

ことにより発生する肺がん又は中皮腫を業務上の疾病として定めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「石綿(アスベスト)」とは、繊維状の耐熱性、耐摩耗性等の性質にすぐれた鉱物性

物質であり、これにはクリソタイル、クロシドライト、アモサイト、トレモライド、

アクチノライト及びアンソフィライトがある。 

なお、石綿は、特化則の適用を受ける第2類物質とされている。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、織物、セメント、摩擦材料、断熱材料、ガスケット、

ブレーキライニング等の製造・取扱い等の業務(このうち粉じん作業に係る業務につ

いては、健康管理手帳交付対象業務)がある。 

(ハ) 「肺がん」については、(7)ホ〔解説〕(ハ)参照。 

(ニ) 「中皮腫」とは、胸膜、心膜、腹膜又は精巣鞘膜に原発した腫瘍をいう。 

チ  「ベンゼンにさらされる業務による白血病」(第7号9) 

〔要旨〕 

本規定は、がん原性物質であるベンゼンにさらされる作業環境下における業務に従事

することにより発生する白血病を業務上の疾病として定めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「ベンゼン(別名ベンゾール)」とは、 

 

の化学構造式を有する無色引火性の液状の物質である。 

なお、これは、特化則の適用を受ける第2類物質であり、安衛法第55条によりベン

ゼンの容量が溶剤(希釈剤を含む。)の5パーセントを起えて含有されるゴムのりは禁

止物質とされている。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、化学合成、洗浄剤、染料、塗料、火薬、燻蒸剤、殺虫

剤、皮革、ゴム等の製造・取扱いの業務等がある。 

(ハ) 「白血病」とは、造血組織の原発性の悪性新生物をいい、リンパ性又は骨髄性の白

血病がある。 

リ  「塩化ビニルにさらされる業務による肝血管肉腫又は肝細胞がん」(第7号10) 

〔要旨〕 

本規定は、がん原性物質である塩化ビニルにさらされる作業環境下において業務に従

事することにより発生する肝血管肉腫又は肝細胞がんを業務上の疾病として定めたも

のである。 

〔解説〕 

(イ) 「塩化ビニル(塩化ビニルモノマー)」とは、CH２=CHClの化学構造式を有する無色の

気体でエーテル臭を呈する物質である。 

なお、これは、特化則の適用を受ける第2類物質である。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、塩化ビニルの重合及びポリ塩化ビニルの乾燥の業務(塩

化ビニルの重合及び密閉されていない遠心分離機を用いてポリ塩化ビニル(塩化ビニ

ルの共重合体を含む。)の懸濁液から水を分離する業務は、健康管理手帳交付対象業
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本規定は、がん原性物質である石綿にさらされる作業環境下において業務に従事する

ことにより発生する肺がん又は中皮腫を業務上の疾病として定めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「石綿(アスベスト)」とは、繊維状の耐熱性、耐摩耗性等の性質にすぐれた鉱物性

物質であり、これにはクリソタイル、クロシドライト、アモサイト、トレモライド、

アクチノライト及びアンソフィライトがある。 

なお、石綿は、特化則の適用を受ける第2類物質とされている。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、織物、セメント、摩擦材料、断熱材料、ガスケット、

ブレーキライニング等の製造・取扱い等の業務(このうち粉じん作業に係る業務につ

いては、健康管理手帳交付対象業務)がある。 

(ハ) 「肺がん」については、(7)ホ〔解説〕(ハ)参照。 

(ニ) 「中皮腫」とは、胸膜、心膜、腹膜又は精巣鞘膜に原発した腫瘍をいう。 

チ  「ベンゼンにさらされる業務による白血病」(第7号9) 

〔要旨〕 

本規定は、がん原性物質であるベンゼンにさらされる作業環境下における業務に従事

することにより発生する白血病を業務上の疾病として定めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「ベンゼン(別名ベンゾール)」とは、 

 

の化学構造式を有する無色引火性の液状の物質である。 

なお、これは、特化則の適用を受ける第2類物質であり、安衛法第55条によりベン

ゼンの容量が溶剤(希釈剤を含む。)の5パーセントを起えて含有されるゴムのりは禁

止物質とされている。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、化学合成、洗浄剤、染料、塗料、火薬、燻蒸剤、殺虫

剤、皮革、ゴム等の製造・取扱いの業務等がある。 

(ハ) 「白血病」とは、造血組織の原発性の悪性新生物をいい、リンパ性又は骨髄性の白

血病がある。 

リ  「塩化ビニルにさらされる業務による肝血管肉腫又は肝細胞がん」(第7号10) 

〔要旨〕 

本規定は、がん原性物質である塩化ビニルにさらされる作業環境下において業務に従

事することにより発生する肝血管肉腫又は肝細胞がんを業務上の疾病として定めたも

のである。 

〔解説〕 

(イ) 「塩化ビニル(塩化ビニルモノマー)」とは、CH２=CHClの化学構造式を有する無色の

気体でエーテル臭を呈する物質である。 

なお、これは、特化則の適用を受ける第2類物質である。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、塩化ビニルの重合及びポリ塩化ビニルの乾燥の業務(塩

化ビニルの重合及び密閉されていない遠心分離機を用いてポリ塩化ビニル(塩化ビニ

ルの共重合体を含む。)の懸濁液から水を分離する業務は、健康管理手帳交付対象業

務である。)がある。 

(ハ) 「肝血管肉腫」とは、肝原発の血管内皮細胞原性の悪性腫瘍をいう。 

ヌ  「電離放射線にさらされる業務による白血病、肺がん、皮膚がん、骨肉腫、甲状腺がん、

多発性骨髄腫又は非ホジキンリンパ腫」(第7号15) 

〔要旨〕 

本規定は、がん原性因子である電離放射線にさらされる作業環境下において業務に従

事することにより発生する白血病、肺がん、皮膚がん、骨肉腫、甲状腺がん、多発性骨

髄腫又は非ホジキンリンパ腫を業務上の疾病として定めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「電離放射線」については、(2)ホ〔解説〕(イ)参照。 

(ロ) 該当業務については、(2)ホ〔解説〕(ロ)参照。 

(ハ) 「白血病」については、(7)チ〔解説〕(ハ)参照。 

(ニ) 「肺がん」については、(7)ホ〔解説〕(ハ)参照。 

(ホ) 「皮膚がん」とは、皮膚に原発した上皮性の悪性腫瘍をいう。 

(ヘ) 「骨肉腫」とは、骨芽細胞に由来する原発性の悪性腫瘍をいう。 

(ト) 「甲状腺がん」とは、甲状腺に原発した悪性腫瘍をいう。 

ル  「オーラミンを製造する工程における業務による尿路系腫瘍」(第7号16) 

〔要旨〕 

本規定は、がん原性工程(当該工程において取り扱われる個々の化学物質のがん原性

は確認されていないが、当該工程全体としては発がんの危険が高いことが疫学的に認め

られている工程をいう。以下同じ。)であるオーラミンを製造する工程における業務に

従事することにより発生する尿路系腫瘍を業務上の疾病として定めるものである。 

〔解説〕 

(イ) 「オーラミン」とは、 

 

の化学構造式を有する分子の結晶水をもつ黄色の粉末の物質である。 

なお、これは、特化則の適用を受ける第2類物質である。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、防腐剤及び染料の製造・取扱いの業務がある。 

(ハ) 「尿路系腫瘍」については、(7)イ〔解説〕(ハ)参照。 

ヲ  「マゼンタを製造する工程における業務による尿路系腫瘍」(第7号17) 

〔要旨〕 

本規定は、がん原性工程であるマゼンタを製造する工程における業務に従事すること

により発生する尿路系腫瘍を業務上の疾病として定めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「マゼンタ(別名フクシン、ロザニリン、ローズアニリン)」とは、 
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の化学構造式を有し、緑色の金属光沢のある結晶(正方晶系)性の物質である。なお、

これは、特化則の適用を受ける第2類物質である。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、染料及び分析試薬の製造・取扱いの業務がある。 

(ハ) 「尿路系腫瘍」については、(7)イ〔解説〕(ハ)参照。 

ワ  「コークス又は発生炉ガスを製造する工程における業務による肺がん」(第7号18) 

〔要旨〕 

本規定は、がん原性工程であるコークス又は発生炉ガスを製造する工程における業務

に従事することにより発生する肺がんを業務上の疾病として定めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「コークス」とは、石炭の高温乾留によって得られる多孔質の炭素質燃料である。 

(ロ) 「発生炉ガス」とは、コークス、石炭等の燃料に空気又は空気と水蒸気の混合気を

送入し、ガス化反応を行わせて得られる低発熱量の燃料用ガスをいう。 

(ハ) 該当業務としては、例えば、コークス炉作業、ガス発生炉作業等に係る業務(製鉄

用コークス又は製鉄用発生炉ガスを製造する業務のうち炉上において行う業務及び

製鉄用コークス炉に接して行う業務は、健康管理手帳交付対象業務である。)がある。 

(ニ) 「肺がん」については、(7)ホ〔解説〕(ハ)参照。 

(ホ) なお、従来から製鉄用コークス又は製鉄用ガス発生炉ガスを製造する業務のうち炉

上作業(製鉄用コークス炉の場合は、炉側作業を含む。)に係る業務に従事した労働者

では肺がん発生危険の高いことが認められているが、製鉄用以外のコークス炉におい

ても揮発物へのばく露条件がこれに類似した業務については本規定が適用されるの

で、慎重に取り扱う必要がある。 

カ  「クロム酸塩又は重クロム酸塩を製造する工程における業務による肺がん又は上気道の

がん」(第7号19) 

〔要旨〕 

本規定は、がん原性工程であるクロム酸塩又は重クロム酸塩を製造する工程における

業務に従事することにより発生する肺がん又は上気道のがんを業務上の疾病として定

めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「クロム酸塩」とは、クロム酸ナトリウム、クロム酸鉛、クロム酸亜鉛、クロム酸

カリウム等のクロム酸とアルカリの塩からなる化合物である。なお、クロム酸及びそ

の塩は、特化則の適用を受ける第2類物質である。 

(ロ) 「重クロム酸塩」とは重クロム酸アンモニウム、重クロム酸カリウム、重クロム酸

ナトリウム等の重クロム酸とアルカリの塩からなる化合物をいう。 

なお、重クロム酸及びその塩は、特化則の適用を受ける第2類物質である。 

(ハ) 該当業務としては、例えば、クロム鉱石処理工程(クロム鉱石からクロム酸塩又は

重クロム酸塩を製造する全工程をいう。)における業務(クロム酸及び重クロム酸並び
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の化学構造式を有し、緑色の金属光沢のある結晶(正方晶系)性の物質である。なお、

これは、特化則の適用を受ける第2類物質である。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、染料及び分析試薬の製造・取扱いの業務がある。 

(ハ) 「尿路系腫瘍」については、(7)イ〔解説〕(ハ)参照。 

ワ  「コークス又は発生炉ガスを製造する工程における業務による肺がん」(第7号18) 

〔要旨〕 

本規定は、がん原性工程であるコークス又は発生炉ガスを製造する工程における業務

に従事することにより発生する肺がんを業務上の疾病として定めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「コークス」とは、石炭の高温乾留によって得られる多孔質の炭素質燃料である。 

(ロ) 「発生炉ガス」とは、コークス、石炭等の燃料に空気又は空気と水蒸気の混合気を

送入し、ガス化反応を行わせて得られる低発熱量の燃料用ガスをいう。 

(ハ) 該当業務としては、例えば、コークス炉作業、ガス発生炉作業等に係る業務(製鉄

用コークス又は製鉄用発生炉ガスを製造する業務のうち炉上において行う業務及び

製鉄用コークス炉に接して行う業務は、健康管理手帳交付対象業務である。)がある。 

(ニ) 「肺がん」については、(7)ホ〔解説〕(ハ)参照。 

(ホ) なお、従来から製鉄用コークス又は製鉄用ガス発生炉ガスを製造する業務のうち炉

上作業(製鉄用コークス炉の場合は、炉側作業を含む。)に係る業務に従事した労働者

では肺がん発生危険の高いことが認められているが、製鉄用以外のコークス炉におい

ても揮発物へのばく露条件がこれに類似した業務については本規定が適用されるの

で、慎重に取り扱う必要がある。 

カ  「クロム酸塩又は重クロム酸塩を製造する工程における業務による肺がん又は上気道の

がん」(第7号19) 

〔要旨〕 

本規定は、がん原性工程であるクロム酸塩又は重クロム酸塩を製造する工程における

業務に従事することにより発生する肺がん又は上気道のがんを業務上の疾病として定

めたものである。 

〔解説〕 

(イ) 「クロム酸塩」とは、クロム酸ナトリウム、クロム酸鉛、クロム酸亜鉛、クロム酸

カリウム等のクロム酸とアルカリの塩からなる化合物である。なお、クロム酸及びそ

の塩は、特化則の適用を受ける第2類物質である。 

(ロ) 「重クロム酸塩」とは重クロム酸アンモニウム、重クロム酸カリウム、重クロム酸

ナトリウム等の重クロム酸とアルカリの塩からなる化合物をいう。 

なお、重クロム酸及びその塩は、特化則の適用を受ける第2類物質である。 

(ハ) 該当業務としては、例えば、クロム鉱石処理工程(クロム鉱石からクロム酸塩又は

重クロム酸塩を製造する全工程をいう。)における業務(クロム酸及び重クロム酸並び

にこれらの塩の含有量が重量で1パーセント以下の物である場合を除き、健康管理手

帳交付対象業務である。)がある。 

(ニ) 「肺がん」については、(7)ホ〔解説〕(ハ)参照。 

(ホ) 「上気道のがん」とは、鼻腔、副鼻腔、鼻咽腔、咽頭又は喉頭に原発した悪性新生

物をいう。なお、上気道のポリープについては、これに炎症性のものが含まれること

及び一般のがんに比して重篤な疾患でないことから、第4号1の規定を適用することと

する。 

ヨ  「ニッケルの製錬又は精錬を行う工程における業務による肺がん又は上気道のがん」(第

7号20) 

〔要旨〕 

本規定は、がん原性工程であるニッケルの製錬又は精錬を行う工程における業務に従

事することにより発生する肺がん又は上気道のがんを業務上の疾病として定めたもの

である。 

〔解説〕 

(イ) 「ニッケル」とは、銀白色で、空気中で発火する金属元素である。 

(ロ) 「製錬」とは、鉱石から金属を抽出する工程のうち不純物を含んだ金属を分離する

操作をいう。 

(ハ) 「精錬」とは製錬後の金属から不純物を分離することにより金属を精製する操作を

いう。 

(ニ) 該当業務としては、ニッケル鉱石の製錬又は精錬に係る全工程における業務があ

る。 

(ホ) 「肺がん」については、(7)ホ〔解説〕(ハ)参照。 

(ヘ) 「上気道のがん」については、(7)カ〔解説〕(ホ)参照。 

タ  「砒素を含有する鉱石を原料として金属の製錬若しくは精錬を行う工程又は無機砒素化

合物を製造する工程における業務による肺がん又は皮膚がん」(第7号21) 

〔要旨〕 

本規定は、がん原性工程である砒素を含む鉱石を原料として金属の製錬若しくは精錬

を行う工程又は無機砒素化合物を製造する工程における業務に従事することにより発

生する肺がん又は皮膚がんを業務上の疾病として定めたものである。 

〔解説〕 

(イ) ここにいう「砒素を含有する鉱石」とは、砒素を比較的多量に含んでおり、銅など

の金属の製鎌若しくは精錬を行う工程において肺がん又は皮膚がんの発生危険が高

い鉱石(金瓜石等)をいう。 

(ロ) 「無機砒素化合物」とは、三酸化砒素又は砒酸鉛、砒酸カルシウム等の砒酸とアル

カリの塩からなる化合物をいう。 

なお、三酸化砒素は、特化則の適用を受ける第2類物質である。 

(ハ) 該当業務としては、例えば、三酸化砒素の製造、砒素を含む鉱石を原料として行う

銅の製錬又は精錬に係る全工程における業務、砒酸鉛、砒酸カルシウム等の無機砒素

化合物(主として農薬として使用)の製造の業務等(三酸化砒素の焙焼若しくは精錬又

は砒素の含有量が重量で3パーセントを超える鉱石を一定の方式で製錬する業務は、

健康管理手帳交付対象業務である。)がある。 

(ニ) 「肺がん」については、(7)ホ〔解説〕(ハ)参照。 
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(ホ) 「皮膚がん」については、(7)ヌ〔解説〕(ホ)参照。 

レ  「すす、鉱物油、タール、ピッチ、アスファルト又はパラフィンにさらされる業務によ

る皮膚がん」(第7号22) 

〔要旨〕 

本規定は、例示されたような物質に一定のばく露条件のもとでさらされる作業環境下

において業務に従事することにより発生する皮膚がんを業務上の疾病として定めたも

のであり、旧第30号に対応するものである。 

〔解説〕 

(イ) 例示された有害物質の概要は、次に掲げるとおりである。 

a   「すす、鉱物油及びタール」については、(4)ハ〔解説〕(イ)a、b及びe参照。 

b   「ピッチ」とは、石炭、木材等の乾留によって得られる黒色の炭素質固形残留物

である。 

c   「アスファルト」とは、固体又は半固体の歴青質混合物であり、天然アスファル

トと石油アスファルトがある。 

d   「パラフィン」とは、石炭又は石油から得られる高級の鎖式炭化水素化合物を成

分とする白色半透明のろう状物質である。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、次に掲げるものがある。 

a   すす、鉱物油及びタール:(4)ハ〔解説〕(ロ)a、b及びe参照。 

b   ピッチ:コールタールピッチの製造・取扱いの業務等。 

c   アスファルト:アスファルト又はこれを用いた電気絶縁材の製造・取扱いの業務

等。 

d   パラフィン:パラフィン又はその加工品の製造・取扱いの業務等。 

(ハ) 「皮膚がん」については、(7)〔解説〕(ホ)参照。 

ソ  「1～22までに掲げるもののほか、これらの疾病に付随する疾病その他がん原性物質若

しくはがん原性因子にさらされる業務又はがん原性工程における業務に起因することの

明らかな疾病」(第7号23) 

〔要旨〕 

本規定は、第7号1から22までに掲げるがん以外に、①これらの疾病に付随する疾病(原

疾患たる各規定に例示されたがんの転移がんその他原発性のがんとの間に因果関係の

あるがん性悪液質等の疾病を含む。)、②第7号1から22までに掲げる疾病発生の原因因

子によるその他の部位のがん又は第7号1から22までに掲げる疾病発生の原因因子以外

でがん原性物質若しくはがん原性因子にさらされる作業環境下における業務又はがん

原性工程における業務に従事した結果発生したものと認められるがんに対して適用さ

れる趣旨で設けられたものである。 

なお、「明らか」の意義については、(2)ワ〔解説〕参照。 

(8)  「前各号に掲げるもののほか、厚生労働大臣の指定する疾病」(第10号) 

〔要旨及び解説〕 

本規定は、将来第1号から第9号までに掲げた例示疾病のほかに、有害因子にさらされる

業務によって起こる疾病を業務上疾病として認めるべき必要がある場合、特に、告示によ

る化学物質による疾病を追加する必要がある場合を考慮して規定されたものであり、旧第

37号に対応するものである。 

(9)  「その他業務に起因することの明らかな疾病(第11号)」 
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(ホ) 「皮膚がん」については、(7)ヌ〔解説〕(ホ)参照。 

レ  「すす、鉱物油、タール、ピッチ、アスファルト又はパラフィンにさらされる業務によ

る皮膚がん」(第7号22) 

〔要旨〕 

本規定は、例示されたような物質に一定のばく露条件のもとでさらされる作業環境下

において業務に従事することにより発生する皮膚がんを業務上の疾病として定めたも

のであり、旧第30号に対応するものである。 

〔解説〕 

(イ) 例示された有害物質の概要は、次に掲げるとおりである。 

a   「すす、鉱物油及びタール」については、(4)ハ〔解説〕(イ)a、b及びe参照。 

b   「ピッチ」とは、石炭、木材等の乾留によって得られる黒色の炭素質固形残留物

である。 

c   「アスファルト」とは、固体又は半固体の歴青質混合物であり、天然アスファル

トと石油アスファルトがある。 

d   「パラフィン」とは、石炭又は石油から得られる高級の鎖式炭化水素化合物を成

分とする白色半透明のろう状物質である。 

(ロ) 該当業務としては、例えば、次に掲げるものがある。 

a   すす、鉱物油及びタール:(4)ハ〔解説〕(ロ)a、b及びe参照。 

b   ピッチ:コールタールピッチの製造・取扱いの業務等。 

c   アスファルト:アスファルト又はこれを用いた電気絶縁材の製造・取扱いの業務

等。 

d   パラフィン:パラフィン又はその加工品の製造・取扱いの業務等。 

(ハ) 「皮膚がん」については、(7)〔解説〕(ホ)参照。 

ソ  「1～22までに掲げるもののほか、これらの疾病に付随する疾病その他がん原性物質若

しくはがん原性因子にさらされる業務又はがん原性工程における業務に起因することの

明らかな疾病」(第7号23) 

〔要旨〕 

本規定は、第7号1から22までに掲げるがん以外に、①これらの疾病に付随する疾病(原

疾患たる各規定に例示されたがんの転移がんその他原発性のがんとの間に因果関係の

あるがん性悪液質等の疾病を含む。)、②第7号1から22までに掲げる疾病発生の原因因

子によるその他の部位のがん又は第7号1から22までに掲げる疾病発生の原因因子以外

でがん原性物質若しくはがん原性因子にさらされる作業環境下における業務又はがん

原性工程における業務に従事した結果発生したものと認められるがんに対して適用さ

れる趣旨で設けられたものである。 

なお、「明らか」の意義については、(2)ワ〔解説〕参照。 

(8)  「前各号に掲げるもののほか、厚生労働大臣の指定する疾病」(第10号) 

〔要旨及び解説〕 

本規定は、将来第1号から第9号までに掲げた例示疾病のほかに、有害因子にさらされる

業務によって起こる疾病を業務上疾病として認めるべき必要がある場合、特に、告示によ

る化学物質による疾病を追加する必要がある場合を考慮して規定されたものであり、旧第

37号に対応するものである。 

(9)  「その他業務に起因することの明らかな疾病(第11号)」 

〔要旨〕 

本規定は、第1号から第10号までに掲げる疾病以外の疾病であっても、業務との相当因

果関係の認められる疾病については、災害補償(ないし労災保険給付)の対象となる旨明ら

かにしたものであり、旧第38号に対応するものである。 

〔解説〕 

イ  本規定に該当する疾病としては、第1号から第10号までに掲げる疾病の原因因子以外

の業務上の有害因子によって起こる疾病又は有害因子が特定し得ないが業務起因性の

認められる疾病(これに該当するものとしては、中枢神経及び循環器疾患(脳卒中、急性

心臓死等)等の疾病)がある。 

ロ  なお、「明らか」の意義については、(2)ワ〔解説〕参照。 

ハ  おって、第2号、第3号、第4号、第6号及び第7号の末尾に設けられた「その他」の規定

に該当する疾病は、前記のように、①これらの号に例示的に掲げられた具体的疾病に付

随して生じる疾病で、業務との相当因果関係が認められるもの、②今後の労働環境の変

化、医学の発達等により業務との相当因果関係が認められ、かつ、これらの号の大分類

の中に属すると考えられる疾病(㋑これらの号に例示された有害因子による例示疾病以

外の疾病及び㋺これらの号に例示された有害因子以外の有害因子であって、これらの号

の大分類に属するものによる疾病)であるのに対し、第11号に該当する疾病は、第1号か

ら第9号までのいずれの号の大分類にも属さない疾病であって、業務との因果関係が認

められるもの及びこれらの号の大分類のうちいずれのものに該当するかについて疑義

があるが、業務との相当因果関係の認められる疾病(第10号に該当する疾病を除く。)で

あるという相違がある。 

 

第3   新規定の運用上の留意点 

1   改正省令及び告示の施行に伴う現行認定基準中の新規定に係る条項の読替え等については、

別途指示する予定であり、また、列挙疾病のうち、認定基準の定められていないものについて

は、今後、順次、「認定要件」として整備していく予定である。したがって、当面、従来どお

り、認定基準の定められている疾病については当該認定基準に基づき、その他の疾病について

は個別に業務起因性の判断を行うこととする。この場合、現行の認定基準の通達等により本省

にりん伺することとなっている事案については当分の間従来どおりの取扱いとし、その他特に

指示がなされていない事案についても当面各局において業務起因性の判断が困難であるもの

は本省にりん伺すること。 

2   新規定においては、前記のように、今後における産業・労働の変化等に伴って新しく発生し

た業務上疾病については、別表第2号、第3号、第4号、第6号及び第7号の末尾の「その他」の規

定並びに第11号の規定によって対処することとされているが、さらに、今後はこれらの規定に

よって、業務上疾病として認定される頻度が高くなった疾病又は今後医学的に業務との因果関

係が明らかにされた疾病については、別表及びこれに基づく告示の内容についての定期的な検

討を行ってこれらの疾病を新たな例示疾病として別表の各号又はこれに基づく告示に掲げる

ことを予定している。したがって、新しい業務上疾病の発生状況等のは握に十分配意されたい。 

3   今回の改正は、労働者の災害補償請求権行使の容易化等を図るため業務上疾病の範囲を明確

化したものであって、業務上疾病の範囲を狭めるものではない。したがって、労災保険給付に

係る業務上疾病の認定について、改正前よりも厳しくなることのないよう次の点に留意された

いこと。 
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(1)  今回の改正前において認定基準が作成されている疾病については、認定基準に該当するも

のは認定基準により、これに該当しないものについては個別判断により認定を行うものとす

る。これらの疾病については、改正前の取扱いと全く変わることなく、改正後も現行の認定

基準又は個々の判断で行うこととなるものであるので、これらの疾病の認定に当たっては、

現行認定基準又は現行認定基準に基づく個別判断による認定事例と同一条件のものについ

ては、これらの認定事例を尊重して取り扱うべきことは当然である。また、認定基準が作成

されていない疾病については、現在までに行われた同一条件の認定事例を尊重して業務上疾

病の認定を行うべきことはいうまでもない。 

(2)  別表第2号11、第3号1、第3号の「柱書」の部分、第3号2及び第3号4において、「著しい」、

「重激な」及び「過度の」という文言が使われているが、その理由は、ここに掲げられたよ

うな業務上疾病は、通常の労働環境とは異なる一定レベル以上の有害因子のある労働環境に

おいて生じるものであり、この趣旨を示すためのものである。このような文言は、旧規定に

おいても用いられたものであり(例:「重激なる」(旧第2号)、「著しい」(旧第11号)、「強烈

な」(旧第12号))、今回、業務上疾病の限定的な認定を意図して導入した概念ではないことは

いうまでもない。したがって、これらの疾病については、従来同様認定基準等による客観的、

かつ、具体的な基準で認定すべきものである。特に、別表第3号関係の疾病については、「過

度の」という文言が付されているからといって、業務起因性の判断についての従前の取扱い

を変更するものではない。 

4   新規定に掲げられた疾病は、現在の医学的知見により業務との因果関係が確立しているとさ

れる疾病を例示的に列挙したものであり、業務上疾病を制限的に列挙したものではない。した

がって、別表各号末尾(第1号、第5号及び第10号を除く。)及び第11号に規定された包括的救済

規定たる「その他」の規定には、新規定には例示されないが業務との相当因果関係が個別に認

められる疾病が該当する。労災保険給付の請求のあった疾病が、新規定に具体的に例示されて

いないからといって直ちに業務外と判断することのないよう、前記第1の1なお書、2(1)等の趣

旨に対して業務との相当因果関係について慎重に検討を行ったうえ、適切な認定が行われるよ

うに留意すること。 

5   前記第1の2(1)において記したように、業務上疾病として災害補償又は労災保険給付の対象

となる疾病は、業務と疾病との間に相当因果関係の認められるものであるという点について

は、新規定に具体的に列挙された疾病と新規定に列挙されていないが業務に起因することの明

らかな疾病との間には、本質的な差異はない。しかしながら、新規定に例示された疾病につい

ては一般的に業務との相当因果関係が推定されるのに対し、例示されていない疾病については

業務との相当因果関係が確立していないものもあり、一般的な形での業務との相当因果関係を

推定することができない。このため、災害補償の場合においては、請求人による相当因果関係

の十分な立証を要する。また、労災保険給付についても、請求人がその従事していた業務の内

容、り患している疾病の状態等の疎明を行うべき点は例示疾病と同様であるが、そのほか、労

働基準監督署が行う相当因果関係の究明等の調査に対する協力等の負担が課せられることと

なる。しかし、労災保険給付に係る業務上疾病の認定に当たっては、要すれば担当職員の調査、

局医、専門医の意見聴取等行政庁が必要な補足的調査を行うことにより、請求人に上記のよう

な最少限度の疎明を求めるほか、特に過重な負担を課さないよう十分配慮されたい。 

 

第4   その他 

改正省令及び告示の施行に伴う労災保険業務機械処理事務手引(昭和52年3月29日付基発第1
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(1)  今回の改正前において認定基準が作成されている疾病については、認定基準に該当するも

のは認定基準により、これに該当しないものについては個別判断により認定を行うものとす

る。これらの疾病については、改正前の取扱いと全く変わることなく、改正後も現行の認定

基準又は個々の判断で行うこととなるものであるので、これらの疾病の認定に当たっては、

現行認定基準又は現行認定基準に基づく個別判断による認定事例と同一条件のものについ

ては、これらの認定事例を尊重して取り扱うべきことは当然である。また、認定基準が作成

されていない疾病については、現在までに行われた同一条件の認定事例を尊重して業務上疾

病の認定を行うべきことはいうまでもない。 

(2)  別表第2号11、第3号1、第3号の「柱書」の部分、第3号2及び第3号4において、「著しい」、

「重激な」及び「過度の」という文言が使われているが、その理由は、ここに掲げられたよ

うな業務上疾病は、通常の労働環境とは異なる一定レベル以上の有害因子のある労働環境に

おいて生じるものであり、この趣旨を示すためのものである。このような文言は、旧規定に

おいても用いられたものであり(例:「重激なる」(旧第2号)、「著しい」(旧第11号)、「強烈

な」(旧第12号))、今回、業務上疾病の限定的な認定を意図して導入した概念ではないことは

いうまでもない。したがって、これらの疾病については、従来同様認定基準等による客観的、

かつ、具体的な基準で認定すべきものである。特に、別表第3号関係の疾病については、「過

度の」という文言が付されているからといって、業務起因性の判断についての従前の取扱い

を変更するものではない。 

4   新規定に掲げられた疾病は、現在の医学的知見により業務との因果関係が確立しているとさ

れる疾病を例示的に列挙したものであり、業務上疾病を制限的に列挙したものではない。した

がって、別表各号末尾(第1号、第5号及び第10号を除く。)及び第11号に規定された包括的救済

規定たる「その他」の規定には、新規定には例示されないが業務との相当因果関係が個別に認

められる疾病が該当する。労災保険給付の請求のあった疾病が、新規定に具体的に例示されて

いないからといって直ちに業務外と判断することのないよう、前記第1の1なお書、2(1)等の趣

旨に対して業務との相当因果関係について慎重に検討を行ったうえ、適切な認定が行われるよ

うに留意すること。 

5   前記第1の2(1)において記したように、業務上疾病として災害補償又は労災保険給付の対象

となる疾病は、業務と疾病との間に相当因果関係の認められるものであるという点について

は、新規定に具体的に列挙された疾病と新規定に列挙されていないが業務に起因することの明

らかな疾病との間には、本質的な差異はない。しかしながら、新規定に例示された疾病につい

ては一般的に業務との相当因果関係が推定されるのに対し、例示されていない疾病については

業務との相当因果関係が確立していないものもあり、一般的な形での業務との相当因果関係を

推定することができない。このため、災害補償の場合においては、請求人による相当因果関係

の十分な立証を要する。また、労災保険給付についても、請求人がその従事していた業務の内

容、り患している疾病の状態等の疎明を行うべき点は例示疾病と同様であるが、そのほか、労

働基準監督署が行う相当因果関係の究明等の調査に対する協力等の負担が課せられることと

なる。しかし、労災保険給付に係る業務上疾病の認定に当たっては、要すれば担当職員の調査、

局医、専門医の意見聴取等行政庁が必要な補足的調査を行うことにより、請求人に上記のよう

な最少限度の疎明を求めるほか、特に過重な負担を課さないよう十分配慮されたい。 

 

第4   その他 

改正省令及び告示の施行に伴う労災保険業務機械処理事務手引(昭和52年3月29日付基発第1

88号)の別表6傷病性質コード表の改正については、別途指示する予定である。 
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（別添１） 

 

○ 労働省告示第三十三号 

 

労働基準法施行規則(昭和二十二年厚生省令第二十三号)別表第一の二第四

号の規定に基づき、昭和五十三年労働省告示第三十六号(労働基準法施行規則

の規定に基づき労働大臣が指定する単体たる化学物質及び化合物(合金を含

む。)並びに労働大臣が定める疾病を定める件)の全部を次のように改正する。 

 

平成八年三月二十九日 

 

労働大臣 永井 孝信 

 

労働基準法施行規則別表第一の二第四号 1 の労働大臣が指定する単体たる

化学物質及び化合物(合金を含む。)は、次の表の上欄に掲げる化学物質とし、

同号 1 の労働大臣が定める疾病は、同欄に掲げる化学物質に応じ、それぞれ

同表の下欄に定める症状又は障害を主たる症状又は障害とする疾病とする。 

 

化 学 物 質  症 状 又 は障 害  

無 機 の酸 及 びアル

カリ 

アンモニア 皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 ・肺 障 害  

塩 酸 (塩 化 水 素 を含 む。) 皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 、気 道 ・

肺 障 害 又 は歯 牙
が

酸 蝕
しょく

 

硝 酸  皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 、気 道 ・

肺 障 害 又 は歯 牙
が

酸 蝕
しょく

 

水 酸 化 カリウム 皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 ・肺 障 害  

水 酸 化 ナトリウム 皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 ・肺 障 害  

水 酸 化 リチウム 皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 ・肺 障 害  

弗
ふ つ

化 水 素 酸 (弗
ふ つ

化 水 素 を含

む。以 下 同 じ。) 

皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 ・肺 障 害  

硫 酸  皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 、気 道 ・

編注 平成25年改正前告示である。
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肺 障 害 又 は歯 牙
が

酸 蝕
しょく

 

金 属 (セレン及 び砒
ひ

素 を含 む。)及 びそ

の化 合 物  

亜 鉛 等 の金 属 ヒューム 金 属 熱  

アルキル水 銀 化 合 物 (アルキ

ル基 がメチル基 又 はエチル基

である物 に限 る。以 下 同 じ。) 

四 肢
し

末 端 若 しくは口 囲 の知 覚

障 害 、視 覚 障 害 、運 動 失 調 、平

衡 障 害 、構 語 障 害 又 は聴 力 障

害  

アンチモン及 びその化 合 物  頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 、心

筋 障 害 又 は胃 腸 障 害  

塩 化 亜 鉛  皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 ・肺 障 害  

塩 化 白 金 酸 及 びその化 合 物  皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 障 害  

カドミウム及 びその化 合 物  気 道 ・肺 障 害 、腎
じ ん

障 害 又 は骨 軟

化  

クロム及 びその化 合 物  皮 膚 障 害 、気 道 ・肺 障 害 、鼻 中

隔 穿
せ ん

孔 又 は嗅
きゅう

覚 障 害  

コバルト及 びその化 合 物  皮 膚 障 害 又 は気 道 ・肺 障 害  

四 アルキル鉛 化 合 物  頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 又 はせん妄
も う

、幻 覚 等 の精 神

障 害  

水 銀 及 びその化 合 物 (アルキ

ル水 銀 化 合 物 を除 く。) 

頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、振 せん、歩 行 障 害 等 の神 経

障 害 、焦 燥 感 、記 憶 減 退 、不 眠

等 の精 神 障 害 、口 腔
く う

粘 膜 障 害

又 は腎
じ ん

障 害  

セレン及 びその化 合 物 (セレン

化 水 素 を除 く。) 

皮 膚 障 害 (爪
そ う

床 炎 を含 む。)、前

眼 部 障 害 、気 道 ・肺 障 害 又 は肝

障 害  

セレン化 水 素  頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、前 眼 部 障 害 又 は気 道 ・肺 障

害  
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肺 障 害 又 は歯 牙
が

酸 蝕
しょく

 

金 属 (セレン及 び砒
ひ

素 を含 む。)及 びそ

の化 合 物  

亜 鉛 等 の金 属 ヒューム 金 属 熱  

アルキル水 銀 化 合 物 (アルキ

ル基 がメチル基 又 はエチル基

である物 に限 る。以 下 同 じ。) 

四 肢
し

末 端 若 しくは口 囲 の知 覚

障 害 、視 覚 障 害 、運 動 失 調 、平

衡 障 害 、構 語 障 害 又 は聴 力 障

害  

アンチモン及 びその化 合 物  頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 、心

筋 障 害 又 は胃 腸 障 害  

塩 化 亜 鉛  皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 ・肺 障 害  

塩 化 白 金 酸 及 びその化 合 物  皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 障 害  

カドミウム及 びその化 合 物  気 道 ・肺 障 害 、腎
じ ん

障 害 又 は骨 軟

化  

クロム及 びその化 合 物  皮 膚 障 害 、気 道 ・肺 障 害 、鼻 中

隔 穿
せ ん

孔 又 は嗅
きゅう

覚 障 害  

コバルト及 びその化 合 物  皮 膚 障 害 又 は気 道 ・肺 障 害  

四 アルキル鉛 化 合 物  頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 又 はせん妄
も う

、幻 覚 等 の精 神

障 害  

水 銀 及 びその化 合 物 (アルキ

ル水 銀 化 合 物 を除 く。) 

頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、振 せん、歩 行 障 害 等 の神 経

障 害 、焦 燥 感 、記 憶 減 退 、不 眠

等 の精 神 障 害 、口 腔
く う

粘 膜 障 害

又 は腎
じ ん

障 害  

セレン及 びその化 合 物 (セレン

化 水 素 を除 く。) 

皮 膚 障 害 (爪
そ う

床 炎 を含 む。)、前

眼 部 障 害 、気 道 ・肺 障 害 又 は肝

障 害  

セレン化 水 素  頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、前 眼 部 障 害 又 は気 道 ・肺 障

害  

鉛 及 びその化 合 物 (四 アルキ

ル鉛 化 合 物 を除 く。) 

頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、造 血 器 障 害 、末 梢
しょう

神 経 障

害 又 は疝
せ ん

痛 、便 秘 等 の胃 腸 障

害  

ニッケルカルボニル 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 又 は気 道 ・肺 障 害  

バナジウム及 びその化 合 物  皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 ・肺 障 害  

砒
ひ

化 水 素  血 色 素 尿 、黄 疸
だ ん

又 は浴 血 性 貧

血  

砒
ひ

素 及 びその化 合 物 (砒
ひ

化 水

素 を除 く。) 

皮 膚 障 害 、気 道 障 害 、鼻 中 隔

穿
せ ん

孔 、末 梢
しょう

神 経 障 害 又 は肝 障

害  

ブチル錫
す ず

 皮 膚 障 害 又 は肝 障 害  

ベリリウム及 びその化 合 物  皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 ・肺 障 害  

マンガン及 びその化 合 物  頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 又 は言 語 障 害 、歩 行 障 害 、

振 せん等 の神 経 障 害  

ハロゲン及 びその無

機 化 合 物  

塩 素  皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 、気 道 ・

肺 障 害 又 は歯 牙
が

酸 蝕
しょく

 

臭 素  皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 ・肺 障 害  

弗
ふ っ

素 及 びその無 機 化 合 物 (弗
ふ っ

化 水 素 酸 を除 く。) 

皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 、気 道 ・

肺 障 害 又 は骨 硬 化  

沃
よ う

素  皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 ・肺 障 害  

りん、硫
い

黄 、酸 素 、

窒 素 及 び炭 素 並 び

にこれらの無 機 化

合 物  

一 酸 化 炭 素  頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、昏
こ ん

睡 等 の意 識 障 害 、記 憶

減 退 、性 格 変 化 、失 見 当 識 、幻

覚 、せん妄
も う

等 の精 神 障 害 又 は

運 動 失 調 、視 覚 障 害 、色 視 野

障 害 、前 庭 機 能 障 害 等 の神 経
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障 害  

黄 りん 歯 痛 、皮 膚 障 害 、肝 障 害 又 は

顎
が く

骨 壊
え

死  

カルシウムシアナミド 皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 、気 道

障 害 又 は血 管 運 動 神 経 障 害  

シアン化 水 素 、シアン化 ナトリ

ウム等 のシアン化 合 物  

頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、呼 吸 困 難 、呼 吸 停 止 、意 識

喪 失 又 は痙 攣
け い れ ん

 

二 酸 化 硫
い

黄  前 眼 部 障 害 又 は気 道 ・肺 障 害  

二 酸 化 窒 素  前 眼 部 障 害 又 は気 道 ・肺 障 害  

二 硫 化 炭 素  せん妄
も う

、躁
そ う

うつ等 の精 神 障 害 、

意 識 障 害 、末 梢
しょう

神 経 障 害 又 は

網 膜 変 化 を伴 う脳 血 管 障 害 若

しくは腎
じ ん

障 害  

ヒドラジン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又

は気 道 障 害  

ホスゲン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又

は気 道 ・肺 障 害  

ホスフィン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 又 は気 道 ・肺 障 害  

硫 化 水 素  頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、前 眼 部 障 害 、気 道 ・肺 障 害

又 は呼 吸 中 枢 機 能 停 止  

脂 肪
ぼ う

族

化 合 物  

脂 肪
ぼ う

族 炭

化 水 素 及

びそのハロ

ゲン化 合

物  

塩 化 ビニル 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、皮 膚 障 害 、中 枢 神 経 系 抑

制 、レイノー現 象 、指 端 骨 溶 解

又 は門 脈 圧 亢
こ う

進  

塩 化 メチル 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 自 覚 症

状 、中 枢 神 経 系 抑 制 、視 覚 障

害 、言 語 障 害 、協 調 運 動 障 害

等 の神 経 障 害 又 は肝 障 害  
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障 害  

黄 りん 歯 痛 、皮 膚 障 害 、肝 障 害 又 は

顎
が く

骨 壊
え

死  

カルシウムシアナミド 皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 、気 道

障 害 又 は血 管 運 動 神 経 障 害  

シアン化 水 素 、シアン化 ナトリ

ウム等 のシアン化 合 物  

頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、呼 吸 困 難 、呼 吸 停 止 、意 識

喪 失 又 は痙 攣
け い れ ん

 

二 酸 化 硫
い

黄  前 眼 部 障 害 又 は気 道 ・肺 障 害  

二 酸 化 窒 素  前 眼 部 障 害 又 は気 道 ・肺 障 害  

二 硫 化 炭 素  せん妄
も う

、躁
そ う

うつ等 の精 神 障 害 、

意 識 障 害 、末 梢
しょう

神 経 障 害 又 は

網 膜 変 化 を伴 う脳 血 管 障 害 若

しくは腎
じ ん

障 害  

ヒドラジン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又

は気 道 障 害  

ホスゲン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又

は気 道 ・肺 障 害  

ホスフィン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 又 は気 道 ・肺 障 害  

硫 化 水 素  頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、前 眼 部 障 害 、気 道 ・肺 障 害

又 は呼 吸 中 枢 機 能 停 止  

脂 肪
ぼ う

族

化 合 物  

脂 肪
ぼ う

族 炭

化 水 素 及

びそのハロ

ゲン化 合

物  

塩 化 ビニル 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、皮 膚 障 害 、中 枢 神 経 系 抑

制 、レイノー現 象 、指 端 骨 溶 解

又 は門 脈 圧 亢
こ う

進  

塩 化 メチル 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 自 覚 症

状 、中 枢 神 経 系 抑 制 、視 覚 障

害 、言 語 障 害 、協 調 運 動 障 害

等 の神 経 障 害 又 は肝 障 害  

クロロプレン 中 枢 神 経 系 抑 制 、前 眼 部 障

害 、気 道 ・肺 障 害 又 は肝 障 害  

クロロホルム 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、中 枢 神 経 系 抑 制 又 は肝 障

害  

四 塩 化 炭 素  頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、中 枢 神 経 系 抑 制 又 は肝 障

害  

一 ・二 ―ジクロルエタン(別 名

二 塩 化 エチレン) 

頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、中 枢 神 経 系 抑 制 、前 眼 部

障 害 、気 道 ・肺 障 害 又 は肝 障 害  

一 ・二 ―ジクロルエチレン(別

名 二 塩 化 アセチレン) 

頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 又 は中 枢 神 経 系 抑 制  

ジクロルメタン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、中 枢 神 経 系 抑 制 、前 眼 部

障 害 又 は気 道 ・肺 障 害  

臭 化 エチル 中 枢 神 経 系 抑 制 又 は気 道 ・肺

障 害  

臭 化 メチル 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、皮 膚 障 害 、気 道 ・肺 障 害 、

視 覚 障 害 、言 語 障 害 、協 調 運

動 障 害 、振 せん等 の神 経 障 害 、

性 格 変 化 、せん妄
も う

、幻 覚 等 の精

神 障 害 又 は意 識 障 害  

一 ・一 ・二 ・二 ―テトラクロルエ

タン(別 名 四 塩 化 アセチレン) 

頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、中 枢 神 経 系 抑 制 又 は肝 障

害  

テトラクロルエチレン(別 名 パ

ークロルエチレン) 

頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、中 枢 神 経 系 抑 制 、前 眼 部

障 害 、気 道 障 害 又 は肝 障 害  

一 ・一 ・一 ―トリクロルエタン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、中 枢 神 経 系 抑 制 又 は協 調

運 動 障 害  
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一 ・一 ・二 ―トリクロルエタン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、前 眼 部 障 害 又 は気 道 障 害  

トリクロルエチレン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、中 枢 神 経 系 抑 制 、前 眼 部

障 害 、気 道 ・肺 障 害 、視 神 経 障

害 、三 叉
さ

神 経 障 害 、末 梢
しょう

神 経

障 害 又 は肝 障 害  

ノルマルヘキサン 末 梢
しょう

神 経 障 害  

沃
よ う

化 メチル 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、視 覚 障 害 、言 語 障 害 、協 調

運 動 障 害 等 の神 経 障 害 、せん

妄
も う

、躁
そ う

状 態 等 の精 神 障 害 又 は

意 識 障 害  

アルコー

ル、エーテ

ル、アルデ

ヒド、ケトン

及 びエステ

ル 

アクリル酸 エチル 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、皮 膚 障 害 又 は粘 膜 刺 激  

アクリル酸 ブチル 皮 膚 障 害  

アクロレイン 皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 ・肺 障 害  

アセトン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 又 は中 枢 神 経 系 抑 制  

イソアミルアルコール(別 名 イ

ソペンチルアルコール) 

中 枢 神 経 系 抑 制 、前 眼 部 障 害

又 は気 道 障 害  

エチルエーテル 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 又 は中 枢 神 経 系 抑 制  

エチレンクロルヒドリン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、前 眼 部 障 害 、気 道 ・肺 障

害 、肝 障 害 又 は腎
じ ん

障 害  

エチレングリコールモノメチル

エーテル(別 名 メチルセロソル

ブ) 

頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、造 血 器 障 害 、振 せん、協 調

運 動 障 害 、肝 障 害 又 は腎
じ ん

障 害  

酢 酸 アミル 中 枢 神 経 系 抑 制 、前 眼 部 障 害

又 は気 道 障 害  
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一 ・一 ・二 ―トリクロルエタン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、前 眼 部 障 害 又 は気 道 障 害  

トリクロルエチレン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、中 枢 神 経 系 抑 制 、前 眼 部

障 害 、気 道 ・肺 障 害 、視 神 経 障

害 、三 叉
さ

神 経 障 害 、末 梢
しょう

神 経

障 害 又 は肝 障 害  

ノルマルヘキサン 末 梢
しょう

神 経 障 害  

沃
よ う

化 メチル 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、視 覚 障 害 、言 語 障 害 、協 調

運 動 障 害 等 の神 経 障 害 、せん

妄
も う

、躁
そ う

状 態 等 の精 神 障 害 又 は

意 識 障 害  

アルコー

ル、エーテ

ル、アルデ

ヒド、ケトン

及 びエステ

ル 

アクリル酸 エチル 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、皮 膚 障 害 又 は粘 膜 刺 激  

アクリル酸 ブチル 皮 膚 障 害  

アクロレイン 皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 ・肺 障 害  

アセトン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 又 は中 枢 神 経 系 抑 制  

イソアミルアルコール(別 名 イ

ソペンチルアルコール) 

中 枢 神 経 系 抑 制 、前 眼 部 障 害

又 は気 道 障 害  

エチルエーテル 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 又 は中 枢 神 経 系 抑 制  

エチレンクロルヒドリン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、前 眼 部 障 害 、気 道 ・肺 障

害 、肝 障 害 又 は腎
じ ん

障 害  

エチレングリコールモノメチル

エーテル(別 名 メチルセロソル

ブ) 

頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、造 血 器 障 害 、振 せん、協 調

運 動 障 害 、肝 障 害 又 は腎
じ ん

障 害  

酢 酸 アミル 中 枢 神 経 系 抑 制 、前 眼 部 障 害

又 は気 道 障 害  

酢 酸 エチル 前 眼 部 障 害 又 は気 道 障 害  

酢 酸 ブチル 前 眼 部 障 害 又 は気 道 障 害  

酢 酸 プロピル 中 枢 神 経 系 抑 制 、前 眼 部 障 害

又 は気 道 障 害  

酢 酸 メチル 中 枢 神 経 系 抑 制 、視 神 経 障 害

又 は気 道 障 害  

二 ―シアノアクリル酸 メチル 皮 膚 障 害 、気 道 障 害 又 は粘 膜

刺 激  

ニトログリコール 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、狭 心 症 様 発 作 又 は血 管 運

動 神 経 障 害  

ニトログリセリン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 又 は血 管 運 動 神 経 障 害  

二 ―ヒドロキシエチルメタクリ

レート 

皮 膚 障 害  

ホルムアルデヒド 皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 ・肺 障 害  

メタクリル酸 メチル 皮 膚 障 害 、気 道 障 害 又 は末 梢
しょう

神 経 障 害  

メチルアルコール 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、中 枢 神 経 系 抑 制 、視 神 経

障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気 道 ・肺

障 害  

メチルブチルケトン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 又 は末 梢
しょう

神 経 障 害  

硫 酸 ジメチル 皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 ・肺 障 害  

その他 の

脂 肪
ぼ う

族 化

合 物  

アクリルアミド 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、皮 膚 障 害 、協 調 運 動 障 害

又 は末 梢
しょう

神 経 障 害  

アクリロニトリル 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又
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は気 道 障 害  

エチレンイミン 皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 、気 道 ・

肺 障 害 又 は腎
じ ん

障 害  

エチレンジアミン 皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 障 害  

エピクロルヒドリン 皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 、気 道

障 害 又 は肝 障 害  

酸 化 エチレン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、皮 膚 障 害 、中 枢 神 経 系 抑

制 、前 眼 部 障 害 、気 道 ・肺 障

害 、造 血 器 障 害 又 は末 梢
しょう

神 経

障 害  

ジアゾメタン 気 道 ・肺 障 害  

ジメチルアセトアミド 肝 障 害 又 は消 化 器 障 害  

ジメチルホルムアミド 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 、気

道 障 害 、肝 障 害 又 は胃 腸 障 害  

ヘキサメチレンジイソシアネー

ト 

皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 ・肺 障 害  

無 水 マレイン酸  皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 障 害  

脂 環 式 化 合 物  イソホロンジイソシアネート 皮 膚 障 害 又 は気 道 障 害  

シクロヘキサノール 前 眼 部 障 害 又 は気 道 障 害  

シクロヘキサノン 前 眼 部 障 害 又 は気 道 障 害  

ジシクロヘキシルメタン―四 ・

四 ′―ジイソシアネート 

皮 膚 障 害  

芳 香 族

化 合 物  

ベンゼン及

びその同

族 体  

キシレン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 又 は中 枢 神 経 系 抑 制  

スチレン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 、視

覚 障 害 、気 道 障 害 又 は末 梢
しょう

神

経 障 害  
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は気 道 障 害  

エチレンイミン 皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 、気 道 ・

肺 障 害 又 は腎
じ ん

障 害  

エチレンジアミン 皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 障 害  

エピクロルヒドリン 皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 、気 道

障 害 又 は肝 障 害  

酸 化 エチレン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、皮 膚 障 害 、中 枢 神 経 系 抑

制 、前 眼 部 障 害 、気 道 ・肺 障

害 、造 血 器 障 害 又 は末 梢
しょう

神 経

障 害  

ジアゾメタン 気 道 ・肺 障 害  

ジメチルアセトアミド 肝 障 害 又 は消 化 器 障 害  

ジメチルホルムアミド 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 、気

道 障 害 、肝 障 害 又 は胃 腸 障 害  

ヘキサメチレンジイソシアネー

ト 

皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 ・肺 障 害  

無 水 マレイン酸  皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 障 害  

脂 環 式 化 合 物  イソホロンジイソシアネート 皮 膚 障 害 又 は気 道 障 害  

シクロヘキサノール 前 眼 部 障 害 又 は気 道 障 害  

シクロヘキサノン 前 眼 部 障 害 又 は気 道 障 害  

ジシクロヘキシルメタン―四 ・

四 ′―ジイソシアネート 

皮 膚 障 害  

芳 香 族

化 合 物  

ベンゼン及

びその同

族 体  

キシレン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 又 は中 枢 神 経 系 抑 制  

スチレン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 、視

覚 障 害 、気 道 障 害 又 は末 梢
しょう

神

経 障 害  

トルエン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 又 は中 枢 神 経 系 抑 制  

パラ―tert―ブチルフェノール 皮 膚 障 害  

ベンゼン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、中 枢 神 経 系 抑 制 又 は再 生

不 良 性 貧 血 等 の造 血 器 障 害  

芳 香 族 炭

化 水 素 の

ハロゲン化

物  

塩 素 化 ナフタリン 皮 膚 障 害 又 は肝 障 害  

塩 素 化 ビフェニル(別 名 PCB) 皮 膚 障 害 又 は肝 障 害  

ベンゼンの塩 化 物  前 眼 部 障 害 、気 道 障 害 又 は肝

障 害  

芳 香 族 化

合 物 のニト

ロ又 はアミ

ノ誘 導 体  

アニシジン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、皮 膚 障 害 、溶 血 性 貧 血 又

はメトヘモグロビン血  

アニリン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、溶 血 性 貧 血 又 はメトヘモグ

ロビン血  

クロルジニトロベンゼン 皮 膚 障 害 、溶 血 性 貧 血 又 はメト

ヘモグロビン血  

四 ・四 ′―ジアミノジフェニルメ

タン 

皮 膚 障 害 又 は肝 障 害  

ジニトロフェノール 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、皮 膚 障 害 、代 謝 亢
こ う

進 、肝 障

害 又 は腎
じ ん

障 害  

ジニトロベンゼン 溶 血 性 貧 血 、メトヘモグロビン血

又 は肝 障 害  

ジメチルアニリン 中 枢 神 経 系 抑 制 、溶 血 性 貧 血

又 はメトヘモグロビン血  

トリニトロトルエン(別 名 TNT) 皮 膚 障 害 、溶 血 性 貧 血 、再 生

不 良 性 貧 血 等 の造 血 器 障 害 又

は肝 障 害  

二 ・四 ・六 ―トリニトロフェニル

メチルニトロアミン(別 名 テトリ

皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 障 害  
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ル) 

トルイジン 溶 血 性 貧 血 又 はメトヘモグロビ

ン血  

パラ―ニトロアニリン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、溶 血 性 貧 血 、メトヘモグロビ

ン血 又 は肝 障 害  

パラ―ニトロクロルベンゼン 溶 血 性 貧 血 又 はメトヘモグロビ

ン血  

ニトロベンゼン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、溶 血 性 貧 血 又 はメトヘモグ

ロビン血  

パラ―フェニレンジアミン 皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 障 害  

フェネチジン 皮 膚 障 害 、溶 血 性 貧 血 又 はメト

ヘモグロビン血  

その他 の

芳 香 族 化

合 物  

クレゾール 皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 ・肺 障 害  

クロルヘキシジン 皮 膚 障 害 、気 道 障 害 又 はアナフ

ィラキシー反 応  

トリレンジイソシアネート(別 名

TDI) 

皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 ・肺 障 害  

一 ・五 ―ナフチレンジイソシア

ネート 

前 眼 部 障 害 又 は気 道 障 害  

ビスフェノール A 型 及 び F 型 エ

ポキシ樹 脂  

皮 膚 障 害  

フェニルフェノール 皮 膚 障 害  

フェノール(別 名 石 炭 酸 ) 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又

は気 道 ・肺 障 害  

オルト―フタロジニトリル 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 又 は意 識 喪 失 を伴 う痙 攣
け い れ ん

 

ベンゾトリクロライド 皮 膚 障 害 又 は気 道 障 害  
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ル) 

トルイジン 溶 血 性 貧 血 又 はメトヘモグロビ

ン血  

パラ―ニトロアニリン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、溶 血 性 貧 血 、メトヘモグロビ

ン血 又 は肝 障 害  

パラ―ニトロクロルベンゼン 溶 血 性 貧 血 又 はメトヘモグロビ

ン血  

ニトロベンゼン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、溶 血 性 貧 血 又 はメトヘモグ

ロビン血  

パラ―フェニレンジアミン 皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 障 害  

フェネチジン 皮 膚 障 害 、溶 血 性 貧 血 又 はメト

ヘモグロビン血  

その他 の

芳 香 族 化

合 物  

クレゾール 皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 ・肺 障 害  

クロルヘキシジン 皮 膚 障 害 、気 道 障 害 又 はアナフ

ィラキシー反 応  

トリレンジイソシアネート(別 名

TDI) 

皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 ・肺 障 害  

一 ・五 ―ナフチレンジイソシア

ネート 

前 眼 部 障 害 又 は気 道 障 害  

ビスフェノール A 型 及 び F 型 エ

ポキシ樹 脂  

皮 膚 障 害  

フェニルフェノール 皮 膚 障 害  

フェノール(別 名 石 炭 酸 ) 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又

は気 道 ・肺 障 害  

オルト―フタロジニトリル 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 又 は意 識 喪 失 を伴 う痙 攣
け い れ ん

 

ベンゾトリクロライド 皮 膚 障 害 又 は気 道 障 害  

無 水 トリメリット酸  気 道 ・肺 障 害 又 は溶 血 性 貧 血  

無 水 フタル酸  皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 ・肺 障 害  

メチレンビスフェニルイソシアネ

ート(別 名 MDI) 

皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 障 害  

四 ―メトキシフェノール 皮 膚 障 害  

りん酸 トリ―オルト―クレジル 末 梢
しょう

神 経 障 害  

レゾルシン 皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 障 害  

複 素 環 式 化 合 物  一 ・四 ―ジオキサン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、前 眼 部 障 害 又 は気 道 ・肺 障

害  

テトラヒドロフラン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 又 は皮 膚 障 害  

ピリジン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又

は気 道 障 害  

農 薬 その他 の薬 剤

の有 効 成 分  

有 機 りん化 合 物 (ジチオリン酸

O―エチル＝S・S―ジフェニル

(別 名 EDDP)、ジチオリン酸

O・O―ジエチル＝S―(二 ―エ

チルチオエチル)(別 名 エチル

チオメトン)、チオリン酸 O・O―

ジエチル＝O―二 ―イソプロピ

ル―四 ―メチル―六 ―ピリミジ

ニル(別 名 ダイアジノン)、チオ

リン酸 O・O―ジメチル＝O―

四 ―ニトロ―メタ―トリル(別 名

MEP)、チオリン酸 S―ベンジ

ル＝O・O―ジイソプロピル(別

名 IBP)、フェニルホスホノチオ

ン酸 O―エチル＝O―パラ―ニ

トロフェニル(別 名 EPN)、りん

頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、意 識 混 濁 等 の意 識 障 害 、

言 語 障 害 等 の神 経 障 害 、錯 乱

等 の精 神 障 害 、筋 の線 維 束 攣
れ ん

縮 、痙 攣
け い れ ん

等 の運 動 神 経 障 害 又

は縮 瞳
ど う

、流 涎
ぜ ん

、発 汗 等 の自 律 神

経 障 害  
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酸 二 ・二 ―ジクロルビニル＝ジ

メチル(別 名 DDVP)及 びりん

酸 パラ―メチルチオフェニル＝

ジプロピル(別 名 プロパホス)) 

カーバメート系 化 合 物 (メチル

カルバミド酸 オルト―セコンダ

リーブチルフェニル(別 名

BPMC)、メチルカルバミド酸 メ

タ―トリル(別 名 MTMC)及 び

N―(メチルカルバモイルオキ

シ)チオアセトイミド酸 S―メチ

ル(別 名 メソミル)) 

頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、意 識 混 濁 等 の意 識 障 害 、

言 語 障 害 等 の神 経 障 害 、錯 乱

等 の精 神 障 害 、筋 の線 維 束 攣
れ ん

縮 、痙 攣
け い れ ん

等 の運 動 神 経 障 害 又

は縮 瞳
ど う

、流 涎
ぜ ん

、発 汗 等 の自 律 神

経 障 害  

二 ・四 ―ジクロルフェニル＝パ

ラ―ニトロフェニル＝エーテル

(別 名 NIP) 

前 眼 部 障 害  

ジチオカーバメート系 化 合 物

(エチレンビス(ジチオカルバミド

酸 )亜 鉛 (別 名 ジネブ)及 びエ

チレンビス(ジチオカルバミド

酸 )マンガン(別 名 マンネブ)) 

皮 膚 障 害  

N―(一 ・一 ・二 ・二 ―テトラクロ

ルエチルチオ)―四 ―シクロヘ

キセン―一 ・二 ―ジカルボキシ

ミド(別 名 ダイホルタン) 

皮 膚 障 害 又 は前 眼 部 障 害  

トリクロルニトロメタン(別 名 ク

ロルピクリン) 

皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 ・肺 障 害  

二 塩 化 一 ・一 ′―ジメチル―

四 ・四 ′―ビピリジニウム(別

名 パラコート) 

皮 膚 障 害 又 は前 眼 部 障 害  

パラ―ニトロフェニル＝二 ・四 ・

六 ―トリクロルフェニル＝エー

テル(別 名 CNP) 

前 眼 部 障 害  

ブラストサイジン S 前 眼 部 障 害 、気 道 ・肺 障 害 又 は

嘔
お う

吐 、下 痢 等 の消 化 器 障 害  
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酸 二 ・二 ―ジクロルビニル＝ジ

メチル(別 名 DDVP)及 びりん

酸 パラ―メチルチオフェニル＝

ジプロピル(別 名 プロパホス)) 

カーバメート系 化 合 物 (メチル

カルバミド酸 オルト―セコンダ

リーブチルフェニル(別 名

BPMC)、メチルカルバミド酸 メ

タ―トリル(別 名 MTMC)及 び

N―(メチルカルバモイルオキ

シ)チオアセトイミド酸 S―メチ

ル(別 名 メソミル)) 

頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、意 識 混 濁 等 の意 識 障 害 、

言 語 障 害 等 の神 経 障 害 、錯 乱

等 の精 神 障 害 、筋 の線 維 束 攣
れ ん

縮 、痙 攣
け い れ ん

等 の運 動 神 経 障 害 又

は縮 瞳
ど う

、流 涎
ぜ ん

、発 汗 等 の自 律 神

経 障 害  

二 ・四 ―ジクロルフェニル＝パ

ラ―ニトロフェニル＝エーテル

(別 名 NIP) 

前 眼 部 障 害  

ジチオカーバメート系 化 合 物

(エチレンビス(ジチオカルバミド

酸 )亜 鉛 (別 名 ジネブ)及 びエ

チレンビス(ジチオカルバミド

酸 )マンガン(別 名 マンネブ)) 

皮 膚 障 害  

N―(一 ・一 ・二 ・二 ―テトラクロ

ルエチルチオ)―四 ―シクロヘ

キセン―一 ・二 ―ジカルボキシ

ミド(別 名 ダイホルタン) 

皮 膚 障 害 又 は前 眼 部 障 害  

トリクロルニトロメタン(別 名 ク

ロルピクリン) 

皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 又 は気

道 ・肺 障 害  

二 塩 化 一 ・一 ′―ジメチル―

四 ・四 ′―ビピリジニウム(別

名 パラコート) 

皮 膚 障 害 又 は前 眼 部 障 害  

パラ―ニトロフェニル＝二 ・四 ・

六 ―トリクロルフェニル＝エー

テル(別 名 CNP) 

前 眼 部 障 害  

ブラストサイジン S 前 眼 部 障 害 、気 道 ・肺 障 害 又 は

嘔
お う

吐 、下 痢 等 の消 化 器 障 害  

六 ・七 ・八 ・九 ・一 〇・一 〇―

ヘキサクロル―一 ・五 ・五 a・

六 ・九 ・九 a―ヘキサヒドロ―

六 ・九 ―メタノ―二 ・四 ・三 ―

ベンゾジオキサチエピン三 ―オ

キシド(別 名 ベンゾエピン) 

頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、意 識 喪 失 等 の意 識 障 害 、

失 見 当 識 等 の精 神 障 害 又 は

痙 攣
け い れ ん

等 の神 経 障 害  

ペンタクロルフェノール(別 名

PCP) 

皮 膚 障 害 、前 眼 部 障 害 、気 道 ・

肺 障 害 又 は代 謝 亢
こ う

進  

モノフルオル酢 酸 ナトリウム 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、不 整 脈 、血 圧 降 下 等 の循

環 障 害 、意 識 混 濁 等 の意 識 障

害 、言 語 障 害 等 の神 経 障 害 又

は痙 攣
け い れ ん

 

硫 酸 ニコチン 頭 痛 、めまい、嘔
お う

吐 等 の自 覚 症

状 、流 涎
ぜ ん

、呼 吸 困 難 、意 識 混

濁 、筋 の線 維 束 攣
れ ん

縮 又 は痙 攣
け い れ ん

 

 
備 考  金 属 及 びその化 合 物 には、合 金 を含 む。 
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基 発 ０ ５ ０ ７ 第 ３ 号  

平 成 ２ ２ 年 ５ 月 ７ 日  

  改正 基 発 １ ０ ０ １ 第 ８ 号  

 平成２５年１０月１日  

改正 基 発 ０ ４ １ ０ 第 １ 号  

平成３１年４月１０日  

改正 基 発 ０ １ １ ８ 第 １ 号  

令 和 ５ 年 １ 月 １ ８ 日  

 

 

 都道府県労働局長 殿 

 

 

厚生労働省労働基準局長 

 

 

労働基準法施行規則の一部を改正する省令の施行等について 

 

労働基準法施行規則の一部を改正する省令（平成２２年厚生労働省令第６９号。以下「改正省

令」という。）が平成２２年５月７日に公布され、同日から施行されたので、下記事項に留意の

上、事務処理に遺憾なきを期されたい。 

 

記 

 

第１ 改正の趣旨 

労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第７５条第２項の業務上の疾病の範囲は、労働基準

法施行規則（昭和２２年厚生省令第２３号）別表第１の２（以下「別表」という。）に定めら

れているところであるが、平成２１年３月から「労働基準法施行規則第３５条専門検討会」に

おいて、最新の医学的知見、労働災害の発生状況等を踏まえ別表の見直しの必要性等について

検討を行い、同年１２月２１日に「労働基準法施行規則第３５条専門検討会報告書」が取りま

とめられた。 

本改正は、同報告書を踏まえ、別表の一部改正を行ったものである。 

 

第２ 改正事項 

１ 既に別表に規定する疾病又はその対象業務の見直し 
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（１）別表第３号４について 

別表第３号４に規定する疾病を「後頭部、頸
けい

部、肩甲帯、上腕、前腕又は手指の運動器障

害」に、対象業務を「電子計算機への入力を反復して行う業務その他上肢
し

に過度の負担のか

かる業務」にそれぞれ改めたこと。 

 （２）別表第６号１について 

別表第６号１に規定する伝染性疾患の対象業務に「介護の業務」を追加したこと。 

 

２ 例示列挙する業務上疾病の追加 

   次の疾病と対象業務を別表に追加したこと。 

 （１）石綿にさらされる業務による良性石綿胸水又はびまん性胸膜肥厚（別表第４号７） 

（２）塩化ビニルにさらされる業務による肝細胞がん（別表第７号１０） 

（３）電離放射線にさらされる業務による多発性骨髄腫
しゅ

又は非ホジキンリンパ腫
しゅ

（別表第７号１

５） 

（４）長期間にわたる長時間の業務その他血管病変等を著しく増悪させる業務による脳出血、く

も膜下出血、脳梗塞、高血圧性脳症、心筋梗塞、狭心症、心停止（心臓性突然死を含む。）

若しくは解離性大動脈 瘤
りゅう

又はこれらの疾病に付随する疾病（別表第８号） 

（５）人の生命にかかわる事故への遭遇その他心理的に過度の負担を与える事象を伴う業務によ

る精神及び行動の障害又はこれに付随する疾病（別表第９号） 

 

第３ 改正を行った別表各号の規定の内容 

１ 別表第３号４「電子計算機への入力を反復して行う業務その他上肢
し

に過度の負担のかかる業

務による後頭部、頸
けい

部、肩甲帯、上腕、前腕又は手指の運動器障害」 

（要旨） 

本改正は、既に平成９年２月３日付け基発第６５号「上肢作業に基づく疾病の業務上外の

認定基準について」（以下「上肢障害認定基準」という。）に基づき取り扱われていた上肢

に過度の負担のかかる業務による疾病について、対象業務の例示及び疾病名の見直しを行っ

たものであること。 

（解説） 

本規定に該当する疾病であるか否かの判断は、これまでどおり、上肢障害認定基準による

こと。 

 

 ２ 別表第６号１「患者の診療若しくは看護の業務、介護の業務又は研究その他の目的で病原体

を取り扱う業務による伝染性疾患」 

  （要旨） 

本改正は、改正前の別表第６号５の包括的救済規定に該当するものとしての介護の業務に
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（１）別表第３号４について 

別表第３号４に規定する疾病を「後頭部、頸
けい

部、肩甲帯、上腕、前腕又は手指の運動器障

害」に、対象業務を「電子計算機への入力を反復して行う業務その他上肢
し

に過度の負担のか

かる業務」にそれぞれ改めたこと。 

 （２）別表第６号１について 

別表第６号１に規定する伝染性疾患の対象業務に「介護の業務」を追加したこと。 

 

２ 例示列挙する業務上疾病の追加 

   次の疾病と対象業務を別表に追加したこと。 

 （１）石綿にさらされる業務による良性石綿胸水又はびまん性胸膜肥厚（別表第４号７） 

（２）塩化ビニルにさらされる業務による肝細胞がん（別表第７号１０） 

（３）電離放射線にさらされる業務による多発性骨髄腫
しゅ

又は非ホジキンリンパ腫
しゅ

（別表第７号１

５） 

（４）長期間にわたる長時間の業務その他血管病変等を著しく増悪させる業務による脳出血、く

も膜下出血、脳梗塞、高血圧性脳症、心筋梗塞、狭心症、心停止（心臓性突然死を含む。）

若しくは解離性大動脈 瘤
りゅう

又はこれらの疾病に付随する疾病（別表第８号） 

（５）人の生命にかかわる事故への遭遇その他心理的に過度の負担を与える事象を伴う業務によ

る精神及び行動の障害又はこれに付随する疾病（別表第９号） 

 

第３ 改正を行った別表各号の規定の内容 

１ 別表第３号４「電子計算機への入力を反復して行う業務その他上肢
し

に過度の負担のかかる業

務による後頭部、頸
けい

部、肩甲帯、上腕、前腕又は手指の運動器障害」 

（要旨） 

本改正は、既に平成９年２月３日付け基発第６５号「上肢作業に基づく疾病の業務上外の

認定基準について」（以下「上肢障害認定基準」という。）に基づき取り扱われていた上肢

に過度の負担のかかる業務による疾病について、対象業務の例示及び疾病名の見直しを行っ

たものであること。 

（解説） 

本規定に該当する疾病であるか否かの判断は、これまでどおり、上肢障害認定基準による

こと。 

 

 ２ 別表第６号１「患者の診療若しくは看護の業務、介護の業務又は研究その他の目的で病原体

を取り扱う業務による伝染性疾患」 

  （要旨） 

本改正は、改正前の別表第６号５の包括的救済規定に該当するものとしての介護の業務に

よる疥癬等の伝染性疾患の認定状況を踏まえ、対象業務として介護の業務を明示したもので

あること。 

  （解説） 

「介護の業務」とは、身体上又は精神上の障害があることにより日常生活を営むのに支障

がある者に対し、入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練及び療養上の管理その他のその者

の能力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにするためのサービスを行う業務

をいうものであること。 

 

３ 別表第４号７「石綿にさらされる業務による良性石綿胸水又はびまん性胸膜肥厚」 

 （要旨） 

本改正は、既に平成１８年２月９日付け基発第０２０９００１号「石綿による疾病の認定

基準について」（以下「石綿認定基準」という。）に基づき、改正前の別表第４号８の包括

的救済規定に該当するものとして取り扱われていた良性石綿胸水及びびまん性胸膜肥厚を

例示列挙したものであること。 

 （解説） 

本規定に該当する疾病であるか否かの判断は、これまでどおり、石綿認定基準によること。 

 

 ４ 別表第７号１０「塩化ビニルにさらされる業務による肝血管肉腫
しゅ

又は肝細胞がん」 

  （要旨） 

本改正は、医学専門家による検討会において取りまとめられた「塩化ビニル障害の業務上

外に関する検討会報告書（平成２１年２月）」を踏まえ、改正前の別表第７号２３の包括的

救済規定に該当するものとして取り扱われていた肝細胞がんを例示列挙したものであるこ

と。 

（解説） 

本規定に該当する疾病であるか否かの判断は、これまでどおり、本省にりん伺して行うも

のであること。 

 

５ 別表第７号１５「電離放射線にさらされる業務による白血病、肺がん、皮膚がん、骨肉腫
しゅ

、

甲状腺
せん

がん、多発性骨髄腫
しゅ

又は非ホジキンリンパ腫
しゅ

」 

 （要旨） 

本改正は、医学専門家による検討会において取りまとめられた「電離放射線障害の業務上

外に関する検討会報告書（平成１６年１月）」及び「電離放射線障害の業務上外に関する検

討会報告書（平成２０年１０月）」を踏まえ、改正前の別表第７号２３の包括的救済規定に

該当するものとして取り扱われていた多発性骨髄腫
しゅ

及び非ホジキンリンパ腫
しゅ

を例示列挙し

たものであること。 
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  （解説） 

本規定に該当する疾病であるか否かの判断は、これまでどおり、本省にりん伺して行うも

のであること。 

 

６ （削除） 

 

７ 別表第９号「人の生命にかかわる事故への遭遇その他心理的に過度の負担を与える事象を伴

う業務による精神及び行動の障害又はこれに付随する疾病」 

 （要旨） 

本改正は、既に平成１１年９月１４日付け基発第５４４号「心理的負荷による精神障害等

に係る業務上外について」（以下「精神障害判断指針」という。）に基づき、改正前の別表

第９号「その他業務に起因することが明らかな疾病」に該当するものとして取り扱われてい

た精神及び行動の障害を例示列挙したものであること。 

（解説） 

（１）「精神及び行動の障害」の範囲は、精神障害判断指針における「精神障害」の範囲と

同一であること。 

（２）本規定に該当する疾病であるか否かの判断は、これまでどおり、精神障害判断指針に

よること。 

 

第４ 標準処理期間 

 １ 概要 

   追加された疾病に係る標準処理期間については、別表第９号に定める疾病に係る療養補償給

付、休業補償給付、遺族補償給付及び葬祭料に関しては８か月とし、これ以外は他の疾病（包

括的救済規定に係るものを除く。）に係る標準処理期間と同様に６か月とすること。 

 

２ 関係通達の改正 

  平成６年９月３０日付け基発第６１２号「行政手続法の施行について」を別紙１（略）のと

おり改めること。 

 

第５ その他の関係通達の改正 

改正省令の施行に伴い、関係通達を別紙２（略）のとおり改めること。 
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  （解説） 

本規定に該当する疾病であるか否かの判断は、これまでどおり、本省にりん伺して行うも

のであること。 

 

６ （削除） 

 

７ 別表第９号「人の生命にかかわる事故への遭遇その他心理的に過度の負担を与える事象を伴

う業務による精神及び行動の障害又はこれに付随する疾病」 

 （要旨） 

本改正は、既に平成１１年９月１４日付け基発第５４４号「心理的負荷による精神障害等

に係る業務上外について」（以下「精神障害判断指針」という。）に基づき、改正前の別表

第９号「その他業務に起因することが明らかな疾病」に該当するものとして取り扱われてい

た精神及び行動の障害を例示列挙したものであること。 

（解説） 

（１）「精神及び行動の障害」の範囲は、精神障害判断指針における「精神障害」の範囲と

同一であること。 

（２）本規定に該当する疾病であるか否かの判断は、これまでどおり、精神障害判断指針に

よること。 

 

第４ 標準処理期間 

 １ 概要 

   追加された疾病に係る標準処理期間については、別表第９号に定める疾病に係る療養補償給

付、休業補償給付、遺族補償給付及び葬祭料に関しては８か月とし、これ以外は他の疾病（包

括的救済規定に係るものを除く。）に係る標準処理期間と同様に６か月とすること。 

 

２ 関係通達の改正 

  平成６年９月３０日付け基発第６１２号「行政手続法の施行について」を別紙１（略）のと

おり改めること。 

 

第５ その他の関係通達の改正 

改正省令の施行に伴い、関係通達を別紙２（略）のとおり改めること。 

 

 

基 発 1 0 0 1 第 ８ 号  

平成 25 年 10 月１日  

改正 基 発 1 0 3 1 第 １ 号  

平成 26 年 10 月 31 日  

改正 基 発 0 4 1 0 第 １ 号  

平成 31 年４月 10 日  

改正 基 発 0 1 1 8 第 ８ 号  

令 和 ５ 年 １ 月 18 日 

 

都道府県労働局長 殿 

 

厚生労働省労働基準局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

「労働基準法施行規則の一部を改正する省令」の施行及び「労働基準法 

施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が指定する単体たる化学物質及び 

化合物（合金を含む。）並びに厚生労働大臣が定める疾病を定める告示」 

の適用について 

 

労働基準法施行規則の一部を改正する省令（平成 25 年厚生労働省令第 113 号。以下

「改正省令」という。）及び平成 25年厚生労働省告示第 316 号（労働基準法施行規則の

規定に基づき厚生労働大臣が指定する単体たる化学物質及び化合物（合金を含む。）並

びに厚生労働大臣が定める疾病を定める件。以下「改正告示」という。）が、平成 25年

９月 30 日に公布され、本日から施行及び適用されることとなったので、下記の事項に

留意の上、事務処理に遺憾なきを期されたい。 

 

記 

 

第１ 改正の趣旨 

労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 75条第２項の業務上の疾病の範囲は、労働

基準法施行規則（昭和 22 年厚生省令第 23 号）別表第１の２（以下「別表」という。）

に定められているところであるが、平成 25 年６月から「労働基準法施行規則第 35 条

専門検討会」（以下「専門検討会」という。）において、別表に掲げる業務上の疾病の範

囲について医学的検討を行い、同年７月３日に「労働基準法施行規則第 35条専門検討

会報告書」が取りまとめられた。 

      今般の改正省令及び改正告示は、同報告書を踏まえ、業務上の疾病の範囲について
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改正を行ったものである。 

 

第２ 改正事項等 

１ 改正省令について 

（１） 改正事項 

ア 既に別表に規定する疾病に係る対象業務の追加 

別表第４号３に規定する皮膚疾患の対象業務に「テレビン油にさらされる業務」

を追加したこと。 

イ 例示列挙する業務上の疾病の追加 

       別表第 7号に次の疾病と対象業務を追加したこと。 

      （ア）ベリリウムにさらされる業務による肺がん 

      （イ）1,2-ジクロロプロパンにさらされる業務による胆管がん 

      （ウ）ジクロロメタンにさらされる業務による胆管がん 

（２） 改正を行った別表各号の規定の内容 

    ア 別表第４号３「すす、鉱物油、うるし、テレビン油、タール、セメント、アミン

系の樹脂硬化剤等にさらされる業務による皮膚疾患」 

        （要旨） 

           本改正は、テレビン油にさらされる作業環境下において業務に従事する     

ことにより発生する皮膚疾患を業務上の疾病として別表第４号３に追加した

ものである。 

        （解説） 

（ア）「テレビン油」とは、マツ科植物の水蒸気蒸留や乾留によって得られる     

環状の炭化水素で、α-ピネンを主成分とし、少量の β-ピネンやジペンテン

などを含む混合物である。 

            なお、テレビン油は、第３種有機溶剤等に該当する有機溶剤として有機     

溶剤中毒予防規則（昭和 47 年労働省令第 36号。以下「有機則」という。）に

規定されている。 

      （イ）該当業務としては、例えば、テレビン油を用いた塗料、コーティング剤、医

薬品等の製造又は取扱い業務等がある。 

      （ウ）テレビン油による皮膚疾患としては、アレルギー性接触皮膚炎がある。 

イ 別表第７号６「ベリリウムにさらされる業務による肺がん」 

        （要旨） 

            本改正は、ベリリウムにさらされる作業環境下において業務に従事する     

ことにより発生する肺がんを業務上の疾病として新たに定めたものである。 

        （解説） 

（ア）「ベリリウム」（元素記号：Be）とは、銀白色で、主に合金の硬化剤として利
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改正を行ったものである。 

 

第２ 改正事項等 

１ 改正省令について 

（１） 改正事項 

ア 既に別表に規定する疾病に係る対象業務の追加 

別表第４号３に規定する皮膚疾患の対象業務に「テレビン油にさらされる業務」

を追加したこと。 

イ 例示列挙する業務上の疾病の追加 

       別表第 7号に次の疾病と対象業務を追加したこと。 

      （ア）ベリリウムにさらされる業務による肺がん 

      （イ）1,2-ジクロロプロパンにさらされる業務による胆管がん 

      （ウ）ジクロロメタンにさらされる業務による胆管がん 

（２） 改正を行った別表各号の規定の内容 

    ア 別表第４号３「すす、鉱物油、うるし、テレビン油、タール、セメント、アミン

系の樹脂硬化剤等にさらされる業務による皮膚疾患」 

        （要旨） 

           本改正は、テレビン油にさらされる作業環境下において業務に従事する     

ことにより発生する皮膚疾患を業務上の疾病として別表第４号３に追加した

ものである。 

        （解説） 

（ア）「テレビン油」とは、マツ科植物の水蒸気蒸留や乾留によって得られる     

環状の炭化水素で、α-ピネンを主成分とし、少量の β-ピネンやジペンテン

などを含む混合物である。 

            なお、テレビン油は、第３種有機溶剤等に該当する有機溶剤として有機     

溶剤中毒予防規則（昭和 47 年労働省令第 36号。以下「有機則」という。）に

規定されている。 

      （イ）該当業務としては、例えば、テレビン油を用いた塗料、コーティング剤、医

薬品等の製造又は取扱い業務等がある。 

      （ウ）テレビン油による皮膚疾患としては、アレルギー性接触皮膚炎がある。 

イ 別表第７号６「ベリリウムにさらされる業務による肺がん」 

        （要旨） 

            本改正は、ベリリウムにさらされる作業環境下において業務に従事する     

ことにより発生する肺がんを業務上の疾病として新たに定めたものである。 

        （解説） 

（ア）「ベリリウム」（元素記号：Be）とは、銀白色で、主に合金の硬化剤として利

用される金属元素である。ベリリウム及びその化合物を製造する場合には、労

働安全衛生法（昭和 47年法律第 57号。以下「安衛法」という。）第 56条第１

項に基づき、あらかじめ、厚生労働大臣の許可を受けなければならないとされ

ており、また、ベリリウム及びその化合物は、第１類物質及び特別管理物質に

該当する特定化学物質として特定化学物質障害予防規則（昭和 47年労働省令

第 39号。以下「特化則」という。）に規定されている。 

      （イ）該当業務としては、ベリリウム銅等の合金の製造等のほか、酸化ベリリ     

ウム、フッ化ベリリウム、硫酸ベリリウム、塩化ベリリウム、水酸化ベリリウ

ムなどのベリリウム化合物の製造又は取扱い業務等がある。 

          なお、ベリリウム及びその化合物（これらの物をその重量の１パーセント

を超えて含有する製剤その他の物（合金にあっては、ベリリウムをその重量の

３パーセントを超えて含有するものに限る。）を含む。）を製造し、又は取り扱

う業務（これらの物のうち粉状の物以外の物を取り扱う業務を除く。）は、安

衛法第 67条による健康管理手帳交付の対象業務（以下「健康管理手帳交付対

象業務」という。）となっている。 

      （ウ）「肺がん」とは、肺に原発した悪性新生物をいう。 

      （エ）本規定に定める疾病に係る業務起因性の判断に当たっては、昭和 53 年３

月 30日付け基発第 186 号「労働基準法施行規則の一部を改正する省令等の

施行について」（以下「186 号通達」という。）の記の第３の１に基づき、業

務起因性の判断が困難な事案に該当するものとして本省にりん伺すること。 

ウ 別表第７号 13「1,2-ジクロロプロパンにさらされる業務による胆管がん」 

        （要旨） 

            本改正は、1,2-ジクロロプロパンにさらされる作業環境下において業務     

に従事することにより発生する胆管がんを業務上の疾病として新たに定め     

たものである。 

        （解説） 

   （ア）「1,2-ジクロロプロパン」（化学式：C3H6Cl2）とは、常温で無色透明の液     

体であり、揮発性が高く、特徴的な臭気（クロロホルム臭）がある。 

            なお、1,2-ジクロロプロパンは、平成 25年８月 13日に公布された労働安全

衛生法施行令の一部を改正する政令（平成 25 年政令第 234 号。以下「改     

正政令」という。）及び労働安全衛生規則及び特定化学物質障害予防規則     

の一部を改正する省令（平成 25 年厚生労働省令第 96 号。以下「安衛則等     

改正省令」という。）により、同年 10 月１日付けで、第２類物質及び特別管理

物質に該当する特定化学物質として特化則に規定されている。 

      （イ）該当業務としては、例えば、印刷機等の洗浄又は払拭の業務がある。 

            なお、改正政令及び安衛則等改正省令により、1,2-ジクロロプロパン（こ     
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れをその重量の１パーセントを超えて含有する製剤その他の物を含む。）     

を取り扱う業務のうち、屋内作業場等において行う印刷機その他の設備の     

洗浄又は払拭の業務については、平成 25 年 10 月１日付けで、健康管理手帳交

付対象業務に追加されている。 

      （ウ）「胆管がん」とは、胆汁の通り道である胆管に生じる悪性腫瘍であり、     

内腔を覆う胆管上皮細胞が悪性化したものが大部分である。胆管がんは、     

がんが生じた場所により大きく２つに分類され、肝臓内の胆管に生じるが     

んを肝内胆管がん、肝臓外の胆管に生じるがんを肝外胆管がんという。 

      （エ）本規定に定める疾病に係る業務起因性の判断に当たっては、186 号通達     

の記の第３の１に基づき、業務起因性の判断が困難な事案に該当するもの     

として本省にりん伺すること。 

エ 別表第７号 14「ジクロロメタンにさらされる業務による胆管がん」 

        （要旨） 

            本改正は、ジクロロメタンにさらされる作業環境下において業務に従事     

することにより発生する胆管がんを業務上の疾病として新たに定めたもの     

である。 

        （解説） 

      （ア）「ジクロロメタン」（化学式：CH2Cl2）とは、常温で無色透明の液体であり、

揮発性が高く、特徴的な臭気（甘い芳香臭）がある。 

            なお、ジクロロメタンは、平成 26年８月 20 日に公布された労働安全衛生法

施行令の一部を改正する政令（平成 26 年政令第 288 号）及び同年８月 25 日

に公布された労働安全衛生規則等の一部を改正する省令（平成 26年厚生労働

省令第 101 号）により、同年 11 月１日付けで、第２類物質及び特別管理物質

に該当する特定化学物質として特化則に規定されている。 

      （イ）該当業務としては、例えば、印刷機等の洗浄又は払拭の業務がある。 

      （ウ）「胆管がん」については、上記ウの（解説）の（ウ）を参照。 

      （エ）本規定に定める疾病に係る業務起因性の判断に当たっては、186 号通達     

の記の第３の１に基づき、業務起因性の判断が困難な事案に該当するもの     

として本省にりん伺すること。 

 

２ 改正告示について 

（１） 改正事項 

平成８年労働省告示第 33号（労働基準法施行規則の規定に基づき厚生労働大臣

が指定する単体たる化学物質及び化合物（合金を含む。）並びに厚生労働大臣が定

める疾病を定める件。以下「旧告示」という。）に、別紙１の各表の左欄に掲げる

17 の単体たる化学物質及び化合物にさらされる業務による、それぞれ右欄に掲げ
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れをその重量の１パーセントを超えて含有する製剤その他の物を含む。）     

を取り扱う業務のうち、屋内作業場等において行う印刷機その他の設備の     

洗浄又は払拭の業務については、平成 25 年 10 月１日付けで、健康管理手帳交

付対象業務に追加されている。 

      （ウ）「胆管がん」とは、胆汁の通り道である胆管に生じる悪性腫瘍であり、     

内腔を覆う胆管上皮細胞が悪性化したものが大部分である。胆管がんは、     

がんが生じた場所により大きく２つに分類され、肝臓内の胆管に生じるが     

んを肝内胆管がん、肝臓外の胆管に生じるがんを肝外胆管がんという。 

      （エ）本規定に定める疾病に係る業務起因性の判断に当たっては、186 号通達     

の記の第３の１に基づき、業務起因性の判断が困難な事案に該当するもの     

として本省にりん伺すること。 

エ 別表第７号 14「ジクロロメタンにさらされる業務による胆管がん」 

        （要旨） 

            本改正は、ジクロロメタンにさらされる作業環境下において業務に従事     

することにより発生する胆管がんを業務上の疾病として新たに定めたもの     

である。 

        （解説） 

      （ア）「ジクロロメタン」（化学式：CH2Cl2）とは、常温で無色透明の液体であり、

揮発性が高く、特徴的な臭気（甘い芳香臭）がある。 

            なお、ジクロロメタンは、平成 26年８月 20 日に公布された労働安全衛生法

施行令の一部を改正する政令（平成 26 年政令第 288 号）及び同年８月 25 日

に公布された労働安全衛生規則等の一部を改正する省令（平成 26年厚生労働

省令第 101 号）により、同年 11 月１日付けで、第２類物質及び特別管理物質

に該当する特定化学物質として特化則に規定されている。 

      （イ）該当業務としては、例えば、印刷機等の洗浄又は払拭の業務がある。 

      （ウ）「胆管がん」については、上記ウの（解説）の（ウ）を参照。 

      （エ）本規定に定める疾病に係る業務起因性の判断に当たっては、186 号通達     

の記の第３の１に基づき、業務起因性の判断が困難な事案に該当するもの     

として本省にりん伺すること。 

 

２ 改正告示について 

（１） 改正事項 

平成８年労働省告示第 33号（労働基準法施行規則の規定に基づき厚生労働大臣

が指定する単体たる化学物質及び化合物（合金を含む。）並びに厚生労働大臣が定

める疾病を定める件。以下「旧告示」という。）に、別紙１の各表の左欄に掲げる

17 の単体たる化学物質及び化合物にさらされる業務による、それぞれ右欄に掲げ

る症状又は障害を主たる症状又は障害とする疾病を、業務上の疾病として追加し

たこと。 

 （２） 新たに追加した症状又は障害 

旧告示において用いられていた症状又は障害の表現に、新たに「生殖機能障害」

を追加したこと。 

       （解説） 

「生殖機能障害」とは、女性における無月経、男性における無精子症及び精子

減少症をいう。生殖機能障害を生じさせる化学物質としては、2-ブロモプロパ

ンがある。 

 

第３ 改正内容の周知 

今般の改正内容については、別途指示するところにより、関係労使、医療機関、事

業主団体等に対し幅広く周知を図ること。 

 

第４ 関係通達の改正 

   改正省令の施行及び改正告示の適用に伴い、関係通達を別紙２のとおり改めること。 

 

第５ その他 

１ 旧告示に追加した別紙１の 17の単体たる化学物質及び化合物について、各物質ごと

の物性、主な用途等の基本情報については別添のとおりである。 

 ２ 改正省令の施行及び改正告示の適用に伴う労災保険業務機械処理手引（平成 23 年３

月 31 日付け基発 0331 第３号）の別表５「傷病性質コード表」の改正については、別

途指示する予定である。 
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 別紙１ 

 

17 の単体たる化学物質及び化合物にさらされる業務により発生する 

主たる症状又は障害 

（１）無機の酸及びアルカリ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）金属（セレン及び砒素を含む。）及びその化合物 

 

 

（３）ハロゲン及びその無機化合物 

 

（４）りん、硫黄、酸素、窒素及び炭素並びにこれらの無機化合物 

 

 

 

 

 

 

（５）脂肪族化合物 

  ①脂肪族炭化水素及びそのハロゲン化合物 

化学物質 症状又は障害 

過酸化水素 
皮膚障害、前眼部障害又は気道・  

肺障害 

ペルオキソ二硫酸アンモニウム 皮膚障害又は気道障害 

ペルオキソ二硫酸カリウム 皮膚障害又は気道障害 

化学物質 症状又は障害 

インジウム及びその化合物 肺障害 

タリウム及びその化合物 
頭痛、めまい、嘔吐等の自覚症状、 

皮膚障害又は末梢神経障害 

ニッケル及びその化合物（ニッケルカ

ルボニルを除く。） 
皮膚障害 

ロジウム及びその化合物 皮膚障害又は気道障害 

化学物質 症状又は障害 

アジ化ナトリウム 
頭痛、めまい、嘔吐等の自覚症状、 

前眼部障害、血圧降下又は気道障害 

二亜硫酸ナトリウム 皮膚障害又は気道障害 

－ 96 －



 別紙１ 

 

17 の単体たる化学物質及び化合物にさらされる業務により発生する 

主たる症状又は障害 

（１）無機の酸及びアルカリ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）金属（セレン及び砒素を含む。）及びその化合物 

 

 

（３）ハロゲン及びその無機化合物 

 

（４）りん、硫黄、酸素、窒素及び炭素並びにこれらの無機化合物 

 

 

 

 

 

 

（５）脂肪族化合物 

  ①脂肪族炭化水素及びそのハロゲン化合物 

化学物質 症状又は障害 

過酸化水素 
皮膚障害、前眼部障害又は気道・  

肺障害 

ペルオキソ二硫酸アンモニウム 皮膚障害又は気道障害 

ペルオキソ二硫酸カリウム 皮膚障害又は気道障害 

化学物質 症状又は障害 

インジウム及びその化合物 肺障害 

タリウム及びその化合物 
頭痛、めまい、嘔吐等の自覚症状、 

皮膚障害又は末梢神経障害 

ニッケル及びその化合物（ニッケルカ

ルボニルを除く。） 
皮膚障害 

ロジウム及びその化合物 皮膚障害又は気道障害 

化学物質 症状又は障害 

アジ化ナトリウム 
頭痛、めまい、嘔吐等の自覚症状、 

前眼部障害、血圧降下又は気道障害 

二亜硫酸ナトリウム 皮膚障害又は気道障害 

 

 

 

 

 

  ②アルコール、エーテル、アルデヒド、ケトン及びエステル 

 

 

 

 

 

     

③その他の脂肪族化合物 

 

（６）脂環式化合物 

 

（７）芳香族化合物 

  ①ベンゼン及びその同族体 

  ②芳香族炭化水素のハロゲン化物 

  ③芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体 

  ④その他の芳香族化合物 

 

 

 

（８）複素環式化合物 

 

 

 

 

（９）農薬その他の薬剤の有効成分 

 

 

 

化学物質 症状又は障害 

1-ブロモプロパン 末梢神経障害 

2-ブロモプロパン 生殖機能障害 

化学物質 症状又は障害 

2,3-エポキシプロピル＝ 

フェニルエーテル 
皮膚障害 

グルタルアルデヒド 皮膚障害、前眼部障害又は気道障害 

化学物質 症状又は障害 

ヒドロキノン 皮膚障害 

化学物質 症状又は障害 

ヘキサヒドロ‐1,3,5‐トリニトロ‐

1,3,5‐トリアジン 

頭痛、めまい、嘔吐等の自覚症状又は

意識喪失を伴う痙攣 

化学物質 症状又は障害 

テトラメチルチウラムジスルフィド 皮膚障害 

N-（トリクロロメチルチオ）-1,2,3,6-

テトラヒドロフタルイミド 
皮膚障害 
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別紙２ 

関係通達の改正 

 

１ 昭和 51 年１月 30 日付け基発第 122 号「脂肪族化合物、脂環式化合物、芳香族化

合物(芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体を除く。) 又は複素環式化合物のう

ち有機溶剤として用いられる物質による疾病の認定基準について」の改正 

前文中「第７号８」を「第７号９」に改める。 

 

２ 昭和 51 年７月 29 日付け基発第 556 号「塩化ビニルばく露作業従事労働者に生じ

た疾病の業務上外の認定について」の改正 

（１） 前文中「第７号９」を「第７号 10」に改める。 

（２） 記の第２の１の（１）中「第７号９」を「第７号 10」に改める。 
 

３ 昭和 51 年 11 月８日付け基発第 810 号「電離放射線に係る疾病の業務上外の認定

基準について」の改正 

記の第２中「第７号 10」を「第７号 13」に改める。 

 

４ 昭和 53 年３月 30 日付け基発第 186 号「労働基準法施行規則の一部を改正する省

令等の施行について」の改正 

（１） 記の第１の２の（４）中「第７号 18」を「第７号 21」に改める。 

（２） 記の第２の２の（２）のホの（ト）の c中「第７号 10」を「第７号 13」に改

める。 

（３） 記の第２の２の（４）「化学物質等による次に掲げる疾病」（第４号）関係 

ア  ハの表題中「すす、鉱物油、うるし」を「すす、鉱物油、うるし、テレ

ビン油」に改める。 

イ  ハの（イ）中 gを hとし、dから fを一つずつ繰り下げ、cの次に以下を

追加する。 

d 「テレビン油」とは、マツ科植物の水蒸気蒸留や乾留によって得られ

る環状の炭化水素で、α‐ピネンを主成分とし、少量のβ‐ピネンやジ

ペンテンなどを含む混合物である。なお、テレビン油は、第３種有機溶

剤等に該当する有機溶剤として有機溶剤中毒予防規則（昭和 47 年９月

30 日労働省令第 36 号）に規定されている。 

ウ  ハの（イ）の h中「すす、鉱物油、うるし」を「すす、鉱物油、うるし、

テレビン油」に改める。 

エ  ハの（ロ）中 fを gとし、dと eを一つずつ繰り下げ、cの次に以下を追

加する。 

d テレビン油：テレビン油を用いた塗料、コーティング剤、医薬品等の

製造又は取扱い業務等 

オ  ハの（ハ）中 fを gとし、dと eを一つずつ繰り下げ、cの次に以下を追
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別紙２ 

関係通達の改正 

 

１ 昭和 51 年１月 30 日付け基発第 122 号「脂肪族化合物、脂環式化合物、芳香族化

合物(芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体を除く。) 又は複素環式化合物のう

ち有機溶剤として用いられる物質による疾病の認定基準について」の改正 

前文中「第７号８」を「第７号９」に改める。 

 

２ 昭和 51 年７月 29 日付け基発第 556 号「塩化ビニルばく露作業従事労働者に生じ

た疾病の業務上外の認定について」の改正 

（１） 前文中「第７号９」を「第７号 10」に改める。 

（２） 記の第２の１の（１）中「第７号９」を「第７号 10」に改める。 
 

３ 昭和 51 年 11 月８日付け基発第 810 号「電離放射線に係る疾病の業務上外の認定

基準について」の改正 

記の第２中「第７号 10」を「第７号 13」に改める。 

 

４ 昭和 53 年３月 30 日付け基発第 186 号「労働基準法施行規則の一部を改正する省

令等の施行について」の改正 

（１） 記の第１の２の（４）中「第７号 18」を「第７号 21」に改める。 

（２） 記の第２の２の（２）のホの（ト）の c中「第７号 10」を「第７号 13」に改

める。 

（３） 記の第２の２の（４）「化学物質等による次に掲げる疾病」（第４号）関係 

ア  ハの表題中「すす、鉱物油、うるし」を「すす、鉱物油、うるし、テレ

ビン油」に改める。 

イ  ハの（イ）中 gを hとし、dから fを一つずつ繰り下げ、cの次に以下を

追加する。 

d 「テレビン油」とは、マツ科植物の水蒸気蒸留や乾留によって得られ

る環状の炭化水素で、α‐ピネンを主成分とし、少量のβ‐ピネンやジ

ペンテンなどを含む混合物である。なお、テレビン油は、第３種有機溶

剤等に該当する有機溶剤として有機溶剤中毒予防規則（昭和 47 年９月

30 日労働省令第 36 号）に規定されている。 

ウ  ハの（イ）の h中「すす、鉱物油、うるし」を「すす、鉱物油、うるし、

テレビン油」に改める。 

エ  ハの（ロ）中 fを gとし、dと eを一つずつ繰り下げ、cの次に以下を追

加する。 

d テレビン油：テレビン油を用いた塗料、コーティング剤、医薬品等の

製造又は取扱い業務等 

オ  ハの（ハ）中 fを gとし、dと eを一つずつ繰り下げ、cの次に以下を追

 

加する。 

d  テレビン油による皮膚疾患には、アレルギー性接触皮膚炎がある。 

（４） 記の第２の２の（７）「がん原性物質若しくはがん原性因子又はがん原性工程

における業務による次に掲げる疾病」（第７号）関係 

ア  への表題中「（第７号６）」を「（第７号７）」に改める。 

イ  トの表題中「（第７号７）」を「（第７号８）」に改める。 

ウ  チの表題中「（第７号８）」を「（第７号９）」に改める。 

エ  リの表題中「（第７号９）」を「（第７号 10）」に改める。 

オ  ヌの表題中「（第７号 10）」を「（第７号 13）」に改める。 

カ  ルの表題中「（第７号 11）」を「（第７号 14）」に改める。 

キ  ヲの表題中「（第７号 12）」を「（第７号 15）」に改める。 

ク  ワの表題中「（第７号 13）」を「（第７号 16）」に改める。 

ケ  カの表題中「（第７号 14）」を「（第７号 17）」に改める。 

コ  ヨの表題中「（第７号 15）」を「（第７号 18）」に改める。 

サ  タの表題中「（第７号 16）」を「（第７号 19）」に改める。 

シ  レの表題中「（第７号 17）」を「（第７号 20）」に、〔解説〕（イ）の a中「（４）

ハ〔解説〕（イ）d 参照」を「（４）ハ〔解説〕（イ）a、b 及び e 参照」に、

〔解説〕（ロ）の a 中「（４）ハ〔解説〕（ロ）a、b 及び d 参照」を「（４）

ハ（ロ）a、b及び e参照」に改める。 

ス  ソの表題中「１～17」を「１～20」に、「（第７号 18）」を「（第７号 21）」

に改め、〔要旨〕中「第７号１から 17 までに掲げるがん以外」を「第７号

１から 20 までに掲げるがん以外」に、「第７号１から 17 までに掲げる疾病

発生の原因因子」を「第７号１から 20 までに掲げる疾病発生の原因因子」

に改める。 

 

５ 昭和 57 年９月 27 日付け基発第 640 号「タール様物質による疾病の認定基準につ

いて」の改正 

（１） 記の第１.の１の（１）中「第７号 13」を「第７号 16」に改める。 

（２） 記の第１.の２中「第７号 17」を「第７号 20」に改める。 

 

６ 昭和 59 年 12 月４日付け基発第 646 号「クロム又はその化合物（合金を含む。）

による疾病の認定基準について」の改正 

記の１の（１）中「第７号 14」を「第７号 17」に改める。 

 

７ 平成３年３月 19 日付け基発第 157 号「｢職業性疾病の補償事務手引｣の廃止及び

｢業務上疾病の認定事務手引｣の作成について」別添「業務上疾病の認定事務手引」

の改正 

（１） Ⅰの２.の（２）中「第７号 18」を「第７号 21」に改める。 
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（２） Ⅰの２.の（２）のロ中「第７号 18」を「第７号 21」に改める。 

 

８ 平成 6 年 9 月 30 日付け基発第 612 号、婦発第 273 号「行政手続法等の施行につ

いて」の改正 

記の第２の１の（２）のロの（ロ）の⑤中「第７号 18」を「第７号 21」に改め

る。 

 

９ 平成 22 年５月７日付け基発 0507 第３号「労働基準法施行規則の一部を改正する

省令の施行等について」の改正 

（１） 記の第２の２の（２）中「（別表第７号９）」を「（別表第７号 10）」に改める。 

（２） 記の第２の２の（３）中「（別表第７号 10）」を「（別表第７号 13）」に改める。 

（３） 記の第３の４の表題中「第７号９」を「第７号 10」に改め、（要旨）中「第７

号 18」を「第７号 21」に改める。 

（４） 記の第３の５の表題中「第７号 10」を「第７号 13」に改め、（要旨）中「第

７号 18」を「第７号 21」に改める。 

 

10 平成 24年３月 29日付け基発0329第２号「石綿による疾病の認定基準について」

の改正 

（１） 記の第２の２中「第７号７」を「第７号８」に改める。 

（２） 記の第２の３中「第７号７」を「第７号８」に改める。 
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（２） Ⅰの２.の（２）のロ中「第７号 18」を「第７号 21」に改める。 

 

８ 平成 6 年 9 月 30 日付け基発第 612 号、婦発第 273 号「行政手続法等の施行につ

いて」の改正 

記の第２の１の（２）のロの（ロ）の⑤中「第７号 18」を「第７号 21」に改め

る。 

 

９ 平成 22 年５月７日付け基発 0507 第３号「労働基準法施行規則の一部を改正する

省令の施行等について」の改正 

（１） 記の第２の２の（２）中「（別表第７号９）」を「（別表第７号 10）」に改める。 

（２） 記の第２の２の（３）中「（別表第７号 10）」を「（別表第７号 13）」に改める。 

（３） 記の第３の４の表題中「第７号９」を「第７号 10」に改め、（要旨）中「第７

号 18」を「第７号 21」に改める。 

（４） 記の第３の５の表題中「第７号 10」を「第７号 13」に改め、（要旨）中「第

７号 18」を「第７号 21」に改める。 

 

10 平成 24年３月 29日付け基発0329第２号「石綿による疾病の認定基準について」

の改正 

（１） 記の第２の２中「第７号７」を「第７号８」に改める。 

（２） 記の第２の３中「第７号７」を「第７号８」に改める。 

 

 

  

1177 のの単単体体たたるる化化学学物物質質及及びび化化合合物物にに関関すするる基基本本情情報報   

 

基 本 情 報 に お い て 用 い ら れ て い る 主 な 用 語 の 意 味 に つ い て は 、 以 下 の と お

り で あ る 。  

C A S  N o： 米 国 化 学 会 の Ch e m i c a l  A b s t r a c t s  S e r v i c e ( C A S )が 化 学 文 献 な ど に

記 載 さ れ た 化 学 物 質 に 付 与 し た 番 号 で 、 CA S  R e g i s t r y  N u m b e rの 略

で あ る 。  

許 容 濃 度 ： 数 値 は 、 い ず れ も 、 ガ ス 状 物 質 は pp m及 び mg / m 3、 粒 子 状 物 質 は  

m g / m 3で 示 し て い る 。  

日 本 産 業 衛 生 学 会 ： 日 本 産 業 衛 生 学 会 許 容 濃 度 等 に 関 す る 委 員 会 に よ り           

2 0 1 2年 ま で に 勧 告 さ れ た 許 容 濃 度 を 記 載 し て い る 。  

Ａ Ｃ Ｇ Ｉ Ｈ ： 米 国 労 働 衛 生 専 門 家 会 議 （ AC G I H  ：  A m e r i c a n  C o n f e r e n c e  o f  

G o v e r n m e n t a l  I n d u s t r i a l  H y g i e n i s t s )に よ り 、 TW A（ 時 間 荷 重

平 均 値 ： 作 業 員 が 通 常 1日 8時 間 、週 40時 間 で の 許 容 値 ）、ST E L

（ 短 時 間 ば く 露 限 界 値：15分 間 内 に お け る 平 均 値 が 超 え て は な

ら な い 値 ） 又 は C（ 天 井 値 ： 作 業 中 の ど の 時 点 に お い て も 超 え

て は な ら な い 上 限 値 ）と し て 示 さ れ た 、20 1 2年 勧 告 の 許 容 限 界

値 （ TL V） を 記 載 し て い る 。  

関 連 法 規 ： 参 考 と し て 適 用 を 受 け る 関 連 法 規 を 示 し て い る 。  

 

（１ ） ア ジ 化ナ ト リ ウ ム  

  ① CAS  No： 26628-22-8 

  ② 化 学 式： N 3Na 

  ③ 別名 ：ナ ト リ ウ ム ア ジド  

  ④ 物性：白 又 は ほと ん ど白 の結 晶 。水 に 溶 け や す く 、エ チ ル エ ー テ ル に は ほと

んど 溶 けな い。 水 溶 液 は ア ル カ リ 性 で あ る 。  

  ⑤ 主な 用途 ： 検 出 試 薬 （ SCN、 S２ O３ な ど ） 、 爆 薬 原 料 、 有 機 合 成 原 料  

  ⑥ 許 容 濃度 ：  

日本 産 業 衛 生学 会 ： 未設 定  (2012 年 版 ) 

Ａ Ｃ Ｇ Ｉ Ｈ ： TLV-STEL（ C)0.29mg/m 3（ ア ジ 化 ナ ト リ ウ ム と し て ）   

TLV-STEL（ C)0.11ppm（ ア ジ 化 水 素 酸 蒸 気 と し て ）(2012 年 版 ) 

  ⑦ 関 連 法規：労 働安 全 衛生 法、化 学 物 質 審 査 規 制 法（ 以 下「 化 審 法 」と い う。）、

化学 物 質 排 出把 握 管 理 促 進 法 （ 以 下 「 Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ 法 」 と い う 。 ）、

消防 法 、船 舶安 全 法 、 航 空 法 、 毒 物 及 び 劇 物 取 締 法  

 

（２ ） イ ン ジウ ム 及 びそ の 化合 物  

 ① CAS  No： 7440-74-6 

  ② 化 学 式： In 

  ③ 別 名 ：―  

  ④ 物 性 ：可 鍛 性 、展 延 性を もち 結 晶 質 。 白 色 光 沢 で 空 気 中 で は 安 定 。    

 

別添  
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⑤主 な 用 途：銀 ロウ 、銀 合 金 接 点 、ハ ン ダ 、低 融 点 合 金 、液 晶 セ ル 電 極 用、歯

科用 合 金 、防 食ア ル ミ ニ ウ ム 、テ レ ビ カ メ ラ 、ゲ ル マ ニ ウ ム・ト

ラン ジ ス タ 、光 通 信 、 太 陽 熱 発 電 、 電 子 部 品 等  

  ⑥ 許 容 濃 度 ： 日 本 産 業 衛 生 学 会 ： 生 物 学 的 許 容 値 3μ g/l（ 試 料 ： 血 清 、 物 質

：イ ン ジ ウ ム 、試 料 採 集 時 期：特 定 せ ず ）（ 2012

年 版 ）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 0.1 mg/㎥ (2012 年 版 ) 

  ⑦ 関連 法規 ： 労 働安 全 衛生 法、 Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ 法 、 消 防 法 、 船 舶 安 全 法 、 航 空 法   

 

（ ３ ） 2,3-エポ キ シ プ ロ ピ ル＝ フェ ニ ル エ ー テ ル  

 ① CAS  No： 122-60-1 

  ② 化学 式： C 9 H 1 0O 2  

  ③ 別 名 ：フ ェ ニ ル グ リ シジ ルエ ー テ ル  

      1,2-エ ポキ シ -3-フェ ノ キ シ プ ロ パ ン（ 1,2-epoxy-3-phenoxypropane) 

      フ ェ ノ キシ メ チル オキ シ ラ ン （ Phenoxy methyloxirane）  

  ④ 物 性 ：無 色 透 明 の 液 体。  

  ⑤ 主 な 用途：エ ポキ シ 樹脂 、ア ル キ ド 樹 脂 の 反 応 希 釈 剤 、樹 脂 農 薬 な ど の 安定

剤 、木 綿・羊毛 な ど の 改 質 剤 、分 散 染 料 、反 応 性 染 料 の 染 色 性改 良

剤  

  ⑥ 許 容 濃度 ： 日 本 産 業 衛生 学会 ： 未 設 定 (2012 年 版 ) 

ＡＣ Ｇ Ｉ Ｈ ： TLV-TWA 0.1ppm (2012 年 版 ) 

  ⑦ 関 連 法規 ： 労 働安 全 衛生 法、 Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ 法 、 消 防 法  

   

（４ ） 過 酸 化水 素  

 ① CAS  No： 7722-84-1 

  ② 化 学 式： H2O 2   

   ③ 別 名 ： オ キ シ フル (Hydroperoxide) 、 オ キ シ ド ー ル (Hydrogen dioxide) 

  ④ 物 性 ：純 粋 な も の は 粘性 のあ る 無 色 の 液 体 で 、 多 量 の 場 合 は 青 色 を 呈 す る。 

  ⑤ 主 な 用途：漂 白剤（紙 、パ ル プ 、天 然 繊 維 ）、工 業 薬 品（ 酸 化 剤 及 び 可 塑 剤、

ゴム 薬 品、公 害 処 理 剤 な ど の 酸 化剤 ）、医 薬 品（ 酸 化 剤 、殺 菌 剤 ）、

その 他 各種 漂白 剤  

  ⑥ 許 容 濃度 ： 日 本 産 業 衛生 学会 ： 未 設 定 (2012 年 版 ) 

ＡＣ Ｇ Ｉ Ｈ ： TLV-TWA 1ppm(2012 年 版 ) 

  ⑦ 関 連 法規：労 働安 全 衛 生 法、消 防 法 、船 舶 安 全 法 、航 空 法 、毒 物 及 び 劇 物取

締法  

 

（ ５ ） グ ル タル ア ル デ ヒ ド  

 ① CAS  No： 111-30-8 

  ② 化 学 式： C 5 H 8O 2  

  ③ 別 名 ： グ ル タ ル ジ ア ル デ ヒ ド  (Glutaric dialdehyde) 、 グ ル タ ラ ー ル  

(Glutaral)、 ペ ン タ ン ‐ 1,5‐ ジ ア ー ル  (Pentane-1,5-dial)、 1,5‐

ペン タ ジオ ン  (1,5-Pentanedione) 
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⑤ 主 な 用 途：銀 ロ ウ 、銀 合 金 接 点 、ハ ン ダ 、低融 点 合金 、液 晶セ ル 電 極 用、歯

科 用 合 金 、防 食 ア ル ミ ニ ウ ム 、テ レビ カ メラ 、ゲル マ ニウ ム・ト

ラ ン ジ ス タ 、 光 通 信 、 太 陽 熱 発 電、 電 子 部品 等  

  ⑥ 許 容 濃 度 ： 日 本 産 業 衛 生 学 会 ： 生 物 学 的 許 容 値 3μ g/l（ 試 料 ： 血 清 、 物 質

：イ ン ジ ウ ム、試 料 採 集時 期：特 定せ ず）（ 2012

年 版 ）  

Ａ Ｃ Ｇ Ｉ Ｈ ： TLV-TWA 0.1 mg/㎥ (2012 年 版 ) 

  ⑦ 関 連 法 規 ： 労 働 安 全 衛 生 法 、 Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ 法 、消 防法 、 船 舶安 全 法、 航空 法   

 

（３ ） 2,3-エ ポ キ シ プ ロ ピ ル ＝ フ ェ ニ ル エ ー テ ル  

 ① CAS  No： 122-60-1 

  ② 化 学 式 ： C 9 H 1 0O 2  

  ③ 別 名 ： フ ェ ニ ル グ リ シ ジ ル エ ー テ ル  

      1,2-エ ポ キ シ -3-フ ェ ノ キ シ プ ロ パ ン（ 1,2-epoxy-3-phenoxypropane) 

      フ ェ ノ キ シ メ チ ル オ キ シ ラ ン （ Phenoxy methyloxirane）  

  ④ 物 性 ： 無 色 透 明 の 液 体 。  

  ⑤ 主 な 用 途：エ ポ キ シ 樹 脂 、ア ル キ ド 樹 脂 の反 応 希 釈 剤 、樹 脂 農薬 など の 安定

剤 、木 綿・羊 毛 な ど の 改 質 剤 、分 散 染 料 、反応 性 染料 の 染色 性改 良

剤  

  ⑥ 許 容 濃 度 ： 日 本 産 業 衛 生 学 会 ： 未 設 定 (2012 年 版 ) 

Ａ Ｃ Ｇ Ｉ Ｈ ： TLV-TWA 0.1ppm (2012 年 版 ) 

  ⑦ 関 連 法 規 ： 労 働 安 全 衛 生 法 、 Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ 法 、消 防法  

   

（４ ） 過 酸 化 水 素  

 ① CAS  No： 7722-84-1 

  ② 化 学 式 ： H2O 2   

   ③ 別 名 ： オ キ シ フ ル (Hydroperoxide) 、 オ キシ ドー ル (Hydrogen dioxide) 

  ④ 物 性 ： 純 粋 な も の は 粘 性 の あ る 無 色 の 液 体で 、多 量 の 場合 は 青色 を呈 す る。 

  ⑤ 主 な 用 途：漂 白 剤（ 紙 、パ ル プ 、天 然 繊 維）、工 業薬 品（ 酸化 剤 及び 可 塑 剤、

ゴ ム 薬 品 、公 害 処 理 剤 な ど の 酸 化剤 ）、医薬 品（ 酸化 剤 、殺 菌剤 ）、

そ の 他 各 種 漂 白 剤  

  ⑥ 許 容 濃 度 ： 日 本 産 業 衛 生 学 会 ： 未 設 定 (2012 年 版 ) 

Ａ Ｃ Ｇ Ｉ Ｈ ： TLV-TWA 1ppm(2012 年版 ) 

  ⑦ 関 連 法 規：労 働 安 全 衛 生 法 、消 防 法 、船 舶安 全法 、航 空法 、毒物 及び 劇 物取

締 法  

 

（５ ） グ ル タ ル ア ル デ ヒ ド  

 ① CAS  No： 111-30-8 

  ② 化 学 式 ： C 5 H 8O 2  

  ③ 別 名 ： グ ル タ ル ジ ア ル デ ヒ ド  (Glutaric dialdehyde) 、 グ ル タ ラ ー ル  

(Glutaral)、 ペ ン タ ン ‐ 1,5‐ ジ ア ー ル  (Pentane-1,5-dial)、 1,5‐

ペ ン タ ジ オ ン  (1,5-Pentanedione) 

 

  ④ 物性 ：刺 激 臭 のあ る 無色 液体 。  

  ⑤ 主な 用途：写 真 用 ゼ ラチ ンの 架 橋 剤（ 硬 膜 剤 ）、皮 革 の な め し 剤 、紙・プラ

スチ ッ ク な どへ の 定 着 剤 、 消 毒 剤  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 0.03ppm(最 大 許 容 濃 度 ） (2012 年 版 ) 

ＡＣ Ｇ Ｉ Ｈ ： TLV-STEL（ C) 0.05ppm (2012 年 版 ) 

  ⑦ 関連 法規：労 働安 全 衛生 法、化 審 法 、Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ 法 、消 防 法 、船 舶 安 全 法 、航

空法 、 海洋 汚染 防 止 法  

   

（６ ） タリ ウム 及 び その 化 合物  

① CAS  No： 7440-28-0 

  ② 化学 式： Tl  

  ③ 別 名 ：―  

  ④ 物 性 ：帯 青 白 色 か ら 黒色 の非 常 に 柔 ら か い 個 体 。 不 溶 性 の 重 金 属 。  

  ⑤ 主 な 用途 ： 試 薬 、 光 学レ ンズ 、 殺 鼠 剤 、 合 金 原 料  

  ⑥ 許 容 濃度 ： 日 本 産 業 衛生 学会 ： 未 設 定 （ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ Ｉ Ｈ ： TLV-TWA 0.02mg/㎥（ インハラブル粒子） (2012 年 版） 

  ⑦ 関 連 法規 ： 労 働安 全 衛生 法、 Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ 法 、 船 舶 安 全 法 、 航 空 法  

 

（７ ） テ ト ラメ チ ル チ ウ ラ ムジ スル フ ィ ド  

 ① CAS  No： 137-26-8 

  ② 化 学 式： C6H 1 2 N 2S 4  

  ③ 別 名 ： チ ラ ム (Thiram)、  チ ウ ラ ム (Thiuram) 

  ④ 物 性 ：無 臭 の 白 色 粉 末又 は粒 状 。  

  ⑤ 主 な 用途 ： 農 薬 （ 麦 類、 タバ コ 、 り ん ご 、 芝 生 の 病 害 の 殺 菌 剤 ）  

  ⑥ 許 容 濃度 ： 日 本 産 業 衛生 学会 ： 0.1mg/m 3（ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ Ｉ Ｈ ： TLV-TWA 0.05mg/㎥ (2012 年 版 ）  

  ⑦ 関 連 法規：労 働安 全 衛生 法、化 審 法 、Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ 法 、船 舶 安 全 法 、航 空 法 、水

質汚 濁 防止 法、 土 壌 汚 染 対 策 法  

 

（８ ） N-(ト リ クロ ロメ チ ル チ オ )-1,2,3,6-テ ト ラ ヒ ド ロ フ タ ル イ ミ ド  

 ① CAS  No： 133-06-2 

  ② 化 学 式： C 9 H 8 C l 3NO 2 S 

  ③ 別 名 ：キ ャ プ タ ン  

  ④ 物 性 ：白 色 結 晶  

  ⑤ 主 な 用途 ： 殺 菌 剤 、 石け んの 殺 菌 剤  

  ⑥ 許 容 濃度 ： 日 本 産 業 衛生 学会 ： 未 設 定 （ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ Ｉ Ｈ ： TLV-TWA 5mg/㎥ (2012 年 版 ) 

  ⑦ 関 連 法規 ： 労 働安 全 衛生 法  

 

（９ ） 二 亜 硫酸 ナ ト リ ウ ム  

 ① CAS  No： 7681-57-4 
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  ② 化 学 式： Na 2 O 5 S 2  

  ③ 別 名 ： メ タ 重 亜硫 酸 ナト リウ ム  (Sodium metabisulfite)  

ピロ 亜 硫 酸 二 ナ ト リ ウ ム  (Disulfurous acid, disodium salt) 

重亜 硫 酸 ソ ー ダ  (Sodium acid sulfite) 

  ④ 物 性 ：亜 硫 酸 ガ ス 臭 のあ る白 色 結 晶 又 は 粉 末 、 単 斜 結 晶 系  

  ⑤ 主 な 用途：皮 革（タ ンニ ン 溶 解 剤 ）、食 品（ 加 工 食 品 の 漂 白 、保 存 剤 ）、染

料及 び 中 間 物精 製 、写 真（ 定 着 補 助 剤 ）、還 元 剤 、漂 白 剤 、廃液

処理 剤 、 洗 剤、 香 料 、 試 薬 、 医 薬  

  ⑥ 許 容 濃度 ： 日 本 産 業 衛生 学会 ： 未 設 定 （ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ Ｉ Ｈ ： TLV-TWA 5 mg/㎥ （ 2012 年 版 ）   

  ⑦ 関 連 法規 ： 労 働安 全 衛生 法  

   

（ 10） ニ ッ ケル 及 び そ の 化 合物  

 ① CAS  No： 7440-02-0 

  ② 化 学 式： Ni 

  ③ 別 名 ：―  

  ④ 物 性 ：白 銀 色 の 金 属  

  ⑤ 主 な 用途 ： 特 殊 鋼 、 鋳鍛 鋼品 、 合 金 ロ ー ル 、 電 熱 線 、 電 気 通 信 機 器 、 洋 白、

メッ キ  

  ⑥ 許 容 濃度 ： 日 本 産 業 衛生 学会 ： 1mg/㎥ （ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ Ｉ Ｈ： TLV-TWA 1.5 mg/㎥ (イ ン ハ ラ ブ ル 粒 子 )（ 2012 年 版 ） 

  ⑦ 関 連 法規 ： 労 働安 全 衛生 法、 Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ 法 、 船 舶 安 全 法 、 航 空 法  

  

（ 11） ヒ ド ロキ ノ ン  

 ① CAS  No： 123-31-9 

  ② 化 学 式： C 6 H 6 O 2  

  ③ 別 名 ： 1,4-ジ ヒド ロ キシ ベン ゼ ン (1,4-Dihydrokybenzene)  

1,4-ベ ン ゼ ンジ オ ー ル（ 1,4-Benzenediol）   

ヒド ロ キ ノ ー ル (Hydroquinol) 、 キ ノ ー ル (Quinol) 

  ④ 物 性 ：白 色 針 状 結 晶 で昇 華性 が あ る。  

  ⑤ 主 な 用途：写 真現 像 薬、ゴム 薬 品 、染 料 中 間 物 、有 機 合 成（ ア ブ ロ ー ル ）還

元剤 、 メト ール の 原 料 、 有 機 化 合 物 の 重 合 防 止 剤  

  ⑥ 許 容 濃度 ： 日 本 産 業 衛生 学会 ： 未 設 定 （ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ Ｉ Ｈ ： TLV-TWA 1mg/㎥ (2012 年 版 ）  

  ⑦ 関 連 法規 ： 労 働安 全 衛生 法、 Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ 法 、 船 舶 安 全 法 、 航 空 法  

   

（ 12） 1－ ブ ロ モプ ロパ ン  

 ① CAS  No： 106-94-5 

  ② 化 学 式： C3H 7 B r 

  ③ 別 名 ：ノ ル マ ル － プ ロピ ルブ ロ ミ ド （ n-Propyl bromide）  

  ④ 物 性 ：無 色 の 液 体  

  ⑤ 主 な 用途 ： 医 薬 ・ 農 薬原 料  
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  ② 化 学 式 ： Na 2 O 5 S 2  

  ③ 別 名 ： メ タ 重 亜 硫 酸 ナ ト リ ウ ム  (Sodium metabisulfite)  

ピ ロ 亜 硫 酸 二 ナ ト リ ウ ム  (Disulfurous acid, disodium salt) 

重 亜 硫 酸 ソ ー ダ  (Sodium acid sulfite) 

  ④ 物 性 ： 亜 硫 酸 ガ ス 臭 の あ る 白 色 結 晶 又 は 粉末 、単 斜 結 晶系  

  ⑤ 主 な 用 途：皮 革（ タ ン ニ ン 溶 解 剤 ）、食 品（ 加工 食 品 の 漂 白 、保 存 剤 ）、染

料 及 び 中 間 物 精 製 、写 真（ 定 着 補助 剤 ）、還 元 剤、漂白 剤 、廃 液

処 理 剤 、 洗 剤 、 香 料 、 試 薬 、 医 薬  

  ⑥ 許 容 濃 度 ： 日 本 産 業 衛 生 学 会 ： 未 設 定 （ 2012 年 版 ）  

Ａ Ｃ Ｇ Ｉ Ｈ ： TLV-TWA 5 mg/㎥ （ 2012 年 版）   

  ⑦ 関 連 法 規 ： 労 働 安 全 衛 生 法  

   

（ 10） ニ ッ ケ ル 及 び そ の 化 合 物  

 ① CAS  No： 7440-02-0 

  ② 化 学 式 ： Ni 

  ③ 別 名 ： ―  

  ④ 物 性 ： 白 銀 色 の 金 属  

  ⑤ 主 な 用 途 ： 特 殊 鋼 、 鋳 鍛 鋼 品 、 合 金 ロ ー ル、 電熱 線 、 電気 通 信機 器、 洋 白、

メ ッ キ  

  ⑥ 許 容 濃 度 ： 日 本 産 業 衛 生 学 会 ： 1mg/㎥ （ 2012 年 版 ）  

Ａ Ｃ Ｇ Ｉ Ｈ ： TLV-TWA 1.5 mg/㎥ (イ ンハ ラブ ル 粒子 )（ 2012 年 版 ） 

  ⑦ 関 連 法 規 ： 労 働 安 全 衛 生 法 、 Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ 法 、船 舶安 全 法 、航 空 法  

  

（ 11） ヒ ド ロ キ ノ ン  

 ① CAS  No： 123-31-9 

  ② 化 学 式 ： C 6 H 6 O 2  

  ③ 別 名 ： 1,4-ジ ヒ ド ロ キ シ ベ ン ゼ ン (1,4-Dihydrokybenzene)  

1,4-ベ ン ゼ ン ジ オ ー ル （ 1,4-Benzenediol）   

ヒ ド ロ キ ノ ー ル (Hydroquinol) 、 キ ノ ー ル (Quinol) 

  ④ 物 性 ： 白 色 針 状 結 晶 で 昇 華 性 が あ る。  

  ⑤ 主 な 用 途：写 真 現 像 薬 、ゴ ム 薬 品 、染 料 中間 物、有 機 合成（ アブ ロー ル ）還

元 剤 、 メト ー ル の 原 料 、 有 機 化 合物 の 重 合防 止 剤  

  ⑥ 許 容 濃 度 ： 日 本 産 業 衛 生 学 会 ： 未 設 定 （ 2012 年 版 ）  

Ａ Ｃ Ｇ Ｉ Ｈ ： TLV-TWA 1mg/㎥ (2012 年版 ）  

  ⑦ 関 連 法 規 ： 労 働 安 全 衛 生 法 、 Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ 法 、船 舶安 全 法 、航 空 法  

   

（ 12） 1－ ブ ロ モ プ ロ パ ン  

 ① CAS  No： 106-94-5 

  ② 化 学 式 ： C3H 7 B r 

  ③ 別 名 ： ノ ル マ ル － プ ロ ピ ル ブ ロ ミ ド （ n-Propyl bromide）  

  ④ 物 性 ： 無 色 の 液 体  

  ⑤ 主 な 用 途 ： 医 薬 ・ 農 薬 原 料  

 

  ⑥ 許 容 濃度 ： 日 本 産 業 衛生 学会 ： 0.5ppm（ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ Ｉ Ｈ ： TLV-TWA 10ppm（ 2012 年 版 ）  

  ⑦ 関 連 法規：労 働安 全 衛生 法、Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ 法 、消 防 法 、船 舶 安 全 法 、航 空 法 、大

気汚 染 防止 法  

 

（ 13） 2－ ブ ロ モプ ロパ ン  

 ① CAS  No： 75-26-3 

  ② 化 学 式： C3H 7Br 

  ③ 別 名 ：イ ソ プ ロ ピ ル ブロ マイ ド  

  ④ 物 性 ：無 色 透 明 の 液 体  

  ⑤ 主 な 用途 ： 医 薬 中 間 体、 農薬 中 間 体 、 感 光 剤 中 間 体  

  ⑥ 許 容 濃度 ： 日 本 産 業 衛生 学会 ： 1ppm  5mg/㎥ (2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ：未 設 定 (2012 年 版 ) 

  ⑦ 関 連 法規 ： 労 働安 全 衛生 法、 Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ 法 、 消 防 法 、 船 舶 安 全 法 、 航 空 法  

 

（ 14） ヘ キ サヒ ド ロ ‐ 1,3,5‐ トリ ニ ト ロ ‐ 1,3,5‐ ト リ ア ジ ン  

 ① CAS  No： 121-82-4 

  ② 化 学 式： C3H 6 N 6O 6  

  ③ 別 名 ：シ ク ロ ナ イ ト  

  ④ 物 性 ：無 色 斜 方 系 の 結晶  

  ⑤ 主 な 用途 ： 高 性 能 爆 薬（ 主と し て 防 衛 用 、 ご く 少 量 が 産 業 用 ）  

  ⑥ 許 容 濃度 ： 日 本 産 業 衛生 学会 ： 未 設 定 （ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 0.5mg/㎥ (2012 年 版 )  

  ⑦ 関 連 法規：労 働安 全 衛生 法、Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ 法 、消 防 法 、船 舶 安 全 法 、航 空 法 、火

薬類 取 締法  

   

（ 15） ペ ル オキ ソ 二 硫 酸 ア ンモ ニウ ム  

 ① CAS  No： 7727-54-0 

  ② 化 学 式： H8N 2O 8 S 2  

  ③ 別 名 ：過 硫 酸 ア ン モ ニウ ム  

  ④ 物 性 ：無 色 か ら 白 色 の個 体  

  ⑤ 主 な 用途 ： 酸 化 漂 白 剤、 樹脂 重 合 剤 、 金 属 表 面 処 理 剤 、 食 品 添 加 物  

  ⑥ 許 容 濃度 ： 日 本 産 業 衛生 学会 ： 未 設 定 （ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ Ｉ Ｈ ： TLV-TWA 0.1 mg/㎥ (過 硫 酸 塩 と し て )（ 2012 年 版）  

  ⑦ 関 連 法規 ： 労 働安 全 衛生 法、 Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ 法 、 水 質 汚 濁 防 止 法  

 

（ 16） ペ ル オキ ソ 二 硫 酸 カ リウ ム  

 ① CAS  No： 7727-21-1 

  ② 化 学 式： K2S 2O 8  

  ③ 別 名 ：過 硫 酸 カ リ ウ ム  

  ④ 物 性 ：無 色 ま た は 白 色結 晶  
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  ⑤ 主 な 用途：合 成樹 脂 など の重 合 開 始 剤 、酸 化 剤 、漂 白 剤 、写 真 薬 、試 薬 の酸

化剤 （ Mn、 Cr な ど） 、 分 析 試 薬  

  ⑥ 許 容 濃度 ： 日 本 産 業 衛生 学会 ： 未 設 定 （ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ Ｉ Ｈ ： TLV-TWA 0.1 mg/㎥  (過 硫 酸 塩 と し て )(2012 年版 ） 

  ⑦ 関 連 法規 ： 労 働安 全 衛生 法、 Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ 法  

 

   

（ 17） ロ ジ ウム 及 び そ の 化 合物  

 ① CAS  No： 7440-16-6 

  ② 化 学 式： Rh 

  ③ 別 名 ：―  

  ④ 物 性 ：灰 色 か ら 黒 色 の粉 末  

  ⑤ 主 な 用途 ： 排 ガ ス 制 御の 触媒 、 め っ き （ ロ ジ ウ ム め っ き ）  

  ⑥ 許 容 濃度 ： 日 本 産 業 衛生 学会 ： 0.001mg/m 3（ 可 溶 性 化 合 物 、 Rh と し て ）  

（ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 1mg/㎥  

（金 属 及 び 不 溶 性 化 合 物 、 Rh と し て ）  

TLV-TWA 0.01mg/㎥ （ 可 溶 性 化 合 物 、 Rh と し て ）  

（ 2012 年 版 ）  

  ⑦ 関連 法規 ： 労 働安 全 衛生 法、 消 防 法 、 船 舶 安 全 法 、 航 空 法
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  ⑤ 主 な 用 途：合 成 樹 脂 な ど の 重 合 開 始 剤 、酸化 剤、漂 白 剤、写 真薬 、試 薬 の 酸

化 剤 （ Mn、 Cr な ど ） 、 分 析 試 薬  

  ⑥ 許 容 濃 度 ： 日 本 産 業 衛 生 学 会 ： 未 設 定 （ 2012 年 版 ）  

Ａ Ｃ Ｇ Ｉ Ｈ ： TLV-TWA 0.1 mg/㎥  (過硫 酸 塩と し て )(2012 年 版 ） 

  ⑦ 関 連 法 規 ： 労 働 安 全 衛 生 法 、 Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ 法  

 

   

（ 17） ロ ジ ウ ム 及 び そ の 化 合 物  

 ① CAS  No： 7440-16-6 

  ② 化 学 式 ： Rh 

  ③ 別 名 ： ―  

  ④ 物 性 ： 灰 色 か ら 黒 色 の 粉 末  

  ⑤ 主 な 用 途 ： 排 ガ ス 制 御 の 触 媒 、 め っ き （ ロジ ウム め っ き）  

  ⑥ 許 容 濃 度 ： 日 本 産 業 衛 生 学 会 ： 0.001mg/m 3（可 溶性 化 合物 、 Rh とし て ）  

（ 2012 年 版）  

Ａ Ｃ Ｇ Ｉ Ｈ ： TLV-TWA 1mg/㎥  

（金 属 及 び 不溶 性 化 合物 、 Rh とし て ）  

TLV-TWA 0.01mg/㎥ （可 溶 性化 合物 、 Rh と し て ）  

（ 2012 年 版 ）  

  ⑦ 関 連 法 規 ： 労 働 安 全 衛 生 法 、 消 防 法 、 船 舶安 全法 、 航 空法

 

基 発 0 4 1 0 第 １ 号

平 成 3 1 年 ４ 月 1 0 日

改正 基 発 0 1 1 8 第 ８ 号

令 和 ５ 年 １ 月 1 8 日

都道府県労働局長 殿

厚生労働省労働基準局長

（ 公 印 省 略 ）

労働基準法施行規則の一部を改正する省令の施行について

労働基準法施行規則の一部を改正する省令（平成 31 年厚生労働省令第 67 号。以下

「改正省令」という ）が、本日公布され、施行されたところである。。

ついては、下記の事項に留意の上、事務処理に遺憾なきを期されたい。

記

第１ 改正の趣旨

（ ） 、労働基準法 昭和 22 年法律第 49 号 第 75 条第２項の業務上の疾病の範囲は

労働基準法施行規則（昭和 22 年厚生省令第 23 号）別表第１の２（以下「別表」

という ）に定められているところであるが、平成 30 年 10 月から「労働基準法。

施行規則第 35 条専門検討会 （以下「専門検討会」という ）において、別表に」 。

掲げる業務上の疾病の範囲について医学的検討を行い、同年 11 月 30 日に「労働

基準法施行規則第 35 条専門検討会報告書」が取りまとめられた。

今般の改正省令は、同報告書を踏まえ、業務上の疾病の範囲について改正を行

ったものである。

第２ 改正事項等

別表第７号 12 に「オルト－トルイジンにさらされる業務による膀胱がん」を
ぼうこう

追加したこと。

（要旨）

本改正は、オルト－トルイジンにさらされる作業環境下において業務に

従事することにより発生する膀胱がんを業務上の疾病として新たに定めた

ものである。

（解説）

（１ 「オルト－トルイジン （化学式：C H N）とは、芳香族アミンの一種であ） 」 7 9

り、無色の液体で空気や光にばく露すると帯赤茶色になる。
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なお、オルト－トルイジンは、第２類物質及び特別管理物質に該当する

特定化学物質として特定化学物質障害予防規則（昭和 47 年労働省令第 39

号）に規定されている。

（ ） 、 、 。２ 該当業務としては 例えば 染料・顔料の中間体の製造の業務等がある

（３）膀胱を含め、腎盂、尿管、一部の尿道の内側は尿路上皮という粘膜に覆
う

われている。膀胱がんは、尿路上皮のがん化によって引き起こされる。

膀胱がんの 90 ％以上が移行上皮がんであり、まれに扁平上皮がんや腺
へん

がんがみられる。

（４）本規定に定める疾病に係る業務上外の判断に当たっては、昭和 51 年８

月４日付け基発第 565 号「芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体による

疾病の認定基準について」の記の３のなお書きに基づき本省にりん伺する

こと。

第３ 改正内容の周知

今般の改正内容については、別途指示するところにより、幅広く周知を図るこ

と。

第４ 関係通達の改正

改正省令の施行に伴い、関係通達を別紙のとおり改めること。

第５ その他

改正省令の施行に伴う「労災保険業務機械処理事務手引 （平成 30 年 12 月 14」

日付け基発 1214 第３号）内の「傷病性質コード表」の改正については、別途指

示する予定である。
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なお、オルト－トルイジンは、第２類物質及び特別管理物質に該当する

特定化学物質として特定化学物質障害予防規則（昭和 47 年労働省令第 39

号）に規定されている。

（ ） 、 、 。２ 該当業務としては 例えば 染料・顔料の中間体の製造の業務等がある

（３）膀胱を含め、腎盂、尿管、一部の尿道の内側は尿路上皮という粘膜に覆
う

われている。膀胱がんは、尿路上皮のがん化によって引き起こされる。

膀胱がんの 90 ％以上が移行上皮がんであり、まれに扁平上皮がんや腺
へん

がんがみられる。

（４）本規定に定める疾病に係る業務上外の判断に当たっては、昭和 51 年８

月４日付け基発第 565 号「芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体による

疾病の認定基準について」の記の３のなお書きに基づき本省にりん伺する

こと。

第３ 改正内容の周知

今般の改正内容については、別途指示するところにより、幅広く周知を図るこ

と。

第４ 関係通達の改正

改正省令の施行に伴い、関係通達を別紙のとおり改めること。

第５ その他

改正省令の施行に伴う「労災保険業務機械処理事務手引 （平成 30 年 12 月 14」

日付け基発 1214 第３号）内の「傷病性質コード表」の改正については、別途指

示する予定である。

 
基 発 0 1 1 8 第 8 号 

令和５年１月 18 日  

 

都道府県労働局長 殿 

 

                        厚生労働省労働基準局長 

（ 公 印 省 略 ）  

 

「労働基準法施行規則の一部を改正する省令」の施行及び「労働基準法 

施行規則別表第一の二第四号の規定に基づく厚生労働大臣が指定する単体

たる化学物質及び化合物（合金を含む。）並びに厚生労働大臣が定める疾

病を定める件の一部を改正する件」の適用について 

 

「労働基準法施行規則の一部を改正する省令（令和５年厚生労働省令第６号。以

下「改正省令」という。）」及び「労働基準法施行規則別表第一の二第四号

の規定に基づく厚生労働大臣が指定する単体たる化学物質及び化合物（合

金を含む。）並びに厚生労働大臣が定める疾病を定める件の一部を改正す

る件（令和５年厚生労働省告示第 10 号。以下「改正告示」という。）」が、令

和５年１月 18 日に公布され、同日から施行及び適用されることとなったので、

下記の事項に留意の上、事務処理に遺漏なきを期されたい。 

 

記 

 

第１ 改正の趣旨 

  労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 75 条第２項の業務上の疾病の範囲

は、労働基準法施行規則（昭和 22 年厚生省令第 23 号）別表第１の２（以下「別

表」という。）に定められているところであるが、令和４年７月から「労働基準

法施行規則第 35 条専門検討会」において、別表に掲げる業務上の疾病の範囲に

ついて医学的検討を行い、同年 10 月７日に「労働基準法施行規則第 35 条専門

検討会報告書」が取りまとめられた。 

今般の改正省令及び改正告示は、同報告書をふまえた労災保険部会での議論

をもとに業務上の疾病の範囲について改正を行ったものである。 

 

第２ 改正事項等 

１ 改正省令について 

（１） 改正事項 

ア 例示列挙する業務上の疾病の追加 

別表第７号に次の疾病と対象業務を追加したこと。 

３・３′－ジクロロ－４・４′－ジアミノジフェニルメタン（以下「MOCA」

という。）にさらされる業務による尿路系腫瘍 

イ 既に別表に規定する業務による疾病の追加及び改正 

別表第８号に規定する長期間にわたる長時間の業務その他血管病変等を

著しく増悪させる業務による疾病に重篤な心不全を追加するとともに、解

－ 109 －



 
離性大動脈瘤を大動脈解離に改正したこと。 

 

（２）改正を行った別表各号の規定の内容 

ア 別表第７号 11「MOCA にさらされる業務による尿路系腫瘍」 

（要旨） 

本改正は、MOCA にさらされる作業環境下において業務に従事する

ことにより発生する尿路系腫瘍を業務上の疾病として新たに定めた

ものであること。 

（解説） 

（１）MOCA とは、芳香族アミンの一種であり、 

の化学構造式を有する無色または淡褐色の固体である。 

なお、MOCA は、第２類物質及び特別管理物質に該当する特定化学

物質として特定化学物質障害予防規則（昭和 47 年労働省令第 39 号）

に規定されている。 

（２）該当業務としては、例えば、防水用のウレタン樹脂硬化剤の製造

の業務等がある。 

（３）ここにいう「尿路系腫瘍」とは、尿路（腎臓、尿管、膀胱及び尿

道をいう。）に原発した腫瘍をいう。 

（４）本規定に定める疾病に係る業務上外の判断に当たっては、昭和 51 

年８月４日付け基発第 565 号「芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘

導体による疾病の認定基準について」の記の３のなお書きに基づき

本省にりん伺すること。 

イ 別表第８号「長期間にわたる長時間の業務その他血管病変等を著し

く増悪させる業務による脳出血、くも膜下出血、脳梗塞、高血圧性脳

症、心筋梗塞、狭心症、心停止（心臓性突然死を含む。）、重篤な心

不全若しくは大動脈解離又はこれらの疾病に付随する疾病」 

（要旨） 

本改正は、重篤な心不全について、従来は不整脈が一義的な原因と

なった心不全症状等を「心停止（心臓性突然死を含む。）」に含めて

取り扱うこととしていたところ、心停止とは異なる病態である心不

全について、「心停止（心臓性突然死を含む。）」に含めて取り扱う

ことは適切とはいえないこと等から、追加を行ったものであること。 

また、解離性大動脈瘤については、大動脈瘤を形成しない大動脈解

離も対象疾病であることを明確にする必要があること等から、大動

脈解離に表記を改めたものであること。 

（解説） 

（１）ここでいう「重篤な心不全」とは、基礎疾患の自然経過によるも

のではなく、基礎疾患が安定しており、直ちに重篤な状態に至ると

は考えられない場合に、業務による明らかな過重負荷によって、そ

の基礎疾患が自然経過を超えて著しく増悪して重篤な心不全が生
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離性大動脈瘤を大動脈解離に改正したこと。 

 

（２）改正を行った別表各号の規定の内容 

ア 別表第７号 11「MOCA にさらされる業務による尿路系腫瘍」 

（要旨） 

本改正は、MOCA にさらされる作業環境下において業務に従事する

ことにより発生する尿路系腫瘍を業務上の疾病として新たに定めた

ものであること。 

（解説） 

（１）MOCA とは、芳香族アミンの一種であり、 

の化学構造式を有する無色または淡褐色の固体である。 

なお、MOCA は、第２類物質及び特別管理物質に該当する特定化学

物質として特定化学物質障害予防規則（昭和 47 年労働省令第 39 号）

に規定されている。 

（２）該当業務としては、例えば、防水用のウレタン樹脂硬化剤の製造

の業務等がある。 

（３）ここにいう「尿路系腫瘍」とは、尿路（腎臓、尿管、膀胱及び尿

道をいう。）に原発した腫瘍をいう。 

（４）本規定に定める疾病に係る業務上外の判断に当たっては、昭和 51 

年８月４日付け基発第 565 号「芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘

導体による疾病の認定基準について」の記の３のなお書きに基づき

本省にりん伺すること。 

イ 別表第８号「長期間にわたる長時間の業務その他血管病変等を著し

く増悪させる業務による脳出血、くも膜下出血、脳梗塞、高血圧性脳

症、心筋梗塞、狭心症、心停止（心臓性突然死を含む。）、重篤な心

不全若しくは大動脈解離又はこれらの疾病に付随する疾病」 

（要旨） 

本改正は、重篤な心不全について、従来は不整脈が一義的な原因と

なった心不全症状等を「心停止（心臓性突然死を含む。）」に含めて

取り扱うこととしていたところ、心停止とは異なる病態である心不

全について、「心停止（心臓性突然死を含む。）」に含めて取り扱う

ことは適切とはいえないこと等から、追加を行ったものであること。 

また、解離性大動脈瘤については、大動脈瘤を形成しない大動脈解

離も対象疾病であることを明確にする必要があること等から、大動

脈解離に表記を改めたものであること。 

（解説） 

（１）ここでいう「重篤な心不全」とは、基礎疾患の自然経過によるも

のではなく、基礎疾患が安定しており、直ちに重篤な状態に至ると

は考えられない場合に、業務による明らかな過重負荷によって、そ

の基礎疾患が自然経過を超えて著しく増悪して重篤な心不全が生

 
じたものと判断できる必要があることから、入院による加療を必要

とする急性心不全を念頭に規定されたもので、治療内容や予後等も

含め病状の全体像をみて判断するものであること。 

（２）本規定に該当する疾病であるかの判断は、令和３年９月 14 日付け

基発 0914 第１号「血管病変等を著しく増悪させる業務による脳血

管疾患及び虚血性心疾患等の認定基準について」に基づくこと。 

 

２ 改正告示について 

（１）改正事項 

平成 25 年厚生労働省告示第 316 号（労働基準法施行規則別表第一

の二第四号の規定に基づく厚生労働大臣が指定する単体たる化学物

質及び化合物（合金を含む。）並びに厚生労働大臣が定める疾病を定

める件。以下「旧告示」という。）のうち別紙１の１の各表の左欄に

掲げる７の単体たる化学物質及び化合物にさらされる業務につい

て、それぞれ右欄のとおり症状又は障害を改正したこと。また、旧告

示に別紙１の２の各表の左欄に掲げる６の単体たる化学物質及び化

合物にさらされる業務による、それぞれ右欄に掲げる症状又は障害

を主たる症状又は障害とする疾病を、業務上の疾病として追加した

こと。 

（２）新たに追加した症状または障害 

旧告示において用いられていた症状又は障害の表現に、新たに「低

カルシウム血症」及び「組織壊死」を追加したこと。 

（解説） 

「低カルシウム血症」とは、血清カルシウム濃度が正常下限を下

回る状態をいい、しびれ、テタニー、全身痙攣などが現れる。低カ

ルシウム血症を生じさせる化学物質としては、弗化水素酸がある。 

「組織壊死」とは、組織に浸透した化学物質の腐食作用により組

織が破壊され死滅した状態をいう。組織壊死を生じさせる化学物

質としては、弗化水素酸がある。 

 

第３ 改正内容の周知 

今般の改正内容については、別途指示するところにより、関係労使、医

療機関、事業主団体等に対し幅広く周知を図ること。 

 

第４ 関係通達の改正 

改正省令の施行及び改正告示の適用に伴い、関係通達を別紙２のとお

り改めること。 

 

第５ その他 

１ 旧告示に追加した別紙１の２の単体たる化学物質及び化合物について、

各物質ごとの物性、主な用途等の基本情報については別添のとおりであ

る。 

２ 改正省令の施行及び改正告示の適用に伴う労災保険業務機械処理事務

－ 111 －



 
手引中「傷病性質コード表」の改正については、別途指示する予定である。 
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手引中「傷病性質コード表」の改正については、別途指示する予定である。  別紙１ 

 

単体たる化学物質及び化合物にさらされる業務により発生する 

主たる症状又は障害の改正及び追加事項について 

 

１ 既存の化学物質の症状又は障害の改正を行う物質 

（１）無機の酸及びアルカリ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）金属（セレン及び砒素を含む。）及びその化合物 

 

 

 

（３）ハロゲン及びその無機化合物 

改正なし 

 

（４）りん、硫黄、酸素、窒素及び炭素並びにこれらの無機化合物 

 

 

 

 

 

 

 

（５）脂肪族化合物 

  ①脂肪族炭化水素及びそのハロゲン化合物 

化学物質 
症状又は障害 

新 旧 

弗化水素酸（弗化

水素を含む。） 

皮膚障害、低カル

シウム血症、前眼

部障害、気道・肺

障害又は組織壊死 

皮膚障害、前眼部障

害又は気道・肺障害 

化学物質 
症状又は障害 

新 旧 

砒化水素 血色素尿、黄疸、

溶血性貧血又は腎

障害 

血色素尿、黄疸又は

溶血性貧血 

化学物質 
症状又は障害 

新 旧 

カルシウムシアナ

ミド 

皮膚障害、前眼部

障害、気道障害又

は不整脈、血圧降

下等の循環障害 

皮膚障害、前眼部障

害、気道障害又は血

管運動神経障害 

化学物質 症状又は障害 
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②アルコール、エーテル、アルデヒド、ケトン及びエステル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③その他の脂肪族化合物 

改正なし 

 

（６）脂環式化合物 

改正なし 

 

新 旧 

トリクロルエチレ

ン 

 

頭痛、めまい、嘔

吐等の自覚症状、

皮膚障害、中枢神

経系抑制、前眼部

障害、気道・肺障

害、視神経障害、

三叉神経障害、末

梢神経障害又は肝

障害 

頭痛、めまい、嘔吐

等の自覚症状、中枢

神経系抑制、前眼部

障害、気道・肺障

害、視神経障害、三

叉神経障害、末梢神

経障害又は肝障害 

沃化メチル 頭痛、めまい、嘔

吐等の自覚症状、

中枢神経系抑制、

視覚障害、言語障

害、協調運動障害

等の神経障害又は

せん妄、躁状態等

の精神障害 

頭痛、めまい、嘔吐

等の自覚症状、視覚

障害、言語障害、協

調運動障害等の神経

障害、せん妄、躁状

態等の精神障害又は

意識障害 

化学物質 
症状又は障害 

新 旧 

ニトログリコール 頭痛、めまい、嘔吐

等の自覚症状又は

狭心症様発作 

頭痛、めまい、嘔吐

等の自覚症状、狭心

症様発作又は血管運

動神経障害 

ニトログリセリン 頭痛、めまい、嘔

吐等の自覚症状又

は狭心症様発作 

頭痛、めまい、嘔吐

等の自覚症状又は血

管運動神経障害 
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②アルコール、エーテル、アルデヒド、ケトン及びエステル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③その他の脂肪族化合物 

改正なし 

 

（６）脂環式化合物 

改正なし 

 

新 旧 

トリクロルエチレ

ン 

 

頭痛、めまい、嘔

吐等の自覚症状、

皮膚障害、中枢神

経系抑制、前眼部

障害、気道・肺障

害、視神経障害、

三叉神経障害、末

梢神経障害又は肝

障害 

頭痛、めまい、嘔吐

等の自覚症状、中枢

神経系抑制、前眼部

障害、気道・肺障

害、視神経障害、三

叉神経障害、末梢神

経障害又は肝障害 

沃化メチル 頭痛、めまい、嘔

吐等の自覚症状、

中枢神経系抑制、

視覚障害、言語障

害、協調運動障害

等の神経障害又は

せん妄、躁状態等

の精神障害 

頭痛、めまい、嘔吐

等の自覚症状、視覚

障害、言語障害、協

調運動障害等の神経

障害、せん妄、躁状

態等の精神障害又は

意識障害 

化学物質 
症状又は障害 

新 旧 

ニトログリコール 頭痛、めまい、嘔吐

等の自覚症状又は

狭心症様発作 

頭痛、めまい、嘔吐

等の自覚症状、狭心

症様発作又は血管運

動神経障害 

ニトログリセリン 頭痛、めまい、嘔

吐等の自覚症状又

は狭心症様発作 

頭痛、めまい、嘔吐

等の自覚症状又は血

管運動神経障害 

（７）芳香族化合物 

  ①ベンゼン及びその同族体 

改正なし 

  ②芳香族炭化水素のハロゲン化物 

改正なし 

  ③芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体 

改正なし 

  ④その他の芳香族化合物 

改正なし 

 

（８）複素環式化合物 

改正なし 

 

（９）農薬その他の薬剤の有効成分 

改正なし 

 

２ 新たに化学物質及びその症状又は障害を追加する物質 

（１）無機の酸及びアルカリ 

 

 

 

 

 

 

 

（２）金属（セレン及び砒素を含む。）及びその化合物 

追加なし 

 

（３）ハロゲン及びその無機化合物 

化学物質 症状又は障害 

二酸化塩素 気道障害 

 

（４）りん、硫黄、酸素、窒素及び炭素並びにこれらの無機化合物 

追加なし 

 

（５）脂肪族化合物 

化学物質 症状又は障害 

臭化水素 気道障害 

水酸化カルシウム 皮膚障害、前眼部障害 
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  ①脂肪族炭化水素及びそのハロゲン化合物 

 

 

 

 

 

②アルコール、エーテル、アルデヒド、ケトン及びエステル 

追加なし 

③その他の脂肪族化合物 

 

 

 

 

 

 

 

（６）脂環式化合物 

追加なし 

（７）芳香族化合物 

  ①ベンゼン及びその同族体 

追加なし 

  ②芳香族炭化水素のハロゲン化物 

追加なし 

  ③芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体 

追加なし 

  ④その他の芳香族化合物 

追加なし 

 

（８）複素環式化合物 

追加なし 

 

（９）農薬その他の薬剤の有効成分 

追加なし 

化学物質 症状又は障害 

2,2- ジ ク ロ ロ -

1,1,1-トリフルオ

ロエタン 

肝障害 

化学物質 症状又は障害 

チオグリコール酸アン

モニウム 
皮膚障害 

パラトルエンジアミン 皮膚障害 
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  ①脂肪族炭化水素及びそのハロゲン化合物 

 

 

 

 

 

②アルコール、エーテル、アルデヒド、ケトン及びエステル 

追加なし 

③その他の脂肪族化合物 

 

 

 

 

 

 

 

（６）脂環式化合物 

追加なし 

（７）芳香族化合物 

  ①ベンゼン及びその同族体 

追加なし 

  ②芳香族炭化水素のハロゲン化物 

追加なし 

  ③芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体 

追加なし 

  ④その他の芳香族化合物 

追加なし 

 

（８）複素環式化合物 

追加なし 

 

（９）農薬その他の薬剤の有効成分 

追加なし 

化学物質 症状又は障害 

2,2- ジ ク ロ ロ -

1,1,1-トリフルオ

ロエタン 

肝障害 

化学物質 症状又は障害 

チオグリコール酸アン

モニウム 
皮膚障害 

パラトルエンジアミン 皮膚障害 

別紙２ 

関係通達の改正 

 

１ 昭和 51 年 11 月８日付け基発第 810 号「電離放射線に係る疾病の業務上外の認定

基準について」の改正 

記の第２中「第７号 14」を「第７号 15」に改める。 

 

２ 昭和 53 年３月 30 日付け基発第 186 号「労働基準法施行規則の一部を改正する省

令等の施行について」の改正 

（１） 記の第１の２の（４）中「第７号 22」を「第７号 23」に改める。 

（２） 記の第２の２の（２）のホの（ト）の c中「第７号 14」を「第７号 15」に改

める。 

（３） 記の第２の２の（４）「化学物質等による次に掲げる疾病」（第４号）関係 

（４） 記の第２の２の（７）「がん原性物質若しくはがん原性因子又はがん原性工程

における業務による次に掲げる疾病」（第７号）関係 

ア  ヌの表題中「（第７号 14）」を「（第７号 15）」に改める。 

イ  ルの表題中「（第７号 15）」を「（第７号 16）」に改める。 

ウ  ヲの表題中「（第７号 16）」を「（第７号 17）」に改める。 

エ  ワの表題中「（第７号 17）」を「（第７号 18）」に改める。 

オ  カの表題中「（第７号 18）」を「（第７号 19）」に改める。 

カ  ヨの表題中「（第７号 19）」を「（第７号 20）」に改める。 

キ  タの表題中「（第７号 20）」を「（第７号 21）」に改める。 

ク  レの表題中「（第７号 21）」を「（第７号 22）」に改める。 

ケ  ソの表題中「１～21」を「１～22」に、「（第７号 22）」を「（第７号 23）」

に改め、〔要旨〕中「第７号１から 21 までに掲げるがん以外」を「第７号１

から 22 までに掲げるがん以外」に、「第７号１から 21 までに掲げる疾病発

生の原因因子」を「第７号１から 22 までに掲げる疾病発生の原因因子」に

改める。 

 

３ 昭和 57 年９月 27 日付け基発第 640 号「タール様物質による疾病の認定基準につ

いて」の改正 

（１） 記の第１.の１の（１）中「第７号 17」を「第７号 18」に改める。 

（２） 記の第１.の２中「第７号 21」を「第７号 22」に改める。 

 

４ 昭和 59 年 12 月４日付け基発第 646 号「クロム又はその化合物（合金を含む。）

による疾病の認定基準について」の改正 

記の１の（１）中「第７号 18」を「第７号 19」に改める。 

  

５ 平成３年３月 19 日付け基発第 157 号「｢職業性疾病の補償事務手引｣の廃止及び
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｢業務上疾病の認定事務手引｣の作成について」別添「業務上疾病の認定事務手引」

の改正 

（１） Ⅰの２.の（２）中「第７号 22」を「第７号 23」に改める。 

（２） Ⅰの２.の（２）のロ中「第７号 22」を「第７号 23」に改める。 

  

６ 平成６年 9 月 30 日付け基発第 612 号、婦発第 273 号「行政手続法等の施行につ

いて」の改正 

記の第２の１の（２）のロの（ロ）の⑤中「第７号 22」を「第７号 23」に改める。 

 

７ 平成 22 年５月７日付け基発 0507 第３号「労働基準法施行規則の一部を改正する

省令の施行等について」の改正 

（１） 記の第２の２の（３）中「（別表第７号 14）」を「（別表第７号 15）」に改める。 

（２） 記の第３の４の（要旨）中「第７号 22」を「第７号 23」に改める。 

（３） 記の第３の５の表題中「第７号 14」を「第７号 15」に改め、（要旨）中「第７

号 22」を「第７号 23」に改める。 

（４）記の第３の６を削除する。 

 

８ 平成 25 年 10 月１日付け基発 1001 第８号「「労働基準法施行規則の一部を改正す

る省令」の施行及び「労働基準法施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が指定する

単体たる化学物質及び化合物（合金を含む。）並びに厚生労働大臣が定める疾病を

定める告示」の適用について」 

（１）記の第２の１の（２）のウの表題中、「第７号 12」を「第７号 13」に改める。 

（２）記の第２の１の（２）のエの表題中、「第７号 13」を「第７号 14」に改める。 

 

９ 平成 31 年４月 10 日付け基発 0410 第１号「「労働基準法施行規則の一部を改正す

る省令」の施行について」 

記の第２中「第７号 11」を「第７号 12」に改める。 
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｢業務上疾病の認定事務手引｣の作成について」別添「業務上疾病の認定事務手引」

の改正 

（１） Ⅰの２.の（２）中「第７号 22」を「第７号 23」に改める。 

（２） Ⅰの２.の（２）のロ中「第７号 22」を「第７号 23」に改める。 

  

６ 平成６年 9 月 30 日付け基発第 612 号、婦発第 273 号「行政手続法等の施行につ

いて」の改正 

記の第２の１の（２）のロの（ロ）の⑤中「第７号 22」を「第７号 23」に改める。 

 

７ 平成 22 年５月７日付け基発 0507 第３号「労働基準法施行規則の一部を改正する

省令の施行等について」の改正 

（１） 記の第２の２の（３）中「（別表第７号 14）」を「（別表第７号 15）」に改める。 

（２） 記の第３の４の（要旨）中「第７号 22」を「第７号 23」に改める。 

（３） 記の第３の５の表題中「第７号 14」を「第７号 15」に改め、（要旨）中「第７

号 22」を「第７号 23」に改める。 

（４）記の第３の６を削除する。 

 

８ 平成 25 年 10 月１日付け基発 1001 第８号「「労働基準法施行規則の一部を改正す

る省令」の施行及び「労働基準法施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が指定する

単体たる化学物質及び化合物（合金を含む。）並びに厚生労働大臣が定める疾病を

定める告示」の適用について」 

（１）記の第２の１の（２）のウの表題中、「第７号 12」を「第７号 13」に改める。 

（２）記の第２の１の（２）のエの表題中、「第７号 13」を「第７号 14」に改める。 

 

９ 平成 31 年４月 10 日付け基発 0410 第１号「「労働基準法施行規則の一部を改正す

る省令」の施行について」 

記の第２中「第７号 11」を「第７号 12」に改める。 

 

 

  

告告示示にに追追加加ししたた単単体体たたるる化化学学物物質質及及びび化化合合物物にに関関すするる基基本本情情報報  

 

基本情報において用いられている主な用語の意味については、以下のとおりである。 

CAS No：米国化学会のChemical Abstracts Service(CAS)が化学文献などに記載された化学物

質に付与した番号で、CAS Registry Numberの略である。 

許容濃度：数値は、いずれも、ガス状物質はppm及びmg/m3、粒子状物質は mg/m3で示している。 

日本産業衛生学会：日本産業衛生学会許容濃度等に関する委員会により2019年までに勧告され

た許容濃度を記載している。 

ＡＣＧＩＨ：米国労働衛生専門家会議（ACGIH ： American Conference of Governmental 

Industrial Hygienists)により、TWA（時間荷重平均値：作業員が通常1日8時間、

週40時間での許容値）、STEL（短時間ばく露限界値：15分間内における平均値が

超えてはならない値）又はCeiling limit（天井値：作業中のどの時点においても

超えてはならない上限値）として示された、2019年勧告の許容限界値（TLV）を

記載している。 

関連法規：参考として適用を受ける関連法規を示している。 

 

（１）臭化水素 

  ①CAS  No：10035-10-6 

  ②化学式：BrH 

  ③別名：ブロモ水素、臭化水素酸 

  ④物性：ガス、無色、刺激臭 

  ⑤主な用途：各種ブロム塩類・臭化アルキル原料、医薬原料 

  ⑥許容濃度： 

日本産業衛生学会：未設定（2019 年度版） 

ＡＣＧＩＨ：TLV-Ceiling limit 2ppm 6.8mg/m3（2019 年版） 

  ⑦関連法規：労働安全衛生法、毒物及び劇物取締法、消防法、道路法、高圧ガス保安法、航空法、

船舶安全法、港則法、水道法 

 

（２）水酸化カルシウム 

 ①CAS  No：1305-62-0 

  ②化学式：CaH2O2 

  ③別名：消石灰 

  ④物性：結晶又は粉末、無色又は白色 

⑤主な用途：建築用、肥料、サラシ粉、豆炭、練炭、非鉄金属、パルプ、製紙、食品添加物、農薬

化粧品原料（清浄用化粧品、頭髪化粧品、基礎化粧品、メークアップ化粧品、芳香化

粧品、日焼け・日焼け止め化粧品、爪化粧品、口唇化粧品、口腔化粧品、入浴用化粧

品） 

  ⑥許容濃度：日本産業衛生学会：未設定（2014 年度版） 

別添 
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ＡＣＧＩＨ：TLV-TWA -（2014 年版） 

  ⑦関連法規：労働安全衛生法  

 

（３）二酸化塩素 

 ①CAS  No：10049-04-4 

  ②化学式：ClO2 

  ③別名：過酸化塩素、塩素(Ⅳ)ジオキシド、アンチウムジオキシド 

  ④物性：気体、赤-黄色、不快臭 

  ⑤主な用途：消臭剤、殺菌剤、防カビ剤、漂白剤（パルプ・繊維・革・油脂）、食品添加物（漂白

剤；小麦粉、油脂、蜜ロウなど） 

  ⑥許容濃度：日本産業衛生学会：未設定（2015 年度版） 

ＡＣＧＩＨ：TLV-TWA 0.1 ppm 0.28mg/m3 

TLV-STEL 0.3 ppm 0.83mg/m3（2015 年版） 

  ⑦関連法規：労働安全衛生法、航空法、道路法、外国為替及び外国貿易管理法、高圧ガス保安法 

   

（４）2,2-ジクロロ-1,1,1-トリフルオロエタン 

 ①CAS  No：306-83-2 

  ②化学式：C2HCl2F3 

   ③別名：フレオン 123、フロン 123 

  ④物性：液体、無色、特徴的な臭い 

  ⑤主な用途：エアゾール用噴射剤、発泡剤、遠心式冷凍機用冷媒 

  ⑥許容濃度：日本産業衛生学会：10ppm、62mg/m3（2005 年度版） 

ＡＣＧＩＨ：未設定（2005 年版） 

  ⑦関連法規：労働安全衛生法、化学物質排出把握管理促進法、高圧ガス保安法、オゾン層保護法 

 

（５）チオグリコール酸アンモニウム 

 ①CAS  No：5421-46-5 

  ②化学式：C2H7NO2S 

③別名：― 

  ④物性：― 

  ⑤主な用途：― 

  ⑥許容濃度：日本産業衛生学会：― 

ＡＣＧＩＨ：― 

  ⑦関連法規：― 

   

（６）パラトルエンジアミン 

①CAS  No：95-70-5 

  ②化学式：C7H10N2 

  ③別名：パラトルイレンジアミン、2,5-ジアミノトルエン、パラ-トルイレンジアミン 
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ＡＣＧＩＨ：TLV-TWA -（2014 年版） 

  ⑦関連法規：労働安全衛生法  

 

（３）二酸化塩素 

 ①CAS  No：10049-04-4 

  ②化学式：ClO2 

  ③別名：過酸化塩素、塩素(Ⅳ)ジオキシド、アンチウムジオキシド 

  ④物性：気体、赤-黄色、不快臭 

  ⑤主な用途：消臭剤、殺菌剤、防カビ剤、漂白剤（パルプ・繊維・革・油脂）、食品添加物（漂白

剤；小麦粉、油脂、蜜ロウなど） 

  ⑥許容濃度：日本産業衛生学会：未設定（2015 年度版） 

ＡＣＧＩＨ：TLV-TWA 0.1 ppm 0.28mg/m3 

TLV-STEL 0.3 ppm 0.83mg/m3（2015 年版） 

  ⑦関連法規：労働安全衛生法、航空法、道路法、外国為替及び外国貿易管理法、高圧ガス保安法 

   

（４）2,2-ジクロロ-1,1,1-トリフルオロエタン 

 ①CAS  No：306-83-2 

  ②化学式：C2HCl2F3 

   ③別名：フレオン 123、フロン 123 

  ④物性：液体、無色、特徴的な臭い 

  ⑤主な用途：エアゾール用噴射剤、発泡剤、遠心式冷凍機用冷媒 

  ⑥許容濃度：日本産業衛生学会：10ppm、62mg/m3（2005 年度版） 

ＡＣＧＩＨ：未設定（2005 年版） 

  ⑦関連法規：労働安全衛生法、化学物質排出把握管理促進法、高圧ガス保安法、オゾン層保護法 

 

（５）チオグリコール酸アンモニウム 

 ①CAS  No：5421-46-5 

  ②化学式：C2H7NO2S 

③別名：― 

  ④物性：― 

  ⑤主な用途：― 

  ⑥許容濃度：日本産業衛生学会：― 

ＡＣＧＩＨ：― 

  ⑦関連法規：― 

   

（６）パラトルエンジアミン 

①CAS  No：95-70-5 

  ②化学式：C7H10N2 

  ③別名：パラトルイレンジアミン、2,5-ジアミノトルエン、パラ-トルイレンジアミン 

 

  ④物性：固体、無色 

  ⑤主な用途：染料の合成原料、染料中間体 

  ⑥許容濃度：日本産業衛生学会：未設定（2007 年度版） 

ＡＣＧＩＨ：未設定（2007 年版） 

  ⑦関連法規：毒物及び劇物取締法、海洋汚染防止法 
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基 発 1 0 3 1 第 １ 号

平成 26 年 10 月 31 日

都道府県労働局長 殿

厚生労働省労働基準局長

（ 公 印 省 略 ）

労働者災害補償保険法施行規則の一部を改正する省令の施行等について

労働者災害補償保険法施行規則の一部を改正する省令（平成 26 年厚生労働省令第

118 号（別添１参照）が、平成 26 年 10 月 31 日に公布され、11 月１日から施行され

ることとなった。ついては、下記事項に留意の上、事務処理に遺漏なきを期されたい。

記

１ 改正の趣旨等について

（１）改正の経緯について

「労働安全衛生規則等の一部を改正する省令」（平成 26 年厚生労働省令第 101

号。以下「改正安衛則等」という。）が８月 25 日に公布され、11 月１日から施

行されることとなっており、その改正の趣旨等については、平成 26 年９月 24 日

付け基発 0924 第６号・雇児発 0924 第７号「労働安全衛生法施行令の一部を改正

する政令及び労働安全衛生規則等の一部を改正する省令の施行について」（以下

「改正安衛令等施行通達」という。）により既に示しているところである。

従来、クロロホルム、四塩化炭素、１，４－ジオキサン、１，２－ジクロロエ

タン（別名二塩化エチレン）、ジクロロメタン（別名二塩化メチレン）、スチレ

ン、１，１，２，２－テトラクロロエタン（別名四塩化アセチレン）、テトラク

ロロエチレン（別名パークロルエチレン）、トリクロロエチレン及びメチルイソ

ブチルケトンの 10 物質（以下「クロロホルム他９物質」という。）については、

有機溶剤中毒予防規則（昭和 47 年労働省令第 36 号。以下「有機則」という。）

により有機溶剤として一連のばく露低減措置が義務付けられてきた。しかしなが

ら、平成 25 年度「化学物質のリスク評価検討会」において、クロロホルム他９

物質が職業がんの原因となる可能性があることを踏まえて健康障害防止措置の検

討を行うべきと報告されたこと等を踏まえた今般の改正安衛則等により、クロロ

ホルム他９物質については、特定化学物質障害予防規則（昭和 47 年労働省令第 39

号。以下「特化則」という。）の適用を受ける特定化学物質の第２類物質として

位置づけられることとなり、既に特化則による規制の対象とされていたエチルベ

ンゼン及び１，２－ジクロロプロパンとあわせて、「特別有機溶剤」として特化
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基 発 1 0 3 1 第 １ 号

平成 26 年 10 月 31 日

都道府県労働局長 殿

厚生労働省労働基準局長

（ 公 印 省 略 ）

労働者災害補償保険法施行規則の一部を改正する省令の施行等について

労働者災害補償保険法施行規則の一部を改正する省令（平成 26 年厚生労働省令第

118 号（別添１参照）が、平成 26 年 10 月 31 日に公布され、11 月１日から施行され

ることとなった。ついては、下記事項に留意の上、事務処理に遺漏なきを期されたい。

記

１ 改正の趣旨等について

（１）改正の経緯について

「労働安全衛生規則等の一部を改正する省令」（平成 26 年厚生労働省令第 101

号。以下「改正安衛則等」という。）が８月 25 日に公布され、11 月１日から施

行されることとなっており、その改正の趣旨等については、平成 26 年９月 24 日

付け基発 0924 第６号・雇児発 0924 第７号「労働安全衛生法施行令の一部を改正

する政令及び労働安全衛生規則等の一部を改正する省令の施行について」（以下

「改正安衛令等施行通達」という。）により既に示しているところである。

従来、クロロホルム、四塩化炭素、１，４－ジオキサン、１，２－ジクロロエ

タン（別名二塩化エチレン）、ジクロロメタン（別名二塩化メチレン）、スチレ

ン、１，１，２，２－テトラクロロエタン（別名四塩化アセチレン）、テトラク

ロロエチレン（別名パークロルエチレン）、トリクロロエチレン及びメチルイソ

ブチルケトンの 10 物質（以下「クロロホルム他９物質」という。）については、

有機溶剤中毒予防規則（昭和 47 年労働省令第 36 号。以下「有機則」という。）

により有機溶剤として一連のばく露低減措置が義務付けられてきた。しかしなが

ら、平成 25 年度「化学物質のリスク評価検討会」において、クロロホルム他９

物質が職業がんの原因となる可能性があることを踏まえて健康障害防止措置の検

討を行うべきと報告されたこと等を踏まえた今般の改正安衛則等により、クロロ

ホルム他９物質については、特定化学物質障害予防規則（昭和 47 年労働省令第 39

号。以下「特化則」という。）の適用を受ける特定化学物質の第２類物質として

位置づけられることとなり、既に特化則による規制の対象とされていたエチルベ

ンゼン及び１，２－ジクロロプロパンとあわせて、「特別有機溶剤」として特化

則に規定されたところである（改正安衛則等第３条の規定による改正後の特定化

学物質障害予防規則（以下「新特化則」という。）第２条第１項第３号の２）。

（以上について、改正安衛令等施行通達記の第２の２の（３）のイ参照）

（２）改正の趣旨について

（１）の改正により、クロロホルム他９物質が有機則に規定する有機溶剤から

新特化則に規定する特別有機溶剤に移行したこと等を踏まえ、下記のとおり所要

の改正を行うものであること。

ア 家内労働者の特別加入の範囲の改正について（労働者災害補償保険法施行規

則第 46 条の 18 関係）

特別加入の認められる家内労働者の範囲については、労働者災害補償保険法

施行規則（昭和 30 年労働省令第 22 号。以下「労災則」という。）第 46 条の 18

第３号に規定する作業に従事する者に限っており、その特別加入事務の具体的

な取扱いについては、昭和 45 年 10 月 12 日付け基発第 745 号「労働者災害補

償保険法施行規則の一部を改正する省令等の施行について」等の関係通達によ

り指示してきたところである。

このうち有機溶剤等の取扱いに係る作業については、労災則第 46 条の 18 第

３号ハにより、具体的には下記の有機溶剤等を用いて行う作業のうち、所定の

要件を満たすものとされてきた。

①有機溶剤（有機則第１条第１項第１号）

②有機溶剤含有物（有機則第１条第１項第２号）

：具体的には、有機溶剤と有機溶剤以外の物との混合物で、有機溶剤を当

該混合物の重量の５パーセントを超えて含有するものをいう。

（１）の改正を踏まえ、今後は、以下の有機溶剤等を用いて行う作業のうち、

所定の要件を満たすものに従事する者が、特別加入を認められる家内労働者と

なるので留意すること。

①有機溶剤（有機則第１条第１項第１号）

②有機溶剤含有物（有機則第１条第１項第２号）

：具体的には、有機溶剤と有機溶剤以外の物との混合物で、有機溶剤を当

該混合物の重量の５％を超えて含有するものをいう。

③特別有機溶剤等（新特化則第２条第１項第３号の３）

：具体的には、以下の３種類をいう。

（ⅰ）特別有機溶剤（クロロホルム他９物質、エチルベンゼン及び１，

２－ジクロロプロパン）（新特化則第２条第１項第３号の２）

（ⅱ）特別有機溶剤のいずれかをその重量の１％を超えて含有する製剤

その他の物（新特化則別表第１第３号の３、第 11 号の２、第 18

号の２から第 18 号の４まで、第 19 号の２、第 19 号の３、第 22

号の２から第 22 号の５まで及び第 33 号の２）

（ⅲ）特別有機溶剤のいずれの含有量も重量の１％以下の製剤その他の

物であって、特別有機溶剤又は有機溶剤の含有量の合計が重量の

５％を超える製剤その他の物（新特化則別表第１第 37 号）
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イ 特別加入の加入時健康診断の対象者の改正について（労災則第 46 条の 19 関

係）

特別加入の加入時健康診断の対象者については、労災則第 46 条の 19 第４項

の規定により、特別加入者として労災則第 46 条の 19 第３項に規定する業務を

行う予定の者であって、その者の業務歴を考慮し特に必要があると認めるとき

に限っており（中小事業主等の場合。一人親方等及び特定作業従事者について

は労災則第 46 条の 23 第４項により労災則第 46 条の 19 第３項及び第４項を準

用。）、その具体的な取扱いについては、昭和 62 年３月 30 日付け基発第 175 号

「労災保険の特別加入にかかる加入時健康診断の実施等について」等の関係通

達により指示してきたところである。

このうち有機溶剤業務について、（１）の改正を踏まえ、今後は以下の業務

となるので留意すること。

①有機則第１条第１項第６号の有機溶剤業務

②新特化則第２条の２第１号の特別有機溶剤業務

２ 関係通達の改正について

今般の労災則改正等を踏まえ、関係通達を別紙のとおり改正する。

３ 施行日

本通達は、平成 26 年 11 月１日から施行する。
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イ 特別加入の加入時健康診断の対象者の改正について（労災則第 46 条の 19 関

係）

特別加入の加入時健康診断の対象者については、労災則第 46 条の 19 第４項

の規定により、特別加入者として労災則第 46 条の 19 第３項に規定する業務を

行う予定の者であって、その者の業務歴を考慮し特に必要があると認めるとき

に限っており（中小事業主等の場合。一人親方等及び特定作業従事者について

は労災則第 46 条の 23 第４項により労災則第 46 条の 19 第３項及び第４項を準

用。）、その具体的な取扱いについては、昭和 62 年３月 30 日付け基発第 175 号

「労災保険の特別加入にかかる加入時健康診断の実施等について」等の関係通

達により指示してきたところである。

このうち有機溶剤業務について、（１）の改正を踏まえ、今後は以下の業務

となるので留意すること。

①有機則第１条第１項第６号の有機溶剤業務

②新特化則第２条の２第１号の特別有機溶剤業務

２ 関係通達の改正について

今般の労災則改正等を踏まえ、関係通達を別紙のとおり改正する。

３ 施行日

本通達は、平成 26 年 11 月１日から施行する。

別紙

関係通達の改正

１ 昭和 45 年 10 月 12 日付け基発第 745 号「労働者災害補償保険法施行規則の一部

を改正する省令等の施行について」の改正

（１）記の２の（３）を次のように改める。

（３）特別加入することを認める家内労働者等の従事する作業は次のとおりで

ある（則第 46 条の 18 第３号）。

イ プレス機械、型付け機、型打ち機、シヤー、旋盤、ボール盤又はフラ

イス盤を使用して行う金属、合成樹脂、皮、ゴム、布又は紙の加工の作

業

ロ 研削盤若しくはバフ盤を使用して行う研削若しくは研ま又は溶融した

鉛を用いて行う金属の焼入れ若しくは焼きもどしの作業であつて、金属

製洋食器、刃物、バルブ又はコックの製造又は加工に係るもの

ハ 労働安全衛生法施行令別表第６の２に掲げる有機溶剤若しくは有機溶

剤中毒予防規則（昭和 47 年労働省令第 36 号）第１条第１項第２号 の

有機溶剤含有物又は特定化学物質障害予防規則（昭和 47 年労働省令第

39 号）第２条第１項第３号の３の特別有機溶剤等（以下「有機溶剤等」

という。）を用いて行う作業であつて、化学物質製、皮製若しくは布製

の履物、鞄、袋物、服装用ベルト、グラブ若しくはミット又は木製若し

くは合成樹脂製の漆器の製造又は加工に係るもの

ニ じん肺法（昭和 35 年法律第 30 号）第２条第１項第３号の粉じん作業

又は労働安全衛生法施行令別表第４第６号の鉛化合物（以下「鉛化合物」

という。）を含有する釉薬を用いて行う施釉若しくは鉛化合物を含有す

る絵具を用いて行う絵付けの作業若しくは当該施釉若しくは絵付けを行

つた物の焼成の作業であつて陶磁器の製造に係るもの

ホ 動力により駆動される合糸機、撚糸機又は織機を使用して行う作業

ヘ 木工機械を使用して行う作業であつて、仏壇又は木製若しくは竹製の

食器の製造又は加工に係るもの

なお、イからヘまでの各作業に該当するかの判断に当たっては、下記の

点に留意すること。

（イ）イにおいて、金属加工の作業とは、労災保険率表（労働保険の保険

料の徴収等に関する法律施行規則（昭和 47 年労働省令第８号。以下

「徴収則」という。）別表第１をいう。以下同じ。）の事業の種類の

欄中「金属製品製造又は金属加工業（洋食器、刃物、手工具又は一般

金物製造業及びめつき業を除く。）」に該当する業務に含まれる作業

である。

（ロ）ハにおいて、化学物質製履物の製造又は加工の作業とは、塩化ビニ
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ル、合成ゴム等の化学物質性の資材を用いて、いわゆるヘップサンダ

ル等の履物を製造又は加工する作業をいい、天然の皮革、植物性の糸

布を主たる資材として行う履物の製造又は加工の事業は含まないもの

である。また、もっぱら屋外において行う作業は、有機溶剤等を使用

するものであっても含まない。

（ハ）ニにおいて、陶磁器の製造の作業とは、労災保険率表の事業の種類

の欄中「陶磁器製品製造業」に該当する業務に含まれる作業である。

また、施釉及び絵付けの作業については、昭和 42 年３月 31 日付け基

発第 442 号「鉛中毒予防規則の施行について」に示す定義と同義であ

るので参照されたい。

（ニ）ヘにおいて、木工機械には、動力ろくろを含むものである。

（２）記の２の（４）のロ中「今回」を削り、「女子」を「女性」に改める。

（３）記の３中「、いずれも保険率表（則別表第６）の事業の種類の分類中の「（54）

金属製品製造業又は金属加工業（（55）メッキ業を除く。）」に該当する業務に

含まれる作業であるため」を削り、「昭和 45 年労働省告示第 51 号」を「昭和 35

年労働省告示第 10 号」に改める。

（４）記の４の（２）中「プレス機械」の次に「、型付け機、型打ち機」を加え、

「シャー」の次に「、旋盤、ボール盤、フライス盤」を加える。

（５）記の６の（１）中「特別加入事業保険料率表（則別表第 10）」を「第２種特

別加入保険料率表（徴収則別表第５をいう。）」に改める。

（６）記の６の（２）中「則別表第５」を「特別加入保険料算定基礎額表（徴収則

別表第４をいう。以下同じ。）」に、「別表第５」を「特別加入保険料算定基礎

額表」に改める。

２ 昭和 51 年１月 30 日付け基発第 122 号「脂肪族化合物、脂環式化合物、芳香族化

合物（芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体を除く。）又は複素環式化合物のう

ち有機溶剤として用いられる物質による疾病の認定基準について」の改正

（１）前文中「労働省告示第 36 号（」を「平成 25 年厚生労働省告示第 316 号（労働

基準法施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が指定する単体たる化学物質及び化

合物（合金を含む。）並びに厚生労働大臣が定める疾病を定める件。」に、「表中」

を「中」に改める。

（２）（解説）の１の（１）中「ベンゼン及び有機溶剤中毒予防規則に掲げられてい

る有機溶剤(二硫化炭素を除く)」を「有機溶剤中毒予防規則（昭和 47 年労働省

令第 36 号）第１条第１項第２号の有機溶剤等(二硫化炭素及び二硫化炭素を重量

の５％を超えて含有する混合物を除く。）並びに特定化学物質障害予防規則（昭

和 47 年労働省令第 39 号）第２条第１項第３号の３の特別有機溶剤等並びに労働

安全衛生法施行令（昭和 47 年政令第 318 号）別表第３第２号 30 に掲げるベンゼ

ン及び特定化学物質障害予防規則別表第１第 30 号に掲げるベンゼンを含有する

製剤その他の物（ベンゼンの含有量が容量の１％以下のものを除く。）」に改め

る。
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ル、合成ゴム等の化学物質性の資材を用いて、いわゆるヘップサンダ

ル等の履物を製造又は加工する作業をいい、天然の皮革、植物性の糸

布を主たる資材として行う履物の製造又は加工の事業は含まないもの

である。また、もっぱら屋外において行う作業は、有機溶剤等を使用

するものであっても含まない。

（ハ）ニにおいて、陶磁器の製造の作業とは、労災保険率表の事業の種類

の欄中「陶磁器製品製造業」に該当する業務に含まれる作業である。

また、施釉及び絵付けの作業については、昭和 42 年３月 31 日付け基

発第 442 号「鉛中毒予防規則の施行について」に示す定義と同義であ

るので参照されたい。

（ニ）ヘにおいて、木工機械には、動力ろくろを含むものである。

（２）記の２の（４）のロ中「今回」を削り、「女子」を「女性」に改める。

（３）記の３中「、いずれも保険率表（則別表第６）の事業の種類の分類中の「（54）

金属製品製造業又は金属加工業（（55）メッキ業を除く。）」に該当する業務に

含まれる作業であるため」を削り、「昭和 45 年労働省告示第 51 号」を「昭和 35

年労働省告示第 10 号」に改める。

（４）記の４の（２）中「プレス機械」の次に「、型付け機、型打ち機」を加え、

「シャー」の次に「、旋盤、ボール盤、フライス盤」を加える。

（５）記の６の（１）中「特別加入事業保険料率表（則別表第 10）」を「第２種特

別加入保険料率表（徴収則別表第５をいう。）」に改める。

（６）記の６の（２）中「則別表第５」を「特別加入保険料算定基礎額表（徴収則

別表第４をいう。以下同じ。）」に、「別表第５」を「特別加入保険料算定基礎

額表」に改める。

２ 昭和 51 年１月 30 日付け基発第 122 号「脂肪族化合物、脂環式化合物、芳香族化

合物（芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体を除く。）又は複素環式化合物のう

ち有機溶剤として用いられる物質による疾病の認定基準について」の改正

（１）前文中「労働省告示第 36 号（」を「平成 25 年厚生労働省告示第 316 号（労働

基準法施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が指定する単体たる化学物質及び化

合物（合金を含む。）並びに厚生労働大臣が定める疾病を定める件。」に、「表中」

を「中」に改める。

（２）（解説）の１の（１）中「ベンゼン及び有機溶剤中毒予防規則に掲げられてい

る有機溶剤(二硫化炭素を除く)」を「有機溶剤中毒予防規則（昭和 47 年労働省

令第 36 号）第１条第１項第２号の有機溶剤等(二硫化炭素及び二硫化炭素を重量

の５％を超えて含有する混合物を除く。）並びに特定化学物質障害予防規則（昭

和 47 年労働省令第 39 号）第２条第１項第３号の３の特別有機溶剤等並びに労働

安全衛生法施行令（昭和 47 年政令第 318 号）別表第３第２号 30 に掲げるベンゼ

ン及び特定化学物質障害予防規則別表第１第 30 号に掲げるベンゼンを含有する

製剤その他の物（ベンゼンの含有量が容量の１％以下のものを除く。）」に改め

る。

（３）（解説）の１の（３）中「有機溶剤中毒予防規則に定められていない」を「上

記（１）に掲げる有機溶剤以外の」に改める。

３ 昭和 62 年３月 30 日付け基発第 175 号「労災保険の特別加入にかかる加入時健康

診断の実施等について」の改正

（１）記の２中「有機溶剤業務」の次に「又は特定化学物質障害予防規則第２条の２

第１号の特別有機溶剤業務（以下有機溶剤業務及び特別有機溶剤業務を「有機溶

剤業務」という。）」を加える。

（２）記の３中「第 27 条」を「第 33 条」に改める。

（３）記の５中「都道府県労働基準局長」を「都道府県労働局長」に、「労災法第 29

条」を「労災法第 35 条」に、「特別加入健康診断指示書」を「特別加入時健康診

断指示書」に、「労災法第 28 条」を「労災法第 34 条」に改める。

（４）別紙特診様式第４号を別添２のとおり改める。

（５）別紙「労災保険特別加入健康診断委託契約書」中「労働基準局長」を「労働局

長」に改める。

４ 平成 25 年 10 月１日付け基発 1001 第８号「「労働基準法施行規則の一部を改正す

る省令」の施行及び「労働基準法施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が指定する

単体たる化学物質及び化合物（合金を含む。）並びに厚生労働大臣が定める疾病を

定める告示」の適用について」の改正

（１）記の第２の１の（２）のウの（ア）中「本年」を「平成 25 年」に、「本日」を

「同年 10 月１日」に改める。

（２）記の第２の１の（２）のウの（イ）中「本日」を「平成 25 年 10 月１日」に改

める。

（３）記の第２の１の（２）のエ中「第２種有機溶剤等」を「平成 26 年８月 20 日に

公布された労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令（平成 26 年政令第 288

号）及び同年８月 25 日に公布された労働安全衛生規則等の一部を改正する省令

（平成 26 年厚生労働省令第 101 号）により、同年 11 月１日付けで、第２類物質

及び特別管理物質」に、「有機溶剤」を「特定化学物質」に、「有機則」を「特

化則」に改める。

５ 平成 26 年３月 26 日付け基発 0326 第１号「労災保険特別加入関係事務取扱手引

について」の改正

（１）Ⅰの第３の３の（５）の③中「有機溶剤又は」を「有機溶剤若しくは」に改め、

「有機溶剤含有物」の次に「又は特定化学物質障害予防規則（昭和 47 年労働省

令第 39 号）第２条第１項第３号の３の特別有機溶剤等」を加える。

（２）Ⅰの第４の１の④中「有機溶剤業務」の次に「又は特定化学物質障害予防規則

第２条の２第１号の特別有機溶剤業務（以下有機溶剤業務及び特別有機溶剤業務

を「有機溶剤業務」という。）」を加える。

－ 127 －



（３）Ⅰの第４の３中「特別加入健康診断指示書」を「特別加入時健康診断指示書」

に改める。

（４）特診様式第４号を別添２のとおり改める。
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（３）Ⅰの第４の３中「特別加入健康診断指示書」を「特別加入時健康診断指示書」

に改める。

（４）特診様式第４号を別添２のとおり改める。

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

第１号関連 
業務上の負傷に起因する疾病 

 
 

 



 



基 発 第 7 5 0 号 

昭 和 5 1 年 1 0 月 1 6 日 

 

都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

業務上腰痛の認定基準等について 

 

腰痛の業務上外の取扱い等については,昭和43年2月21日付け基発第73号通達をもって示してい

るところであるが,その後の医学的情報等について「腰痛の業務上外の認定基準の検討に関する専門

家会議」において検討を続けてきたところ今般その結論が得られたので,下記のとおり改訂すること

とし,これに伴い上記通達を廃止するので,今後の事務処理に遺憾のないよう万全を期されたい。 

なお,本通達の解説部分は認定基準の細目等を定めたものであり,通達本文と一体のものとして

取り扱われるべきものであるので念のため申し添える。 

 

記 

 

1   災害性の原因による腰痛 

業務上の負傷(急激な力の作用による内部組織の損傷を含む。以下同じ。)に起因して労働者に

腰痛が発症した場合で,次の二つの要件のいずれをも満たし,かつ,医学上療養を必要とするとき

は,当該腰痛は労働基準法施行規則(以下「労基則」という。)別表第1の2第1号に該当する疾病と

して取り扱う。 

(1)  腰部の負傷又は腰部の負傷を生ぜしめたと考えられる通常の動作と異なる動作による腰部

に対する急激な力の作用が業務遂行中に突発的なできごととして生じたと明らかに認められ

るものであること。 

(2)  腰部に作用した力が腰痛を発症させ,又は腰痛の既往症若しくは基礎疾患を著しく増悪させ

たと医学的に認めるに足りるものであること。 

2   災害性の原因によらない腰痛 

重量物を取り扱う業務等腰部に過度の負担のかかる業務に従事する労働者に腰痛が発症した

場合で当該労働者の作業態様,従事期間及び身体的条件からみて,当該腰痛が業務に起因して発

症したものと認められ,かつ,医学上療養を必要とするものについては,労基則別表第1の2の第3

号2に該当する疾病として取り扱う。 

〔解説〕 

1   災害性の原因による腰痛 

(1)  ここでいう災害性の原因とは,通常一般にいう負傷のほか,突発的なできごとで急激な力の

作用により内部組織(特に筋,筋膜,靱帯等の軟部組織)の損傷を引き起こすに足りる程度のも

のが認められることをいう。 

(2)  災害性の原因による腰痛を発症する場合の例としては,次のような事例があげられる。 

イ  重量物の運搬作業中に転倒したり,重量物を2人がかりで運搬する最中にそのうちの1人の

者が滑って肩から荷をはずしたりしたような事故的な事由により瞬時に重量が腰部に負荷
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された場合 

ロ  事故的な事由はないが重量物の取扱いに当たってその取扱い物が予想に反して著しく重

かったり,軽かったりするときや,重量物の取扱いに不適当な姿勢をとったときに脊柱を支

持するための力が腰部に異常に作用した場合 

(3)  本文記の1の(1)で「腰部の負傷を生ぜしめたと考えられる通常の動作と異なる動作による腰

部に対する急激な力の作用が業務遂行中に突発的なできごととして生じたと明らかに認めら

れるものであること」を認定の要件としたのは,腰部は常に体重の負荷を受けながら屈曲,伸

展,回施等の運動を行っているが,労働に際して何らかの原因で腰部にこれらの通常の運動と

異なる内的な力が作用していわゆる「ぎっくり腰」等の腰痛が発症する場合があるので,前記

(2)に該当するような災害性の原因が認められる場合に発症した腰痛を業務上の疾病として取

り扱うこととしたことによるものである。 

ぎっくり腰等の腰痛は,一般的には漸時軽快するものであるが,ときには発症直後に椎間板

ヘルニアを発症したり,あるいは症状の動揺を伴いながら後になって椎間板ヘルニアの症状が

顕在化することもあるので椎間板ヘルニアを伴う腰痛についても災害性の原因による腰痛と

して補償の対象となる場合のあることに留意すること。 

(4)  本文記の1の(2)で「腰部に作用した力が腰痛を発症させ,又は腰痛の既往症若しくは基礎疾

患を著しく増悪させたと医学的に認めるに足りるものであること」を認定要件としたのは,腰

痛の既往症又は基礎疾患(例えば椎間板ヘルニア,変形性脊椎症,腰椎分離症,すべり症等)のあ

る労働者であって腰痛そのものは消退又は軽快している状態にあるとき,業務遂行中に生じた

前記の災害性の原因により再び発症又は増悪し,療養を要すると認められることもあるので,

これらの腰痛についても業務上の疾病として取り扱うことによるものである。 

(5)  本文記の1の(1)及び(2)に該当しない腰痛については,たとえ業務遂行中に発症したもので

あっても労基別表第1の2第1号に掲げる疾病には該当しない。 

なお,この場合同別表第3号2に該当するか否かは別途検討を要するので留意すること。 

2   災害性の原因によらない腰痛 

災害性の原因によらない腰痛は,次の(1)及び(2)に類別することができる。 

(1)  腰部に過度の負担のかかる業務に比較的短期間(おおむね3カ月から数年以内をいう。)従事

する労働者に発症した腰痛 

イ  ここにいう腰部に負担のかかる業務とは,次のような業務をいう。 

(イ) おおむね20kg程度以上の重量物又は軽重不同の物を繰り返し中腰で取り扱う業務 

(ロ) 腰部にとって極めて不自然ないしは非生理的な姿勢で毎日数時間程度行う業務 

(ハ) 長時間にわたって腰部の伸展を行うことのできない同一作業姿勢を持続して行う業務 

(ニ) 腰部に著しく粗大な振動を受ける作業を継続して行う業務 

ロ  腰部に過度に負担のかかる業務に比較的短期間従事する労働者に発症した腰痛の発症の

機序は,主として筋,筋膜,靱帯等の軟部組織の労作の不均衡による疲労現象から起こるもの

と考えられる。 

したがって疲労の段階で早期に適切な処置(体操,スポーツ,休養等)を行えば容易に回復

するが,労作の不均衡の改善が妨げられる要因があれば療養を必要とする状態となることも

あるので,これらの腰痛を業務上の疾病として取り扱うこととしたものである。 

なお,このような腰痛は,腰部に負担のかかる業務に数年以上従事した後に発症すること

もある。 

(2)  重量物を取り扱う業務又は腰部に過度の負担のかかる作業態様の業務に相当長期間(おおむ
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ね10年以上をいう。)にわたって継続して従事する労働者に発症した慢性的な腰痛 

イ  ここにいう「重量物を取り扱う業務」とは,おおむね30kg以上の重量物を労働時間の3分の

1程度以上取り扱う業務及びおおむね20kg以上の重量物を労働時間の半分程度以上取り扱う

業務をいう。 

ロ  ここにいう「腰部に過度の負担のかかる作業態様の業務」とは,前記イに示した業務と同

程度以上腰部に負担のかかる業務をいう。 

ハ  前記イ又はロに該当する業務は長年にわたって従事した労働者に発症した腰痛について

は,胸腰椎に著しく病的な変性(高度の椎間板変性や椎体の辺縁隆起等)が認められ,かつ,そ

の程度が通常の加齢による骨変化の程度を明らかに超えるものについて業務上の疾病とし

て取り扱うこととしたものである。 

エックス線上の骨変化が認められものとしては,変形性脊椎症,骨粗鬆(すう)症,腰椎分離

症,すべり症等がある。この場合,変形性脊椎症は一般的な加齢による退行性変性としてみら

れるものが多く,骨粗鬆症は骨の代謝障害によるものであるので腰痛の業務上外の認定に当

たってはその腰椎の変化と年齢との関連を特に考慮する必要がある。腰椎分離症,すべり症

及び椎間板ヘルニアについては労働の積み重ねによって発症する可能性は極めて少ない。 

3   業務上外の認定に当たっての一般的な留意事項 

腰痛を起こす負傷又は疾病は,多種多様であるので腰痛の業務上外の認定に当たっては傷病名

にとらわれることなく,症状の内容及び経過,負傷又は作用した力の程度,作業状態(取扱い重量

物の形状,重量,作業姿勢,持続時間,回数等),当該労働者の身体的条件(性別,年齢,体格等),素因

又は基礎疾患,作業従事歴,従事期間等認定上の客観的な条件のは握に努めるとともに必要な場

合は専門医の意見を聴く等の方法により認定の適正を図ること。 

4   治療 

(1)  治療法 

通常,腰痛に対する治療は,保存的療法(外科的な手術によらない治療方法)を基本とすべき

である。しかし,適切な保存的療法によっても症状の改善が見られないもののうちには,手術的

療法が有効な場合もある。この場合の手術方式は腰痛の原因となっている腰部の病変の種類に

よってそれぞれ違うものであり,手術によって腰部の病変を改善することができるか否かにつ

いては医学上慎重に考慮しなければならない。 

(2)  治療の範囲 

腰痛の既往症又は基礎症患のある労働者に本文記の1又は2の事由により腰痛が発症し増悪

した場合の治療の範囲は,原則としてその発症又は増悪前の状態に回復させるためのものに限

る。ただし,その状態に回復させるための治療の必要上既往症又は基礎疾患の治療を要すると

認められるものについては,治療の範囲に含めて差し支えない。 

(3)  治療期間 

業務上の腰痛は,適切な療養によればほぼ3,4カ月以内にその症状が軽快するのが普通であ

る。特に症状の回復が遅延する場合でも1年程度の療養で消退又は固定するものと考えられる。 

しかし,前記2の(2)に該当する腰痛のうち,胸腰椎に著しい病変が認められるものについて

は,必ずしも上記のような経過をとるとは限らない。 

5   再発 

業務上の腰痛がいったん治ゆした後,他に明らかな原因がなく再び症状が発現し療養を要する

と認められるものについては,業務上の腰痛の再発として取り扱う。 

ただし、業務上の腰痛が治ゆ後1年以上の症状安定期を経た後に他に原因がなく再発すること
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は非常に稀であると考える。 
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非常に稀であると考える。 

 

 

事 務 連 絡 第 4 2 号 

昭 和 5 1 年 1 0 月 1 6 日 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局補償課長 

 

 

業務上腰痛の認定基準の運用上の留意点について 

 

今般、昭和51年10月16日付け基発第750号により標記認定基準の改正が行われたところであるが、

今回の改正は、腰部に過度の負担のかかる業務の範囲、腰痛発症の機序の明確化等を主体とし、従

前の行政経験、地方局署の意見等を参考として、医学上の検討結果を集約したものであるので、下

記に留意のうえ、当該疾病の理解と認定業務の促進に一層の御配意を願います。 

なお、前期通達の運用に当たり調査等を行う場合には別添の「腰痛に係る業務起因性判断のため

の調査実施要領」(略)を参考にされたい。 

 

記 

 

第1   主な改正点 

1   災害性の原因による腰痛 

(1)  災害性の原因の定義が示され、筋、筋膜、靭帯等の軟部組織の損傷を引き起こす程度の急

激な力の作用によるものもこれに含まれることが明確化されたこと(本文記の1の前文かっ

こ書き及び解説1の(1))。 

(2)  災害性腰痛の例示を事故的な事由によるものと他の事由によるものとに区分し、事故的な

事由によるもの以外の事例として「重量物の取扱いに不適当な姿勢をとったときに脊柱を支

持するための力が腰部に異常に作用した場合」が明示されたこと(解説1の(2)のロ)。 

(3)  「ぎっくり腰」等の腰痛と椎間板ヘルニアとの関連が示されたこと(解説1の(3)後段)。 

2   災害性の原因によらない腰痛 

(1)  比較的短期間の労働で発症する腰痛 

イ  腰部に過度の負担のかかる業務の説明に従前の説明のほか次の業務が例示されたこと

(解説2の(1)のイ)。 

(イ) 長時間にわたって腰部の伸展を行うことのできない同一作業姿勢を持続して行う業

務 

(ロ) 腰部に著しく粗大な振動を受ける作業を継続して行う業務 

ロ  比較的短期間の説明(おおむね3ヵ月から数年)が注記されたこと(解説2の(1))。 

ハ  比較的短期間の労働で発症する腰痛の発症の機序が示されたこと(解説2の(1)のロ)。 

(2)  相当長期間の労働で発症する腰痛 

イ  腰部に過度の負担のかかる業務を次のイ及びロに類型化し、それぞれに説明が付された

こと。 

(イ) 重量物の取扱い等の重激な業務(解説2の(2)のイ)。 

(ロ) 腰部に過度の負担のかかる作業態様の業務(解説2の(2)のロ)。 
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ロ  相当長期間の説明が従来の「10数年」から「おおむね10年程度以上」に改められ注記さ

れたこと(解説2の(2))。 

ハ 胸腰椎の病的な変性と通常の加齢による骨変化との関係が明らかにされたこと。（解説

2の(2)のハ） 

第2   認定基準運用上の留意点 

1   災害性の原因による腰痛 

(1)  いわゆる「ぎっくり腰」は、日常生活と労働の場及び腰部に作用した力の程度に拘らず無

差別に発症し、労働負荷による有意差は見られないことから一般に労働との関連は乏しいと

されているが、次の要件に該当するものについては、災害性の原因による腰痛として取り扱

われるものであること。 

イ  腰部の負傷又は腰部への急激な力の作用が業務遂行中の突発的なできごととして客観

的に認められるものであること。 

ロ  腰部への急激な力の作用が、通常の動作と異なる動作又は姿勢(以下単に「動作」とい

う。)によって生じたものであること。 

(注)通常の動作と異なる動作とは、日常生活上の動作及び当該労働者の通常の作業動作

と異なる作業動作による腰部への異常な負荷の状態をいうものであること。 

(2)  椎間板ヘルニアについては、その発症の時間的経過からみて、災害性の原因に由来すると

認められるものについて業務上の疾病として取り扱うものであること。 

なお、解説1の(2)の事例のような災害性の原因が認められるものについては、その原因に

よる腰痛の訴えのあったことの疎明があれば、当該腰痛についての療養の有無は問わないも

のであること。 

2   災害性の原因によらない腰痛 

(1)  解説2の(1)のイに掲げられた「腰部に過度の負担のかかる業務」に該当すると思われるも

ののうち、過去に認定した事例には、次のようなものがあること。 

イ  解説(イ)・・・港湾荷役 

ロ  解説(ロ)・・・配電工(柱上作業) 

ハ  解説(イ)及び(ロ)の複合・・・重度身障者施設の保母、大工、左官 

ニ  解説(ハ)・・・長距離トラックの運転 

ホ  解説(ニ)・・・車両系建設用機械の運転 

(2)  胸腰椎に病的な変性を生じせしめる労働負荷は、「筋・筋膜性腰痛」を引き起こすものよ

りも強度の負荷と考えられるが、作業態様としては、解説2の(1)のイに示されるものと同様

の態様で、より長期間にわたって負荷のあったものが業務上認定の対象となるものであるこ

と。 

(3)  腰部に過度の負担のかかる業務に従事する労働者に胸腰椎に病的な変性(私的原因による

既往症及び基礎疾患を含む。)が認められる場合で、作業従事歴が10年程度に達しない者に

ついては、解説2の(1)のなお書により取り扱うこと。 
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ロ  相当長期間の説明が従来の「10数年」から「おおむね10年程度以上」に改められ注記さ

れたこと(解説2の(2))。 

ハ 胸腰椎の病的な変性と通常の加齢による骨変化との関係が明らかにされたこと。（解説

2の(2)のハ） 

第2   認定基準運用上の留意点 

1   災害性の原因による腰痛 

(1)  いわゆる「ぎっくり腰」は、日常生活と労働の場及び腰部に作用した力の程度に拘らず無

差別に発症し、労働負荷による有意差は見られないことから一般に労働との関連は乏しいと

されているが、次の要件に該当するものについては、災害性の原因による腰痛として取り扱

われるものであること。 

イ  腰部の負傷又は腰部への急激な力の作用が業務遂行中の突発的なできごととして客観

的に認められるものであること。 

ロ  腰部への急激な力の作用が、通常の動作と異なる動作又は姿勢(以下単に「動作」とい

う。)によって生じたものであること。 

(注)通常の動作と異なる動作とは、日常生活上の動作及び当該労働者の通常の作業動作

と異なる作業動作による腰部への異常な負荷の状態をいうものであること。 

(2)  椎間板ヘルニアについては、その発症の時間的経過からみて、災害性の原因に由来すると

認められるものについて業務上の疾病として取り扱うものであること。 

なお、解説1の(2)の事例のような災害性の原因が認められるものについては、その原因に

よる腰痛の訴えのあったことの疎明があれば、当該腰痛についての療養の有無は問わないも

のであること。 

2   災害性の原因によらない腰痛 

(1)  解説2の(1)のイに掲げられた「腰部に過度の負担のかかる業務」に該当すると思われるも

ののうち、過去に認定した事例には、次のようなものがあること。 

イ  解説(イ)・・・港湾荷役 

ロ  解説(ロ)・・・配電工(柱上作業) 

ハ  解説(イ)及び(ロ)の複合・・・重度身障者施設の保母、大工、左官 

ニ  解説(ハ)・・・長距離トラックの運転 

ホ  解説(ニ)・・・車両系建設用機械の運転 

(2)  胸腰椎に病的な変性を生じせしめる労働負荷は、「筋・筋膜性腰痛」を引き起こすものよ

りも強度の負荷と考えられるが、作業態様としては、解説2の(1)のイに示されるものと同様

の態様で、より長期間にわたって負荷のあったものが業務上認定の対象となるものであるこ

と。 

(3)  腰部に過度の負担のかかる業務に従事する労働者に胸腰椎に病的な変性(私的原因による

既往症及び基礎疾患を含む。)が認められる場合で、作業従事歴が10年程度に達しない者に

ついては、解説2の(1)のなお書により取り扱うこと。 

 

基 発 第 6 1 6 号 

平 成 5 年 1 0 月 2 8 日 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

せき髄損傷に併発した疾病の取扱いについて 

 

せき髄損傷者については,せき髄の損傷という重篤な障害が長期間にわたって継続することか

ら,種々の疾病を併発することが少なくない現状にある。 

また,最近における臨床医学の進歩により,せき髄損傷者の死亡率は低下するとともに,慢性期に

移行したせき髄損傷者の増加,高齢化をみている。療養中のせき髄損傷者のなかには,様々の疾病が

発生しているが,これらの疾病が,原疾患であるせき髄損傷と因果関係があるか否かについての判断

に苦慮する事案が増加している状況にある。 

このため,せき髄損傷で長期にわたり療養を継続している者に発生した疾病等と原疾患であるせ

き髄損傷との因果関係を明確にする必要がある。 

そこで,この因果関係を明確にするため「労災医療専門家会議」に別途小委員会を設置し,医学専

門的な検討を行ってきたが,今般,その結論(別添報告書参照)が得られたことから,これに基づき,せ

き髄損傷に併発した疾病(本通達では症状を含む。以下「併発疾病」という。)の取扱いについて下

記のとおり整理したので,今後の事務処理の参考とされたい。 

 

記 

 

1   併発疾病の分類について 

せき髄損傷受傷後の慢性期及び急性期において発症した併発疾病等については,最近における

医学的知見等に基づき,次のように分類することができる。 

なお,本通達でいう「慢性期」とは急性期以降を指し,せき髄ショックを脱し,全身状態が比較

的安定した状態をいい,また,「急性期」とは,受傷からせき髄ショックを脱するまでの期間をい

い,症例により相違はあるが,受傷からおおむね2カ月ないし3カ月までの期間を示すものである。 

(1)  慢性期の併発疾病の場合 

せき髄損傷により長期にわたり療養を継続している者に発症した併発疾病については,せき

髄損傷との因果関係に基づき,次のように分類する。 

イ  せき髄損傷と併発疾病との間に因果関係が認められるもの 

ロ  せき髄損傷と併発疾病との間に因果関係が不明確なもの 

ハ  せき髄損傷と併発疾病との間に因果関係が認められないもの 

(2)  急性期の併発疾病等の場合 

せき髄損傷の急性期に発症した併発疾病等については,次のように分類する。 

イ  急性期に発症した併発疾病又は急性期から症状が引き続いている併発疾病 

ロ  せき髄損傷で療養中に新たに負傷等が原因となり発症したもの 

2   慢性期に発症した併発疾病の取扱いについて 
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慢性期に発症した併発疾病については,前記1の(1)の分類にしたがって,以下により取り扱う

こととする。 

なお,本分類に掲げられていない併発疾病については,個々の事案ごとに検討し,因果関係を判

断すべきものである。 

(1)  せき髄損傷と併発疾病との間に因果関係が認められるもの 

せき髄損傷の慢性期に発症した併発疾病のうち,次に掲げる併発疾病は,一般に医学経験則

上因果関係が認められるが,個々の事案の判断に当たっては,別表に掲げる損傷部位,損傷程

度,症状経過,症像等を確認した上,原疾患であるせき髄損傷に起因するものとして,労働基準

法施行規則別表第1の2第1号又は労働者災害補償保険法施行規則第18条の4に該当する疾病と

して取り扱うこととする。 

①  褥瘡 

②  皮膚がん(褥瘡がん) 

③  起立性低血圧 

④  運動障害域の神経病性関節症 

⑤  運動障害域の痙縮亢進 

⑥  麻痺域疼痛(感覚脱失性疼痛) 

⑦  自律神経過反射 

⑧  体温調節障害 

⑨  肩手症候群 

⑩  関節周囲異所性骨化(麻痺域) 

⑪  関節拘縮(麻痺域) 

⑫  せき柱の変形 

⑬  外傷後せき髄空洞症 

⑭  人口呼吸中の気管内チューブによる気管粘膜の潰瘍又は声門,気管狭窄 

⑮  肺感染症(含肺炎) 

⑯  無気肺 

⑰  尿路,性器感染症(膀胱炎,尿道炎,尿管炎,前立腺炎,副睾丸炎) 

⑱  尿路結石症 

⑲  腎盂腎炎,菌血症 

⑳  膿腎症 

21  水腎症,水尿管症 

22  腎不全 

23  膀胱がん 

24  感染症(骨髄炎,化膿性関節炎,敗血症) 

25  血栓性静脈炎 

(2)  せき髄損傷と併発疾病との間に因果関係が不明確なもの 

せき髄損傷の慢性期に発症した併発疾病のうち,次に掲げる併発疾病は,一般的には医学経

験則上因果関係が明らかでないため,個々の事案ごとに検討し,因果関係を判断すべきもので

ある。 

①  睡眠時無呼吸 

②  胃・十二指腸潰瘍 

③  上部消化管出血 
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慢性期に発症した併発疾病については,前記1の(1)の分類にしたがって,以下により取り扱う

こととする。 

なお,本分類に掲げられていない併発疾病については,個々の事案ごとに検討し,因果関係を判

断すべきものである。 

(1)  せき髄損傷と併発疾病との間に因果関係が認められるもの 

せき髄損傷の慢性期に発症した併発疾病のうち,次に掲げる併発疾病は,一般に医学経験則

上因果関係が認められるが,個々の事案の判断に当たっては,別表に掲げる損傷部位,損傷程

度,症状経過,症像等を確認した上,原疾患であるせき髄損傷に起因するものとして,労働基準

法施行規則別表第1の2第1号又は労働者災害補償保険法施行規則第18条の4に該当する疾病と

して取り扱うこととする。 

①  褥瘡 

②  皮膚がん(褥瘡がん) 

③  起立性低血圧 

④  運動障害域の神経病性関節症 

⑤  運動障害域の痙縮亢進 

⑥  麻痺域疼痛(感覚脱失性疼痛) 

⑦  自律神経過反射 

⑧  体温調節障害 

⑨  肩手症候群 

⑩  関節周囲異所性骨化(麻痺域) 

⑪  関節拘縮(麻痺域) 

⑫  せき柱の変形 

⑬  外傷後せき髄空洞症 

⑭  人口呼吸中の気管内チューブによる気管粘膜の潰瘍又は声門,気管狭窄 

⑮  肺感染症(含肺炎) 

⑯  無気肺 

⑰  尿路,性器感染症(膀胱炎,尿道炎,尿管炎,前立腺炎,副睾丸炎) 

⑱  尿路結石症 

⑲  腎盂腎炎,菌血症 

⑳  膿腎症 

21  水腎症,水尿管症 

22  腎不全 

23  膀胱がん 

24  感染症(骨髄炎,化膿性関節炎,敗血症) 

25  血栓性静脈炎 

(2)  せき髄損傷と併発疾病との間に因果関係が不明確なもの 

せき髄損傷の慢性期に発症した併発疾病のうち,次に掲げる併発疾病は,一般的には医学経

験則上因果関係が明らかでないため,個々の事案ごとに検討し,因果関係を判断すべきもので

ある。 

①  睡眠時無呼吸 

②  胃・十二指腸潰瘍 

③  上部消化管出血 

(3)  せき髄損傷と併発疾病との間に因果関係が認められないもの 

せき髄損傷の慢性期に発症した併発疾病のうち,次に掲げる併発疾病は,一般的には医学経

験上因果関係が認められないが,個々の事案ごとに検討し,因果関係を判断すべきものである。 

①  頑癬,白癬 

②  高血圧,動脈硬化症 

③  糖代謝異常,糖尿病 

④  抗利尿ホルモン分泌異常症候群 

⑤  気管支喘息 

⑥  胃がん等上部消化管悪性新生物 

⑦  膵炎 

⑧  尿崩症 

3   急性期に発症した併発疾病等の取扱いについて 

せき髄損傷の急性期に発症した併発疾病等については,前記1の(2)の分類にしたがって,以下

により取り扱うこととする。 

(1)  急性期に発症した併発疾病又は急性期から症状が引き続いている併発疾病 

次に掲げる併発疾病が,せき髄損傷の受傷時に発症した併発疾病又はせき髄損傷の受傷時に

発症し慢性期にも継続している併発疾病である場合には,原疾患であるせき髄損傷に起因する

ものとして労働基準法施行規則別表第1の2第1号又は労働者災害補償保険法施行規則第18条の

4に該当する疾病として取り扱うこととする。 

なお,本分類に掲げられていない併発疾病については,個々の事案ごとに検討し,因果関係を

判断すべきものである。 

イ  急性期に発症した併発疾病 

①  迷走神経反射による除脈,心停止 

②  起立性低血圧 

③  体温調節障害 

④  無気肺 

⑤  肺感染症(含肺炎) 

⑥  気管支痙攣 

⑦  成人型呼吸窮迫症候群（ＡＲＤＳ） 

⑧  肺水腫 

⑨  肺塞栓 

⑩  助骨骨折等による血気胸 

⑪  くも膜下胸膜瘻 

⑫  横隔膜破裂 

⑬  急性胃拡張 

⑭  胃・十二指腸潰瘍 

⑮  上部消化管出血 

⑯  麻痺性イレウス 

⑰  血栓性静脈炎 

ロ  急性期から症状が引き続いている併発疾病 

①  横隔膜神経麻痺による呼吸停止 

②  性機能不全 
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③  排便障害 

(2)  せき髄損傷で療養中に新たに負傷等が原因となり発症したもの 

せき髄損傷で療養中に新たに負傷等が原因となり発症したものについては,せき髄損傷とは

異なる原因により引き起こされることから,個々の事案ごとに検討し,因果関係を判断すべき

ものである。なお,例としては,次に掲げるものが考えられる。 

①  感覚障害域の熱傷 

②  運動障害域の骨萎縮による病的骨折 

4   その他 

(1)  薬剤による副作用等について 

せき髄損傷の治療の際の薬剤による副作用等が疑われる場合の併発疾病については,せき髄

損傷者に薬剤が及ぼす影響を考慮することが必要であるので,個々の事案ごとに主治医又は専

門医の医証等から薬剤の投与時期,投与量等を調査の上,因果関係を判断すべきものである。 

(2)  別表について 

イ  別表には,前記2の(1)に掲げた併発疾病ごとの損傷部位並びに発生機序及び特徴を示して

いるので,当該疾病について,損傷部位,損傷程度,症状経過,病像等を意見書(エックス線所

見,臨床所見,病理組織所見等),診療費請求書(レセプト)等により確認されたい。 

なお,当該疾病を確認するに当たり,せき髄損傷との因果関係の判断が困難な場合には,地

方労災医員に相談すること等により判断されたい。 

ロ  せき髄損傷においては,損傷の部位によって臨床症状は異なるものであり,例えば,四肢麻

痺あるいは対麻痺(下半身麻痺)となるが,損傷の程度によっても臨床症状の違いが明らかな

場合があり,「完全麻痺」と「不全麻痺」に区分して記載しているものである。 

なお,「不全麻痺」とは,完全麻痺まで至らないが部分的な神経及び筋機能の低下を示して

いる状態をいう。 
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③  排便障害 

(2)  せき髄損傷で療養中に新たに負傷等が原因となり発症したもの 

せき髄損傷で療養中に新たに負傷等が原因となり発症したものについては,せき髄損傷とは

異なる原因により引き起こされることから,個々の事案ごとに検討し,因果関係を判断すべき

ものである。なお,例としては,次に掲げるものが考えられる。 

①  感覚障害域の熱傷 

②  運動障害域の骨萎縮による病的骨折 

4   その他 

(1)  薬剤による副作用等について 

せき髄損傷の治療の際の薬剤による副作用等が疑われる場合の併発疾病については,せき髄

損傷者に薬剤が及ぼす影響を考慮することが必要であるので,個々の事案ごとに主治医又は専

門医の医証等から薬剤の投与時期,投与量等を調査の上,因果関係を判断すべきものである。 

(2)  別表について 

イ  別表には,前記2の(1)に掲げた併発疾病ごとの損傷部位並びに発生機序及び特徴を示して

いるので,当該疾病について,損傷部位,損傷程度,症状経過,病像等を意見書(エックス線所

見,臨床所見,病理組織所見等),診療費請求書(レセプト)等により確認されたい。 

なお,当該疾病を確認するに当たり,せき髄損傷との因果関係の判断が困難な場合には,地

方労災医員に相談すること等により判断されたい。 

ロ  せき髄損傷においては,損傷の部位によって臨床症状は異なるものであり,例えば,四肢麻

痺あるいは対麻痺(下半身麻痺)となるが,損傷の程度によっても臨床症状の違いが明らかな

場合があり,「完全麻痺」と「不全麻痺」に区分して記載しているものである。 

なお,「不全麻痺」とは,完全麻痺まで至らないが部分的な神経及び筋機能の低下を示して

いる状態をいう。 

別 表 

疾 病 名 損傷部位 発生機序及び特徴 

①褥瘡 不特定 
 感覚脱失等の障害と運動麻痺が併発しているため,

体位変換等が十分に行われない場合に発症する。 

②皮膚がん（褥瘡がん） 不特定 
 褥瘡が長期に至った場合にがんが発症することが

ある。この場合,褥瘡が存することが前提となる。 

③起立性低血圧 
上部胸髄損傷以上

（特に頸髄損傷） 
 急性期に発症するが,慢性期にも高率に発症する。 

④運動障害域の神経病性関節

症 
不特定  不全麻痺に発症する例が多い。 

⑤運動障害域の痙縮亢進 不特定 

 麻痺域に限る。 

不全麻痺,上位部位のせき髄損傷者ほど発症例は 

多い。 

⑥麻痺域疼痛（感覚脱失性疼

痛） 
不特定 

 せき柱損傷部位周囲又は麻痺した下肢部分に疼痛

があり,慢性化するほど強くなる。 

⑦自律神経過反射 上部胸髄損傷以上 

 完全麻痺に多発し,不全麻痺での症例は減少する。

急性期より慢性期に多くみる。 

 発作性高血圧,顔面紅潮,結膜充血,発汗等が特徴

である。 

⑧体温調節障害 上部胸髄損傷以上 
 急性期及び慢性期に発症する。 

 完全麻痺に多い。 

⑨肩手症候群 頸髄損傷  麻痺域の肩及び上肢に痛みがある。 

⑩間接周囲異所性骨化（麻痺

域） 
不特定 

 麻痺域に限る。 

 主に股関節,膝関節に発症する。 

 骨代謝異常により骨内のカルシウムが脱出すること

によるが,関節周囲では逆にカルシウムが集着,骨化

することによる。 

⑪間接拘縮（麻痺域） 不特定  麻痺域に限る。 

⑫せき柱の変形 不特定 
 せき柱の損傷により生ずる場合（後彎）及び左右の

神経麻痺の差により生ずる場合（側彎）がある。 

⑬外傷後せき髄空洞症 不特定 

 せき髄損傷部位から発症し,上位部位へ空洞化が

進行することが多い。 

 これに空洞部分に脳せき髄液が溜まり,これにより麻

痺域が上位部位に進行するものである。 

⑭人工呼吸中の気管内チュー

ブによる気管粘膜の潰瘍又は声

門,気管狭窄 

頸髄損傷 
 人工呼吸のため気管を切開し,チューブを通し強制

呼吸をすることによる。 
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疾 病 名 損傷部位 発生機序及び特徴 

⑮肺感染症（含肺炎） 頸髄損傷 
 自己能力により肺内異物（痰等）の体外排出が不能

であることにより,肺感染症へと発展する。 

⑯無気肺 頸髄損傷 
 自己能力により肺内異物（痰等）の体外排出が不能

であることにより,肺炎,無気肺へと発展する。 

⑰尿路,性器感染症（膀胱炎,尿

道炎,尿管炎,前立腺炎,副睾丸

炎） 

不特定  療養中高率に発症する。 

⑱尿路結石症 不特定  尿路感染から尿路結石症へ発展する。 

⑲腎盂腎炎,菌血症 不特定 

 尿路感染が有力な前提である。 

 尿路感染が膀胱にとどまっている限り,腎盂腎炎に

発展することはないが,膀胱・尿管逆流が加わった場

合に発症しやすい。 

⑳膿腎症 不特定 

 水腎症,水尿管症に尿路感染が加わったものをい

う。尿路結石症があれば悪化しやすいが,結石がなく

ても発症する。 

21 水腎症,水尿管症 不特定 
 大部分が尿流停滞と腎盂腎炎の繰り返しにより生

ずる。 

22 腎不全 不特定 
 両側の膿腎症,慢性腎盂腎炎から腎不全へと発展

するが,尿路結石症があれば発症しやすい。 

23 膀胱がん 不特定 

 尿路感染症や物理的刺激（炎症やカテーテルによ

る。）により,多くは膀胱粘膜表面が扁平上皮に変化

し,膀胱がんとなることがある。 

24 感染症（骨髄炎,化膿性関節

炎,敗血症） 
不特定 

 褥瘡部にふん便,接触衣類等からの細菌が感染し,

十分な治療が行われない場合に,これらの細菌が骨

髄,関節部,全身に回り発症する。 

25 血栓性静脈炎 不特定 
 静脈の血流能力の低下により静脈内の血液うっ滞,

静脈血栓の形成へと発展する。 
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疾 病 名 損傷部位 発生機序及び特徴 

⑮肺感染症（含肺炎） 頸髄損傷 
 自己能力により肺内異物（痰等）の体外排出が不能

であることにより,肺感染症へと発展する。 

⑯無気肺 頸髄損傷 
 自己能力により肺内異物（痰等）の体外排出が不能

であることにより,肺炎,無気肺へと発展する。 

⑰尿路,性器感染症（膀胱炎,尿

道炎,尿管炎,前立腺炎,副睾丸

炎） 

不特定  療養中高率に発症する。 

⑱尿路結石症 不特定  尿路感染から尿路結石症へ発展する。 

⑲腎盂腎炎,菌血症 不特定 

 尿路感染が有力な前提である。 

 尿路感染が膀胱にとどまっている限り,腎盂腎炎に

発展することはないが,膀胱・尿管逆流が加わった場

合に発症しやすい。 

⑳膿腎症 不特定 

 水腎症,水尿管症に尿路感染が加わったものをい

う。尿路結石症があれば悪化しやすいが,結石がなく

ても発症する。 

21 水腎症,水尿管症 不特定 
 大部分が尿流停滞と腎盂腎炎の繰り返しにより生

ずる。 

22 腎不全 不特定 
 両側の膿腎症,慢性腎盂腎炎から腎不全へと発展

するが,尿路結石症があれば発症しやすい。 

23 膀胱がん 不特定 

 尿路感染症や物理的刺激（炎症やカテーテルによ

る。）により,多くは膀胱粘膜表面が扁平上皮に変化

し,膀胱がんとなることがある。 

24 感染症（骨髄炎,化膿性関節

炎,敗血症） 
不特定 

 褥瘡部にふん便,接触衣類等からの細菌が感染し,

十分な治療が行われない場合に,これらの細菌が骨

髄,関節部,全身に回り発症する。 

25 血栓性静脈炎 不特定 
 静脈の血流能力の低下により静脈内の血液うっ滞,

静脈血栓の形成へと発展する。 
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Ⅰ  はじめに 

せき髄損傷者については,せき髄の損傷という重篤な障害が長期間にわたって継続すること等

から,種々の疾病を併発することが多いということが指摘されている。 

せき髄損傷と医学的に明らかな因果関係が認められるものとしては,褥瘡(床ずれ),尿路感染

症があるが,胃・十二指腸潰瘍のようにせき髄損傷との因果関係の未解明のものの請求について

は,個々の事案ごとに症状経過等を調査し,必要に応じ専門医の意見を徴する等により処理が行

われている。 

また,最近における臨床医学の進歩は,せき髄損傷による死亡率を減少させるとともに,慢性期

に移行したせき髄損傷者の増加,高齢化をみることとなり,療養中のせき髄損傷者に従来にも増

して様々の疾病が発症し,その原因が業務上の原疾患であるせき髄損傷と因果関係が明確にある

か否かについての判断に苦慮する事案の増加が見受けられるところである。 

労災保険制度では,労働者の負傷,疾病,障害又は死亡が業務に起因するものと明らかに認めら

れる場合に,所定の補償を行うこととされており,せき髄損傷により,長期にわたり療養を継続し

ている者の疾病についても同様の考え方により取り扱うためには,せき髄損傷に併発して発症し

た疾病(本報告書では症状を含む。以下「併発疾病」という。)と原疾患であるせき髄損傷との因

果関係を明確にすることが重要である。 

このため,関係の医学専門家からなる本専門家会議の小委員会において,せき髄損傷者の併発

疾病に係る医学情報の収集を図り,その内容を検討評価し,せき髄損傷との因果関係を明確にす

るよう必要な検討を行ったところである。 
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本報告は,小委員会におけるこのような検討の結果を踏まえ,現時点における最新の医学的知

見として取りまとめたものである。 

 

Ⅱ  併発疾病の考え方について 

およそ労働者に生ずる疾病については,一般に,多数の原因又は条件が競合しており,このよう

な広義の条件の一つとして,労働あるいは業務が介在することを完全に否定し得るものは極めて

稀であると考えられる。 

労災保険制度において業務上の疾病とは,このような単に条件関係があることをもって直ちに

業務と疾病との間に因果関係が認められるものではなく,業務と疾病との間に相当因果関係があ

る場合に,はじめて業務上の疾病として取り扱われるべきものとされている。 

このような考え方に基づいて,業務上の疾病に付随する疾病,すなわち,併発疾病についても,

医学経験則により原疾患との因果関係が明確に認められるときは,当該原疾患と一体のものとし

て,業務上の疾病として取り扱われるべきものとされている。 

したがって,人が通常罹患するような疾病が,たまたま業務上の疾病と同時に又は後発して併

発しても,その併発症に係る部分については,一般に,因果関係は認められないとされている。 

なお,このような併発疾病が業務上の疾病として取り扱われるものとして,一般的には,次のよ

うな区分がなされている。 

①  業務上の疾病の経過中又はその進展により当該業務上の疾病との関連で発症するもの 

②  業務上の疾病を母地として細菌感染等の外因が加わって発症するもの 

③  業務上の疾病に有意な高率で合併するもの 

④  業務上の疾病の治療の際の薬剤による副作用等を原因として発症するもの 

 

Ⅲ  せき髄損傷者の併発疾病の分類について 

1   分類の考え方 

個別の併発疾病を分類するに当たり,主として文献の収集,分析,評価を行い,医学経験則を

踏まえて検討したが,その結果,次のような分類によることとした。 

①  せき髄損傷と併発疾病との間に因果関係が認められるもの 

②  せき髄損傷と併発疾病との間に因果関係が不明確なもの 

③  せき髄損傷と併発疾病との間に因果関係が認められないもの 

以上の併発疾病の分類は,せき髄損傷により長期にわたり療養をしている者に発症した併

発疾病について分類したが,以下に併発疾病の分類を具体的に説明する。 

(1)  せき髄損傷と併発疾病との間に因果関係が認められるもの 

本分類は,一般に医学経験則上因果関係が認められるが,個々の事案について,必要に応

じて,損傷部位,損傷の程度,症状経過,病像,他の原因との鑑別などにより検討,判断され

るべきものをいう。 

(2)  せき髄損傷と併発疾病との間に因果関係が不明確なもの 

本分類は,医学経験則上因果関係が明らかでないため,一般的には業務上の疾病として

取り扱われるべきではないが,個々の事案について検討の対象となるべきものをいう。 

(3)  せき髄損傷と併発疾病との間に因果関係が認められないもの 

本分類は,収集した医学情報には因果関係を示唆するものもあるが,検討の結果,医学経

験則上因果関係が認められないものである。 

なお,せき髄損傷の治療の際の薬剤による副作用等が疑われる場合,その併発疾病につ
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本報告は,小委員会におけるこのような検討の結果を踏まえ,現時点における最新の医学的知

見として取りまとめたものである。 

 

Ⅱ  併発疾病の考え方について 

およそ労働者に生ずる疾病については,一般に,多数の原因又は条件が競合しており,このよう

な広義の条件の一つとして,労働あるいは業務が介在することを完全に否定し得るものは極めて

稀であると考えられる。 

労災保険制度において業務上の疾病とは,このような単に条件関係があることをもって直ちに

業務と疾病との間に因果関係が認められるものではなく,業務と疾病との間に相当因果関係があ

る場合に,はじめて業務上の疾病として取り扱われるべきものとされている。 

このような考え方に基づいて,業務上の疾病に付随する疾病,すなわち,併発疾病についても,

医学経験則により原疾患との因果関係が明確に認められるときは,当該原疾患と一体のものとし

て,業務上の疾病として取り扱われるべきものとされている。 

したがって,人が通常罹患するような疾病が,たまたま業務上の疾病と同時に又は後発して併

発しても,その併発症に係る部分については,一般に,因果関係は認められないとされている。 

なお,このような併発疾病が業務上の疾病として取り扱われるものとして,一般的には,次のよ

うな区分がなされている。 

①  業務上の疾病の経過中又はその進展により当該業務上の疾病との関連で発症するもの 

②  業務上の疾病を母地として細菌感染等の外因が加わって発症するもの 

③  業務上の疾病に有意な高率で合併するもの 

④  業務上の疾病の治療の際の薬剤による副作用等を原因として発症するもの 

 

Ⅲ  せき髄損傷者の併発疾病の分類について 

1   分類の考え方 

個別の併発疾病を分類するに当たり,主として文献の収集,分析,評価を行い,医学経験則を

踏まえて検討したが,その結果,次のような分類によることとした。 

①  せき髄損傷と併発疾病との間に因果関係が認められるもの 

②  せき髄損傷と併発疾病との間に因果関係が不明確なもの 

③  せき髄損傷と併発疾病との間に因果関係が認められないもの 

以上の併発疾病の分類は,せき髄損傷により長期にわたり療養をしている者に発症した併

発疾病について分類したが,以下に併発疾病の分類を具体的に説明する。 

(1)  せき髄損傷と併発疾病との間に因果関係が認められるもの 

本分類は,一般に医学経験則上因果関係が認められるが,個々の事案について,必要に応

じて,損傷部位,損傷の程度,症状経過,病像,他の原因との鑑別などにより検討,判断され

るべきものをいう。 

(2)  せき髄損傷と併発疾病との間に因果関係が不明確なもの 

本分類は,医学経験則上因果関係が明らかでないため,一般的には業務上の疾病として

取り扱われるべきではないが,個々の事案について検討の対象となるべきものをいう。 

(3)  せき髄損傷と併発疾病との間に因果関係が認められないもの 

本分類は,収集した医学情報には因果関係を示唆するものもあるが,検討の結果,医学経

験則上因果関係が認められないものである。 

なお,せき髄損傷の治療の際の薬剤による副作用等が疑われる場合,その併発疾病につ

いては,個々の症例及び薬剤ごとに医学的な検討が行われるものであり,本分類では掲げ

ないこととした。 

2   急性期の症状等の考え方 

せき髄損傷により長期にわたり療養を継続している者の併発疾病について,せき髄損傷との

因果関係を明確にするための検討を行うこととされていることから,次のものは,前記Ⅲの1の

分類から除外することとした。 

①  急性期に発症するもの又は急性期から症状が引き続いているもの 

②  せき髄損傷で療養中に新たに負傷等が原因となり発症したもの 

以上について具体的に説明する。 

(1)  急性期に発症するもの又は急性期から症状が引き続いているもの 

本分類は,受傷時に発症する疾病又は受傷時に発症し慢性期にも継続している疾病であ

るため,業務上の疾病であるせき髄損傷と一体のものとして,せき髄損傷の治療と併せて

行われるべきものである。 

(2)  せき髄損傷で療養中に新たに負傷等が原因となり発症したもの 

本分類は,せき髄損傷とは異なる負傷等の新たな原因により引き起こされるものである

ため,検討の対象とする併発疾病に含めないこととし,これらの疾病に係る因果関係の有

無は,別途に検討されることとなるべきものである。 

なお,本報告でいう「急性期」とは,受傷からせき髄ショックを脱するまでの期間をいい,

症例により相違はあるが,受傷からおおむね2～3カ月までの期間を指すものである。また,

「慢性期」とは,急性期以降を指し,せき髄ショックを脱し,全身状態が比較的に安定した

状態をいう。 

 

Ⅳ  個別の併発疾病の分類について 

検討した併発疾病を前記Ⅲの疾病の分類により区分した結果は次のとおりであるが,この分類

に区分するに際して,個々の併発疾病ごとに,せき髄損傷の部位が特定できるものはその旨を明

らかにするとともに,せき髄損傷の程度により症状の違いが明らかなものについては,損傷の程

度を完全麻痺,不全麻痺に区分し記載することとした。 

なお,本分類に掲げられていない併発疾病については,個々の事案ごとに検討し,因果関係を明

確にすべきものと考える。 

1   前記Ⅲの1の(1)「せき髄損傷と併発疾病との間に因果関係が認められるもの」に分類される

もの 

本分類は,一般に医学経験則上因果関係が認められるが,個々の事案について,必要に応じ

て,損傷部位,損傷の程度,症状経過,病像,他の原因との鑑別などにより検討,判断されるべき

ものをいう。 

①「褥瘡」 

・ 損傷部位      不特定 

・ 発生機序,特徴    感覚脱失等の障害と運動麻痺が併発しているため,体位変換等

         が十分に行われない場合に発症する。 

   ②「皮膚がん（褥瘡がん）」 

    ・ 損傷部位      不特定 

    ・ 発生機序,特徴    褥瘡が長期に至った場合にがんが発症することがある。この場

合,褥瘡が存することが前提となる。 
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   ③「起立性低血圧」 

    ・ 損傷部位      上部胸髄損傷以上（特に頸髄損傷） 

    ・ 発生機序,特徴    急性期に発症するが,慢性期にも高率に発症する。 

   ④「運動障害域の神経病性関節症」 

    ・ 損傷部位      不特定 

    ・ 発生機序,特徴    不全麻痺に発症する例が多い。 

   ⑤「運動障害域の痙縮亢進」 

    ・ 損傷部位      不特定 

    ・ 発生機序,特徴    麻痺域に限る。 

                不全麻痺,上位部位のせき髄損傷者ほど発症例は多い。 

   ⑥「麻痺域疼痛（感覚脱失性疼痛）」 

    ・ 損傷部位      不特定 

    ・ 発生機序,特徴    せき柱損傷部位周辺あるいは,麻痺した下肢部分に疼痛があり, 

               慢性化するほど強くなる。 

   ⑦「自立神経過反射」 

    ・ 損傷部位      上部胸髄損傷以上 

    ・ 発生機序,特徴    完全麻痺に多発し,不全麻痺での症例は減少する。急性期より

慢性期に多くみる。 

                発作性高血圧,顔面紅潮,結膜充血,発汗などが特徴である。 

   ⑧「体温調節障害」 

    ・ 損傷部位      上部胸髄損傷以上 

    ・ 発生機序,特徴    急性期及び慢性期に発症する。 

                完全麻痺に多い。 

   ⑨「肩手症候群」 

    ・ 損傷部位      頸髄損傷 

    ・ 発生機序,特徴    麻痺域の肩及び上肢に痛みがある。 

   ⑩「関節周囲異所性骨化（麻痺域）」 

    ・ 損傷部位      不特定 

    ・ 発生機序,特徴    麻痺域に限る。 

                主に股関節,膝関節に発症する。 

                骨代謝異常により骨内のカルシウムが脱出し,一方関節周囲で

は逆にカルシウムが集着,骨化することによる。 

   ⑪「関節拘縮（麻痺域）」 

    ・ 損傷部位      不特定 

    ・ 発生機序,特徴    麻痺域に限る。 

   ⑫「せき柱の変形」 

    ・ 損傷部位      不特定 

    ・ 発生機序,特徴    せき柱の損傷により生ずる場合（後彎）及び左右の神経麻痺の

差により生ずる場合（側彎）がある。 

   ⑬「外傷後せき髄空洞症」  

    ・ 損傷部位      不特定 

    ・ 発生機序,特徴    せき髄損傷部位から発症し,上位部位へ空洞化が進行すること
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   ③「起立性低血圧」 

    ・ 損傷部位      上部胸髄損傷以上（特に頸髄損傷） 

    ・ 発生機序,特徴    急性期に発症するが,慢性期にも高率に発症する。 

   ④「運動障害域の神経病性関節症」 

    ・ 損傷部位      不特定 

    ・ 発生機序,特徴    不全麻痺に発症する例が多い。 

   ⑤「運動障害域の痙縮亢進」 

    ・ 損傷部位      不特定 

    ・ 発生機序,特徴    麻痺域に限る。 

                不全麻痺,上位部位のせき髄損傷者ほど発症例は多い。 

   ⑥「麻痺域疼痛（感覚脱失性疼痛）」 

    ・ 損傷部位      不特定 

    ・ 発生機序,特徴    せき柱損傷部位周辺あるいは,麻痺した下肢部分に疼痛があり, 

               慢性化するほど強くなる。 

   ⑦「自立神経過反射」 

    ・ 損傷部位      上部胸髄損傷以上 

    ・ 発生機序,特徴    完全麻痺に多発し,不全麻痺での症例は減少する。急性期より

慢性期に多くみる。 

                発作性高血圧,顔面紅潮,結膜充血,発汗などが特徴である。 

   ⑧「体温調節障害」 

    ・ 損傷部位      上部胸髄損傷以上 

    ・ 発生機序,特徴    急性期及び慢性期に発症する。 

                完全麻痺に多い。 

   ⑨「肩手症候群」 

    ・ 損傷部位      頸髄損傷 

    ・ 発生機序,特徴    麻痺域の肩及び上肢に痛みがある。 

   ⑩「関節周囲異所性骨化（麻痺域）」 

    ・ 損傷部位      不特定 

    ・ 発生機序,特徴    麻痺域に限る。 

                主に股関節,膝関節に発症する。 

                骨代謝異常により骨内のカルシウムが脱出し,一方関節周囲で

は逆にカルシウムが集着,骨化することによる。 

   ⑪「関節拘縮（麻痺域）」 

    ・ 損傷部位      不特定 

    ・ 発生機序,特徴    麻痺域に限る。 

   ⑫「せき柱の変形」 

    ・ 損傷部位      不特定 

    ・ 発生機序,特徴    せき柱の損傷により生ずる場合（後彎）及び左右の神経麻痺の

差により生ずる場合（側彎）がある。 

   ⑬「外傷後せき髄空洞症」  

    ・ 損傷部位      不特定 

    ・ 発生機序,特徴    せき髄損傷部位から発症し,上位部位へ空洞化が進行すること

が多い。 

                これは空洞部分に脳せき髄液が溜まり,これにより麻痺域が上

位部位に進行するものである。 

   ⑭「人工呼吸中の気管内チューブによる気管粘膜の潰瘍又は声門,気管狭窄」 

    ・ 損傷部位      頸髄損傷 

    ・ 発生機序,特徴    人工呼吸のため気管を切開し,チューブを通し強制呼吸をする

ことによる。 

   ⑮「肺感染症（含肺炎）」 

    ・ 損傷部位      頸髄損傷 

    ・ 発生機序,特徴    自己能力により肺内異物（痰等）の体外排出が不能であること

により,肺感染症へと発展する。 

   ⑯「無気肺」 

    ・ 損傷部位      頸髄損傷 

    ・ 発生機序,特徴    自己能力による肺内異物（痰等）の体外排出が不能であること

により,肺炎,無気肺へと発展する。 

   ⑰「尿路,性器感染症（膀胱炎,尿道炎,尿管炎,前立腺炎,副睾丸炎）」 

    ・ 損傷部位      不特定 

    ・ 発生機序,特徴    療養中高率に発症する。 

   ⑱「尿路結石症」 

    ・ 損傷部位      不特定 

    ・ 発生機序,特徴    尿路感染から尿路結石症へ発展する。 

   ⑲「腎盂腎炎,菌血症」 

    ・ 損傷部位      不特定 

    ・ 発生機序,特徴    尿路感染が有力な前提である。 

                尿路感染が膀胱にとどまっている限り,腎盂腎炎に発展する事

はないが,膀胱・尿管逆流が加わった場合に発症しやすい。 

   ⑳「膿腎症」 

・ 損傷部位      不特定 

・ 発生機序,特徴    水腎症,水尿管症に尿路感染が加わったものをいう。尿路結石症

         があれば悪化しやすいが,結石がなくても発症する。 

   21「水腎症,水尿管症」 

    ・ 損傷部位      不特定 

    ・ 発生機序,特徴    本症は,大部分が尿流停滞と腎盂腎炎の繰り返しにより生ずる。 

   22「腎不全」 

    ・ 損傷部位      不特定 

    ・ 発生機序,特徴    両側の膿腎症,慢性腎盂腎炎から腎不全へと発展するが,尿路結

               石症があれば発症しやすい。 

   23「膀胱がん」 

    ・ 損傷部位      不特定 

    ・ 発生機序,特徴    尿路感染症や物理的刺激（炎症やカテーテルによる。）により,

               多くは膀胱粘膜表面が扁平上皮に変化し,膀胱がんとなることが 

               ある。 
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   24「感染症（骨髄炎,化膿性関節炎,敗血症）」 

    ・ 損傷部位      不特定 

    ・ 発生機序,特徴    褥瘡部にふん便,接触衣類等からの細菌が感染し,十分な治療が 

               行われない場合に,これらの細菌が骨髄,関節部,全身に回り発症 

               する。 

   25「血栓性静脈炎」 

    ・ 損傷部位      不特定 

    ・ 発生機序,特徴    静脈の血流能力の低下により静脈内の血液うっ滞,静脈血栓の 

               形成へと発展する。 

2   前記Ⅲの1の(2)「せき髄損傷と併発疾病との間に因果関係が不明確なもの」に分類されるも

の 

本分類は,医学経験則上因果関係が明らかでないため,一般的には業務上の疾病として取り

扱われないが,個々の事案について検討の対象とすべきものをいう。 

①  「睡眠時無呼吸」 

②  「胃・十二指腸潰瘍」 

③  「上部消化管出血」 

3   前記Ⅲの1の(3)「せき髄損傷と併発疾病との間に因果関係が認められないもの」に分類され

るもの 

本分類は,収集した医学情報には因果関係を示唆するものもあるが,検討の結果,医学経験則

上因果関係が認められないものである。 

①  「頑癬,白癬」 

②  「高血圧,動脈硬化症」 

③  「糖代謝異常,糖尿病」 

④  「抗利尿ホルモン分泌異常症候群」 

⑤  「気管支喘息」 

⑥  「胃がん等上部消化管悪性新生物」 

⑦  「膵炎」 

⑧  「尿崩症」 

4   急性期の症状等 

(1)  前記Ⅲの2の(1)「急性期に発症するもの又は急性期から症状が引き続いているもの」に分

類されるもの 

本分類は,受傷時に発症する疾病又は受傷時に発症し慢性期にも継続している疾病である

ため,業務上の疾病であるせき髄損傷と一体のものとして,せき髄損傷の治療と併せて行わ

れるべきものである。 

  ①「迷走神経反射による徐脈,心停止」急性期に発症 

  ②「起立性低血圧」         急性期に発症 

                    慢性期に発症するものは前記Ⅳの1 

    ③「体温調節障害」         急性期に発症 

                    慢性期に発症するものは前記Ⅳの1 

  ④「横隔膜神経麻痺による呼吸停止」 急性期から症状が引き続いているもの 

  ⑤「無気肺」            急性期に発症 

                    慢性期に発症するものは前記Ⅳの1 
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   24「感染症（骨髄炎,化膿性関節炎,敗血症）」 

    ・ 損傷部位      不特定 

    ・ 発生機序,特徴    褥瘡部にふん便,接触衣類等からの細菌が感染し,十分な治療が 

               行われない場合に,これらの細菌が骨髄,関節部,全身に回り発症 

               する。 

   25「血栓性静脈炎」 

    ・ 損傷部位      不特定 

    ・ 発生機序,特徴    静脈の血流能力の低下により静脈内の血液うっ滞,静脈血栓の 

               形成へと発展する。 

2   前記Ⅲの1の(2)「せき髄損傷と併発疾病との間に因果関係が不明確なもの」に分類されるも

の 

本分類は,医学経験則上因果関係が明らかでないため,一般的には業務上の疾病として取り

扱われないが,個々の事案について検討の対象とすべきものをいう。 

①  「睡眠時無呼吸」 

②  「胃・十二指腸潰瘍」 

③  「上部消化管出血」 

3   前記Ⅲの1の(3)「せき髄損傷と併発疾病との間に因果関係が認められないもの」に分類され

るもの 

本分類は,収集した医学情報には因果関係を示唆するものもあるが,検討の結果,医学経験則

上因果関係が認められないものである。 

①  「頑癬,白癬」 

②  「高血圧,動脈硬化症」 

③  「糖代謝異常,糖尿病」 

④  「抗利尿ホルモン分泌異常症候群」 

⑤  「気管支喘息」 

⑥  「胃がん等上部消化管悪性新生物」 

⑦  「膵炎」 

⑧  「尿崩症」 

4   急性期の症状等 

(1)  前記Ⅲの2の(1)「急性期に発症するもの又は急性期から症状が引き続いているもの」に分

類されるもの 

本分類は,受傷時に発症する疾病又は受傷時に発症し慢性期にも継続している疾病である

ため,業務上の疾病であるせき髄損傷と一体のものとして,せき髄損傷の治療と併せて行わ

れるべきものである。 

  ①「迷走神経反射による徐脈,心停止」急性期に発症 

  ②「起立性低血圧」         急性期に発症 

                    慢性期に発症するものは前記Ⅳの1 

    ③「体温調節障害」         急性期に発症 

                    慢性期に発症するものは前記Ⅳの1 

  ④「横隔膜神経麻痺による呼吸停止」 急性期から症状が引き続いているもの 

  ⑤「無気肺」            急性期に発症 

                    慢性期に発症するものは前記Ⅳの1 

  ⑥「肺感染症（含肺炎）」      急性期に発症 

                    慢性期に発症するものは前記Ⅳの1 

  ⑦「気管支痙攣」          急性期に発症 

  ⑧「成人型呼吸窮迫症候群（ARDS）」 急性期に発症 

  ⑨「肺水腫」            急性期に発症 

  ⑩「肺塞栓」            急性期に発症 

  ⑪「肋骨骨折等による血気胸」    急性期に発症 

  ⑫「くも膜下胸膜瘻」        急性期に発症 

  ⑬「横隔膜破裂」          急性期に発症 

  ⑭「急性胃拡張」          急性期に発症 

  ⑮「胃・十二指腸潰瘍」       急性期に発症 

                    慢性期に発症するものは前記Ⅳの2 

  ⑯「上部消化管出血」        急性期に発症 

                    慢性期に発症するものは前記Ⅳの2 

  ⑰「麻痺性イレウス」        急性期に発症 

  ⑱「血栓性静脈炎」         急性期に発症 

                    慢性期に発症するものは前記Ⅳの1 

  ⑲「性機能不全」          急性期から症状が引き続いているもの 

  ⑳「排便障害」           急性期から症状が引き続いているもの 

 

(2)  前記Ⅲの2の(2)「せき髄損傷で療養中新たに負傷等が原因となり発症したもの」に分類さ

れるもの 

本分類は,せき髄損傷とは異なる負傷等の新たな原因により引き起こされるものであるた

め,検討の対象とする併発疾病に含めないこととし,これらの疾病に係る因果関係の有無は,

別途に検討されるとこととなるべきものである。 

①  「感覚障害域の熱傷」 

②  「運動障害域の骨萎縮による病的骨折」 
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基 発 第 8 1 0 号 

昭 和 5 1 年 1 1 月 8 日 

改 正 基 発 1 0 0 1 第 8 号  

平 成 2 5 年 1 0 月 1 日 

改 正 基 発 0 4 1 0 第 １ 号  

平 成 3 1 年 ４ 月 1 0 日 

改 正 基 発 第 0 1 1 8 第 ８ 号  

令 和 ５ 年 １ 月 1 8 日 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

電離放射線に係る疾病の業務上外の認定基準について 

 

標記疾病の認定については,今後,下記によることとし,これに関する従来の通達(昭和38年3月12

日付け基発第239号(昭和39年9月8日付け基発第1049号により一部改正))は廃止することとしたの

で,了知されるとともに事務処理に遺憾のないようにされたい。 

なお,この取扱いの改正は,「電離放射線障害の業務上外の認定基準の検討に関する専門家会議」

において先般取りまとめられた結論に基づいて行ったものである。 

また,この通達の解説部分は,電離放射線障害の類型,電離放射線障害の認定基準及び被ばく線量

の評価について解説したものであり,通達本文と一体のものとして取り扱われるべきものである。 

 

記 

 

第1   電離放射線障害の類型について 

電離放射線障害防止規則(昭和47年労働省令第41号)第2条第1項に規定する電離放射線(以下

「電離放射線」という。)に被ばくする業務に従事し,又は従事していた労働者に電離放射線に

起因して発生すると考えられる疾病は,次のとおりである。 

1   急性放射線障害 

比較的短い期間に大量の電離放射線に被ばくしたことにより生じた障害をいい,これに該当

するものは,次のとおりである。 

(1)  急性放射線症(急性放射線死を含む。) 

(2)  急性放射線皮膚障害 

(3)  その他の急性局所放射線障害(上記(1)及び(2)に該当するものを除く。) 

2   慢性的被ばくによる電離放射線障害 

長時間にわたり連続的又は継続的電離放射線に被ばくしたことにより生じた障害をいい,こ

れに該当するものは,次のとおりである。 

(1)  慢性放射線皮膚障害 

(2)  放射線造血器障害(白血病及び再生不良性貧血を除く。) 

3   電離放射線による悪性新生物 
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電離放射線に被ばくした後,比較的長い潜伏期間を経て現われる悪性新生物をいい,これに

該当するものは,次のとおりである。 

(1)  白血病 

(2)  電離放射線の外部被ばくによって生じた次に掲げる原発性の悪性新生物 

イ  皮膚がん 

ロ  甲状腺がん 

ハ  骨の悪性新生物 

(3)  電離放射線の内部被ばくによって生じた次に掲げる特定臓器の悪性新生物 

イ  肺がん 

ロ  骨の悪性新生物 

ハ  肝及び胆道系の悪性新生物 

ニ  甲状腺がん 

4   電離放射線による退行性疾患等 

上記1から3までに掲げる疾病以外の疾病で,相当量の電離放射線に被ばくしたことによって

起こり得るものは,次のとおりである。 

(1)  白内障 

(2)  再生不良性貧血 

(3)  骨壊疽,骨粗鬆症 

(4)  その他身体局所に生じた線維症等 

 

第2   電離放射線に係る疾病の認定について 

電離放射線に被ばくする業務に従事し,又は従事していた労働者に上記第1の「電離放射線障

害の類型」のうち,急性放射線症,急性放射線皮膚障害,慢性放射線皮膚障害,放射線造血器障害

(白血病及び再生不良性貧血を除く。),白血病又は白内障が発生した場合で,これらの疾病ごと

に以下に掲げる要件に該当し,医学上療養が必要であると認められるときは,白血病以外の疾

病については,労働基準法施行規則別表第1の2第2号5,白血病については同別表第7号15に該当

する業務上の疾病として取り扱う。 

なお,以下に認定基準を定めていない電離放射線障害,認定基準を定めている疾病のうち白

血病及び認定基準により判断し難い電離放射線障害に係る事案の業務上外の認定については,

別添「電離放射線に係る疾病の業務起因性判断のための調査実施要領」（略）により調査して

得た関係資料を添えて本省にりん伺されたい。 

1   急性放射線症 

次に掲げる要件のいずれにも該当すること。 

(1)  比較的短い期間に相当量の電離放射線を全身又は身体の広範囲に被ばくした事実がある

こと。 

(2)  被ばく後数週間以内に発生した疾病であること。 

(3)  次のイからニまでに掲げる症状のうちいずれかの症状が認められる疾病であること。 

イ  はき気,嘔吐等の症状 

ロ  不安感,無力感,易疲労感等の精神症状 

ハ  白血球減少等の血液変化 

ニ  出血,発熱,下痢等の症状 

2   急性放射線皮膚障害 
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電離放射線に被ばくした後,比較的長い潜伏期間を経て現われる悪性新生物をいい,これに

該当するものは,次のとおりである。 

(1)  白血病 

(2)  電離放射線の外部被ばくによって生じた次に掲げる原発性の悪性新生物 

イ  皮膚がん 

ロ  甲状腺がん 

ハ  骨の悪性新生物 

(3)  電離放射線の内部被ばくによって生じた次に掲げる特定臓器の悪性新生物 

イ  肺がん 

ロ  骨の悪性新生物 

ハ  肝及び胆道系の悪性新生物 

ニ  甲状腺がん 

4   電離放射線による退行性疾患等 

上記1から3までに掲げる疾病以外の疾病で,相当量の電離放射線に被ばくしたことによって

起こり得るものは,次のとおりである。 

(1)  白内障 

(2)  再生不良性貧血 

(3)  骨壊疽,骨粗鬆症 

(4)  その他身体局所に生じた線維症等 

 

第2   電離放射線に係る疾病の認定について 

電離放射線に被ばくする業務に従事し,又は従事していた労働者に上記第1の「電離放射線障

害の類型」のうち,急性放射線症,急性放射線皮膚障害,慢性放射線皮膚障害,放射線造血器障害

(白血病及び再生不良性貧血を除く。),白血病又は白内障が発生した場合で,これらの疾病ごと

に以下に掲げる要件に該当し,医学上療養が必要であると認められるときは,白血病以外の疾

病については,労働基準法施行規則別表第1の2第2号5,白血病については同別表第7号15に該当

する業務上の疾病として取り扱う。 

なお,以下に認定基準を定めていない電離放射線障害,認定基準を定めている疾病のうち白

血病及び認定基準により判断し難い電離放射線障害に係る事案の業務上外の認定については,

別添「電離放射線に係る疾病の業務起因性判断のための調査実施要領」（略）により調査して

得た関係資料を添えて本省にりん伺されたい。 

1   急性放射線症 

次に掲げる要件のいずれにも該当すること。 

(1)  比較的短い期間に相当量の電離放射線を全身又は身体の広範囲に被ばくした事実がある

こと。 

(2)  被ばく後数週間以内に発生した疾病であること。 

(3)  次のイからニまでに掲げる症状のうちいずれかの症状が認められる疾病であること。 

イ  はき気,嘔吐等の症状 

ロ  不安感,無力感,易疲労感等の精神症状 

ハ  白血球減少等の血液変化 

ニ  出血,発熱,下痢等の症状 

2   急性放射線皮膚障害 

次に掲げる要件のいずれにも該当すること。ただし,①労働者が大量の電離放射線に被ばく

したことにより発生した疾病で,被ばく後おおむね1日以内の間に発症する一過性の初期紅斑

を伴うもの,②大量の電離放射線に被ばくしたことに発生した疾病で,水泡,び爛のような強度

火傷と同様の症状が認められるもの及び③比較的短い期間に相当量の電離放射線に被ばくす

ることにより発生した急性放射線皮膚障害が治ゆしないうちに引き続いて生じた難治性の慢

性皮膚潰瘍又は治ゆした後に再発した難治性の慢性皮膚潰瘍が認められる疾病については,下

記(1)から(3)までに掲げる要件にかかわらず業務との関連があるものとして取り扱う。 

(1)  比較的短い期間に相当量の電離放射線を皮膚に被ばくした事実があること。 

(2)  被ばく後おおむね数時間又はこれを超える期間を経た後に発生した疾病であること。 

(3)  充血,紅斑,腫脹,脱毛等の症状が認められる疾病であること。 

3   慢性放射線皮膚障害 

次に掲げる要件のいずれにも該当すること。 

(1)  相当量の電離放射線を皮膚に慢性的に被ばくした事実があること。 

(2)  被ばく開始後おおむね数年又はこれを超える期間を経た後に発生した疾病であること。 

(3)  乾性落屑等の症状を経過した後に生じた慢性潰瘍又は機能障害を伴う萎縮性瘢痕が認め

られる疾病であること。 

4   放射線造血器障害 

次に掲げる要件のいずれにも該当すること。 

(1)  相当量の電離放射線に慢性的に被ばくした事実があること。 

(2)  被ばく開始後おおむね数週間又はこれを超える期間を経た後に発生した疾病であること。 

(3)  白血球減少等の血液変化が認められる疾病であること。 

5   白血病 

次に掲げる要件のいずれにも該当すること。 

(1)  相当量の電離放射線に被ばくした事実があること。 

(2)  被ばく開始後少なくとも1年を超える期間を経た後に発生した疾病であること。 

(3)  骨髄性白血病又はリンパ性白血病であること。 

6   白内障 

次に掲げる要件のいずれにも該当すること。 

(1)  相当量の電離放射線を眼に被ばくした事実があること。 

(2)  被ばく開始後少なくとも1年を超える期間を経た後に発生した疾病であること。 

(3)  水晶体混濁による視力障害を伴う白内障であること。 

 

(解説) 

第1   電離放射線障害の類型について 

1   疾病分類の趣旨 

本文記の第1は,電離放射線障害の業務起因性の判断上の便宜を考慮して分類したものであ

る。 

なお,電離放射線被ばくには,外部被ばくと内部被ばく(吸入,経口摂取又は無傷な若しくは

傷のある皮膚を通じて体内に入った放射性物質により受ける被ばくをいう。)があり,被ばくの

態様により障害の発生のし方が異なる場合があるので分類の際は特にこれを考慮した。 

2   疾病の説明 

(1)  本文記の第1の1の(3)の「その他の急性局所放射線障害」には,エックス線回折ビーム等に
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よる眼結膜炎,部分的な大量の電離放射線被ばく又は放射性物質の摂取により生じた臓器・

組織の急性疾患(例えば,放射線腎炎,放射線肝炎,放射線肺炎)等がある。なお,ここにいう

「局所」とは,白血球減少のような全身症状を伴わないことをいう。 

(2)  本文記の第1の4の(4)の「その他身体局所に生じた線維症等」には,電離放射線被ばくによ

り生じた肺の線維症があるほか慢性化した放射線皮膚障害の場には皮膚の線維化がみられ

ることがある。 

なお,ここにいう「身体局所」とは臓器・組織をいう。 

 

第2   電離放射線に係る疾病の認定について 

電離放射線障害は,その現われる症状や性質は極めて複雑多岐であり,かつ,特異性がなく,

個々の例においては他の原因により生ずる疾病との識別が困難なものが多い。 

したがって,電離放射線障害に関する業務起因性の判断に当たっては,その医学的診断,症状

のみならず,被災労働者の職歴(特に業務の種類,内容及び期間),疾病の発生原因となるべき身

体への電離放射線被ばくの有無及びその量等について別添「電離放射線障害に係る疾病の業務

起因性判断のための調査実施要領」（略）により調査し,検討する必要がある。 

1   急性放射線症について 

(1)  本文記の第2の1の(1)の「比較的短い期間」とは数日以内をいい,「相当量」とはおおむね

25レム(rem)又はこれを超える線量をいう。 

(2)  本文記の第2の1の(2)は,急性放射線症は一般に被ばく後数時間以内に発生することが多

く,数週間以上経過した後には起こり難いとの医学的知見に基づいて定めたものである。 

(3)  線量と症状発現の関係については,一般に次のようにいわれている。 

イ  おおむね25レムに満たない場合 一時的に血液変化を認める場合もあるが急性放射線症

の症状は呈さない。 

ロ  おおむね25レムから50レムである場合 血液変化を認める場合が多いが明らかな急性放

射線症の全身症状は来たさない。 

ハ  おおむね50レムを超える場合 線量の増加に伴って急性放射線症の症状が現われる。 

2   急性放射線皮膚障害について 

(1)  本文記の第2の2のただし書及び第2の2の(1)の「比較的短い期間」とは十数時間以内をい

い,「相当量」とは次の線量をいう。 

イ  1回の被ばくによる場合 おおむね500レム又はこれを超える線量 

ロ  間歇的被ばく又は放射性物質の付着による場合 おおむね1000レム又はこれを超える線

量 

(2)  本文記の第2の2の(2)については,急性放射線皮膚障害は2週間程度の期間を経た後に発生

することが多いことに留意する必要がある。 

3   慢性放射線皮膚障害について 

(1)  本文記の第2の3の(1)の「相当量の電離放射線を皮膚に慢性的に被ばくした事実があるこ

と。」とは,3カ月以上の期間におおむね2500レム又はこれを超える線量の電離放射線を皮膚

に慢性的に被ばくした事実があることをいう。 

(2)  慢性的に電離放射線に被ばくしやすい部位は手指であるが,手指の被ばく線量が測定され

ない場合が多いので,このような場合には現地調査,モデル実験等を行って線量を推定する

必要がある。 

4   放射線造血器障害について 
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よる眼結膜炎,部分的な大量の電離放射線被ばく又は放射性物質の摂取により生じた臓器・

組織の急性疾患(例えば,放射線腎炎,放射線肝炎,放射線肺炎)等がある。なお,ここにいう

「局所」とは,白血球減少のような全身症状を伴わないことをいう。 

(2)  本文記の第1の4の(4)の「その他身体局所に生じた線維症等」には,電離放射線被ばくによ

り生じた肺の線維症があるほか慢性化した放射線皮膚障害の場には皮膚の線維化がみられ

ることがある。 

なお,ここにいう「身体局所」とは臓器・組織をいう。 

 

第2   電離放射線に係る疾病の認定について 

電離放射線障害は,その現われる症状や性質は極めて複雑多岐であり,かつ,特異性がなく,

個々の例においては他の原因により生ずる疾病との識別が困難なものが多い。 

したがって,電離放射線障害に関する業務起因性の判断に当たっては,その医学的診断,症状

のみならず,被災労働者の職歴(特に業務の種類,内容及び期間),疾病の発生原因となるべき身

体への電離放射線被ばくの有無及びその量等について別添「電離放射線障害に係る疾病の業務

起因性判断のための調査実施要領」（略）により調査し,検討する必要がある。 

1   急性放射線症について 

(1)  本文記の第2の1の(1)の「比較的短い期間」とは数日以内をいい,「相当量」とはおおむね

25レム(rem)又はこれを超える線量をいう。 

(2)  本文記の第2の1の(2)は,急性放射線症は一般に被ばく後数時間以内に発生することが多

く,数週間以上経過した後には起こり難いとの医学的知見に基づいて定めたものである。 

(3)  線量と症状発現の関係については,一般に次のようにいわれている。 

イ  おおむね25レムに満たない場合 一時的に血液変化を認める場合もあるが急性放射線症

の症状は呈さない。 

ロ  おおむね25レムから50レムである場合 血液変化を認める場合が多いが明らかな急性放

射線症の全身症状は来たさない。 

ハ  おおむね50レムを超える場合 線量の増加に伴って急性放射線症の症状が現われる。 

2   急性放射線皮膚障害について 

(1)  本文記の第2の2のただし書及び第2の2の(1)の「比較的短い期間」とは十数時間以内をい

い,「相当量」とは次の線量をいう。 

イ  1回の被ばくによる場合 おおむね500レム又はこれを超える線量 

ロ  間歇的被ばく又は放射性物質の付着による場合 おおむね1000レム又はこれを超える線

量 

(2)  本文記の第2の2の(2)については,急性放射線皮膚障害は2週間程度の期間を経た後に発生

することが多いことに留意する必要がある。 

3   慢性放射線皮膚障害について 

(1)  本文記の第2の3の(1)の「相当量の電離放射線を皮膚に慢性的に被ばくした事実があるこ

と。」とは,3カ月以上の期間におおむね2500レム又はこれを超える線量の電離放射線を皮膚

に慢性的に被ばくした事実があることをいう。 

(2)  慢性的に電離放射線に被ばくしやすい部位は手指であるが,手指の被ばく線量が測定され

ない場合が多いので,このような場合には現地調査,モデル実験等を行って線量を推定する

必要がある。 

4   放射線造血器障害について 

(1)  本文記の第2の4の(1)の「相当量の電離放射線に慢性的に被ばくした事実があること。」

とは,おおむね1年間に5レム又は3カ月間に3レムを超える線量の電離放射線を慢性的に被ば

くした事実があることをいう。 

(2)  本文記の第2の4の(2)については,放射線造血器障害は被ばく開始後数年間を経た後に発

生することが多いことに留意する必要がある。 

(3)  本文記の第2の4の(3)の「白血球減少等の血液変化」については,過去の血液検査所見の経

過を観察のうえ判断する。 

十分な検査成績が得られない場合等当該症状の有無の判断が困難な場合には,当分の間,

次の表に示す各項目のいずれかの下限値を下廻り(すなわち,末梢血液1立方ミリメートル中

の白血球数が男女ともそれぞれ4,000個未満であるか,末梢血液1立方ミリメートル中の赤血

球数が男子においては400万個未満,女子においては350万個未満であるが,又は血液1デシ

リットル中の血色素量が男子においては12.0グラム未満,女子においては10.5グラム未満で

あるかのいずれかであること。),かつ,それがウィルス感染症による白血球減少,慢性の出血

による貧血のような他の疾患によるものでないと認められるものについては,血液変化が認

められたものとして取り扱う。 

        

         性 別 

項 目 
男   子 女   子 

末梢血液1立方ミリメートル中の

白血球数 
4000～9000個 4000～9000個 

末梢血液1立方ミリメートル中の

赤血球数 
400～600万個 350～550万個 

血液1デシリットル中の血色素量 12.0～17.0グラム 10.5～16.0グラム 

 

  （注）この表は,正常成人の大部分が示す範囲の数値を表示したものである。 

5   白血病について 

(1)  本文記の第2の5の(1)の「相当量」とは,業務により被ばくした線量の集積線量が次式で算

出される値以上の線量をいう。 

0.5レム×(電離放射線被ばくを受ける業務に従事した年数) 

(2)  白血病を起こす誘因として,電離放射線被ばくが唯一のものではない。また,白血病の発生

が電離放射線被ばくと関連があると考えられる症例においても,業務による電離放射線被ば

く線量に医療上の電離放射線被ばく線量等の業務以外の被ばく線量が加わって発生するこ

とが多い。このような場合には,業務による電離放射線被ばく線量が上記(1)の式で示される

値に比較的近いものでこれを下廻るときは,医療上の被ばく線量を加えて上記(1)で示され

る値に該当するか否かを考慮する必要がある。この場合,労働安全衛生法等の法令により事

業者に対し業務づけられた労働者の健康診断を実施したために被ばくしたエックス線のよ

うな電離放射線の被ばく線量は,業務起因性の判断を行うに際しては業務上の被ばく線量と

して取り扱う。 

6   白内障について 

(1)  本文記の第2の6の(1)の「相当量」とは,次の線量をいう。 
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イ  3カ月以内の期間における被ばくの場合 おおむね200レム又はこれを超える線量 

ロ  3カ月超える期間における被ばくの場合 おおむね500レム又はこれを超える線量 

(2)  電離放射線による白内障は,被ばく後長期間を経た後に発生するので,「老人性白内障」と

の鑑別が困難な場合が多い。したがって,被ばく線量を十分には握のうえ業務起因性を判断

することが必要である。 

(3)  慢性的に電離放射線に被ばくしている場合には,眼の被ばく線量が測定されていることは

稀である。 

全身にほぼ均等に被ばくしていると判断される場合には,下記第3の1の(1)の個人モニタ

リングによる測定値に基づいて算出された集積線量をもって眼の被ばく線量として差し支

えない。全身に均等に被ばくしていない場合で眼の被ばく線量が個人モニタリングによる測

定値に基づいて算出された集積線量より多いと判断されるときは,その集積線量,作業状況,

作業環境,安全防護の状況等(以下「作業状況等」という。)を総合的に検討して被ばく線量

を推定する必要がある。 

 

第3   被ばく線量の評価等について 

1   個人モニタリング 

(1)  個人モニタリングとは,体幹部の着衣上にフィルムバッジ,ポケット線量計その他の個人

モニター(個人被ばく線量計)を装着してその部分に受ける被ばく線量を測定することをい

う。この方法による測定は,外部被ばく線量の測定を目的としている。 

(2)  電離放射線障害の発現に関与したと考えられる被ばく線量を推定するためには,個人モニ

タリングによる測定値を使用することを原則とするが,障害の発現に関与した被ばく線量と

個人モニタリングによる測定値とは必ずしも一致しないので,環境モニタリングによる測定

値,被災労働者と共に作業に従事した労働者の個人モニタリングによる測定値等を参考とし

て被災労働者の個人モニタリングの測定値を検討する必要がある。 

(3)  被ばく線量の値については,障害発生部位と個人モニターの装着部位との関連を考慮する

必要があり,測定された値を障害の発現に関与した被ばく線量としてそのまま用いることが

適当でない場合があるので記録された値の妥当性,信頼性を検討することが必要である。 

(4)  個人モニターの着用中断期間がある場合,当該期間の被ばく線量は,個人モニターの着用

期間中の個人モニタリングによる測定値及び作業状況等から推定し,個人モニター着用開始

前の被ばく線量は,作業状況等に関し入手できた情報から推定する必要がある。 

(5)  内部被ばくの線量評価は,ホールボディカウンター,肺モニター等による直接計測,屎尿等

の検査による間接計測又は環境モニタリングの結果からの推定によって行われるが,技術的

に困難性があるので,その測定の実施と評価については,特に留意する必要がある。 

2   線質による被ばく線量の評価等 

(1)  電離放射線には,次に掲げる粒子線及び電磁波がある。 

イ  粒子線 アルファ線,重陽子線,陽子線,ベータ線,電子線及び中性子線 

ロ  電磁波 ガンマ線及びエックス線 

(2)  線質により生物学的な影響の受け方が異なり,したがって線量評価の方法が異なるので,

被ばくした電離放射線の線質をは握する必要がある。なお,放射性物質による電離放射線被

ばくを受けた場合には,核種(ストロンチウム90,コバルト60のような放射性物質の種類)を

確認することにより被ばくした電離放射線の線質が分る。 

(3)  電磁放射線の線量の単位としてラド(rad)が使用されている場合に,これをレム(rem)に換
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イ  3カ月以内の期間における被ばくの場合 おおむね200レム又はこれを超える線量 

ロ  3カ月超える期間における被ばくの場合 おおむね500レム又はこれを超える線量 

(2)  電離放射線による白内障は,被ばく後長期間を経た後に発生するので,「老人性白内障」と

の鑑別が困難な場合が多い。したがって,被ばく線量を十分には握のうえ業務起因性を判断

することが必要である。 

(3)  慢性的に電離放射線に被ばくしている場合には,眼の被ばく線量が測定されていることは

稀である。 

全身にほぼ均等に被ばくしていると判断される場合には,下記第3の1の(1)の個人モニタ

リングによる測定値に基づいて算出された集積線量をもって眼の被ばく線量として差し支

えない。全身に均等に被ばくしていない場合で眼の被ばく線量が個人モニタリングによる測

定値に基づいて算出された集積線量より多いと判断されるときは,その集積線量,作業状況,

作業環境,安全防護の状況等(以下「作業状況等」という。)を総合的に検討して被ばく線量

を推定する必要がある。 

 

第3   被ばく線量の評価等について 

1   個人モニタリング 

(1)  個人モニタリングとは,体幹部の着衣上にフィルムバッジ,ポケット線量計その他の個人

モニター(個人被ばく線量計)を装着してその部分に受ける被ばく線量を測定することをい

う。この方法による測定は,外部被ばく線量の測定を目的としている。 

(2)  電離放射線障害の発現に関与したと考えられる被ばく線量を推定するためには,個人モニ

タリングによる測定値を使用することを原則とするが,障害の発現に関与した被ばく線量と

個人モニタリングによる測定値とは必ずしも一致しないので,環境モニタリングによる測定

値,被災労働者と共に作業に従事した労働者の個人モニタリングによる測定値等を参考とし

て被災労働者の個人モニタリングの測定値を検討する必要がある。 

(3)  被ばく線量の値については,障害発生部位と個人モニターの装着部位との関連を考慮する

必要があり,測定された値を障害の発現に関与した被ばく線量としてそのまま用いることが

適当でない場合があるので記録された値の妥当性,信頼性を検討することが必要である。 

(4)  個人モニターの着用中断期間がある場合,当該期間の被ばく線量は,個人モニターの着用

期間中の個人モニタリングによる測定値及び作業状況等から推定し,個人モニター着用開始

前の被ばく線量は,作業状況等に関し入手できた情報から推定する必要がある。 

(5)  内部被ばくの線量評価は,ホールボディカウンター,肺モニター等による直接計測,屎尿等

の検査による間接計測又は環境モニタリングの結果からの推定によって行われるが,技術的

に困難性があるので,その測定の実施と評価については,特に留意する必要がある。 

2   線質による被ばく線量の評価等 

(1)  電離放射線には,次に掲げる粒子線及び電磁波がある。 

イ  粒子線 アルファ線,重陽子線,陽子線,ベータ線,電子線及び中性子線 

ロ  電磁波 ガンマ線及びエックス線 

(2)  線質により生物学的な影響の受け方が異なり,したがって線量評価の方法が異なるので,

被ばくした電離放射線の線質をは握する必要がある。なお,放射性物質による電離放射線被

ばくを受けた場合には,核種(ストロンチウム90,コバルト60のような放射性物質の種類)を

確認することにより被ばくした電離放射線の線質が分る。 

(3)  電磁放射線の線量の単位としてラド(rad)が使用されている場合に,これをレム(rem)に換

算する必要のあるときは,およその値として次の式によりその値を算定してよい。 

    線量当量（レム）＝吸収線量（ラド）×線質係数 

   （ここでいう「線量当量」とは,計量単位である吸収線量に線質係数を乗じて得られる放射線

防護上の量をいう。） 

   なお、線質係数は次の表の値を用いること。 

 

 

 

 

 

 

表 

  電離放射線の種類   線 質 係 数 

  エックス線   1 

  ガンマ線   1 

  ベータ線   3 注） 

  電子線   1 

  中性子線   10 

  陽子線   10 

  重陽子線   10 

  アルファ線   20 

注）皮膚に対する線量当量を計算する場合は線質係数は3を用い,皮膚以外については線質係数は1

 を用いる。 
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基 発 第 4 1 5 号 

昭 和 3 6 年 5 月 8 日 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

高気圧作業による疾病(潜函病・潜水病等)の認定について 

 

標記について、潜函、潜水その他高気圧作業に従事する労働者が、当該作業により、下記に掲げ

る潜函病、潜水病並びに聴器及び副鼻腔の障害、歯牙疾患、過膨脹による肺破裂、潜水墜落病等に

かかった場合には、一般的には労働基準法施行規則第35条第9号に該当する疾病として取り扱われた

い。 

なお、これら疾患のうちには、業務との関係及び診療取扱等に関し、更に検討を要する点がある

ので、個々の事案について業務上外の認定その他補償取扱いに関し疑義のある場合には、具体的に

資料を添えて本省へ禀伺されたい。 

 

記 

 

1   潜函病、潜水病について. 

(1)  潜函、潜水その他高気圧作業に従事している労働者(以下単に高気圧作業者という)が、概ね

1.0kg/cm2(ゲージ圧)又は水深10m以上の高気圧下における作業により、減圧中又は減圧後にお

いて、次の各号のいずれかの症状を呈し、医学上療養が必要であると認められる場合 

イ  関節痛又は筋肉痛等いわゆるベンド(運動器障害) 

ロ  知覚障害、運動障害、膀胱直腸障害、メニエール氏症侯群、失語症又は症侯性精神病等(中

枢神経系の障害) 

ハ  胸骨下疼痛、呼吸困難、又は失神等いわゆるチヨーク又はシヨツク症状(呼吸循環系の障

害) 

(2)  ただし、本症と診断するに当っては類似の症状を呈する他の原因に基づく疾病と鑑別するた

め、次の諸点に留意すること。 

イ  上記の各症状以外に大理石様斑点、搔痒感又は皮下若しくは粘膜の出血等の随伴症状が認

められる場合が多いこと 

ロ  初発症状の発現は、減圧中又は減圧後主として2時間(おそくも8時間)以内に発生するもの

であること。 

ハ  類似の症状を呈する他の原因による関節痛(例えば、リウマチ様関節炎、変形性関節症)、

せき髄性麻ひ(例えば前せき髄動脉症侯群)等との鑑別に留意すること。 

ニ  潜函病又は潜水病の判定については、再圧治療タンク等において適正な加圧を行った場合

通常その症状は軽快するものであるから他の疾病との鑑別診断上の参考とすること。 

2   聴器及び副鼻腔の障害について 

高気圧作業者が、概ね0.3kg/cm2(ゲージ圧)又は水深3m以上の高気圧下における作業により主と

して加圧時において聴器、副鼻腔等に疼痛を生じ、かつ、減圧後において次のいずれかの症状を
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基 発 第 4 1 5 号 

昭 和 3 6 年 5 月 8 日 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

高気圧作業による疾病(潜函病・潜水病等)の認定について 

 

標記について、潜函、潜水その他高気圧作業に従事する労働者が、当該作業により、下記に掲げ

る潜函病、潜水病並びに聴器及び副鼻腔の障害、歯牙疾患、過膨脹による肺破裂、潜水墜落病等に

かかった場合には、一般的には労働基準法施行規則第35条第9号に該当する疾病として取り扱われた

い。 

なお、これら疾患のうちには、業務との関係及び診療取扱等に関し、更に検討を要する点がある

ので、個々の事案について業務上外の認定その他補償取扱いに関し疑義のある場合には、具体的に

資料を添えて本省へ禀伺されたい。 

 

記 

 

1   潜函病、潜水病について. 

(1)  潜函、潜水その他高気圧作業に従事している労働者(以下単に高気圧作業者という)が、概ね

1.0kg/cm2(ゲージ圧)又は水深10m以上の高気圧下における作業により、減圧中又は減圧後にお

いて、次の各号のいずれかの症状を呈し、医学上療養が必要であると認められる場合 

イ  関節痛又は筋肉痛等いわゆるベンド(運動器障害) 

ロ  知覚障害、運動障害、膀胱直腸障害、メニエール氏症侯群、失語症又は症侯性精神病等(中

枢神経系の障害) 

ハ  胸骨下疼痛、呼吸困難、又は失神等いわゆるチヨーク又はシヨツク症状(呼吸循環系の障

害) 

(2)  ただし、本症と診断するに当っては類似の症状を呈する他の原因に基づく疾病と鑑別するた

め、次の諸点に留意すること。 

イ  上記の各症状以外に大理石様斑点、搔痒感又は皮下若しくは粘膜の出血等の随伴症状が認

められる場合が多いこと 

ロ  初発症状の発現は、減圧中又は減圧後主として2時間(おそくも8時間)以内に発生するもの

であること。 

ハ  類似の症状を呈する他の原因による関節痛(例えば、リウマチ様関節炎、変形性関節症)、

せき髄性麻ひ(例えば前せき髄動脉症侯群)等との鑑別に留意すること。 

ニ  潜函病又は潜水病の判定については、再圧治療タンク等において適正な加圧を行った場合

通常その症状は軽快するものであるから他の疾病との鑑別診断上の参考とすること。 

2   聴器及び副鼻腔の障害について 

高気圧作業者が、概ね0.3kg/cm2(ゲージ圧)又は水深3m以上の高気圧下における作業により主と

して加圧時において聴器、副鼻腔等に疼痛を生じ、かつ、減圧後において次のいずれかの症状を

呈し医学上療養が必要であると認められる場合。 

(1)  耳閉塞感、耳痛、聴力障害、耳鳴り、眩暈、又は悪心等が訴えられ、更に他覚的には鼓膜の

高度の陥凹、若しくは穿孔又は耳出血等が認められるもの(聴器の障害) 

(2)  前頭部痛が訴えられ、更に他覚的には鼻腔粘膜の腫大充血又は漿液性分泌物が認められるも

の(副鼻腔の障害) 

ただし、かかる疾病については、基礎疾病(例えば、慢性耳管狭窄、急性上気道感染等)又は

既存疾病(例えば、慢性中耳炎、慢性副鼻腔炎等)がある場合が多いので、当該作業による加圧

又は減圧が原因となって異常に早期に発症又は急激に増悪したことが専門医の各種検査によ

り医学的に認められる必要があること。 

なお、この場合には、当該急性症状消退後における基礎疾病又は既存疾病に対する根本的治

療は補償の対象とならない。 

3   歯牙疾患について 

高気圧作業者が、概ね0.3kg/cm2(ゲージ圧)又は水深3m以上の高気圧下における作業により、加

圧又は減圧時において歯牙又は歯周組織に疼痛を生じ、かつ、減圧後において歯髄炎、歯周組織

炎又は歯肉(齦)炎等の急性症状が残存したものであって、医学上療養が必要であると認められる

場合 

ただし、これらの疾患は通常処置歯又は既存疾病のある場合にこれが発症又は増悪することが

多いので、当該作業による加圧又は減圧が原因となって急激に発症又は増悪したことが専門医の

各種検査により医学的に認められる必要があること。なお、この場合には、急性症状消退後にお

ける既存疾病に対する根本的治療は補償の対象とならないこと。 

4   過膨脹による肺破裂について 

高気圧作業者が、概ね0.3kg/cm2(ゲージ圧)又は水淡3m以上の高圧より急速な減圧又は浮上中及

びその直後に発生した肺破裂とこれに伴う空気栓塞症又は気胸の場合 

5   潜水墜落病等(いわゆるスクイーズ)について 

潜水作業中に、体表に不平均に圧が加わったことにより発生した高度の頭部、顔面部のうつ血、

浮腫、皮下粘膜の出血又は眼球突出若しくは呼吸困難等の症状を呈した場合。 
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基 発 第 1 4 9 号 

昭 和 6 1 年 3 月 1 8 日 

                          改 正   基 発 第 7 2 0 号 

                                 平 成 3 年 1 2 月 2 5 日  

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

騒音性難聴の認定基準について 

 

騒音性難聴(職業性難聴)の業務上外の認定基準については昭和28年12月11日付け基発第748号通

達により示してきたところであるが,その後の医学的知見等について「難聴に関する専門家会議」に

おいて検討が行われた。今般,その結論が得られたので,これに基づき標記の認定基準を下記のとお

り定めたので,今後の事務処理に遺憾のないよう万全を期されたい。 

なお,本通達の解説部分は,認定基準の細目を示したものであるから,本文と一体のものとして取

り扱われるべきものである。 

また,本通達の施行に伴い,昭和28年12月11日付け基発第748号通達はこれを廃止する。 

 

記 

 

金属研磨,鋲打,圧延等著しい騒音を発する場所における業務に従事していた労働者に発生した

難聴であって,次に掲げるいずれの要件も満たすものは,労働基準法施行規則別表第1の2第2号11に

該当する疾病として取り扱うこと。 

1   著しい騒音にばく露される業務に長期間引続き従事した後に発生したものであること。 

2   次の(1)及び(2)のいずれにも該当する難聴であること。 

(1)  鼓膜又は中耳に著変がないこと。 

(2)  純音聴力検査の結果が次のとおりであること。 

イ  オージオグラムにおいて気導値及び骨導値が障害され,気導値と骨導値に明らかな差がな

いこと。すなわち,感音難聴の特徴を示すこと。 

ロ  オージオグラムにおいて聴力障害が低音域より3,000Hz以上の高音域において大であるこ

と。 

3   内耳炎等による難聴でないと判断されるものであること。 

 

(解説) 

著しい騒音に起因した難聴には,騒音性難聴の他に爆発音などの強大音ばく露によって急激に

起る音響外傷と騒音下に長期間ばく露されていて,ある日突然に高度の難聴が起こる騒音性突発

難聴とがある。これらの難聴のうち,本認定基準によって取り扱われるものは騒音性難聴のみで

ある。 

1   騒音性難聴の病態 

聴力はある一定限度以上の騒音に繰り返しばく露されると次第に障害される。聴力障害は高音

域から始まり,一般に初期の段階ではオクターブオージオメトリーにおいてはオージオグラムが
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基 発 第 1 4 9 号 

昭 和 6 1 年 3 月 1 8 日 

                          改 正   基 発 第 7 2 0 号 

                                 平 成 3 年 1 2 月 2 5 日  

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

騒音性難聴の認定基準について 

 

騒音性難聴(職業性難聴)の業務上外の認定基準については昭和28年12月11日付け基発第748号通

達により示してきたところであるが,その後の医学的知見等について「難聴に関する専門家会議」に

おいて検討が行われた。今般,その結論が得られたので,これに基づき標記の認定基準を下記のとお

り定めたので,今後の事務処理に遺憾のないよう万全を期されたい。 

なお,本通達の解説部分は,認定基準の細目を示したものであるから,本文と一体のものとして取

り扱われるべきものである。 

また,本通達の施行に伴い,昭和28年12月11日付け基発第748号通達はこれを廃止する。 

 

記 

 

金属研磨,鋲打,圧延等著しい騒音を発する場所における業務に従事していた労働者に発生した

難聴であって,次に掲げるいずれの要件も満たすものは,労働基準法施行規則別表第1の2第2号11に

該当する疾病として取り扱うこと。 

1   著しい騒音にばく露される業務に長期間引続き従事した後に発生したものであること。 

2   次の(1)及び(2)のいずれにも該当する難聴であること。 

(1)  鼓膜又は中耳に著変がないこと。 

(2)  純音聴力検査の結果が次のとおりであること。 

イ  オージオグラムにおいて気導値及び骨導値が障害され,気導値と骨導値に明らかな差がな

いこと。すなわち,感音難聴の特徴を示すこと。 

ロ  オージオグラムにおいて聴力障害が低音域より3,000Hz以上の高音域において大であるこ

と。 

3   内耳炎等による難聴でないと判断されるものであること。 

 

(解説) 

著しい騒音に起因した難聴には,騒音性難聴の他に爆発音などの強大音ばく露によって急激に

起る音響外傷と騒音下に長期間ばく露されていて,ある日突然に高度の難聴が起こる騒音性突発

難聴とがある。これらの難聴のうち,本認定基準によって取り扱われるものは騒音性難聴のみで

ある。 

1   騒音性難聴の病態 

聴力はある一定限度以上の騒音に繰り返しばく露されると次第に障害される。聴力障害は高音

域から始まり,一般に初期の段階ではオクターブオージオメトリーにおいてはオージオグラムが

c5dipの型(4,000Hz付近に限局した聴力障害)を示す。 

その高音域の聴力障害の進行は騒音ばく露の比較的早い時期において著明で,次第にその障害

進行の速度は緩慢となる。さらに聴力障害は,ばく露期間に応じて,より高音域へ,次いで中音域,

低音域へと拡がる。 

騒音ばく露によって障害される部位は内耳である。内耳に起こる病的変化の発生機序に関して

は必ずしも明らかになってはいないが,蝸牛基底回転におけるラセン器の変性であると考えられ

ている。 

騒音性難聴は,一般に両側性であり,騒音下の作業を離れるとほとんど増悪しない性質を有し

ている。 

なお,認定の対象となる如き騒音性難聴の治療については,現在までのところ,有効治療法が確

立されていないため、その治療は必要な療養とは認められない。 

2   騒音ばく露 

(1)  本文記の1の「著しい騒音にばく露される業務」とは、作業者の耳の位置における騒音がお

おむね85dB(A)以上である業務をいう。 

(2)  本文記の1の「長期間」とはおおむね5年又はこれを超える期間をいう。 

3   聴力検査 

(1)  本文記の2の(2)の「純音聴力検査」は日本聴覚医学会制定の「聴覚検査法（1990）1．標準

型オージオメータによる純音聴力（閾値）レベル制定法」による。 

(2)  聴力検査は騒音下作業直後を避け,作業前又は作業後1時間程度の安静の後に測定すること。 

4   聴力検査結果の評価 

(1)  騒音性難聴のオージオグラムは聴力障害の現れ方が両耳ほぼ同じである。しかし,作業態様

等によっては両耳のオージオグラムに差が認められるものもある。 

(2)  騒音性難聴以外に伝音難聴を合併していると思われる混合難聴で,気導値と骨導値に差があ

り,骨導値に明らかな障害が認められる場合は,耳鏡検査,側頭骨エックス線撮影による検査,

チンパノメトリーを行い,また,必要に応じて各種の中耳機能検査を行い,それらの結果を認定

の際の参考とすること。 

(3)  騒音性難聴以外の感音難聴を合併していると思われる場合又は機能性難聴が疑われる場合

には,必要に応じて,語音聴力検査(日本オージオロジー学会制定の検査法による。),会話聴取

検査(了解度),内耳機能検査,後迷路機能検査,他覚的聴力検査又はステンゲル法等を行い,認

定の際の参考とすること。 

5   本文記の3の「等」には次のようなものがある。 

(1)  メニエール病 

(2)  薬物中毒 

(3)  爆(発)音,頭・頸部外傷等による内耳障害 

(4)  遺伝性・家族性難聴 

(5)  老人性難聴 

(6)  機能性難聴 

(7)  その他騒音性難聴以外の感音難聴 

6   その他認定に当たっての参考事項 

(1)  前記2の(1)の85dB(A)の基準は通常それ以下の騒音に1日8時間ばく露されても難聴が起こり

にくいレベルである。しかし,聴力障害は音の強さ,周波数成分のみならず個人差等種々の条件

が関与するので,この基準以下でも発生することがあるので留意すること。 
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なお,衝撃音については,1日にばく露される回数及びその性質についても留意すること。 

(2)  雇入れ時,配置換え時,定期の健康診断の際に測定された検査結果又は離職時に測定された

検査結果が有る場合には,これを参考とすること。 

また,既往歴(特に聴力障害を生ずる可能性のある疾患について),兵歴等の有無にも十分留

意すること。 
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なお,衝撃音については,1日にばく露される回数及びその性質についても留意すること。 

(2)  雇入れ時,配置換え時,定期の健康診断の際に測定された検査結果又は離職時に測定された

検査結果が有る場合には,これを参考とすること。 

また,既往歴(特に聴力障害を生ずる可能性のある疾患について),兵歴等の有無にも十分留

意すること。 

 

 

事 務 連 絡 第 4 7 号 

昭 和 6 1 年 9 月 2 5 日 

 

各都道府県労働基準局労災主務課長 殿 

 

労働省労働基準局補償課長 

 

 

騒音性難聴の認定基準の運用上の留意点について 

 

騒音性難聴の業務上外の判断に当たっては,昭和61年3月18日付け基発第149号により認定基準を

示したところであるが,これが運用上の留意点を下記のとおりとりまとめるとともに,騒音性難聴に

係る業務起因性の判断のための調査実施要領(略)を作成したので業務の参考とされたい。 

なお,昭和56年7月16日付け事務連絡第33号の2「チェーンソー等を使用する業務における騒音性

難聴の業務上外等の取扱いについて」の別紙2の記の2(業務上外の認定に関する部分)は削除する。 

 

記 

 

1   主要事項 

(1)  認定基準記の2の(1)関係 

「鼓膜又は中耳に著変がないこと」とは,すなわち伝音難聴ではないことの趣旨である。 

(2)  解説2関係 

騒音レベル及びばく露期間の解釈を「作業者の耳の位置における騒音がおおむね85dB(A)以

上である業務」,「おおむね5年又はこれを超える期間」としたのは,ISO(国際標準化機構),日

本産業衛生学会の勧告及びその他の文献等を参考としたものである。 

これらの数値は,85dB(A)※以下の騒音で,1日8時間以内のばく露であれば10年以上継続して

ばく露されても難聴が起こりにくいこと,騒音の人体に対する影響度は,音の強さだけでなく,

その周波数成分,作業環境,個体差により異なること等を十分考慮し定めたものである。 

※85dB(A)の「(A)」とは,騒音計のA特性(人の聴覚特性に近く,低音部の音圧を低く評価する

ように周波数補正回路を組込んであるもの。)で測定したものである。 

(3)  解説4の(2)関係 

騒音性難聴以外に伝音難聴を合併していると思われる混合難聴((純音聴力検査により得ら

れたオージオグラムにおいて,骨導値と気導値のいずれも正常値より悪く,かつ,気導値に比べ

て骨導値が良い場合)の業務上外の認定に当たっては,解説4の(2)に示した各種検査を行い,伝

音難聴についてもその原因を明らかにすること。その結果,伝音難聴の原因が業務に起因した

ものであると判断され(例えば,業務中に熔接の火花で鼓膜に病変をきたした等),かつ,感音難

聴部分(骨導値)が騒音性難聴の特徴を示すことにより業務に起因したものであると判断され

る場合は,業務上疾病として取り扱うこと。また,伝音難聴の原因が,業務に起因するものでは

ないと判断される場合であっても,感音難聴部分(骨導値)が騒音性難聴の特徴を示すことによ

り業務に起因しているものであると判断される場合は,当該感音難聴について業務上疾病とし

て取り扱って差し支えない。 

(4) 解説4の(3)関係 
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騒音性難聴に加え,騒音以外の原因による感音難聴を合併していることが疑われる場合は,

必要に応じ,解説4の(3)に示した内耳機能検査等を行うとともに,解説6の(2)に記述している

ように,過去の聴力検査結果及び既往歴等を調査し,診断を明確にすること。その結果,当該難

聴の原因として,業務が相対的に有力であると判断される場合は,業務上疾病として取り扱っ

て差し支えない。 

また,機能性難聴(詐聴等)が疑われる場合は,日常の会話状況を調査し,必要に応じ,解説4の

(3)に示した内耳機能調査,他覚的聴力検査(具体的には,脳幹反応検査,脳波聴力検査,蝸電図

による検査等がある。)等を行った上で,ステンゲル法,ロンバート法等の検査を加えるなどし

て,業務上外の判断には十分留意すること。 

2   その他の事項 

(1)  騒音性突発難聴関係 

騒音性突発難聴とは,騒音性難聴が発生しうる環境下で就労中に,通常の騒音性難聴の発生,

進行とは異なり,突然に発症する高度の感音難聴をいうが,その病態については,未だ不明な点

が多い。 

また,騒音性突発難聴は,急性音響外傷又は単なる突発性難聴との鑑別が困難なことが多い

が,次の点に留意するとともに,必要に応じ専門医に意見を求め,診断を明らかにした上で,個

別に業務上外を判断すること。 

イ  騒音性突発難聴は,日常の騒音下に就労していて発症するものであり,通常は発生しない

強大音へのばく露がないこと。 

ロ  騒音性突発難聴及び急性音響外傷は,前庭症状(めまい等)を伴わないことが多いこと。 

ハ  発症時期は,騒音性突発難聴では,就労中に発症するものが多いのに対し,突発性難聴は,

起床時に気付くものが多いこと。 

なお,騒音性突発難聴を、認定基準の対象範囲外としたのは,騒音性突発難聴は,①発症初

期においては,治療効果が認められること。②騒音性難聴の発症に係るばく露期間を満たさ

ない場合であっても,発症する場合があること等,騒音性難聴とは異なった病態を示すから

である。 

(2)  解説3の(1)及び解説4の(3)関係 

日本オージオロジー学会制定の「純音聴力検査」及び「語音聴力検査」の内容については,

昭和50年9月30日付け基発第565号(障害等級認定基準)の別紙1を参照されたい。 

(3)  チェーンソー等の振動工具を使用する業務における騒音性難聴の業務上外の判断に当たっ

ては、本認定基準により取り扱うこととするが,騒音へのばく露状況に留意するとともに,必要

に応じ,専門医による診断,意見の聴取等により適正な判断に努めること。 
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騒音性難聴に加え,騒音以外の原因による感音難聴を合併していることが疑われる場合は,

必要に応じ,解説4の(3)に示した内耳機能検査等を行うとともに,解説6の(2)に記述している

ように,過去の聴力検査結果及び既往歴等を調査し,診断を明確にすること。その結果,当該難

聴の原因として,業務が相対的に有力であると判断される場合は,業務上疾病として取り扱っ

て差し支えない。 

また,機能性難聴(詐聴等)が疑われる場合は,日常の会話状況を調査し,必要に応じ,解説4の

(3)に示した内耳機能調査,他覚的聴力検査(具体的には,脳幹反応検査,脳波聴力検査,蝸電図

による検査等がある。)等を行った上で,ステンゲル法,ロンバート法等の検査を加えるなどし

て,業務上外の判断には十分留意すること。 

2   その他の事項 

(1)  騒音性突発難聴関係 

騒音性突発難聴とは,騒音性難聴が発生しうる環境下で就労中に,通常の騒音性難聴の発生,

進行とは異なり,突然に発症する高度の感音難聴をいうが,その病態については,未だ不明な点

が多い。 

また,騒音性突発難聴は,急性音響外傷又は単なる突発性難聴との鑑別が困難なことが多い

が,次の点に留意するとともに,必要に応じ専門医に意見を求め,診断を明らかにした上で,個

別に業務上外を判断すること。 

イ  騒音性突発難聴は,日常の騒音下に就労していて発症するものであり,通常は発生しない

強大音へのばく露がないこと。 

ロ  騒音性突発難聴及び急性音響外傷は,前庭症状(めまい等)を伴わないことが多いこと。 

ハ  発症時期は,騒音性突発難聴では,就労中に発症するものが多いのに対し,突発性難聴は,

起床時に気付くものが多いこと。 

なお,騒音性突発難聴を、認定基準の対象範囲外としたのは,騒音性突発難聴は,①発症初

期においては,治療効果が認められること。②騒音性難聴の発症に係るばく露期間を満たさ

ない場合であっても,発症する場合があること等,騒音性難聴とは異なった病態を示すから

である。 

(2)  解説3の(1)及び解説4の(3)関係 

日本オージオロジー学会制定の「純音聴力検査」及び「語音聴力検査」の内容については,

昭和50年9月30日付け基発第565号(障害等級認定基準)の別紙1を参照されたい。 

(3)  チェーンソー等の振動工具を使用する業務における騒音性難聴の業務上外の判断に当たっ

ては、本認定基準により取り扱うこととするが,騒音へのばく露状況に留意するとともに,必要

に応じ,専門医による診断,意見の聴取等により適正な判断に努めること。 

 

事 務 連 絡 第 3 3 号 の 2 

昭 和 5 6 年 7 月 1 6 日 

 

各都道府県労働基準局労災主務課長 殿 

 

労働省労働基準局補償課長 

 

 

チェーンソー等を使用する業務における騒音性難聴の 

業務上外等の取扱いについて 

 

 

今般、標記のことについて高知労働基準局から別紙1のとおり照会があり、別紙2のとおり回答

したから了知されたい。 
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別紙１ 

事 務 連 絡 

昭 和 5 6 年 5 月 1 4 日 

 

労働省労働基準局補償課長 殿 

 

高知労働基準局労災補償課長 

 

 

チェーンソー等を使用する業務における騒音性難聴の 

業務上外等の取扱いについて 

 

今般、当局管内において、チェーンソー等を使用する業務による振動障害で、休業補償給付を受

給している労働者から、当該チェーンソー等の騒音ばく露により騒音性難聴が発症したとして、障

害補償給付を請求する事案が多数発生しているところであるが、これが取扱いに関し、下記の点に

ついて疑義があるので、ご教示願います。 

 

記 

 

1．保険給付について 

チェーンソー等を使用する業務による振動障害で現に休業補償給付を受給している者が、当該

チェーンソー等の騒音による騒音性難聴が発症したとして、障害補償給付の請求をした場合で

あっても、業務(騒音)との因果関係が認められれば障害補償を給付しても差しつかえないと考え

るが如何。 

     

2．業務上外について 

当該請求事案はいずれも別添（略）のようにオージオメーターによる検査結果及び鑑別のため

の問診票を添付のうえ請求してきているが､これらの業務上外の判断に当たっての留意点如何。 

 

3．時効の取扱いについて 

当該請求事案にあっては、チェーンソー等の騒音ばく露を受ける業務を離れてからすでに5年以

上経過しているものがあるが、これらは時効が完成しているとしてよいと考えるが如何。 

 

4．診察に要した費用について 

騒音性難聴の診察（検査を含む。）に要した費用については、当該騒音性難聴が業務上である

とされた場合は、療養補償給付として支給して差し支えないと考えるが如何。 

 

（以下略） 
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別紙１ 

事 務 連 絡 

昭 和 5 6 年 5 月 1 4 日 

 

労働省労働基準局補償課長 殿 

 

高知労働基準局労災補償課長 

 

 

チェーンソー等を使用する業務における騒音性難聴の 

業務上外等の取扱いについて 

 

今般、当局管内において、チェーンソー等を使用する業務による振動障害で、休業補償給付を受

給している労働者から、当該チェーンソー等の騒音ばく露により騒音性難聴が発症したとして、障

害補償給付を請求する事案が多数発生しているところであるが、これが取扱いに関し、下記の点に

ついて疑義があるので、ご教示願います。 

 

記 

 

1．保険給付について 

チェーンソー等を使用する業務による振動障害で現に休業補償給付を受給している者が、当該

チェーンソー等の騒音による騒音性難聴が発症したとして、障害補償給付の請求をした場合で

あっても、業務(騒音)との因果関係が認められれば障害補償を給付しても差しつかえないと考え

るが如何。 

     

2．業務上外について 

当該請求事案はいずれも別添（略）のようにオージオメーターによる検査結果及び鑑別のため

の問診票を添付のうえ請求してきているが､これらの業務上外の判断に当たっての留意点如何。 

 

3．時効の取扱いについて 

当該請求事案にあっては、チェーンソー等の騒音ばく露を受ける業務を離れてからすでに5年以

上経過しているものがあるが、これらは時効が完成しているとしてよいと考えるが如何。 

 

4．診察に要した費用について 

騒音性難聴の診察（検査を含む。）に要した費用については、当該騒音性難聴が業務上である

とされた場合は、療養補償給付として支給して差し支えないと考えるが如何。 

 

（以下略） 

 

 

 

 

 

別紙2 

事 務 連 絡 第 3 3 号 の 1 

昭 和 5 6 年 7 月 1 6 日 

 

高知労働基準局労災補償課長 殿 

 

労働省労働基準局補償課長 

 

 

チェーンソー等を使用する業務における騒音性難聴の 

業務上外等の取扱いについて 

 

 

昭和56年5月14日付け事務連絡により照会のあった標記について、下記のとおり回答する。 

 

記 

 

1．保険給付について 

貴見のとおり取り扱われたい。 

     

2．業務上外の認定について（廃止） 

 

3．障害補償給付請求権の消滅時効の取扱いについて 

貴見のとおり取り扱われたい。 

 

 （ 理  由 ） 

労働者災害補償保険法による保険給付の請求権の消滅時効については、民法第166条第1項

の規定により、権利を行使することを得るときより進行するものと解される。 

        障害補償給付請求権の場合は、この権利を行使することを得る時は、当該権利が発生する 

時、すなわち治ゆ日と解されるが、騒音性難聴については、強烈な騒音を発する場所におけ 

る作業に引き続き従事しなくなった日（以下「騒音作業を離れた日」という。）後は増悪し

ないものとされており、また、治癒の効果も認められていないことから、その時をもって治

ゆとし、消滅時効の起算日とするのが相当である。 

    したがって、騒音作業を離れた日の翌日から起算して5年以上経過しているものについては、 

障害補償給付請求権の消滅時効が完成しているものとして不支給決定を行うものである。 

 

 

 

4．診察に要した費用について 

療養の必要性の有無の判断、確定診断の必要等があって行われた診察（検査を含む。）で

あって、その方法が医学上、一般的に承認されるものであれば結果として治療方法がないこ
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とが明らかとなったとしても、貴見のとおり、当該診察は療養の給付として取り扱って差し

支えない。 

    なお、障害補償給付請求権が時効により消滅した場合であっても、診察に要した費用は、

費用を支出したときをもって消滅時効の起算日とするものであるので、念のため申し添える。 
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とが明らかとなったとしても、貴見のとおり、当該診察は療養の給付として取り扱って差し

支えない。 

    なお、障害補償給付請求権が時効により消滅した場合であっても、診察に要した費用は、

費用を支出したときをもって消滅時効の起算日とするものであるので、念のため申し添える。 

      

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

第３号関連 
身体に過度の負荷のかかる作業態様に起因する疾病 

 
 
 



 



 
基 発 第 3 0 7 号 

昭 和 5 2 年 5 月 2 8 日 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

振動障害の認定基準について 

 

チェンソー(プッシュクリーナーを含む。)を取り扱う業務による振動障害の業務上外の認定基準

については,昭和50年9月22日付け基発第501号通達により示してきたところであるが,その後の医学

的知見を基礎として振動工具を取り扱う業務による振動障害の全般について「振動障害の認定基準

の検討に関する専門家会議」において検討を続けてきたところ,今般その結論が得られたので,これ

に基づき振動障害の認定基準を下記のとおり定めることとしたから,今後の事務処理に遺憾のない

よう万全を期されたい。 

なお,本通達の解説部分は,認定基準の細目を示したものであるから,本文と一体のものとして取

り扱われるべきものである。 

上記に伴い,昭和50年9月22日付け基発第501号通達は,これを廃止する。 

 

記 

 

さく岩機,鋲打機,チェンソー等の振動工具を取り扱うことにより身体局所に振動ばく露を受け

る業務(以下「振動業務」という。)に従事する労働者に発生した疾病であって,次の1及び2の要件を

満たし,療養を要すると認められるものは,労働基準法施行規則別表第1の2第3号3に該当する業務上

の疾病として取り扱うこと。 

なお,次の「2」の要件は満たしているが「1」の要件を満たさない事案については,必要事項を調

査のうえ,個別に業務起因性の判断を行うこと。 

また,本認定基準により判断し難い事案については,関係資料を添えて本省にりん伺すること。 

1.  振動業務に相当期間従事した後に発生した疾病であること。 

2.  次に掲げる要件のいずれかに該当する疾病であること。 

(1)  手指,前腕等にしびれ,痛み,冷え,こわばり等の自覚症状が持続的又は間けつ的に現われ,か

つ,次のイからハまでに掲げる障害のすべてが認められるか,又はそのいずれかが著明に認め

られる疾病であること。 

イ  手指,前腕等の末梢循環障害 

ロ  手指,前腕等の末梢神経障害 

ハ  手指,前腕等の骨,関節,筋肉,腱等の異常による運動機能障害 

(2)  レイノー現象の発現が認められた疾病であること。 

 

(解説) 

1.  認定基準設定の趣旨 

振動業務に従事し,身体局所に振動ばく露を受けたことによって発生する疾病は,まず振動ば
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く露を直接受けた部位に症状ないし障害が現われるのが一般的である。振動ばく露の影響が他の

部位に及ぶことがあっても,前記の局所の症状ないし障害が,発病初期段階においても症状が進

行した段階においてもほぼ共通的に認められ,また,これらの症状ないし障害は検査・診断によっ

て客観的には握しやすいことから本認定基準においては,振動障害の特徴的な症状としてのレイ

ノー現象あるいは手指,前腕等の末梢循環障害,末梢神経障害及び運動機能障害に着目して当該

疾病の業務起因性の判断要件を設定したものである。 

なお,振動工具から発する騒音による難聴,振動工具取扱い時の作業態様による腰痛,頸肩腕症

候群等振動以外の有害因子による疾病については,別途労働基準法施行規則別表第1の2に掲げる

業務上の疾病に該当するか否かの判断を行う必要がある。 

2.  振動業務の範囲について 

本認定基準の適用の対象となる「振動業務」とは,次に掲げる振動工具(圧搾空気を動力源とし,

又は内燃機関,電動モーター等の動力により駆動される工具で身体局所に著しい振動を与えるも

のに限る。)を取り扱う業務をいう。 

(1)  さく岩機 

(2)  チッピングハンマー 

(3)  鋲打機 

(4)  コーキングハンマー 

(5)  ハンドハンマー 

(6)  ベビーハンマー 

(7)  コンクリートブレーカー 

(8)  スケーリングハンマー 

(9)  サンドランマー 

(10) チェンソー 

(11) ブッシュクリーナー 

(12) エンジンカッター 

(13) 携帯用木材皮はぎ機 

(14) 携帯用タイタンパー 

(15) 携帯用研削盤 

(16) スイング研削盤 

(17) 卓上用研削盤 

(18) 床上用研削盤 

(19) (1)から(18)までに掲げる振動工具と類似の振動を身体局所に与えると認められる工具 

3.  振動業務の従事歴等について 

(1)  本文1の「相当期間」とは,おおむね1年又はこれを超える期間をいう。 

(2)  振動業務の従事歴が前記(1)の「相当期間」に満たない場合であっても,振動工具の使用時間

が長い場合,休憩時間又は休止時間が少ない場合,未整備の振動工具を使用している場合,未熟

練のため振動工具を過度の握力により保持している等の場合には振動障害が起こり得ると考

えられるので,次の事項に留意し,個別に業務起因性の判断を行うこと。 

イ  振動工具の1日当たり使用時間数,1カ月当たり使用日数,使用月数,一連続使用時間数,延

使用時間数,寒冷期における使用頻度並びに休憩時間又は休止時間及びその配分 

ロ  振動工具の種類,その振動の加速度,振動数及び振幅並びに振動工具の重量及び整備状況 

ハ  作業環境(温度条件等),作業姿勢,作業熱練度及び保護具(手袋,耳栓等)の使用状況 
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く露を直接受けた部位に症状ないし障害が現われるのが一般的である。振動ばく露の影響が他の

部位に及ぶことがあっても,前記の局所の症状ないし障害が,発病初期段階においても症状が進

行した段階においてもほぼ共通的に認められ,また,これらの症状ないし障害は検査・診断によっ

て客観的には握しやすいことから本認定基準においては,振動障害の特徴的な症状としてのレイ

ノー現象あるいは手指,前腕等の末梢循環障害,末梢神経障害及び運動機能障害に着目して当該

疾病の業務起因性の判断要件を設定したものである。 

なお,振動工具から発する騒音による難聴,振動工具取扱い時の作業態様による腰痛,頸肩腕症

候群等振動以外の有害因子による疾病については,別途労働基準法施行規則別表第1の2に掲げる

業務上の疾病に該当するか否かの判断を行う必要がある。 

2.  振動業務の範囲について 

本認定基準の適用の対象となる「振動業務」とは,次に掲げる振動工具(圧搾空気を動力源とし,

又は内燃機関,電動モーター等の動力により駆動される工具で身体局所に著しい振動を与えるも

のに限る。)を取り扱う業務をいう。 

(1)  さく岩機 

(2)  チッピングハンマー 

(3)  鋲打機 

(4)  コーキングハンマー 

(5)  ハンドハンマー 

(6)  ベビーハンマー 

(7)  コンクリートブレーカー 

(8)  スケーリングハンマー 

(9)  サンドランマー 

(10) チェンソー 

(11) ブッシュクリーナー 

(12) エンジンカッター 

(13) 携帯用木材皮はぎ機 

(14) 携帯用タイタンパー 

(15) 携帯用研削盤 

(16) スイング研削盤 

(17) 卓上用研削盤 

(18) 床上用研削盤 

(19) (1)から(18)までに掲げる振動工具と類似の振動を身体局所に与えると認められる工具 

3.  振動業務の従事歴等について 

(1)  本文1の「相当期間」とは,おおむね1年又はこれを超える期間をいう。 

(2)  振動業務の従事歴が前記(1)の「相当期間」に満たない場合であっても,振動工具の使用時間

が長い場合,休憩時間又は休止時間が少ない場合,未整備の振動工具を使用している場合,未熟

練のため振動工具を過度の握力により保持している等の場合には振動障害が起こり得ると考

えられるので,次の事項に留意し,個別に業務起因性の判断を行うこと。 

イ  振動工具の1日当たり使用時間数,1カ月当たり使用日数,使用月数,一連続使用時間数,延

使用時間数,寒冷期における使用頻度並びに休憩時間又は休止時間及びその配分 

ロ  振動工具の種類,その振動の加速度,振動数及び振幅並びに振動工具の重量及び整備状況 

ハ  作業環境(温度条件等),作業姿勢,作業熱練度及び保護具(手袋,耳栓等)の使用状況 

ニ  イからハまでに掲げる事項のほか個々の事案に応じて必要と認められる事項 

4.  症状及び障害について 

(1)  自覚症状について 

振動障害の自覚症状としては,本文記の2の(1)に掲げるもののほか,不快感,手掌発汗,筋肉

痛,肩こり,頭重感,頭痛,不安感,睡眠障害等がみられることがある。 

(2)  末梢循環障害,末梢神経障害及び運動機能障害について 

本文2の(1)の末梢循環障害,末梢神経障害及び運動機能障害のは握は,原則として別添1に掲

げる検査によることとし,検査結果の評価は,別添2によること。 

なお,サーモグラフィー,血管撮影,筋電図,神経伝導速度検査等個々の事案に応じて医師が

有効であると判断する方法により前記障害の検査を行っているときは,その結果を参考とする

こと。 

(3)  レイノー現象について 

イ  レイノー現象(いわゆる白ろう現象)は,振動障害に最も特徴的な症状であるので,その発

現が確認されたものについてはこのことのみで本文記の2の要件を満たすものとした。 

ロ  レイノー現象は,全身が寒冷にさらされ,冷感を覚えたとき等に,手指血管の攣縮発作によ

り,手指が発作的に蒼白となる現象をいい,通常,手指のうち示指,中指,環指又は小指の末節

から中節さらには基節にかけて,明瞭かつ画然と発現する。その多くは10分ないし20分程度

で発作前の状態に回復するが,その過程で痛みやしびれを伴うのが通例である。 

ハ  レイノー現象の確認は,医師が視認又は客観的な資料によってその発現の有無について判

断したところによる。 

5.  健康診断結果の取扱いついて 

振動工具の取扱い業務に係る特殊健康診断(注1)により健康管理の区分が「管理C」(注2)に該

当するとされた者に係る疾病は,その決定の根拠となった症状等に関する健康診断結果を確認の

うえ,本文2の(1)又は(2)に該当するものとして取り扱って差し支えない。 

(注1) 昭和50年10月20日付け基発第609号「振動工具の取扱い業務に係る特殊健康診断の実

施手技について」による健康診断をいう。 

(注2) 昭和50年10月20日付け基発第610号「チェンソー取扱い業務に係る健康管理の推進に

ついて」又は同日付け基発第608号「チェンソー以外の振動工具の取扱い業務に係る振動障害

の予防について」によって示した健康管理の区分における「管理C」をいう。 

6.   類似疾病の取扱いについて 

振動障害と類似の症状を呈することのある疾病の主なものとしては,次に掲げるものがある。 

これらの疾病は,一般に振動業務以外の原因によるものであるが,振動業務の負荷によって当

該疾病の程度が著しく増悪されたと認められる場合には,その範囲について労災保険給付の対象

となることに留意すること。 

(1)  既往の外傷に起因するもの(火傷及び凍傷を含む。) 

(2)  振動業務以外の原因に基づくレイノー症候群(レイノー病,血清蛋白異常及び血糖異常) 

(3)  胸郭出口症候群(前斜角筋症候群,過外転症候群,助鎖症候群及び頸助症候群) 

(4)  中毒等による末梢神経及び血管の障害(麦角,鉛,砒素,塩化ビニルモノマー等) 

(5)  脈なし病,閉塞性血栓性血管炎(バージャー病),糖尿病等による血管の障害 

(6)  関節リウマチ,強皮症等の膠原病 

(7)  痛風 

(8)  結核性等の慢性関節炎 
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(9)  頸椎の退行性変化に基づく神経炎及び血管の障害 

(10) その他特殊な筋神経系の疾病(筋萎縮性側索硬化症,脊髄性進行性筋萎縮症,進行性神経性筋

萎縮症等) 
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(9)  頸椎の退行性変化に基づく神経炎及び血管の障害 

(10) その他特殊な筋神経系の疾病(筋萎縮性側索硬化症,脊髄性進行性筋萎縮症,進行性神経性筋

萎縮症等) 

別添1 

 

振動障害に関する検査項目及び検査手技について 

 

次の1から3までに掲げる検査の実施に当たっては,検査項目ごとに掲げる留意事項のほか次の点

に留意すること。 

①  皮膚温,痛覚その他の検査に当たっては,それらの測定値に外気温ばく露の影響が残らないよ

う,必ず検査前に室温20℃～23℃の室内において30分以上の安静時間をとること。 

なお,気温及び室温は必ず記録しておくこと。 

②  冷却負荷し,冷却負荷終了直後と5分目及び10分目に行う検査にあっては,その都度手指の皮膚

温,爪圧迫,指先の振動覚,痛覚の順序で行うこと。 

③  運動機能検査は,被検者の協力が必要であり,また巧拙が大きく影響するので,検査の実施に当

たっては十分留意すること。 

④  特別な異常検査値が得られた場合は,検査手技に問題がなかったかどうかについて確認するこ

と。 

1   末梢循環機能検査 

(1)  手指の皮膚温 

①  常温下で両手の示指,中指,環指及び小指の末節の掌側中央について測定する。 

②  左手(右手だけレイノー現象を訴えるときは右手)を冷却負荷し,浸漬手の示指,中指又は

環指のうち1指について,末節の掌側中央について冷却負荷開始6分目から1分毎に測定し,10

分目の測定終了と同時に手を冷水から引き上げ,乾いたタオルでふき,さらに手を冷水から

引き上げた時を基点として5分目及び10分目に測定する。 

(注) 

イ  皮膚温計は,感温部が小さく,測定の所要時間が短いサーミスター式又は熱電対式の

ものを選ぶこと。 

ロ  感温部は,十分皮膚に密着させないと正しい値が得られないので注意すること。 

ハ  喫煙により末梢皮膚温が低下するので,測定前1時間は禁煙させること。また,測定時

には必ず喫煙の有無を確認すること。 

ニ  常温下の皮膚温は,平常時でも若干の変動があるとされているので留意すること。し

たがって,常温時の測定は,できれば適当な時間をおいて2回以上行うようにすること。 

ホ  冷却負荷は,手を5±0.5℃の冷水中に手首まで10分間浸漬する方法によること(以下

の検査において同じ。)。 

ヘ  冷水槽は,椅座位で腕を下方に伸ばした状態で手首まで浸漬できるような高さ及び位

置とすること。 

ト  冷却負荷中,浸漬している部分が容器及び氷塊に触れないように気をつけさせるこ

と。 

チ  冷水槽の水は,ときどき攪拌し,温度を一定かつ一様に保つこと。 

リ  冷却負荷の際,皮膚温計の感温部の測定指への取りつけは,紙ばんそうこうを用いて

固定し,白色ワセリンで防水すること。また,ばんそうこうは,指の血流を阻害しないよ

うに用いること。なお,水中での測定は,測定時の固定の方法の如何によっては,水温の

影響を受け易いので,慎重に行うこと。 

ヌ  外傷のある指はさけること。 
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ル  冷却負荷中被検者が胸苦しさ,狭心痛などを訴えた場合には,直ちに中止すること。 

ヲ  高血圧,心筋梗塞,冠動脈硬化症又は心不全の既往歴のある者には,心電図などをよく

検討したうえで,支障がないと認められた場合にのみ実施すること。 

(2)  爪圧迫 

①  常温下で両手の示指,中指及び環指の3指について行う。方法は,1指ごとに,軽くにぎった

検者の手の拇指と示指で被検者の爪の部分を挟み,ついで10秒間強く押え,はなした後,爪の

退色が元に戻るまでの時間を測定する。 

②  左手(右手だけレイノー現象を訴えるときは右手)を冷却負荷し,冷却負荷終了直後と,5分

目及び10分目に示指,中指又は環指中の1指(同時に皮膚温を測定している場合は,測定して

いない指で色が悪くない指)について行う。 

(注) 

イ  時間はストップウォッチを用いて測定すること。 

ロ  被保険者の手の高さは,心臓の高さとし,指の力を完全に抜かせた状態で行うこと。 

2   末梢神経機能検査(感覚検査) 

(1)  痛覚 

①  常温下で,両手の示指,中指及び環指の手指中節背側の皮膚の薄い部位で検査する。 

方法は,この箇所の小範囲について痛覚計の先で軽く4～5回突き,痛覚の有無を検査し,こ

の部位に鈍麻を認めれば,さらに鈍麻の範囲をみるため,前腕橈・尺側及び上腕橈・尺側につ

いて検査する。 

②  左手(右手だけレイノー現象を訴えるときは右手)を冷却負荷し,常温下で検査した指のう

ちの1指について,冷却負荷終了直後と,5分目及び10分目に検査する。 

(注) 

イ  痛覚計は,注射管方式(1/2静脈用注射針を注射管に取りつけたもの),テンションメー

ター式又はペンシル式のいずれでもよい。 

ロ  外傷のある指及び爪圧迫テストを行った指は,さけること。 

ハ  検査の際は,最初に手背部等で試行し,痛覚を確認させてから行うこと。 

ニ  検査に当たっては,軽く目を閉じさせること。 

(2)  指先の振動覚 

①  常温下で両手の示指,中指及び環指の末節の掌側中央の部位で検査する。方法は,手掌を水

平に保ち,指を軽く伸ばし,指先を軽く振動子に接触させて行う。 

②  左手(右手だけレイノー現象を訴えるときは右手)を冷却負荷し,常温下で測定した指のう

ちの1指について冷却負荷終了直後と,5分目及び10分目に検査する。 

(注) 

イ  振動覚は,原則として純正弦波振動により検査すること。 

(リオンAu-02型等によることが望ましい。) 

ロ  周波数は,原則として62.5,125,250Hzを用いること。冷却負荷後は,1周波のみで差し

支えない。 

ハ  外傷のある指及び爪圧迫テストを行った指はさけること。 

ニ  はじめに振動感覚を確認させた後,上昇法を2～3度くり返して測定すること。 

ホ  検査に当たっては,軽く目を閉じさせること。 

3   運動機能検査 

(1)  握力(最大握力,瞬発握力) 
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ル  冷却負荷中被検者が胸苦しさ,狭心痛などを訴えた場合には,直ちに中止すること。 

ヲ  高血圧,心筋梗塞,冠動脈硬化症又は心不全の既往歴のある者には,心電図などをよく

検討したうえで,支障がないと認められた場合にのみ実施すること。 

(2)  爪圧迫 

①  常温下で両手の示指,中指及び環指の3指について行う。方法は,1指ごとに,軽くにぎった

検者の手の拇指と示指で被検者の爪の部分を挟み,ついで10秒間強く押え,はなした後,爪の

退色が元に戻るまでの時間を測定する。 

②  左手(右手だけレイノー現象を訴えるときは右手)を冷却負荷し,冷却負荷終了直後と,5分

目及び10分目に示指,中指又は環指中の1指(同時に皮膚温を測定している場合は,測定して

いない指で色が悪くない指)について行う。 

(注) 

イ  時間はストップウォッチを用いて測定すること。 

ロ  被保険者の手の高さは,心臓の高さとし,指の力を完全に抜かせた状態で行うこと。 

2   末梢神経機能検査(感覚検査) 

(1)  痛覚 

①  常温下で,両手の示指,中指及び環指の手指中節背側の皮膚の薄い部位で検査する。 

方法は,この箇所の小範囲について痛覚計の先で軽く4～5回突き,痛覚の有無を検査し,こ

の部位に鈍麻を認めれば,さらに鈍麻の範囲をみるため,前腕橈・尺側及び上腕橈・尺側につ

いて検査する。 

②  左手(右手だけレイノー現象を訴えるときは右手)を冷却負荷し,常温下で検査した指のう

ちの1指について,冷却負荷終了直後と,5分目及び10分目に検査する。 

(注) 

イ  痛覚計は,注射管方式(1/2静脈用注射針を注射管に取りつけたもの),テンションメー

ター式又はペンシル式のいずれでもよい。 

ロ  外傷のある指及び爪圧迫テストを行った指は,さけること。 

ハ  検査の際は,最初に手背部等で試行し,痛覚を確認させてから行うこと。 

ニ  検査に当たっては,軽く目を閉じさせること。 

(2)  指先の振動覚 

①  常温下で両手の示指,中指及び環指の末節の掌側中央の部位で検査する。方法は,手掌を水

平に保ち,指を軽く伸ばし,指先を軽く振動子に接触させて行う。 

②  左手(右手だけレイノー現象を訴えるときは右手)を冷却負荷し,常温下で測定した指のう

ちの1指について冷却負荷終了直後と,5分目及び10分目に検査する。 

(注) 

イ  振動覚は,原則として純正弦波振動により検査すること。 

(リオンAu-02型等によることが望ましい。) 

ロ  周波数は,原則として62.5,125,250Hzを用いること。冷却負荷後は,1周波のみで差し

支えない。 

ハ  外傷のある指及び爪圧迫テストを行った指はさけること。 

ニ  はじめに振動感覚を確認させた後,上昇法を2～3度くり返して測定すること。 

ホ  検査に当たっては,軽く目を閉じさせること。 

3   運動機能検査 

(1)  握力(最大握力,瞬発握力) 

直立し腕を下方に伸ばしたまま,左右とも最大努力させ,5秒間隔で2回測ってその大きい方

の値をとること。(5回法の最初の2回値でよい。) 

(注) 

(イ) 検査前に1～2回練習をさせることが望ましい。 

(ロ) 握力計は,校正済みのスメドレー式握力計を用いること。 

(2)  維持握力 

次の①及び②について実施すること。 

①  5回法 

直立し,腕を下方に伸ばしたまま最大努力させ,5秒間隔で左右交互にこれを5回くり返し,

1回目及び2回目の値のうちの大きい方の値と4回目及び5回目の値のうち小さい方との値と

の差をその値とする。 

②  60%法 

椅座位で握力計を机の上にのせ,肘を約90°に曲げた姿勢で手掌を上に向け,瞬発握力の6

0%の値を被検者に針を見せながら保持させ,維持できる時間をストップウォッチで計る。 

なお,本検査は5回法の実施後,少なくとも10分以上の時間を置いて行うこと。 

(注) 

イ  握力計は,校正済みのスメドレー式握力計を用いること。 

ロ  60%値が,かなり大きい場合,維持時間が短くなる傾向があるので,評価に当たって留

意すること。 

(3)  つまみ力 

拇指を下に測定指を上にし,測定指の遠位指節間関節を伸展させ,他の指を軽く伸ばした状

態で拇指と示指及び中指間のつまみ力を測定する。 

(注) 

(イ) つまみ力計は,労研エスメス式つまみ力計を用いることが望ましいこと。 

(ロ) 指を重ねないように注意すること。 

(4)  タッピング 

タッピング測定器を用い,椅座位で左手,右手交互に示指及び中指を1指ずつ30秒間できるだ

け早く打たせ,30秒値を測定する。 

できれば10秒,20秒値についても測定することが望ましい。 

(注) 

(イ) タッピング測定器は,労研エスメス式タッピング測定器を用いることが望ましいこと。 

(ロ) 指は3～4cmの距離を上下することが望ましいこと。 

(ハ) 手掌は軽く測定台上に置き,はなさないこと。 

(5)  その他 

骨,関節,筋肉腱等の検査 

(注) エックス線検査を行う場合は,直接撮影で行うこと。頸椎を撮影するときは,両肩をで

きるだけ下げ第5頸椎に焦点を合わせること。 
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別添2 

 

検査成績の評価について 

 

1   末梢循環障害 

次の各号((1)～(3))の検査結果を総合的に判断して,末梢循環機能の異常の有無を判定するこ

と。 

(1)  手指の皮膚温 

①  常温での皮膚温が明らかに低いもの 

②  常温での皮膚温が各指間で明らかな差のあるもの(「各指」とは,示指,中指,環指及び小指

の4指をいう。) 

③  冷却負荷中の皮膚温の明らかな低下又は冷却負荷後の皮膚温の回復に明らかな遅延が認

められるもの 

(2)  爪圧迫 

①  常温での爪圧迫テストにおいて,回復時間に明らかな遅延が認められるもの 

②  冷却負荷後の爪圧迫テストにおいて,回復時間に明らかな遅延が認められるもの 

(3)  その他 

前記(1)及び(2)の検査のほか,指先容積脈波又はアレンテスト(手掌動脈弓の循環テスト)等

の末梢循環機能検査を実施した場合において,それらに明らかな異常が認められるもの 

2   末梢神経障害(感覚障害) 

次の(1)から(3)までに掲げる検査結果を総合的に判断して,末梢神経機能(感覚)の異常の有無

を判断すること。 

(1)  痛覚 

①  常温における痛覚テストにおいて,指の痛覚に明らかな鈍麻が認められるもの 

②  冷却負荷後の痛覚テストにおいて,指の痛覚閾値に明らかな上昇が認められるもの 

③  冷却負荷後における指の痛覚閾値の回復に明らかな遅延が認められるもの 

(2)  指先の振動覚 

①  常温における振動覚テストにおいて,指先の振動覚に明らかな鈍麻が認められるもの 

②  冷却負荷後の振動覚テストにおいて,指先の振動覚閾値に明らかな上昇が認められるもの 

③  冷却負荷後における指先の振動覚閾値の回復に明らかな遅延が認められるもの 

(3)  その他 

前記(1)及び(2)の検査のほか,温覚,冷覚等の感覚テストを実施した場合において,感覚の明

らかな鈍麻等が認められるもの 

3   運動機能障害 

次の(1)から(5)までに掲げる検査結果を総合的に判断して,運動機能の異常の有無を判定する

こと。 

(1)  握力 

握力の明らかな低下が認められるもの 

(2)  維持握力 

維持握力の明らかな低下が認められるもの 

(3)  つまみ力 
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別添2 

 

検査成績の評価について 

 

1   末梢循環障害 

次の各号((1)～(3))の検査結果を総合的に判断して,末梢循環機能の異常の有無を判定するこ

と。 

(1)  手指の皮膚温 

①  常温での皮膚温が明らかに低いもの 

②  常温での皮膚温が各指間で明らかな差のあるもの(「各指」とは,示指,中指,環指及び小指

の4指をいう。) 

③  冷却負荷中の皮膚温の明らかな低下又は冷却負荷後の皮膚温の回復に明らかな遅延が認

められるもの 

(2)  爪圧迫 

①  常温での爪圧迫テストにおいて,回復時間に明らかな遅延が認められるもの 

②  冷却負荷後の爪圧迫テストにおいて,回復時間に明らかな遅延が認められるもの 

(3)  その他 

前記(1)及び(2)の検査のほか,指先容積脈波又はアレンテスト(手掌動脈弓の循環テスト)等

の末梢循環機能検査を実施した場合において,それらに明らかな異常が認められるもの 

2   末梢神経障害(感覚障害) 

次の(1)から(3)までに掲げる検査結果を総合的に判断して,末梢神経機能(感覚)の異常の有無

を判断すること。 

(1)  痛覚 

①  常温における痛覚テストにおいて,指の痛覚に明らかな鈍麻が認められるもの 

②  冷却負荷後の痛覚テストにおいて,指の痛覚閾値に明らかな上昇が認められるもの 

③  冷却負荷後における指の痛覚閾値の回復に明らかな遅延が認められるもの 

(2)  指先の振動覚 

①  常温における振動覚テストにおいて,指先の振動覚に明らかな鈍麻が認められるもの 

②  冷却負荷後の振動覚テストにおいて,指先の振動覚閾値に明らかな上昇が認められるもの 

③  冷却負荷後における指先の振動覚閾値の回復に明らかな遅延が認められるもの 

(3)  その他 

前記(1)及び(2)の検査のほか,温覚,冷覚等の感覚テストを実施した場合において,感覚の明

らかな鈍麻等が認められるもの 

3   運動機能障害 

次の(1)から(5)までに掲げる検査結果を総合的に判断して,運動機能の異常の有無を判定する

こと。 

(1)  握力 

握力の明らかな低下が認められるもの 

(2)  維持握力 

維持握力の明らかな低下が認められるもの 

(3)  つまみ力 

つまみ力の明らかな低下が認められるもの 

(4)  タッピング 

タッピング機能の明らかな低下が認められるもの 

(5)  その他 

前記(1)から(4)までに掲げる検査のほか,骨,関節,筋肉又は腱等の検査を実施した場合にお

いて,それに明らかな異常等が認められるもの 

4   留意事項 

(1)  以上1から3までに掲げる障害の程度を総合判断するに当たっては,次の所見の有無及びその

程度並びに1から3までに掲げる障害が外傷その他の原因によるか否かにも十分配意すること

が必要である。 

①  手若しくは前腕部の筋萎縮又は手指の拘縮 

②  エックス線検査による肘関節その他の部位の異常 

(2)  評価に関し使用される用語の意義は次のとおりである。 

①  「常温」……20℃～23℃をいう。 

②  「明らか」……正常範囲を超え又は下回ることが確認される場合をいう。 

③  「閾値」……刺激によって反応がひき起こされる場合には,刺激の強さがある値に達しな

ければその反応は見られないものである。この反応の現われる刺激の強さの最低値をいう。 

(3)  検査項目のうちには,加齢の影響があるものもあるので,検査値の評価に当たっては,この点

を考慮する必要がある。 
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事 務 連 絡 第 2 3 号 

昭 和 5 2 年 5 月 2 8 日 

改 正 基 発 1 2 2 5 第 １ 号 

令 和 ２ 年 1 2 月 2 5 日 

都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局補償課長 

 

 

振動障害の認定基準の運用上の留意点等について 

 

振動障害の認定基準については、さきに昭和52年5月28日付け基発第307号「振動障害の認定基準

について」以下「新通達」という。)により通達されたところであるが、新通達においては、従来の

チェンソー(ブッシュクリーナーを含む。)を取り扱う業務による認定基準(昭和50年9月22日付け基

発第501号「振動障害の業務上外の認定基準について」。以下「旧通達」という。)が改められると

ともに、その他の振動工具による振動障害の認定要件が新たに追加され、振動障害の全般について

一体化して取り扱えるよう設定されたものである。 

今後、振動障害の認定に当たっては下記1に掲げる通達の改正の要点及び下記2に掲げる事項に留

意のうえ、認定事務の適正迅速化が図られるご配慮を願いたい。 

なお、「振動障害係る業務起因性判断のための調査実施要領」を別添のとおり作成したので振動

障害の業務起因性判断のための調査を行う場合の参考とされたい。 

また、昭和50年10月8日付け事務連絡第45号「振動障害の業務上外の認定基準の運用上の留意点

について」は廃止し、昭和51年11月11日付け事務連絡第45号「振動障害の認定基準等の運用上の留

意点について」の振動障害の認定に関する部分(記の1)は削除する。 

 

記 

 

1   通達改正の要点 

(1)  認定基準の適用範囲 

旧通達においては、チェンソー(ブッシュクリーナーを含む。)を取り扱う業務による振動障

害のみを対象としていたが、その他の振動工具を取り扱う業務による振動障害を含めて認定基

準が示されたこと。 

(2)  認定の要件等 

イ  振動業務の従事期間が「おおむね1年又はこれを超える期間」とされたこと。また、この

期間に満たない事案についての認定の考え方が示されたこと。 

ロ  振動業務に相当期間従事した後レイノー現象が発現したことが認められたものについて

は、末梢循環障害、末梢神経障害及び運動機能障害に係る検査を要せず、振動障害として取

り扱うこととされたこと。 

ハ  特殊健康診断によって業務起因性の判断を行うことができる場合には新たに別添1に掲げ

る検査を行うことなく当該健康診断結果を用いて認定し得ることが示されたこと。 

(3)  類似疾病との鑑別 

イ  旧通達においては、労災保険給付の請求受理後に類似疾病との鑑別を行うことを必須条件
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事 務 連 絡 第 2 3 号 

昭 和 5 2 年 5 月 2 8 日 

改 正 基 発 1 2 2 5 第 １ 号 

令 和 ２ 年 1 2 月 2 5 日 

都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局補償課長 

 

 

振動障害の認定基準の運用上の留意点等について 

 

振動障害の認定基準については、さきに昭和52年5月28日付け基発第307号「振動障害の認定基準

について」以下「新通達」という。)により通達されたところであるが、新通達においては、従来の

チェンソー(ブッシュクリーナーを含む。)を取り扱う業務による認定基準(昭和50年9月22日付け基

発第501号「振動障害の業務上外の認定基準について」。以下「旧通達」という。)が改められると

ともに、その他の振動工具による振動障害の認定要件が新たに追加され、振動障害の全般について

一体化して取り扱えるよう設定されたものである。 

今後、振動障害の認定に当たっては下記1に掲げる通達の改正の要点及び下記2に掲げる事項に留

意のうえ、認定事務の適正迅速化が図られるご配慮を願いたい。 

なお、「振動障害係る業務起因性判断のための調査実施要領」を別添のとおり作成したので振動

障害の業務起因性判断のための調査を行う場合の参考とされたい。 

また、昭和50年10月8日付け事務連絡第45号「振動障害の業務上外の認定基準の運用上の留意点

について」は廃止し、昭和51年11月11日付け事務連絡第45号「振動障害の認定基準等の運用上の留

意点について」の振動障害の認定に関する部分(記の1)は削除する。 

 

記 

 

1   通達改正の要点 

(1)  認定基準の適用範囲 

旧通達においては、チェンソー(ブッシュクリーナーを含む。)を取り扱う業務による振動障

害のみを対象としていたが、その他の振動工具を取り扱う業務による振動障害を含めて認定基

準が示されたこと。 

(2)  認定の要件等 

イ  振動業務の従事期間が「おおむね1年又はこれを超える期間」とされたこと。また、この

期間に満たない事案についての認定の考え方が示されたこと。 

ロ  振動業務に相当期間従事した後レイノー現象が発現したことが認められたものについて

は、末梢循環障害、末梢神経障害及び運動機能障害に係る検査を要せず、振動障害として取

り扱うこととされたこと。 

ハ  特殊健康診断によって業務起因性の判断を行うことができる場合には新たに別添1に掲げ

る検査を行うことなく当該健康診断結果を用いて認定し得ることが示されたこと。 

(3)  類似疾病との鑑別 

イ  旧通達においては、労災保険給付の請求受理後に類似疾病との鑑別を行うことを必須条件

にしているとも受けとれる表現となっていたが、一般に医師が病気の診断を行うに当たって

は、適切な治療を施すため原因疾患をは握する過程で鑑別が行われるものであるところか

ら、新通達においては、振動障害と類似の症状を呈することのある疾病が例示的に掲げられ

たものである。 

ロ  振動障害に係る労災保険給付の請求のあった者に類似の疾病が認められた場合の留意事

項が示されたこと。 

2   認定基準運用上の留意点 

(1)  振動業務の範囲について(本文記の1及び解説2関連) 

本認定基準の適用の対象となる振動業務の範囲が明らかにされており、取り扱う振動工具が

例示されているが、これら以外の振動工具として解説2の(19)に該当するものには、例えば、

次に掲げるものなどがある(商品名で示したものが含まれている。)。 

ストーパー、シンカー、ジェットタガネ、オートケレン、スーパーチゼル、ペーピングブレー

カー、フラックスチッパ、エアーチッパ、アングルグラインダー、コンクリートバイブレーター、

インパクトレンチ(ナットランナ)、バイブレーションシャー(ハンドシャー又はニブラー)、バ

イブレーションドリル、電動ハンマー、オービタルサンダー 

(2)  振動業務への従事歴について(本文記の1及び解説3関連) 

振動業務におおむね1年又はこれを超える期間従事していたことが認定要件の一つとされて

いるが、この従事期間の取扱いについては、原則として次によられたい。なお、詳細な事項に

ついては握が困難な場合には、は握した資料に基づき推定により判断して差し支えない。 

イ  ほぼ毎日のように振動業務に従事し、振動業務に従事しない期間があってもその期間が連

続して1カ月に満たない場合は、常時振動業務に従事したものとする(1日における振動業務

従事時間数の長短は原則として問わない。以下同じ。) 

(例1) 毎日のように振動業務に従事した例 

(従事期間 約1年1カ月) 
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ロ  振動業務に従事しない期間が途中1カ月以上に及ぶことがある場合はその期間を除いた合

計期間を振動業務に従事した期間とする。 

(例1) 一部の期間を除いて毎日のように振動業務に従事した例 

(従事期間 約1年1カ月) 
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ロ  振動業務に従事しない期間が途中1カ月以上に及ぶことがある場合はその期間を除いた合

計期間を振動業務に従事した期間とする。 

(例1) 一部の期間を除いて毎日のように振動業務に従事した例 

(従事期間 約1年1カ月) 

 

(3)  症状又は障害について(本文記の2及び解説4関連) 

イ  本文記の2の(1)に掲げる自覚症状(解説4の(1)に掲げる症状を含む。以下同じ。)及び障害

と同2の(2)に掲げるレイノー現象は各々独立した要件として並記されたものであるので、同

2の(1)の要件を満たす場合においてレイノー現象が認められないもの及び同2の(2)の要件

を満たす場合において自覚症状及びレイノー現象以外の障害が認められないものはいずれ

も同2の認定要件を満たすこととなる。 

ロ  別添1の検査項目に係る検査を行う場合は、検査条件と評価の斉一性を保つため、原則と

して別添1に掲げる検査項目及び手技によって行われるよう引き続き周知を図る必要があ

る。 

解説4の(2)のなお書で「個々の事案に応じて医師が有効であると判断する方法により前記

障害の検査を行っているときは、その結果を参考とすること。」とされているのは、別添1

に掲げる項目以外の検査を行った場合の取扱いが示されたものである。 

ハ  振動業務に相当期間従事した後にレイノー現象が発現したことが客観的に認められた者

については、振動障害の認定要件を満たすものとして取り扱うこととされているので、次の

場合を除き解説6の類似疾病との鑑別及び別添1の諸検査を行うまでもなく振動障害として
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取り扱って差し支えない。 

(イ) 過去にレイノー現象が発症したことのある事実は確認されたが時間的経過から見て現

に振動障害が認められるものであるかどうか明らかでない場合 

(ロ) 当該労働者の既往歴又は振動作業従事前の作業歴等からみて振動業務以外の原因によ

るレイノー現象の発症が強く疑われる場合 

ニ  レイノー現象の確認は、医師の診断によることとなるが、解説4の(3)のハの「客観的な資

料」とは、過去の診療録、本人のものと認められ写真、信用できる他人の証言等をいい、こ

れらのいずれかの資料によって医師が認めたものであれば足りる。 

ホ  レイノー現象が確認され、認定要件を満たす事案であっても、適切な療養を図るよめには、

類似疾病の併存の有無及び振動障害の程度のは握の必要があるので検査項目の省略は、医師

の判断によられたい。 

ヘ  振動障害が発生したにもかかわらず適切な治療を受けていない等の場合には、振動業務を

離れて後数年経過しても症状が遷延することがある。 

(4)  健康診断項目の取扱いについて(解説5関連) 

昭和50年10月20日付け基発第609号通達及び同日付け基発第610号通達又は同日付け基発第6

08号通達による特殊健康診断の結果、健康管理の区分が「管理C」とされた者については、そ

の決定の根拠となった症状等を確認のうえ、本文2の(1)に該当するものとして取り扱うことと

されたので、次の場合を除き、振動業務従事歴、振動ばく露の程度等の調査、解説6の類似症

状との鑑別及び別添1の諸検査を改めて行う必要はない。ただし、療養の方法、手段を確立す

るために行う検査・診断はこの限りでない。 

イ  振動業務従事歴が本文記の1に満たない場合 

ロ  取扱工具等の種類が解説2に該当しないと認められる場合 

ハ  特殊健康診断後の時間的経過から見て、現に振動障害が存在しているかどうか明らかでな

い場合 

ニ  当該労働者の既往歴又は振動業務従事以前の業務歴等からみて、振動業務以外の原因によ

る疾病が強く疑われる場合 

(5)  類似疾病の取扱いについて(解説6関連) 

イ  振動障害と類似の症状を呈することのある疾病として10種類の類似疾病が掲げられてい

るが、これは認定の条件として示されたものではなく、医師が当該患者について適正な診断、

治療を行うための情報提供という意味で掲げられたものであるから、認定要件の整っている

事案について認定の資料を得る目的で改めて鑑別診断を求めることはさけられたい(前記1

の(3)参照)。 

ロ  振動障害の認定要件を満たす者に類似疾病が併存している場合の治療の範囲は、振動障害

に係る治療のみに限られることとなるが、その治療の必要上類似疾病に係る治療も併せて行

わなければ治療効果が期待できないと認められる場合は、類似疾病に係る治療も振動障害の

治療の範囲に含めて差し支えない。 
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取り扱って差し支えない。 

(イ) 過去にレイノー現象が発症したことのある事実は確認されたが時間的経過から見て現

に振動障害が認められるものであるかどうか明らかでない場合 

(ロ) 当該労働者の既往歴又は振動作業従事前の作業歴等からみて振動業務以外の原因によ

るレイノー現象の発症が強く疑われる場合 

ニ  レイノー現象の確認は、医師の診断によることとなるが、解説4の(3)のハの「客観的な資

料」とは、過去の診療録、本人のものと認められ写真、信用できる他人の証言等をいい、こ

れらのいずれかの資料によって医師が認めたものであれば足りる。 

ホ  レイノー現象が確認され、認定要件を満たす事案であっても、適切な療養を図るよめには、

類似疾病の併存の有無及び振動障害の程度のは握の必要があるので検査項目の省略は、医師

の判断によられたい。 

ヘ  振動障害が発生したにもかかわらず適切な治療を受けていない等の場合には、振動業務を

離れて後数年経過しても症状が遷延することがある。 

(4)  健康診断項目の取扱いについて(解説5関連) 

昭和50年10月20日付け基発第609号通達及び同日付け基発第610号通達又は同日付け基発第6

08号通達による特殊健康診断の結果、健康管理の区分が「管理C」とされた者については、そ

の決定の根拠となった症状等を確認のうえ、本文2の(1)に該当するものとして取り扱うことと

されたので、次の場合を除き、振動業務従事歴、振動ばく露の程度等の調査、解説6の類似症

状との鑑別及び別添1の諸検査を改めて行う必要はない。ただし、療養の方法、手段を確立す

るために行う検査・診断はこの限りでない。 

イ  振動業務従事歴が本文記の1に満たない場合 

ロ  取扱工具等の種類が解説2に該当しないと認められる場合 

ハ  特殊健康診断後の時間的経過から見て、現に振動障害が存在しているかどうか明らかでな

い場合 

ニ  当該労働者の既往歴又は振動業務従事以前の業務歴等からみて、振動業務以外の原因によ

る疾病が強く疑われる場合 

(5)  類似疾病の取扱いについて(解説6関連) 

イ  振動障害と類似の症状を呈することのある疾病として10種類の類似疾病が掲げられてい

るが、これは認定の条件として示されたものではなく、医師が当該患者について適正な診断、

治療を行うための情報提供という意味で掲げられたものであるから、認定要件の整っている

事案について認定の資料を得る目的で改めて鑑別診断を求めることはさけられたい(前記1

の(3)参照)。 

ロ  振動障害の認定要件を満たす者に類似疾病が併存している場合の治療の範囲は、振動障害

に係る治療のみに限られることとなるが、その治療の必要上類似疾病に係る治療も併せて行

わなければ治療効果が期待できないと認められる場合は、類似疾病に係る治療も振動障害の

治療の範囲に含めて差し支えない。 

基 発 第 1 2 7 号 

昭 和 4 8 年 3 月 1 4 日 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

林業労働者に係る振動障害の補償等の取扱いについて 

 

チエンソー等振動工具を使用する林業労働者の業務に基づいて発生するレイノー現象等の振動

障害(いわゆる「白ろう病」)については、労働基準法施行規則別表第1の2第3号3に掲げる業務上の

疾病として取り扱っているところであるが、林業労働者の作業場所が山間地という地理的条件があ

ること、罹病者が労災保険制度を十分理解していないこと等もあって、その健康管理及び適正な療

養が必ずしも十分に行なわれていないことがうかがわれるので、今後なお一層下記の点に留意し、

林業労働者の健康管理と労災補償の適正迅速化に万全を期されたい。 

 

記 

 

1   異常者の早期発見 

チエンソー使用に伴う振動障害の予防については、昭和45年2月28日付け基発第134号により通

達したところであるが、同通達により示した健康診断を実施し、異常者を早期に発見するよう業

界指導に努めること。 

2   労災保険制度の周知徹底 

林業労働者が労災保険制度を十分に理解していないことにより、保険給付の請求が適正に行な

われていないことも推測されるので、年度更新時の説明会、保険料算定基礎調査等の機会を通じ、

更には林業災害補償連絡協議会及び林業災害指導員の積極的な活用により、保険制度の周知徹底

を図るとともに療養を必要とする労働者に対しては、速やかに医師にかかり、その指示に従って

適正な療養、休業を行なうよう指導に努めること。 

3   認定事務の促進 

労災保険給付の請求があったとき、これが業務上外の認定を迅速に行なえるよう、山林の環境、

気象条件、作業方法、作業時間等の実態を把握し、認定のための客観的資料の整備に努めること。 

また、認定にあたって専門医の意見を聴取することが必要な事案について、直ちにその意見が

求められるよう、専門医の把握と必要な連絡等について配慮しておくこと。 

4   医療機関の把握 

業務上の疾病と認定された者が、適正な療養を受けられるよう、あらかじめ地域ごとに当該疾

病の治療に適した医療機関を把握しておき、療養を必要とする労働者等より相談又は照会があっ

た場合に適切な指導が行えるよう措置しておくこと。 
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基 発 第 6 5 9 号 

昭 和 5 0 年 1 1 月 8 日 

 

都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

林業労働者の振動障害の補償対策について 

 

最近、林業においてチェンソーによる振動障害が多発している実状にかんがみ、林業における振

動障害に係る総合的対策の検討を行っているところであるが、当面の補償事務については、下記の

点に留意のうえ、事務処理に遺漏なきよう取り計らわれたい。 

 

記 

 

1   振動障害に係る診断及び治療体制について 

(1)  振動障害に係る診断体制 

振動障害の業務上外の認定基準については、昭和50年9月22日付基発第501号により通達した

ところであるが、これが適正な運用を期するために、医療機関等に対する認定基準の周知徹底

を図るとともに、振動障害の診断について専門的知識を有する医師及び上記認定基準に示した

諸検査が可能な機器等を保有する医療機関をは握し、被検者の受入れ、早期診断等について協

力を得るよう措置を講ずること。 

なお。労災病院については、担当医師の研修及び検査機器の整備を早急(検査機器について

本年11月末までに整備の予定)に行うこととしている。 

 

(2)  振動障害に係る治療体制 

振動障害の治療方法については、現在最新の医学的な意見を求めるため、本省に「振動障害

の治療等の検討に関する専門家会議」を設け、鋭意検討を願っているところであり、同会議で

の結論が得られ次第通達することとするが、当該疾病の治療方法は、現在のところ整形外科を

中心とする理学療法、薬物療法、リハ療法が主であると考えられるので、これらの療法の可能

な医療機関をは握し、地域ごとの患者発生見込み数に応じた受入れ体制の確立をはかるととも

に、関係労使に対し必要な周知を図ること。 

 

2   振動障害に係る補償事務の取扱いについて 

(1)  保険給付請求書の証明等を行うべき事業主 

振動障害にかかった労働者が過去に2以上の事業場(事業主を異にする場合に限る。)におい

て振動障害の発生のおそれのある作業に従事している場合の保険給付請求書における事業主

の証明及び待期期間3日について労働基準法の規定による休業補償を行うべき事業主の決定に

ついては、振動障害の発症が医師の診断により確定した日における労働者の就業状況に応じ、

次に掲げる事業主とすること。 

イ  疾病の発生が医師の診断により確定した日に、当該労働者が当該疾病の発生のおそれのあ
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基 発 第 6 5 9 号 

昭 和 5 0 年 1 1 月 8 日 

 

都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

林業労働者の振動障害の補償対策について 

 

最近、林業においてチェンソーによる振動障害が多発している実状にかんがみ、林業における振

動障害に係る総合的対策の検討を行っているところであるが、当面の補償事務については、下記の

点に留意のうえ、事務処理に遺漏なきよう取り計らわれたい。 

 

記 

 

1   振動障害に係る診断及び治療体制について 

(1)  振動障害に係る診断体制 

振動障害の業務上外の認定基準については、昭和50年9月22日付基発第501号により通達した

ところであるが、これが適正な運用を期するために、医療機関等に対する認定基準の周知徹底

を図るとともに、振動障害の診断について専門的知識を有する医師及び上記認定基準に示した

諸検査が可能な機器等を保有する医療機関をは握し、被検者の受入れ、早期診断等について協

力を得るよう措置を講ずること。 

なお。労災病院については、担当医師の研修及び検査機器の整備を早急(検査機器について

本年11月末までに整備の予定)に行うこととしている。 

 

(2)  振動障害に係る治療体制 

振動障害の治療方法については、現在最新の医学的な意見を求めるため、本省に「振動障害

の治療等の検討に関する専門家会議」を設け、鋭意検討を願っているところであり、同会議で

の結論が得られ次第通達することとするが、当該疾病の治療方法は、現在のところ整形外科を

中心とする理学療法、薬物療法、リハ療法が主であると考えられるので、これらの療法の可能

な医療機関をは握し、地域ごとの患者発生見込み数に応じた受入れ体制の確立をはかるととも

に、関係労使に対し必要な周知を図ること。 

 

2   振動障害に係る補償事務の取扱いについて 

(1)  保険給付請求書の証明等を行うべき事業主 

振動障害にかかった労働者が過去に2以上の事業場(事業主を異にする場合に限る。)におい

て振動障害の発生のおそれのある作業に従事している場合の保険給付請求書における事業主

の証明及び待期期間3日について労働基準法の規定による休業補償を行うべき事業主の決定に

ついては、振動障害の発症が医師の診断により確定した日における労働者の就業状況に応じ、

次に掲げる事業主とすること。 

イ  疾病の発生が医師の診断により確定した日に、当該労働者が当該疾病の発生のおそれのあ

る作業に従事していた場合には、当該疾病の発生が確定した日に当該労働者が就労していた

事業場の事業主 

ロ  疾病の発生が医師の診断により確定した日に、当該労働者が就労していない場合、及び当

該疾病の発生のおそれのない作業に従事している場合には、当該疾病の発生のおそれのある

作業に最後に従事した事業場の事業主 

また、上記により保険給付請求書に事業主の証明を行うべきものとされた事業主が証明を

拒否する場合には、事業主証明の趣旨を説明し説得に努めることとされたい。しかし、当該

事業主に証明を行わせることが困難であると思料される事項については、証明を省略させる

こととして差し支えないが、この場合には実態調査等で事実確認を行うものとする。 

（注：待機期間3日の休業補償については昭和57年5月19日付け基発第342号通達参照） 

 

(2)  治ゆ、再発等の取扱い 

振動障害の症状の程度の評価、治ゆの時期の判断等は、専門医の意見をきいて行わなければ

ならないのはもとよりであるが、当該疾病の性質上、寒冷期に発症し、温暖期に症状が消退し、

また、振動工具を使用する作業(以下「振動作業」という。)に復帰すれば、再び発症するとい

う特異な形態が見られることから、治ゆ、再発等を判断するに当たっては、現症状に関する医

証のみならず、就労の可否、職種、労働時間の制限の要否等についての医学的意見を求め、こ

れらを総合的に勘案して行うこととするが、特に次の点に留意して取り扱うこと。 

イ  振動作業はもとより、他の作業に就くことについての労働時間を制限する必要が認められ

る者については、その必要の認められる期間は原則として療養を継続する必要があるものと

して取り扱うこと。 

ロ  振動作業に就くことの制限を受けているものであっても、他の作業に就くことについて労

働時間を制限する必要が認められない者については、現に療養を行っていない場合は、原則

として治ゆしたものとして取り扱うこと。 

ハ  治ゆ後、振動作業以外の業務に従事したのち発症し、療養の必要が生じた者については、

再発として取り扱うこと。 

ニ  治ゆ後、振動作業に従事したのち発症し、療養の必要が生じた者については、新規として

取り扱うこと。 

 

(3)  休業補償給付の取扱い（廃止） 

 

(4)  平均賃金の算定 

労働者が業務上の振動障害であると診断された日に、すでに振動障害の発生のおそれのある

作業に従事していた事業場を離職している場合の平均賃金の算定については、昭和50年9月23

日付け基発第556号によるものであること。 

 

3   メリット料率算定に当たっての保険給付の取扱いについて 

林業における振動障害に係る保険給付額については、当該労働者が上記2の(1)の事業場におい

て、雇用された期間が2年未満である場合に限り、当該事業場のメリット料率算定の際の収支率

の算定基礎から除外すること。 

（注：現行の振動障害の取扱いについては、上記の「2年未満」が1年未満に改められている。

労働保険の保険料の徴収等に関する法律第12条第3項及び同法施行規則第17条の2並びに昭和55
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年12月5日付け発労徴第68号、基発第674号通達参照） 

 

4   林業におけるいわゆる一人親方の労災保険への特別加入について 

国会等において、振動障害対策の一環として、林業におけるいわゆる一人親方を労災保険に特

別加入させることについて要望、質疑等がみられたことにかんがみ、先般、林業局等22局を選定

し、林業のいわゆる一人親方の就労の実態、災害発生状況等について調査を実施したところであ

るが、現在その結果を集計、分析中であり、この結果をまって特別加人の要否について検討を行

うこととしていること。 

 

－ 190 －



年12月5日付け発労徴第68号、基発第674号通達参照） 

 

4   林業におけるいわゆる一人親方の労災保険への特別加入について 

国会等において、振動障害対策の一環として、林業におけるいわゆる一人親方を労災保険に特

別加入させることについて要望、質疑等がみられたことにかんがみ、先般、林業局等22局を選定

し、林業のいわゆる一人親方の就労の実態、災害発生状況等について調査を実施したところであ

るが、現在その結果を集計、分析中であり、この結果をまって特別加人の要否について検討を行

うこととしていること。 

 

事 務 連 絡 

平成２０年８月１日 

 
各都道府県労働局 

労働基準部労災補償課長 殿 

 

厚生労働省労働基準局労災補償部補償課 

職業病認定対策室長補佐 

 

 

 
振動障害の業務上外認定に係る事務処理の適正な実施について 

 

 

振動障害については、昭和５２年５月２８日付け基発第３０７号「振動障害の認定基準について」（以

下「認定基準」という。）及び同日付け事務連絡第２３号「振動障害の認定基準の運用上の留意点等に

ついて」（以下「２３号事務連絡」という。）に基づき、振動業務に相当期間従事したこと、主治医が認

定基準に示す検査を行った結果、手指、前腕等の末梢循環障害、末梢神経障害及び運動器（骨・関節系）

障害の３障害すべてに障害が認められること等の認定基準に定める要件を満たす場合には、原則として、

業務上として判断しているところである。 

ところで、近年、労働基準監督署長が類似疾患の有無を明らかにすること等を目的として実施した受

診命令に関し、その目的又は必要性が請求人に十分説明されていないと思われる事案等が少なからず散

見されるところである。 

ついては、改めて下記の事項に十分留意の上、振動障害に係る認定の適正な実施に万全を期するよう

お願いする。 

 

記 

 

受診命令は、労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）第４７条の２の規定に基づくもので

あるところ、その運用に当たっては、昭和４５年５月２７日付け基発第４１４号「労働者災害補償保険

法第４７条の２の規定による受診命令の取扱いについて」及び「労災保険給付事務取扱手引（平成１３

年３月改訂）」等に基づき行うこととされており、実施に当たっては、その必要性について十分な検討

を行うとともに、受診命令を発出する際は、必ず請求人に対して受診命令の趣旨を明確に説明し、理解

を求めることとされたい。 

特に、類似疾患の有無を明らかにすることを目的とする受診命令については、２３号事務連絡記の１

の（３）のイ、同記の２の（３）のハ、ニ、ホ及び（５）のイに十分留意し、受診命令の必要性を明ら

かにした上で、請求人に説明を行うこととされたい。 
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事 務 連 絡 第 5 1 号 

昭 和 6 1 年 1 1 月 2 8 日 

 

各都道府県労働基準局労災主務課長 殿 

 

労働省労働基準局補償課長 

 

 

「振動障害の治療指針」の周知に当たっての留意点等について 

 

振動障害の治療については,昭和61年10月9日付け基発第585号「振動障害の治療指針について」

(以下「585号通達」という。)により,同通達別添の「振動障害の治療指針」という。)を振動障害の

治療に携わる診療担当医師等に対し周知を図ることが指示されたところであるが,その周知に当

たっては,特に,下記の事項に留意されたい。 

 

記 

 

1   585号通達記の1(改正の趣旨)及び記の2(主な改正点)については,「治療指針」及び「振動障害

の治療等に関する検討結果報告書」の本文を参考の上,具体的に説明を行うこと。 

2   昭和62年1月1日以後に作成される診断書等には,新症度区分を記入するよう指導すること。 

新症度区分の記入は,①年金通知様式第4号の診断書にあっては「9.その他の主要な検査成績所

見」欄に「V(S()L())N(S()L())運動器障害(無・有( ))」のように記入し,②その他の診断書等に

ついては,適宜,同様の区分を記入するよう指導すること。 

3   振動障害療養者の効果的かつ適切な治療を行うためには,診療担当医師が各障害の治療経過を

追って観察・分析することが不可欠であるので,昭和61年11月28日付け基発第629号の振動障害診

断所見書(振動様式第2号)を活用するよう勧奨すること。 

4   診療担当医師から振動障害診断書に掲げる検査項目について検査を行うことが可能な医療機

関の紹介を求められた場合には,地方局で把握している医療機関の名簿を提示すること。 

5   日本医師会及び労働福祉事業団に対しては,労働省労働基準局長から治療指針の周知について

の協力を要請したところであるが,地方局にあっても各都道府県医師会等に対し,必要に応じ協

力を要請すること。 
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事 務 連 絡 第 5 1 号 

昭 和 6 1 年 1 1 月 2 8 日 

 

各都道府県労働基準局労災主務課長 殿 

 

労働省労働基準局補償課長 

 

 

「振動障害の治療指針」の周知に当たっての留意点等について 

 

振動障害の治療については,昭和61年10月9日付け基発第585号「振動障害の治療指針について」

(以下「585号通達」という。)により,同通達別添の「振動障害の治療指針」という。)を振動障害の

治療に携わる診療担当医師等に対し周知を図ることが指示されたところであるが,その周知に当

たっては,特に,下記の事項に留意されたい。 

 

記 

 

1   585号通達記の1(改正の趣旨)及び記の2(主な改正点)については,「治療指針」及び「振動障害

の治療等に関する検討結果報告書」の本文を参考の上,具体的に説明を行うこと。 

2   昭和62年1月1日以後に作成される診断書等には,新症度区分を記入するよう指導すること。 

新症度区分の記入は,①年金通知様式第4号の診断書にあっては「9.その他の主要な検査成績所

見」欄に「V(S()L())N(S()L())運動器障害(無・有( ))」のように記入し,②その他の診断書等に

ついては,適宜,同様の区分を記入するよう指導すること。 

3   振動障害療養者の効果的かつ適切な治療を行うためには,診療担当医師が各障害の治療経過を

追って観察・分析することが不可欠であるので,昭和61年11月28日付け基発第629号の振動障害診

断所見書(振動様式第2号)を活用するよう勧奨すること。 

4   診療担当医師から振動障害診断書に掲げる検査項目について検査を行うことが可能な医療機

関の紹介を求められた場合には,地方局で把握している医療機関の名簿を提示すること。 

5   日本医師会及び労働福祉事業団に対しては,労働省労働基準局長から治療指針の周知について

の協力を要請したところであるが,地方局にあっても各都道府県医師会等に対し,必要に応じ協

力を要請すること。 

 

 

基 発 0 7 1 0 第 5 号 

平 成 21 年 7 月 10 日 

 

 

都道府県労働局長 殿 

 

 

厚生労働省労働基準局長 

（公 印 省 略） 

 

 

振動障害総合対策の推進について 

 

 

振動障害総合対策の推進については、振動障害予防対策、補償対策、社会復帰対策等振

動障害に関する対策を総合的に推進し、その結果、振動障害の新規認定者が減少するなど、

一定の成果が見られている。 

しかしながら、振動の周波数、振動の強さ、振動ばく露時間により、手腕への影響を評

価し、振動障害予防対策を講ずることが有効であること等を踏まえて、今般、国際標準化

機構（ISO）等が取り入れている「周波数補正振動加速度実効値の３軸合成値」及び「振動

ばく露時間」で規定される１日８時間の等価振動加速度実効値（日振動ばく露量Ａ(8)）の

考え方等に基づく対策の普及促進等が必要であること等から、別紙１のとおり、振動障害

総合対策要綱を定め、引き続き、総合的な振動障害対策の推進を図ることとしたところで

ある。 

 貴局においても、本要綱に基づき、その効果的な推進に遺憾なきを期されたい。 

  なお、本職より関係行政機関及び関係団体に対して、別添１、別添２及び別添３により

協力等を要請したので了知されたい。 

 おって、本通達をもって、平成５年３月３１日付け基発第２０３号「振動障害総合対策

の推進について」を廃止する。 
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（別紙１） 

 

振動障害総合対策要綱 

 

第１  振動障害予防対策の推進について 

１ 基本的な考え方 

   振動障害予防対策については、これまで、振動の周波数、振動の強さに関わりなく、

振動工具の操作時間を原則として１日２時間以下とすること等の措置を講じてきた

が、国際標準化機構（ISO）等の動向を踏まえて、周波数補正振動加速度実効値の３軸

合成値及び振動ばく露時間で規定される１日８時間の等価振動加速度実効値（日振動

ばく露量Ａ(8)）の考え方等に基づく振動障害予防対策の普及等を図ることが必要であ

る。 

   各労働局においては、以下に示す事項に留意しつつ、各労働局の実情等を考慮し、

重点対策の絞り込みや行政手法に工夫を凝らすなど、効果的な振動障害予防対策を推

進すること。 

 

２ 振動障害予防推進計画の策定 

各労働局においては、振動工具の製造事業者、輸入事業者等に対して、平成２１年

７月１０日付け基発 0710 第３号「振動工具の「周波数補正振動加速度実効値の３軸

合成値」の測定、表示等について」に基づき、振動工具への周波数補正振動加速度実

効値の３軸合成値の表示等を指導するとともに、振動工具の使用事業者等に対して、

平成２１年７月１０日付け基発 0710 第１号により改正された昭和５０年１０月２０

日付け基発第６１０号「チエンソー取扱い業務に係る健康管理の推進について」の別

添２「チェーンソー取扱い作業指針」及び平成２１年７月１０日付け基発 0710 第２

号「チェーンソー以外の振動工具の取扱い業務に係る振動障害予防対策指針につい

て」の別紙「チェーンソー以外の振動工具の取扱い業務に係る振動障害予防対策指針」

に基づき、新たな対策の普及等を図ることを最重点事項として、管内の状況に応じた

振動障害予防推進計画を策定し、計画的に、振動工具の製造事業者、輸入事業者及び

使用事業者等に対して指導を行うこと。 

  

３ 指導に当たっての重点事項 

事業場に対する指導に当たっては、次に掲げる事項を中心に、効果的な指導に努め

ること。 

（１）予防対策指針等の普及徹底 

「チェーンソー取扱い作業指針」及び「チェーンソー以外の振動工具の取扱い業

務に係る振動障害予防対策指針」に掲げる作業管理、健康管理等について周知、徹

底を図ること。 

指導に当たっては、周波数補正振動加速度実効値の３軸合成値及び振動ばく露時

間で規定される日振動ばく露量Ａ(8)の考え方に基づく対策を最重点に行うこと。 

  また、振動工具の点検・整備の状況によっては振動レベルが大きく変動すること
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から、当該工具の点検・整備の実施に係る指導並びに健康診断及びその結果に基づ

く措置が重要な役割を担っていること等から、昭和５０年１０月２０日付け基発第

６０９号「振動工具の取扱い業務に係る特殊健康診断の実施手技について」に基づ

く特殊健康診断の実施等に係る指導も重点的に行うこと。 

  なお、振動工具の使用事業場における実施状況の把握等においては、別紙２及び

別紙３の自主点検表を活用すること。 

（２）振動工具管理責任者の選任及び振動工具の点検・整備の励行 

振動工具の状況等について定期的に点検等を行い、振動工具を良好な状態で管理

することを職務とする「振動工具管理責任者」を、次により、各事業場ごとに選任

し、当該職務の徹底を図らせること。 

ア 振動工具を使用する事業場については、「振動工具管理責任者」を選任するこ

と。特に、振動工具を５台以上有する事業場に対しては重点的に指導すること。 

イ 「振動工具管理責任者」は振動工具の取扱い、構造等に習熟した者の中から選

任すること。 

ウ 「振動工具管理責任者」は振動工具台帳を作成し、ⅰ）振動工具の購入年月日、

ⅱ）振動工具の周波数補正振動加速度実効値の３軸合成値、ⅲ）毎日の点検結果

等を記載すること。 

エ 「振動工具管理責任者」の氏名及びその職務を事業場の見やすい箇所に掲示し

周知すること。 

（３）安全衛生推進者等の選任及び職務の徹底 

衛生管理者、安全衛生推進者等の選任及び職務の徹底を図らせること。 

（４）健康管理の充実 

ア 事業者が、振動工具の取扱い業務に係る特殊健康診断を実施するよう指導する

こと。この場合、定期の特殊健康診断のみならず雇入れ時又は配置換えの際の特

殊健康診断も実施されるよう留意すること。 

イ 特殊健康診断の結果に基づく事後措置の徹底を図るよう指導すること。特に、

健康診断の結果が、昭和５０年１０月２０日付け基発第６１０号「チエンソー取

扱い業務に係る健康管理の推進について」の別添「チエンソー取扱い業務に係る

健康管理指針」等に基づく健康管理区分「管理Ｂ」である労働者については、振

動へのばく露を少なくするよう低振動の振動工具の使用、振動ばく露時間の短縮

等に配慮すること。 

（５）振動工具取扱作業者等に対する安全衛生教育の徹底 

ア  日振動ばく露量Ａ(8)の考え方に基づく対策も含めて、チェーンソー取扱い作

業者に対する労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）に基づく特別の教育及

び平成４年４月２３日付け基発第２６０号「チェーンソーを用いて行う伐木等の

業務（労働安全衛生規則第３６条第８号の業務のうちチェーンソーを用いて行う

もの及び同条第８号の２の業務）従業者安全衛生教育について」に基づく教育の

実施を徹底させること。  

イ チェーンソー以外の振動工具取扱作業者に対して、日振動ばく露量Ａ(8)の考

え方に基づく対策も含めて、昭和５８年５月２０日付け基発第２５８号「チェー
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ンソー以外の振動工具取扱作業者に対する安全衛生教育の推進について」に基づ

く教育を行うよう指導すること。  

ウ 建設業において、関係請負人が労働者に対し、いわゆる新規入場者教育を行う

場合には、日振動ばく露量Ａ(8)の考え方に基づく対策も含めた振動障害予防に

係る教育も併せて行うよう指導すること。 

 

４ 対策の推進に当たっての留意事項 

振動障害予防対策の円滑な推進を図るため、次の事項に留意すること。 

（１）対象事業場の把握及び好事例の収集等資料の整備 

対象事業場及び作業実態等の把握に努め、好事例等の資料の整備を図ること。 

（２）事業場に対する指導 

指導においては、振動障害予防に係るパンフレットを活用するなど、その効果的

な実施を図ること。          

（３）労働災害防止団体等に対する指導・援助 

労働災害防止団体及び事業者団体に対し、引き続き本要綱に基づく振動障害予防

対策の推進について指導するとともに、適宜、振動障害予防に関する講習会、研究

会の開催等について指導・援助を行うこと。 

（４）製造事業者団体等に対する指導 

本省においては、振動工具の製造事業者団体等に対し、製造事業者等による振動

工具への表示等について指導するものとすること。 

また、これらの振動工具の製造事業者及び輸入事業者等に対しても、同様の指導

を行うものとすること。 

（５）行政施策の活用等 

ア  林業巡回特殊健康診断は、健康診断実施の定着化を図る上で有効な手段である

ことに留意し、この効果的な活用を図ること。 

イ  林業については、林業チェーンソー取扱労働者健診促進システムを活用し、特

殊健康診断未受診者及びその事業者に対する受診勧奨の徹底を図ること。 

ウ  特別教育に加えて、チェーンソーを用いて行う伐木等の業務に従事している者

に対しては、「危険又は有害な業務に現に就いている者に対する安全衛生教育に

関する指針の公示について」に基づき教育を行うこと。 

エ 林業については、改正された「チェーンソー取扱い作業指針」の普及等に資す

るため、平成元年１０月２７日付け基発第５８２号「チェーンソー取扱作業指導

員について」に基づくチェーンソー取扱作業指導員に対し、周波数補正振動加速

度実効値の３軸合成値及び振動ばく露時間で規定される１日８時間の等価振動

加速度実効値（日振動ばく露量Ａ(8)）の考え方等に基づく対策等を研修の上、

当該指導員の効果的な活用を図ること。 

（６）関係行政機関との連携 

ア 林業については、日振動ばく露量Ａ(8)の考え方に基づく振動障害予防対策の

推進のための協力要請を行うなど、農林水産省林野庁森林管理局・森林管理署と

連携を図ること。 
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また、これらの振動工具の製造事業者及び輸入事業者等に対しても、同様の指導

を行うものとすること。 

（５）行政施策の活用等 

ア  林業巡回特殊健康診断は、健康診断実施の定着化を図る上で有効な手段である

ことに留意し、この効果的な活用を図ること。 

イ  林業については、林業チェーンソー取扱労働者健診促進システムを活用し、特

殊健康診断未受診者及びその事業者に対する受診勧奨の徹底を図ること。 

ウ  特別教育に加えて、チェーンソーを用いて行う伐木等の業務に従事している者

に対しては、「危険又は有害な業務に現に就いている者に対する安全衛生教育に

関する指針の公示について」に基づき教育を行うこと。 

エ 林業については、改正された「チェーンソー取扱い作業指針」の普及等に資す

るため、平成元年１０月２７日付け基発第５８２号「チェーンソー取扱作業指導

員について」に基づくチェーンソー取扱作業指導員に対し、周波数補正振動加速

度実効値の３軸合成値及び振動ばく露時間で規定される１日８時間の等価振動

加速度実効値（日振動ばく露量Ａ(8)）の考え方等に基づく対策等を研修の上、

当該指導員の効果的な活用を図ること。 

（６）関係行政機関との連携 

ア 林業については、日振動ばく露量Ａ(8)の考え方に基づく振動障害予防対策の

推進のための協力要請を行うなど、農林水産省林野庁森林管理局・森林管理署と

連携を図ること。 

 

イ 建設業については、発注機関連絡会議等の効果的な活用により、日振動ばく露

量Ａ(8)の考え方に基づく振動障害予防対策の推進について理解と協力を求める

こと。 

ウ  本省においては、農林水産省、国土交通省、経済産業省に対して日振動ばく露

量Ａ(8)の考え方に基づく振動障害予防対策の推進のための協力要請を行うな

ど、関係省庁との連携を図るものとすること。 

 

第２  補償対策について 

１ 業務上外の認定 

振動障害の業務上外の認定については、迅速かつ適正な認定に努めること。 

このため、昭和５２年５月２８日付け基発第３０７号「振動障害の認定基準につい

て」によるほか、特に次の点に留意すること。 

（１）保険給付の請求に係る労働者等の既往歴、作業従事歴等を十分把握すること。 ま

た、必要に応じ、主治医その他専門医の意見を十分聴くこと。 

（２）既往歴に振動障害の類似疾患が認められる場合、振動業務への従事期間が前記通

達の基準に満たない場合及び振動業務を離脱した後相当期間を経過して発症した

場合等については、必要に応じ鑑別診断を受けさせること。 

 

２ 療養 

振動障害の療養については、「振動障害の治療指針」（昭和６１年１０月９日付け

基発第５８５号）を活用し、振動障害療養者がより適切な治療を受けることができる

よう努めること。 

 

３ 保険給付 

振動障害に係る保険給付については、平成８年１月２５日付け基発第３５号「振動

障害に係る保険給付の適正化について」等に基づき、個々の振動障害療養者の症状を

的確に把握する等により、適正な給付に努めること。 

なお、就労の機会の有無と休業補償給付の支給要件とは別個の事柄であって、労働

者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）上、就労の機会が確保されていないこ

とを理由として、療養上休業の必要性がなくなった者について休業補償給付を継続し

て支給することはできないことについて、主治医等に対して十分周知し、給付の適正

を期すること。 

 

第３  社会復帰対策の推進について 

振動障害者の社会復帰については、「被災労働者の社会復帰対策要綱」（平成５年

３月２２日付け基発第１７２号「被災労働者の社会復帰対策の推進について」）及び

平成８年５月１１日付け基発第３１１号「振動障害者に係る社会復帰援護制度の拡充

等について」に基づき次の対策を推進すること。 

１ 社会復帰指導の実施 

振動障害者のうち、療養を継続しながら就労することが可能と医師が認める者であ
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って、社会復帰を希望するものに対し、的確な社会復帰指導を計画的に実施すること。 

 

２ 社会復帰援護制度の積極的な周知及び活用 

振動障害者に対する社会復帰援護制度に係る各種援護金等の支給については、平成

８年に制度拡充等が行われたことを踏まえ、引き続き個別の社会復帰指導時における

説明、その他広報等により、振動障害者社会復帰援護金等の各種社会復帰援護制度に

ついて積極的な周知及び活用の促進に努めること。 

 

３ 関係行政機関等との連携 

地方被災労働者社会復帰促進連絡会議の活用等により、振動障害者の社会復帰につ

いて職業安定機関及び職業能力開発機関の一層の理解と協力が得られるよう努める

こと。特に、林業における振動障害者の社会復帰に関しては、林業振動障害者職業復

帰対策協議会及び同地区協議会の活用を図ること。 

 

 

  （編注：別紙２及び別紙３、別紙（略）） 
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って、社会復帰を希望するものに対し、的確な社会復帰指導を計画的に実施すること。 

 

２ 社会復帰援護制度の積極的な周知及び活用 

振動障害者に対する社会復帰援護制度に係る各種援護金等の支給については、平成

８年に制度拡充等が行われたことを踏まえ、引き続き個別の社会復帰指導時における

説明、その他広報等により、振動障害者社会復帰援護金等の各種社会復帰援護制度に

ついて積極的な周知及び活用の促進に努めること。 

 

３ 関係行政機関等との連携 

地方被災労働者社会復帰促進連絡会議の活用等により、振動障害者の社会復帰につ

いて職業安定機関及び職業能力開発機関の一層の理解と協力が得られるよう努める

こと。特に、林業における振動障害者の社会復帰に関しては、林業振動障害者職業復

帰対策協議会及び同地区協議会の活用を図ること。 

 

 

  （編注：別紙２及び別紙３、別紙（略）） 

基 発 第 3 9 1 号 

昭 和 5 9 年 8 月 3 日 

                          改 正   基 発 第 4 1 2号 

                                 昭 和 6 1 年 7 月 1 0 日 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

適正給付管理の実施について 

 

最近の厳しい社会経済情勢を反映して労災保険制度についても,その公正な運営が強く求められ

ているところであるが,労災保険制度に対する理解の不足,傷病自体の有する病像の不明確性等の要

因もあって,労災保険により療養を受けている者の中には,必要以上の期間にわたり療養を継続して

いるなど,公正を欠くとみられるものが,少なくない現状にある。 

こうした現状にかんがみ,長期にわたって療養を継続している者の実態を把握し,個々の症状に

応じた適正な給付を行うための管理方法等を下記のとおり定めたので,各都道府県労働基準局(以下

「地方局」という。)においては,これを参考として適正給付管理のための体制の確立に努められた

い。 

なお,本通達の趣旨に反しない限り,地方局ですでに実施している管理方法等があればこれを変

更する必要はない。また,別紙適管様式第1号「適正給付管理カード(個人別)」(以下「管理カード」

という。)については,未だ個人別管理を実施していない地方局の便宜を図るためのものであり,既に

同種カードを作成して個人別管理を実施している地方局にあってはこれを参考資料とし,さらに管

理カード記載の各種記録欄についても,地方局で適正給付を実施するうえで必要と認められる欄を

使用すれば足りるものであるので念のため申し添える。 

 

記 

 

1   適正給付管理対象者 

業務災害又は通勤災害の被災者であって,原則として療養を1年以上にわたって継続している

者を適正給付管理対象者(以下「管理対象者」という。)とする。 

2   管理方法 

(1)長期療養者台帳の作成等 

  イ 本省では,療養を開始して6ヶ月を経過した傷病労働者について長期療養者台帳を作成し, 

   当該傷病労働者の保険給付記録等の管理を行う。 

  ロ 本省では,台帳管理を開始した傷病労働者（以下「台帳登記者」という。）について適正

給付管理名簿（新規登記者分）（別紙2適管様式第2号）を作成し,これを当該傷病労働者が

属する事業場の所在地を管轄する都道府県労働基準局（以下「所轄局」という。）の端末装

置に台帳管理を開始した日の属する月に配信する。 

  ハ 本省では,台帳登記者の給付歴等について,診療費給付基本台帳,休業給付基本台帳等によ

り毎月1回更新する。 

    また、台帳登記者のうち、療養を開始して1年を経過した者（以下「1年経過者」という。）
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については,適正給付管理名簿（1年経過者分）を作成し,所轄局の端末装置に配信する。 

  ニ 台帳登記者のうち,療養中止等により3ヶ月間給付歴の更新のなかった者についても,ハと

同様,適正給付管理名簿（療養中止分）に配信する。 

(2)  適正給付管理カードの要求 

イ 所轄局又は傷病労働者の属する事業場の所在地を管轄する労働基準監督署（以下「所轄署」

という。）は,ここの台帳登記者にかかる適正給付管理カード（別紙1適管様式第1号）を必

要とする場合には,随時,本省に対して配信要求を行うことができる。 

ロ 所轄署は,新規の台帳登記者又は1年経過者の全員にかかる適正給付管理カードを一括し

て配信要求することができる。 

ハ 適正給付管理カードの配信要求は,適正給付管理名簿等要求帳票（帳票様式）により行う

こととし,本省では,上記イ又はロの配信要求があった場合には,所轄局又は所轄署の端末装

置に当該傷病労働者にかかる適正給付管理カードを配信する。 

(3) 調査事項等の台帳登記 

  イ 所轄局又は所轄署は,本省から配信された上記(1),(2)の適正給付管理名簿,適正給付管理 

カードを活用し,新たに管理対象となった者について適正給付管理に努めるものとする。 

   ロ 所轄局又は所轄署は,管理対象者について(5)に示す調査を実施した場合には,調査事項等

の記録整備を行うことになるが,調査事項等のうち,次の事項については,適正給付管理台帳

登録（変更）帳票（帳票様式）により,本省が管理する(1)のイの長期療養者台帳に登記する

ことができる。 

   （イ）労働者の氏名・住所 （ロ）統計項目 （ハ）調査年月日 （ニ）調査書番号 

   （ホ）調査の相手 （へ）治ゆ見込年月日 （ト）就労見込年月日 （チ）治ゆ年月日 

   （リ）死亡年月日 （ヌ）傷病年金支給決定年月日 （ル）傷病等級 

(4) 給付状況等の検索及び各種名簿の要求 

  イ 所轄局又は所轄署は,台帳登記者に係る保険給付状況,調査の実施状況等について適正給

付管理名簿等要求帳票により,随時,検索を行うことができる。 

    なお,この場合の本省からの出力帳票は,適正給付管理カードとする。 

  ロ 所轄局又は所轄署は,適正給付管理を実施する上で下記の名簿を必要とする場合は,適正

給付管理名簿等要求帳票により,随時,本省に対して配信要求を行うことができる。 

     

事業場別適正給付管理名簿 

    医療機関別適正給付管理名簿 

    傷病別適正給付管理名簿             （適管様式第2号） 

    治ゆ見込者適正給付管理名簿 

（5） 調査の実施 

  イ（イ）所轄署は,管理対象者となった者のうちから前記(2)の管理カード等及び関係資料によ

り調査を必要とすると認められる者（以下「調査対象者」という。）を選定し,当該調査

対象者の療養の要否,休業の要否等について,できるだけ早期に調査を実施するものとす

る。 

   （ロ）適正給付管理を実施するうえで,主治医の意見は重要な参考となるものであるので調査

対象者については,まず主治医の意見を徴することが肝要である。 

      このため、所轄署が調査を行うに当たっては,まず調査対象者の受療している医療機関

に対して調査を行うこととなるが,必要に応じて当該調査対象者本人の調査も併せて行
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については,適正給付管理名簿（1年経過者分）を作成し,所轄局の端末装置に配信する。 

  ニ 台帳登記者のうち,療養中止等により3ヶ月間給付歴の更新のなかった者についても,ハと

同様,適正給付管理名簿（療養中止分）に配信する。 

(2)  適正給付管理カードの要求 

イ 所轄局又は傷病労働者の属する事業場の所在地を管轄する労働基準監督署（以下「所轄署」

という。）は,ここの台帳登記者にかかる適正給付管理カード（別紙1適管様式第1号）を必

要とする場合には,随時,本省に対して配信要求を行うことができる。 

ロ 所轄署は,新規の台帳登記者又は1年経過者の全員にかかる適正給付管理カードを一括し

て配信要求することができる。 

ハ 適正給付管理カードの配信要求は,適正給付管理名簿等要求帳票（帳票様式）により行う

こととし,本省では,上記イ又はロの配信要求があった場合には,所轄局又は所轄署の端末装

置に当該傷病労働者にかかる適正給付管理カードを配信する。 

(3) 調査事項等の台帳登記 

  イ 所轄局又は所轄署は,本省から配信された上記(1),(2)の適正給付管理名簿,適正給付管理 

カードを活用し,新たに管理対象となった者について適正給付管理に努めるものとする。 

   ロ 所轄局又は所轄署は,管理対象者について(5)に示す調査を実施した場合には,調査事項等

の記録整備を行うことになるが,調査事項等のうち,次の事項については,適正給付管理台帳

登録（変更）帳票（帳票様式）により,本省が管理する(1)のイの長期療養者台帳に登記する

ことができる。 

   （イ）労働者の氏名・住所 （ロ）統計項目 （ハ）調査年月日 （ニ）調査書番号 

   （ホ）調査の相手 （へ）治ゆ見込年月日 （ト）就労見込年月日 （チ）治ゆ年月日 

   （リ）死亡年月日 （ヌ）傷病年金支給決定年月日 （ル）傷病等級 

(4) 給付状況等の検索及び各種名簿の要求 

  イ 所轄局又は所轄署は,台帳登記者に係る保険給付状況,調査の実施状況等について適正給

付管理名簿等要求帳票により,随時,検索を行うことができる。 

    なお,この場合の本省からの出力帳票は,適正給付管理カードとする。 

  ロ 所轄局又は所轄署は,適正給付管理を実施する上で下記の名簿を必要とする場合は,適正

給付管理名簿等要求帳票により,随時,本省に対して配信要求を行うことができる。 

     

事業場別適正給付管理名簿 

    医療機関別適正給付管理名簿 

    傷病別適正給付管理名簿             （適管様式第2号） 

    治ゆ見込者適正給付管理名簿 

（5） 調査の実施 

  イ（イ）所轄署は,管理対象者となった者のうちから前記(2)の管理カード等及び関係資料によ

り調査を必要とすると認められる者（以下「調査対象者」という。）を選定し,当該調査

対象者の療養の要否,休業の要否等について,できるだけ早期に調査を実施するものとす

る。 

   （ロ）適正給付管理を実施するうえで,主治医の意見は重要な参考となるものであるので調査

対象者については,まず主治医の意見を徴することが肝要である。 

      このため、所轄署が調査を行うに当たっては,まず調査対象者の受療している医療機関

に対して調査を行うこととなるが,必要に応じて当該調査対象者本人の調査も併せて行

うものとする。 

   （ハ）所轄署は,調査対象者について,当該調査を必要とする事項に応じてできるだけ早期に

調査を行うものとする。 

   （ニ）所轄署は,調査を行う場合において必要と認められるときは,所轄局に対し,当該調査対

象者に係る診療費請求内訳書（以下「レセプト」という。）の送付依頼を行うものとす

る。 

      また、所轄局以外の局（以下「他局」という。）管内の医療機関で受療している管理

対象者に係るレセプトについては,所轄局を経由して,当該他局に対し,その写の送付依

頼を行うものとする。 

      この場合,送付依頼をするレセプト写は調査に必要な最小限のものに限るように努め

ること。 

      他局は,所轄局から送付依頼があったレセプトについては速やかにその写を作成して

送付すること。 

  ロ 所轄署は,上記イの調査の結果,療養（補償）給付又は休業（補償）給付の支給要件の判断 

に疑義のあるものについては,地方労災医員,同協議会等に医学的意見を求めたうえで所轄局 

と協議を行いその後の処理方針を決するものとする。 

  ハ 所轄署は,上記イの調査又はロの協議の結果さらに医療機関,調査対象者等に対して調査及 

   び指導を行う必要が認められた場合には,所要の調査及び指導を行うものとする。 

  ニ 所轄署は,調査対象者から保険給付請求書の提出があった場合には,上記イ,ロ及びハの調 

   査等の結果を十分考慮のうえ所要の措置を行うものとする。 

3 その他 

(1) 所轄局は,適宜所轄署と処理方針,処理方法等について協議する場を設けるとともに,必要

  に応じて個別事案について所轄署を指導し,適正給付管理に努めること。 

(2) 適正給付管理に関する調査結果等については,所轄所長が行政処分を行った後,将来にお

いて審査請求若しくは再審査請求又は行政訴訟の提起があることも想定されるので,適正な

記録の保存に努めること。 

(3) 所轄局は毎年4月末日までに前年度の適正給付管理状況を本省（補償課）あて所定の報告

様式（別紙適管様式第3号）により報告すること。 

 

（編注：一部改正 昭和61年7月10日付け基発第412号） 

 

（別紙1～4（略）） 
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事 務 連 絡 第 2 5 号 

昭 和 5 9 年 8 月 3 日 

 

各都道府県労働基準局労災主務課長 殿 

 

労働省労働基準局補償課長 

 

 

適正給付管理の実施に係る事務処理上の留意点について 

 

今般,昭和59年8月3日付け基発第391号で「適正給付管理の実施について」(以下「通達」という。)

が指示されたところであるが,通達の事務処理上参考となるべき事項等を下記のとおりとりまとめ

たので,各局ではこれらを参考として実効ある事務処理方針を定めて適正な運用に努められたい。 

なお,本省では,各都道府県労働基準局(以下「地方局」という。)から適正給付管理実施状況報告

(通達別紙適管様式第5号)によって報告のあった事項等で適正給付管理に有用な情報を把握した場

合には,これをとりまとめて各局に参考として送付することとするので適正給付管理のための対策

に資するよう努められたい。 

 

記 

 

1   管理対象者について 

通達記の1及び2の(1)のイでは,療養を継続して6ヵ月を経過した傷病労働者について適正給付

管理カード(個人別)(適管様式第1号,以下「管理カード」という。)を送付することとしている。

これは負傷にあっては創面のゆ合,疾病にあっては,急性症状の消退がおおむね6ヵ月以内に期待

できるものであり,この時期から傷病労働者の各種症状を的確に把握管理する地方局の参考とす

るため,6ヵ月のプログラムを組んだものである。しかし,管理対象者数,地方局の主体的能力等を

勘案し,通達における管理対象者は,一応療養開始後1年を経過した者としたものである。 

なお,各局で具体的対策を実施する際には,当面,その実情に応じて,例えば「負傷に係るもの」,

「1年6ヵ月以上療養を継続しているもの」等適宜管理対象者の選定基準を定め,これを当該局の

管理対象者としても差し支えない。 

2   管理方法について 

(1)  管理カード等 

イ  管理カードについては,労働本省(労災保険業務室)から当該管理カードに係る傷病労働者

の属する事業場の所在地を管轄する労働基準局(以下「所轄局」という。)あて毎月正副二部

送付するので活用を図る。例えば当該正副管理カードに当該労働者に係る初回の診療費請求

内訳書(以下「レセプト」という。)等から所要の事項を記載し,そのうち正本は所轄局で保

管することとし,副本は,当該管理対象者の事業場の所在地を管轄する労働基準監督署(以下

「所轄署」という。)に送付し,その後の管理に利用するなどの方法がある。 

ロ  通達記の2の(1)のロの適正給付管理名簿(以下「名簿」という。)については,労働保険番

号順のもの(適管様式第3号)は,管理カードに記載された者の療養の継続の有無の確認が可

能であり,また,医療機関別のもの(適管様式第4号)は,当該都道府県労働基準局の管轄区域

に所在する医療機関に受療している者(所轄局以外に係る者を含む。)の確認が可能であるの
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事 務 連 絡 第 2 5 号 

昭 和 5 9 年 8 月 3 日 

 

各都道府県労働基準局労災主務課長 殿 

 

労働省労働基準局補償課長 

 

 

適正給付管理の実施に係る事務処理上の留意点について 

 

今般,昭和59年8月3日付け基発第391号で「適正給付管理の実施について」(以下「通達」という。)

が指示されたところであるが,通達の事務処理上参考となるべき事項等を下記のとおりとりまとめ

たので,各局ではこれらを参考として実効ある事務処理方針を定めて適正な運用に努められたい。 

なお,本省では,各都道府県労働基準局(以下「地方局」という。)から適正給付管理実施状況報告

(通達別紙適管様式第5号)によって報告のあった事項等で適正給付管理に有用な情報を把握した場

合には,これをとりまとめて各局に参考として送付することとするので適正給付管理のための対策

に資するよう努められたい。 

 

記 

 

1   管理対象者について 

通達記の1及び2の(1)のイでは,療養を継続して6ヵ月を経過した傷病労働者について適正給付

管理カード(個人別)(適管様式第1号,以下「管理カード」という。)を送付することとしている。

これは負傷にあっては創面のゆ合,疾病にあっては,急性症状の消退がおおむね6ヵ月以内に期待

できるものであり,この時期から傷病労働者の各種症状を的確に把握管理する地方局の参考とす

るため,6ヵ月のプログラムを組んだものである。しかし,管理対象者数,地方局の主体的能力等を

勘案し,通達における管理対象者は,一応療養開始後1年を経過した者としたものである。 

なお,各局で具体的対策を実施する際には,当面,その実情に応じて,例えば「負傷に係るもの」,

「1年6ヵ月以上療養を継続しているもの」等適宜管理対象者の選定基準を定め,これを当該局の

管理対象者としても差し支えない。 

2   管理方法について 

(1)  管理カード等 

イ  管理カードについては,労働本省(労災保険業務室)から当該管理カードに係る傷病労働者

の属する事業場の所在地を管轄する労働基準局(以下「所轄局」という。)あて毎月正副二部

送付するので活用を図る。例えば当該正副管理カードに当該労働者に係る初回の診療費請求

内訳書(以下「レセプト」という。)等から所要の事項を記載し,そのうち正本は所轄局で保

管することとし,副本は,当該管理対象者の事業場の所在地を管轄する労働基準監督署(以下

「所轄署」という。)に送付し,その後の管理に利用するなどの方法がある。 

ロ  通達記の2の(1)のロの適正給付管理名簿(以下「名簿」という。)については,労働保険番

号順のもの(適管様式第3号)は,管理カードに記載された者の療養の継続の有無の確認が可

能であり,また,医療機関別のもの(適管様式第4号)は,当該都道府県労働基準局の管轄区域

に所在する医療機関に受療している者(所轄局以外に係る者を含む。)の確認が可能であるの

で適正給付管理実施に際しては,これを有効に活用して、署間あるいは局間で相互に連携を

保ちながら調査を行う等,的確な調査実施に資する。 

ハ  所轄署は,上記イにより所轄局から送付のあった管理カード副本に労働者災害補償保険法

施行規則(以下「労災則」という。)第18条の2に定める届書,同則第19条の2に定める報告書

等,適正給付管理上必要な書類を個人別に編綴し,さらに名簿,保険給付記録票等により必要

事項を転記するなどして記録整備に努める。 

なお,診療費に係るデータ等については適宜検索により出力し,調査に活用する。 

ニ  負傷又は発病年月日が昭和56年9月30日以前のため,新システム処理上擬制新規データと

して入力されたもののうち所轄局以外の都道府県労働基準局(以下「他局」という。)に係る

管理対象者の適正給付管理については,当該傷病労働者に係る管理カードを所轄局から他局

に送付し,以後は当該他局において処理する。 

(2)  調査の実施 

イ  所轄署は,管理カード等の傷病名,傷病の状態等を勘案のうえ,管理対象者のうちから調査

を必要とすると認められる者(以下「調査対象者」という。)を選定する。 

ロ  医療機関(転医したものである場合には必要に応じ,転医前の医療機関)に対して,調査対

象者に係る文書調査を実施する場合には,例えば次の事項を当該照会文に記載するなど調査

対象者の症状把握が的確にできるような照会文とするよう努める。 

①  労災保険制度上の治ゆの概念の説明 

②  初診から現在までの療養及び症状の経過 

③  症状が安定しているか否か 

④  症状が安定していないとすれば現在の症状の詳細 

⑤  治療の効果があるか否か 

⑥  治療の効果があるとすれば,現在の治療内容とその具体的な治療効果 

⑦  重筋労働,軽作業,事務的作業,原職等の就労の可否 

⑧  今後の具体的な治療方針 

⑨  治ゆの見込の時期 

⑩  治ゆの時期が3ヵ月を超える場合又は不明の場合にはその具体的な理由 

⑪  その他 

また,文書調査を行うことが適当でないと判断される場合には,実地調査を行うことと

なるが,その際には上記①～⑪の事項に留意して的確な調査に努める。 

ハ  調査対象者本人に対する調査は,当該調査対象者の実情,調査事項等を考慮し,訪問調査又

は呼出調査の方法を選択する。 

なお,その際次の事項に留意して的確な調査指導に努める。 

①  労災保険制度上の治ゆの概念の説明 

②  過去の症状,治療内容 

③  現在の症状 

④  現在の治療による効果 

⑤  日常生活の状況 

⑥  社会復帰及び労働福祉事業に関すること 

⑦  障害(補償)給付の概念及び請求の方法 

⑧  その他 

ニ  地方労災医員等に医学的意見を求める場合には,上記ロ又はハの調査結果,その他関係書
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類を提示のうえ,的確な意見が得られるよう努める。 

ホ  上記ロ,ハ及びニにより調査等を行った調査対象者については,その調査結果から判断し

て 

①  症状固定と認められる者 

②  療養を継続しながら就労が可能と認められる者 

③  療養に専念することが必要と認められる者 

に区分し,その旨管理カードに記載したうえで次の措置等所要の措置を講ずるとともに,当該

調査対象者から保険給付の請求があった場合には,これに基づいて行政処分を行う。 

a   上記①に該当するものについては,医療機関,調査対象者本人等について症状固定と

認められ,その後の給付はできない旨の通知をする。 

b   上記②に該当するものであって,各種社会復帰援護制度等の要件に該当する者につい

ては,当該制度について十分な説明を行い効果的な活用を図る。 

(参考通達) 

○ 昭和48年11月5日付け基発第593号「頭頸部外傷症候群等の労働災害被災者に対す 

る特別対策の実施について」 

○  昭和56年11月30日付け基発第747号「林業振動障害者職業復帰対策協議会の設置 

について」 

○  昭和57年6月21日付け基発第424号「林業振動障害者職業復帰対策地区協議会の設 

置について」 

○  昭和57年6月21日付け基発第426号「林業振動障害者職業復帰推進員について」 

○  昭和57年7月19日付け基発第476号「振動障害再発防止特別援護措置の実施につい 

て」 

○  昭和58年7月25日付け基発第358号「長期療養者職業復帰援護金の支給について」 

ヘ  上記ホの区分が②又は③に該当する者で,治ゆ見込の時期を経過した日(治ゆの時期が不

明である者については,当該症状に応じた妥当な期間を経過した日)以後調査を実施する必

要のある者については,管理カードにその旨記載し,再度上記ロ,ハ,ニ及びホにより調査及

び管理を行う。 

ト  調査対象者となったものについて,照会に対する回答がないなど保険給付に係る資料が整

わない間は,所定の保険給付の支給要件を満たしているかどうかの判断ができないこととな

るので,その確認ができるのをまって,当該保険給付に関する決定を行う。 

(3)  事務処理体制の整備 

イ  所轄局は,通達に基づく適正給付管理の実施に当たっては,その実効を期するため,労災医

療監察官に所轄署の実施上の問題点等に関する相談指導の任に当たらせ,当該労災医療監察

官を中心に推進する。 

なお,労災医療監察官が配置されていない地方局にあっては,社会復帰指導官,労災保険給

付調査官等(以下「社会復帰指導官等」という。)の中から適任者を選任してこの任に当たら

せる。 

ロ  労災医療監察官又は社会復帰指導官等は,適正給付に関する情報を管理し,適宜所轄署の

処理方針,処理方法等を指導するとともに,必要に応じて所轄署が実施する調査に参加する

など,所轄署の業務運営の円滑な処理に協力する。 

ハ  労災医療監察官又は社会復帰指導官等は所轄署が行う調査対象者に係る実施調査に際し

ては,適正給付管理名簿(医療機関別)(適管様式第4号。以下「医療機関別名簿」という。)を
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類を提示のうえ,的確な意見が得られるよう努める。 

ホ  上記ロ,ハ及びニにより調査等を行った調査対象者については,その調査結果から判断し

て 

①  症状固定と認められる者 

②  療養を継続しながら就労が可能と認められる者 

③  療養に専念することが必要と認められる者 

に区分し,その旨管理カードに記載したうえで次の措置等所要の措置を講ずるとともに,当該

調査対象者から保険給付の請求があった場合には,これに基づいて行政処分を行う。 

a   上記①に該当するものについては,医療機関,調査対象者本人等について症状固定と

認められ,その後の給付はできない旨の通知をする。 

b   上記②に該当するものであって,各種社会復帰援護制度等の要件に該当する者につい

ては,当該制度について十分な説明を行い効果的な活用を図る。 

(参考通達) 

○ 昭和48年11月5日付け基発第593号「頭頸部外傷症候群等の労働災害被災者に対す 

る特別対策の実施について」 

○  昭和56年11月30日付け基発第747号「林業振動障害者職業復帰対策協議会の設置 

について」 

○  昭和57年6月21日付け基発第424号「林業振動障害者職業復帰対策地区協議会の設 

置について」 

○  昭和57年6月21日付け基発第426号「林業振動障害者職業復帰推進員について」 

○  昭和57年7月19日付け基発第476号「振動障害再発防止特別援護措置の実施につい 

て」 

○  昭和58年7月25日付け基発第358号「長期療養者職業復帰援護金の支給について」 

ヘ  上記ホの区分が②又は③に該当する者で,治ゆ見込の時期を経過した日(治ゆの時期が不

明である者については,当該症状に応じた妥当な期間を経過した日)以後調査を実施する必

要のある者については,管理カードにその旨記載し,再度上記ロ,ハ,ニ及びホにより調査及

び管理を行う。 

ト  調査対象者となったものについて,照会に対する回答がないなど保険給付に係る資料が整

わない間は,所定の保険給付の支給要件を満たしているかどうかの判断ができないこととな

るので,その確認ができるのをまって,当該保険給付に関する決定を行う。 

(3)  事務処理体制の整備 

イ  所轄局は,通達に基づく適正給付管理の実施に当たっては,その実効を期するため,労災医

療監察官に所轄署の実施上の問題点等に関する相談指導の任に当たらせ,当該労災医療監察

官を中心に推進する。 

なお,労災医療監察官が配置されていない地方局にあっては,社会復帰指導官,労災保険給

付調査官等(以下「社会復帰指導官等」という。)の中から適任者を選任してこの任に当たら

せる。 

ロ  労災医療監察官又は社会復帰指導官等は,適正給付に関する情報を管理し,適宜所轄署の

処理方針,処理方法等を指導するとともに,必要に応じて所轄署が実施する調査に参加する

など,所轄署の業務運営の円滑な処理に協力する。 

ハ  労災医療監察官又は社会復帰指導官等は所轄署が行う調査対象者に係る実施調査に際し

ては,適正給付管理名簿(医療機関別)(適管様式第4号。以下「医療機関別名簿」という。)を

活用し,署間又は他局間の連携を図って当該調査対象者が受療している医療機関における他

の調査対象者の調査にも配慮する。 

なお,医療機関別名簿は当該医療機関で受療している管理対象者の全てを登載しているも

のであり,他局分の管理対象者も当然に含まれているが,他局には当該所轄局管内に所在す

る医療機関に係る医療機関別名簿は送付されないこととなっているので,所轄局は当該医療

機関別名簿により他局に係る管理対象者の受療状況等を把握した場合はその情報を当該他

局に提供するよう努める。 

(4)  その他 

イ  適正給付管理を行うに当たっては,医療機関等との接触が重要な業務となるものであり,

日頃から労災保険制度の趣旨を十分説明するなど意思疎通を図り,無用の誤解を与えないよ

う努める。 

ロ  通達の趣旨については,機会あるごとに医療機関等に周知し,本制度の円滑な運用につい

て協力を依頼する。 

ハ  療養開始後1年未満のものであっても従来どおり適正給付に努めることは当然であり,ま

た傷病(補償)年金受給者についても労災則第21条に基づく定期報告により適正給付管理を

必要と認められる者を把握した場合においては,管理対象とする。 
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事 務 連 絡 第 2 9 号 

昭 和 6 1 年 7 月 1 0 日 

 

各都道府県労働基準局労災主務課長 殿 

 

労働省労働基準局補償課長 

 

 

適正給付管理の実施にかかる事務処理方法の一部変更に伴う実施上の留意事項

について 

 

適正給付管理の実施にかかる事務処理の一部変更については,昭和61年7月10日付け基発第412号

(以下「通達」という。)により指示されたところであるが,これが実施に伴う留意事項は下記のとお

りであるので,その取扱いに遺憾のないよう配慮されたい。 

 

記 

 

1   事務処理方法の変更理由について 

(1)  長期療養者の適正給付管理については,昭和59年8月3日付け基発第391号(以下「391号通達」

という。)により管理方法が指示されて以来,地方各局においては,これに基づき,その効率的な

実施を図ってきているところであるが,昨年10月1日から休業(補償)給付システムが実施され

たことに伴い。当該システムと従来から実施している診療費システムと併せて利用することに

よって,本省において,傷病労働者の給付歴等の把握が可能になったこと,また,適正給付管理

カードの取扱い等事務処理方法の改善について地方局から要望の多いこともあって,今般,昭

和61年7月10日付け基発第412号により事務処理方法の一部変更を実施したものである。 

(2)  傷病労働者にかかる適正給付管理カードについては,従来,療養開始後6ヵ月経過者につい

て,労働本省より一律に印書,送付していたものであるが,今回の変更によりこれを廃止し,各

局署から配信要求があった者にかかる適正給付管理カードに限定して送付(配信)することと

した。この措置については,療養開始後6ヵ月経過者のうち3割近くの者が一年未満で治ゆ・症

状固定となり,適正給付管理カードを必要としなくなること,また,適正給付の実施に当たって

は,各局の実情,事務処理体制に応じた方法により行うことがより効率的であること等を勘案

して行ったものである。 

なお,療養開始後1年未満の者についても,従来どおり適正な給付に努めることは言うまでも

ない。 

2   長期療養者の本省管理について 

本省では,診療費給付基本台帳及び休業給付基本台帳をもとに,療養を開始して6ヵ月を経過し

た傷病労働者について,長期療養者台帳を作成して管理を行うものである。 

3   適正給付管理名簿の活用について 

適正給付管理名簿(新規登記者分,1年経過者分及び療養中止者分)の配信は,傷病労働者が属す

る事業場を管轄する労働基準監督署(以下「所轄署」という。)別に正副2部配信するので,正本は

傷病労働者が属する事業場の所在地を管轄する都道府県労働基準局(以下「所轄局」という。)で

保管し,副本は所轄署に送付するなどしてその活用を図ること。 
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事 務 連 絡 第 2 9 号 

昭 和 6 1 年 7 月 1 0 日 

 

各都道府県労働基準局労災主務課長 殿 

 

労働省労働基準局補償課長 

 

 

適正給付管理の実施にかかる事務処理方法の一部変更に伴う実施上の留意事項

について 

 

適正給付管理の実施にかかる事務処理の一部変更については,昭和61年7月10日付け基発第412号

(以下「通達」という。)により指示されたところであるが,これが実施に伴う留意事項は下記のとお

りであるので,その取扱いに遺憾のないよう配慮されたい。 

 

記 

 

1   事務処理方法の変更理由について 

(1)  長期療養者の適正給付管理については,昭和59年8月3日付け基発第391号(以下「391号通達」

という。)により管理方法が指示されて以来,地方各局においては,これに基づき,その効率的な

実施を図ってきているところであるが,昨年10月1日から休業(補償)給付システムが実施され

たことに伴い。当該システムと従来から実施している診療費システムと併せて利用することに

よって,本省において,傷病労働者の給付歴等の把握が可能になったこと,また,適正給付管理

カードの取扱い等事務処理方法の改善について地方局から要望の多いこともあって,今般,昭

和61年7月10日付け基発第412号により事務処理方法の一部変更を実施したものである。 

(2)  傷病労働者にかかる適正給付管理カードについては,従来,療養開始後6ヵ月経過者につい

て,労働本省より一律に印書,送付していたものであるが,今回の変更によりこれを廃止し,各

局署から配信要求があった者にかかる適正給付管理カードに限定して送付(配信)することと

した。この措置については,療養開始後6ヵ月経過者のうち3割近くの者が一年未満で治ゆ・症

状固定となり,適正給付管理カードを必要としなくなること,また,適正給付の実施に当たって

は,各局の実情,事務処理体制に応じた方法により行うことがより効率的であること等を勘案

して行ったものである。 

なお,療養開始後1年未満の者についても,従来どおり適正な給付に努めることは言うまでも

ない。 

2   長期療養者の本省管理について 

本省では,診療費給付基本台帳及び休業給付基本台帳をもとに,療養を開始して6ヵ月を経過し

た傷病労働者について,長期療養者台帳を作成して管理を行うものである。 

3   適正給付管理名簿の活用について 

適正給付管理名簿(新規登記者分,1年経過者分及び療養中止者分)の配信は,傷病労働者が属す

る事業場を管轄する労働基準監督署(以下「所轄署」という。)別に正副2部配信するので,正本は

傷病労働者が属する事業場の所在地を管轄する都道府県労働基準局(以下「所轄局」という。)で

保管し,副本は所轄署に送付するなどしてその活用を図ること。 

4   適正給付管理カードの要求について 

イ  所轄局又は所轄署は,個々の台帳登記者に係る適正給付管理カード(適管様式第1号)を必要

とする場合には,随時本省に対し配信要求できる。 

この場合,本省は,所轄局又は所轄署の端末装置に当該傷病労働者にかかる適正給付管理

カードを即時に配信する。 

ロ  所轄署は,本省から配信された適正給付管理名簿(新規登記者分又は1年経過者分)に記載さ

れた者(新規に台帳に登記された者又は療養開始後1年経過した者)全員にかかる適正給付管理

カードを一括して配信要求することができるが,この場合には,本省は,配信要求のあった日の

翌日に所轄署の端末装置に適正給付管理カードを一括して配信する。 

ハ  従来,本省は,所轄局に対し,療養開始後6ヵ月経過者にかかる適正給付管理カード(旧様式)

を一律に印書送付していたが、上記イ,ロの取扱いができることになったことに伴い,今後はこ

れを廃止する。 

5   適正給付管理対象者に係る調査事項等の台帳登記について 

イ  所轄局又は所轄署は,適正給付管理対象者について症状把握等の調査を実施した場合には,

調査事項についての記録を整備することとなるが,次の事項については,本省が管理する長期

療養者台帳に登記しておくことができるので,これを活用することによって長期療養者の個別

管理に役立てること。 

(イ)労働者の氏名・住所(ロ)統計項目(ハ)調査年月日(ニ)調査書番号(ホ)調査の相手(ヘ)治

ゆ見込年月日(ト)就労見込年月日(チ)治ゆ年月日(リ)死亡年月日(ヌ)傷病年金支給決定年月

日(ル)傷病等級 

なお,調査事項の台帳登記が行われた場合には,その都度,適正給付管理カードが即時に配信

されることになるので,これを個人別にファイルすることによって記録の整備を図ることも可

能である。 

6   各種名簿の要求 

所轄局又は所轄署は,適正給付管理を実施する上で次の名簿を必要とする場合は,適正給付管

理名簿等要求帳票により,随時本省に対して配信要求することができるが,この場合本省は,要求

のあった日の翌日に所轄局又は所轄署の端末装置に名簿を配信する。 

 

       事業場別適正給付管理名簿 

       医療機関別   〃 

       傷病別     〃        適管様式第2号 

       治ゆ見込者   〃 

    

なお,上記名簿は,傷病労働者の療養期間別に作成することが可能であるので,各局の実情に応

じた名簿の利用等について工夫することが望ましい。 

7   適正給付管理の実施について 

今回の変更は,現行の労災保険給付システムを利用することによって,傷病労働者の給付歴等

を記録整備し,地方局における検索を容易にする等,地方局の便宜を図るために,適正給付管理の

実施にかかる事務処理方法の一部を変更したものであり,391号通達で示した基本的な管理方法

等については何ら改めるものではない。 

したがって,391号通達の趣旨に反しない限り,地方局で既に実施している事務処理方法等があ

ればこれを変更する必要はない。 
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また,今回の変更により適正給付管理カード,同続紙等適管様式の変更があったが,当分の間は

新様式と旧様式を併用するなどして,傷病労働者にかかる記録の整備に支障がないよう配意され

たい。 

8   機械処理について 

適正給付管理に関する機械処理については,「適正給付管理事務機械処理要領」(昭和61年7月1

0日付け労災保険業務室長内かん)によること。 
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また,今回の変更により適正給付管理カード,同続紙等適管様式の変更があったが,当分の間は

新様式と旧様式を併用するなどして,傷病労働者にかかる記録の整備に支障がないよう配意され

たい。 

8   機械処理について 

適正給付管理に関する機械処理については,「適正給付管理事務機械処理要領」(昭和61年7月1

0日付け労災保険業務室長内かん)によること。 

 

基 発 第 3 5 号 

平 成 8 年 1 月 2 5 日 

 

都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

振動障害に係る保険給付の適正化について 

 

振動障害に係る保険給付の適正化については、昭和59年8月3日付け基発第391号「適正給付管理

の実施について」及び昭和61年11月28日付け基発第629号「振動障害に係る保険給付の適正化につい

て」(改正昭和63年8月31日付け基発第565号、改正平成2年10月29日付け基発第664号)をもって対策

を指示してきたところである。 

しかしながら、振動障害療養者の中には、依然として必要以上の期間にわたり療養を継続する等

公正を欠くとみられるものも少なくない現状にある。 

そこで、今般、対策の運用面についての改正を行い、今後は下記により振動障害療養者に対する

保険給付の適正化を図ることとしたので、その的確かつ円滑な推進に遺憾なきを期されたい。 

なお、本通達の施行に伴い、昭和61年11月28日付け基発第629号「振動障害に係る保険給付の適

正化について」は廃止する。 

 

記 

 

 

1   適正給付管理対象者 

振動障害療養者であって、療養を1年以上にわたって継続している者を適正給付対象者(以下

「管理対象者」という。)とし、個別管理を行い、症状経過の把握に努めること。 

2   症状経過の把握 

(1)  管理対象者の症状経過を的確に把握するため、労働者災害補償保険法施行規則(以下「労災

則」という。)第19条の2に基づく傷病の状態等に関する報告書のほか、診療担当医師(以下「主

治医」という。)から定期的(夏季と冬季の年2回程度)に「振動障害診断所見書」(以下「所見

書」という。)を、また、必要に応じ「振動障害に関する意見書」(以下「意見書」という。)

を徴すること。 

(2)  症状経過の把握に当たっては、昭和61年10月9日付け基発585号別添「振動障害治療指針」(以

下「治療指針」という。)により定められている症度区分を把握することが重要であるので、

診断書(労災則第19条の2に基づく傷病の状態等に関する報告書に添付される診断書を含む。)、

所見書及び意見書については、症度区分が記入されたものを提出させること。 

3   症状調査の実施 

(1)  症状調査の対象者 

管理対象者のうち、症状経過等から判断して保険給付の要否について調査の必要があると認

められる者(以下「症状調査対象者」という。)については、計画的に調査を実施すること。 

(2)  症状の把握 
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症状調査対象老となった者の症状を的確に把握するため、主治医等に対する調査を実施する

とともに、必要に応じ症状調査対象者に対する調査を実施すること。 

(3)  調査結果に基づく区分 

症状調査対象者については、その調査結果から判断して 

①  療養の継続が必要と認められる者 

②  一定期間経過観察をする必要があると認められる者 

③  症状固定(治ゆ)と認められる者 

に区分し、管理すること。 

4   療養の要否等の判断 

振動障害療養者の療養の要否等の判断に当たっては、主治医の意見等を踏まえること。 

なお、療養の要否等の判断に当たって疑義が生じた場合には、地方労災医員協議会に医学的意

見を求めた上で、その後の処理方針を決定すること。 

5   留意事項 

(1)  所見書の提出 

所見書は、主治医が治療方針を立て、また、治療実績を経年的に観察するための診断項目を

定めたものであり、振動障害に係る適正給付管理において管理対象者の経年的な同行を把握す

るため必要な資料であるので、主治医に対してその趣旨を十分に説明し、提出を求めること。 

なお、提出を求めるに当たっては、強制にわたることのないよう留意すること。 

(2)  聴取り調査に当たっての留意事項 

振動障害療養者、関係者等から聴取り調査を実施する場合には、次の点に留意すること。 

イ  聴取書は原処分庁の判断を裏付ける重要な証拠ともなり得ることから、その作成に当たっ

ては任意性と信憑性が確保される必要があり、何人の干渉も受けることのない状況で作成さ

れなければならないこと。 

ロ  聴取りは、立会人の意見・要望を聞く場ではないこと。 

(3)  医療機関との協力体制の整備 

振動障害療養者が治療方針に基づき適切な診断及び治療を受けられるよう地域ごとに振動

障害の治療が可能な医療機関を把握するとともに、症度区分の把握が円滑に行われるよう管内

の医療機関との協力体制の整備を積極的に図ること、なお、検査成績等から判断して症度区分

に疑義が多く認められる医療機関に対しては、検査方法、症度区分を判断するに当たっての基

準等について確認すること。 
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症状調査対象老となった者の症状を的確に把握するため、主治医等に対する調査を実施する

とともに、必要に応じ症状調査対象者に対する調査を実施すること。 

(3)  調査結果に基づく区分 

症状調査対象者については、その調査結果から判断して 

①  療養の継続が必要と認められる者 

②  一定期間経過観察をする必要があると認められる者 

③  症状固定(治ゆ)と認められる者 

に区分し、管理すること。 

4   療養の要否等の判断 

振動障害療養者の療養の要否等の判断に当たっては、主治医の意見等を踏まえること。 

なお、療養の要否等の判断に当たって疑義が生じた場合には、地方労災医員協議会に医学的意

見を求めた上で、その後の処理方針を決定すること。 

5   留意事項 

(1)  所見書の提出 

所見書は、主治医が治療方針を立て、また、治療実績を経年的に観察するための診断項目を

定めたものであり、振動障害に係る適正給付管理において管理対象者の経年的な同行を把握す

るため必要な資料であるので、主治医に対してその趣旨を十分に説明し、提出を求めること。 

なお、提出を求めるに当たっては、強制にわたることのないよう留意すること。 

(2)  聴取り調査に当たっての留意事項 

振動障害療養者、関係者等から聴取り調査を実施する場合には、次の点に留意すること。 

イ  聴取書は原処分庁の判断を裏付ける重要な証拠ともなり得ることから、その作成に当たっ

ては任意性と信憑性が確保される必要があり、何人の干渉も受けることのない状況で作成さ

れなければならないこと。 

ロ  聴取りは、立会人の意見・要望を聞く場ではないこと。 

(3)  医療機関との協力体制の整備 

振動障害療養者が治療方針に基づき適切な診断及び治療を受けられるよう地域ごとに振動

障害の治療が可能な医療機関を把握するとともに、症度区分の把握が円滑に行われるよう管内

の医療機関との協力体制の整備を積極的に図ること、なお、検査成績等から判断して症度区分

に疑義が多く認められる医療機関に対しては、検査方法、症度区分を判断するに当たっての基

準等について確認すること。 

 

事 務 連 絡 第 1 号 

平 成 8 年 1 月 2 5 日 

 

都道府県労働基準局労災主務課長 殿 

 

労働省労働基準局補償課長 

 

 

振動障害に係る適正給付管理対策の運用について 

 

振動障害に係る適正給付管理対策については、平成8年1月25日付け基発第35号「振動障害に係る

保険給付の適正化について」により指示されたところであるが、これに係る事務処理等の一層の円

滑化を図るため、別添「振動障害に係る適正給付管理対策の運用について」を取りまとめたので、

本対策の具体的運用に資することとされたい。 

なお、本事務連絡の施行に伴い、別紙の事務連絡は廃止する。 

 

別紙 

 

廃止事務連絡 

昭和61年11月28日事務連絡第52号 

「振動障害に係る保険給付の適正化についての運用上の留意点について」 

昭和63年8月31日事務連絡第22号 

「振動障害に係る保険給付の適正化についての一部改正についての運用上の留意点について」 

平成2年10月29日事務連絡第29号 

「振動障害に係る適正給付管理対策の運用について」 

平成6年3月29日事務連絡第6号 

「振動障害に係る経過観察の具体的運用について」 
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別添 

 

振動障害に係る適正給付管理対策の運用について 

 

1   適正給付管理対象者の管理方法 

(1)  適正給付管理名簿の整理・作成等 

イ  適正給付管理に資するため、月始めに適正給付管理名簿(適管様式第2号)を都道府県労働

基準局(以下「局」という。)のラインプリンター装置(LP)に配信するので、局は適正給付管

理名簿に係る情報を労働基準監督署(以下「署」という。)に通知する等によりこれを有効に

活用すること。 

なお、配信する適正給付管理名簿は、新規対象者分、1年経過者分及び療養中止者分であ

るので、局においては、これらを活用し適正給付管理対象者(以下「管理対象者」という。)

に係る情報を整理すること。 

ロ  局及び署は、適正給付管理のため、次の適正給付管理名簿を必要とする場合には、適正給

付管理名簿等要求帳票(帳票様式)により、随時、配信要求を行うことができるので調査等に

活用すること。 

適正給付管理名簿(事業場別) 

適正給付管理名簿(医療機関別) 

適正給付管理名簿(傷病別) 

適正給付管理名簿(治ゆ見込者) 

なお、上記適正給付管理名簿は、振動障害療養者の療養期間別に作成することが可能であ

るので、各局の実情に応じた適正給付管理名簿の利用等について工夫すること。 

(2)  適正給付管理カードの整理・作成等 

振動障害療養者ごとの給付情報を印書した適正給付管理カード(適管様式第1号)(以下「管理

カード」という。)は、適正給付管理名簿等要求帳票により配信要求及び検索ができるので、

振動障害療養者が属する事業場の所在地を管轄する都道府県労働基準局(以下「所轄局」とい

う。)又は労働基準監督署(以下「所轄署」という。)においては、適宜、管理カ一ドを作成し、

管理対象者に係る情報として活用すること。 

(3)  調査事項の登記 

調査事項等のうち、次の事項については、短期給付共通項目入力(変更)帳票(帳票様式)によ

り、短期給付一元管理システムの一元管理台帳に登記することができること。 

①労働者の住所②調査書(復命書)番号③調査年月日④調査の相手⑤治ゆ見込年月日⑥就労

見込年月日⑦労働者の漢字氏名⑧労働者の漢字住所 

(4)  管理対象者に係る記録の整備 

イ  管理対象者に係る記録については、個人別ファイルとして次の関係資料を編綴することに

より記録の整備を図り、調査等に活用すること。 

(イ) 管理カード又は振動障害個人別管理票(振動様式第1号)(以下「管理カード等」という。) 

(ロ) 労働者災害補償保険法施行規則(以下「労災則」という。)第19条の2に基づく傷病の状

態等に関する報告書 

(ハ) 診療費請求内訳書(以下「レセプト」という。)の写し 

(ニ) 振動障害診断所見書(振動様式第2号)(以下「所見書」という。) 

(ホ) 振動障害に関する意見書(振動様式第3号)(以下「意見書」という。) 
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別添 

 

振動障害に係る適正給付管理対策の運用について 

 

1   適正給付管理対象者の管理方法 

(1)  適正給付管理名簿の整理・作成等 

イ  適正給付管理に資するため、月始めに適正給付管理名簿(適管様式第2号)を都道府県労働

基準局(以下「局」という。)のラインプリンター装置(LP)に配信するので、局は適正給付管

理名簿に係る情報を労働基準監督署(以下「署」という。)に通知する等によりこれを有効に

活用すること。 

なお、配信する適正給付管理名簿は、新規対象者分、1年経過者分及び療養中止者分であ

るので、局においては、これらを活用し適正給付管理対象者(以下「管理対象者」という。)

に係る情報を整理すること。 

ロ  局及び署は、適正給付管理のため、次の適正給付管理名簿を必要とする場合には、適正給

付管理名簿等要求帳票(帳票様式)により、随時、配信要求を行うことができるので調査等に

活用すること。 

適正給付管理名簿(事業場別) 

適正給付管理名簿(医療機関別) 

適正給付管理名簿(傷病別) 

適正給付管理名簿(治ゆ見込者) 

なお、上記適正給付管理名簿は、振動障害療養者の療養期間別に作成することが可能であ

るので、各局の実情に応じた適正給付管理名簿の利用等について工夫すること。 

(2)  適正給付管理カードの整理・作成等 

振動障害療養者ごとの給付情報を印書した適正給付管理カード(適管様式第1号)(以下「管理

カード」という。)は、適正給付管理名簿等要求帳票により配信要求及び検索ができるので、

振動障害療養者が属する事業場の所在地を管轄する都道府県労働基準局(以下「所轄局」とい

う。)又は労働基準監督署(以下「所轄署」という。)においては、適宜、管理カ一ドを作成し、

管理対象者に係る情報として活用すること。 

(3)  調査事項の登記 

調査事項等のうち、次の事項については、短期給付共通項目入力(変更)帳票(帳票様式)によ

り、短期給付一元管理システムの一元管理台帳に登記することができること。 

①労働者の住所②調査書(復命書)番号③調査年月日④調査の相手⑤治ゆ見込年月日⑥就労

見込年月日⑦労働者の漢字氏名⑧労働者の漢字住所 

(4)  管理対象者に係る記録の整備 

イ  管理対象者に係る記録については、個人別ファイルとして次の関係資料を編綴することに

より記録の整備を図り、調査等に活用すること。 

(イ) 管理カード又は振動障害個人別管理票(振動様式第1号)(以下「管理カード等」という。) 

(ロ) 労働者災害補償保険法施行規則(以下「労災則」という。)第19条の2に基づく傷病の状

態等に関する報告書 

(ハ) 診療費請求内訳書(以下「レセプト」という。)の写し 

(ニ) 振動障害診断所見書(振動様式第2号)(以下「所見書」という。) 

(ホ) 振動障害に関する意見書(振動様式第3号)(以下「意見書」という。) 

(ヘ) その他適正給付管理上必要な書類 

ロ  所轄局においては、診療費の審査時に治療内容等に疑義のあるものについては、レセプト

の写しに問題点を記入した連絡票を添付して送付する等により所轄署に連絡すること。ま

た、他局管内の管理対象者が当該局の医療機関で療養している場合には、必要に応じて当該

局は情報を所轄局に連絡するとともに、所轄局は得た情報をさらに所轄署に連絡すること。 

なお、レセプトの写しは、(財)労災保険情報センター(以下「RIC」という。)より入手す

ることとするが、RICへの依頼については、局で各署分を集約して行うこと。 

ハ  適正給付管理対策を効率的に推進するためには、他の労災業務と関連性を持たせることが

重要であることから、休業補償給付の支給決定時の情報等は管理カード等に編綴又は記入す

ること。 

2   事務処理体制の整備 

(1)  局は、適正給付管理の実効を期すため、労災医療監察官を中心に署の管理上の問題点等に対

して、相談・指導に当たらせること。 

なお、労災医療監察官が配置されていない局にあっては、社会復帰指導官、労災保険給付調

査官等の中から適任者を選任すること。 

(2)  労災医療監察官等は適正給付管理に関する情報を管理し、適宜、署の処理方針、処理方法等

について指導するとともに、必要に応じ署の事務処理を援助すること。 

(3)  適正給付管理対策の推進に当たっては、局労災主務課長、労災補償監察官、労災医療監察官、

社会復帰指導官等及び署労災主務課長等を構成員とする局署検討会等を開催することにより

局署一体となった取組を行うこと。 

また、この局署検討会等の開催に当たっては、各署における症状調査対象者の選定、調査手

法、調査時期等について検討を行う等実効あるものとなるよう努めること。 

(4)  診療費の審査においては、投薬、注射等の診療内容及び検査状況のほか、療養の必要性につ

いても検討を行う等業務に関連性を持たせることにより、効率的な適正給付管理対策の推進を

図ること。 

(5)  地方労災医員協議会(以下「局医協議会」という。)、診療費審査委員会等を有効に活用する

ため、例えば、局医協議会については、治療内容、治療効果、療養の要否等の判断、また、診

療費審査委員会等については、投薬、注射、検査、入院等の必要性の判断に当たり、双方で有

する情報を交換すること、また、これが確実に実行されるよう系統図(別紙参照)を作成する等

により、局医協議会、診療費審査委員会等の役割を明確にすること。 

3   症状の把握 

(1)  症度区分の判断 

イ  過去の症度区分の状況から判断して合理的理由も認められずに症度区分の変更がなされ

た場合、検査成績等から判断して症度区分が適当でないと思われる場合等症度区分に疑義が

ある場合には、主治医の意見を徴するとともに、必要に応じて受診命令(鑑別診断)等により

適正な症度区分を判断すること。 

ロ  症度区分が不明(症度区分記載拒否を含む。)な場合には、受診命令(鑑別診断)等により適

正な症度区分を判断すること。 

(2)  症状の把握に当たっての留意事項 

イ  所見書の提出期限は、当該主治医等の業務の状況等を考慮の上、1か月程度の期間を設け

ることとするが、提出期限を経過しても提出がない場合には、1週間以内に督促を行うこと

(提出期限は10日程度とすること。)とし、この督促に係る事蹟は、管理カード等に記入する
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こと。 

また、所見書の提出がない場合でも、振動障害に係る検査等が行われている場合は、検査

成績等の資料の収集に努めること。 

ロ  適正給付管理対策は、振動障害療養者の症状、治療経過等を把握した上で実施するもので

あるので、過去に検査が行われていなかったことにより検査成績等の資料が収集できなかっ

た場合には、定期的かつ経年的に、例えば、レセプトから処置の内容、投薬・注射等の薬剤

名とその量、実診療日数等を把握するほか、主治医の意見等を収集することにより症状を把

握すること。 

4   症状調査対象者 

(1)  症状調査対象者の選定 

所轄署は、管理対象者であって、原則として4年以上療養継続している者のうち、その間の

検査成績等から判断し、その症状が安定し又は改善されずこれ以上治療を行っても治療効果が

認められないと思われる者を症状調査対象者とすること。 

なお、正当な理由なく定期的な治療行為を受けていないと認められる者、外部からの通報(投

書等)により調査が必要な者等療養継続に問題があると認められる者については、直ちに実地

調査を行い療養の要否の判断を行うこと。 

(2)  症状調査対象者からの除外者 

症状調査対象者からの除外者については次によること。 

イ  療養期間(4年)にかかわらず主治医が症状が固定していると判断する者 

ロ  当分の間、症状調査対象者から除外する者の目安としては、末梢循環障害(V)が下表の症

度区分の一つに該当し、かつ、末梢神経障害(N)が下表の症度区分の一つに該当する者 

 

 

なお、これらの者についても、定期的(夏季と冬季の年2回程度)に主治医から所見書を徴

すること。 

5   症状調査の実施 

(1)  主治医等に対する調査 

主治医等に対する調査に当たっては、症状調査対象者の症状等を的確に把握するため、事前

に現在までの症状経過、治療内容等の医学的事項について所轄局署内で十分な検討を行うとと

もに、疑問点等については事前に地方労災医員(以下「局医」という。)等専門医に相談の上で

実施すること。 

イ  主治医等に対する文書調査 

主治医等に対して文書により調査を実施する場合には、例えば次のような事項を照会し、

症状を的確に把握すること。 

(イ) 現在までの療養及び症状の経過 

(ロ) 症状が安定しているか否か 

(ハ) 症状が安定していない場合は、現在の症状の詳細 

(ニ) 治療の効果があるか否か 

末梢循環障害（Ｖ） 

症度 

区分 
Ｓ２.Ｌ２ Ｓ２.Ｌ３ Ｓ３.Ｌ２ Ｓ３.Ｌ３ 

末梢神経障害（Ｎ） 

症度 

区分 
Ｓ２.Ｌ３ Ｓ３.Ｌ２ Ｓ３.Ｌ３ 
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こと。 

また、所見書の提出がない場合でも、振動障害に係る検査等が行われている場合は、検査

成績等の資料の収集に努めること。 

ロ  適正給付管理対策は、振動障害療養者の症状、治療経過等を把握した上で実施するもので

あるので、過去に検査が行われていなかったことにより検査成績等の資料が収集できなかっ

た場合には、定期的かつ経年的に、例えば、レセプトから処置の内容、投薬・注射等の薬剤

名とその量、実診療日数等を把握するほか、主治医の意見等を収集することにより症状を把

握すること。 

4   症状調査対象者 

(1)  症状調査対象者の選定 

所轄署は、管理対象者であって、原則として4年以上療養継続している者のうち、その間の

検査成績等から判断し、その症状が安定し又は改善されずこれ以上治療を行っても治療効果が

認められないと思われる者を症状調査対象者とすること。 

なお、正当な理由なく定期的な治療行為を受けていないと認められる者、外部からの通報(投

書等)により調査が必要な者等療養継続に問題があると認められる者については、直ちに実地

調査を行い療養の要否の判断を行うこと。 

(2)  症状調査対象者からの除外者 

症状調査対象者からの除外者については次によること。 

イ  療養期間(4年)にかかわらず主治医が症状が固定していると判断する者 

ロ  当分の間、症状調査対象者から除外する者の目安としては、末梢循環障害(V)が下表の症

度区分の一つに該当し、かつ、末梢神経障害(N)が下表の症度区分の一つに該当する者 

 

 

なお、これらの者についても、定期的(夏季と冬季の年2回程度)に主治医から所見書を徴

すること。 

5   症状調査の実施 

(1)  主治医等に対する調査 

主治医等に対する調査に当たっては、症状調査対象者の症状等を的確に把握するため、事前

に現在までの症状経過、治療内容等の医学的事項について所轄局署内で十分な検討を行うとと

もに、疑問点等については事前に地方労災医員(以下「局医」という。)等専門医に相談の上で

実施すること。 

イ  主治医等に対する文書調査 

主治医等に対して文書により調査を実施する場合には、例えば次のような事項を照会し、

症状を的確に把握すること。 

(イ) 現在までの療養及び症状の経過 

(ロ) 症状が安定しているか否か 

(ハ) 症状が安定していない場合は、現在の症状の詳細 

(ニ) 治療の効果があるか否か 

末梢循環障害（Ｖ） 

症度 

区分 
Ｓ２.Ｌ２ Ｓ２.Ｌ３ Ｓ３.Ｌ２ Ｓ３.Ｌ３ 

末梢神経障害（Ｎ） 

症度 

区分 
Ｓ２.Ｌ３ Ｓ３.Ｌ２ Ｓ３.Ｌ３ 

(ホ) 治療の効果がある場合は、現在の治療内容とその具体的な治療効果 

(ヘ) 重筋労働、軽作業、事務的作業等の就労の可否 

(ト) 今後の具体的な治療方針 

(チ) 症状固定(治ゆ)の見込時期 

(リ) 症状固定(治ゆ)の見込時期が3か月を超える場合又は不明の場合にはその具体的理由 

ロ  主治医等に対する実地調査 

(イ) 主治医等から意見を求める場合には、症状調査対象者の症状及び症状経過、治療内容及

び治療効果、今後の治療方針、症状固定(治ゆ)の見込時期等について具体的な意見を求め

ること。 

なお、その際には、労災保険制度における症状固定(治ゆ)の概念、経過観察に関する考

え方、障害補償給付、アフターケア及び社会復帰援護制度等について十分説明を行うこと。 

(ロ) 所轄署は実地調査を行う場合には、当該医療期間の業務の状況等にも配慮し、事前に所

轄局と協議するとともに、所轄局は必要に応じて医療機関との調整を行うこと。 

(ハ) 実地調査に当たっては、適正給付管理対策に係る調査復命書(適管様式第4号)(以下「調

査復命書」という。)を活用し、的確な調査に努めること。 

(2)  症状調査対象者に対する調査 

症状調査対象者に対する調査は必要に応じて行うこととするが、症状調査対象者が受診した

医療機関での現在までの症状経過、治療内容等の資料を整理し調査事項を取りまとめた上で行

うこと。 

また、既に調査が行われている場合は、その調査内容の経年的な変化を十分に把握した上で

行うこと。 

イ  調査方法 

調査は、症状調査対象者の実情等を考慮して、訪問調査又は呼出調査の方法を選択するこ

と。 

ロ  調査事項 

調査は、過去及び現在の症状、治療内容、治療効果、日常生活の状況等の療養に関する事

項に限ることとし、家族の収入額、田畑の所有の有無等療養に直接関連のない事項について

は調査しないこと。 

また、その際には、労災保険制度上の症状固定(治ゆ)の概念、経過監察に関する考え方、

障害補償給付、アフターケア及び社会復帰援護制度等について十分説明すること。 

ハ  調査に当たっては、調査復命書を活用し、的確な調査に努めること。 

(3)  レセプトの写しの送付依頼 

症状調査対象の療養経過等は、今後の療養の要否の判断に当たっての有力な資料となること

から、所轄署は、調査に際して必要な場合には、所轄局に対し、当該症状調査対象者に係るレ

セプトの写しの送付依頼を行うこと。 

この場合、他局管内の医療機関で受療している症状調査対象者に係るレセプトについては、

所轄局は当該局に対しその写しの送付依頼を行うこととし、当該局は、速やかにその写しを送

付すること。 

なお、送付依頼するレセプトの写しは調査に必要な最小限のものに限ること。 

6   受診命令(鑑別診断) 

(1)  受診命令(鑑別診断)は、労働者災害補償保険法(以下「法」という。)第47条の2の規定に基

づき、労働基準監督署長(以下「監督署長」という。)が保険給付の請求書に添付された診断書、
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所見書、意見書、エックス線フィルム等の資料のみでは医学的判断資料が十分でなく、業務上

外、症状固定(治ゆ)等の判断を行うことが困難であると認めた場合等に行うものであること。 

(2)  振動障害療養者の症状について、レセプト等から他疾患の存在又は他疾患が振動障害に与え

る影響が疑われる等受診命令(鑑別診断)を行うことにより療養の要否等がより明確に判断で

きると認められる場合には、必要に応じ受診命令(鑑別診断)を行うこと。 

なお、鑑別診断を依頼する医師については、症状調査対象者の疾病についての臨床経験があ

り、また検査設備を有している公的医療機関に所属する医師とすること。 

(3)  受診命令(鑑別診断)を行う場合としては、上記以外に例えば次のような場合があること。 

イ  経過観察中の症状の悪化の判断、経過観察終了時の療養の要否の判断等に当たって、監督

署長と主治医の意見が一致しない場合 

ロ  過去の症度区分の状況から判断して合理的理由も認められずに症度区分の変更がなされ

た場合、検査成績等から判断して症度区分が適当でないと思われる場合等症度区分に疑義が

ある場合 

ハ  症度区分が不明(症度区分記載拒否を含む。)な場合 

(4)  受診命令(鑑別診断)の運用に当たっては、受診者に対してその理由を十分に説明して理解と

協力を得るよう努めること。 

7   経過観察 

(1)  経過観察の趣旨 

経過観察とは、監督署長が症状調査対象者のうち、治療を止めても症状が悪化しないと思わ

れる者について、主治医等の意見も踏まえ、治療効果、療養の要否等を判断するために、一定

期間その症状について観察するものであること。 

(2)  経過観察については、次の場合があること。 

イ  主治医が経過観察の趣旨、労災保険における症状固定(治ゆ)の考え方等を理解した後、監

督署長が当該主治医の意見を尊重し経過観察を行う場合(「主治医方式」という。) 

ロ  経過観察の趣旨、労災保険における症状固定(治ゆ)の考え方等の説明を再三行ったにもか

かわらず、主治医の理解が得られないため、監督署長が局医協議会に意見を求めて経過観察

を行う場合(「局医協議会方式」という。) 

(3)  経過観察期間 

経過観察期間は、監督署長が主治医又は局医等専門医の意見を踏まえ決定するものとし、そ

の期間は最長12か月とすること。 

ただし、経過観察中において、振動工具の使用や身体に悪影響を及ぼす行為を行ったことが

明らかな場合等経過観察の趣旨に反するような行為が認められた場合には、経過観察を即時に

中止するとともに、主治医及び局医等専門医の意見を求め、療養の要否の判断を行うこと。 

(4)  経過観察中の診療行為 

経過観察中の診療行為は診察、生活指導、検査、作業療法等を中心に行うこととし、手術、

薬物療法、理学療法等の積極的な治療は原則として中止するよう主治医に対して説明を行うこ

と。 

なお、症状調査対象者から疼痛等が激しく出現したとの自訴がある場合に、主治医の判断で

消炎・鎮痛のための一時的な投薬、注射等を行うことまでも中止するものではないこと。 

(5)  経過観察中の転医の取扱い 

イ  経過観察中における転医については、経過観察の趣旨が損なわれることのないよう、事前

に当該症状調査対象者から監督署長に連絡させること。 
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所見書、意見書、エックス線フィルム等の資料のみでは医学的判断資料が十分でなく、業務上

外、症状固定(治ゆ)等の判断を行うことが困難であると認めた場合等に行うものであること。 

(2)  振動障害療養者の症状について、レセプト等から他疾患の存在又は他疾患が振動障害に与え

る影響が疑われる等受診命令(鑑別診断)を行うことにより療養の要否等がより明確に判断で

きると認められる場合には、必要に応じ受診命令(鑑別診断)を行うこと。 

なお、鑑別診断を依頼する医師については、症状調査対象者の疾病についての臨床経験があ

り、また検査設備を有している公的医療機関に所属する医師とすること。 

(3)  受診命令(鑑別診断)を行う場合としては、上記以外に例えば次のような場合があること。 

イ  経過観察中の症状の悪化の判断、経過観察終了時の療養の要否の判断等に当たって、監督

署長と主治医の意見が一致しない場合 

ロ  過去の症度区分の状況から判断して合理的理由も認められずに症度区分の変更がなされ

た場合、検査成績等から判断して症度区分が適当でないと思われる場合等症度区分に疑義が

ある場合 

ハ  症度区分が不明(症度区分記載拒否を含む。)な場合 

(4)  受診命令(鑑別診断)の運用に当たっては、受診者に対してその理由を十分に説明して理解と

協力を得るよう努めること。 

7   経過観察 

(1)  経過観察の趣旨 

経過観察とは、監督署長が症状調査対象者のうち、治療を止めても症状が悪化しないと思わ

れる者について、主治医等の意見も踏まえ、治療効果、療養の要否等を判断するために、一定

期間その症状について観察するものであること。 

(2)  経過観察については、次の場合があること。 

イ  主治医が経過観察の趣旨、労災保険における症状固定(治ゆ)の考え方等を理解した後、監

督署長が当該主治医の意見を尊重し経過観察を行う場合(「主治医方式」という。) 

ロ  経過観察の趣旨、労災保険における症状固定(治ゆ)の考え方等の説明を再三行ったにもか

かわらず、主治医の理解が得られないため、監督署長が局医協議会に意見を求めて経過観察

を行う場合(「局医協議会方式」という。) 

(3)  経過観察期間 

経過観察期間は、監督署長が主治医又は局医等専門医の意見を踏まえ決定するものとし、そ

の期間は最長12か月とすること。 

ただし、経過観察中において、振動工具の使用や身体に悪影響を及ぼす行為を行ったことが

明らかな場合等経過観察の趣旨に反するような行為が認められた場合には、経過観察を即時に

中止するとともに、主治医及び局医等専門医の意見を求め、療養の要否の判断を行うこと。 

(4)  経過観察中の診療行為 

経過観察中の診療行為は診察、生活指導、検査、作業療法等を中心に行うこととし、手術、

薬物療法、理学療法等の積極的な治療は原則として中止するよう主治医に対して説明を行うこ

と。 

なお、症状調査対象者から疼痛等が激しく出現したとの自訴がある場合に、主治医の判断で

消炎・鎮痛のための一時的な投薬、注射等を行うことまでも中止するものではないこと。 

(5)  経過観察中の転医の取扱い 

イ  経過観察中における転医については、経過観察の趣旨が損なわれることのないよう、事前

に当該症状調査対象者から監督署長に連絡させること。 

なお、転医に係る取扱いについては、経過観察の通知文(お知らせ)に記載することで症状

調査対象者への説明は省略して差し支えないこと。 

ロ  経過観察中に症状調査対象者が転医した場合には、監督署長は、転医の主治医に経過観察

中である旨説明し、引き続き経過観察を実施すること。 

この場合の経過観察期間は、転医前の主治医及び症状調査対象者に通知した経過観察期間

の残期間とすること。 

ただし、合理的な理由もなく転医した場合には、経過観察を終了したものとして処理する

こととし、主治医の意見を徴した後、局医協議会等専門医に意見を求め療養の要否の判断を

行うこと。 

(6)  経過観察中又は経過観察終了時に症状が悪化した場合の取扱い 

イ  主治医は経過観察中又は経過観察終了時に症状調査対象者の症状が悪化したと判断した

場合には、監督署長に連絡すること。 

ロ  主治医から連絡を受けた監督署長は、主治医の意見を徴した上、所見書等客観的に判断で

きる医証に基づきその後の取扱いを決定すること。 

なお、この場合、監督署長は主治医の意見が適当と認める場合には、経過観察を中止し療

養継続として取り扱うこととするが、検査成績等を含む主治医の意見に疑義がある場合に

は、必要に応じ受診命令(鑑別診断)を行った上で局医協議会等専門医の意見を徴し、その取

扱いを決定し、主治医に連絡すること。 

ハ  経過観察中又は経過観察終了時に、症状が悪化したか否かを判断する場合の目安は、末梢

循環障害(V)及び末梢神経障害(N)に係る検査成績(L)の症度区分がいずれも1以上悪化した

ことが明らかに認められる場合であること。 

なお、末梢循環障害(V)又は末梢神経障害(N)に係る検査成績(L)の症度区分のいずれかが1

以上悪化したことが明らかに認められる場合であって、上記4の(2)のロの症状調査対象者か

らの除外者に該当することとなった場合には、療養の継続が必要と認められる者として取り

扱うこと。 

8   経過観察及び療養継続とした者の措置 

(1)  経過観察とした者については、その期間終了後、遅滞なく意見書及び所見書を主治医から徴

した上で、その後における処理方針を決定すること。 

なお、経過観察を実施した後、主治医の意見のみによって症状固定と判断した場合は、所見

書を徴する必要はないこと。 

(2)  療養継続とした者については、管理カード等にその旨記入し、引き続き適正給付管理に努め

ること。 

9   主治医の意見等 

(1)  監督署長は、症状調査対象者を決定する際に疑義のある場合、症度区分に疑義がある場合、

療養の要否の判断を行う場合、症状調査対象者が合理的な理由なく転医した場合等には、必要

に応じ主治医の意見を徴することとするが、その際、労災保険における症状固定(治ゆ)の概念、

経過観察に関する考え方、障害補償給付、アフターケア及び社会復帰援護制度等について十分

説明し、主治医の理解を得た上で意見を徴すること。 

(2)  症状の把握に当たっては、労災則第19条の2に基づく報告書に添付された診断書のほか、所

見書、意見書及び調査復命書を活用すること。 

なお、意見等を徴することを主治医が拒否するような場合には、拒否の理由等を調査復命書

または管理カ一ド等に記入すること。 
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10  局医協議会への協議等 

(1)  監督署長は、振動障害療養者の中で、毎月の治療内容、所見書、意見書、主治医及び振動障

害療養者の調査結果等から、療養の要否等の判断に当たっての医学的意見を求める必要がある

場合には、局医協議会に意見を求めた上で、その後の処理方針を決定すること。 

したがって、監督署長は、主治医から意見書等を徴した結果、療養の継続又は経過観察が必

要と認められる者については、局医協議会に協議することなく必要な措置を行って差し支えな

いこと。 

(2)  監督署長は、局医協議会の協議を求める場合には、以下に示す資料を局あて提出すること。 

イ  局医協議会の協議を求める旨の依頼文書 

ロ  意見聴取をする理由等を記入した書面 

ハ  管理力一ド等 

ニ  レセプトの写し 

ホ  所見書 

ヘ  意見書(局医協議会直前の主治医の意見書) 

ト  労災則第19条の2に基づく傷病の状態等に関する報告書に添付された診断書 

チ  その他協議に必要な書類 

(3)  監督署長は主治医から意見書を徴する場合には、以下の事項に留意すること。 

イ  意見書の提出期限は、当該主治医の業務の状況等を考慮の上、1か月程度の期間を設ける

こと。 

ロ  提出期限を経過しても主治医から意見書の提出がない場合には、1週間以内に督促(提出期

限は10日程度とすること。)を行い、督促に係る文書の写しを保存すること。 

また、督促に係る提出期限を経過しても意見書が提出されない場合には、主治医に十分説

明すること等により理解を求め、重ねて督促を行うこと。 

(4)  上記の(3)のロの督促を行っても提出されない場合には、管理カード等にその旨を記入する

こと。 

なお、意見書は療養の要否を判断するに当たって主治医の最新の意見を反映させる趣旨で提

出させるものであるから、再三の督促を行っても提出されない場合には主治医に既存の資料に

より判断する旨を伝え、その後、局医協議会に協議すること。 

また、この経過については、行政としての手続きの事蹟であることから、管理カ一ド等に記

入すること。 

11  局医協議会の運営に当たっての留意事項 

(1)  局医協議会への協議は、症状固定(治ゆ)を念願においたものではなく、療養の要否の判断等

に当たっての医学的意見が必要である場合に協議するものであること。 

(2)  局医協議会の意見は、主治医の意見等に対応して、できるだけ詳細に記述されることが必要

である。したがって、例えば、治療内容(薬剤名、理学療法の具体的な治療等)の特徴的な事項

を表示し、自覚症状、身体所見又は検査成績から症状の推移について付言し、現に症状固定(治

ゆ)にあるか又は療養を要するか(経過観察を含む。)が記載されることが必要であること。 

また、局医協議会の検討結果については、その後の主治医及び振動障害療養者に対する説明

に当たっての重要な医学的根拠となるものであるので、結論だけでなくその結論に達した判断

理由等についても十分に整理しておく必要があること。 

(3)  診断書、所見書、意見書等医証の効力がおおむね3か月程度とされていることから、局医協

議会の開催時期に合わせた計画的な医証の収集や局医協議会の随時開催等の配慮が必要であ
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10  局医協議会への協議等 

(1)  監督署長は、振動障害療養者の中で、毎月の治療内容、所見書、意見書、主治医及び振動障

害療養者の調査結果等から、療養の要否等の判断に当たっての医学的意見を求める必要がある

場合には、局医協議会に意見を求めた上で、その後の処理方針を決定すること。 

したがって、監督署長は、主治医から意見書等を徴した結果、療養の継続又は経過観察が必

要と認められる者については、局医協議会に協議することなく必要な措置を行って差し支えな

いこと。 

(2)  監督署長は、局医協議会の協議を求める場合には、以下に示す資料を局あて提出すること。 

イ  局医協議会の協議を求める旨の依頼文書 

ロ  意見聴取をする理由等を記入した書面 

ハ  管理力一ド等 

ニ  レセプトの写し 

ホ  所見書 

ヘ  意見書(局医協議会直前の主治医の意見書) 

ト  労災則第19条の2に基づく傷病の状態等に関する報告書に添付された診断書 

チ  その他協議に必要な書類 

(3)  監督署長は主治医から意見書を徴する場合には、以下の事項に留意すること。 

イ  意見書の提出期限は、当該主治医の業務の状況等を考慮の上、1か月程度の期間を設ける

こと。 

ロ  提出期限を経過しても主治医から意見書の提出がない場合には、1週間以内に督促(提出期

限は10日程度とすること。)を行い、督促に係る文書の写しを保存すること。 

また、督促に係る提出期限を経過しても意見書が提出されない場合には、主治医に十分説

明すること等により理解を求め、重ねて督促を行うこと。 

(4)  上記の(3)のロの督促を行っても提出されない場合には、管理カード等にその旨を記入する

こと。 

なお、意見書は療養の要否を判断するに当たって主治医の最新の意見を反映させる趣旨で提

出させるものであるから、再三の督促を行っても提出されない場合には主治医に既存の資料に

より判断する旨を伝え、その後、局医協議会に協議すること。 

また、この経過については、行政としての手続きの事蹟であることから、管理カ一ド等に記

入すること。 

11  局医協議会の運営に当たっての留意事項 

(1)  局医協議会への協議は、症状固定(治ゆ)を念願においたものではなく、療養の要否の判断等

に当たっての医学的意見が必要である場合に協議するものであること。 

(2)  局医協議会の意見は、主治医の意見等に対応して、できるだけ詳細に記述されることが必要

である。したがって、例えば、治療内容(薬剤名、理学療法の具体的な治療等)の特徴的な事項

を表示し、自覚症状、身体所見又は検査成績から症状の推移について付言し、現に症状固定(治

ゆ)にあるか又は療養を要するか(経過観察を含む。)が記載されることが必要であること。 

また、局医協議会の検討結果については、その後の主治医及び振動障害療養者に対する説明

に当たっての重要な医学的根拠となるものであるので、結論だけでなくその結論に達した判断

理由等についても十分に整理しておく必要があること。 

(3)  診断書、所見書、意見書等医証の効力がおおむね3か月程度とされていることから、局医協

議会の開催時期に合わせた計画的な医証の収集や局医協議会の随時開催等の配慮が必要であ

ること。 

12  主治医及び症状調査対象者に対する文書による通知分及び事前説明 

(1)  監督署長は、調査後次の場合には主治医に通知すること。 

イ  症状固定(治ゆ)と判断したとき 

ロ  療養継続と判断したとき 

ハ  経過観察を実施するとき 

(2)  監督署長は調査後次の場合には症状調査対象者に通知すること。 

イ  症状固定(治ゆ)と判断したとき 

ロ  経過観察を実施するとき 

(3)  監督署長は、上記(1)及び(2)に係る通知を発出する前に、主治医及び症状調査対象者に対し

その内容を説明すること。 

特に、監督署長が症状固定(治ゆ)の判断を行った場合には、主治医及び症状調査対象者に対

し、その結論に達した判断理由等も含めて十分な説明を行い、形式的な通知や画一的な対応に

止まることのないよう留意すること。 

また、最終的な判断は監督署長が行うものであることから、仮にも「局医協議会の判断(決

定)である。」といった誤った説明を行うことのないように配意すること。 

その際、労災保険制度における症状固定(治ゆ)の概念、障害補償給付、アフターケア、社会

復帰援護制度等について十分説明を行うこと。 

(4)  上記(1)及び(2)の通知は、「症状固定(治ゆ)の認定について(通知)」(適管様式第5号及び第

6号)、「療養の継続について(通知)」(振動様式第8号)、「症状の経過の観察について(通知)」

(振動様式第9号及び第10号)によること。 

(5)  症状固定(治ゆ)の通知をする場合には、医療機関の事務処理や症状調査対象者に混乱を生じ

させないようにすること等を考慮し、通知が到達する日と症状固定(治ゆ)とする日の間におお

むね1か月の期間を置くこと。 

しかしながら、この期間を2か月、3か月等とすることは、局医協議会の意見提出日時と署長

の治ゆ認定日時との間に時間的な乖離を生じさせるので適当でないこと。 

13  適正給付管理対策実施上の留意事項等 

(1)  留意事項 

イ  振動障害療養者の通院回数が、治療方針に示す回数を超える場合には、当分の間、主治医

及び振動障害療養者に対する指導は行わないこと。 

しかしながら、従来の通院回数を超えて通院を行うこととなった者については、主治医か

らその必要性について意見を徴すること。 

ロ  振動障害は、就労と治療効果との関係については、一般的に入院期間を除き、就労しなが

ら治療を行うことがより効果的である。しかしなから、通院日以外について療養のため労働

することができないものとして休業補償給付の請求がなされた場合には、当分の間、主治医

及び振動障害療養者に対する指導は行わないこと。 

(2)  所見書の提出 

イ  所見書の提出について、主治医に十分な理解を求めるための方策を尽くしても、所見書を

提出しない医療機関において療養を行っている症状調査対象者を適正給付管理の対象外と

することは公平を欠くこととなるので、再三の提出依頼(督促に係る文書の写しを保存して

おくこと。)にもかかわらず提出されない場合は、事前に本省と協議の上、主治医に対して、

法第49条の規定に基づき当該症状調査対象者の診療内容に関する報告書若しくはレセプト
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等のほか帳簿書類の提示を求めること。 

(3)  適正給付管理状況報告 

所轄局は、毎年4月末日までに前年度の適正給付管理状況を本省あて所定の報告様式(適管様

式第3号)により報告すること。 

(4)  その他 

本事務連絡を運用するに当たって疑義等が生じた場合には、随時、本省あて協議すること。 
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等のほか帳簿書類の提示を求めること。 

(3)  適正給付管理状況報告 

所轄局は、毎年4月末日までに前年度の適正給付管理状況を本省あて所定の報告様式(適管様

式第3号)により報告すること。 

(4)  その他 

本事務連絡を運用するに当たって疑義等が生じた場合には、随時、本省あて協議すること。 
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様式名一覧表 

様式名 様式番号 備考 

 

適正給付管理様式 

 

適正給付管理カード 

 

適正給付管理名簿 

 

適正給付管理実施状況報告（振動障害） 

 

適正給付管理対策に係る調査復命書 

 

症状固定（治ゆ）の認定について（通知） 

 

              （本人用） 

 

              （病院用） 

 

適正給付管理名簿等要求帳票 

 

短期給付共通項目入力（変更）帳票 

 

 

 

適正給付管理様式（振動） 

 

振動障害個人別管理票 

 

振動障害診断所見書 

 

振動障害に関する意見書 

 

振動障害診断所見書の提出依頼について 

 

        〃     (督促) 

 

振動障害に関する意見書の提出依頼について 

 

 〃 (督促) 

 

療養の継続について(通知) 

 

症状の経過の観察について(通知) 

 

                (本人用) 

 

                (病院用) 

 

 

              

 

適管様式第１号 

 

  〃 第２号 

 

  〃 第３号 

 

  〃 第４号 

 

 

 

  〃 第５号 

 

  〃 第６号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

振動様式第１号 

 

  〃 第２号 

 

  〃 第３号 

 

  〃 第４号 

 

  〃 第５号 

 

  〃 第６号 

 

  〃 第７号 

 

  〃 第８号 

 

 

 

  〃 第９号 

 

  〃 第10号 

        

（編注：適管様式第1～6号、振動様式第1～10号（略）） 
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基 発 第 6 5 号 

平 成 9 年 2 月 3 日 

 

都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

上肢作業に基づく疾病の業務上外の認定基準について 

 

標記については、昭和50年2月5日付け基発第59号「キーパンチャー等上肢作業にもとづく疾病の

業務上外の認定基準について」をもって指示したところであるが、今般、下記のとおり改正するこ

ととしたので、今後の取扱いに遺漏のないよう万全を期されたい。 

なお、本通達の施行に伴い、昭和50年2月5日付け基発第59号通達は廃止する。 

 

記 

 

第1   認定基準 

1   対象とする疾病 

本認定基準が対象とする疾病は、上肢等に過度の負担のかかる業務によって、後頭部、頸部、

肩甲帯、上腕、前腕、手及び指に発生した運動器の障害(以下「上肢障害」という。)である。 

上肢障害の診断名は多様なものとなることが考えられるが、代表的なものを例示すれば、上

腕骨外(内)上顆炎、肘部管症候群、回外(内)筋症候群、手関節炎、腱炎、腱鞘炎、手根管症候

群、書痙、書痙様症状、頸肩腕症候群などがある。 

2   認定要件 

次のいずれかの要件も満たし、医学上療養が必要であると認められる上肢障害は、労働基準

法施行規則別表第1の2第3号4又は5に該当する疾病として取り扱うこと。 

(1)  上肢等に負担のかかる作業を主とする業務に相当期間従事した後に発症したものである

こと。 

(2)  発症前に荷重な業務に就労したこと。 

(3)  過重な業務への就労と発症までの経過が、医学上妥当なものと認められること。 

 

第2   認定要件の運用基準 

1   「上肢等に負担のかかる作業」とは、次のいずれかに該当する上肢等を過度に使用する必要

のある作業をいう。 

(1)  上肢の反復動作の多い作業 

(2)  上肢を上げた状態で行う作業 

(3)  頸部、肩の動きが少なく、姿勢が拘束される作業 

(4)  上肢等の特定の部位に負担のかかる状態で行う作業 

2   「相当期間」とは、1週間とか10日間という極めて短期的なものではなく、原則として6か月

程度以上をいう。 

3   「過重な業務」とは、上肢等に負担のかかる作業を主とする業務において、医学経験則上、

様式名一覧表 

様式名 様式番号 備考 

 

適正給付管理様式 

 

適正給付管理カード 

 

適正給付管理名簿 

 

適正給付管理実施状況報告（振動障害） 

 

適正給付管理対策に係る調査復命書 

 

症状固定（治ゆ）の認定について（通知） 

 

              （本人用） 

 

              （病院用） 

 

適正給付管理名簿等要求帳票 

 

短期給付共通項目入力（変更）帳票 

 

 

 

適正給付管理様式（振動） 

 

振動障害個人別管理票 

 

振動障害診断所見書 

 

振動障害に関する意見書 

 

振動障害診断所見書の提出依頼について 

 

        〃     (督促) 

 

振動障害に関する意見書の提出依頼について 

 

 〃 (督促) 

 

療養の継続について(通知) 

 

症状の経過の観察について(通知) 

 

                (本人用) 

 

                (病院用) 

 

 

              

 

適管様式第１号 

 

  〃 第２号 

 

  〃 第３号 

 

  〃 第４号 

 

 

 

  〃 第５号 

 

  〃 第６号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

振動様式第１号 

 

  〃 第２号 

 

  〃 第３号 

 

  〃 第４号 

 

  〃 第５号 

 

  〃 第６号 

 

  〃 第７号 

 

  〃 第８号 

 

 

 

  〃 第９号 

 

  〃 第10号 

        

（編注：適管様式第1～6号、振動様式第1～10号（略）） 
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上肢障害の発症の有力な原因と認められる業務量を有するものであって、原則として次の(1)

又は(2)に該当するものをいう。 

(1)  同一事業場における同種の労働者と比較して、おおむね10%以上業務量が増加し、その状

態が発症直前3か月程度にわたる場合 

(2)  業務量が一定せず、例えば次のイ又はロに該当するような状態が発症直前3か月程度継続

している場合 

イ  業務量が1か月の平均では通常の範囲内であっても、1日の業務量が通常の業務量のおお

むね20%以上増加し、その状態が1か月のうち10日程度認められるもの 

ロ  業務量が1日平均では通常の範囲内であっても、1日の労働時間の3分の1程度にわたって

業務量が通常の業務量のおおむね20%以上増加し、その状態が1か月のうち10日程度認めら

れるもの 

 

第3   認定に当たっての留意事項 

1   認定に当たっての基本的な考え方について 

上肢作業に伴う上肢等の運動器の障害は、加齢や日常生活とも密接に関連しており、その発

症には、業務以外の個体要因(例えば年齢、素因、体力等)や日常生活要因(例えば家事労働、

育児、スポーツ等)が関与している。 

また、上肢等に負担のかかる作業と同様な動作は、日常生活の中にも多数存在している。 

したがって、これらの要因をも検討した上で、上肢作業者が、業務より上肢を過度に使用し

た結果発症したと考えられる場合には、業務に起因することが明らかな疾病として取り扱うも

のである。 

2   診断名について 

上肢障害の診断名は、多様なものとなることが考えられることから、記の第1の1に例示した

以外の疾病についても、上肢障害に該当するものがあることに留意すること。 

なお「頸肩腕症候群」は、出現する症状が様々で障害部位が特定できず、それに対応した診

断名を下すことができない不定愁訴等を特徴とする疾病として狭義の意味で使用しているも

のである。 

また、頸部から肩、上肢にかけて何らかの症状を示す疾患群の総称としての「頸肩腕症候群」

については、診断法の進歩により病像をより正確にとらえることができるようになったことか

ら、できる限り症状と障害部位を特定し、それに対応した診断名となることが望ましいが、障

害部位を特定できない「頸肩腕症候群」を否定するものではないこと。 

3   過重な業務の判断について 

(1)  「過重な業務」の判断に当たっては、発症前の業務量に着目して記の第2の3の要件を示し

たが、業務量の面から過重な業務とは直ちに判断できない場合であっても、通常業務による

負荷を超える一定の負荷が認められ、次のイからホに掲げる要因が顕著に認められる場合に

は、それらの要因も総合して評価すること。 

イ  長時間作業、連続作業 

ロ  他律的かつ過度な作業ぺ一ス 

ハ  過大な重量負荷、力の発揮 

ニ  過度の緊張 

ホ  不適切な作業環境 

(2)  記の第2の3の(1)の「同種の労働者」とは、同様の作業に従事する同性で年齢が同程度の
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上肢障害の発症の有力な原因と認められる業務量を有するものであって、原則として次の(1)

又は(2)に該当するものをいう。 

(1)  同一事業場における同種の労働者と比較して、おおむね10%以上業務量が増加し、その状

態が発症直前3か月程度にわたる場合 

(2)  業務量が一定せず、例えば次のイ又はロに該当するような状態が発症直前3か月程度継続

している場合 

イ  業務量が1か月の平均では通常の範囲内であっても、1日の業務量が通常の業務量のおお

むね20%以上増加し、その状態が1か月のうち10日程度認められるもの 

ロ  業務量が1日平均では通常の範囲内であっても、1日の労働時間の3分の1程度にわたって

業務量が通常の業務量のおおむね20%以上増加し、その状態が1か月のうち10日程度認めら

れるもの 

 

第3   認定に当たっての留意事項 

1   認定に当たっての基本的な考え方について 

上肢作業に伴う上肢等の運動器の障害は、加齢や日常生活とも密接に関連しており、その発

症には、業務以外の個体要因(例えば年齢、素因、体力等)や日常生活要因(例えば家事労働、

育児、スポーツ等)が関与している。 

また、上肢等に負担のかかる作業と同様な動作は、日常生活の中にも多数存在している。 

したがって、これらの要因をも検討した上で、上肢作業者が、業務より上肢を過度に使用し

た結果発症したと考えられる場合には、業務に起因することが明らかな疾病として取り扱うも

のである。 

2   診断名について 

上肢障害の診断名は、多様なものとなることが考えられることから、記の第1の1に例示した

以外の疾病についても、上肢障害に該当するものがあることに留意すること。 

なお「頸肩腕症候群」は、出現する症状が様々で障害部位が特定できず、それに対応した診

断名を下すことができない不定愁訴等を特徴とする疾病として狭義の意味で使用しているも

のである。 

また、頸部から肩、上肢にかけて何らかの症状を示す疾患群の総称としての「頸肩腕症候群」

については、診断法の進歩により病像をより正確にとらえることができるようになったことか

ら、できる限り症状と障害部位を特定し、それに対応した診断名となることが望ましいが、障

害部位を特定できない「頸肩腕症候群」を否定するものではないこと。 

3   過重な業務の判断について 

(1)  「過重な業務」の判断に当たっては、発症前の業務量に着目して記の第2の3の要件を示し

たが、業務量の面から過重な業務とは直ちに判断できない場合であっても、通常業務による

負荷を超える一定の負荷が認められ、次のイからホに掲げる要因が顕著に認められる場合に

は、それらの要因も総合して評価すること。 

イ  長時間作業、連続作業 

ロ  他律的かつ過度な作業ぺ一ス 

ハ  過大な重量負荷、力の発揮 

ニ  過度の緊張 

ホ  不適切な作業環境 

(2)  記の第2の3の(1)の「同種の労働者」とは、同様の作業に従事する同性で年齢が同程度の

労働者をいうものであること。 

4   上肢障害の発症までの作業従事期間について 

上肢障害の発症までの作業従事期間については、原則として6か月程度以上としたが、腱鞘

炎等については、作業従事期間が6か月程度に満たない場合でも、短期間のうちに集中的に過

度の負担がかかった場合には、発症することがあるので留意すること。 

5   類似疾病との鑑別について 

上肢障害には、加齢による骨・関節系の退行陸変性や関節リウマチ等の類似疾病が関与する

ことが多いことから、これが疑われる場合には、専門医からの意見聴取や鑑別診断等を実施す

ること。 

なお、上肢障害と類似の症状を呈する疾病としては、次のものを原因とする場合が考えられ

るが、これらは上肢障害には該当しない。しかしながら、これらに該当する疾病の中には、上

肢障害以外の疾病として、別途業務起因性の判断を要するものもあることに留意すること。 

(1)  頸・背部の脊椎、脊髄あるいは周辺軟部の腫瘍 

(2)  内臓疾患に起因する諸関連痛 

(3)  類似の症状を呈し得る精神医学的疾病 

(4)  頭蓋内疾患 

6   その他 

一般に上肢障害は、業務から離れ、あるいは業務から離れないまでも適切な作業の指導・改

善等を行い就業すれば、症状は軽快する。 

また、適切な療養を行うことによって概ね3か月程度で症状が軽快すると考えられ、手術が

施行された場合でも一般的におおむね6か月程度の療養が行われれば治ゆするものと考えられ

るので留意すること。 
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事 務 連 絡 第 1 号 

平 成 9 年 2 月 3 日 

 

都道府県労働基準局労災主務課長 殿 

 

労働省労働基準局補償課長 

 

 

上肢作業に基づく疾病の業務上外の認定基準の運用上の留意点について 

 

上肢作業に基づく疾病の業務上外の認定基準(以下「認定基準」という。)については、平成9年2

月3日付け基発第65号通達(以下「局長通達」という。)をもって指示されたところであるが、この認

定基準の運用に当たっては、下記の事項に留意されたい。 

なお、昭和50年2月5日付け事務連絡第7号「キーパンチャー等上肢作業にもとづく疾病の業務上

外の認定基準の運用上の留意点について」は廃止し、昭和51年11月11日付け事務連絡第45号「振動

障害の認定基準等の運用上の留意点について」の記の2は削除する。 

 

記 

 

第1   改正の趣旨 

これまでの認定基準は、主としていわゆる「頸肩腕症候群」に関する業務上外を判断する上

での基準であったが、最近の作業方法の変化等により上肢作業者に発症する疾病も多様化して

いることから、認定基準の対象とする疾病の範囲、対象業務等について全般的に見直しが行わ

れたものである。 

なお、主な改正点は次のとおりである。 

(1)  認定基準の対象とする疾病の範囲、対象業務等を明確化したこと。 

(2)  業務過重性の判断に当たっては、発症前の業務量のほか、作業の質的要因も併せて評価する

こととしたこと。 

(3)  発症までの作業従事期間については、原則として6か月程度以上とするが、腱鞘炎等につい

ては、比較的短期間で発症することがあるとしたこと。 

 

第2   運用上の留意点 

1   対象業務について 

局長通達記の第2の1における4つの類型化された作業について、具体的には、次に例示する

作業において上肢障害の発症例をみているので参考とすること。 

(1)  上肢の反復動作の多い作業 

イ  手指・手・前腕を早く動かす反復動作の多い作業 

(イ) コンピューター、ワードプロセッサー等のOA機器、VDT機器等の操作を行う作業 

(ロ) その他これに類似する作業 

ロ  筋力を要する反復動作の多い作業 

(イ) 運搬、積込み、積卸し作業 

(ロ) 多量の冷凍魚等の切断・解体等の処理を行う作業 
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事 務 連 絡 第 1 号 

平 成 9 年 2 月 3 日 

 

都道府県労働基準局労災主務課長 殿 
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での基準であったが、最近の作業方法の変化等により上肢作業者に発症する疾病も多様化して

いることから、認定基準の対象とする疾病の範囲、対象業務等について全般的に見直しが行わ

れたものである。 

なお、主な改正点は次のとおりである。 

(1)  認定基準の対象とする疾病の範囲、対象業務等を明確化したこと。 

(2)  業務過重性の判断に当たっては、発症前の業務量のほか、作業の質的要因も併せて評価する

こととしたこと。 

(3)  発症までの作業従事期間については、原則として6か月程度以上とするが、腱鞘炎等につい

ては、比較的短期間で発症することがあるとしたこと。 

 

第2   運用上の留意点 

1   対象業務について 

局長通達記の第2の1における4つの類型化された作業について、具体的には、次に例示する

作業において上肢障害の発症例をみているので参考とすること。 

(1)  上肢の反復動作の多い作業 

イ  手指・手・前腕を早く動かす反復動作の多い作業 

(イ) コンピューター、ワードプロセッサー等のOA機器、VDT機器等の操作を行う作業 

(ロ) その他これに類似する作業 

ロ  筋力を要する反復動作の多い作業 

(イ) 運搬、積込み、積卸し作業 

(ロ) 多量の冷凍魚等の切断・解体等の処理を行う作業 

(ハ) その他これに類似する作業 

ハ  上肢の挙上保持と反復動作の多い作業 

(イ) 製造業における機器等の組立て・仕上げ作業 

(ロ) 手作りによる製パン、製菓作業 

(ハ) ミシン縫製、アイロンがけ作業 

(ニ) 手話通訳作業 

(ホ) 給食等の調理作業 

(ヘ) その他これに類似する作業 

(2)  上肢を上げた状態で行う作業 

イ  流れ作業による塗装、溶接作業 

ロ  天井など上方を作業点とする作業 

ハ  その他これに類似する作業 

(3)  頸部、肩の動きが少なく、姿勢が拘束される作業 

イ  検査作業(特に顕微鏡や拡大鏡を使った作業) 

ロ  その他これに類似する作業 

(4)  上肢等の特定の部位に負担のかかる状態で行う作業 

イ  保育、看護、介護作業 

ロ  その他これに類似する作業 

2   対象疾病について 

(1)  局長通達記の第1の1における「運動器の障害」とは、神経、骨・関節系、血管系とともに、

頸椎及びその周辺軟部組織の障害をいうものであること。 

(2)  上肢障害は、労働基準法施行規則別表第1の2第3号の4又は5に該当する疾病として取り扱

うこととされているが、例示された診断名の中では、大部分が別表第1の2第3号4に該当する。

しかし、肘部管症候群、回外(内)筋症候群、手根管症候群は、腱、腱鞘又は腱周囲の炎症で

はなく、当該部位の絞扼性神経障害としてとらえることができることから、別表第1の2第3

号5に該当する疾病として取り扱うこと。 

(3)  局長通達記の第3の2において、障害部位を特定できない「頸肩腕症候群」の診断名を否定

するものではないとしているが、診断法も進歩してきており、できる限り症状と障害部位を

特定し、それに対応した診断名となるよう主治医に協力を求めること。 

(4)  胸郭出口症候群、変形性脊椎症、椎間板ヘルニア等の診断に当たっては別添に掲げる検査

や画像所見が、肘部管症候群、手根管症候群、尺肩神経症等の神経症状の診断に当たっては

神経伝導速度の検査所見が、頸部痛の診断に当たってはエックス線所見がそれぞれ参考にな

ることから、主治医からこれらの資料を収集するよう努めること。 

3   業務起因性の判断について 

(1)  上肢障害の業務起因性の判断に当たっては、基礎疾患や既存疾病の有無、1日の労働時間

における上肢作業の占める時間、当該疾病の発症の経緯、作業従事期間、過重な業務の内容

等について評価を行うこと。この場合、当該職場での同種疾病の発症状況等も参考になるこ

と。 

なお、上肢障害は、業務の改善等を行うことによって軽快することから、治療開始後相当

期間経過してから請求されたものについては、治療経過や症状の改善状況が業務上外の判断

の参考となること。 

(2)  基礎疾患や既存疾病が認められる労働者に発症した上肢障害については、業務によって増
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悪したと考えられる急性期特有の炎症症状等が軽快するまでの期間が労災補償の対象とな

るので、認定に当たっては、基礎疾患や既存疾病の状況、退行性変性の有無・状況等の情報

を十分得ておく必要があること。 

(3)  (1)、(2)については、同僚労働者はもとより、当該作業内容、作業環境、当該労働者の健

康状況等を十分把握している産業医の見解を積極的に聴取すること。 

(4)  業務量が過重である場合の基準として「10%以上」、「3か月程度」となっているが、これ

は専門家の意見等を参考として決めたものであること。また、業務量が一定しない場合の基

準として用いられているものについても同様であること。 

なお、通常の労働者と比べて著しく労働時間の短い労働者については、この判断基準をそ

のまま適用できるものではないので、業務の質・量、私的要因の有無等を総合評価の上判断

すること。 

また、「3か月程度にわたる」とは、3か月に満たない場合でも業務量の増加の程度によっ

て業務量が過重とみられる場合を考慮して幅を持たせたものであり、作業従事期間における

「6か月程度」についても同趣旨であること。 

4   業務の評価について 

(1)  「上肢等に負担のかかる作業を主とする」とは、医学経験則に照らし、発症の有力な原因

となる負荷を有すると認められる上肢等に負担のかかる作業が、一定程度継続的に行われて

いるものであること。 

また、当該業務において「上肢等に負担のかかる作業」が複数認められる場合には、これ

らを総合して「過重な業務」の判断を行うこととなるが、発症した疾病と各作業による影響

等について局医等の専門医の意見を求めた上で検討されるべきものであること。 

(2)  「過重な業務」の判断に当たっての通常業務とは、当該事業場における所定労働時間にお

ける所定の業務をいうものであること。 

(3)  「過重な業務」における「同種の労働者」については、同一事業場内を基本とするが、同

一事業場における同種の労働者が存在しない場合には、他の事業場における同種の労働者と

の比較を参考とすること。 

(4)  局長通達記の第3の3において示した「過度の緊張」には、手話通訳における迅速かつ正確

な判断を必要とするための過度の緊張等があること。 

また、「不適切な作業環境」には、不適切な作業台の高さ、寒冷負荷、照度不足等がある

こと。 

5   発症までの作業従事期間について 

作業従事期間を「原則として6か月程度以上」としたのは、業務に慣れるのにおおむね3か月

を要し、この期間中の症状はいわば作業不慣れからくる単なる疲労と認められるものが多いこ

とによるものであること。 

また、腱鞘炎等については、作業従事期間が6か月程度に満たない場合でも発症することが

あるとしたが、この場合の認定に当たっても、局長通達記の第1の2の認定要件を満たす必要が

あること。 

なお、腱鞘炎等の関節・神経の急性的な炎症症状については、過重な業務により比較的短期

間での発症はあり得るが、いわゆる「頸肩腕症候群」については、一般的には6か月程度以上

の作業従事期間を有する労働者に認められるものであること。 

6   類似疾患との鑑別について 

退行性変性や素因が主たる原因となって発症する疾病としては、変形性脊椎症や肩関節周囲
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らを総合して「過重な業務」の判断を行うこととなるが、発症した疾病と各作業による影響
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な判断を必要とするための過度の緊張等があること。 

また、「不適切な作業環境」には、不適切な作業台の高さ、寒冷負荷、照度不足等がある

こと。 

5   発症までの作業従事期間について 

作業従事期間を「原則として6か月程度以上」としたのは、業務に慣れるのにおおむね3か月

を要し、この期間中の症状はいわば作業不慣れからくる単なる疲労と認められるものが多いこ

とによるものであること。 

また、腱鞘炎等については、作業従事期間が6か月程度に満たない場合でも発症することが

あるとしたが、この場合の認定に当たっても、局長通達記の第1の2の認定要件を満たす必要が

あること。 

なお、腱鞘炎等の関節・神経の急性的な炎症症状については、過重な業務により比較的短期

間での発症はあり得るが、いわゆる「頸肩腕症候群」については、一般的には6か月程度以上

の作業従事期間を有する労働者に認められるものであること。 

6   類似疾患との鑑別について 

退行性変性や素因が主たる原因となって発症する疾病としては、変形性脊椎症や肩関節周囲

炎(いわゆる「五十肩」)、胸郭出口症候群等があること。 

また、頭蓋内疾患を原因とする疾病としては、大脳基底部の異常から生じるジストニア等が

あること。 

7   その他 

(1)  局長通達記の第3の6における「適切な作業の指導・改善等」とは、上肢障害を軽減するた

めの作業方法の指導のほか、使用する機器類の改良、作業時間の短縮、作業の軽減、配置転

換、休業等の事業主が講じうる労働条件等に関する各種の配慮をいうこと。 

(2)  上肢障害について、具体的改善効果が認められないまま長期の治療を継続している場合に

は、対診等により神経医学的な検討も含めた適切な診断が下されるよう留意すること。 
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（編注：「VDT作業と眼精疲労」（略））
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第４号関連 
化学物質等による疾病 

（石綿関連疾患以外の疾患） 
 
 



 



 
基 発 第 5 5 0 号 

昭 和 4 6 年 7 月 2 8 日 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

鉛、その合金又は化合物（四アルキル鉛を除く。）による疾病の認定基準について 

 

 

標記の認定基準について、自今、下記のとおり改めることとしたので、その取り扱いに遺憾のな

いようせられたい。 

なお、本通達の施行に伴い、従来の標記認定基準に関する通達はこれを廃止する。 

おつて、個々の事案について、本通達の基準により難いか、もしくは判断が著しく困難な場合に

は、具体的資料を添えて本省にりん伺されたい。 

 

記 

 

鉛、その合金または化合物(四アルキル鉛を除く)を取り扱い、あるいはそれらのガス、蒸気もし

くは粉じんにさらされる業務に従事しているかまたはその業務に従事していた労働者が、次の各項

の何れかに該当する場合には、労働基準法施行規則別表第1の2第4号の規定に基づく労働省告示第3

6号表中に掲げる鉛及びその化合物による疾病として取り扱うこと。 

1   次の各号に該当するものであること。ただし、(2)または(3)の何れかが基準値に満たない場合

には、当分の間本省にりん伺すること。 

(1)  鉛中毒を疑わしめる末梢神経障害、関節痛、筋肉痛、腹部の疝痛、便秘、腹部不快感、食欲

不振、易労感、倦怠感、睡眠障害、焦燥感、蒼白等の症状が2種以上認められること。 

(2)  尿1リットル中に、コプロポルフィリンが150マイクログラム以上検出されるかまたは尿1

リットル中にデルタアミノレブリン酸が6ミリグラム以上検出されるものであること。 

(3)  血液1デシリットル中に、鉛が60マイクログラム以上検出されるかまたは尿1リットル中に、

鉛が150マイクログラム以上検出されるものであること。 

2   次の各号に該当するものであること。 

(1)  血色素量が、血液1デシリットルについて常時男子12.5グラム、女子11.0グラム未満である

かもしくは全血比重が男子1.053、女子1.050未満であるか、または赤血球数が血液1立方ミリ

メートル中、常時男子420万個、女子370万個未満であって、これらの貧血徴候の原因が、消化

管潰瘍、痔核等の事由によるものでないこと。 

なお、常時とは、日を改めて数日以内に2回以上測定した値に大きな差を認めないものをい

う。ただし、赤血球については、同時に貧血に関する他の数項目を測定した場合、それらに一

定の傾向があったときはこの限りでない。 

また、採血は空腹時に行なうものとする。 

(2)  1週間の前と後の2回にわたり尿1リットル中にコプロポルフィリンが150マイクログラム以

上検出されるかまたは、尿1リットル中にデルタアミノレブリン酸が6ミリグラム以上検出され

－ 265 －



るものであること。 

3   鉛の作用によることの明らかな伸筋麻ひが認められるものであること。 

 

別添 

 

1   本通達(以下「新通達」という。)は、従来の通達(昭和25年6月27日付基発第605号、昭和34年1

0月8日付基発第693号、昭和39年9月8日付基発第1049号)による鉛中毒に関する認定基準を改めた

ものである。すなわち、旧通達を策定した当時においては、いわゆる鉛中毒症等に関する診断方

法、検査方法等が未だ開発途上にあったために、自他覚症状等当時まで慣用されてきた臨床手法

にもとづいて認定基準を定めたものであるが、現在はこれらに関する診断並びに検査方法等が著

しく進歩してきたので、それらの新らしい検査方法等を加え、具体的事案の認定事務を公正、か

つ、容易に行なえるよう配慮し、改正したものである。 

2  イ  新通達では、記の1の(2)及び2の(2)に、尿中のコプロポルフィリンの量を示してあるが、 

これは、判断基準を明確にするため、定量法によることを明らかにしたものである。 

ロ  尿中のコプロポルフィリンの測定法については、原則として別紙(1)の検査方法によるこ 

ととし、これにより検出された数値により判断すること。 

3   イ  新通達では、記の1の(2)及び2の(2)に、尿中のデルタアミノレブリン酸の量を示してあ 

るが、これは現在鉛中毒の診断上有効な検査方法であると認められることから、新しく採用 

したものである。 

ロ  尿中のデルタアミノレブリン酸の測定法については、原則として別紙(2)の検査方法によ 

ることとし、これにより検出された数値により判断すること。 

4   新通達の記の1の(3)の血中または尿中の鉛量の測定については、原則として別紙(3)の検査方

法によることとし、これにより検出された数値により判断すること。 

5   新通達の記の1及び2に示した検査の結果による数値は、いわゆる誘発法(Provocation testま

たはMobillization test)を行った後の測定値ではない。 

なお、鉛中毒の診断に当り、症例によってはいわゆる誘発法が行なわれる場合があるが、これ

が取扱いについては、当面別紙(4)によること。 

6  新通達に示した尿中コプロポルフィリン、尿中デルタアミノレブリン酸、血中鉛、尿中鉛に関

する数値は、一般的には、これらの数値を超えた場合に、鉛中毒を疑わしめるものとして例示し

た症状のうちの軽微なものが発現することもあると考えられているものであるが、鉛中毒症の早

期発見、早期治療を期する上から今回、これらの数値を採用したものである。 

しかしながら、貧血、尿中コプロポルフィリン、尿中デルタアミノレブリン酸は、他の原因に

よっても、新通達の数値を超える場合もあるので、とくに、新通達の記の2の適用に当っては、

他の疾病との鑑別診断の結果を検討の上、認定するよう留意すること。 

別紙 (1)・・・（略） 

別紙 (2)・・・（略） 

 (別紙(2) 別添)・・・（略） 

別紙 (3)・・・（略） 
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るものであること。 

3   鉛の作用によることの明らかな伸筋麻ひが認められるものであること。 

 

別添 

 

1   本通達(以下「新通達」という。)は、従来の通達(昭和25年6月27日付基発第605号、昭和34年1

0月8日付基発第693号、昭和39年9月8日付基発第1049号)による鉛中毒に関する認定基準を改めた

ものである。すなわち、旧通達を策定した当時においては、いわゆる鉛中毒症等に関する診断方

法、検査方法等が未だ開発途上にあったために、自他覚症状等当時まで慣用されてきた臨床手法

にもとづいて認定基準を定めたものであるが、現在はこれらに関する診断並びに検査方法等が著

しく進歩してきたので、それらの新らしい検査方法等を加え、具体的事案の認定事務を公正、か

つ、容易に行なえるよう配慮し、改正したものである。 

2  イ  新通達では、記の1の(2)及び2の(2)に、尿中のコプロポルフィリンの量を示してあるが、 

これは、判断基準を明確にするため、定量法によることを明らかにしたものである。 

ロ  尿中のコプロポルフィリンの測定法については、原則として別紙(1)の検査方法によるこ 

ととし、これにより検出された数値により判断すること。 

3   イ  新通達では、記の1の(2)及び2の(2)に、尿中のデルタアミノレブリン酸の量を示してあ 

るが、これは現在鉛中毒の診断上有効な検査方法であると認められることから、新しく採用 

したものである。 

ロ  尿中のデルタアミノレブリン酸の測定法については、原則として別紙(2)の検査方法によ 

ることとし、これにより検出された数値により判断すること。 

4   新通達の記の1の(3)の血中または尿中の鉛量の測定については、原則として別紙(3)の検査方

法によることとし、これにより検出された数値により判断すること。 

5   新通達の記の1及び2に示した検査の結果による数値は、いわゆる誘発法(Provocation testま

たはMobillization test)を行った後の測定値ではない。 

なお、鉛中毒の診断に当り、症例によってはいわゆる誘発法が行なわれる場合があるが、これ

が取扱いについては、当面別紙(4)によること。 

6  新通達に示した尿中コプロポルフィリン、尿中デルタアミノレブリン酸、血中鉛、尿中鉛に関

する数値は、一般的には、これらの数値を超えた場合に、鉛中毒を疑わしめるものとして例示し

た症状のうちの軽微なものが発現することもあると考えられているものであるが、鉛中毒症の早

期発見、早期治療を期する上から今回、これらの数値を採用したものである。 

しかしながら、貧血、尿中コプロポルフィリン、尿中デルタアミノレブリン酸は、他の原因に

よっても、新通達の数値を超える場合もあるので、とくに、新通達の記の2の適用に当っては、

他の疾病との鑑別診断の結果を検討の上、認定するよう留意すること。 

別紙 (1)・・・（略） 

別紙 (2)・・・（略） 

 (別紙(2) 別添)・・・（略） 

別紙 (3)・・・（略） 

 

 

 

 

別紙 (4) 

CaNa2EDTA等キレート剤の使用による尿中鉛量の測定に関する認定上の取扱いについて 

 

１   CaNa2EDTA等キレート剤の使用による尿中鉛量の測定について 

(1)  鉛中毒の診断に当り、症例によっては、CaNa2EDTA等キレート剤を使用した後の尿中鉛量の測

定(以下「いわゆる誘発法」という。)を行って、当該労働者の従前の鉛暴露の状態を確認ある

いは推定し、その影響を検討するための参考に資することがある。 

もともと、CaNa2EDTAは、鉛その他の重金属中毒の場合に、体内の重金属を置換して体外に排

出することによって、当該中毒を治療するために用いられるものである。時によると副作用と

して、ショック、一過性の高血圧、腎障害、発疹等をひき起すおそれもあるので、いわゆる健

康診断等の一方法として集団的に行なうことは避け、個々の症例について問題のある次のよう

な場合であって医師が必要と認めたときに、充分に事前の諸検査(とくに腎機能の検査)をつく

して行なわれるものである。 

〔症例〕 

現在は、鉛業務に従事していないが、過去に鉛業務に従事し、鉛暴露をうけたことのある労

働者が、鉛中毒を強く疑わしめる症状を呈しているに拘わらず、尿中コブロポルフィリン、尿

中デルタアミノレブリン酸、血中鉛、尿中鉛の検査ではさしたる所見は認められない場合。 

(2)  いわゆる誘発法は、普通はCaNa2EDTAの20mg/kg(体重1kg当り20mg)を5%ブドウ糖250ml～500m

lにとかし、1時間以上かけて徐々に点滴静脈注射して、注射開始から24時間の全尿を採尿し尿

中鉛量を測定する方法が行なわれている。 

なを、CaNa2EDTA錠の使用は、結果の画一性が期待てきないところから原則として避けるべき

ものとされている。 

2   いわゆる誘発法による場合の認定上の取扱いについて 

いわゆる誘発法による結果、CaNa2EDTAを注射開始から24時間の全尿について、500マイクログ

ラム以上の鉛が検出され、かつ、次に該当する場合には、労働基準法施行規則別表第1の2第4号

の規定に基づく労働省告示第36号表中に掲げる鉛及びその化合物による疾病として取扱うこと。 

前記1の(1)の〔症例〕に該当する事案であって、鉛の作用を疑わしめる末梢神経障害、腹部の

疝痛等の症状が認められるか、又は血液検査の結果貧血が認められるものであること。 
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基 発 第 5 2 4 号 

昭 和 4 7 年 8 月 1 6 日 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

鉛中毒に関する認定基準等の周知徹底について 

 

鉛中毒に関する業務上外の認定については、昭和46年7月28日付基発第550号「労働基準法施行規

則第35条第14号に掲げる鉛、その合金または化合物による中毒の認定基準の改訂について」により

取り扱っているところであるが、最近、鉛中毒に関する業務上外の認定に当って、認定基準に定め

る検査方法（定量法）によらない尿中コプロポルフィリンの検査（定性法）数値の扱いをめぐって、

労働組合等との間に意見が対立し陳情要求等が行なわれる事例が生じている。尿中のコプロポル

フィリンの定性法（半定量法と称し120～240、240～480、480～960㎍/ℓ 等と標示）による検査につ

いては、検体を稀釈した場合に熱、紫外線等外界の影響を受易いこと、紫外線の光源の強弱によっ

て測定に差がでること及び検査者の肉眼によって判定することによる個人差その他の影響から検査

数値に相当な差があるなどの問題があることから労災補償の認定に当っては採用していない検査法

である。 

そこで、かかる事態に対処するとともに、職業性疾病特に鉛中毒の業務上外認定業務の迅速適正

化を図る見地から、関係者に対して、なお一層の認定基準の周知徹底を期す必要があると考えられ

るので、貴局の実情に応じ、指定医療機関に対しては、認定基準の内容について周知徹底を図ると

ともに、関係事業場及び労働組合に対しては、認定基準に定める検査方法による検査の実施可能な

医療機関の周知をはかられたい。 

なお、鉛中毒の認定基準に定める検査方法による検査の実施可能な医療機関一覧を別紙様式（略）

により9月20日までに報告されたい。 
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基 発 第 5 2 4 号 

昭 和 4 7 年 8 月 1 6 日 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

鉛中毒に関する認定基準等の周知徹底について 

 

鉛中毒に関する業務上外の認定については、昭和46年7月28日付基発第550号「労働基準法施行規

則第35条第14号に掲げる鉛、その合金または化合物による中毒の認定基準の改訂について」により

取り扱っているところであるが、最近、鉛中毒に関する業務上外の認定に当って、認定基準に定め

る検査方法（定量法）によらない尿中コプロポルフィリンの検査（定性法）数値の扱いをめぐって、

労働組合等との間に意見が対立し陳情要求等が行なわれる事例が生じている。尿中のコプロポル

フィリンの定性法（半定量法と称し120～240、240～480、480～960㎍/ℓ 等と標示）による検査につ

いては、検体を稀釈した場合に熱、紫外線等外界の影響を受易いこと、紫外線の光源の強弱によっ

て測定に差がでること及び検査者の肉眼によって判定することによる個人差その他の影響から検査

数値に相当な差があるなどの問題があることから労災補償の認定に当っては採用していない検査法

である。 

そこで、かかる事態に対処するとともに、職業性疾病特に鉛中毒の業務上外認定業務の迅速適正

化を図る見地から、関係者に対して、なお一層の認定基準の周知徹底を期す必要があると考えられ

るので、貴局の実情に応じ、指定医療機関に対しては、認定基準の内容について周知徹底を図ると

ともに、関係事業場及び労働組合に対しては、認定基準に定める検査方法による検査の実施可能な

医療機関の周知をはかられたい。 

なお、鉛中毒の認定基準に定める検査方法による検査の実施可能な医療機関一覧を別紙様式（略）

により9月20日までに報告されたい。 

 

事 務 連 絡 第 4 5 号 

昭 和 5 1 年 1 1 月 1 1 日 

 

都道府県労働基準局労災主務課長 殿 

 

労働省労働基準局補償課長 

 

 

振動障害の認定基準等の運用上の留意点について 

 

職業性疾病の業務上外の認定基準の運用等に関する質疑については,その都度説明してきたとこ

ろであるが,その要点を下記のとおりとりまとめたので,業務の参考とするほか,必要に応じ関係労

使及び医師への周知方をよろしくとりはからわれたい。 

 

記 

 

1   （削除） 

2   （削除） 

3  鉛中毒 

  現に鉛業務に従事している労働者にいわゆる誘発法による検査を行い、尿中鉛量の測定値が当

該検査法によるものしか得られていない場合、鉛業務従事労働者に発生した伸筋麻痺が「鉛の作

用によることの明らかな伸筋麻痺」であるか否かの判断が困難な場合等現行の認定基準（昭46.7.

28基発第550号通達）により、当該疾病に係る業務起因性の判断が困難なときは、当分の間、作

業内容、従事期間、鉛化合物へのばく露の程度、症状、鉛中毒に関する諸検査成績（検査の方法

を含む。）等を調査のうえ本省に協議すること。 
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基 発 第 6 0 2 号 

昭 和 5 1 年 8 月 2 3 日 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

アルキル水銀化合物による疾病の認定基準について 

 

標記の「アルキル水銀化合物」に困る中毒の業務上外の認定については,下記の1又は2に掲げる

要件を満たし,医学上療養が必要であると認められる疾病は労働基準法施行規則別表第1の2の第4号

の規定に基づく労働省告示第36号表中に掲げるアルキル水銀化合物（アルキル基がメチル基又はエ

チル基であるものに限る。以下同じ。）による疾病に該当するものとして取り扱うこととされたい。 

なお,この通達の基準により難い事案については,関係資料を添えて本省にりん伺されたい。 

おって,この通達の解説部分は,認定基準の細目を定めたものであり本文と一体化して取り扱わ

れるものである。 

 

記 

 

1   アルキル水銀化合物にさらされる業務に従事しているか,又は従事した労働者に発生した疾病

であって,次の(1)及び(2)のいずれにも該当するものであること。 

(1)  アルキル水銀化合物のガス,蒸気又は粉じんに繰り返しさらされる業務に数週間以上従事し

ているか,又はその業務から離れた後おおむね6ケ月未満の間に発生した疾病であること。 

(2)  次のイの(イ)又は(ロ)の自覚症状に加えてロからヘまでのいずれかに該当する症状が認め

られるものであること。 

イ  常時または繰り返し訴えられる次の自覚症状 

(イ) 四肢末端優位のしびれ感又は口囲のしびれ感(両方同時に存在することもある) 

(ロ) 上記(イ)に伴う「歩きにくい」「言葉がもつれる」「目が見えにくい」「耳が聞こえに

くい」のうちのいずれかの症状(まれには(イ)を伴わずに(ロ)のみがみられることがあ

る。) 

ロ  求心性視野狭窄 

ハ  四肢末端,口囲に著明な表在又は深部感覚低下 

ニ  次に掲げる運動失調ないし平衡障害 

歩行失調 指-指試験,指-鼻試験もしくは膝-踵試験における異常 アデイアドコキネシ

ス(拮抗運動反復不能症) ロンベルグ症候 

ホ  構語障害(断綴性言語など) 

ヘ  聴力障害 

なお,上記(1)の要件を満たさない場合又は(2)の症状の発生に関し,アルキル水銀化合物以外の

原因による疑いがあって鑑別困難な場合には,症状が当該物資にばく露する業務に従事した後に

発症したか否か,作業の経過とともに,又は当該物質へのばく露の程度(気中濃度,ばく露時間,ば

く露時の作業態様等)により症状が増悪したか否か,同一職場で同一作業を行う労働者に同様の症

－ 270 －



基 発 第 6 0 2 号 

昭 和 5 1 年 8 月 2 3 日 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

アルキル水銀化合物による疾病の認定基準について 

 

標記の「アルキル水銀化合物」に困る中毒の業務上外の認定については,下記の1又は2に掲げる

要件を満たし,医学上療養が必要であると認められる疾病は労働基準法施行規則別表第1の2の第4号

の規定に基づく労働省告示第36号表中に掲げるアルキル水銀化合物（アルキル基がメチル基又はエ

チル基であるものに限る。以下同じ。）による疾病に該当するものとして取り扱うこととされたい。 

なお,この通達の基準により難い事案については,関係資料を添えて本省にりん伺されたい。 

おって,この通達の解説部分は,認定基準の細目を定めたものであり本文と一体化して取り扱わ

れるものである。 

 

記 

 

1   アルキル水銀化合物にさらされる業務に従事しているか,又は従事した労働者に発生した疾病

であって,次の(1)及び(2)のいずれにも該当するものであること。 

(1)  アルキル水銀化合物のガス,蒸気又は粉じんに繰り返しさらされる業務に数週間以上従事し

ているか,又はその業務から離れた後おおむね6ケ月未満の間に発生した疾病であること。 

(2)  次のイの(イ)又は(ロ)の自覚症状に加えてロからヘまでのいずれかに該当する症状が認め

られるものであること。 

イ  常時または繰り返し訴えられる次の自覚症状 

(イ) 四肢末端優位のしびれ感又は口囲のしびれ感(両方同時に存在することもある) 

(ロ) 上記(イ)に伴う「歩きにくい」「言葉がもつれる」「目が見えにくい」「耳が聞こえに

くい」のうちのいずれかの症状(まれには(イ)を伴わずに(ロ)のみがみられることがあ

る。) 

ロ  求心性視野狭窄 

ハ  四肢末端,口囲に著明な表在又は深部感覚低下 

ニ  次に掲げる運動失調ないし平衡障害 

歩行失調 指-指試験,指-鼻試験もしくは膝-踵試験における異常 アデイアドコキネシ

ス(拮抗運動反復不能症) ロンベルグ症候 

ホ  構語障害(断綴性言語など) 

ヘ  聴力障害 

なお,上記(1)の要件を満たさない場合又は(2)の症状の発生に関し,アルキル水銀化合物以外の

原因による疑いがあって鑑別困難な場合には,症状が当該物資にばく露する業務に従事した後に

発症したか否か,作業の経過とともに,又は当該物質へのばく露の程度(気中濃度,ばく露時間,ば

く露時の作業態様等)により症状が増悪したか否か,同一職場で同一作業を行う労働者に同様の症

状の発生をみたか否か等を検討のうえ業務起因性を判断すること。 

2   業務により高濃度のアルキル水銀化合物のガス,蒸気又は粉じんにばく露して狂躁状態,痙攣

のような精神神経症状を呈したもの又は局所的に高濃度ばく露をうけて皮膚若しくは粘膜の局

所刺激症状を呈したもの。 

 

（解説） 

1   慢性中毒について 

本文記の1は,アルキル水銀化合物への長期低濃度ばく露による中毒について業務起因性の判

断要件を示したものである。 

(1)  アルキル水銀化合物のガス,蒸気又は粉じんに繰り返しさらされる業務に数週間以上従事し

た者にかかる中毒(以下「慢性中毒」という。)の発症時の測定では,血液及び頭髪中の水銀量

は通常次の値を超えるものである。 

血液中の水銀量 0.2μg/ml 

頭髪中の水銀量 5.0μg/g 

なお,頭髪中の水銀量については,測定時に水銀化合物の外部付着のあることがあるのでそ

の評価には注意を要する。 

(2)  自覚症状としては,記の1-(2)-イに掲げるものに伴って,頭重,頭痛,めまい,不眠,もの忘れ,

不安感等を訴えることがある。 

(3)  記の1-(2)-イ-(イ)の四肢末端優位のしびれ感とは,しびれ感が四肢末端部により著明なも

のをいう。 

四肢,又は口囲のしびれ感は,アルキル水銀化合物による場合は左右の上下肢,又は口囲の左

右両側に症状を呈するものであり,片側のみに症状を呈することはない(ただし,左右両側のし

びれ感の強さに差が生じることがある。)なお,片側のみに症状が現われる場合は,脳血管障害,

脳腫瘍等アルキル水銀化合物以外の原因による疾病が疑われる。 

(4)  記の1-(2)-ロの求心性視野狭窄については,原則として眼科の専門医がゴールドマン視野計

を用いて測定し評価することが望ましい。 

(5)  記の1-(2)-ホの構語障害(断綴性言語など)は,小脳性の言語障害である。 

(6)  記の1-(2)-ヘの聴力障害は,原則として中枢神経障害に属するものである。 

2   急性中毒について 

本文記の2は,アルキル水銀化合物への短期間高濃度ばく露による中毒について業務起因性の

判断要件を示したものである。 

しかし,急性中毒でも経過の遷延する場合は,記の1-(2)のイからヘまでの慢性中毒の症状が認

められることがある。 

3   その他 

末梢神経障害の他覚的所見を得るためには,末梢神経最大伝導速度,筋電図等が,中枢神経障害

の他覚的所見を得るためには,脳波検査等が参考となる。 
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基 発 第 1 3 号 

昭 和 5 2 年 1 月 1 0 日 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

金属水銀,そのアマルガム及び水銀化合物(アルキル基がメチル基又はエチル基

であるアルキル水銀化合物を除く。)による疾病の認定基準について 

 

「水銀そのアマルガム又は化合物(有機水銀を除く。)に因る中毒」の業務上外の認定基準につい

ては,昭和37年5月14日付け基発第512号をもって指示したところであるが,今般,標記について下記

のとおり定めるので,事務処理に遺憾のないようにされたい。これに伴い,前記通達は廃止する。 

なお,下記の基準により判断することが困難と思われる事案については関係資料を添えて本省に

りん伺されたい。 

また,この通達中の〔解説〕の部分は,認定基準の細目を示したものであり,本文と一体のもので

ある。 

 

記 

 

金属水銀,そのアマルガム及び水銀化合物(アルキル基がメチル基又はエチル基であるアルキル

水銀化合物を除く。以下同じ。)を取り扱う作業場所における業務に従事した労働者に発生した疾病

で,次の1又は2のいずれかに該当する疾病であって,療養が必要であると認められるものは,労働基

準法施行規則別表第1の2第4号の規定に基づく労働省告示第36号表中に掲げる水銀及びその化合物

（アルキル水銀化合物を除く。）による疾病として取り扱うこと。 

1   次の(1)及び(2)に掲げる要件のすべてに該当すること。 

(1)  相当量の金属水銀の蒸気又は水銀化合物の粉じんにばく露する業務に従事している期間が

おおむね数週間以上の者について発生した疾病であること(その者がその業務を離れた場合に

は,その離れた後おおむね6カ月以内に発生したものであること。) 

(2)  次のイからホまでに掲げる症状のうちいずれかに該当する疾病であること。 

イ  振せん,運動失調等の神経症状が常時又は繰り返し認められるもの 

ロ  歯肉炎(歯ぎん炎),口内炎,咽頭炎,唾液分泌亢進等が常時又は繰り返し認められるもの 

ハ  情緒不安定(焦燥感,不機嫌,怒り易い,気おくれ等),記憶力減退,不眠,抑うつ,性的無関

心,幻覚等の精神症状が認められるもの 

ニ  蛋白尿又は血尿が常時又は繰り返し認められるもの 

ホ  発赤,皮疹,浮腫,潰瘍等の皮膚又は粘膜の刺激症状が認められるもの 

ただし,上記(1)の要件を満たさない場合には,症状が上記(1)の業務に従事した後に発症

したか否か,作業の経過とともに又は当該物質へのばく露程度(水銀の気中濃度,ばく露期

間,ばく露時の作業態様等)に応じて症状又は尿中若しくは血中の水銀量が変化したか否か,

作業ばく露第件の改善又は作業からの離脱により症状の軽快又は尿中若しくは血中の水銀

量の減少がみられたか否か,同一職場で同一作業を行う労働者に同様の症状の発生をみたか
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基 発 第 1 3 号 

昭 和 5 2 年 1 月 1 0 日 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

金属水銀,そのアマルガム及び水銀化合物(アルキル基がメチル基又はエチル基

であるアルキル水銀化合物を除く。)による疾病の認定基準について 

 

「水銀そのアマルガム又は化合物(有機水銀を除く。)に因る中毒」の業務上外の認定基準につい

ては,昭和37年5月14日付け基発第512号をもって指示したところであるが,今般,標記について下記

のとおり定めるので,事務処理に遺憾のないようにされたい。これに伴い,前記通達は廃止する。 

なお,下記の基準により判断することが困難と思われる事案については関係資料を添えて本省に

りん伺されたい。 

また,この通達中の〔解説〕の部分は,認定基準の細目を示したものであり,本文と一体のもので

ある。 

 

記 

 

金属水銀,そのアマルガム及び水銀化合物(アルキル基がメチル基又はエチル基であるアルキル

水銀化合物を除く。以下同じ。)を取り扱う作業場所における業務に従事した労働者に発生した疾病

で,次の1又は2のいずれかに該当する疾病であって,療養が必要であると認められるものは,労働基

準法施行規則別表第1の2第4号の規定に基づく労働省告示第36号表中に掲げる水銀及びその化合物

（アルキル水銀化合物を除く。）による疾病として取り扱うこと。 

1   次の(1)及び(2)に掲げる要件のすべてに該当すること。 

(1)  相当量の金属水銀の蒸気又は水銀化合物の粉じんにばく露する業務に従事している期間が

おおむね数週間以上の者について発生した疾病であること(その者がその業務を離れた場合に

は,その離れた後おおむね6カ月以内に発生したものであること。) 

(2)  次のイからホまでに掲げる症状のうちいずれかに該当する疾病であること。 

イ  振せん,運動失調等の神経症状が常時又は繰り返し認められるもの 

ロ  歯肉炎(歯ぎん炎),口内炎,咽頭炎,唾液分泌亢進等が常時又は繰り返し認められるもの 

ハ  情緒不安定(焦燥感,不機嫌,怒り易い,気おくれ等),記憶力減退,不眠,抑うつ,性的無関

心,幻覚等の精神症状が認められるもの 

ニ  蛋白尿又は血尿が常時又は繰り返し認められるもの 

ホ  発赤,皮疹,浮腫,潰瘍等の皮膚又は粘膜の刺激症状が認められるもの 

ただし,上記(1)の要件を満たさない場合には,症状が上記(1)の業務に従事した後に発症

したか否か,作業の経過とともに又は当該物質へのばく露程度(水銀の気中濃度,ばく露期

間,ばく露時の作業態様等)に応じて症状又は尿中若しくは血中の水銀量が変化したか否か,

作業ばく露第件の改善又は作業からの離脱により症状の軽快又は尿中若しくは血中の水銀

量の減少がみられたか否か,同一職場で同一作業を行う労働者に同様の症状の発生をみたか

否か等を検討のうえ業務起因性を判断すること。 

2   業務により高濃度の金属水銀の蒸気又は水銀化合物の粉じんにばく露し,急性中毒症状とし

て,咽喉頭の灼熱感,咳,胸痛,呼吸困難等の呼吸器症状又は発赤,皮疹,浮腫,潰瘍等の皮膚若しく

は粘膜の刺激症状を呈した疾病であること。 

 

〔解説〕 

1   慢性中毒について 

本文記の1は,低濃度の金属水銀の蒸気又は水銀化合物の粉じんに長期間にわたってばく露し

たことにより生じる中毒についてその業務起因性の判断要件を示したものである。 

(1)  記の1の(1)の「相当量」とは,水銀濃度が0.05mg/m3程度以上であることをいう。 

(2)  記の1の(2)のイの振せん,運動失調等の神経症状については,一般に次のようにあらわれる。 

イ  水銀中毒の振せんは,通常微細で,手指に顕著にみられるが,閉眼時の上眼瞼,舌を出させ

た時の舌端等にもみられる。手の振せんは,動作時に増強する。たとえば,ボタンをはめたり,

コップを持ったり,字を書いたりした場合等に著明となる。振せんは,水銀へのばく露が続く

と粗大となり,その振せんの生じる部位は,四肢から体幹に拡がる。 

ロ  動作時に筋脱力や筋硬直が生じ,反抗運動がみられる。また,脱力,運動失調,振せん等のた

め歩行が困難になる。腱反射は亢進する例も低下する例もある。さらに,バビンスキー反射

のような病的反射もみられることがある。 

(3)  記の1の(2)のロの「歯肉炎(歯ぎん炎)」は,歯肉の発赤腫脹,疼痛,出血等の症状があり,歯肉

炎のため歯牙が脱落することがある。また,記の1の(2)のロの「唾液分泌亢進」は水銀中毒の

場合に認められることが多いが必ず発現するものではない。 

なお,歯肉縁における暗青紫色の色素沈着の出現又は唾液中水銀の検出は,水銀中毒の診断

の参考となる。 

(4)  記の1の(2)のハの症状は,本人が自覚するよりも周囲の家族や同僚によって気づかれること

が多い。また,これらの症状は一般に単発するものでなくいくつかの症状が併発することが多

い。 

(5)  記の1の(2)のニの「血尿」には,肉眼的血尿のほか顕微鏡的血尿も含まれる。 

(6)  記の1の(2)のホの皮膚又は粘膜の刺激症状は,水銀化合物の粉じんが皮膚又は粘膜に付着し

て起こるものである。また,人により水銀化合物へのばく露によってアレルギー性皮膚炎を起

こすことがある。 

(7)  金属水銀の蒸気又は水銀化合物の粉じんへのばく露により記の1の(2)のイからホまでに掲

げる症状以外に,多汗,皮膚描画症(みみずばれ),赤面(すぐ顔が赤くなる。)等の血管運動神経

症状もしばしばみられる。 

(8)  記の1の(2)のイからホまでに掲げる症状が金属水銀の蒸気又は水銀化合物の粉じんへのば

く露によって生じたものである場合には,尿中水銀が異常高値を示すので尿中水銀量の測定値

の記録を収集する必要がある。この場合,水銀の尿中への排泄量は変動が大きいので,相異なる

日に測定して得た値のうち高い数値を参考とすることとし,また,業務を離れた後の測定値し

か得られない場合は,その測定値のほか業務を離れたときから測定したときまでの経過期間を

は握する必要がある。 

一般に,業務に従事中の者についての上記の測定値は,振せん又は蛋白尿が認められる者に

ついてはおおむね100μg/l以上,歯肉炎又は精神症状が認められる者についてはおおむね300

μg/l以上であるとされている。 
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なお,この値は薬物投与による誘発テストを行った後の値ではない。 

(9)  細隙灯顕微鏡検査でアトキンソン反射すなわち水晶体前嚢の瞳孔領域に赤褐色にみえる色

素沈着があれば金属水銀の蒸気に長期間ばく露された可能性が強い。 

4   急性中毒について 

本文記の2は,高濃度の金属水銀の蒸気又は水銀化合物の粉じんへ短期間にばく露したことに

より生じる中毒についてその業務起因性の判断要件を示したものである。 

(1)  高濃度の金属水銀の蒸気又は水銀化合物の粉じんにばく露されて化学性肺臓炎を起こした

場合には,咳,胸痛及び呼吸困難のほか,ぜいめい,チアノーゼ,発熱(37℃～40℃)及び白血球増

多がみられる。 

(2)  本文記の2の呼吸器症状以外に金属味,歯肉炎(歯ぎん炎),頭痛,悪心,腹痛,嘔吐,下痢を示す

ことが多い。また,経過とともに本文記の1の(2)のイからホまでに掲げる慢性中毒の症状が認

められることがある。 

(3)  本文記の2の皮膚又は粘膜の刺激症状は,水銀化合物の粉じんが皮膚又は粘膜に付着したこ

とにより起こるものである。また,人により水銀化合物へのばく露によってアレルギー性皮膚

炎を起こすことがある。(前記1の(6)参照。) 

5   その他 

金属水銀の蒸気にばく露した場合は,本通達において示された症状が比較的著明に現われる

が,一般に水銀化合物の粉じんにばく露した場合には著明に現われないこともあるので,水銀化

合物の粉じんにばく露したことにより現われた症状であるか否かの判断に当たっては,別紙「水

銀化合物(金属水銀,そのアマルガム及びアルキル基がメチル基又はエチル基であるアルキル水

銀化合物を除く。)の人体に対する毒性について」を参考とすること。 
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なお,この値は薬物投与による誘発テストを行った後の値ではない。 

(9)  細隙灯顕微鏡検査でアトキンソン反射すなわち水晶体前嚢の瞳孔領域に赤褐色にみえる色

素沈着があれば金属水銀の蒸気に長期間ばく露された可能性が強い。 

4   急性中毒について 

本文記の2は,高濃度の金属水銀の蒸気又は水銀化合物の粉じんへ短期間にばく露したことに

より生じる中毒についてその業務起因性の判断要件を示したものである。 

(1)  高濃度の金属水銀の蒸気又は水銀化合物の粉じんにばく露されて化学性肺臓炎を起こした

場合には,咳,胸痛及び呼吸困難のほか,ぜいめい,チアノーゼ,発熱(37℃～40℃)及び白血球増

多がみられる。 

(2)  本文記の2の呼吸器症状以外に金属味,歯肉炎(歯ぎん炎),頭痛,悪心,腹痛,嘔吐,下痢を示す

ことが多い。また,経過とともに本文記の1の(2)のイからホまでに掲げる慢性中毒の症状が認

められることがある。 

(3)  本文記の2の皮膚又は粘膜の刺激症状は,水銀化合物の粉じんが皮膚又は粘膜に付着したこ

とにより起こるものである。また,人により水銀化合物へのばく露によってアレルギー性皮膚

炎を起こすことがある。(前記1の(6)参照。) 

5   その他 

金属水銀の蒸気にばく露した場合は,本通達において示された症状が比較的著明に現われる

が,一般に水銀化合物の粉じんにばく露した場合には著明に現われないこともあるので,水銀化

合物の粉じんにばく露したことにより現われた症状であるか否かの判断に当たっては,別紙「水

銀化合物(金属水銀,そのアマルガム及びアルキル基がメチル基又はエチル基であるアルキル水

銀化合物を除く。)の人体に対する毒性について」を参考とすること。 

別紙 

 

水銀化合物(金属水銀,そのアマルガム及びアルキル基がメチル基又はエチル基であるアルキル

水銀化合物を除く。以下同じ。)の人体に体する毒性について 

 

1   水銀化合物は,主として結合基に由来する特性,溶解度,イオン解離度により毒性に大きな差が

ある。たとえば,塩化第二水銀(しょうこう)やフェニル水銀塩は皮膚又は粘膜の刺激性が強く,皮

膚又は粘膜に付着して発赤,皮疹,浮腫,潰瘍等を起こす。また,体内に吸収されれば腎障害を起こ

しやすい。一方,塩化第一水銀(かんこう),硫化水銀のように溶解度の低いものは中毒を起こしに

くい。多くの水銀化合物の毒性はこの中間にある。したがって,水銀化合物にばく露することに

よって人体に生ずる症状を統一的に述べることは困難である。 

2   一般に水銀化合物による中毒では中枢神経障害を起こしにくいとされているが,獣毛の硝酸水

銀加工を行うフェルト帽子製造作業に従事した労働者に振せんが多発したという報告がある。ま

た,メトキシエチル水銀へのばく露を受ける作業に従事した労働者に振せんが発生したとの症例

報告もある(本例では多発性神経炎も発生している。)その原因は,作業工程で加熱,還元,有機物

の存在等により,水銀化合物から金属水銀の蒸気が遊離するためと考えられている。 

3   無機水銀あるいは体内で分解しやすい有機水銀(フェニル水銀等)が人体内でメチルコバラミ

ン(ビタミンB12の活性体)によりメチル水銀に転換して中毒を起こす可能性は,哺乳動物による実

験成績では否定的であり,労働者に関する中毒の症例報告もない。 
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基 発 第 2 号 

昭 和 5 8 年 1 月 5 日 

 

都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

マンガン又はその化合物(合金を含む。)による疾病の認定基準について 

 

マンガン又はその化合物(合金を含む。)以下「マンガン等」という。)による疾病の業務上外の

認定基準については,昭和38年5月6日付け基発第522号通達により示してきたが,その後の医学的知

見等について「マンガンによる健康障害に関する専門家会議」において検討が行われ,その検討結果

報告書が提出されたところである。今般,この報告書を参考として標記の認定基準を下記のとおり定

めたので,今後の事務処理に遺憾のないよう万全を期されたい。 

なお,本通達の解説部分は認定基準の細目を示したものであるから,本文と一体のものとして取

り扱われるべきものである。 

おって,本通達の施行に伴い,昭和38年5月6日付け基発第522号通達は,これを廃止する。 

 

記 

 

マンガン等にばく露する業務に従事し,又は従事していた労働者に発生した次の1又は2のいずれ

かに該当する疾病であって,医学上療養を必要とすると認められるものは,労働基準法施行規則別表

第1の2第4号1の規定に基づく昭和53年労働省告示第36号の表に掲げる「マンガン及びその化合物」

による疾病として取り扱うこと。 

1   精神・神経症状を示す疾病であって,次の(1),(2)及び(3)のいずれの要件をも満たすもの 

（1） 相当の濃度のマンガン等を含む粉じん,ヒューム等にばく露する業務に一定期間にわたり従 

事し,又は従事したことのある労働者に発生したものであること。 

（2） 初期には神経衰弱様の症状などが現われ,その後錐体外路症候(パーキンソン症候群様症状) 

を中核とした多彩な神経症状が,進行性に出現してくるものであること。 

（3） 上記の症状及び症候がマンガン等以外の原因によって発症したものでないと判断されるもの 

であること。 

2   肺炎であって,次の(1)及び(2)のいずれの要件をも満たすもの 

（1） 高濃度のマンガン等を含む粉じん,ヒューム等にばく露する業務に従事中又は当該業務を離 

れた後,比較的短期間に発症した急性肺炎であること。 

（2） 上記の肺炎がマンガン等以外の原因によって発症したものでないと判断されるものであるこ 

と。 

 

〔解説〕 

1.  マンガン等にばく露する主な業務 

マンガン等にばく露する主な業務としては,マンガン鉱の採掘,マンガンの製錬,フェロマンガ

ンの製造,乾電池の製造,溶接棒の製造,マンガン化合物の製造等がある。 
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基 発 第 2 号 

昭 和 5 8 年 1 月 5 日 

 

都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

マンガン又はその化合物(合金を含む。)による疾病の認定基準について 

 

マンガン又はその化合物(合金を含む。)以下「マンガン等」という。)による疾病の業務上外の

認定基準については,昭和38年5月6日付け基発第522号通達により示してきたが,その後の医学的知

見等について「マンガンによる健康障害に関する専門家会議」において検討が行われ,その検討結果

報告書が提出されたところである。今般,この報告書を参考として標記の認定基準を下記のとおり定

めたので,今後の事務処理に遺憾のないよう万全を期されたい。 

なお,本通達の解説部分は認定基準の細目を示したものであるから,本文と一体のものとして取

り扱われるべきものである。 

おって,本通達の施行に伴い,昭和38年5月6日付け基発第522号通達は,これを廃止する。 

 

記 

 

マンガン等にばく露する業務に従事し,又は従事していた労働者に発生した次の1又は2のいずれ

かに該当する疾病であって,医学上療養を必要とすると認められるものは,労働基準法施行規則別表

第1の2第4号1の規定に基づく昭和53年労働省告示第36号の表に掲げる「マンガン及びその化合物」

による疾病として取り扱うこと。 

1   精神・神経症状を示す疾病であって,次の(1),(2)及び(3)のいずれの要件をも満たすもの 

（1） 相当の濃度のマンガン等を含む粉じん,ヒューム等にばく露する業務に一定期間にわたり従 

事し,又は従事したことのある労働者に発生したものであること。 

（2） 初期には神経衰弱様の症状などが現われ,その後錐体外路症候(パーキンソン症候群様症状) 

を中核とした多彩な神経症状が,進行性に出現してくるものであること。 

（3） 上記の症状及び症候がマンガン等以外の原因によって発症したものでないと判断されるもの 

であること。 

2   肺炎であって,次の(1)及び(2)のいずれの要件をも満たすもの 

（1） 高濃度のマンガン等を含む粉じん,ヒューム等にばく露する業務に従事中又は当該業務を離 

れた後,比較的短期間に発症した急性肺炎であること。 

（2） 上記の肺炎がマンガン等以外の原因によって発症したものでないと判断されるものであるこ 

と。 

 

〔解説〕 

1.  マンガン等にばく露する主な業務 

マンガン等にばく露する主な業務としては,マンガン鉱の採掘,マンガンの製錬,フェロマンガ

ンの製造,乾電池の製造,溶接棒の製造,マンガン化合物の製造等がある。 

2.  作業環境におけるマンガンの濃度 

(1)  本文記の1の(1)の「相当の濃度」とは,マンガン(Mn)としておおむね5mg/m3以上の濃度をいう。

ただし,ヒュームについては,これ以下の濃度でも発症することを示唆する報告がある。 

(2)  本文記の2の(1)の「高濃度」とは,前記(1)の「相当の濃度」を著しく上回る濃度(おおむね

数倍以上)をいう。 

3.  ばく露期間と発症の時期 

マンガン等による精神・神経症状を示す疾病は,1カ月程度から10数年以上のばく露期間で発症

する例があるが,1～2年での発症が多い。また,発症の時期については,ばく露中又はばく露離脱

後間もなく発症する例がほとんどであるが,まれにはばく露離脱後10年以上経過して症状が顕在

化したという事例もある。 

4.  精神・神経症状 

(1)  初期の症状 

神経衰弱様症状としては,全身倦怠感,易疲労感と意欲の乏しさを主徴とし,若年者にも性欲

の低下を訴える者がいる。また,ねむけ,記銘・記憶障害,時には頑固な不眠,さらには食思不振

や動作緩慢,つまずき易さを来たすこともある。 

時には精神病的症状として,精神興奮状態がみられ高揚気分,多弁等そう的状態が出現し,時

に攻撃的となり,暴力行為もみられ,衝動行為や目的の不明な行動も現われる。まれに幻覚や妄

想が出現する。また,うつ状態や無気力,無為となる例もみられる。 

しかしながら,これら初期の精神・神経症状の軽度のものは時に看過されることがある。 

(2)  中間期及び確立期の症状 

イ  精神症状 

中間期には,初期の症状の増強に加え,客観的精神症状が明らかになる。最も多いのは,強

迫笑又は強迫泣であり,一般に,誘因がなくて唐突に起こる。 

記銘・記憶障害は,中間期の初めに出現することがあるが,重症化することはない。また,

確立期の精神症状としては,精神病的症状は消退し,残遺症状として無気力,多幸,軽度の知

能低下,強迫笑,強迫泣のほか,無関心,意欲減退などが残る。 

ロ  神経症状 

中間期及び確立期では,神経症状が次第に明確になる。この神経症状は,錐体外路症候,錐

体路症候,小脳症候,末梢神経症候,自律神経症候等に分けられ,その現われ方は複雑である

が,錐体外路症候,錐体路症候及び小脳症候が重要である。これらの組合わせにより,(イ)錐

体外路症候が主体のもの,(ロ)錐体外路症候に錐体路症候を伴うもの,並びに(ハ)錐体外路

症候,錐体路症候及び小脳症候の3つの症候を伴うものに分けられ,その発現頻度は(イ)が最

も高く,次いで(ロ),(ハ)の順である。 

主な神経症状を症候別に区分するとおおむね次のとおりである。 

錐体外路症候:寡動,筋緊張亢進,仮面様顔貌,振戦,歩行障害,後方突進,側方突進(前方突

進はあまりみられない。),言語障害,書字拙劣,小書症等のパーキンソン症候群様症状,痙性

斜頸 

錐体路症候:腱反射亢進,バビンスキー反射陽性,歩行障害,言語障害 

小脳症候:変換運動障害,運動失調 

末梢神経症候:複視,筋萎縮,遠位部知覚障害 

自律神経症候:発汗亢進,流涎,膏顔 

(3)  症状出現の特徴 
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マンガン等による精神・神経症状を示す疾病は,上記(1)及び(2)のとおり多岐にわたってお

り,その症状の組合わせは症例によって種々であるので,十分留意すること。 

(4)  認定に当たっての留意事項 

イ  初期症状のみが認められるものについては,直ちにこれを業務上として認定することは困

難である。 

その理由は,当該症状とマンガン等以外の原因による神経症様症状等との鑑別は難しく,

この段階で確定診断を下すことは困難であるからである。しかしながら,臨床症状が明らか

なものであって血液,尿,糞便,頭髪,胸毛又は髄液中のマンガン量の明らかな増加が認めら

れる場合及びCa-EDTAの点滴静注によって尿中のマンガン排泄量の異常な増加が認められる

場合には本文記の1の(2)及び(3)に該当するものとして取り扱って差し支えない。この場合,

原子吸光分析法を用いる等医学的に適正と認められる検査方法によって行われることが必

要である。 

ロ  初期の精神・神経症状は,上記(1)のごとく時に看過されることがあるが,その後の症状の

進行によって錐体外路症候(パーキンソン症候群様症状)を中核とした多彩な神経症状の出

現が認められる場合には,本文記の1の(2)に該当するものとして取り扱って差し支えない。 

ハ  マンガン中毒の初期には,マンガン等にばく露する業務から離れると症状が軽快すること

が多くみられるが,これは鑑別に当たって重要な所見となる。 

(5)  類似の症状を示す疾病 

上記(1)及び(2)の疾病と類似の症状を呈することがあるため,鑑別に留意すべきである疾病

としては,おおむね次のようなものがある。 

イ  脳血管障害 

ロ  パーキンソン病 

ハ  一酸化炭素中毒後遺症 

ニ  脳炎及び脳炎後遺症 

ホ  多発性硬化症 

ヘ  ウイルソン病 

ト  脊髄小脳変性症 

チ  脳梅毒 

リ  ギラン・バレー症候群及び原因の明らかな末梢神経炎 

5.  その他 

マンガン等を含む粉じんにばく露するマンガン鉱の採鉱,粉砕等の作業に従事する労働者に発

症したじん肺症等については,労働基準法施行規則別表第1の2第5号に該当するものとして処理

すること。 
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マンガン等による精神・神経症状を示す疾病は,上記(1)及び(2)のとおり多岐にわたってお

り,その症状の組合わせは症例によって種々であるので,十分留意すること。 

(4)  認定に当たっての留意事項 

イ  初期症状のみが認められるものについては,直ちにこれを業務上として認定することは困

難である。 

その理由は,当該症状とマンガン等以外の原因による神経症様症状等との鑑別は難しく,

この段階で確定診断を下すことは困難であるからである。しかしながら,臨床症状が明らか

なものであって血液,尿,糞便,頭髪,胸毛又は髄液中のマンガン量の明らかな増加が認めら

れる場合及びCa-EDTAの点滴静注によって尿中のマンガン排泄量の異常な増加が認められる

場合には本文記の1の(2)及び(3)に該当するものとして取り扱って差し支えない。この場合,

原子吸光分析法を用いる等医学的に適正と認められる検査方法によって行われることが必

要である。 

ロ  初期の精神・神経症状は,上記(1)のごとく時に看過されることがあるが,その後の症状の

進行によって錐体外路症候(パーキンソン症候群様症状)を中核とした多彩な神経症状の出

現が認められる場合には,本文記の1の(2)に該当するものとして取り扱って差し支えない。 

ハ  マンガン中毒の初期には,マンガン等にばく露する業務から離れると症状が軽快すること

が多くみられるが,これは鑑別に当たって重要な所見となる。 

(5)  類似の症状を示す疾病 

上記(1)及び(2)の疾病と類似の症状を呈することがあるため,鑑別に留意すべきである疾病

としては,おおむね次のようなものがある。 

イ  脳血管障害 

ロ  パーキンソン病 

ハ  一酸化炭素中毒後遺症 

ニ  脳炎及び脳炎後遺症 

ホ  多発性硬化症 

ヘ  ウイルソン病 

ト  脊髄小脳変性症 

チ  脳梅毒 

リ  ギラン・バレー症候群及び原因の明らかな末梢神経炎 

5.  その他 

マンガン等を含む粉じんにばく露するマンガン鉱の採鉱,粉砕等の作業に従事する労働者に発

症したじん肺症等については,労働基準法施行規則別表第1の2第5号に該当するものとして処理

すること。 

 

事 務 連 絡 第 3 号 

昭 和 5 8 年 1 月 1 4 日 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局補償課長 

 

 

マンガン又はその化合物による疾病の認定基準の運用上の留意点について 

 

今般,「マンガンによる健康障害に関する専門家会議」の報告を参考として,昭和58年1月5日付け

基発第2号「マンガン又はその化合物による疾病の認定基準について」(以下「新認定基準」という。)

が通達されたところでありますが,下記の事項に留意のうえ,適正な運用を図られるようお願いしま

す。 

 

記 

 

第1   主な改正点 

1.  新認定基準本文について 

(1)  マンガン又はその化合物(合金を含む。以下「マンガン等」という。)による疾病のうち精

神・神経症状を示す疾病(以下「マンガン中毒」という。)発症までのばく露期間及び発症の

時期を改めたこと。 

(2)  マンガン等による疾病として新たに「肺炎」を加えたこと。 

2.  新認定基準解説について 

(1)  マンガン等による疾病発症の要件としての作業環境におけるマンガンの濃度を示したこ

と。 

(2)  マンガン中毒発症までのばく露期間及び発症の時期について,事例を示して認定の目安と

したこと。 

(3)  マンガン中毒の精神・神経症状の症状経過を示したこと。 

第2   運用上の留意事項 

1.  主要事項 

(1)  解説2関係 

「相当の濃度」の解釈を「マンガン(Mn)としておおむね5mg/m3以上の濃度」としたのは,

過去のマンガン等による疾病の発症例,日本産業衛生学会において示されている許容濃度(5

mg/m3)等を参考とし,かつ「マンガンによる健康障害に関する専門家会議」(以下「専門家会

議」という。)での専門医の意見を参酌したものであること。 

なお,マンガン・ヒュームについては5mg/m3以下での発症を示唆する報告もあることから,

当該請求事案の処理に当たっては特に留意すること。 

(2)  解説4の(4)のイ関係 

①  新認定基準記の1の(2)では,マンガン中毒の初期症状から中間期,確立期に至るまでの

症状の経過を要件として示しているが,これは必ずしも一定期間の経過観察を必要とする

ものではなく,解説4の(4)のイの条件が認められる場合には,初期症状の段階であっても
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当該要件を満たすものとして取り扱って差し支えないものであること。 

②  マンガンは人にとって必須金属であり,マンガン等にばく露する業務に従事したことの

ない一般人(以下「健常人」という。)の体内にも少なからず蓄積されているものである。

このため,健常人の血液,尿,糞便等の中にもある程度のマンガンが存在するのであるが,

そのマンガン量は個人によってかなりの差があるので,その平均的な数値を目安として示

すことは妥当でない。また,体内のマンガン量がいかなる量になれば,マンガン中毒を発症

するかという「量-影響関係」も明らかになっていない。 

したがって,新認定基準にいう「明らかな増加」とは,比較的マンガン量の多い健常人の

値と比べても著明な増加が認められる場合をいい,「異常な増加」とは,それよりも更に数

倍以上の増加が認められる場合をいうものであるが,その判断に際しては専門医等の意見

を求めるなどにより適正に行うこと。 

③  「原子吸光分析法を用いる等医学的に適正と認められる検査方法」とは,原子吸光分析

法のほか吸光光度分析法,放射化分析法等これと同等以上の検査方法をいうものであるこ

と。 

(3)  解説4の(5)関係 

解説4の(5)の類似の症状を示す疾病のうち以下に掲げるものについては,鑑別に際して当

該各項に記載した事項に留意すること。 

①  パーキンソン病 

マンガン中毒は,神経症候の点からみればパーキンソン病に類似しているが,パーキン

ソン病特有の錐体外路症候のほか,錐体路症候,小脳症候等が組み合わさって発現するこ

とでパーキンソン病と区分できることがある。また,マンガン中毒では振戦の発現が少な

く,強迫笑が著明であるが,パーキンソン病特有の丸薬まるめ様運動をみることが少なく,

固縮も強くない。 

②  一酸化炭素中毒後遺症 

一酸化炭素中毒後遺症としてのパーキンソン症候群では発症が急で,幻覚などを伴う精

神症状がより著明であり,また,コルサコフ症候群などを伴うことなどから鑑別できる。 

③  脳炎後遺症 

脳炎後遺症としてのパーキンソン症候群では運動亢進がみられる。また,知能は保たれ

るが,攻撃的で粘着性傾向がみられる。しかし,マンガン中毒では,運動亢進がなく,無関

心,不活発で人格崩壊がある。 

④  多発性硬化症 

マンガン中毒では、臨床上,多発性硬化症に類似する点が若干みられるが,実際には基本

的な違いがあるので,鑑別は比較的容易である。 

⑤  末梢神経障害 

末梢神経障害では遠位部知覚障害などの多発性神経炎症状を呈する場合もあり,これと

の鑑別を要する場合もあるが,マンガン中毒では極めて稀な症状である。 

(4)  その他 

マンガン中毒の初期の精神症状は一過性のもので固定例の報告はなく,また,初期の神経

症状も,マンガン等へのばく露から離れると間もなく症状は軽快消失するとの報告がある。

したがって,マンガン中毒の初期の段階で認定された者が,医学上適切な療養を相当期間施

してもなお症状の軽快がなく治ゆしない場合は,他の原因により当該症状を呈している場合

もあるので鑑別等の措置が必要である。 
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当該要件を満たすものとして取り扱って差し支えないものであること。 

②  マンガンは人にとって必須金属であり,マンガン等にばく露する業務に従事したことの

ない一般人(以下「健常人」という。)の体内にも少なからず蓄積されているものである。

このため,健常人の血液,尿,糞便等の中にもある程度のマンガンが存在するのであるが,

そのマンガン量は個人によってかなりの差があるので,その平均的な数値を目安として示

すことは妥当でない。また,体内のマンガン量がいかなる量になれば,マンガン中毒を発症

するかという「量-影響関係」も明らかになっていない。 

したがって,新認定基準にいう「明らかな増加」とは,比較的マンガン量の多い健常人の

値と比べても著明な増加が認められる場合をいい,「異常な増加」とは,それよりも更に数

倍以上の増加が認められる場合をいうものであるが,その判断に際しては専門医等の意見

を求めるなどにより適正に行うこと。 

③  「原子吸光分析法を用いる等医学的に適正と認められる検査方法」とは,原子吸光分析

法のほか吸光光度分析法,放射化分析法等これと同等以上の検査方法をいうものであるこ

と。 

(3)  解説4の(5)関係 

解説4の(5)の類似の症状を示す疾病のうち以下に掲げるものについては,鑑別に際して当

該各項に記載した事項に留意すること。 

①  パーキンソン病 

マンガン中毒は,神経症候の点からみればパーキンソン病に類似しているが,パーキン

ソン病特有の錐体外路症候のほか,錐体路症候,小脳症候等が組み合わさって発現するこ

とでパーキンソン病と区分できることがある。また,マンガン中毒では振戦の発現が少な

く,強迫笑が著明であるが,パーキンソン病特有の丸薬まるめ様運動をみることが少なく,

固縮も強くない。 

②  一酸化炭素中毒後遺症 

一酸化炭素中毒後遺症としてのパーキンソン症候群では発症が急で,幻覚などを伴う精

神症状がより著明であり,また,コルサコフ症候群などを伴うことなどから鑑別できる。 

③  脳炎後遺症 

脳炎後遺症としてのパーキンソン症候群では運動亢進がみられる。また,知能は保たれ

るが,攻撃的で粘着性傾向がみられる。しかし,マンガン中毒では,運動亢進がなく,無関

心,不活発で人格崩壊がある。 

④  多発性硬化症 

マンガン中毒では、臨床上,多発性硬化症に類似する点が若干みられるが,実際には基本

的な違いがあるので,鑑別は比較的容易である。 

⑤  末梢神経障害 

末梢神経障害では遠位部知覚障害などの多発性神経炎症状を呈する場合もあり,これと

の鑑別を要する場合もあるが,マンガン中毒では極めて稀な症状である。 

(4)  その他 

マンガン中毒の初期の精神症状は一過性のもので固定例の報告はなく,また,初期の神経

症状も,マンガン等へのばく露から離れると間もなく症状は軽快消失するとの報告がある。

したがって,マンガン中毒の初期の段階で認定された者が,医学上適切な療養を相当期間施

してもなお症状の軽快がなく治ゆしない場合は,他の原因により当該症状を呈している場合

もあるので鑑別等の措置が必要である。 

2.  その他の事項 

(1)  新認定基準記の1の(2)関係 

「症状」及び「症候」はほとんど同義であるが,当該認定基準においては,マンガン等によ

る神経障害をその神経系ごとに錐体外路症候,錐体路症候等に分類し,これを「症候」とし,

その症候ごとに現われる具体的な諸症状を「症状」として区分しているものであること。 

(2)  新認定基準記の2関係 

マンガン等による肺炎は当初は肺胞の急性炎症で,臨床的には突然に,しかも重篤な状態

の形で発症するといわれる。専門家会議の報告書によれば,わが国での発症例の報告はなく,

また,外国での発症例の報告も過去の劣悪な労働環境の下でしか起こっていないとされてお

り,今後わが国でマンガン等による肺炎が発症する可能性は極めて稀と考えられること。 

3.  廃止された昭和38年5月6日付け基発第522号通達に掲げられていた症状のうち,「握力の減

退」,「基礎代謝亢進」を新認定基準で削除した理由について 

(1)  握力の減退について 

神経症状である筋萎縮等の結果,握力が減退するものと考えられるところから,新認定基

準では,マンガン中毒としての筋萎縮等の神経症状を例示したものであること。 

(2)  基礎代謝亢進について 

基礎代謝亢進については,マンガン等へのばく露によって当該症状が発現することについ

ては必ずしも明確ではない旨の専門家会議の報告もあり,新認定基準ではこれを削除するこ

ととしたものであること。 
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基 発 第 6 4 6 号 

昭 和 5 9 年 1 2 月 4 日 

                                改 正 基 発 0 1 1 8 第 ８ 号  

令 和 ５ 年 １ 月 1 8 日 

 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

クロム又はその化合物(合金を含む。)による疾病の認定基準について 

 

クロム又はその化合物(合金を含む。以下「クロム化合物等」という。)による疾病の認定基準に

ついては,昭和51年1月31日付け基発第124号通達により示したところであるが,その後「クロム障害

に関する専門家会議」において医学的検討が行われ,今般,その検討結果報告書が提出されたことに

伴い,これを参考として標記の認定基準を下記のとおり改めたので,今後の事務処理に遺憾のないよ

う万全を期されたい。 

なお,本通達の解説部分は認定基準の細目を示したものであるから,本文と一体のものとして取

り扱われるべきものである。 

また,本通達の施行に伴い,昭和51年1月31日付け基発第124号通達は,これを廃止する。 

 

記 

 

1   がんについて 

(1)  クロム酸塩又は重クロム酸塩を製造する工程における業務に従事した労働者に発生した肺

がん又は上気道のがん 

クロム酸塩又は重クロム酸塩を製造する工程における業務に従事した労働者に発生した肺

又は上気道のがんであって,次のイ及びロのいずれにも該当するものは,労働基準法施行規則

(昭和22年厚生省令第23号)別表第1の2第7号19に該当する疾病として取り扱うこと。 

イ  クロム酸塩又は重クロム酸塩を製造する工程における業務への従事歴が4年以上である者

に発生した疾病であること。 

ロ  原発性の肺又は上気道のがんであること。 

(2)  亜鉛黄(あえんき)又は黄鉛を製造する工程における業務に従事した労働者に発生した肺が

ん 

亜鉛黄又は黄鉛を製造する工程における業務に従事した労働者に発生した肺がんであって,

次のイ及びロのいずれにも該当するものは,労働基準法施行規則別表第1の2第8号に基づき労

働大臣の指定する疾病を定める告示(昭和56年労働省告示第7号)第2号に該当する疾病として

取り扱うこととするが,当該肺がんについては,クロム化合物等のばく露を受ける業務との関

連について専門的検討を加える必要があるので,当分の間,次のイ及びロに該当するか否かを

問わず,関係資料を添えて本省にりん伺すること。 

イ  亜鉛黄又は黄鉛を製造する工程における業務への従事することにより相当程度のクロム
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基 発 第 6 4 6 号 

昭 和 5 9 年 1 2 月 4 日 

                                改 正 基 発 0 1 1 8 第 ８ 号  

令 和 ５ 年 １ 月 1 8 日 

 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

クロム又はその化合物(合金を含む。)による疾病の認定基準について 

 

クロム又はその化合物(合金を含む。以下「クロム化合物等」という。)による疾病の認定基準に

ついては,昭和51年1月31日付け基発第124号通達により示したところであるが,その後「クロム障害

に関する専門家会議」において医学的検討が行われ,今般,その検討結果報告書が提出されたことに

伴い,これを参考として標記の認定基準を下記のとおり改めたので,今後の事務処理に遺憾のないよ

う万全を期されたい。 

なお,本通達の解説部分は認定基準の細目を示したものであるから,本文と一体のものとして取

り扱われるべきものである。 

また,本通達の施行に伴い,昭和51年1月31日付け基発第124号通達は,これを廃止する。 

 

記 

 

1   がんについて 

(1)  クロム酸塩又は重クロム酸塩を製造する工程における業務に従事した労働者に発生した肺

がん又は上気道のがん 

クロム酸塩又は重クロム酸塩を製造する工程における業務に従事した労働者に発生した肺

又は上気道のがんであって,次のイ及びロのいずれにも該当するものは,労働基準法施行規則

(昭和22年厚生省令第23号)別表第1の2第7号19に該当する疾病として取り扱うこと。 

イ  クロム酸塩又は重クロム酸塩を製造する工程における業務への従事歴が4年以上である者

に発生した疾病であること。 

ロ  原発性の肺又は上気道のがんであること。 

(2)  亜鉛黄(あえんき)又は黄鉛を製造する工程における業務に従事した労働者に発生した肺が

ん 

亜鉛黄又は黄鉛を製造する工程における業務に従事した労働者に発生した肺がんであって,

次のイ及びロのいずれにも該当するものは,労働基準法施行規則別表第1の2第8号に基づき労

働大臣の指定する疾病を定める告示(昭和56年労働省告示第7号)第2号に該当する疾病として

取り扱うこととするが,当該肺がんについては,クロム化合物等のばく露を受ける業務との関

連について専門的検討を加える必要があるので,当分の間,次のイ及びロに該当するか否かを

問わず,関係資料を添えて本省にりん伺すること。 

イ  亜鉛黄又は黄鉛を製造する工程における業務への従事することにより相当程度のクロム

化合物等のばく露を受けた労働者に発生した疾病であること。 

ロ  原発性の肺がんであること。 

2   がん以外の疾病について 

クロム化合物等のばく露を受ける業務に従事した労働者に発生した次に掲げる疾病であって,

医学上療養を必要とし,かつ,それらが当該業務以外の原因によるものではないと判断されるも

のについては,労働基準法施行規則別表第1の2第4号の規定に基づき労働大臣が指定する単体た

る化学物質及び化合物(合金を含む。)並びに労働大臣が定める疾病を定める告示(昭和53年労働

省告示第36号)表中に掲げるクロム及びその化合物による疾病として取り扱うこと。 

(1)  皮膚障害 

イ  一次刺激性接触皮膚炎 

ロ  感作性(アレルギー性)接触皮膚炎 

(2)  気道障害 

イ  急性の呼吸器疾患 

ロ  鼻炎,鼻粘膜の潰瘍,副鼻腔炎その他の鼻の疾患 

ハ  慢性咽頭炎,慢性喉頭炎,慢性気管支炎等の呼吸器疾患 

ニ  アレルギー性喘息 

(3)  前眼部障害 

(4)  口腔粘膜障害 

(5)  腎障害等の急性中毒 

(解説) 

3   がんについて 

(1)  クロム酸塩又は重クロム酸塩を製造する工程における業務に従事した労働者に発生した肺

がん又は上気道のがん 

イ  「クロム酸塩又は重クロム酸塩を製造する工程」とは,作業環境の著しい改善(良好な作業

環境における新規の操業を含む。以下同じ。)がなされるよりも以前のばく露条件下にある

工程と同程度のばく露条件下にある工程を指すものである。従って,作業環境の著しい改善

がなされた後の工程における業務に初めて従事し始めた動働者の肺がん又は上気道のがん

については,クロム化合物等のばく露を受ける業務との関連について専門的検討を加える必

要があるので,関係資料を添えて本省にりん伺すること。 

ロ  原発性の肺がんとは,肺,気管又は気管支に原発したがんをいい(記の1の(2)において同

じ。),原発性の上気道のがんとは,鼻腔,副鼻腔,鼻咽腔又は喉頭に原発したがんをいうもの

である。 

(2)  亜鉛黄又は黄鉛を製造する工程における業務に従事した労働者の肺がん亜鉛黄又は黄鉛を

製造する工程における業務に従事した労働者の肺がんの認定に当たっては,昭和59年11月13日

付け基発第610号「労働基準法施行規則の規定に基づき労働大臣の指定する疾病を定める告示

の一部改正について」を参考とすること。 

(3)  その他 

クロム化合物等のばく露を受ける業務に従事した労働者に発生したがんのうち,記の1の(1)

に該当し,業務起因性があると判断されたがん以外のがんについては,当分の間,クロム化合物

等のばく露を受ける業務との関連について専門的検討を加える必要があるので,関係資料を添

えて本省にりん伺すること。 

4   がん以外の疾病について 
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(1)  一般的留意事項 

イ  がん以外の疾病の業務起因性の判断に当たっては,作業の内容及び方法,クロム化合物等

へのばく露濃度及びばく露期間等を把握の上,当該疾病の発症との関連について検討するこ

とが必要である。 

ロ  がん以外の疾病のうち業務起因性の判断が困難である事案については,関係資料を添えて

本省にりん伺すること。 

(2)  皮膚障害 

イ  クロム化合物等による皮膚障害は,クロム酸塩又はクロム酸塩の製造作業.建設業におけ

るクロム化合物等を含有するセメントの取扱い作業,クロムメッキ作業,クロム化合物等を

用いて行う革なめし作業,クロム化合物等を含有するインクを用いて行う印刷作業等に従事

する労働者にその発生がみられる。 

ロ  クロム化合物等のうち,水溶性で強い酸化剤であるクロム酸,クロム酸塩又は重クロム酸

塩は,強い刺激性があり,一次刺激性皮膚炎を生ずることがある。 

一次刺激性接触皮膚炎は,手指,前腕等に好発し,下肢等にもみられることがある。発赤,丘

疹等の炎症症状を呈し,掻痒感が強く,しばしば湿疹化する。 

微細な掻痕,擦過傷等のある皮膚にクロム化合物等が作用すると皮膚潰瘍を生じやすい。

これは, 直径数ミリメートルの辺縁が隆起し, 中心部が窪んだ小円形潰瘍( クロムホーム)

 で,手指背等に好発する。 

ハ  感作性(アレルギー性)接触皮膚炎については,クロム化合物等の職業的ばく露のほかに,

一般社会生活における皮革製品,顔料,洗剤等に含まれるクロム化合物等又はニッケルその

他の金属若しくはその化合物(合金を含む。)による感作の機会が多いことに留意する必要が

ある。また,皮膚パッチテストにより鑑別を行う場合には,試験薬品の適用条件及び検査結果

の評価に慎重を要する。 

(3)  気道障害 

イ  急性の呼吸器疾患は,クロム酸のミストの一時的な大量吸入によって生ずることがあり,

鼻粘膜の充血から下部気道まで広汎な障害を起こし得ることが知られている。 

ロ  クロム化合物等の鼻粘膜に対する影響には,刺激作用と腐食作用とがあり,クロム化合物

等のばく露を受ける業務に従事し始めた初期においては,くしゃみ発作,鼻閉及び水様鼻漏

を生ずることが多い。次いで,鼻出血,痂皮等がみられ,しばしば鼻中隔穿孔を生ずる。また,

慢性副鼻腔炎の併発をみることもある。 

ハ  慢性咽頭炎,慢性喉頭炎,慢性気管支炎等の呼吸器疾患は,クロム酸塩又は重クロム酸塩の

製造作業,クロムメッキ作業等のクロム化合物等のばく露を受ける作業に長期間従事する労

働者にその発生がみられることがある。 

これらの呼吸器疾患はクロム化合物等以外の原因によって起こることが多いので,同種の

作業に従事する労働者に同様の呼吸器疾患の発生がみられているか否か等についても参考

とすること。 

ニ  アレルギー性喘息は,クロム化合物等を含有するインクを用いて行う印刷作業,クロム

メッキ作業,クロムメッキ製品の研磨作業,クロム色素スプレー塗装作業,クロム化合物等を

含有するセメントのばく露を受ける作業等に従事する労働者にその発生がみられることが

ある。 

クロム化合物等によるアレルギー性喘息は,一般的にはクロム化合物等へのばく露を中止

した後に症状が軽快するので,このような経過にあるかどうかを確認すること。更に必要な
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(1)  一般的留意事項 

イ  がん以外の疾病の業務起因性の判断に当たっては,作業の内容及び方法,クロム化合物等

へのばく露濃度及びばく露期間等を把握の上,当該疾病の発症との関連について検討するこ

とが必要である。 

ロ  がん以外の疾病のうち業務起因性の判断が困難である事案については,関係資料を添えて

本省にりん伺すること。 

(2)  皮膚障害 

イ  クロム化合物等による皮膚障害は,クロム酸塩又はクロム酸塩の製造作業.建設業におけ

るクロム化合物等を含有するセメントの取扱い作業,クロムメッキ作業,クロム化合物等を

用いて行う革なめし作業,クロム化合物等を含有するインクを用いて行う印刷作業等に従事

する労働者にその発生がみられる。 

ロ  クロム化合物等のうち,水溶性で強い酸化剤であるクロム酸,クロム酸塩又は重クロム酸

塩は,強い刺激性があり,一次刺激性皮膚炎を生ずることがある。 

一次刺激性接触皮膚炎は,手指,前腕等に好発し,下肢等にもみられることがある。発赤,丘

疹等の炎症症状を呈し,掻痒感が強く,しばしば湿疹化する。 

微細な掻痕,擦過傷等のある皮膚にクロム化合物等が作用すると皮膚潰瘍を生じやすい。

これは, 直径数ミリメートルの辺縁が隆起し, 中心部が窪んだ小円形潰瘍( クロムホーム)

 で,手指背等に好発する。 

ハ  感作性(アレルギー性)接触皮膚炎については,クロム化合物等の職業的ばく露のほかに,

一般社会生活における皮革製品,顔料,洗剤等に含まれるクロム化合物等又はニッケルその

他の金属若しくはその化合物(合金を含む。)による感作の機会が多いことに留意する必要が

ある。また,皮膚パッチテストにより鑑別を行う場合には,試験薬品の適用条件及び検査結果

の評価に慎重を要する。 

(3)  気道障害 

イ  急性の呼吸器疾患は,クロム酸のミストの一時的な大量吸入によって生ずることがあり,

鼻粘膜の充血から下部気道まで広汎な障害を起こし得ることが知られている。 

ロ  クロム化合物等の鼻粘膜に対する影響には,刺激作用と腐食作用とがあり,クロム化合物

等のばく露を受ける業務に従事し始めた初期においては,くしゃみ発作,鼻閉及び水様鼻漏

を生ずることが多い。次いで,鼻出血,痂皮等がみられ,しばしば鼻中隔穿孔を生ずる。また,

慢性副鼻腔炎の併発をみることもある。 

ハ  慢性咽頭炎,慢性喉頭炎,慢性気管支炎等の呼吸器疾患は,クロム酸塩又は重クロム酸塩の

製造作業,クロムメッキ作業等のクロム化合物等のばく露を受ける作業に長期間従事する労

働者にその発生がみられることがある。 

これらの呼吸器疾患はクロム化合物等以外の原因によって起こることが多いので,同種の

作業に従事する労働者に同様の呼吸器疾患の発生がみられているか否か等についても参考

とすること。 

ニ  アレルギー性喘息は,クロム化合物等を含有するインクを用いて行う印刷作業,クロム

メッキ作業,クロムメッキ製品の研磨作業,クロム色素スプレー塗装作業,クロム化合物等を

含有するセメントのばく露を受ける作業等に従事する労働者にその発生がみられることが

ある。 

クロム化合物等によるアレルギー性喘息は,一般的にはクロム化合物等へのばく露を中止

した後に症状が軽快するので,このような経過にあるかどうかを確認すること。更に必要な

場合には,次の方法により鑑別を行うこと。 

(イ) 患者の同意を得て,吸入誘発試験を行うこと。ただし,この試験には危険が伴うので,必

ず専門医によって行われる必要があること。 

(ロ) パッチテスト等皮膚試験を行うこと。 

(4)  前眼部障害 

前眼部障害としては,一次刺激性のものがほとんどで,結膜又は角膜の炎症又は潰瘍である。

クロム化合物等の長期間ばく露により慢性結膜炎を生ずることがある。 

(5)  口腔粘膜障害 

口腔粘膜障害としては,歯根炎,歯根膜周囲炎等がある。 

これらの障害は,相当程度の濃度のクロム化合物等のばく露を受けることによって生ずるこ

とがある。 

(6)  腎障害等の急性中毒 

クロム化合物等の経口摂取又は高温のクロム化合物溶液への接触によって生ずる熱傷等に

伴う経皮吸収によって急性中毒を生ずることがある。これらのばく露形態による急性中毒は,

腎障害(尿細管障害)を主たる障害とする重症中毒の病像を呈し,消化管症状,肝障害等を伴う

ことがあり,死亡することもある。 

(7)  その他の疾病 

記の2に掲げる疾病以外の疾病のうち,肝障害(記の2の(5)に掲げる急性中毒において生じた

肝障害を除く。以下と同じ。)肺気腫,肺線維症及び胃腸障害については,クロム化合物等のば

く露を受ける業務との関連が必ずしも明らかではない。 

なお,肝障害については,クロムメッキ作業においてクロム化合物等以外の化学物質,例え

ば,ある種の有機溶剤のばく露を受けることによっても生じ得るものであり,また肺気腫につ

いては,クロム酸塩製造作業等における長期間高濃度粉じん吸入によって生ずる可能性があ

る。 

また,肺線維症に関しては,粉じんのばく露によるじん肺症であるか否かについても留意す

ること。 
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基 発 第 5 0 2 号 

昭 和 5 0 年 8 月 2 3 日 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

クロム等の有害物質を取り扱う業務に従事する労働者の肺がんの業務上外の認

定及び鼻中隔せん孔にかかる障害補償等の取扱いについて 

 

クロム等の有害物質により被災した労働者の健康被害問題については、さきに指示したところに

より、既に所要の措置を講じていることと思料するが、労災補償面での取扱いで特に注目されてい

るのは、肺がんの業務外の認定及び鼻中隔せん孔にかかる障害補償問題であり、特に、鼻中隔せん

孔にかかる障害補償については、その取扱いの適正化が要請されている実情にある。 

先に関係事業場に対し、下請労働者を含むクロム等有害作業従事者全員について死亡者の追跡調

査及び鼻中隔せん孔の有無の調査等を実施させて、その実態を掌握し、肺がん、鼻中隔せん孔が認

められる者等については、保険給付請求書を提出するよう指導することを指示したところであるが、

さらに請求事案にかかる認定の事務処理について迅速適正を期すため、下記のとおりその取扱基準

を示すので、遺漏なきを期されたい。 

おって、保険給付の請求の相談等に際しては特に懇切に接遇するよう配意されたい。 

 

記 

 

1.及び2.（廃止） 

 

3   鼻中隔せん孔にかかる障害補償について 

障害補償の取扱いについては、従来から指示しているところであるが、クロム等有害作業従事

者にかかる障害補償については、問題の重要性に鑑み、特に次の点に留意して給付の適正を期す

るものとする。 

(1)  クロム等有害物質に起因する嗅覚機能障害及び鼻呼吸機能障害は、嗅域及び鼻腔内の粘膜が

おかされることにより生ずるものである。したがって、鼻中隔せん孔と嗅覚機能障害及び鼻呼

吸機能障害とは直接的な関連はないが、クロム等有害物質による鼻中隔せん孔が認められる場

合は、これら有害物質のばく露の程度が高く、通常、上気道粘膜の瘢痕・萎縮を伴うものであ

るため、嗅覚機能及び鼻呼吸機能への影響が十分に考えられるものであること。 

(2)  鼻の障害についての等級は、第9級の5(鼻を欠損し、その機能に著しい障害を残すもの)、第

12級の12(準用)(嗅覚脱失又は鼻呼吸困難があるもの)及び第14級の9(準用)(嗅覚減退がある

もの)に分類されるが、これが具体的な取扱いは次によること。 

イ  当該労働者が、クロム等有害物質の粉じん、ヒュームを吸入する職場における業務歴のあ

ることを確認すること。 

ロ  鼻中隔せん孔が生じている場合には、通常、上気道粘膜の瘢痕・萎縮を伴っているもので

あるが、この状態に至ったものは、すでに嗅域及び鼻腔内粘膜もおかされているものである
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基 発 第 5 0 2 号 

昭 和 5 0 年 8 月 2 3 日 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

クロム等の有害物質を取り扱う業務に従事する労働者の肺がんの業務上外の認

定及び鼻中隔せん孔にかかる障害補償等の取扱いについて 

 

クロム等の有害物質により被災した労働者の健康被害問題については、さきに指示したところに

より、既に所要の措置を講じていることと思料するが、労災補償面での取扱いで特に注目されてい

るのは、肺がんの業務外の認定及び鼻中隔せん孔にかかる障害補償問題であり、特に、鼻中隔せん

孔にかかる障害補償については、その取扱いの適正化が要請されている実情にある。 

先に関係事業場に対し、下請労働者を含むクロム等有害作業従事者全員について死亡者の追跡調

査及び鼻中隔せん孔の有無の調査等を実施させて、その実態を掌握し、肺がん、鼻中隔せん孔が認

められる者等については、保険給付請求書を提出するよう指導することを指示したところであるが、

さらに請求事案にかかる認定の事務処理について迅速適正を期すため、下記のとおりその取扱基準

を示すので、遺漏なきを期されたい。 

おって、保険給付の請求の相談等に際しては特に懇切に接遇するよう配意されたい。 

 

記 

 

1.及び2.（廃止） 

 

3   鼻中隔せん孔にかかる障害補償について 

障害補償の取扱いについては、従来から指示しているところであるが、クロム等有害作業従事

者にかかる障害補償については、問題の重要性に鑑み、特に次の点に留意して給付の適正を期す

るものとする。 

(1)  クロム等有害物質に起因する嗅覚機能障害及び鼻呼吸機能障害は、嗅域及び鼻腔内の粘膜が

おかされることにより生ずるものである。したがって、鼻中隔せん孔と嗅覚機能障害及び鼻呼

吸機能障害とは直接的な関連はないが、クロム等有害物質による鼻中隔せん孔が認められる場

合は、これら有害物質のばく露の程度が高く、通常、上気道粘膜の瘢痕・萎縮を伴うものであ

るため、嗅覚機能及び鼻呼吸機能への影響が十分に考えられるものであること。 

(2)  鼻の障害についての等級は、第9級の5(鼻を欠損し、その機能に著しい障害を残すもの)、第

12級の12(準用)(嗅覚脱失又は鼻呼吸困難があるもの)及び第14級の9(準用)(嗅覚減退がある

もの)に分類されるが、これが具体的な取扱いは次によること。 

イ  当該労働者が、クロム等有害物質の粉じん、ヒュームを吸入する職場における業務歴のあ

ることを確認すること。 

ロ  鼻中隔せん孔が生じている場合には、通常、上気道粘膜の瘢痕・萎縮を伴っているもので

あるが、この状態に至ったものは、すでに嗅域及び鼻腔内粘膜もおかされているものである

ため、それぞれの機能は正常に営まず、嗅覚異常と併せて又は単独に鼻呼吸に異常が生ずる

ものであるので、障害等級の認定にあたっては、その点を留意すること。 

ハ  嗅覚機能の低下の程度が嗅覚脱失に至らないものについては前記(1)の事由により嗅覚減

退があるものとして取り扱うこと。 

ニ  「上気道粘膜の瘢痕又は萎縮」の有無については、医師の鼻鏡による検査所見により、「嗅

覚脱失」の有無については、医師のアリナミン静脈注射(「アリナミンF」を除く。)による

検査所見により確認しうるものであること。 
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基 発 第 1 1 5 8 号 

昭 和 3 9 年 1 0 月 5 日 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

有機燐系の農薬に因る中毒症の認定について 

 

標記について、下記に該当する場合は労働基準法施行規則別表第1の2第4号の規定に基づく労働

省告示第36号表中に掲げる有機リン化合物による疾病として取り扱われたい。 

なお、個々の事案について本通ちようの基準により難いかもしくは判断が著しく困難な場合に

は、関係資料を添え本省へ禀伺されたい。 

 

記 

 

有機燐系農薬を取扱い、あるいはそれらのガス、蒸気もしくは粉じん等にさらされる業務(以下

単に「業務」という。)に従事しているか又はその業務を離れて後おおむね24時間以内の労働者が、

次の各号のいずれかに該当する症状を呈し、医学上療養が必要であると認められるものであって、

それらの徴侯の原因が業務以外の他の事情によるものでないと判断されるものであること。 

1   強度の発汗と流涎、縮腫、筋の線維性れん縮、肺水腫症状、全身痙れん等の特異症状が認めら

れること。 

2   発汗、悪心、嘔吐、腹痛下痢、流涎、全身倦怠感、四肢脱力感、手足のしびれ感等があって、

血漿(又は血清)コリンエステラーゼ活性値が当該労働者の健康時の値のおおむね50%程度以下に

低下していると認められること。 

なお、血漿(又は血清)コリンエステラーゼの健康時の値については、発病前の測定記録がない

かもしくは不明の場合は、症状回復後に測定した値によってもよい。 
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基 発 第 1 1 5 8 号 

昭 和 3 9 年 1 0 月 5 日 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

有機燐系の農薬に因る中毒症の認定について 

 

標記について、下記に該当する場合は労働基準法施行規則別表第1の2第4号の規定に基づく労働

省告示第36号表中に掲げる有機リン化合物による疾病として取り扱われたい。 

なお、個々の事案について本通ちようの基準により難いかもしくは判断が著しく困難な場合に

は、関係資料を添え本省へ禀伺されたい。 

 

記 

 

有機燐系農薬を取扱い、あるいはそれらのガス、蒸気もしくは粉じん等にさらされる業務(以下

単に「業務」という。)に従事しているか又はその業務を離れて後おおむね24時間以内の労働者が、

次の各号のいずれかに該当する症状を呈し、医学上療養が必要であると認められるものであって、

それらの徴侯の原因が業務以外の他の事情によるものでないと判断されるものであること。 

1   強度の発汗と流涎、縮腫、筋の線維性れん縮、肺水腫症状、全身痙れん等の特異症状が認めら

れること。 

2   発汗、悪心、嘔吐、腹痛下痢、流涎、全身倦怠感、四肢脱力感、手足のしびれ感等があって、

血漿(又は血清)コリンエステラーゼ活性値が当該労働者の健康時の値のおおむね50%程度以下に

低下していると認められること。 

なお、血漿(又は血清)コリンエステラーゼの健康時の値については、発病前の測定記録がない

かもしくは不明の場合は、症状回復後に測定した値によってもよい。 

 

基 発 第 1 2 3 号 

昭 和 5 1 年 1 月 3 0 日 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

二硫化炭素による疾病の認定基準について 

 

標記については,昭和38年7月24日付け基発第853号(昭和39年9月8日付け基発第1049号により一

部改正)をもって指示したところであるが,今般,前記通達を下記のとおり改め,前記通達を廃止する

こととしたので,今後はこの通達に示すところにより取り扱うこととされたい。 

なお,この通達の基準を満たす事案については,労働基準法施行規則別表第1の2第4号の規定に基

づく労働省告示第36号表中に掲げる二硫化炭素による疾病として取り扱うこととし,この通達の基

準により判断し難い事案については,関係資料を添えて本省にりん伺されたい。 

 

記 

 

1   相当量の二硫化炭素(以下「CS2」という。)を取扱い,または,その蒸気に相当期間に亘って繰り

返しさらされる業務(以下,単に「業務」という。)に従事しているかまたは従事した経歴を持つ

労働者が,次の各号のいずれかに該当する症状を呈し,医学上療養が必要であると認められ,か

つ,CS2以外の原因により発病したものでないと判断されるものであること。 

なお,その症状が他の原因による症状と鑑別が困難な場合には,当該労働者がCS2にさらされる

職場への就労後に発症したか否か,作業の経過とともに或いは環境ばく露条件の変化に伴って症

状が変化したか否か,作業からの離脱により症状の改善が見られたか否か,同一職場で同一作業

を行う労働者に同様の症状の発生をみたか否か等を参考にして業務起因性を判断すること。 

(1)  相当の濃度のCS2蒸気にさらされる業務に長期間従事した労働者に,CS2によると考えられる

腎障害およびCS2性網膜症を認めた場合,またはCS2によると考えられる脳血管障害およびCS2性

網膜症を認めた場合。 

(2)  比較的高濃度のCS2蒸気にさらされる業務に数カ月ないし数年従事しているか,またはその業

務を離れた後,おおむね6カ月未満の労働者が次の症状のいずれかを呈した場合 

イ  多発神経炎 

ロ  視神経炎 

ハ  貧血および肝機能障害 

(3)  高濃度のCS2蒸気にさらされる危険のある業務に,数週ないし数カ月従事している労働者が,

突然あるいは若干の初発症状をともない,意識混濁,せん妄,精神分裂病様症状,躁うつ病様症

状等の精神異常を呈した場合。 

2   業務により大量もしくは濃厚なCS2蒸気にさらされていて意識障害等の急性中毒症状を呈した

場合 

 

解説 
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1   記の1の(1)について 

(1)  ここでいう相当の濃度とは,通常十数ppm以上のレベルをさす。 

また,長期間とは,一般に20年～30年程度のCS2現場歴をさすが,この間比較的高濃度のばく露

の機会がしばしばあったものでは,より短期間で発症することもある。 

(2)  CS2性血管障害は,細血管障害を基礎にして進展するものと考えられる。 

臨床的には,腎障害による症状が前面におし出されるものと,脳血管障害による神経症状あ

るいは主として脳血管障害に関連しておこる精神症状が前面におし出されるものとに大別出

来る。 

一般に,脳血管障害には,高血圧,腎不全,蛋白尿を伴うことが多い。 

精神症状は脳血管障害によるものと同時に,その背後にCS2による神経衰弱様状態があると考

えられる。 

脳血管障害による神経・精神障害の際にみられる重要な他覚的所見は,CS2性網膜症である。 

本網膜症の特徴は,微細動脈瘤あるいは点状出血がみられることであって,糖尿病性網膜症

に酷似しているが,通常,糖尿病におけるⅢa(スコット)以上に進行・悪化しない。すなわち,硝

子体出血や網膜の増殖性変化をおこさない。 

腎症の臨床症状はおおむね慢性糸球体腎炎に類似している。本症は,糖尿病性腎硬化症に酷

似した腎病変によるものであるが,糖尿病性のあきらかな糖代謝異常を伴わないことが特徴で

ある。 

(3)  腎症,脳血管障害に伴う神経・精神障害のいずれの場合に於てもその症状は非特異的である

から,現症と職歴,家族歴,病歴,過去の特健成績などを総合的に配慮・分析して診断しなければ

ならない。 

腎症,脳血管障害いずれの場合にも,CS2性網膜症合併の有無は鑑別診断上の要点となろう。 

脳血管障害については,卒中様発作の多くが深い意識障害を伴わず反覆する傾向がみられる

こと,またそれが左右交互にくり返されること,推定される病変が広範囲に及ぶことなどが特

徴といえよう。 

また,脳波所見にCS2にやや特異な異常がみられるという。 

2   記の1の(2)について 

(1)  ここでいう比較的高濃度とは,通常数十ppm以上をさす。 

(2)  CS2性多発神経炎の好発部位は,下肢(脛骨および腓骨神経)である。 

神経幹に沿った疼痛,圧痛,知覚異常,筋の脱力感,不全麻痺などがおこる。 

軽症では圧痛はなく,冷却感,しびれなどいわゆる脚気様症状を訴える。 

神経伝導速度,筋電図,クロナキシーなどに異常が認められることがある。 

視神経炎によると考えられる眼症状としては,軸性視神経炎あるいは周辺視野の縮小,中心

暗点などによる視力障害,角膜知覚の減退,瞳孔反射異常,瞳孔左右不同がある。また,眼底血圧

の変化,網膜血圧の上昇を伴う血管痙れん性網膜炎などがみられる場合がある。 

貧血については,赤血球減少,血色素量減少,網状赤血球増加など、肝機能異常については,血

清全コレステロール増加およびコレステロール・エステル比の低下,血清アルブミン・グロブ

リン比の低下などが,CS2ばく露歴との関連において注目されている。 

(3)  CS2による症状は多様であるから,臨床所見だけからCS2性と診断することは難しい。 

臨床所見・検査所見とばく露歴および療養や配転による効果などを総合的・経時的に観察・

分析して診断しなければならない。 

3   記の1の(3)について 
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1   記の1の(1)について 

(1)  ここでいう相当の濃度とは,通常十数ppm以上のレベルをさす。 

また,長期間とは,一般に20年～30年程度のCS2現場歴をさすが,この間比較的高濃度のばく露

の機会がしばしばあったものでは,より短期間で発症することもある。 

(2)  CS2性血管障害は,細血管障害を基礎にして進展するものと考えられる。 

臨床的には,腎障害による症状が前面におし出されるものと,脳血管障害による神経症状あ

るいは主として脳血管障害に関連しておこる精神症状が前面におし出されるものとに大別出

来る。 

一般に,脳血管障害には,高血圧,腎不全,蛋白尿を伴うことが多い。 

精神症状は脳血管障害によるものと同時に,その背後にCS2による神経衰弱様状態があると考

えられる。 

脳血管障害による神経・精神障害の際にみられる重要な他覚的所見は,CS2性網膜症である。 

本網膜症の特徴は,微細動脈瘤あるいは点状出血がみられることであって,糖尿病性網膜症

に酷似しているが,通常,糖尿病におけるⅢa(スコット)以上に進行・悪化しない。すなわち,硝

子体出血や網膜の増殖性変化をおこさない。 

腎症の臨床症状はおおむね慢性糸球体腎炎に類似している。本症は,糖尿病性腎硬化症に酷

似した腎病変によるものであるが,糖尿病性のあきらかな糖代謝異常を伴わないことが特徴で

ある。 

(3)  腎症,脳血管障害に伴う神経・精神障害のいずれの場合に於てもその症状は非特異的である

から,現症と職歴,家族歴,病歴,過去の特健成績などを総合的に配慮・分析して診断しなければ

ならない。 

腎症,脳血管障害いずれの場合にも,CS2性網膜症合併の有無は鑑別診断上の要点となろう。 

脳血管障害については,卒中様発作の多くが深い意識障害を伴わず反覆する傾向がみられる

こと,またそれが左右交互にくり返されること,推定される病変が広範囲に及ぶことなどが特

徴といえよう。 

また,脳波所見にCS2にやや特異な異常がみられるという。 

2   記の1の(2)について 

(1)  ここでいう比較的高濃度とは,通常数十ppm以上をさす。 

(2)  CS2性多発神経炎の好発部位は,下肢(脛骨および腓骨神経)である。 

神経幹に沿った疼痛,圧痛,知覚異常,筋の脱力感,不全麻痺などがおこる。 

軽症では圧痛はなく,冷却感,しびれなどいわゆる脚気様症状を訴える。 

神経伝導速度,筋電図,クロナキシーなどに異常が認められることがある。 

視神経炎によると考えられる眼症状としては,軸性視神経炎あるいは周辺視野の縮小,中心

暗点などによる視力障害,角膜知覚の減退,瞳孔反射異常,瞳孔左右不同がある。また,眼底血圧

の変化,網膜血圧の上昇を伴う血管痙れん性網膜炎などがみられる場合がある。 

貧血については,赤血球減少,血色素量減少,網状赤血球増加など、肝機能異常については,血

清全コレステロール増加およびコレステロール・エステル比の低下,血清アルブミン・グロブ

リン比の低下などが,CS2ばく露歴との関連において注目されている。 

(3)  CS2による症状は多様であるから,臨床所見だけからCS2性と診断することは難しい。 

臨床所見・検査所見とばく露歴および療養や配転による効果などを総合的・経時的に観察・

分析して診断しなければならない。 

3   記の1の(3)について 

(1)  ここでいう高濃度とは,一般に102ppmを超える濃度をさす。 

(2)  ここでいうCS2性精神異常は,突如として,あるいは頭痛,不眠,不機嫌などの初発症状をもっ

て発症し,意識混濁,せん妄,精神分裂病様あるいは躁うつ病様症状をあらわす。 

これらの精神症状は,現にCS2蒸気にさらされている労働者に発症するのが通例である。 

(3)  CS2性精神異常の中核となるものは,意識障害であるが,CS2に特異的なものはなく,一般に多

種多様である。 

CS2環境離脱比較的短期間に治癒するのが特徴である。従って,ばく露歴と職場離脱後の症状

経過の観察とが,診断・鑑別の必須条件となる。 

本人の病歴,家族歴が参考となることは当然である。 

4   記の2について 

(1)  ここでいう濃厚なCS2ばく露とは,103ppm程度のCS2蒸気に数分ないし数時間のばく露をさす。 

(2)  重症では,突然あるいは興奮性の初発症状に続いて意識喪失,昏睡状態におちいり,死亡する

こともある。 

中等度の場合,酩酊状態,頭痛,むかつき,嘔吐,歩行失調,めまい,多弁,すすりなき,ときには

精神的に無反応になる。覚醒後いわゆる二日酔症状を示す。 

軽症では,上機嫌,活発に興奮するが,CS2環境離脱後多少の頭痛を残してすみやかに回復す

る。 

(3)  急性中毒は,事故あるいは作業ミスなど異常な作業下で起こるのであるから,その診断は通

常困難ではない。すなわち,濃厚なCS2蒸気にばく露されたことが明らかであるか,またはその可

能性が充分考えられ,さらに類似の中毒症状をおこす他の有機溶剤などにばく露された可能性

が考えられない場合,急性CS2中毒と診断できる。 
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基 発 第 5 8 号 

昭 和 4 3 年 2 月 2 6 日 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

都市ガス配管工にかかる一酸化炭素中毒の認定基準について 

 

標記については、かねて東京労働基準局をして関係専門家に委嘱し慎重に審議検討をさせてきた

ところであるが、今般その検討結果に基づき業務上外、治ゆ及び障害等級について、下記のとおり

定めたので、本通達により取り扱われたい。 

なお、個々の事例について本通達の基準により難いかまたは判断が著しく困難な場合には、それ

ぞれ関係資料を添えてりん伺されたい。 

 

記 

 

第1   業務上外の認定について 

都市ガス配管業務に従事している労働者がその業務の遂行中、相当量の一酸化炭素に繰り返

しばく露された後に次の1に該当する症状を呈し、かつ、その症状が他の疾病に起因するもの

でないことが認められる場合には、2に留意の上、労働基準法施行規則別表第1の2第4号の規定

に基づく労働省告示第36号表中に掲げる一酸化炭素による疾病として取扱うこと。 

1   精神症状として人格水準の低下(気楽、不関、芯がない、あき易い等の人格変化)、記銘力障

害、記憶力障害等が認められ、かつ、次の各号のいずれかに該当する症状が認められるもので

あること。 

(1)  気脳写により脳室拡大が認められるもの。 

(2)  病的な平担脳波、又は徐波が認められるもの。 

(3)  視野障害(狭窄又は中心暗点)が認められるもの。 

ただし、ヒステリー性視野狭窄を除く。 

(4)  前庭機能障害が認められるもの。 

(5)  次に掲げるイからリまでの症状のうちいくつかが認められるもの。 

ただし、これらの諸症状については一酸化炭素吸入との直接関連性を慎重に考慮し、総合

的に判断すること。 

イ  著しい頭痛、めまい、疲労感等の自覚症状でいずれもがん固なもの。 

ただし、単なる心因性又は故意の誇張でないことが医学的に推定されるものであるこ

と。 

ロ  自律神経障害 

ハ  腱反射減弱 

ニ  筋の易疲労性 

ホ  平衡障害 

ヘ  共同運動障害 
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基 発 第 5 8 号 

昭 和 4 3 年 2 月 2 6 日 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

都市ガス配管工にかかる一酸化炭素中毒の認定基準について 

 

標記については、かねて東京労働基準局をして関係専門家に委嘱し慎重に審議検討をさせてきた

ところであるが、今般その検討結果に基づき業務上外、治ゆ及び障害等級について、下記のとおり

定めたので、本通達により取り扱われたい。 

なお、個々の事例について本通達の基準により難いかまたは判断が著しく困難な場合には、それ

ぞれ関係資料を添えてりん伺されたい。 

 

記 

 

第1   業務上外の認定について 

都市ガス配管業務に従事している労働者がその業務の遂行中、相当量の一酸化炭素に繰り返

しばく露された後に次の1に該当する症状を呈し、かつ、その症状が他の疾病に起因するもの

でないことが認められる場合には、2に留意の上、労働基準法施行規則別表第1の2第4号の規定

に基づく労働省告示第36号表中に掲げる一酸化炭素による疾病として取扱うこと。 

1   精神症状として人格水準の低下(気楽、不関、芯がない、あき易い等の人格変化)、記銘力障

害、記憶力障害等が認められ、かつ、次の各号のいずれかに該当する症状が認められるもので

あること。 

(1)  気脳写により脳室拡大が認められるもの。 

(2)  病的な平担脳波、又は徐波が認められるもの。 

(3)  視野障害(狭窄又は中心暗点)が認められるもの。 

ただし、ヒステリー性視野狭窄を除く。 

(4)  前庭機能障害が認められるもの。 

(5)  次に掲げるイからリまでの症状のうちいくつかが認められるもの。 

ただし、これらの諸症状については一酸化炭素吸入との直接関連性を慎重に考慮し、総合

的に判断すること。 

イ  著しい頭痛、めまい、疲労感等の自覚症状でいずれもがん固なもの。 

ただし、単なる心因性又は故意の誇張でないことが医学的に推定されるものであるこ

と。 

ロ  自律神経障害 

ハ  腱反射減弱 

ニ  筋の易疲労性 

ホ  平衡障害 

ヘ  共同運動障害 

ト  聴力障害、耳鳴 

チ  マリオット暗点の拡大 

リ  前記(2)以外の脳波異常 

2   認定にあたっては次の点に留意すること。 

(1)  労働者の年令、職歴、症状発生の時期と経過、とくに、都市ガスの吸入による意識混濁乃

至消失症の有無を参考にすること。 

(2)  類似の症状を呈する他の原因に基づく疾病とくに、神経症との鑑別又は合併について十分

に考慮すること。 

(3)  前記1に掲げる各症状に対する診断病名は多種多様にわたることが考えられるので、単に

診断病名のみをもつて認定することなく、医師の各種検査により詳細に把握された症状及び

所見を基にして行ない、とくに、精神症状については精神科医の意見を求め慎重に検討する

こと。 

 

第2   治ゆ及び障害等級の認定について 

1   治ゆの時期について 

一酸化炭素中毒に因る症状が医学上一般に承認された治療によっても、その効果が期待でき

なくなり、その症状が固定したと認められる時期をもって治ゆとすること。 

なお、治ゆについては次の点に留意すること。 

(1)  一酸化炭素による中毒症状は、ばく露から離れて後概ね2年以内に固定するものと推定さ

れること。 

(2)  従来の都市ガスに因る一酸化炭素中毒の症状より勘案するに、臨床症状に多少の動揺が認

められても全般として平衡状態に達したと認められる時をもって症状固定の時期とするの

が妥当であること。 

2   障害等級について 

一酸化炭素中毒に因る後遺症の大多数は精神及び神経の障害であるので、その障害等級の認

定については、昭和42年11月16日付け基発第1036号通達「精神及び神経の障害に関する障害等

級認定基準について」により行なうこと。 
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基 発 第 6 4 6 号 

昭 和 2 7 年 9 月 9 日 

 

都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

歯牙酸蝕症の業務上疾病としての認定基準について 

 

標記の件については、さきに基収第1297号(昭和25.7.6)をもって通ちょうしたが、そのうち「診

断により治療を要すると認められたもの」の程度については、下記の通り定めることとしたから、

これに該当する場合は労働基準法施行規則別表第1の2（以下本通達において「別表」という。）第4

号の規定に基づく労働省告示第36号（以下本通達において「告示」という。）表中に掲げる化学物

質によるものについては、別表第4号1、告示により指定された化学物質以外の化学物質によるもの

については別表第4号8に該当する疾病として取り扱われたい。 

 

記 

 

歯牙の磨減消耗により象牙質が露出するに至ったもの。 
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基 発 第 6 4 6 号 

昭 和 2 7 年 9 月 9 日 

 

都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

歯牙酸蝕症の業務上疾病としての認定基準について 

 

標記の件については、さきに基収第1297号(昭和25.7.6)をもって通ちょうしたが、そのうち「診

断により治療を要すると認められたもの」の程度については、下記の通り定めることとしたから、

これに該当する場合は労働基準法施行規則別表第1の2（以下本通達において「別表」という。）第4

号の規定に基づく労働省告示第36号（以下本通達において「告示」という。）表中に掲げる化学物

質によるものについては、別表第4号1、告示により指定された化学物質以外の化学物質によるもの

については別表第4号8に該当する疾病として取り扱われたい。 

 

記 

 

歯牙の磨減消耗により象牙質が露出するに至ったもの。 

 

基 発 第 1 2 2 号 

昭 和 5 1 年 1 月 3 0 日 

改 正 基 発 0 5 0 7 第 3 号 

平 成 2 2 年 5 月 7 日 

改 正 基 発 1 0 0 1 第 8 号 

平 成 2 5 年 1 0 月 1 日 

改 正 基 発 1 0 3 1 第 1 号 

平 成 2 6 年 1 0 月 3 1 日 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

脂肪族化合物、脂環式化合物、芳香族化合物(芳香族化合物のニトロ又はアミノ

誘導体を除く。)又は複素環式化合物のうち有機溶剤として用いられる物質によ

る疾病の認定基準について 

 

脂肪族化合物、脂環式化合物、芳香族化合物(芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体を除く。)

又は複素環式化合物のうち有機溶剤として用いられる物質を取り扱う労働者に発生した疾病の業務

上外の認定は今後下記によることとしたので遺憾のないようその事務処理に万全を期されたい。 

なお、この通達の基準を満たすものであって、労働基準法施行規則別表第1の2(以下本通達にお

いて「別表」という。)第4号の規定に基づく平成25年厚生労働省告示第316号(労働基準法施行規則

の規定に基づき厚生労働大臣が指定する単体たる化学物質及び化合物(合金を含む。)並びに厚生労

働大臣が定める疾病を定める件。以下本通達において「告示」という。)中に掲げる化学物質による

疾病(がんにかかるものを除く。)については、別表第4号1、告示で指定された化学物質以外の化学

物質による疾病については、別表第4号9、ベンゼンによる白血病については、別表第7号9に、それ

ぞれ該当する疾病として取り扱い、この通達の基準により判断し難い事案については関係資料を添

えて本省にりん伺されたい。 

おって、この通達の解説部分は認定基準の細目を定めたものであり、本文と一体化して取り扱わ

れたい。 

 

記 

 

1   相当量のベンゼン又はその同族体、アセトン又はその他の溶剤に相当期間にわたり、くり返し

さらされる業務(以下「業務」という。)に従事しているか、又は、その業務から離れた後おおむ

ね6ヵ月未満の者であって、次の(1)の自覚症状に加えて(2)～(7)のいずれかに該当する症状を呈

し、医学上療養が必要であると認められ、かつ、ベンゼン又はその同族体、アセトン又はその他

の溶剤以外の原因により発病したものでないと判断されるものであること。 

なお、症状が他の原因による症状と鑑別困難な場合には、症状が当該労働者の溶剤取扱職場へ

の就労後に発症したか否か、作業の経過とともにあるいは環境ばく露条件の変化に伴って症状が

変化したか否か、作業からの離脱により症状の改善がみられたか否か、同一職場で同一作業を行
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う労働者に同様の症状の発生をみたか否か等を参考にして業務起因性を判断することとする。こ

の場合、尿中代謝物質濃度は溶剤に対するばく露の有無及びその程度を知るうえで有力な指標と

考えられる。 

(1)  次の自覚症状のいずれかが常時又は持続的に訴えられるものであること。 

頭重、頭痛、めまい、焦燥感、不眠、もの忘れ、不安感、しびれ感、倦怠感、心悸こう進、

食欲不振、悪心、嘔吐、胃痛、腹痛、皮膚又は粘膜の局所症状 

(2)  次の皮膚又は粘膜の症状のいずれかが認められるものであること。 

イ  急性又は慢性皮膚炎(乾燥性、落屑性、亀裂性など) 

ロ  爪炎、爪囲炎 

ハ  結膜炎、角膜炎 

ニ  鼻炎等の上気道の炎症 

(3)  次の神経、筋、感覚器症状のいずれかが認められるものであること。 

イ  四肢の知覚障害、運動障害又は筋萎縮 

ロ  視力減退、視野・色視野の狭窄などの視神経障害又はその他の脳神経障害 

ハ  中枢神経障害(例えば、脳波の明らかな異常) 

(4)  健忘、幻覚、意欲減退、痴呆などの精神障害が認められるものであること。 

(5)  次の血液所見のいずれかが認められるものであること。 

イ  常時貧血があること 

ロ  常時白血球減少があること 

ハ  鼻出血、歯肉出血などの粘膜又は皮膚における出血傾向があるかあるいは著しく血小板が

減少していること 

なお、イ及びロにいう「常時」とは、日を改めて数日以内に2回以上測定した値に大きな差

を認めないものをいう。ただし、貧血に関しては、同時に数項目を測定し、それらに一定の傾

向があったときは、この限りではない。採血は空腹時に行うものとする。 

(6)  肝機能検査で明らかな異常が認められるものであること。 

(7)  腎機能検査で明らかな異常が認められるものであること。 

2   業務により大量もしくは濃厚なベンゼン又はその同族体、アセトン又はその他の溶剤にさらさ

れて意識障害、歩行障害等の中枢神経障害、呼吸器障害その他の急性中毒症状もしくはその続発

症を起したもの。 

 

(解説) 

1(1)  この認定基準は、有機溶剤中毒予防規則(昭和47年労働省令第36号)第1条第1項第2号の有機

溶剤等(二硫化炭素及び二硫化炭素を重量の5%を超えて含有する混合物を除く。)並びに特定化

学物質障害予防規則(昭和47年労働省令第39号)第2条第1項第3号の3の特別有機溶剤等並びに労

働安全衛生法施行令(昭和47年政令第318号)別表第3第2号30に掲げるベンゼン及び特定化学物

質障害予防規則別表第1第30号に掲げるベンゼンを含有する製剤その他の物(ベンゼンの含有量

が容量の1%以下のものを除く。)について一括作成したものである。 

(2)  有機溶剤は、数種のものが混合されて使用されることが多いが、その場合には、使用された

有機溶剤の構成成分の種類と構成比を明らかにし、それぞれの有機溶剤の毒性を勘案して当該

労働者の自覚症状並びに臨床検査の項目を選択し、判断する必要がある。 

(3)  上記(1)に掲げる有機溶剤以外の有機溶剤(3に掲げたものを除く。)による疾病、及び本文の

1の(1)に掲げた自覚症状だけで(2)以下の症状が認められないものについては、本省りん伺に
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う労働者に同様の症状の発生をみたか否か等を参考にして業務起因性を判断することとする。こ

の場合、尿中代謝物質濃度は溶剤に対するばく露の有無及びその程度を知るうえで有力な指標と

考えられる。 

(1)  次の自覚症状のいずれかが常時又は持続的に訴えられるものであること。 

頭重、頭痛、めまい、焦燥感、不眠、もの忘れ、不安感、しびれ感、倦怠感、心悸こう進、

食欲不振、悪心、嘔吐、胃痛、腹痛、皮膚又は粘膜の局所症状 

(2)  次の皮膚又は粘膜の症状のいずれかが認められるものであること。 

イ  急性又は慢性皮膚炎(乾燥性、落屑性、亀裂性など) 

ロ  爪炎、爪囲炎 

ハ  結膜炎、角膜炎 

ニ  鼻炎等の上気道の炎症 

(3)  次の神経、筋、感覚器症状のいずれかが認められるものであること。 

イ  四肢の知覚障害、運動障害又は筋萎縮 

ロ  視力減退、視野・色視野の狭窄などの視神経障害又はその他の脳神経障害 

ハ  中枢神経障害(例えば、脳波の明らかな異常) 

(4)  健忘、幻覚、意欲減退、痴呆などの精神障害が認められるものであること。 

(5)  次の血液所見のいずれかが認められるものであること。 

イ  常時貧血があること 

ロ  常時白血球減少があること 

ハ  鼻出血、歯肉出血などの粘膜又は皮膚における出血傾向があるかあるいは著しく血小板が

減少していること 

なお、イ及びロにいう「常時」とは、日を改めて数日以内に2回以上測定した値に大きな差

を認めないものをいう。ただし、貧血に関しては、同時に数項目を測定し、それらに一定の傾

向があったときは、この限りではない。採血は空腹時に行うものとする。 

(6)  肝機能検査で明らかな異常が認められるものであること。 

(7)  腎機能検査で明らかな異常が認められるものであること。 

2   業務により大量もしくは濃厚なベンゼン又はその同族体、アセトン又はその他の溶剤にさらさ

れて意識障害、歩行障害等の中枢神経障害、呼吸器障害その他の急性中毒症状もしくはその続発

症を起したもの。 

 

(解説) 

1(1)  この認定基準は、有機溶剤中毒予防規則(昭和47年労働省令第36号)第1条第1項第2号の有機

溶剤等(二硫化炭素及び二硫化炭素を重量の5%を超えて含有する混合物を除く。)並びに特定化

学物質障害予防規則(昭和47年労働省令第39号)第2条第1項第3号の3の特別有機溶剤等並びに労

働安全衛生法施行令(昭和47年政令第318号)別表第3第2号30に掲げるベンゼン及び特定化学物

質障害予防規則別表第1第30号に掲げるベンゼンを含有する製剤その他の物(ベンゼンの含有量

が容量の1%以下のものを除く。)について一括作成したものである。 

(2)  有機溶剤は、数種のものが混合されて使用されることが多いが、その場合には、使用された

有機溶剤の構成成分の種類と構成比を明らかにし、それぞれの有機溶剤の毒性を勘案して当該

労働者の自覚症状並びに臨床検査の項目を選択し、判断する必要がある。 

(3)  上記(1)に掲げる有機溶剤以外の有機溶剤(3に掲げたものを除く。)による疾病、及び本文の

1の(1)に掲げた自覚症状だけで(2)以下の症状が認められないものについては、本省りん伺に

より個別に判断することとする。 

2   有機溶剤中毒の場合、中枢神経系、末梢神経系、自律神経系、内分泌系の障害の徴候として自

覚症状のは握は重要であり、自覚症状以外の明らかな所見を認め難い場合もある。したがって、

自覚症状と業務との関連性を十分に考慮することが必要であり、専門医によって詳細には握され

た症状及び記の1の後段(なお書部分)に示すところにしたがって、注意深く判断しなければなら

ない。 

3   次に掲げる溶剤にさらされる業務に従事しているか又はしていた者が慢性もしくは亜急性の

症状を呈する場合(記の1のばく露条件を満たしている場合に限る)のうち、次に掲げる所見(2以

上の検査項目を掲げたものはその1)が認められた事例については、業務起因性があるものとして

取り扱ってさしつかえない。 
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(注)白血病については記の1の6ヶ月未満の制限が妥当でない場合がある。 
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(注)白血病については記の1の6ヶ月未満の制限が妥当でない場合がある。 

 

基 発 第 5 6 5 号 

昭 和 5 1 年 8 月 4 日 

改 正 基 発 0 5 0 7 第 3 号 

平 成 2 2 年 5 月 7 日 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

 芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体による疾病の認定基準について 

 

芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体を取り扱う労働者に発生した疾病の業務上外の認定は、

今後下記によることとしたので,今後の認定に当っては、この通達の基準を満たすものであって労働

基準法施行規則別表第1の2（以下本通達において「別表」という。）第4号の規定に基づく労働省告

示第36号（以下本通達において「告示」という。）表中に掲げる化学物質による疾病（がんを除く。）

については別表第4号1、告示により指定された化学物質以外の化学物質による疾病については別表

第4号9、がんについては別表第7号に掲げるがん原性物質による疾病に該当するものとしてそれぞれ

取り扱い,この通達の基準により判断し難い事案については関係資料を添えて本省にりん伺された

い。 

なお,この通達の解説部分は,認定基準の細目を定めたものであり,本文と一体化して取り扱われ

たい。 

おって「労働基準法施行規則第35条第27号に掲げる疾病のうち『ニトロベンゼン』,『クロール

ニトロベンゼン』及び『アニリン』に因る中毒の認定について(昭和34年8月20日付け基発第576号(昭

和39年9月8日付け基発第1049号により一部改正))」は,廃止する。 

 

記 

 

1   芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体にばく露する業務に現に従事し,又は従事していた労

働者に発生した疾病であって,次の(1)及び(2)に掲げる要件のいずれにも該当するものであるこ

と。 

(1)  上記の業務に相当期間従事した後おおむね6カ月以内の間に発生した疾病であること。 

(2)  次の①の自覚症状に加えて②から⑦までに掲げる症状のいずれかに該当する症状が認めら

れる疾病であること。 

①  常時又は持続的に訴えられる次に掲げる自覚症状のうちいずれかのもの 

頭重 頭痛 めまい 心悸亢進 倦怠感 悪心 胸痛 

尿の異常着色(茶褐色) 頻尿 排尿痛 皮膚の掻痒感 皮膚の発疹 

②  明らかなチアノーゼ,メトロヘモグロビン血症又は赤血球にハインツ小体が認められるも

の 

③  常時存在する貧血 

なお,「常時存在する」とは,日を改めて数日以内に2回以上測定した値に大きな差を認め

ない場合をいう。ただし,同時に貧血に関し,数項目について検査を行いその結果に一定の傾
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向があったときはこの限りでない。 

④  肝機能検査における明らかな異常 

⑤  明らかな精神神経障害 

⑥  接触皮膚炎 

⑦  非細菌性の出血性膀胱炎 

なお,上記(1)の要件を満たさない場合又は(2)の症状の発生に関し,芳香族化合物のニトロ

又はアミノ誘導体以外の原因による疑いがあって鑑別困難な場合には,症状が当該物質にばく

露する業務に従事した後に発症したか否か,作業の経過とともに又は当該物質へのばく露程度

(気中濃度,ばく露時間,皮膚接触程度等)の増大により症状が増悪したか否か,作業からの離脱

により症状の改善がみられたか否か,同一職場で同一作業を行う労働者に同様の症状の発生を

みたか否か等を調査のうえ業務起因性を判断すること。 

2   業務により一時的に大量又は濃厚な芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体にばく露して急

性中毒又はその続発症を起こしたものであること。 

3   芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体のうち「ベンジジン及びその塩」又は「ベータ－ナフ

チルアミン及びその塩」にばく露する業務に従事していた者に発生した疾病で次の(1)及び(2)に

掲げる要件のいずれにも該当するものであること。 

(1)  上記の業務への従事歴が3カ月以上の者に発生した疾病であること。 

(2)  尿路(腎臓,腎孟,尿管,膀胱及び尿道をいう。以下同じ。)に原発した腫瘍であること。 

なお,上記の業務に従事していた労働者で当該業務への従事歴3カ月未満のものに係る尿路

腫瘍及び上に掲げる物質以外の芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体にばく露する業務に

従事しているか又は従事していた労働者に係る尿路の腫瘍については,当分の間,作業内容,従

事期間,ばく露した物質の名称,ばく露の程度,症状(臨床検査,病理組織学的検査,剖検等の所

見を含む。)等を調査のうえ本省にりん伺すること。 

 

(解説) 

1   芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体の範囲 

本認定基準は,芳香族化合物のニトロ及びアミノ誘導体(ベンゼン核にニトロ基又はアミノ基

を一つ以上有する化合物をいう。以下同じ。)について一括作成したものである。 

芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体のうち有害性のわかっている主なものを表1に示す。

表中A)ニトロ誘導体及びB)アミノ誘導体の物質の名称欄に掲げる物質は,本文記の1の芳香族化

合物のニトロ又はアミノ誘導体による慢性中毒又は記の2の芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘

導体による急性中毒発症の起因物質となることのあるものである。C)がん原性物質の名称欄に掲

げる物質については,下記6(尿路の腫瘍)を参照すること。 

2   吸収経路 

芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体は,常温では液体又は固体であるが,産業現場では通

常その蒸気,粉じんのばく露を受けることが多い。中毒は経気道吸収又は経皮吸収によって発生

する。また,芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体の大部分の種類は,容易に経皮吸収されるこ

とにとくに留意すべきである。 

3   慢性中毒 

本文記の1は,芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体による慢性中毒について業務起因性の

判断要件を示したものである(一般に亜急性と呼ばれる中毒についても,本項によって業務起因

性の判断を行ってよい場合が多い。)。 
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向があったときはこの限りでない。 

④  肝機能検査における明らかな異常 

⑤  明らかな精神神経障害 

⑥  接触皮膚炎 

⑦  非細菌性の出血性膀胱炎 

なお,上記(1)の要件を満たさない場合又は(2)の症状の発生に関し,芳香族化合物のニトロ

又はアミノ誘導体以外の原因による疑いがあって鑑別困難な場合には,症状が当該物質にばく

露する業務に従事した後に発症したか否か,作業の経過とともに又は当該物質へのばく露程度

(気中濃度,ばく露時間,皮膚接触程度等)の増大により症状が増悪したか否か,作業からの離脱

により症状の改善がみられたか否か,同一職場で同一作業を行う労働者に同様の症状の発生を

みたか否か等を調査のうえ業務起因性を判断すること。 

2   業務により一時的に大量又は濃厚な芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体にばく露して急

性中毒又はその続発症を起こしたものであること。 

3   芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体のうち「ベンジジン及びその塩」又は「ベータ－ナフ

チルアミン及びその塩」にばく露する業務に従事していた者に発生した疾病で次の(1)及び(2)に

掲げる要件のいずれにも該当するものであること。 

(1)  上記の業務への従事歴が3カ月以上の者に発生した疾病であること。 

(2)  尿路(腎臓,腎孟,尿管,膀胱及び尿道をいう。以下同じ。)に原発した腫瘍であること。 

なお,上記の業務に従事していた労働者で当該業務への従事歴3カ月未満のものに係る尿路

腫瘍及び上に掲げる物質以外の芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体にばく露する業務に

従事しているか又は従事していた労働者に係る尿路の腫瘍については,当分の間,作業内容,従

事期間,ばく露した物質の名称,ばく露の程度,症状(臨床検査,病理組織学的検査,剖検等の所

見を含む。)等を調査のうえ本省にりん伺すること。 

 

(解説) 

1   芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体の範囲 

本認定基準は,芳香族化合物のニトロ及びアミノ誘導体(ベンゼン核にニトロ基又はアミノ基

を一つ以上有する化合物をいう。以下同じ。)について一括作成したものである。 

芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体のうち有害性のわかっている主なものを表1に示す。

表中A)ニトロ誘導体及びB)アミノ誘導体の物質の名称欄に掲げる物質は,本文記の1の芳香族化

合物のニトロ又はアミノ誘導体による慢性中毒又は記の2の芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘

導体による急性中毒発症の起因物質となることのあるものである。C)がん原性物質の名称欄に掲

げる物質については,下記6(尿路の腫瘍)を参照すること。 

2   吸収経路 

芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体は,常温では液体又は固体であるが,産業現場では通

常その蒸気,粉じんのばく露を受けることが多い。中毒は経気道吸収又は経皮吸収によって発生

する。また,芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体の大部分の種類は,容易に経皮吸収されるこ

とにとくに留意すべきである。 

3   慢性中毒 

本文記の1は,芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体による慢性中毒について業務起因性の

判断要件を示したものである(一般に亜急性と呼ばれる中毒についても,本項によって業務起因

性の判断を行ってよい場合が多い。)。 

芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体へのばく露程度が大である場合には早いものでは1週

間程度従事した後に亜急性の中毒症状が現われることがあり,ばく露程度が余り大きくない場合

には一般に数カ月以上の期間従事した後に慢性的症状が現われる。 

したがって,本文記の1の(1)の「相当期間」とは,上記のようなばく露の程度,症状の現われ方

の関連で,おおむね数週間以上ないし数カ月以上と考えるべきものである。なお,芳香族化合物の

ニトロ又はアミノ誘導体により発生する慢性中毒は,ばく露から離れた後おおむね6カ月を越え

た場合には発生しにくいといわれている。 

慢性中毒としては,貧血,精神神経障害,肝障害が知られているが,メトヘモグロビンやハイン

ツ小体は検出されないことが多い。しかしこのような場合でも,網状赤血球の増加,血清鉄の増

加,シデロサイト(Siderocyte)の末梢血への出現が診断の助けとなる場合がある。 

精神神経障害の症状としては,手足のふるえ,深部腱反射亢進,情緒不安定,歩行失調等を呈し,

ときには発汗異常,血管運動神経の異常をみることがあり,また,視神経炎,末梢神経炎を起こす

場合もある。 

尿中代謝物質濃度は,当該物質に対するばく露の有無及びその程度を知るうえで有力な指標と

なる場合がある。 

4   皮膚障害 

芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体には,一次刺激性又は感作性接触皮膚炎の原因となる

ものが少なくなく,とくに強い感作性物質にばく露するとき,感受性者には激しい炎症症状をみ

る。また,光過敏性を示す物質のあることにも注意を要する。芳香族化合物のニトロ又はアミノ

誘導体を使用して二次的反応を行う工程に従事する者に感作性接触皮膚炎の発生をみ,これが湿

疹化し,治ゆの遷延することも多く,また,集族性の座瘡様皮疹をみることもあるが,芳香族化合

物のニトロ又はアミノ誘導体については,多価感作や交叉感作も考慮すべきであり,また,皮疹が

工程中の副生物に起因することもあるので,起因物質の判断には慎重を要する。 

5   急性中毒 

本文記の2は芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体に対する事故的ばく露等の際の芳香族化

合物のニトロ又はアミノ誘導体による急性中毒について業務起因性の判断要件を示したもので

ある。 

芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体による急性中毒では,その直接作用又はメトヘモグロ

ビン形成を介しての症状として次のような所見が見出される。すなわち,悪心,嘔吐,頭痛,チア

ノーゼ等にはじまり,呼吸困難,興奮,意識混濁,痙攣,意識喪失,失禁等が現われる。メトヘモグロ

ビンは,ヘモグロビン(血色素)の2価の鉄が3価となった一種の不活性ヘモグロビンで,メトヘモ

グロビンが増加すると生体は酸素欠乏状態に陥る。メトヘモグロビン量と症状との関係は,表2の

如くいわれている。なお,血中メトヘモグロビンの濃度測定法を別紙1（略）に掲げる。 

メトヘモグロビンが多量にできる場合は,赤血球にハインツ小体が出現し,続いて赤血球の破

壊亢進,すなわち,溶血性貧血が起こり,網状赤血球の増加,血清鉄の上昇がみられることが多い。

溶血が高度の場合には,さらに,黄疸,肝腫又は脾腫を伴う場合がある。尿は茶褐色で,ウロビリ

ノーゲン,ウロビリン,還元性物質(ことに芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体代謝物質のグ

ルクロン酸抱合体)が異常に増加し,また,血色素が陽性となる。 

6   尿路の腫瘍 

本文記の3は,芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体による尿路の腫瘍について業務起因性

の判断要件を示したものである。 

表1のC)がん原性物質の物質名称欄に掲げる物質は,芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体
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のうち「ひと」に腫瘍が発生することが確認されているか又はそのおそれが強く疑われているも

のである。業務起因性の判断にあたって留意すべき事項は下記のとおりである。 

(1)  ベンジシン及びベータ－ナフチルアミンについてはわが国でも尿路腫瘍の発生例が多い。こ

れらの腫瘍は,ばく露条件によってはばく露期間が比較的短かくても発生することがあり,ま

た,ばく露開始から発症までの期間(いわゆる潜伏期間)については,長短さまざまで退職後に

発生することも少なくない(わが国の発症例では潜伏期間が5年未満のものも知られており,30

年を超えたものもある)。 

(2)  表1のC)がん原性物質の物質名称欄に掲げる4物質は労働安全衛生法(昭和47年法律第57号)

第55条により製造等が禁止されているので,一般にこれらの物質による腫瘍の発生は,これら

の物質にばく露する業務に従事していた者にしかみられないものである。ただし,試験研究の

業務については,同条ただし書により製造等が認められていることに留意する必要がある。 

7   その他 

芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体ばく露の指標となる尿中代謝物質の主なものを表3に

示す。 

なお,比較的普遍的に利用しうる尿中ジアゾ反応陽性物質の検査方法を別紙2（略）に掲げる。 
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示す。 

なお,比較的普遍的に利用しうる尿中ジアゾ反応陽性物質の検査方法を別紙2（略）に掲げる。 

  

 

－ 303 －



 

－ 304 －



 

 

表2 メトヘモグロビン量と症状の関係 

メトヘモグロビン量 症         状 

10％まで 全く無症状である 

10～25％ チアノーゼが現れるがほとんど無症状である 

25～35％ チアノーゼが著明になる 

35～40％ 運動により、頭痛、めまい、疲労、呼吸困難、頻脈等を起す  

40％以上 酸素欠乏症が出現する 

50～60％ 意識喪失、痙攣を起す 

60～75％以上 昏睡状態で生命の危険を招く 

 注） 1．筋労作等により生体の酸素消費が高まっているときは、より低濃度で症状が現れる。 

     安静を保っていると症状は軽い。 

    2．本表は、Patty編“Industrial Hygine and Toxicology”、Areana著“Poisoning” 

等を参考のうえ作表した。 

 

表３ 芳香族化合物のニトロ又はアミノ誘導体の尿中代謝産物 

ば く 露 物 質 尿  中  代  謝  産  物 

ニ ト ロ ベ ン ゼ ン パラ-アミノフェノール 

ジ ニ ト ロ ベ ン ゼ ン モノニトロアニリン 

ジ ニ ト ロ ク ロ ロ ベ ン ゼ ン モノニトロアニリン 

ト リ ニ ト ロ ト ル エ ン 2・6-ジニトロ-4-ヒドロキシアミノトルエンのグルクロナイド 

ア ニ リ ン パラ-アミノフェノール 

ベ ー タ - ナ フ チ ル ア ミ ン 2-アミノ-4-ナフトール及びナフトキノンイミン 

ア ル フ ァ - ナ フ チ ル ア ミ ン 不 変 

ト ル イ ジ ン トルイジンのモノ及びジアセチル化合物 

ジ ア ニ シ ジ ン ジアニシジンのモノ及びジアセチル化合物 

 注） その他 Diazotizable metabolites、グルクロナイドなども増加する。 
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基 発 第 4 8 9 号 

昭 和 3 6 年 5 月 2 9 日 

改 正  基 発 第 1 0 4 9 号 

各都道府県労働基準局長 殿                               昭 和 3 9 年 9 月 8 日 

 

労働省労働基準局長 

 

 

ニトログリコール中毒症の認定について 

 

最近、膠質又は粉状ダイナマイトの製造を行なう事業場において、ニトログリコール中毒と考え

られる労働者が多発しているが、当該中毒症及びこれによる死亡の業務上外の認定については下記

により取り扱われたい。 

なお、本件については、当該中毒の発生原因、他の疾病との鑑別診断等に関し更に検討を要する

点があるので、個々の事案について本通ちょうの基準により難いか又は判断が著しく困難な場合に

は具体的資料を添えて本省へ禀伺されたい。 

 

記 

 

1   ニトログリコールを取り扱い、あるいはそれらのガス蒸気若しくは粉じんに曝される業務(以

下単に業務という)に従事しているか又は当該業務を離れて後概ね数日以内の労働者(以下ニト

ログリコール作業者という)が、次の各号のいずれかに該当する症状を呈し、医学上療養が必要

であると認められる場合には、労働基準法施行規則別表第1の2第4号の規定に基づく労働省告示

第36号表中に掲げるニトログリコールによる疾病として取り扱うこととする。 

(1)  狭心症様発作を起し、次の自覚症状の全部又は一部及び他覚所見の全部又は一部の症状が認

められ、かつ、ニトログリコール以外の原因による器質的心臓疾患(心弁膜症、冠疾患、心筋

障害、心衷疾患)により発病したものでないこと。 

イ  自覚症状 

胸部圧迫感、胸内苦悶、四肢の脱力感又は冷感、頭痛、悪心、嘔吐等 

ロ  他覚所見 

脈搏及び血圧の異常、顔面蒼白又は紅潮、チアノーゼ、四肢末端の冷却、失神等 

(2)  次のイ、ロ又はハのいずれかの他覚所見が認められるものであって、現在又は作業に従事し

て以後の既往の期間において、心臓症状、又は四肢の末端(特に手指)のしびれ等の症状を呈し

たものであること。 

イ  血液1立方ミリメートル中赤血球数が常時男子400万個、女子350万個未満であるか、又は

全血比重が男子1,052、女子1,049未満であるか、若しくは血色素量が血液1デシリットル中

男子12.0グラム、女子10.5グラム未満であって、これらの貧血徴候が血液疾患、寄生虫症(十

二指腸虫等)若しくは出血(たとえば,消化管潰瘍,痔核等による)その他ニトログリコール以

外の原因によるものでないこと。 

ロ  ニトログリコール作業従事期間の経過中に低血圧(最大血圧100ミリメートル水銀柱以下

のものをいう)を呈したものであること。 

ハ  肝臓機能(色素排泄、蛋白代謝、胆汁色素代謝のうち2項目以上)に明らかに障害が認めら
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基 発 第 4 8 9 号 

昭 和 3 6 年 5 月 2 9 日 

改 正  基 発 第 1 0 4 9 号 

各都道府県労働基準局長 殿                               昭 和 3 9 年 9 月 8 日 

 

労働省労働基準局長 

 

 

ニトログリコール中毒症の認定について 

 

最近、膠質又は粉状ダイナマイトの製造を行なう事業場において、ニトログリコール中毒と考え

られる労働者が多発しているが、当該中毒症及びこれによる死亡の業務上外の認定については下記

により取り扱われたい。 

なお、本件については、当該中毒の発生原因、他の疾病との鑑別診断等に関し更に検討を要する

点があるので、個々の事案について本通ちょうの基準により難いか又は判断が著しく困難な場合に

は具体的資料を添えて本省へ禀伺されたい。 

 

記 

 

1   ニトログリコールを取り扱い、あるいはそれらのガス蒸気若しくは粉じんに曝される業務(以

下単に業務という)に従事しているか又は当該業務を離れて後概ね数日以内の労働者(以下ニト

ログリコール作業者という)が、次の各号のいずれかに該当する症状を呈し、医学上療養が必要

であると認められる場合には、労働基準法施行規則別表第1の2第4号の規定に基づく労働省告示

第36号表中に掲げるニトログリコールによる疾病として取り扱うこととする。 

(1)  狭心症様発作を起し、次の自覚症状の全部又は一部及び他覚所見の全部又は一部の症状が認

められ、かつ、ニトログリコール以外の原因による器質的心臓疾患(心弁膜症、冠疾患、心筋

障害、心衷疾患)により発病したものでないこと。 

イ  自覚症状 

胸部圧迫感、胸内苦悶、四肢の脱力感又は冷感、頭痛、悪心、嘔吐等 

ロ  他覚所見 

脈搏及び血圧の異常、顔面蒼白又は紅潮、チアノーゼ、四肢末端の冷却、失神等 

(2)  次のイ、ロ又はハのいずれかの他覚所見が認められるものであって、現在又は作業に従事し

て以後の既往の期間において、心臓症状、又は四肢の末端(特に手指)のしびれ等の症状を呈し

たものであること。 

イ  血液1立方ミリメートル中赤血球数が常時男子400万個、女子350万個未満であるか、又は

全血比重が男子1,052、女子1,049未満であるか、若しくは血色素量が血液1デシリットル中

男子12.0グラム、女子10.5グラム未満であって、これらの貧血徴候が血液疾患、寄生虫症(十

二指腸虫等)若しくは出血(たとえば,消化管潰瘍,痔核等による)その他ニトログリコール以

外の原因によるものでないこと。 

ロ  ニトログリコール作業従事期間の経過中に低血圧(最大血圧100ミリメートル水銀柱以下

のものをいう)を呈したものであること。 

ハ  肝臓機能(色素排泄、蛋白代謝、胆汁色素代謝のうち2項目以上)に明らかに障害が認めら

れるものであって、この徴候の原因が流行性肝炎、胆石症、その他ニトログリコール以外の

原因によるものでないこと。 

2   ニトログリコール作業者が死亡した場合、次のいずれかに該当することが医学的に認められる

ものについては業務上として取り扱うこととする。 

(1)  前項の(1)の事由によって死亡したものであること。 

(2)  死体解剖所見によりニトログリコール中毒によるものと認められるものであること。 

3   前各項の認定に当っては次の諸点に留意すること。 

(1)  第1項の(1)の狭心症様発作は、休日明けの日(主として作業前)又は休日に起こすことが多い

こと。 

(2)  第1項の(2)の心臓症状とは、胸部緊迫感、胸部圧迫感、胸部異和感、心悸亢進等の自覚症状

をいうこと。 

(3)  ニトログリコール中毒による死亡の場合には、通常既往(当該業務に従事後)に類似の発作を

経験していることが多いこと。 

(4)  ニトログリコール作業者が狭心症様発作を起こし死亡した場合においても、必ずしも業務と

の因果関係が判明しないものがあるから、できるだけ死体解剖を行なわせ、これによって判定

するよう配意すること。 

なお、死体解剖を行なうに当ってはニトログリコール中毒では次の所見がみられることが多

いので、少くともこれらの所見の有無に留意すること。 

イ  心筋における乏酸素性変化 

(心筋空泡変性、横バンド形成、うつ血、浮腫、出血、間質結合組織の増殖) 

ロ  肝細胞における空泡形成、脂肪化、うつ血、出血 

ハ  造血臓器(脾、骨ずい)における血鉄症 

(5)  第1項の(2)、イにいう「常時」とは、日を改めて数日以内に2回以上測定した値に大きな差

を認めないものをいう。 

ただし、赤血球については、同時に貧血に関する他の数項目を測定した場合それらに一定の

傾向があったときはこの限りではない。 

なお、採血は空腹時に行なうものとする。 
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事 務 連 絡 

昭 和 4 6 年 2 月 5 日 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局補償課長 

 

 

カドミウム合金又はその化合物による中毒の認定について 

 

最近、製錬、メッキ関係事業場労働者のカドミウム中毒が問題となり、これが労災補償について

は、先に昭和46年2月3日付け基発第89号により通達されたところであるが、個別事案の業務上外の

認定にあたっては、下記により取り扱うこととされたい。 

 

記 

 昭和45年8月7日付け基発第572号、別表第1の健康診断対象業務番号29により、「カドミウム又は

その化合物の蒸気若しくは粉じんを発散する場所における業務」に従事する労働者の特殊健康診断

の実施およびその結果に基づく健康管理について通達されているが、同通達の健康管理区分の管理C

の基準に該当すると認められる者は、おおむね労働基準法施行規則別表第1の2第4号に基づく労働省

告示第36号表中に掲げるカドミウム及びその化合物による疾病と認められる者である。 

 しかしながら、本疾病に関しては、現在まで発症事例も少なく、なお、慎重に判断する必要があ

るので、個別事案が発生した場合には、当分の間、具体的資料を添えて本省にりん伺されたい。 
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事 務 連 絡 

昭 和 4 6 年 2 月 5 日 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局補償課長 

 

 

カドミウム合金又はその化合物による中毒の認定について 

 

最近、製錬、メッキ関係事業場労働者のカドミウム中毒が問題となり、これが労災補償について

は、先に昭和46年2月3日付け基発第89号により通達されたところであるが、個別事案の業務上外の

認定にあたっては、下記により取り扱うこととされたい。 

 

記 

 昭和45年8月7日付け基発第572号、別表第1の健康診断対象業務番号29により、「カドミウム又は

その化合物の蒸気若しくは粉じんを発散する場所における業務」に従事する労働者の特殊健康診断

の実施およびその結果に基づく健康管理について通達されているが、同通達の健康管理区分の管理C

の基準に該当すると認められる者は、おおむね労働基準法施行規則別表第1の2第4号に基づく労働省

告示第36号表中に掲げるカドミウム及びその化合物による疾病と認められる者である。 

 しかしながら、本疾病に関しては、現在まで発症事例も少なく、なお、慎重に判断する必要があ

るので、個別事案が発生した場合には、当分の間、具体的資料を添えて本省にりん伺されたい。 

基 発 第 5 5 6 号 

昭 和 5 1 年 7 月 2 9 日 

改 正 基 発 1 0 0 1 第 8 号 

平 成 2 5 年 1 0 月 1 日 

 

都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

塩化ビニルばく露作業従事労働者に生じた疾病の業務上外の認定について 

 

標記については,さきに昭和50年9月11日付け基発第534号「塩化ビニルによる障害の防止及び労

災補償の取扱いについて」をもって指示したところであるが,その後本省において「塩化ビニル障害

に関する専門家会議」を設け,塩化ビニルモノマーによる健康障害全般について検討を行ってきたと

ころである。 

今般,同専門家会議からその検討結果をとりまとめ別添の報告書が提出されたので,これに基づ

き塩化ビニルによる疾病にかかる労災認定については,今後,下記により取り扱うこととしたので事

務処理に遺漏のないようにされたい。 

なお,この通達により業務起因性が認められる疾病のうち肝血管肉腫については、労働基準法施

行規則別表１の２第７号10、肝血管肉腫以外の疾病については同別表第4号の規定に基づく労働省告

示第36号表中に掲げる塩化ビニルによる疾病に該当するものとして取り扱い,この通達により判断

することが困難な事案については関係資料を添えて本省にりん伺されたい。 

 

記 

 

第1   塩化ビニルによる健康障害について 

塩化ビニルモノマー(以下単に「塩化ビニル」という。)重合工程等において塩化ビニルにば

く露する作業に従事した労働者に発生した疾病の主なものは以下のとおりである。 

1   急性ばく露による障害 

めまい,羞明,吐気,見当識障害等の自他覚症状を伴う中毒症状のほか,急性の高濃度ばく露

による中毒症状としては重症の不整脈,虚脱,意識喪失,あるいは死亡に至った例がある。 

2   慢性ばく露による障害 

長期反覆ばく露による障害としては,以下に掲げるものが知られている。 

(1)  肝血管肉腫 

(2)  次のものを伴う肝脾症候群(上記(1)を除く。) 

イ  肝脾腫 

ロ  食道及び胃の静脈瘤 

ハ  門脈圧亢進 

ニ  血小板減少等 

(3)  指端骨溶解(レイノー様現象を伴うことがある。) 

(4)  強皮症様皮膚病変(レイノー様現象を伴うことがある。) 
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第2   塩化ビニルばく露作業従事労働者に発生した疾病の業務上外の認定について 

1   悪性腫瘍の取扱い 

(1)  肝血管肉腫 

塩化ビニルばく露作業従事労働者に発生した肝血管肉腫であって,次のイおよびロのいず

れの要件をも満たすものについては,労働基準法施行規則別表第1の2第7号10に掲げる疾病

に該当するものとして取り扱うこと。 

イ  塩化ビニル重合工程における塩化ビニルばく露作業従事歴が4年以上の者に発生したも

のであること。 

ロ  原発性のものであること。 

ただし,肝血管肉腫についてはその発生と塩化ビニルへのばく露との関連について専門

的検討を加える必要があるので,当分の間,作業内容,従事期間,ばく露した化合物の種類,

ばく露の程度,症状(病理組織学的検査,剖検等の所見を含む。)等を調査のうえ本省にりん

伺すること。 

(2)  上記(1)以外の悪性腫瘍 

塩化ビニルばく露作業従事労働者に発生した悪性腫瘍のうち,肝血管肉腫以外の腫瘍につ

いては,現時点ではその発生と塩化ビニルへのばく露との関連が必ずしも明らかでなく,

個々の事案について慎重な検討を要するので,作業内容,従事期間,ばく露した化合物の種

類,ばく露の程度,症状(病理組織学的検査,剖検等の所見を含む。)等を調査のうえ本省にり

ん伺すること。 

2   肝脾症候群(上記1の悪性腫瘍を除く。)の取扱い 

塩化ビニルばく露作業従事労働者に発生した肝脾症候群については,前記第1-2-(2)に掲げ

る症状を伴うことがあるほかは慢性ウイルス性肝炎,アルコール性肝炎又は肝硬変に伴う肝脾

症候群との鑑別が困難であり,その発生と塩化ビニルへのばく露との関連について専門的検討

を加える必要があるので,作業内容,従事期間,ばく露した化合物の種類,ばく露の程度,症状

(肝機能検査,血液検査等の臨床検査,病理組織学的検査,剖検等の所見を含む。)等を調査のう

え本省にりん伺すること。 

なお,専門家会議中間報告書では,肝脾症候群にかかる臨床診断については,検査設備の整っ

た基幹病院で肝機能検査・末梢血液検査,上部消化管レントゲン検査・肝脾シンチグラム等及

び必要な場合には本人の希望により又は同意を得たうえで腹腔鏡検査・肝生検・選択的動脈撮

影等を段階的に実施することが望ましいとされているが,労災保険の給付請求にかかる事案の

処理についてとくに留意すること。 

3   上記1及び2以外の疾病の取扱い 

塩化ビニルばく露作業従事労働者に発生した疾病のうち,次の(1)から(3)までに該当するも

のであって,医学上療養を必要とするものについては,当該業務以外の原因によるものと判断

される場合を除き,労働基準法施行規則別表第1の2第4号の規定に基づく労働省告示第36号表

中に掲げる塩化ビニルによる疾病として取り扱うこと(ここでいう「塩化ビニルばく露作業」

とは,作業環境が大幅に改善されるよりも以前のばく露条件下における作業と同程度のものを

いい,作業環境が昭和50年6月2日付け基発第348号通達で示されている管理濃度以下に改善さ

れた後においては一般に下記のような疾病は発生しにくいものである。)。 

(1)  指端骨溶解 

(2)  強皮症様皮膚病変 
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え本省にりん伺すること。 

なお,専門家会議中間報告書では,肝脾症候群にかかる臨床診断については,検査設備の整っ

た基幹病院で肝機能検査・末梢血液検査,上部消化管レントゲン検査・肝脾シンチグラム等及

び必要な場合には本人の希望により又は同意を得たうえで腹腔鏡検査・肝生検・選択的動脈撮

影等を段階的に実施することが望ましいとされているが,労災保険の給付請求にかかる事案の

処理についてとくに留意すること。 

3   上記1及び2以外の疾病の取扱い 

塩化ビニルばく露作業従事労働者に発生した疾病のうち,次の(1)から(3)までに該当するも

のであって,医学上療養を必要とするものについては,当該業務以外の原因によるものと判断

される場合を除き,労働基準法施行規則別表第1の2第4号の規定に基づく労働省告示第36号表

中に掲げる塩化ビニルによる疾病として取り扱うこと(ここでいう「塩化ビニルばく露作業」

とは,作業環境が大幅に改善されるよりも以前のばく露条件下における作業と同程度のものを

いい,作業環境が昭和50年6月2日付け基発第348号通達で示されている管理濃度以下に改善さ

れた後においては一般に下記のような疾病は発生しにくいものである。)。 

(1)  指端骨溶解 

(2)  強皮症様皮膚病変 

(3)  急性ばく露による障害(前記第1の1) 

なお,指端骨溶解については,症状が固定している場合は「障害等級認定基準」(昭和50年9

月30日付け基発第565号)により取り扱うこととなる。 
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基 発 第 6 4 0 号 

昭 和 5 7 年 9 月 2 7 日 

                                改 正 基 発 0 1 1 8 第 ８ 号  

令 和 ５ 年 １ 月 1 8 日 

 

 

各都道府県労働基準局長 殿 

 

労働省労働基準局長 

 

 

タール様物質による疾病の認定基準について 

 

標記について,今般,下記のとおり定めたので,タール様物質にばく露する作業に従事した労働者

に発症した疾病については,今後,これより処理されたい。 

なお,本通達は「タール様物質とがんの検討に関する専門家会議」において,先般取りまとめられ

た結論を参考として定めたものである。 

おって,本通達の解説部分は,認定基準の細目を示したものであるから,本文と一体のものとして

取り扱われるべきものである。 

 

記 

 

第1.  がんについて 

1   肺がん 

(1)  製鉄用コークス又は製鉄用発生炉ガスを製造する工程における業務のうち,コークス炉上

若しくはコークス炉側又はガス発生炉上において行う業務に従事した労働者に発症した肺

がんであって,次のイ及びロのいずれの要件をも満たすものは,労働基準法施行規則別表第1

の2(以下「別表第1の2」という。)第7号18に該当する疾病として取り扱うこと。 

イ  上記の業務に5年以上従事した労働者に発症したものであること。 

ロ  原発性のものであること。 

(2)  上記(1)の業務の従事歴が5年未満の労働者又は上記(1)の業務以外の業務であって,その

作業条件(炉の型式,炉温,タール様物質の気中濃度,作業従事歴等)からみて,上記(1)の業務

に匹敵するようなタール様物質へのばく露が認められるものに従事した労働者に発症した

原発性の肺がんについては,当分の間,関係資料を添えて本省にりん伺すること。 

2   皮膚がん 

タール様物質にばく露する業務に従事した労働者に発症した皮膚がんであって,次のイ及ロ

のいずれの要件をも満たすものは,別表第1の2第7号22に該当する疾病として取り扱うこと。た

だし,皮膚がんについては,その発症とタール様物質へのばく露との関連について専門的検討

を加える必要があるので,当分の間,作業内容,従事期間,ばく露した物質の種類,タール様物質

へのばく露の程度,日光へのばく露の程度,症状(病理組織学的検査等による皮膚の所見を含

む。)等を調査のうえ本省にりん伺すること。 

イ  タール様物質にばく露する業務に相当期間従事した労働者に発症したものであること。 
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だし,皮膚がんについては,その発症とタール様物質へのばく露との関連について専門的検討

を加える必要があるので,当分の間,作業内容,従事期間,ばく露した物質の種類,タール様物質

へのばく露の程度,日光へのばく露の程度,症状(病理組織学的検査等による皮膚の所見を含
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イ  タール様物質にばく露する業務に相当期間従事した労働者に発症したものであること。 

ロ  皮膚に原発した上皮性のものであること。 

第1.  皮膚がん以外の皮膚障害について 

タール様物質にばく露する業務に相当期間従事した労働者に発症した次の皮膚障害で,医

学上療養を必要とすると認められ,かつ,それが当該業務以外の原因によるものでないと判

断されるものについては,別表第1の2第4号3に該当する疾病として取り扱うこと。 

イ  接触皮膚炎 

ロ  光過敏性皮膚炎 

ハ  皮膚色素異常 

ニ  挫瘡様皮疹 

ホ  限局性毛細血管拡張症 

ヘ  腫瘍性病変(悪性腫瘍を除く。) 

(解説) 

1   タール様物質について 

「タール」とは,本来,石炭,木材等の固状有機物質を乾留する際に生じる褐色ないし黒色

の粘稠性液体をいうが,この認定基準においては,コールタール,木タール,石油タール様物

質(石油又はその留分である軽油,ナフサ等を熱分解し,これを蒸留したときに残油として得

られる黄褐色ないし黒色の粘稠性極体),コールタールピッチ,石油ピッチ(アルファルト)等

を「タール様物質」と総称する。このタール様物質は,多環式芳香族炭化水素を多種類含有す

る混合物である。 

2   タール様物質にばく露する作業場について 

(1)  労働者がタール様物質にばく露する作業場は,タール様物質の発生を伴う作業場,ター

ル様物質を製造し若しくは加工する作業場又はタール様物質若しくはその加工品を使用

する作業場に大別することができる。タール様物質の発生を伴う主な作業場としては,

コークス炉及びガス発生炉(ただし,現在,我が国においてはガス発生炉は使われていな

い。)があり,タール様物質を製造し又は加工する作業場としては,タール蒸留所,タール加

工工場等がある。また,タール様物質又はその加工品を使用する作業場には,種々のものが

あり,その主なものとして,ピッチコークス製造工場,アルミニウム精錬工場,電極製造工

場,カーボンブラック製造工場,鋳物砂を配合する鋳物工場,鋼管等の防蝕塗装,木材防腐,

屋根等の防水・防蝕塗装,船舶塗装,道路舗装等を行う作業場,耐火煉瓦製造工場,煉炭製造

工場,コークス原料炭製造工場等がある。このうち,高濃度のタール様物質にばく露する作

業場としては,コークス炉,ガス発生炉,ピッチコークス炉,アルミニウム精錬工場等があ

る。 

(2)  コースク炉作業であっても炉上作業とそれ以外の作業とでは,タール様物質にばく露す

る程度が異なるように,同一作業場でも職種により,また,作業環境の改善等により,その

ばく露量が異なることから,作業内容,作業従事時期等の詳細な検討が必要である。 

3   がんについて 

(1)  がんの量 反応関係 

イ  タール様物質による肺がん発症の超過危険度(excess risk)は,製鉄用コークスは製

鉄用発生炉ガスを製造する業務のうち, 

①コースク炉上作業又はガス発生炉上作業,②コークス炉上及び同炉側の両方で行う

作業,③コークス炉側作業 

の順で高く,また,作業従事年数については,5年以上の者に危険度が高いことが認め
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られている。 

このことから,タール様物質へのばく露と肺がん発症との間には量-反応関係の存在

が推定されている。 

ロ  皮膚がんの発症について,その量-反応関係を示すことは現段階では困難である。 

(2)  肺がん 

イ  肺がんについては,原発性のものであることが必要であるので,原発性のものである

か,転移性のものであるかの鑑別に留意しなければならない。 

ロ  タール様物質による肺がんについては,その臨床像及び組織所見に関して,非職業性

の肺がんとの間に差異を見い出せない。ただし,ガス斑が存在する皮膚の所見は,タール

様物質へのばく露を裏付けるよい指標となるものである。 

(3)  皮膚がん 

イ  皮膚がんが発症するおそれのある主な作業場としては,タール蒸留所,錬炭製造工場,

コークスガス製造工場等がある。 

ロ  皮膚がんは,病理組織学的には,棘細胞がんが多いが,ボーエン病の組織型もあり,ま

た,まれには基底細胞がんもみられることがある。その発症部位は,作業工程,取扱い物

質の性状,作業衣の汚染の状態,労働者の生活習慣等にも関係するが,一般に顔面,頸部,

上肢(特に前腕)及び陰のうに好発し,当該部位にはタール様物質による多様な皮膚病変

が共存することが多い。 

ハ  皮膚がんの発症に影響を与える要因としては,気中のタール様物質の濃度,ばく露期

間,皮膚露出の状態,作業衣の汚染の状態,タール様物質の直接取扱い量,日光へのばく

露の程度等が挙げられる。 

ニ  性,年齢,人種等の生理的素因,遺伝的素因等も皮膚がんの発症に影響を与えるほか,

熱傷瘢痕等の先行性病変上に皮膚がんが発症することも多い。 

4   皮膚がん以外の皮膚障害について 

タール様物質にばく露した労働者の皮膚病変には,接触皮膚炎,光過敏性皮膚炎等の急性

又は炎症性病変,黒皮症等の皮膚色素異常,毛包炎,挫瘡等の毛包脂腺系の病変,皮膚毛細血

管の病変等のほか,腫瘍性病変がある。タール様物質への長期間にわたる反覆ばく露によっ

て,これらの皮膚病変が共存し又は消長しつつ,皮膚萎縮,網状色素沈着又は色素脱失,毛細

血管拡張,角化等を伴い,多彩な特徴ある皮膚症状を呈するようになる。また長期間のばく露

によっては,疣贅(ゆうぜい)の発症をみることがある。 

(1)  接触皮膚炎 

イ  タール様物質は,一次刺激性の接触皮膚炎を,また,これにはアレルギー性の接触皮膚

炎を起こすことがある。 

ロ  接触皮膚斑の臨床所見は,紅斑,腫脹及び水疱を主とする。病理組織学的所見として

は,表皮,特に表皮有棘層の細胞間浮腫又は細胞内浮腫がみられ,時に水疱形成をみるに

至り,真皮上層又は乳頭下の血管の拡張が認められる。真皮層には好中球又はリンパ球

の浸潤がみられる。 

ハ  慢性の接触皮膚炎では,表皮が肥厚し,表皮突起が肥大延長したアカントーシスの所

見がみられる。また,若干の微少な水疱の形成が亜急性期にみられることがあるが,慢性

の病変ではこれを欠くことが多い。真皮層上部には,リンパ球が多く,組織球,好酸球等

が認められることがあるが,これらの浸潤は,一般に血管周囲に著明である。さらに,毛

細血管の数が増加し,小動脈壁はしばしば肥厚している。 
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られている。 

このことから,タール様物質へのばく露と肺がん発症との間には量-反応関係の存在

が推定されている。 

ロ  皮膚がんの発症について,その量-反応関係を示すことは現段階では困難である。 

(2)  肺がん 

イ  肺がんについては,原発性のものであることが必要であるので,原発性のものである

か,転移性のものであるかの鑑別に留意しなければならない。 

ロ  タール様物質による肺がんについては,その臨床像及び組織所見に関して,非職業性

の肺がんとの間に差異を見い出せない。ただし,ガス斑が存在する皮膚の所見は,タール

様物質へのばく露を裏付けるよい指標となるものである。 

(3)  皮膚がん 

イ  皮膚がんが発症するおそれのある主な作業場としては,タール蒸留所,錬炭製造工場,

コークスガス製造工場等がある。 

ロ  皮膚がんは,病理組織学的には,棘細胞がんが多いが,ボーエン病の組織型もあり,ま

た,まれには基底細胞がんもみられることがある。その発症部位は,作業工程,取扱い物

質の性状,作業衣の汚染の状態,労働者の生活習慣等にも関係するが,一般に顔面,頸部,

上肢(特に前腕)及び陰のうに好発し,当該部位にはタール様物質による多様な皮膚病変

が共存することが多い。 

ハ  皮膚がんの発症に影響を与える要因としては,気中のタール様物質の濃度,ばく露期

間,皮膚露出の状態,作業衣の汚染の状態,タール様物質の直接取扱い量,日光へのばく

露の程度等が挙げられる。 

ニ  性,年齢,人種等の生理的素因,遺伝的素因等も皮膚がんの発症に影響を与えるほか,

熱傷瘢痕等の先行性病変上に皮膚がんが発症することも多い。 

4   皮膚がん以外の皮膚障害について 

タール様物質にばく露した労働者の皮膚病変には,接触皮膚炎,光過敏性皮膚炎等の急性

又は炎症性病変,黒皮症等の皮膚色素異常,毛包炎,挫瘡等の毛包脂腺系の病変,皮膚毛細血

管の病変等のほか,腫瘍性病変がある。タール様物質への長期間にわたる反覆ばく露によっ

て,これらの皮膚病変が共存し又は消長しつつ,皮膚萎縮,網状色素沈着又は色素脱失,毛細

血管拡張,角化等を伴い,多彩な特徴ある皮膚症状を呈するようになる。また長期間のばく露

によっては,疣贅(ゆうぜい)の発症をみることがある。 

(1)  接触皮膚炎 

イ  タール様物質は,一次刺激性の接触皮膚炎を,また,これにはアレルギー性の接触皮膚

炎を起こすことがある。 

ロ  接触皮膚斑の臨床所見は,紅斑,腫脹及び水疱を主とする。病理組織学的所見として

は,表皮,特に表皮有棘層の細胞間浮腫又は細胞内浮腫がみられ,時に水疱形成をみるに

至り,真皮上層又は乳頭下の血管の拡張が認められる。真皮層には好中球又はリンパ球

の浸潤がみられる。 

ハ  慢性の接触皮膚炎では,表皮が肥厚し,表皮突起が肥大延長したアカントーシスの所

見がみられる。また,若干の微少な水疱の形成が亜急性期にみられることがあるが,慢性

の病変ではこれを欠くことが多い。真皮層上部には,リンパ球が多く,組織球,好酸球等

が認められることがあるが,これらの浸潤は,一般に血管周囲に著明である。さらに,毛

細血管の数が増加し,小動脈壁はしばしば肥厚している。 

(2)  光過敏性皮膚炎 

イ  アントラセン,アクリジス等光化学的活性物質を組成分に持つタール様物質にばく露

した労働者の皮膚は,日光の照射により光過敏性皮膚炎を来たす。その発生機序は,主と

して光毒性反応と考えられる。 

ロ  光過敏性皮膚炎の症状としては,日光の照射部位の灼熱感,紅斑又は腫脹がらられ,は

なはだしい場合には,水疱の形成等がみられる。日光の照射から離脱すれば,症状は数日

で消退し,表皮剥脱,落屑等を経て治ゆする。しかし,多くは同様の症状を反覆し,次第に

皮膚メラニンの増生を伴い,炎症の消退後にも色素沈着が残る。 

ハ  病理組織学的所見は,接触皮膚炎のそれと同様であり,所見上両者の鑑別は困難であ

る。ただ,光過敏性皮膚炎の発症部位は,顔面,手,頸部,背部等の日光の照射を受ける程

度が高い露出部位に著明である。また,皮膚のみならず,眼の結膜・角膜に色素沈着や炎

症をみることがある。 

(3)  皮膚色素異常 

イ  日光による皮膚の紅斑は,タール様物質の光力学的活性物質によって皮膚が増感され

て著明となるものであるが,タール様物質による皮膚色素沈着は,顔面,頸部,上腕等露

出部位の日焼け様の急性色素沈着と皮膚の斑状の毛細血管拡張,角化,挫瘡様皮疹,多形

皮膚異常症等に伴う慢性色素沈着とに大別される。 

ロ  日光が角質層,メラニン顆粒を持つ有棘層及び基底層を透過して真皮に達すると,日

光による皮膚障害が発生するが,タール様物質による黒皮症は,日光の反覆作用を受け

ることにより,表皮の角質は更に肥厚し,メラニン増生が著明となり,びまん性の色素沈

着をきたした特徴ある病像を呈するものをいい,ばく露開始後5～6年で発症する例が多

い。 

更に皮膚障害が強いときは,メラサイトがメラニン生合成を中止し又は細胞が破壊さ

れて,点状白斑(色素脱失)をみることがある。 

(4)  挫瘡様皮疹 

イ  タール様物質は,毛孔を閉塞し,その結果,毛包角化,毛包炎又は面皰を形成し,一部は

皮脂に溶けて脂腺を刺激し,挫瘡を形成するが,時には,毛包のう腫又は粉瘤がみられる

ことがある。これら挫瘡様皮疹は,ばく露開始後1ヵ月以上経って発症すでが,その発症

部位は,ばく露条件及び皮膚の脂腺の分布と関連し,顔面,頸部,胸部,背部等に多く,ま

た,陰のうにもしばしば認められる。 

ロ  病理組織学的には,毛孔の角栓,角質の増殖肥厚又は毛包脂腺の腫大拡張若しくは萎

縮がみられるが,毛包周囲又は真皮層の円形細胞浸潤等炎症性反応の所見は比較的少な

い。 

(5)  限局性毛細血管拡張症 

イ  タール様物質の高温分留物の蒸気に反覆ばく露した労働者の上肘,頸部,胸部,背部等

に撒布性に発症するバラ疹様の皮疹がみられることがある。これが,通称「ガス斑」とい

われる限局毛細血管拡張症で,ばく露開始後おおむね5年で発症する例が多い。 

ロ  この限局性毛細血管拡張症は,豌豆大まれに雀卵大の大小不同,不整形の境界明瞭な

バラ疹様の皮疹であり,一般に皮膚面から隆起せず,硝子圧によって退色し,自覚的苦痛

を認めない。拡大鏡によって周辺の密な毛細血管拡張像が観察されることが多いが,肝

硬変等にしばしばみられるクモ状血管腫とは異なり,その配列は放射状ではなく,中心

の紅点もみられない。また,高熱作業によって起こる顔面(特に頬部及び眉間)頸部,前胸
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部等における肝斑様のび慢性毛細血管拡張が併存することもある。 

ハ  病理組織学的には,表皮乳頭層,特に毛包脂腺の周囲に毛細血管の著明な拡張及び新

生並びに軽度の細胞浸潤が認められるが,その程度は,初期には血管拡張を主変化とし,

晩期には毛包脂腺の萎縮が著明になる等症期によって異なる。 

(6)  腫瘍性病変(悪性腫瘍を除く。) 

イ  ばく露開始後約1年以上を経て,乳頭腫を手背,前腕,顔面,頸部,陰のう等にみること

があるが,これには尋常性疣贅と同様な形状のものから,鼻周辺に好発する円錐形ない

し半円形に隆起してやや硬い典型的なピッチ疣贅と称せられる疣贅,顔,特に眼瞼等に

好発する軟らかい乳頭腫等種々の形態のものがある。 

ロ  タール様物質へのばく露によるピッチ疣贅とは,病理学的にはケラトアカントーマで

ある。これは,顔面,特に眼,鼻周囲,耳,手背等に小丘疹として発し,急速に大きくなる

が,大きさはほぼ2cm以下で,中央が陥凹し,表面が角化した腫瘍である。組織学的には異

常角化もあって棘細胞がんと鑑別を要することも多い。しばしば自然退縮し,予後がよ

いので,一般的には良性腫瘍に入れられる。 
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部等における肝斑様のび慢性毛細血管拡張が併存することもある。 

ハ  病理組織学的には,表皮乳頭層,特に毛包脂腺の周囲に毛細血管の著明な拡張及び新

生並びに軽度の細胞浸潤が認められるが,その程度は,初期には血管拡張を主変化とし,

晩期には毛包脂腺の萎縮が著明になる等症期によって異なる。 

(6)  腫瘍性病変(悪性腫瘍を除く。) 

イ  ばく露開始後約1年以上を経て,乳頭腫を手背,前腕,顔面,頸部,陰のう等にみること

があるが,これには尋常性疣贅と同様な形状のものから,鼻周辺に好発する円錐形ない

し半円形に隆起してやや硬い典型的なピッチ疣贅と称せられる疣贅,顔,特に眼瞼等に

好発する軟らかい乳頭腫等種々の形態のものがある。 

ロ  タール様物質へのばく露によるピッチ疣贅とは,病理学的にはケラトアカントーマで

ある。これは,顔面,特に眼,鼻周囲,耳,手背等に小丘疹として発し,急速に大きくなる

が,大きさはほぼ2cm以下で,中央が陥凹し,表面が角化した腫瘍である。組織学的には異

常角化もあって棘細胞がんと鑑別を要することも多い。しばしば自然退縮し,予後がよ

いので,一般的には良性腫瘍に入れられる。 
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基発 第２号

平成 年３月 日

改 正 基発 第８号

平成 年 月１日

改 正 基発 第１号

令和５年３月１日

都道府県労働局長 殿

厚生労働省労働基準局長

（公印省略）

石綿による疾病の認定基準について

石綿による疾病の認定基準については、平成 年 月 日付け基発第

号（以下「平成 年通達」という。）により指示してきたところであるが、今般、

「石綿による疾病の認定基準に関する検討会」の検討結果を踏まえ、下記のとお

り認定基準を改正したので、今後は本認定基準に基づき業務上外を判断されたい。

なお、本通達の施行に伴い、平成 年通達及び平成 年 月 日付け基発第

号「特別遺族給付金に係る対象疾病の認定について」は廃止する。

記

第１ 石綿による疾病と石綿ばく露作業

１ 石綿による疾病

石綿との関連が明らかな疾病としては、次のものがある。

石綿肺

肺がん

中皮腫

良性石綿胸水

びまん性胸膜肥厚

２ 石綿ばく露作業
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石綿ばく露作業とは、次に掲げる作業をいう。

石綿鉱山又はその附属施設において行う石綿を含有する鉱石又は岩石の採

掘、搬出又は粉砕その他石綿の精製に関連する作業

倉庫内等における石綿原料等の袋詰め又は運搬作業

次のアからオまでに掲げる石綿製品の製造工程における作業

ア 石綿糸、石綿布等の石綿紡織製品

イ 石綿セメント又はこれを原料として製造される石綿スレート、石綿高圧管、

石綿円筒等のセメント製品

ウ ボイラーの被覆、船舶用隔壁のライニング、内燃機関のジョイントシーリ

ング、ガスケット（パッキング）等に用いられる耐熱性石綿製品

エ 自動車、捲揚機等のブレーキライニング等の耐摩耗性石綿製品

オ 電気絶縁性、保温性、耐酸性等の性質を有する石綿紙、石綿フェルト等の

石綿製品（電線絶縁紙、保温材、耐酸建材等に用いられている。）又は電解

隔膜、タイル、プラスター等の充填剤、塗料等の石綿を含有する製品

石綿の吹付け作業

耐熱性の石綿製品を用いて行う断熱若しくは保温のための被覆又はその補修

作業

石綿製品の切断等の加工作業

石綿製品が被覆材又は建材として用いられている建物、その附属施設等の補

修又は解体作業

石綿製品が用いられている船舶又は車両の補修又は解体作業

石綿を不純物として含有する鉱物（タルク（滑石）等）等の取扱い作業

から までに掲げるもののほか、これらの作業と同程度以上に石綿粉じ

んのばく露を受ける作業

から までの作業の周辺等において、間接的なばく露を受ける作業

第２ 認定要件

１ 石綿肺（石綿肺合併症を含む。）

石綿ばく露作業（第１の２の から までに掲げる作業をいう。以下同じ。）

に従事しているか又は従事したことのある労働者（労働者災害補償保険法（昭和

年法律第 号）第 条に規定する特別加入者を含む。以下「石綿ばく露労働

者」という。）に発生した疾病であって、じん肺法（昭和 年法律第 号）第

４条第２項に規定するじん肺管理区分が管理４に該当する石綿肺又は石綿肺に合

併したじん肺法施行規則（昭和 年労働省令第６号）第１条第１号から第５号ま

でに掲げる疾病（じん肺管理区分が管理４の者に合併した場合も含む。）は、労

働基準法施行規則（昭和 年厚生省令第 号）別表第１の２（以下「別表第１

の２」という。）第５号に該当する業務上の疾病として取り扱うこと。

２ 肺がん
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石綿ばく露作業とは、次に掲げる作業をいう。

石綿鉱山又はその附属施設において行う石綿を含有する鉱石又は岩石の採

掘、搬出又は粉砕その他石綿の精製に関連する作業

倉庫内等における石綿原料等の袋詰め又は運搬作業

次のアからオまでに掲げる石綿製品の製造工程における作業

ア 石綿糸、石綿布等の石綿紡織製品

イ 石綿セメント又はこれを原料として製造される石綿スレート、石綿高圧管、

石綿円筒等のセメント製品

ウ ボイラーの被覆、船舶用隔壁のライニング、内燃機関のジョイントシーリ

ング、ガスケット（パッキング）等に用いられる耐熱性石綿製品

エ 自動車、捲揚機等のブレーキライニング等の耐摩耗性石綿製品

オ 電気絶縁性、保温性、耐酸性等の性質を有する石綿紙、石綿フェルト等の

石綿製品（電線絶縁紙、保温材、耐酸建材等に用いられている。）又は電解

隔膜、タイル、プラスター等の充填剤、塗料等の石綿を含有する製品

石綿の吹付け作業

耐熱性の石綿製品を用いて行う断熱若しくは保温のための被覆又はその補修

作業

石綿製品の切断等の加工作業

石綿製品が被覆材又は建材として用いられている建物、その附属施設等の補

修又は解体作業

石綿製品が用いられている船舶又は車両の補修又は解体作業

石綿を不純物として含有する鉱物（タルク（滑石）等）等の取扱い作業

から までに掲げるもののほか、これらの作業と同程度以上に石綿粉じ

んのばく露を受ける作業

から までの作業の周辺等において、間接的なばく露を受ける作業

第２ 認定要件

１ 石綿肺（石綿肺合併症を含む。）

石綿ばく露作業（第１の２の から までに掲げる作業をいう。以下同じ。）

に従事しているか又は従事したことのある労働者（労働者災害補償保険法（昭和

年法律第 号）第 条に規定する特別加入者を含む。以下「石綿ばく露労働

者」という。）に発生した疾病であって、じん肺法（昭和 年法律第 号）第

４条第２項に規定するじん肺管理区分が管理４に該当する石綿肺又は石綿肺に合

併したじん肺法施行規則（昭和 年労働省令第６号）第１条第１号から第５号ま

でに掲げる疾病（じん肺管理区分が管理４の者に合併した場合も含む。）は、労

働基準法施行規則（昭和 年厚生省令第 号）別表第１の２（以下「別表第１

の２」という。）第５号に該当する業務上の疾病として取り扱うこと。

２ 肺がん

 

石綿ばく露労働者に発症した原発性肺がんであって、次の から までのい

ずれかに該当するものは、最初の石綿ばく露作業（労働者として従事したものに

限らない。）を開始したときから 年未満で発症したものを除き、別表第１の２

第７号８に該当する業務上の疾病として取り扱うこと。

石綿肺の所見が得られていること（じん肺法に定める胸部エックス線写真の

像が第１型以上であるものに限る。以下同じ。）。

胸部エックス線検査、胸部ＣＴ検査等により、胸膜プラークが認められ、か

つ、石綿ばく露作業への従事期間（石綿ばく露労働者としての従事期間に限る。

以下同じ。）が 年以上あること。ただし、第１の２の の作業に係る従事

期間の算定において、平成８年以降の従事期間は、実際の従事期間の１／２と

する。

次のアからオまでのいずれかの所見が得られ、かつ、石綿ばく露作業への従

事期間が１年以上あること。

ア 乾燥肺重量 当たり 本以上の石綿小体

イ 乾燥肺重量 当たり 万本以上の石綿繊維（ μｍ超）

ウ 乾燥肺重量 当たり 万本以上の石綿繊維（ μｍ超）

エ 気管支肺胞洗浄液 中５本以上の石綿小体

オ 肺組織切片中の石綿小体又は石綿繊維

次のア又はイのいずれかの所見が得られ、かつ、石綿ばく露作業の従事期間

が 年以上あること。

ア 胸部正面エックス線写真により胸膜プラークと判断できる明らかな陰影が

認められ、かつ、胸部ＣＴ画像により当該陰影が胸膜プラークとして確認さ

れるもの。

胸膜プラークと判断できる明らかな陰影とは、次の ｱ 又は ｲ のいずれか

に該当する場合をいう。

ｱ 両側又は片側の横隔膜に、太い線状又は斑状の石灰化陰影が認められ、

肋横角の消失を伴わないもの。

ｲ 両側側胸壁の第６から第 肋骨内側に、石灰化の有無を問わず非対称

性の限局性胸膜肥厚陰影が認められ、肋横角の消失を伴わないもの。

イ 胸部ＣＴ画像で胸膜プラークを認め、左右いずれか一側の胸部ＣＴ画像上、

胸膜プラークが最も広範囲に描出されたスライスで、その広がりが胸壁内側

の１／４以上のもの。

第１の２の石綿ばく露作業のうち、 のア、イ若しくは のいずれかの作

業への従事期間又はそれらを合算した従事期間が５年以上あること。ただし、

従事期間の算定において、平成８年以降の従事期間は、実際の従事期間の１／

２とする。

第２の４の要件を満たすびまん性胸膜肥厚を発症している者に併発したも

の。
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３ 中皮腫

石綿ばく露労働者に発症した胸膜、腹膜、心膜又は精巣鞘膜の中皮腫であって、

次の 又は に該当するものは、最初の石綿ばく露作業（労働者として従事し

たものに限らない。）を開始したときから 年未満で発症したものを除き、別表

第１の２第７号８に該当する業務上の疾病として取り扱うこと。

石綿肺の所見が得られていること。

石綿ばく露作業の従事期間が 年以上あること。

４ びまん性胸膜肥厚

石綿ばく露労働者に発症したびまん性胸膜肥厚であって、次の から まで

のいずれの要件にも該当する場合には、別表第１の２第４号７に該当する業務上

の疾病として取り扱うこと。

胸部ＣＴ画像上、肥厚の広がりが、片側にのみ肥厚がある場合は側胸壁の１

／２以上、両側に肥厚がある場合は側胸壁の１／４以上あるものであること。

著しい呼吸機能障害を伴うこと。

この著しい呼吸機能障害とは、次のア又はイに該当する場合をいうものであ

ること。

ア パーセント肺活量（％ＶＣ）が ％未満である場合

イ パーセント肺活量（％ＶＣ）が ％以上 ％未満であって、次の ｱ 又は

ｲ に該当する場合

ｱ 秒率が ％未満であり、かつ、パーセント 秒量が ％未満である場

合

ｲ 動脈血酸素分圧（ＰａＯ２）が Ｔｏｒｒ以下である場合又は肺胞気動

脈血酸素分圧較差（ＡａＤＯ２）が別表の限界値を超える場合

石綿ばく露作業への従事期間が３年以上あること。

第３ 認定に当たっての留意事項

１ 肺がん関係

第２の２の のアに示す乾燥肺重量１ｇ当たりの石綿小体の数について

は、標準的な方法（独立行政法人労働者健康安全機構・同環境再生保全機構発

行「石綿小体計測マニュアル」の最新版に示された方法）により計測されたも

のを用いること。

第２の２の のオに示す「肺組織切片中の石綿小体又は石綿繊維」の所見と

は、通常、プレパラート上に作成された肺組織の薄切り試料の中に石綿小体又

は石綿繊維が光学顕微鏡で確認された場合をいうものであること。

第２の２の のアにおける「胸膜プラークと判断できる明らかな陰影」の所

見については、別添１（「胸部正面エックス線写真により胸膜プラークと判断

できる明らかな陰影」に係る画像例及び読影における留意点等）の内容に則し

て判断されるべきものであること。
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３ 中皮腫

石綿ばく露労働者に発症した胸膜、腹膜、心膜又は精巣鞘膜の中皮腫であって、

次の 又は に該当するものは、最初の石綿ばく露作業（労働者として従事し

たものに限らない。）を開始したときから 年未満で発症したものを除き、別表

第１の２第７号８に該当する業務上の疾病として取り扱うこと。

石綿肺の所見が得られていること。

石綿ばく露作業の従事期間が 年以上あること。

４ びまん性胸膜肥厚

石綿ばく露労働者に発症したびまん性胸膜肥厚であって、次の から まで

のいずれの要件にも該当する場合には、別表第１の２第４号７に該当する業務上

の疾病として取り扱うこと。

胸部ＣＴ画像上、肥厚の広がりが、片側にのみ肥厚がある場合は側胸壁の１

／２以上、両側に肥厚がある場合は側胸壁の１／４以上あるものであること。

著しい呼吸機能障害を伴うこと。

この著しい呼吸機能障害とは、次のア又はイに該当する場合をいうものであ

ること。

ア パーセント肺活量（％ＶＣ）が ％未満である場合

イ パーセント肺活量（％ＶＣ）が ％以上 ％未満であって、次の ｱ 又は

ｲ に該当する場合

ｱ 秒率が ％未満であり、かつ、パーセント 秒量が ％未満である場

合

ｲ 動脈血酸素分圧（ＰａＯ２）が Ｔｏｒｒ以下である場合又は肺胞気動

脈血酸素分圧較差（ＡａＤＯ２）が別表の限界値を超える場合

石綿ばく露作業への従事期間が３年以上あること。

第３ 認定に当たっての留意事項

１ 肺がん関係

第２の２の のアに示す乾燥肺重量１ｇ当たりの石綿小体の数について

は、標準的な方法（独立行政法人労働者健康安全機構・同環境再生保全機構発

行「石綿小体計測マニュアル」の最新版に示された方法）により計測されたも

のを用いること。

第２の２の のオに示す「肺組織切片中の石綿小体又は石綿繊維」の所見と

は、通常、プレパラート上に作成された肺組織の薄切り試料の中に石綿小体又

は石綿繊維が光学顕微鏡で確認された場合をいうものであること。

第２の２の のアにおける「胸膜プラークと判断できる明らかな陰影」の所

見については、別添１（「胸部正面エックス線写真により胸膜プラークと判断

できる明らかな陰影」に係る画像例及び読影における留意点等）の内容に則し

て判断されるべきものであること。

 

２ 中皮腫関係

中皮腫は診断が困難な疾病であるため、臨床所見、臨床検査結果だけではなく、

病理組織検査結果に基づく確定診断がなされることが重要である。確定診断に当

たっては、肺がん、その他のがん、結核性胸膜炎、その他の炎症性胸水などとの

鑑別が必要となる。

このため、中皮腫の業務上外の判断に当たっては、病理組織検査記録等も収集

の上、確定診断がなされているかを必ず確認すること。

なお、病理組織検査が行われていない事案については、改めて病理組織検査に

基づく確定診断が行われるようにし、それが実施できないものであるときは、体

液腔細胞診、臨床検査結果（腫瘍マーカーを含む。）、画像所見、臨床経過、他

疾患との鑑別を踏まえて診断が行われるようにすること。

３ びまん性胸膜肥厚関係

びまん性胸膜肥厚は、胸郭の臓側胸膜に炎症があり、それが壁側胸膜に波及

し、両者がゆ着している病態のうち、石綿ばく露を原因として生じたものをい

うが、びまん性胸膜肥厚の診断は、別添２（「びまん性胸膜肥厚｣の診断方法）

の内容に則して行われるべきものであること。

びまん性胸膜肥厚と同様の病態、すなわち胸郭の臓側胸膜に炎症があり、そ

れが壁側胸膜に波及し、両者がゆ着している病態は、臨床上、以下に示すよう

な石綿による疾病以外の肺疾患等に伴いよくみられるものであることから、び

まん性胸膜肥厚の業務上外の判断に当たっては、その診断根拠となった臨床所

見、臨床経過、臨床検査結果等の資料を収集し、石綿ばく露を原因として生じ

たものとの診断が適切になされていることを確認すること。

ア 感染症（細菌性膿胸、結核性胸膜炎）

イ 膠原病（リウマチ性胸膜炎ほか）

ウ 薬剤性線維性胸膜炎

エ 放射線治療（後）

オ 外傷性血胸

カ 冠動脈バイパス術等の開胸術（後）

キ 尿毒症性胸膜炎

ク 悪性腫瘍

びまん性胸膜肥厚について、著しい呼吸機能障害を伴うものであるか否かを

判定する際に、「パーセント肺活量（％ＶＣ）」並びに「 秒率」、「パーセン

ト 秒量」、「動脈血酸素分圧（ＰａＯ２）」及び「肺胞気動脈血酸素分圧較差

（ＡａＤＯ２）」（以下「 秒率等」という。）の各指標を用いる意義は、それ

ぞれ次のとおりであること。

ア パーセント肺活量（％ＶＣ）

パーセント肺活量（％ＶＣ）は、肺活量の正常予測値に対する実測値の割

合（％）で示される指標である。
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びまん性胸膜肥厚による呼吸機能障害は、通常、拘束性換気障害を呈する

ものであることから、拘束性換気障害の程度を評価する指標としてこれを用

いる。

なお、肺活量の正常予測値は、 年に日本呼吸器学会が提案した次の予

測式により算出する（次のイの予測式も同様である。）。

［予測式］

男性： ×身長（ｃｍ）－ ×年齢－ （Ｌ）

女性： ×身長（ｃｍ）－ ×年齢－ （Ｌ）

イ 秒率等

秒率は、努力肺活量に対する１秒間の呼出量（ 秒量）の割合（％）で示

される指標であり、また、パーセント 秒量は、 秒量の正常予測値に対す

る実測値の割合（％）で示される指標である。

現段階では、びまん性胸膜肥厚による呼吸機能障害について、拘束性換気

障害に閉塞性換気障害が合併することがあり得ることも否定できないことか

ら、閉塞性換気障害の程度を評価する指標としてこれらを用いる。

［予測式］

男性： ×身長（ｃｍ）－ ×年齢－ （Ｌ）

女性： ×身長（ｃｍ）－ ×年齢－ （Ｌ）

さらに、動脈血酸素分圧（ＰａＯ２）は、低酸素血症の程度を示す指標であ

り、肺胞気動脈血酸素分圧較差（ＡａＤＯ２）は、ガス交換障害の程度を示す

指標であり、びまん性胸膜肥厚による呼吸機能障害の程度を判定するための

補完的な指標として用いる。

４ 特別遺族給付金に係る対象疾病の認定について

石綿による健康被害の救済に関する法律（平成 年法律第４号）に基づく特別

遺族給付金の認定における疾病の特定及び死亡の原因の判断については、上記２

及び３にかかわらず、特別遺族給付金の支給請求書に添付された死亡診断書等の

記載事項証明書等の記載内容により判断すれば足りるものであること。

ただし、死亡の原因の判断については、石綿肺（石綿肺合併症を含む。）、中

皮腫、肺がん及びびまん性胸膜肥厚に限るものであること。

５ 本省協議

以下の事案については、関係資料を添えて本省に協議すること。

肺がん

ア 最初の石綿ばく露作業を開始したときから 年未満で発症したもの（第

２の２のいずれかの要件に該当するものに限る。）。

イ 第２の２の において、胸膜プラークは認められるものの、石綿ばく露作

業への従事期間が 年に満たないもの（ただし書きが適用された結果、算定

した従事期間が 年に満たないものを含む。）。

ウ 乾燥肺重量 当たり 本以上 本未満又は気管支肺胞洗浄液
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びまん性胸膜肥厚による呼吸機能障害は、通常、拘束性換気障害を呈する

ものであることから、拘束性換気障害の程度を評価する指標としてこれを用

いる。

なお、肺活量の正常予測値は、 年に日本呼吸器学会が提案した次の予

測式により算出する（次のイの予測式も同様である。）。

［予測式］

男性： ×身長（ｃｍ）－ ×年齢－ （Ｌ）

女性： ×身長（ｃｍ）－ ×年齢－ （Ｌ）

イ 秒率等

秒率は、努力肺活量に対する１秒間の呼出量（ 秒量）の割合（％）で示

される指標であり、また、パーセント 秒量は、 秒量の正常予測値に対す

る実測値の割合（％）で示される指標である。

現段階では、びまん性胸膜肥厚による呼吸機能障害について、拘束性換気

障害に閉塞性換気障害が合併することがあり得ることも否定できないことか

ら、閉塞性換気障害の程度を評価する指標としてこれらを用いる。

［予測式］

男性： ×身長（ｃｍ）－ ×年齢－ （Ｌ）

女性： ×身長（ｃｍ）－ ×年齢－ （Ｌ）

さらに、動脈血酸素分圧（ＰａＯ２）は、低酸素血症の程度を示す指標であ

り、肺胞気動脈血酸素分圧較差（ＡａＤＯ２）は、ガス交換障害の程度を示す

指標であり、びまん性胸膜肥厚による呼吸機能障害の程度を判定するための

補完的な指標として用いる。

４ 特別遺族給付金に係る対象疾病の認定について

石綿による健康被害の救済に関する法律（平成 年法律第４号）に基づく特別

遺族給付金の認定における疾病の特定及び死亡の原因の判断については、上記２

及び３にかかわらず、特別遺族給付金の支給請求書に添付された死亡診断書等の

記載事項証明書等の記載内容により判断すれば足りるものであること。

ただし、死亡の原因の判断については、石綿肺（石綿肺合併症を含む。）、中

皮腫、肺がん及びびまん性胸膜肥厚に限るものであること。

５ 本省協議

以下の事案については、関係資料を添えて本省に協議すること。

肺がん

ア 最初の石綿ばく露作業を開始したときから 年未満で発症したもの（第

２の２のいずれかの要件に該当するものに限る。）。

イ 第２の２の において、胸膜プラークは認められるものの、石綿ばく露作

業への従事期間が 年に満たないもの（ただし書きが適用された結果、算定

した従事期間が 年に満たないものを含む。）。

ウ 乾燥肺重量 当たり 本以上 本未満又は気管支肺胞洗浄液

 

中１本以上５本未満の石綿小体が認められるもの。

エ 第２の２の 又は のいずれかの所見は得られているが、石綿ばく露作

業への従事期間が 年に満たないもの。

オ 第２の２の のただし書きが適用された結果、算定した従事期間が５年に

満たないもの。

中皮腫

ア 胸膜、腹膜、心膜又は精巣鞘膜以外の中皮腫と診断されたもの。

イ 第２の３の 又は に該当するが、最初の石綿ばく露作業を開始したと

きから 年未満で発症したもの。

ウ 第２の３の 及び のいずれにも該当しないもの。

良性石綿胸水

全事案

びまん性胸膜肥厚

第２の４の 及び の要件に該当するが、 の要件に該当しないもの。

その他の疾病

第２で認定要件を定めていない疾病で、石綿により発症したものとして請求

があったもの。
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別表 

年齢
（歳）

限界値
（Torr）

年齢
（歳）

限界値
（Torr）

21 28.21 51 34.51

22 28.42 52 34.72

23 28.63 53 34.93

24 28.84 54 35.14

25 29.05 55 35.35

26 29.26 56 35.56

27 29.47 57 35.77

28 29.68 58 35.98

29 29.89 59 36.19

30 30.10 60 36.40

31 30.31 61 36.61

32 30.52 62 36.82

33 30.73 63 37.03

34 30.94 64 37.24

35 31.15 65 37.45

36 31.36 66 37.66

37 31.57 67 37.87

38 31.78 68 38.08

39 31.99 69 38.29

40 32.20 70 38.50

41 32.41 71 38.71

42 32.62 72 38.92

43 32.83 73 39.13

44 33.04 74 39.34

45 33.25 75 39.55

46 33.46 76 39.76

47 33.67 77 39.97

48 33.88 78 40.18

49 34.09 79 40.39

50 34.30 80 40.60

肺胞気動脈血酸素分圧較差（AaDO2）限界値

注）　AaDO2が各年齢の限界値を超える場合に著しい呼
吸機能障害があると判定する。
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別表 

年齢
（歳）

限界値
（Torr）

年齢
（歳）

限界値
（Torr）

21 28.21 51 34.51

22 28.42 52 34.72

23 28.63 53 34.93

24 28.84 54 35.14

25 29.05 55 35.35

26 29.26 56 35.56

27 29.47 57 35.77

28 29.68 58 35.98

29 29.89 59 36.19

30 30.10 60 36.40

31 30.31 61 36.61

32 30.52 62 36.82

33 30.73 63 37.03

34 30.94 64 37.24

35 31.15 65 37.45

36 31.36 66 37.66

37 31.57 67 37.87

38 31.78 68 38.08

39 31.99 69 38.29

40 32.20 70 38.50

41 32.41 71 38.71

42 32.62 72 38.92

43 32.83 73 39.13

44 33.04 74 39.34

45 33.25 75 39.55

46 33.46 76 39.76

47 33.67 77 39.97

48 33.88 78 40.18

49 34.09 79 40.39

50 34.30 80 40.60

肺胞気動脈血酸素分圧較差（AaDO2）限界値

注）　AaDO2が各年齢の限界値を超える場合に著しい呼
吸機能障害があると判定する。

 

別添１

「胸部正面エックス線写真により胸膜プラークと判断できる明らかな陰影」

に係る画像例及び読影における留意点等

１ 第２の２の（ ）のア「胸部正面エックス線写真により胸膜プラークと判断できる

明らかな陰影」に係る画像例

「 ア 両側又は片側の横隔膜に、太い線状又は斑状の石灰化陰影が認められ、肋

横角の消失を伴わないもの。」に係るもの－図 及び写真 、

図 典型的な種々の横隔膜部石灰化像

参考写真 1 典型的石灰化胸膜プラークの一例

     両側横隔膜に太い線状の石灰化陰影が認められ、肋横角は消失していない。
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参考写真 2 写真 1 の右拡大図
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参考写真 2 写真 1 の右拡大図

 

「 イ 両側側胸壁の第６から第 肋骨内側に、石灰化の有無を問わず非対称性

の限局性胸膜肥厚陰影が認められ、肋横角の消失を伴わないもの。」に係るもの

－写真 、

  参考写真 3 側胸部にみられる非石灰化胸膜プラーク例

両側側胸壁の第６から第 肋骨内側に、石灰化の有無を問わず非対称性の限局

性胸膜肥厚陰影が認められ、肋横角の消失を伴わない。
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  参考写真 4 写真 3 の右拡大図

２ 胸部 画像における胸膜プラークの広がりに関する計測方法

胸部 画像での胸膜プラークの広がりは、左右いずれか一側の胸部 画像にお

いて最も広範囲に胸膜プラークが描出されたスライスを選択し、胸壁内側の長さを

等分し、胸膜プラークの広がりが 以上であるか否かを計測する。一側胸壁の

範囲は、腹側は胸骨縁から背側は肋骨起始部に至るまでの胸壁内側とする 写真 。

胸膜プラークが複数ある場合 同一スライスで縦隔胸膜に認められる胸膜プラーク

を含む。 は、各胸膜プラークの範囲を合計する 写真 。
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  参考写真 4 写真 3 の右拡大図

２ 胸部 画像における胸膜プラークの広がりに関する計測方法

胸部 画像での胸膜プラークの広がりは、左右いずれか一側の胸部 画像にお

いて最も広範囲に胸膜プラークが描出されたスライスを選択し、胸壁内側の長さを

等分し、胸膜プラークの広がりが 以上であるか否かを計測する。一側胸壁の

範囲は、腹側は胸骨縁から背側は肋骨起始部に至るまでの胸壁内側とする 写真 。

胸膜プラークが複数ある場合 同一スライスで縦隔胸膜に認められる胸膜プラーク

を含む。 は、各胸膜プラークの範囲を合計する 写真 。

 

  参考写真 5  胸膜プラークの CT 画像における胸壁内側の拡がりの測定法

胸壁内側の長さの 等分を示す。

参考写真 画像における胸膜プラークの広がりの実測例

胸膜プラークの広がりが、同一スライスの胸壁内側の長さの 以上か否かを計

測する。この例では、 個の胸膜プラーク 写真中に図示 を合計した範囲は 以

上と判断される。
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３ 胸部画像の撮像条件及び胸膜プラークの読影における留意点

胸部正面エックス線写真及び胸部 の撮像条件について

胸部正面エックス線写真は、じん肺健康診断における撮影条件 じん肺診査ハン

ドブック に基づいて適切な条件のもとに撮影されたもので読影に供されるべき

である。 写真、 写真については、「じん肺健康診断及びじん肺管理区分の決

定における 写真及び 写真の取扱い等について」の一部改正について

基安労発 第 号、平成 年 月 日 及び「じん肺健康診断及びじん肺

管理区分の決定における 写真及び 写真の取扱い等について」の一部改

正について 基安労発 第 号、平成 年 月 日 に基づいて撮像された

ものであること。

胸部 は、背臥位又は腹臥位で深吸気位にて撮像する。画像は、できれば

幅、 間隔が望ましい。機種にもよるが、おおむね肺野条件 －

～－ 、 幅 ～ と縦隔条件 ～ 、

幅 ～ の範囲内で、使用する機器に応じた条件で表示する。胸膜

プラークが疑われる場合には、可能な限り高分解能 を行うのが望まし

い。なお、早期の石綿肺の検出には腹臥位がよい。

胸膜プラーク読影における留意点

胸膜プラークは、石綿ばく露に起因する壁側胸膜の線維性組織の増生からなる

変化で、限局性の平板状隆起を示す。通常は両側に多発するが、肺尖部や肋横角

部近辺にはみられない。

胸部正面エックス線写真で肋横角の消失がある場合には、結核性胸膜炎や膿胸

などの胸膜疾患の後遺症の可能性がある。このため、肋横角の消失がある側では

胸膜プラークの有無についての診断は行わない。

胸部正面エックス線写真での側胸壁内側の胸膜肥厚所見については、胸筋によ

る陰影、胸膜下脂肪組織による陰影、肋骨随伴陰影 肋間筋、脂肪組織 との鑑別

が必要である。これらは、両側で左右対称性の陰影として描出される場合が多い。

また、古い肋骨々折後の化骨像や胸壁腫瘍などが胸膜プラークと混同される場合

がある。胸膜プラークによる側胸壁内側の胸膜肥厚は、限局性で左右の形状は非

対称性であり、内部に石灰化を伴う場合もある。

胸部 画像上の胸膜プラークは、壁側胸膜の限局性肥厚を示す所見である。縦

隔条件で肥厚の境界部が明らかで、かつ、肥厚部分の陰影濃度 値 が胸筋と比

べて同等又はそれ以上であることが確認できるものとする。また、縦隔条件ばか

りでなく肺野条件も用いて肺野の変化に伴う胸膜の肥厚でないことを確認する。

胸膜プラークと紛らわしい脂肪や肋間静脈の肥厚像を例示する 写真 。
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３ 胸部画像の撮像条件及び胸膜プラークの読影における留意点

胸部正面エックス線写真及び胸部 の撮像条件について

胸部正面エックス線写真は、じん肺健康診断における撮影条件 じん肺診査ハン

ドブック に基づいて適切な条件のもとに撮影されたもので読影に供されるべき

である。 写真、 写真については、「じん肺健康診断及びじん肺管理区分の決

定における 写真及び 写真の取扱い等について」の一部改正について

基安労発 第 号、平成 年 月 日 及び「じん肺健康診断及びじん肺

管理区分の決定における 写真及び 写真の取扱い等について」の一部改

正について 基安労発 第 号、平成 年 月 日 に基づいて撮像された

ものであること。

胸部 は、背臥位又は腹臥位で深吸気位にて撮像する。画像は、できれば

幅、 間隔が望ましい。機種にもよるが、おおむね肺野条件 －

～－ 、 幅 ～ と縦隔条件 ～ 、

幅 ～ の範囲内で、使用する機器に応じた条件で表示する。胸膜

プラークが疑われる場合には、可能な限り高分解能 を行うのが望まし

い。なお、早期の石綿肺の検出には腹臥位がよい。

胸膜プラーク読影における留意点

胸膜プラークは、石綿ばく露に起因する壁側胸膜の線維性組織の増生からなる

変化で、限局性の平板状隆起を示す。通常は両側に多発するが、肺尖部や肋横角

部近辺にはみられない。

胸部正面エックス線写真で肋横角の消失がある場合には、結核性胸膜炎や膿胸

などの胸膜疾患の後遺症の可能性がある。このため、肋横角の消失がある側では

胸膜プラークの有無についての診断は行わない。

胸部正面エックス線写真での側胸壁内側の胸膜肥厚所見については、胸筋によ

る陰影、胸膜下脂肪組織による陰影、肋骨随伴陰影 肋間筋、脂肪組織 との鑑別

が必要である。これらは、両側で左右対称性の陰影として描出される場合が多い。

また、古い肋骨々折後の化骨像や胸壁腫瘍などが胸膜プラークと混同される場合

がある。胸膜プラークによる側胸壁内側の胸膜肥厚は、限局性で左右の形状は非

対称性であり、内部に石灰化を伴う場合もある。

胸部 画像上の胸膜プラークは、壁側胸膜の限局性肥厚を示す所見である。縦

隔条件で肥厚の境界部が明らかで、かつ、肥厚部分の陰影濃度 値 が胸筋と比

べて同等又はそれ以上であることが確認できるものとする。また、縦隔条件ばか

りでなく肺野条件も用いて肺野の変化に伴う胸膜の肥厚でないことを確認する。

胸膜プラークと紛らわしい脂肪や肋間静脈の肥厚像を例示する 写真 。

 

参考写真 胸膜プラークと見誤りやすいものの一例（脂肪）

参考写真 胸膜プラークと見誤りやすいものの一例（肋間静脈）
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別添２

「びまん性胸膜肥厚」の診断方法

「びまん性胸膜肥厚」の診断は、画像による以外に有効なものはなく、専ら胸部エ

ックス線写真、胸部 画像の読影によることとなる。石綿ばく露以外の原因による疾

患との鑑別がなされ、かつ石綿の職業ばく露歴が認められることを前提に以下の画像

診断を行うことが適当である。

１ 胸部エックス線写真による診断

びまん性胸膜肥厚の診断に関し、レントゲン学的にさまざまな定義が試みられてい

るが、国際的に統一されたものはなく、 年の 国際じん肺標準フィルムによ

るびまん性胸膜肥厚の定義は、厚さが 以上としている。しかし、厚さや広がりだ

けで、びまん性胸膜肥厚と、胸膜外脂肪組織との鑑別ができないのも事実である。ま

た、融合した胸膜プラークとの鑑別もできない。

他方、肋横角（ ）の消失（ ）をびまん性胸膜肥厚

の所見とした場合には、肋横角消失を伴わない非常に稀なびまん性胸膜肥厚例が除外

されるが、読影者間のばらつきが極めて小さくなるという意味で有用である。胸部

画像所見に基づく精査を踏まえた結果においても、肋横角の消失による定義の方が一

定の厚みと広がりによる定義よりも信頼性が高いとされており、胸部エックス線写真

上の定義としては、肋横角の消失の方が最近では重要視されている。

ただし、胸部エックス線写真では、びまん性胸膜肥厚が十分に疑われるものであり

ながら肋横角の消失が認められない症例や胸膜外脂肪組織や融合した胸膜プラ－ク

との鑑別が必要な症例もあることから、胸部 画像による診断を併せて行うべきで

ある。

２ 胸部 画像

多くの研究報告によれば、胸部エックス線写真と比べて、胸部 画像は胸膜プラ

ークやびまん性胸膜肥厚の所見、さらには軽度の肺線維化の所見を検出し、胸膜外脂

肪との鑑別にはるかに有用であることは明らかである。我が国での 機器の普及を

考慮すると、胸部エックス線写真による診断と胸部 画像による診断を併せて評価

するべきである。

なお、胸部 画像による診断においては、胸膜がびまん性に肥厚している状態を

確認するとともに、胸膜プラークの有無のチェックも重要である。
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別添２

「びまん性胸膜肥厚」の診断方法

「びまん性胸膜肥厚」の診断は、画像による以外に有効なものはなく、専ら胸部エ

ックス線写真、胸部 画像の読影によることとなる。石綿ばく露以外の原因による疾

患との鑑別がなされ、かつ石綿の職業ばく露歴が認められることを前提に以下の画像

診断を行うことが適当である。

１ 胸部エックス線写真による診断

びまん性胸膜肥厚の診断に関し、レントゲン学的にさまざまな定義が試みられてい

るが、国際的に統一されたものはなく、 年の 国際じん肺標準フィルムによ

るびまん性胸膜肥厚の定義は、厚さが 以上としている。しかし、厚さや広がりだ

けで、びまん性胸膜肥厚と、胸膜外脂肪組織との鑑別ができないのも事実である。ま

た、融合した胸膜プラークとの鑑別もできない。

他方、肋横角（ ）の消失（ ）をびまん性胸膜肥厚

の所見とした場合には、肋横角消失を伴わない非常に稀なびまん性胸膜肥厚例が除外

されるが、読影者間のばらつきが極めて小さくなるという意味で有用である。胸部

画像所見に基づく精査を踏まえた結果においても、肋横角の消失による定義の方が一

定の厚みと広がりによる定義よりも信頼性が高いとされており、胸部エックス線写真

上の定義としては、肋横角の消失の方が最近では重要視されている。

ただし、胸部エックス線写真では、びまん性胸膜肥厚が十分に疑われるものであり

ながら肋横角の消失が認められない症例や胸膜外脂肪組織や融合した胸膜プラ－ク

との鑑別が必要な症例もあることから、胸部 画像による診断を併せて行うべきで

ある。

２ 胸部 画像

多くの研究報告によれば、胸部エックス線写真と比べて、胸部 画像は胸膜プラ

ークやびまん性胸膜肥厚の所見、さらには軽度の肺線維化の所見を検出し、胸膜外脂

肪との鑑別にはるかに有用であることは明らかである。我が国での 機器の普及を

考慮すると、胸部エックス線写真による診断と胸部 画像による診断を併せて評価

するべきである。

なお、胸部 画像による診断においては、胸膜がびまん性に肥厚している状態を

確認するとともに、胸膜プラークの有無のチェックも重要である。

 

○（参考画像）びまん性胸膜肥厚の胸部エックス線写真及び胸部 画像例
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基労補発 0329 第１号 

平成 24 年３月 29 日 

 

 

 

 都道府県労働局労働基準部長 殿 

 

 

 

厚生労働省労働基準局 

労災補償部補償課長 

 

 

石綿による疾病の認定基準の運用等について 

 

 石綿による疾病の認定基準（以下「認定基準」という。）については、本日付け基

発 0329 第２号「石綿による疾病の認定基準について」をもって改正されたが、この事

務処理に当たっては、下記の事項に留意されたい。 

 

記 

 

１ 石綿小体の計測について 

認定基準の記の第３の１の(1)では、乾燥肺における石綿小体の計測方法を特定し

ているが、当該方法による計測ができないときは、その対応について本省に照会す

ること。 

 

２ 認定基準の周知等について 

(1) 認定基準の周知 

認定基準の別添として示された医学的事項も含め、医師等の関係者に対して認

定基準の内容の周知に努めること。 

なお、周知用リーフレット等については、別途作成の上、送付する予定である。 

(2) 研修の実施 

地方労災医員を対象とした研修を実施する予定としているが、詳細については

別途通知する。 

 

３ 調査中の事案等の取扱いについて 

認定基準発出日において調査中の事案及び審査請求中の事案は、改正後の認定基

準に基づいて決定すること。 
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基労補発 0329 第１号 

平成 24 年３月 29 日 

 

 

 

 都道府県労働局労働基準部長 殿 

 

 

 

厚生労働省労働基準局 

労災補償部補償課長 

 

 

石綿による疾病の認定基準の運用等について 

 

 石綿による疾病の認定基準（以下「認定基準」という。）については、本日付け基

発 0329 第２号「石綿による疾病の認定基準について」をもって改正されたが、この事

務処理に当たっては、下記の事項に留意されたい。 

 

記 

 

１ 石綿小体の計測について 

認定基準の記の第３の１の(1)では、乾燥肺における石綿小体の計測方法を特定し

ているが、当該方法による計測ができないときは、その対応について本省に照会す

ること。 

 

２ 認定基準の周知等について 

(1) 認定基準の周知 

認定基準の別添として示された医学的事項も含め、医師等の関係者に対して認

定基準の内容の周知に努めること。 

なお、周知用リーフレット等については、別途作成の上、送付する予定である。 

(2) 研修の実施 

地方労災医員を対象とした研修を実施する予定としているが、詳細については

別途通知する。 

 

３ 調査中の事案等の取扱いについて 

認定基準発出日において調査中の事案及び審査請求中の事案は、改正後の認定基

準に基づいて決定すること。 

 
 

また、認定基準発出日において係争中の訴訟事案のうち、改正後の認定基準に基

づいて判断した場合に、訴訟追行上の問題が生じる可能性のある事件については、

当課労災保険審理室に協議すること。 

 

４ 本省報告 

認定基準の記の第２の２の(5)に掲げる作業に従事した事案については、平成 18

年６月６日付け基労補発 0606001 号及び同日付け基労補発第 0606002 号の調査実

施要領を改訂するまでの間、請求があった時点で当課職業病認定対策室に報告す

ること。 

 

５ 通達の改廃等 

(1) 平成 19 年３月 14 日付け基労補発第 0314001 号「石綿による肺がん事案の事務

処理について」は廃止する。 

(2) 平成 22 年７月 1 日付け基労補発 0701 第１号「「特別遺族給付金に係る対象疾

病の認定について」の一部改正に係る運用に関し留意すべき事項について」につ

いては、所要の読み替えを行い、引き続き運用すること。 
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基労補発 0701第１号

平成２２年７月１日

都道府県労働局労働基準部長 殿

厚生労働省労働基準局

労災補償部補償課長

石綿による疾病の認定基準の一部改正に係る運用に関し

留意すべき事項等について

石綿による疾病の認定基準（以下「認定基準」という。）については、本日付

け基発 0701第 10号「石綿による疾病の認定基準の一部改正について」をもって

改正されたところであるが、その具体的運用に当たっては、下記の事項に留意さ

れたい。

記

１ 改正の趣旨・背景

びまん性胸膜肥厚の著しい呼吸機能障害（従来の肺機能障害と同義）の判定

方法について、改正に至る背景は、「石綿による疾病の認定基準に関する検討

会」第一次報告書の「１．はじめに」に記述されているとおりであるが、改正

の趣旨は、次のとおりである。

すなわち、従来、石綿によるびまん性胸膜肥厚による著しい呼吸機能障害の

判定方法については、じん肺法（昭和 35年法律第 30号）によるじん肺の管理

区分を決定する際に用いる判定方法を準用していたところであるが、石綿によ

るびまん性胸膜肥厚による呼吸機能障害については、通常、拘束性換気障害を

呈することが特徴であることから、その特徴に適合した判定方法を採用するこ

ととし、具体的にはパーセント肺活量（％ VC）が 60 ％未満である場合に著

しい呼吸機能障害があると判定することとした。ただし、現時点では、拘束性

換気障害に閉塞性換気障害が合併することがあり得ることを否定できないこと

から、パーセント肺活量（％ VC）が 60 ％未満に低下していない場合であっ

ても、一定の要件を満たす場合には著しい呼吸機能障害があると判定すること

としたものである。
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２ 運用上の留意点

(１) 認定基準の第２の５の(１)のアの(イ)の①又は②の基準をわずかに満た

さない場合は、その他の呼吸機能検査の結果（運動負荷時の呼吸機能を評

価する指標、自覚的呼吸困難を評価する指標等）の有無を確認し、それら

の結果も総合した地方労災医員又は地方じん肺診査医の意見に基づき、著

しい呼吸機能障害の有無を判断すること。

(２) 石綿によるびまん性胸膜肥厚により著しい呼吸機能障害があると認めら

れる場合であっても、じん肺法に定める胸部エックス線写真の像が第１型

以上であるじん肺の所見が認められる場合には、労働基準法施行規則（昭

和 22年厚生省令第 23号）別表第１の２第５号に規定するじん肺症として

取り扱うこと。

(３) 改正前の認定基準により既に業務上の疾病として取り扱っていたびまん

性胸膜肥厚による著しい肺機能障害については、改正後の認定基準に基づ

く著しい呼吸機能障害があるものとみなして取り扱うこと。
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基 補 発 0 3 3 0 第 ２ 号 

平成 30 年３月 30 日 

 

都道府県労働局労働基準部長 殿 

 

厚生労働省労働基準局補償課長 

 

 

良性石綿胸水の本省協議に係る送付資料の簡素化について 

 

 

標記の協議については、平成24年３月29日付け基発0329第２号「石綿による疾病の認定

基準について」において、関係資料を添えて全事案を本省に協議することとしているところ

であるが、今後、本省協議に当たっては下記によることとするので、留意されたい。 

 

 

記 

 

 

１ 対象事案 

  送付資料の簡素化の対象となる良性石綿胸水事案は、以下のいずれの要件にも該当する

ものであること。 

（１）請求傷病名が「良性石綿胸水」である療養補償給付又は休業補償給付の請求事案。 

（２）平成24年５月22日付け基労補発0522第１号「石綿確定診断等事業について」に基づ

く石綿確定診断委員会において、「良性石綿胸水」の確定診断が得られた事案。 

 

２ 本省協議方法 

上記１の対象事案については、別紙の協議文に下記（１）から（３）の資料の写しを添

付の上、本省補償課職業病認定対策室長あてに送付すること。 

なお、調査復命書、請求人の聴取書及び事業場の申立書等の資料の写しの添付は不要と

するが、本省協議後、必要に応じて関係資料の送付を依頼する場合もあること。 

（１）上記１の（１）の給付請求書 

（２）平成24年９月20日付け基労補発0920第１号「石綿による疾病の業務上外の認定のた

めの調査実施要領について」における別添調査票中の「Ⅲ 作業歴情報」 

（３）上記１（２）に係る「石綿確定診断委員会意見書」 
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基 補 発 0 3 3 0 第 ２ 号 

平成 30 年３月 30 日 

 

都道府県労働局労働基準部長 殿 

 

厚生労働省労働基準局補償課長 

 

 

良性石綿胸水の本省協議に係る送付資料の簡素化について 

 

 

標記の協議については、平成24年３月29日付け基発0329第２号「石綿による疾病の認定

基準について」において、関係資料を添えて全事案を本省に協議することとしているところ

であるが、今後、本省協議に当たっては下記によることとするので、留意されたい。 

 

 

記 

 

 

１ 対象事案 

  送付資料の簡素化の対象となる良性石綿胸水事案は、以下のいずれの要件にも該当する

ものであること。 

（１）請求傷病名が「良性石綿胸水」である療養補償給付又は休業補償給付の請求事案。 

（２）平成24年５月22日付け基労補発0522第１号「石綿確定診断等事業について」に基づ

く石綿確定診断委員会において、「良性石綿胸水」の確定診断が得られた事案。 

 

２ 本省協議方法 

上記１の対象事案については、別紙の協議文に下記（１）から（３）の資料の写しを添

付の上、本省補償課職業病認定対策室長あてに送付すること。 

なお、調査復命書、請求人の聴取書及び事業場の申立書等の資料の写しの添付は不要と

するが、本省協議後、必要に応じて関係資料の送付を依頼する場合もあること。 

（１）上記１の（１）の給付請求書 

（２）平成24年９月20日付け基労補発0920第１号「石綿による疾病の業務上外の認定のた

めの調査実施要領について」における別添調査票中の「Ⅲ 作業歴情報」 

（３）上記１（２）に係る「石綿確定診断委員会意見書」 

  

（別紙） 

事 務 連 絡 

平成○年○月○日 

 

 

厚生労働省労働基準局補償課 

    職業病認定対策室長 殿 

 

○○労働局労働基準部 

 労災補償課長 

 

良性石綿胸水に係る本省協議について 

 

標記について、平成24年３月29日付け基発0329第２号「石綿による疾病の認定基準につ

いて」の記の第３の５（３）に基づき、下記事案を協議します。 

 

 

記 

 

 

１ 被災労働者氏名（生年月日）       （   年  月  日） 

２ 請求の種別          療養 ・ 休業 

３ 請求年月日            年  月  日 

４ 所轄労働基準監督署      ○○署 

 

（添付資料） 

① ○○補償給付請求書（写） 

② 平成24年９月20日付け基労補発0920第１号「石綿による疾病の業務上外の認定のため

の調査実施要領について」における別添調査票中の「Ⅲ 作業歴情報」（写） 

③ ○年○月○日付け石綿確定診断委員会意見書（写） 
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事 務 連 絡

平成 年７月 日

都道府県労働局労働基準部労災補償課長 殿

厚生労働省労働基準局補償課

職業病認定対策室長

石綿による疾病の認定基準に基づく本省協議に係る留意点について

石綿ばく露により疾病を発症したものとして労災保険給付又は特別遺族給付金の

請求がなされた事案のうち、業務上外の判断に当たって本省への協議を要するものに

ついては、平成 年３月 日付け基発 第２号「石綿による疾病の認定基準に

ついて」（以下「認定基準」という。）の記の第３の５により指示されているが、今般、

特に照会が多い事項を中心に本省協議のポイントを下記のとおり整理したので、事務

処理の参考とされたい。

なお、本事務連絡はこれまでの本省協議に係る取扱いを変更するものではないこと

を念のため申し添える。

記

１ 肺がん、中皮腫及びびまん性胸膜肥厚について

これらの３つの疾病については、石綿ばく露作業への従事期間が一定の年数に満

たないことを本省協議の要件としている（認定基準の記の第３の５の（１）のイ及

びエ並びに（２）のウ並びに（４））が、本省協議のポイントは次のとおりである

こと。

（１）石綿ばく露作業への従事期間がわずかでも認められる場合

石綿ばく露作業への従事期間は作業の回数・頻度を考慮せず算定し、その結果、

認定要件の年数に満たない場合は、本省協議を行うこと。

（具体例）

石綿肺の所見（じん肺法に定める胸部エックス線写真の像が第１型以上

であるものに限る。）が得られていない中皮腫事案について、わずかな日数

であっても石綿ばく露作業への従事が認められる場合は、本省協議を要す

る。

（２）石綿ばく露作業への従事期間が明確に判断できない場合

請求人が申し立てる石綿ばく露作業への従事を裏付ける客観的な資料（事業主

や同僚労働者の証言のほか、平成 年７月 日付け基労補発第 号に基
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事 務 連 絡

平成 年７月 日

都道府県労働局労働基準部労災補償課長 殿

厚生労働省労働基準局補償課

職業病認定対策室長

石綿による疾病の認定基準に基づく本省協議に係る留意点について

石綿ばく露により疾病を発症したものとして労災保険給付又は特別遺族給付金の

請求がなされた事案のうち、業務上外の判断に当たって本省への協議を要するものに

ついては、平成 年３月 日付け基発 第２号「石綿による疾病の認定基準に

ついて」（以下「認定基準」という。）の記の第３の５により指示されているが、今般、

特に照会が多い事項を中心に本省協議のポイントを下記のとおり整理したので、事務

処理の参考とされたい。

なお、本事務連絡はこれまでの本省協議に係る取扱いを変更するものではないこと

を念のため申し添える。

記

１ 肺がん、中皮腫及びびまん性胸膜肥厚について

これらの３つの疾病については、石綿ばく露作業への従事期間が一定の年数に満

たないことを本省協議の要件としている（認定基準の記の第３の５の（１）のイ及

びエ並びに（２）のウ並びに（４））が、本省協議のポイントは次のとおりである

こと。

（１）石綿ばく露作業への従事期間がわずかでも認められる場合

石綿ばく露作業への従事期間は作業の回数・頻度を考慮せず算定し、その結果、

認定要件の年数に満たない場合は、本省協議を行うこと。

（具体例）

石綿肺の所見（じん肺法に定める胸部エックス線写真の像が第１型以上

であるものに限る。）が得られていない中皮腫事案について、わずかな日数

であっても石綿ばく露作業への従事が認められる場合は、本省協議を要す

る。

（２）石綿ばく露作業への従事期間が明確に判断できない場合

請求人が申し立てる石綿ばく露作業への従事を裏付ける客観的な資料（事業主

や同僚労働者の証言のほか、平成 年７月 日付け基労補発第 号に基

づき転々労働者等の事実認定を行うに当たっての厚生年金保険等の被保険者記録

照会回答票等）が得られないために、認定基準に定める石綿ばく露作業への従事

期間の要件を満たすものか否かを明確に判断できないものについては、本省協議

を行うこと。

（参照通達）

① 平成 年９月 日付け基労補発 第１号「石綿による疾病の業務

上外の認定のための調査実施要領について」の別添「石綿による疾病の

業務上外の認定のための調査実施要領」の３の（７）

② 平成 年９月 日付け基労補発 第２号「石綿による疾病の業務

上外の認定のための調査実施要領（特別遺族給付金関係）について」の

別添「石綿による疾病の業務上外の認定のための調査実施要領（特別遺

族給付金関係）」の３の（８）

２ 良性石綿胸水について

良性石綿胸水については、全件本省協議の対象としている（認定基準の記の第３

の５の（３））が、本省協議のポイントは次のとおりであること。

（１）良性石綿胸水以外の傷病名により請求がなされた場合

びまん性胸膜肥厚等の良性石綿胸水以外の傷病名により請求がなされた事案で

あっても、調査の過程で良性石綿胸水の発症が疑われる場合は、良性石綿胸水に

係る療養等の要否を判断する必要があることから、良性石綿胸水に係る石綿確定

診断委員会への確定診断の依頼を行い、その意見書を添えて、本省協議を行うこ

と。

（２）良性石綿胸水に係る療養を行っていた者が死亡した場合

労災保険により良性石綿胸水に係る療養を行っていた者が死亡し、良性石綿胸

水の傷病名により遺族補償給付の請求がなされた場合は、死亡原因が良性石綿胸

水であるかについて、本省協議を行うこと。

３ 認定基準に定めのない疾病について

認定基準に定めのない疾病については、石綿により発症したものとして請求があ

ったものについて本省協議の対象としている（認定基準の記の第３の５の（５））

が、本省協議のポイントは次のとおりであること。

（１）認定基準に定めのない疾病に係る請求がなされた場合

認定基準において石綿との関連が明らかな疾病として掲げられている肺がん等

５つの疾病（以下「対象疾病」という。）以外の疾病を石綿により発症したものと

して請求がなされた場合は、石綿ばく露作業への従事期間が一切ないものを除き、

本省協議を行うこと。
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（具体例）

石綿ばく露作業への従事が認められ、かつ、次に該当する場合は、本省

協議を要する。

① 療養補償給付又は休業補償給付の請求で、請求書（レセプトを含む。）

に対象疾病以外の傷病名のみが記載されているもの

② 遺族補償給付及び葬祭料の請求で、死亡診断書（死体検案書）の「死

亡の原因」欄のⅠ欄の（ア）から（エ）までに、対象疾病以外の傷病名

のみが記載されているもの

（２）疾病名の確定がなされていない場合等

主治医において疾病名の確定がなされておらず、「肺がん（疑い）」、「中皮腫（疑

い）」等により請求がなされた事案について、地方労災医員等の意見書において疑

義が示された場合は、当該疾病に係る石綿確定診断委員会への確定診断の依頼を

行い、その意見書を添えて、本省協議を行うこと。

また、石綿確定診断委員会から、確定診断できない旨や、対象疾病以外の疾病

である旨の意見書が提出された場合も、本省協議を行うこと。
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（具体例）

石綿ばく露作業への従事が認められ、かつ、次に該当する場合は、本省

協議を要する。

① 療養補償給付又は休業補償給付の請求で、請求書（レセプトを含む。）

に対象疾病以外の傷病名のみが記載されているもの

② 遺族補償給付及び葬祭料の請求で、死亡診断書（死体検案書）の「死

亡の原因」欄のⅠ欄の（ア）から（エ）までに、対象疾病以外の傷病名

のみが記載されているもの

（２）疾病名の確定がなされていない場合等

主治医において疾病名の確定がなされておらず、「肺がん（疑い）」、「中皮腫（疑

い）」等により請求がなされた事案について、地方労災医員等の意見書において疑

義が示された場合は、当該疾病に係る石綿確定診断委員会への確定診断の依頼を

行い、その意見書を添えて、本省協議を行うこと。

また、石綿確定診断委員会から、確定診断できない旨や、対象疾病以外の疾病

である旨の意見書が提出された場合も、本省協議を行うこと。

事 務 連 絡

令 和 ３ 年 ２ 月 10 日

都道府県労働局労働基準部

労災補償課長 殿

厚生労働省労働基準局補償課

職業病認定対策室長補佐

石綿による疾病事案の事務処理に関する質疑応答集について

標記については、平成 18 年 10 月３日の臨時全国労災補償課長会議で示し、以降

毎年の新任労災補償課長研修で配付してきたところであるが、今般、特に照会が多

い事項を中心に別添のとおり改めて作成したので、今後の業務の参考とされたい。
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石綿による疾病事案の事務処理

に関する質疑応答集

令和３年２月

厚生労働省労働基準局補償課職業病認定対策室
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１ 医学的事項に関するもの

１－１ 特別遺族給付金の請求事案で、死亡診断書の死亡原因が対象疾病でない場

合の取扱いはどのようにすればよいか。（死亡原因として、「がん性胸膜炎」「間

質性肺炎」等と記載されているものがある。）（特別遺族）

（答）

「がん性胸膜炎」は肺がんによるものが多く、また「間質性肺炎」はじん肺症

が基本病変となっている可能性も考えられる。したがって、死亡診断書に記載さ

れた死亡原因が対象疾病以外の疾病の場合でも、当該疾病の原因が対象疾病であ

るかどうかについて確認する必要があり、診療録等の医証の有無を確認し、医証

が収集できた場合には、労災医員等の専門医の意見を徴し、対象疾病に該当する

かどうかを判断されたい。

また、診療録等の医証が得られない場合については、対象疾病の発症が確認で

きないことから、不支給決定を行うことになる。

なお、疑義が生じた場合には、労災医員等の専門医の意見を徴した上で、必要

に応じて本省あて相談されたい。

【参考】

がん性胸膜炎は、胸水細胞診でがん細胞が確認されたものであり、原疾患は肺が

んが多いが、全ての悪性腫瘍が原因となり得る。

（答）

中皮腫については、主治医意見書に病理組織検査が実施されているという記載

のみをもって確定診断がなされていると判断するのではなく、病理組織検査記録

の内容を確認する必要がある。このため、労災医員、じん肺診査医等に対して、

病理組織検査記録を示し、中皮腫の診断が妥当であることを確認されたい。

肺がんに係る医学的所見である石綿肺所見、胸膜プラークの有無についても、

同様に胸部エックス線写真、ＣＴ画像を収集し、労災医員、じん肺診査医等の意

見を踏まえ判断されたい。

１－２ 中皮腫については、病理組織検査記録等により確定診断がなされているか

確認することとされているが、主治医意見書に「病理検査実施」と記載されてい

れば、確定診断がなされていると判断してよいか。（労災）
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１－３ 中皮腫の発症年月日は、各種の検査によって中皮腫と確定診断がなされ

た日とすべきか。（労災）

（答）

中皮腫の発症年月日は、他の業務上疾病の取扱いと同様、当該疾病の診断がなさ

れた日ではなく、現実に療養が必要になった日であり、一般的には、初診日となる。

ただし、じん肺症（石綿肺を含む。）及びその合併症についてのみ、管理区分決定の

根拠又は合併症の診断の根拠となった検査を実施した日を診断確定日として取り

扱うこととされている。

１－４ 特別遺族給付金に係る肺がん事案で、死亡診断書に「原発性」である記載

がなされていない例が多いが、この場合、原発性であることの確認は要しないの

か。（特別遺族）

（答）

肺がんについては、原発性であることが認定要件であるので、診療録等の医証に

より、原発性であるか否かについて確認する必要がある。ただし、特別遺族給付金

関係では、疾病の特定については、死亡診断書の記載事項証明書等の内容により判

断することとしている。

肺がんについては、死亡診断書の死亡原因欄において、「転移性肺がん」であるこ

とを示す記載がある場合（例：直接原因「肺がん」、その原因「胃がん」）、あるいは

収集した医証により明らかに「転移性肺がん」であることが確認される場合を除き、

原発性肺がんと判断して差し支えない。
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１－５ 特別遺族給付金に係る肺がん事案で、診療録等の医証が全くない場合の取

扱いはどのようにすればよいか。（特別遺族）

（答）

肺がんについては、石綿以外の原因、特に喫煙との関係が大きい疾病であること

から、石綿が原因であるというためには、石綿にばく露したことを示す石綿肺や胸

膜プラークなどの医学的所見が必要である。

したがって、肺がん事案で、石綿肺所見（じん肺管理区分決定に係る情報を含む。）

がなく、また、医療機関に診療録等の医証が全くない場合は、石綿にばく露したこ

とを示す医学的所見の存在が確認できないことから、不支給決定を行うことになる。

ただし、過去に同一事業場で、同一時期に同一作業に従事した同僚労働者が労災認

定されている場合や、相当高濃度の石綿ばく露作業が認められる場合には、本省あ

て照会されたい。

１－６ 特別遺族給付金に係る肺がん事案で、診療録等の医証はないものの、同一

事業場で、同一時期に同一作業に従事した同僚労働者が労災認定されている場

合には、本省に照会することとされているが、肺がんの認定事例がある場合のみ

相談すればよいのか。また、構内下請けに認定事例がある場合はどうか。（特別

遺族）

（答）

特別遺族給付金に係る肺がん事案で、石綿肺所見（じん肺管理区分決定に係る情

報を含む。）がなく、また、医療機関に診療録等の医証が全くないために、石綿にば

く露したことを示す医学的所見の存在が確認できない場合でも、同一事業場におい

て石綿ばく露の状況が推定できる認定事例があるときには、これらの情報を含め本

省において判断することとしている。

この認定事例としては、肺がんに限らず、中皮腫、石綿肺等の事例がある場合の

ほか、例えば、他の構内下請け（元請け）等に認定事例がある場合を含むものであ

る。
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１－７ 肺がんの医学的所見としての石綿肺があるかどうかの確認は、胸部エッ

クス線写真によらなければならないのか。（労災・特別遺族）

（答）

石綿肺については、まず、じん肺管理区分の決定がなされているかどうかを確

認し、じん肺管理区分決定に係る資料から、石綿肺であることが確認できる場合

には、石綿肺の所見有りとして取り扱うこととなる。

また、じん肺管理区分の決定に係る資料において、石綿肺であることが確認で

きない場合や、じん肺管理区分の決定がなされていない場合には、医療機関から

胸部エックス線写真等の画像資料を収集した上で、じん肺診査医の意見を聞き、

じん肺管理区分が管理２以上に相当する石綿肺が認められるかどうかを判断す

ることとなる。

なお、画像資料がない場合でも、診療録、手術記録、剖検記録等の記載内容か

らじん肺診査医がじん肺管理区分が管理２相当以上の石綿肺と判断できるとし

た場合には石綿肺の所見有りとして取り扱うこととなる。

（答）

石綿肺に合併した原発性肺がんは、労働基準法施行規則別表第１の２（以下「別

表第１の２」という。）第５号に掲げるじん肺合併症ではなく、別表第１の２第７

号８に掲げる石綿にさらされる業務による肺がんとして取り扱われたい。

じん肺に合併した原発性肺がんについては、平成１５年４月１日施行の改正じ

ん肺法施行規則においてじん肺の合併症に追加され、これにより、じん肺管理区

分が管理２、管理３又は管理４と決定された者に発生した原発性肺がんは、別表

第１の２第５号に掲げる業務上の疾病として取り扱われることとなったが、この

うち、石綿肺の所見がある者に発生した原発性肺がんについては除外されている

（平成１５年１月２０日付け基発第 0120003 号）。

その理由は、石綿肺に合併した原発性肺がんについては、石綿の発がん性に着

目して掲げられた別表第１の２第７号８に該当する業務上の疾病として取り扱

うものであり、この取扱いは従前と何ら変わることはないからである。

１－８ 石綿肺に合併した原発性肺がんは、じん肺の合併症として認定するのか。

（労災・特別遺族）
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１－９ 肺がん事案について、肺組織切片標本中に石綿小体が認められなかった

場合、石綿小体はないと考えてよいか。（労災・特別遺族）

（答）

石綿小体の有無や数については、肺組織切片標本作成の元となった組織の部位、

試料の量等により異なることから、肺組織切片標本中に石綿小体が認められなか

ったことのみで石綿小体がないと断定することは適当でない。

一般に、がんの組織型、分化度を調べるためがん組織を中心に肺組織切片標本

を作成した場合には、がん組織は正常組織の中に異常増殖したものであるから、

がん組織そのものに石綿小体が確認されることはないが、当該肺組織切片標本が、

がん組織と正常組織の境界面を含むものであれば、正常組織内に石綿小体が確認

される場合もあることに留意すること。

なお、設問のケースについては、石綿ばく露に関する医学的所見が他にないか

を確認することとされたい。（医学的所見が他にない場合は、不支給となる。）

１－１０ 収集した診療録等に「胸膜肥厚あり」と記載されていたことをもって、

「胸膜肥厚斑（胸膜プラーク）」があったものとして取り扱ってよいか。（労災・

特別遺族）

（答）

胸膜肥厚は、胸膜に何らかの病変が起こると発生するが、発生部位と癒着の有無

により、「胸膜プラーク」と「胸膜プラーク以外の肥厚」に分けられる。

胸膜プラークは、石綿ばく露と極めて関係の深い医学的所見であるため、石綿ば

く露の指標とされているが、胸膜プラーク以外の肥厚は、石綿を原因とするものだ

けではないことから、診療録等の「胸膜肥厚あり」との記載をもって、胸膜プラー

クがあったとして取り扱うことはできない。

この場合には、胸部エックス線写真、ＣＴ画像等により、胸膜プラークの有無を

確認されたい。
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１－１１ 肺がん事案で、請求人が治療中である場合に、侵襲性の高い検査を実施

する以外に医学的所見が得られないときは、どのように処理すべきか。（労災）

（答）

労災請求のために、侵襲性の高い検査を実施することは、行政として求めるべ

きではない。

請求人より、侵襲性の高い検査であってもこれを希望する場合には、主治医と

相談することを勧めるにとどめ、行政としては侵襲性の高い検査を実施すること

は勧めることはないこと、また、当該検査の実施を行政として求めることはない

ことを請求人に対して懇切・丁寧に説明すること。この結果、認定に必要な医学

的所見が確認できなければ、不支給決定を行うことになる。

なお、不支給決定後、新たな証拠（医学的所見）が提出され、当該医学的所見に

より当初の不支給決定が覆る場合には、当初の不支給決定を取り消した上で、新た

に支給決定を行うこと。

１－１２ びまん性胸膜肥厚の認定要件においては、「著しい呼吸機能障害を伴う

こと」とされているが、じん肺管理区分が管理４以外の決定を受けた者は、不支

給としてよいか。（労災・特別遺族）

（答）

びまん性胸膜肥厚の認定要件では、「著しい呼吸機能障害を伴うこと」とされて

おり、これは、じん肺法でいうところの「著しい肺機能障害」と同じであるが、

じん肺管理区分は要件としていない。

石綿によるびまん性胸膜肥厚の成因として、石綿肺が進行した結果と考えられ

る症例は１０％程度とされており、石綿肺がない症例でもびまん性胸膜肥厚は発

生している。このため、石綿肺所見がない場合でも、石綿ばく露作業への従事期

間が３年以上で、かつ、認定要件に示された程度以上に進展したびまん性胸膜肥

厚であって、著しい呼吸機能障害があれば、業務上疾病に該当することとなる。

なお、著しい呼吸機能障害が認められないびまん性胸膜肥厚については、不支

給とすることとなるが、健康管理手帳の交付対象となることから、その旨教示さ

れたい。
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２ 石綿ばく露調査に関するもの

２－１ 石綿ばく露作業の事実を裏付ける資料が存在しない場合、石綿ばく露の

医学的所見が認められる事案についても、業務外として取り扱うのか。どの程度

の調査をもって判断すればよいか。（労災・特別遺族）

（答）

ばく露作業の調査においては、事業場が廃止されている場合には、請求人の申し

立てる作業内容と、事業主や同僚労働者の証言、あるいは、社会保険の被保険者記

録、登記事項証明書の内容を照合し、石綿ばく露作業の事実が推定できるときは、

石綿ばく露作業ありと認定して差し支えない。

また、事業場が現存している場合で、事業主が石綿ばく露作業の事実を否定して

いる場合は、当該事業場の業務内容や同僚労働者の証言と、請求人の申し立てる作

業内容を照合し、石綿ばく露作業の事実が推定できるときは、石綿ばく露作業あり

と認定して差し支えない。

なお、請求人が申し立てる石綿ばく露作業への従事を裏付ける客観的な資料（事

業主や同僚労働者の証言のほか、平成 17 年７月 27 日付け基労補発第 0727001 号に

基づき転々労働者等の事実認定を行うに当たっての厚生年金保険等の被保険者記

録照会回答票等）が得られないために、認定基準に定める石綿ばく露作業への従事

期間の要件を満たすものか否かを明確に判断できないものについては、石綿ばく露

作業への従事を不明とし、その他の認定要件を満たす場合は、本省協議を行うこと。
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２－２ 年代により石綿ばく露の程度に違いはあるのか。（労災・特別遺族）

（答）

石綿ばく露の事実については、事案ごとの作業内容や取扱い製品により、個別具

体的に判断することとなるが、その際には、次に掲げる年代ごとの石綿使用状況の

推移も参考にされたい（別紙参考を参照）。

ア 昭和５０年に特定化学物質等障害予防規則が改正され、石綿等の吹付け作業を

原則禁止とするなどの規制がなされ、その後も石綿に関連する規制は強化されて

きている。このため、昭和５０年頃を境に、石綿の使用状況は大きく異なってお

り、仮に、同じ内容の作業であっても、この頃より前の作業は、その後の作業に

比べ高濃度のばく露があったと考えられる。

イ なお、昭和５０年に改正された特定化学物質等障害予防規則では石綿を５％以

上含有するものについて規制対象としたため、吹付け作業禁止以後も昭和５５年

頃まではロックウール吹付けにおいて、石綿を５％未満含有するものが使用され

ていた。

ウ また、石綿製品製造業においては、平成７年にクロシドライト、アモサイトの

使用禁止、平成１５年のクリソタイルの原則使用禁止を受け、それ以降の製品に

は石綿が使用されることはなくなっている。
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２－３ 認定基準で具体的に示されている石綿ばく露作業以外に、石綿ばく露が

認められた事例はあるか。（労災・特別遺族）

（答）

石綿ばく露の事実については、事案ごとの作業内容や取扱い製品により、個別具

体的に判断することとなるが、その際には、次に掲げるような業種、職種において、

石綿ばく露が認められた事例があるので参考とされたい。

なお、国土交通省ホームページ内の「現場におけるアスベスト建材の識別資料」

には建築物の中のいずれの部分に石綿が使用されているか、その製品は何年まで製

造されていたかについて説明がある。また、左官作業については日本建築仕上材工

業会のホームページに石綿含有資材の製造状況が公開されているので、これら関連

業界団体等のホームページから必要な情報を入手されたい。

なお、厚生労働省のホームページでは石綿にさらされるおそれがある作業例につ

いて、写真入りで解説しているため、参考とされたい。

（https://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/sekimen/sagyo.html）

（参考事例）

［左官］

1970 年頃から 2000 年頃までの間に製造された下地調整材、仕上塗材等に石綿が混入さ

れており、混合等の作業あるいは塗り替え工事において、塗材を削るなどした場合に石綿

にばく露した可能性がある。

また、左官作業の周辺においては、他の作業が行われていることが多く、当該他の作業

が石綿ばく露作業であった場合は、間接ばく露の可能性もある。

［大工］

住宅、ビル等の天井、内壁、間仕切材として使用された「けい酸カルシウム板第一種」

は平成６年頃まで、住宅、ビル等の外壁に使用された「窯業系サイディング」は平成１６

年頃まで、それぞれ石綿が含有されていたものが製造されていたことから、これらの加工

等の作業で石綿にばく露した可能性がある。

［塗装工］

1960 年代～1990 年代に製造された建築・外装塗装材、重防食関係塗装材、舗装・カラー

塗材等に石綿が混入されていたことから、過去には、塗装作業、混入作業あるいはケレン

作業等において石綿にばく露した可能性がある。

［ゴム製品製造業］

ゴム製品製造業では「打ち粉」を使用することがあるが、「打ち粉」の一つとして使用さ

れたタルクについては、過去、一部に不純物として石綿を含有していたものがあった。昭

和６０年代前半以降に使用されているタルクには石綿が不純物として混入している可能性

は少ないものの、過去には、タルクの使用により石綿にばく露した可能性がある。
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［電気工事業］

過去の建築物又は天井裏等には、石綿吹付けが施されていることが多く、そうした換気

の悪い、閉じ込められた場所において吹付け石綿を削る、または穴空け作業を行うなどし

たことにより石綿にばく露した可能性がある。

２―４ 労働者としての従事歴と事業主としての従事歴が混在している場合、ど

のように認定すればよいか。

（答）

労働者としての従事歴と事業主としての従事歴がある場合の認定については、労

働者として石綿ばく露作業に従事した期間に着目し、それが認定要件に合致してい

るかどうかで判断することとしている。

じん肺については、どちらの粉じん作業が有力な原因となったかという観点か

ら、従事期間の長さなどにより判断することとしているが、中皮腫や肺がんは、一

定以上の石綿ばく露があれば、潜伏期間を経て発症に至るというものであるので、

じん肺と同じ取扱いとはしていない。

したがって、事業主としての従事期間が長い場合であっても、労働者としての従

事期間（通算）が認定要件を満たす場合には、原則として、業務上（肺がんは医学

的所見が必要）として差し支えない。

２－５ 旧国鉄とＪＲの両方で石綿ばく露作業に従事していた労働者が石綿関連

疾患を発症した場合、ばく露期間は民営化以降分のみを算定すればよいか。

（答）

民営化前は鉄道運輸機構が、民営化後は労災保険がそれぞれ対象とする期間にお

ける石綿ばく露作業従事歴等から業務上外を判断し、双方がそれぞれ独自に補償対

象か否かを決定するため、民営化以降分のみを算定することとして差し支えない

（昭和 62 年３月 26 日付け労働省発労徴第 19 号、基発第 168 号、職発第 153 号「日

本国有鉄道の分割民営化に伴う労働保険の適用等について」）。
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２－６ 船員保険制度の対象である船員としての石綿ばく露期間と、労災保険法

の対象となる石綿ばく露期間の両方がある労働者が石綿関連疾患を発症した場

合、ばく露期間は労災保険法の対象となる期間のみを算定すればよいか。

（答）

労災認定に当たっては、労災保険法の適用がある期間のみを算定すればよい。

２－７ 沖縄が日本に復帰する前の沖縄米軍基地において働いていた米軍関係労

働者の遺族は、特別遺族給付金の対象となるか。

（答）

沖縄が日本に復帰する前の沖縄米軍基地において石綿関連作業に従事したこと

で石綿関連疾患を発症し、これにより死亡した米軍関係労働者の遺族は、労働者災

害補償（1961 年高等弁務官布令第 42 号）により補償を受ける権利を有するが、長

期の潜伏期間があるという石綿関連疾患の特殊性にかんがみれば、当該権利を有す

るものの中には、権利を行使することなく時効により権利を失う者がいることも想

定される。このため、労災補償部長通達（平成 23 年８月 26 日付け基労発 0826 第

１号「沖縄の復帰前に労働者災害補償の適用を受けていた米軍関係労働者に係る石

綿による健康被害の救済に関する法律の適用について」）により、上記の米軍関係労

働者の遺族で、時効により布令第 42 号に基づく補償が請求できなかった者は特別

遺族給付金の対象となる。
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３ 業務上外の認定以外の事務処理に関するもの

３－１ 労災保険法の施行前のばく露作業が原因で、同法の施行後に疾病が発症

した場合には、労災保険給付を行ってよいか。また、同じケースで、特別遺族給

付金の支給を行ってよいか。（労災・特別遺族）

（答）

当該疾病が労災保険法の施行前の有害業務に起因していることが認められる

場合でも、同法施行後に発症したときには、労災保険の適用があるものである。

この点については、平成５年２月１６日の和歌山ベンジジン訴訟に係る最高裁判

決を受けて発出された、平成６年３月 10 日付け基発第 126 号で示されていると

ころである。したがって、労災保険の支給を行うこと。

特別遺族給付金についても、労災保険と同じく支給を行うこと。

３－２ 被災労働者の石綿ばく露事業場自体が不明である場合には、当該事業場

の特定を行うべく、どの程度の調査を行う必要があるか。（特別遺族）

（答）

請求書に事業場の名称や所在地が記載されていない場合には、まず、請求人か

ら聴取調査を行った上で、石綿ばく露事業場の名称や所在地について、可能な限

り詳細に確認を行う。

上記 1の聴取の結果、事業場の名称や所在地又は当該事項を知っていると思わ

れる者の名前等について、なんらかの情報が得られた場合には、当該情報に基づ

き、事業場を確定するための調査を実施すること。（例えば、①事業場名称に係る

情報を手がかりに当時の電話帳等資料に基づき所在地を割り出す、②所在地に係

る情報を手がかりに、当時、請求人が申し立てる内容の事業を行っていた事業場

が存在していなかったかを近隣に確認する等）。

請求人から事業場の名称及び所在地いずれの情報も確認できない場合や、上記

２の調査の結果事業場の特定を行えなかった場合には、「特別遺族給付金の取扱

いについて」（平成 18 年３月 17 日付け基発 0317004 号）により不支給決定を行

うこと。
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３－３ 特別遺族給付金の請求事案について、請求書の受付後、督促にもかかわら

ず、死亡診断書の記載事項証明書が提出されない場合には、如何に取り扱うべき

か。（特別遺族）

（答）

具体的には、次のような方法で督促を行った上でなお、死亡診断書等の記載事項

証明書（証明書が発行されない場合にはこれに代わるべき書類）の提出が行われな

い場合には、不支給決定を行われたい。

１ 請求書受付後、１か月を経過してなお証明書等が提出されない場合には、請求

人に対し、文書を送付することにより、提出を求める（別紙参考例１を参照）。こ

の場合、文書に記載する提出期限は文書発送から起算して概ね１か月後の日付と

し、発送は配達証明の方法によること。

なお、文書の送付の前には、必ず、電話連絡等を通じ、口頭による督促を実施

しておくこと。

また、文書の送付の後、請求人から連絡があり、やむを得ない事情により証明

書等の提出が遅延する旨の申立てが行われた場合には、提出が可能となる提出予

定期日を確認の上、以下２、３の事務処理への移行を一時保留すること。

２ 文書に記載した提出期日や請求人が申し立てた提出予定期日を過ぎても、請求

人から証明書等が提出されず、また提出が遅延する旨の申立ても行われない場合

には、請求人に対し、再度、文書を送付することにより提出を求めること（別紙

参考例２を参照）。この場合、督促文書に記載する提出期日は督促文書の発送日

から概ね２週間後の日付とし、また、送付は配達証明の方法によること。

なお、請求人からやむを得ない事情により証明書等の提出が遅延する旨の申立

てが行われている場合には、当該事情が継続しているか否かを確認の上、継続し

ていない場合に督促文書を送付すること。当該事情が引き続き継続している場合

には、今後の状況を再度確認し、記録しておくこと。

３ 再度送付を行った文書に記載した提出期日を過ぎてなお、請求人から証明書等

が提出されない場合には、提出期日から概ね２週間が経過した日をもって、平成

１８年３月１７日付け基発第 0317004 号記の３（１）イに基づき不支給決定を行

う。

４ １～３にかかわらず、処理の過程において請求人から、「証明書等が存在せず

提出を行えない。」旨の申立てが行われた場合には、請求人から当該内容を聴取

した上で、「死亡原因の確認が出来ない以上、指定疾病等に該当するとの判断が

できないことから処理を終了せざるを得ない。」旨の説明を行った上で、不支給

決定を行う。

５ １～４の経過については、請求事案ごとに文書の発送年月日や請求人との連絡

内容について記録しておくこと。
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なお、法務局等における保存期間（原則として死亡日の属する年度の翌年から

２７年間）が経過していないにもかかわらず、請求人から証明書が交付されなか

ったとする申し出があった場合には、署において法務局等に対し、改めて照会の

上、確認を行うこと。（平成１８年３月１７日付け基発第 0317004 号の３（１）

アに記載している。）

３－４ 特別遺族給付金の請求に当たって、死亡診断書の原本の提出を行う旨申

立があった場合でも、死亡届書記載事項証明書の提出が必要であるのか。（特別

遺族）

（答）

死亡届書記載事項証明書は、厚生労働省令（石綿健康被害救済法施行規則第６条

第３項等）により提出が規定されているものであり、請求人から死亡診断書の原本

がある旨申し立てがある場合でも、証明書の提出は必要である。

なお、証明書が所管法務局に既に保管されておらず提出できない場合には、死亡

診断書の原本等これに代わる書類をもって処理を行うこととなる。

３－５ 平成２年７月 31 日付け基発第 486 号通達は、労働者の死亡日が平成２年

８月１日以後である遺族補償年金等の認定について適用することとされている

が、被災労働者等の死亡日が同日前である特別遺族給付金事案に係る生計維持

関係の認定にも適用されるのか。（特別遺族）

（答）

486 号通達及び同通達と同日付けの事務連絡第２２号に規定している、死亡当

時、当該遺族が一親等の血族と同居していた事実や、当該血族に遺族の消費生活

のほとんどを維持し得ると認められる程度の収入があった事実が、客観的な資料

等に基づき明確に認められる場合には、同通達を適用し、生計維持関係の判断を

行うこととなる。

なお、特別遺族給付金の事案については、被災労働者の死亡から相当期間が経

過しており、当該死亡当時の家族関係や関係者の収入等の詳細について確認を行

うことが困難なケースが多いことが考えられる。

したがって、調査時において、三世帯同居の事実や関係者の収入等について聴

取を行った上で、請求人から、通達にある事実関係を裏付ける明確な申立てや客

観的資料が提出されない限り、同通達における事実関係は確認できないとした上

で、生計維持関係の認定を行うこととして差し支えない。
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３－６ 被災労働者等の死亡時における配偶者が、その後、再婚している場合であ

っても、特別遺族一時金の支給を行ってよいか。（特別遺族）

（答）

特別遺族一時金の受給者の範囲等については、平成 18 年 3 月 17 日付け基発第

0317003 号「石綿による健康被害の救済に関する法律の施行（「特別遺族給付金」

の支給関係）について」の記５(1)イに明記されている。特別遺族年金については、

法律の施行日までの間において婚姻(届出をしていないが事実上婚姻関係と同様

の事情にある場合を含む。)をしていないことが、当該年金を受けることができる

遺族の要件となっているが、特別遺族一時金については、そのような要件は付さ

れていないので、被災労働者等の死亡後婚姻をした配偶者であっても受給者であ

り、一時金を支給することができる。

なお、この取扱いは、労災保険法における遺族補償一時金と同様である。

３－７ 認定基準の要件を満たし業務起因性が認められる被災者について、労働

者としてのばく露期間と特別加入者としてのばく露期間が混在する場合は、い

ずれの保険関係に基づき給付を行うべきか。（労災・特別遺族）

（答）

被災者が、労働者及び特別加入者双方のばく露期間を有している場合には、原

則、最終ばく露期間の身分に係る保険関係に基づき給付を行うこと。

労働者としてのばく露期間、特別加入者としてのばく露期間を比較し、適用す

べき保険関係を判断することとしている昭和６１年２月３日付け事務連絡は、じ

ん肺のみに係る取扱いであり、石綿関連疾患（中皮腫、肺がん、良性石綿胸水、

びまん性胸膜肥厚）に係る事案に関しては、その他の遅発性疾病に関する取扱い

と同様、最終ばく露期間に係る保険関係を適用することとなる。

ただし、労働者としてのばく露期間がある特別加入者であって、特別加入して

いた期間におけるばく露作業が、それ以前の作業内容と異なり、極めて軽微なば

く露作業である一方、労働者期間におけるばく露作業が石綿関連疾患にり患する

おそれの高い作業であったと認められるなど、当該特別加入期間における保険関

係を適用することが明らかに不合理な場合は、当該特別加入期間より前の期間に

おいて、ばく露作業に従事した最終の事業場の保険関係を適用することとなる

（平成 21 年８月６日付け補償課長補佐（業務担当）事務連絡）。
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３－８ 配管工としてばく露作業に従事した後、同一事業場で管理職となり事務

作業に従事したケース等、被災労働者が、ばく露事業場を離職する際にばく露

作業には従事していない場合の、１９３号通達に基づく平均賃金の算定はど

のように取り扱えばよいか。（労災）

（答）

１９３号通達は、労働者が当該疾病の発生のおそれのある作業に従事した事業場

を離職した日以前３か月間に支払われた賃金額が不明な場合に適用することとさ

れており、その趣旨からも、当該事業場の離職時における被災労働者の職種や企業

規模、年齢等に基づき、平均賃金の算定を行うことが適当である。

したがって、質問のケースの場合には、管理職を被災労働者の職種として取り扱

い、平均賃金の算定を行うこととなる。
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４ その他

４－１ 主治医は「中皮腫疑い」、地方労災医員は「中皮腫と認めない」、石綿確定

診断委員会は「中皮腫と認めない」とされた場合、監督署で不支給決定して良

いか。（労災、特別遺族）

（答）

平成 28 年７月 29 日付け職業病認定対策室長事務連絡記の３（２）「疾病名の確

定がなされていない場合等」に該当するため、本省協議が必要である。

４－２ 石綿ばく露作業従事歴が各疾病の認定要件の期間に満たない（石綿ばく

露作業への従事が明確に確認できない）場合、監督署で不支給決定して良い

か。（労災、特別遺族）

（答）

平成 28 年７月 29 日付け職業病認定対策室長事務連絡記の１（２）「石綿ばく露

作業への従事期間が明確に判断できない場合」に該当するため、本省協議が必要で

ある。
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（２－２ 参考）

単位：トン 管理濃度(※2) 抑制濃度(※3)

1949年
(昭和24年)

1,205 輸入再開 － － － － －

1971年
(昭和46年)

273,757 － － －
2mg/㎤
（通達）

－

1973年
(昭和48年)

341,540 － － －
5f/㎤
（通達）

－

1974年
(昭和49年)

352,110 ピーク － － － －

1975年
(昭和50年)

253,097 5%
原則禁止

例外あり
－

5f/㎤
（法規制）

－

1976年
(昭和51年)

325,346 － －

1984年
(昭和59年)

239,747
2f/㎤
(通達)

－

1988年
(昭和63年)

320,393
2f/㎤

(クロシドライト0.2f/㎠)
(法規制)

－

1989年
(平成元年)

295,168 10f/㍑

1995年
(平成7年)

191,475
クロシドライト・アモサイトの

製造・使用等禁止
1%

原則禁止
クロシドライト、

アモサイトは

製造等禁止

クリソタイルのみ

例外あり

2f/㎤
(法規制)

クロシドライト、アモサイトは

製造等禁止

1996年
(平成8年)

177,869

2004年
(平成16年)

8,186
建材等の石綿含有製品の

製造・使用等原則的禁止

2005年
(平成17年)

110 全面禁止

0.15f/㎤

(法規制)
クロシドライト、アモサイトは

製造等禁止

2006年
(平成18年)

0
以降輸入

なし

全ての石綿製品の製造等禁
止（代替化が困難な一部製
品を除く）

0.1%

2009年
(平成21年)

0
0.15f/㎤
（法規制）

2012年
(平成24年)

0

猶予されている製品について
も非石綿製品への代替が可
能となったため、猶予措置を

撤廃し、全面禁止

※１ 含有率を超える石綿含有物を取扱う場合は、ばく露防止措置を講じる必要がある（労働安全衛生法）。

※２ 作業場内のほとんどすべての場所で石綿粉じん濃度を一定の値以下とする基準（労働安全衛生法）

※３ 局所排気装置の性能が発揮されているかを確認するための基準（労働安全衛生法）

※４ 工場・事業場の敷地境界における石綿の濃度基準（大気汚染防止法）

石石綿綿のの輸輸入入量量とと石石綿綿障障害害予予防防のの規規制制等等のの変変遷遷

石綿輸入量
製造・使用等禁止措置

規制対象(※1)

（含有率）
吹付け作業
禁止措置

石綿粉じん濃度基準 敷地境界
濃度基準

(※4)
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（３－３ 参考例１）

年 月 日

（請求人氏名） 殿

労働基準監督署長

特別遺族給付金の請求に必要な書類の提出について（お願い）

○年○月○日に受け付けた貴殿からの特別遺族給付金の請求については、死亡診

断書、死体検案書又は検視調書に記載してある死亡原因等の事項についての地方法

務局又は支局の証明書（当該証明書が発行されない場合にはこれに代わるべき書類）

が未提出となっています。

当該書類は、法令（石綿健康被害救済法施行規則）により特別遺族給付金の請求

を行う場合に提出が必要とされているものであり、貴殿が特別遺族給付金の支給対

象者であるか否かを審査するために必要なものですので、 年 月 日まで

に提出していただくようお願いいたします。

なお、やむを得ない事情により、提出期日までに提出ができない場合には、その

旨を下記担当者まで連絡してください。

労働基準監督署

担 当 者 氏 名 ：

電 話 番 号 ： （ ）
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（３－３ 参考例２）

年 月 日

（請求人氏名） 殿

労働基準監督署長

特別遺族給付金の請求に必要な書類の提出について（督促）

○年○月○日に受け付けた貴殿からの特別遺族給付金の請求については、審査に

必要な「死亡診断書、死体検案書又は検視調書に記載してある死亡原因等の事項に

ついての地方法務局又は支局の証明書（当該証明書が発行されない場合にはこれに

代わるべき書類）」について、 年 月 日付けで 年 月 日まで

に提出いただくようお願いしているところですが、いまだ提出されておりません。

ついては、当該書類について、 年 月 日までに提出していただくよう

再度お願いいたします。

なお、やむを得ない事情により期日までに提出ができない場合には、その旨を下

記担当者まで連絡してください。

また、期日までに提出が行われない場合には、貴殿が特別遺族給付金の支給対象

者であることが確認できないこととして、上記請求について、不支給決定を行うこ

とになることを申し添えます。

労働基準監督署

担 当 者 氏 名 ：

電 話 番 号 ： （ ）
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               基労補発第 0727001 号 

平成１７年７月２７日 

 改正 基労補発第 0928001 号 

平成１７年９月２８日 

改正 基補発 0507 第１号 

令 和 元 年 ５ 月 ７ 日 

改正 基 発 1225 第 １ 号 

令和２年 12 月 25 日 

 

都道府県労働局労働基準部長 殿 

 

厚生労働省労働基準局 

    労災補償部補償課長 

 

石綿による疾病に係る事務処理の迅速化等について 

 

 石綿による疾病の業務上外に係る調査については、昭和 53年 10 月 27 日付け事務連絡第

41 号別紙「石綿による疾病の業務起因性判断のための調査実施要領」（以下「実施要領」と

いう。）によることとされているところであるが、今般、特に石綿による疾病に係る事務処

理の迅速化等を図るため、下記により、石綿ばく露作業従事歴の事実認定の迅速化、請求

書の受付に係る事務処理の明確化を図ることとしたので、的確な対応に遺憾なきを期され

たい。 

 

記 

 

１ 転々労働者等に係る石綿ばく露作業従事歴の事実認定の方法について 

（１） 趣旨 

石綿による疾病については潜伏期間が特に長いといったような特徴があり、その

ため労災保険の請求時においては既に事業場が廃止されている等の事情から、石綿

ばく露の事実については同僚労働者等に確認する等の方法で認定する事例も少なか

らず見られるところである。 
しかしながら、中には同僚労働者等も既に死亡している等、このような方法のみ

では事実認定が極めて困難な事例もあり、また、調査に多大な時間を要している実

態もあることから、石綿ばく露歴の事実認定が極めて困難な場合における特例的な

事実認定（以下「転々労働者等の事実認定」という。）の方法を示すこととしたもの

である。 

したがって、被災者が石綿ばく露作業に従事した事業場を特定するよう努めると
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ともに、特定できた場合には当該事業場に係る調査を行うべきことは当然であり、

また、事業場が廃止されている場合等であっても、原則として事業主・同僚労働者

等から当該労働者の石綿ばく露状況の確認に努めた上で、それが不明な場合に限っ

て、転々労働者等の事実認定を行うものとすること。 

なお、転々労働者等の事実認定は、認定基準に定める各要件を緩和する趣旨では

ないこと。 

（２） 転々労働者等の事実認定の対象 

    転々労働者等の事実認定は、原則として次のア又はイの事案であって、事業主・

同僚労働者等から当該労働者の石綿ばく露状況の確認が困難なものについて行うこ

と。 

ア 被災者が石綿ばく露作業に係る事業場を転々としている場合 
イ 退職後相当期間経過している事案であって、被災者の所属していた事業場が廃

止された場合 

（３） 転々労働者等の事実認定の具体的方法  

ア 石綿ばく露作業に係る調査と事実認定 

（ア） 請求人の以下の①から⑦までのいずれかの作業に従事していたとする主張及び

それを裏付ける資料に基づき、以下の①から⑦までのいずれかの作業に被災者が

特定期間従事していたと判断できる場合には、石綿ばく露のおそれがないことが

明白な場合を除き、被災者が石綿ばく露作業に当該期間従事していたと事実認定

して差し支えないこと。  

したがって、請求人から可能な限り作業の内容を聞き取り、石綿ばく露のおそれ

のないことが明白ではないことを確認しておくこと。   

① 耐火建築物に係る鉄骨への吹きつけ作業 

 ② 断熱若しくは保温のための被覆又はその補修作業  

③ スレート板等難燃性の建築材料の加工作業 

④ 建築物の解体作業 

 ⑤ 鉄骨製の船舶又は車両の補修又は解体作業 

⑥ タルク、バーミキュライト及び繊維状ブルサイト等の取扱いの作業  

⑦ ①から⑥の作業が行われている場所における作業 

（イ）  この場合の裏付けは、石綿ばく露作業を含む事業を行う事業主に使用されてい

る期間が認められ、かつ、その期間と事業内容が請求人の主張する内容との間

に整合性が客観的に認められることを要するものであること。 
  （ウ） このようにして事実認定した当該期間が認定基準に示す石綿ばく露作業に係

る期間に比して同様又は長期にわたっている場合には、その石綿ばく露作業従

事期間に係る認定要件を満たすものとして取り扱われるものであること。 

（エ） なお、上記の①から⑦までの作業は、認定基準で示した作業のうち、戦後か

ら最近に至るまでの間、スレート板や断熱材等に石綿が含まれていた実態を踏

－ 368 －



ともに、特定できた場合には当該事業場に係る調査を行うべきことは当然であり、

また、事業場が廃止されている場合等であっても、原則として事業主・同僚労働者

等から当該労働者の石綿ばく露状況の確認に努めた上で、それが不明な場合に限っ

て、転々労働者等の事実認定を行うものとすること。 

なお、転々労働者等の事実認定は、認定基準に定める各要件を緩和する趣旨では

ないこと。 

（２） 転々労働者等の事実認定の対象 

    転々労働者等の事実認定は、原則として次のア又はイの事案であって、事業主・

同僚労働者等から当該労働者の石綿ばく露状況の確認が困難なものについて行うこ

と。 

ア 被災者が石綿ばく露作業に係る事業場を転々としている場合 
イ 退職後相当期間経過している事案であって、被災者の所属していた事業場が廃

止された場合 

（３） 転々労働者等の事実認定の具体的方法  

ア 石綿ばく露作業に係る調査と事実認定 

（ア） 請求人の以下の①から⑦までのいずれかの作業に従事していたとする主張及び

それを裏付ける資料に基づき、以下の①から⑦までのいずれかの作業に被災者が

特定期間従事していたと判断できる場合には、石綿ばく露のおそれがないことが

明白な場合を除き、被災者が石綿ばく露作業に当該期間従事していたと事実認定

して差し支えないこと。  

したがって、請求人から可能な限り作業の内容を聞き取り、石綿ばく露のおそれ

のないことが明白ではないことを確認しておくこと。   

① 耐火建築物に係る鉄骨への吹きつけ作業 

 ② 断熱若しくは保温のための被覆又はその補修作業  

③ スレート板等難燃性の建築材料の加工作業 

④ 建築物の解体作業 

 ⑤ 鉄骨製の船舶又は車両の補修又は解体作業 

⑥ タルク、バーミキュライト及び繊維状ブルサイト等の取扱いの作業  

⑦ ①から⑥の作業が行われている場所における作業 

（イ）  この場合の裏付けは、石綿ばく露作業を含む事業を行う事業主に使用されてい

る期間が認められ、かつ、その期間と事業内容が請求人の主張する内容との間

に整合性が客観的に認められることを要するものであること。 
  （ウ） このようにして事実認定した当該期間が認定基準に示す石綿ばく露作業に係

る期間に比して同様又は長期にわたっている場合には、その石綿ばく露作業従

事期間に係る認定要件を満たすものとして取り扱われるものであること。 

（エ） なお、上記の①から⑦までの作業は、認定基準で示した作業のうち、戦後か

ら最近に至るまでの間、スレート板や断熱材等に石綿が含まれていた実態を踏

まえて、石綿ばく露の蓋然性の高い作業を示したものであること。 

イ 請求人の主張を裏付ける資料 
請求人の主張の裏付けの資料としては、例えば、厚生年金保険等の被保険者記録

照会回答票（以下「回答票」という。別添１参照）を活用することが考えられる

が、回答票は請求人からの書面（別添２「同意書」）による同意を得た上で労

働基準監督署長が社会保険業務センターに依頼して入手すること（書式は別添

３参照）。また、死亡している者に係る回答票については、遺族（補償）給付

等に係る請求人からの別添４の書式による依頼書を提出させ、死亡している者

と請求人との身分関係を証明することができる書類（労災保険給付請求書に添

付されていた戸籍謄本、抄本等）の写しとともに依頼すること。（書式は別添

５参照）。 
なお、回答票が入手できない場合や回答票の内容では裏付けの資料とならな

い場合には、可能な限りこれに代わるべき資料を収集すること。 
   ウ 石綿による健康障害に関する調査票への記載 
     上記イにより確認できた場合には、実施要領の「１．事業概要中の石綿製品の

名称、石綿の取扱い量」、「2.石綿取扱い作業及び作業環境測定」、「3．請求に係る

労働者の職歴等のうち、過去の事業場名」及び「5.同種労働者の健康状況」につ

いては、その名称等を「不明」と記載すれば足りるものである。 
          

２ 労災保険給付請求書の受付等について 
（１） 趣旨 

石綿による疾病の労災保険給付を行う場合には、最終石綿ばく露事業場に係る労災

保険関係により行うこととしているところであるが、石綿取扱い作業等に従事した時

点から請求までの期間が長期にわたること等から、最終石綿ばく露事業場が判然とし

ない事例も多く、そのために請求書の受付の段階から事務処理の混乱をきたすことが

ある。 

このため、石綿による疾病に係る請求書の受付等について特例の処理を示すことと

したものである。  

（２） 請求書の提出を受けた監督署における事務処理 

   石綿による疾病に係る請求書については、その提出を受けた監督署が所轄監督署で

あるか否かを問うことなく、一旦、当該監督署が受付を行うこととする。 
その上で、当該請求書の提出を受けた監督署が所轄監督署を特定するための調査を

行い、他の監督署が所轄監督署であることが明らかになった場合は請求書を当該他の

監督署に回送し、当該請求人には所轄監督署に回送した旨連絡すること。 
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（別添１）

被保険者記録照会回答票

氏 名

生 年 月 日 性 別

住 所 　　〒

基 礎 年 金 番 号
年 金 手 帳 記 号 番 号
国 民 年 金 厚 生 年 金 船 員 保 険

制度 月数

厚　年 株式会社○○社 12ヶ月

学生納付
特例月数

備 考 欄

被保険者期間合計

年　　月　　日

年　　月　　日

S50.10.13 S51.10.13

国　　　民　　　年　　　金

月 数 月 数

厚生年金保険 船 員 保 険

合　　計

被 保 険 者 対 象 月 数

喪失年月日

納付済月数 全額免除月数 期 間半額免除月数

事業所／市区町村名 取得年月日

期 間
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同 意 書

私は、社会保険庁が保有する私の国民年金、厚生年金保険及び船員保険に関する被保険者記録を、

労災保険給付に係る職歴調査の目的のため、

○○労働基準監督署長 ○○ ○○

郵便番号○○○ー○○○○

住 所

に提供することに同意します。

年 月 日

（ ふ り が な ）

本人署名 ：

生年月日 ： 年 月 日

郵便番号 ：○○○－○○○○

住 所 ：

電話番号 ： ー ー

基礎年金番号 ：

又は厚生年金手帳記号番号：

（別添２）
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（別添３） 

事  務  連  絡   
  年 月 日 

 
社会保険業務センター所長 殿 
 

○○労働基準監督署長 
 
 

○○氏に係る被保険者記録の照会について（ご依頼） 
 
 
 ○○氏から石綿による疾病に罹患した等として労災保険給付に係る請求書の提出が本職

あて  ○年○月○日付けでありました。 
 上記の保険給付の処理を行うため、同意書を添付の上、○○氏に係る被保険者記録を照

会しますので、ご多忙のところ恐れ入りますが○月○日までに回答していただきますよう

お願い申し上げます。 
 
 
 
 
 

担当者 ○○課 役職○○ 氏名○○○○ 
連絡先 電話 ○○－○○○○－○○○○ 
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（別添３） 

事  務  連  絡   
  年 月 日 

 
社会保険業務センター所長 殿 
 

○○労働基準監督署長 
 
 

○○氏に係る被保険者記録の照会について（ご依頼） 
 
 
 ○○氏から石綿による疾病に罹患した等として労災保険給付に係る請求書の提出が本職

あて  ○年○月○日付けでありました。 
 上記の保険給付の処理を行うため、同意書を添付の上、○○氏に係る被保険者記録を照

会しますので、ご多忙のところ恐れ入りますが○月○日までに回答していただきますよう

お願い申し上げます。 
 
 
 
 
 

担当者 ○○課 役職○○ 氏名○○○○ 
連絡先 電話 ○○－○○○○－○○○○ 

（労働者死亡の場合） （別添４）

依 頼 書

私は、社会保険庁が保有する○○○○に係る国民年金、厚生年金保険及び船員保険に関する被保険

者記録を、労災保険給付に係る職歴調査の目的のため、

○○労働基準監督署長 ○○ ○○

郵便番号○○○－○○○○

住 所

に提供することを依頼します。

年 月 日

死亡労働者 （ ふ り が な ）

氏 名

生 年 月日 ： 年 月 日

死亡年月日 ： 年 月 日

基礎年金番号 ：

又は厚生年金手帳記号番号：

依頼人署名 ：

死亡労働者との関係

（参考資料として労災保険給付請求書に添付した戸籍謄本、

抄本等の写しを添付することに同意します ）。

郵便番号 ：○○○－○○○○

住 所 ：

電話番号 ： － －
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（別添５） 

事  務  連  絡   
  年 月 日 

 
社会保険業務センター所長 殿 
 

○○労働基準監督署長 
 
 

○○氏に係る被保険者記録の照会について（ご依頼） 
 
 
 ○○氏が石綿による疾病に罹患し死亡したとして、その遺族から労災保険給付に係る請

求書の提出が本職あて  ○年○月○日付けでありました。 
 上記の保険給付の処理を行うため、依頼書及び○○氏と請求書の提出のあった遺族との

身分関係を証明する書類の写しを添付の上、○○氏に係る被保険者記録を照会しますので、

ご多忙のところ恐れ入りますが○月○日までに回答していただきますようお願い申し上げ

ます。 
 
 
 
 
 

担当者 ○○課 役職○○ 氏名○○○○ 
連絡先 電話 ○○－○○○○－○○○○ 
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（別添５） 

事  務  連  絡   
  年 月 日 

 
社会保険業務センター所長 殿 
 

○○労働基準監督署長 
 
 

○○氏に係る被保険者記録の照会について（ご依頼） 
 
 
 ○○氏が石綿による疾病に罹患し死亡したとして、その遺族から労災保険給付に係る請

求書の提出が本職あて  ○年○月○日付けでありました。 
 上記の保険給付の処理を行うため、依頼書及び○○氏と請求書の提出のあった遺族との

身分関係を証明する書類の写しを添付の上、○○氏に係る被保険者記録を照会しますので、

ご多忙のところ恐れ入りますが○月○日までに回答していただきますようお願い申し上げ

ます。 
 
 
 
 
 

担当者 ○○課 役職○○ 氏名○○○○ 
連絡先 電話 ○○－○○○○－○○○○ 

事 務 連 絡 

平成 17 年 7 月 29 日 

都道府県労働局労働基準部 

労災補償課長 殿 

 

厚生労働省労働基準局労災補償部 

補償課職業病認定対策室長補佐 

 

社会保険業務センターへの照会に当たっての留意点について 

 

 石綿による疾病に係る事務処理の迅速化等については、平成１７年７月２７日付け基労

補発第 0727001 号により示されたところであるが、同通達の記の１の（３）のイにより、

請求人の厚生年金等の被保険者記録について社会保険業務センター所長あて照会を行う際

の留意点を下記のとおりまとめたので、事務処理に遺漏のないようお願いする。 

 

記 

 

１．照会文書の送付先等について 

照会文書の宛先は、社会保険業務センター所長となっているが、回答の担当部署は社

会保険業務センター記録管理部記録課であるため、封筒の宛先及び照会後の連絡は、社

会保険業務センター記録管理部記録課管理係（〒181-8501 東京都三鷹市下連雀５－７

－１ＮＴＴ ＤＡＴＡ三鷹ビル３Ｆ）あてとすること。 

 なお、労災認定のために各労働基準監督署長から社会保険業務センター所長あて照会

することについては、社会保険庁と厚生労働本省の間で調整済みである。 

２．返信用封筒の同封について 

照会に当たっては、返信用封筒に労働基準監督署の宛先を記入し、切手を貼付の上、

これを同封すること。 
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３．同意書の記載事項について 

被保険者記録照会回答票（別添 記載内容説明参照）は、同意書に記述があった基礎年

金番号又は厚生年金手帳記号番号（以下「基礎年金番号等」という。）で管理している記

録についてのみ送付されるものであること。 

したがって、同意書の提出に際しては、請求人に十分な説明を行い、複数の基礎年金

番号等がある場合は、そのすべてについて同意書に記入させること。 

４．請求人による照会の指導について 

社会保険業務センターから送付された被保険者記録照会回答票に記載された被保険者

期間以外の被保険者期間がある可能性がある場合は、請求人が社会保険事務所等におい

て記録照会を行い、その回答票を提出するよう丁寧に説明すること。 
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３．同意書の記載事項について 

被保険者記録照会回答票（別添 記載内容説明参照）は、同意書に記述があった基礎年

金番号又は厚生年金手帳記号番号（以下「基礎年金番号等」という。）で管理している記

録についてのみ送付されるものであること。 

したがって、同意書の提出に際しては、請求人に十分な説明を行い、複数の基礎年金

番号等がある場合は、そのすべてについて同意書に記入させること。 

４．請求人による照会の指導について 

社会保険業務センターから送付された被保険者記録照会回答票に記載された被保険者

期間以外の被保険者期間がある可能性がある場合は、請求人が社会保険事務所等におい

て記録照会を行い、その回答票を提出するよう丁寧に説明すること。 

年　　　月　　　日

氏　　　 名

生 年 月 日

〒住　　　 所　　 　

　　年　　月　　日 性別

社会保険業務センター

基礎年金番号

年金手帳記号番号

国民年金 船員保険厚生年金

制　度 ／事　業　所　 　市　区　町　村　名 取得年月日 喪失年月日 月　数

国　　　民　　　年　　　金

納付済月数 全額免除月数 半額免除月数
学生納付
特例月数

合　　計

被保険者対象月数

厚生年金保険 船員保険
被保険者期間合計

月　数 期　間 月　数 期　間

備　考　欄

被保険者記録照会回答票

年金　太郎

昭　和 34 5 6 男

100-0013
１－２－２千代田区　霞が関　     

9 8 7 6 - 5 4 3 2 1 0

国年 　千代田区 昭和54. 5. 6 昭和56. 4. 1 23

厚年 　株式会社○○製作所 昭和56. 4. 1 昭和58. 4. 1 24

国年 　千代田区 123

厚年 　××電気通信株式会社 昭和58.12. 1 平成 2. 4. 1 76

国年 　千代田区 平成 2. 4. 1 18

平成17 8 ●

120 0 0 0 120

164 143 143 0 0 263

平成 3.10. 1

厚年 　株式会社△△システム 平成 3.10. 1 平成 7. 5. 1 43

平成 7. 5. 1

国民年金被保険者記録上の
最終住所地が印字されます

、○　国民年金保険料の納付期限が翌月末日とされていること 金融機関から
　社会保険事務所に納付情報が報告されるまでに若干の日数がかかることか

、 、「　ら 納付期限に達して保険料が全額納付されている場合でも  被保険者
」 、「 」 、１～２　対象月数 欄の月数と  納付済月数 欄の月数で    ヶ月の相違が

　生じる場合があります
、「 」○　国民年金保険料の前納等を行った場合  被保険者対象月数 欄の月数

「 」　よりも 納付済月数 欄の月数の方が多く表示されます

回答票の作成日を示します
、 、被保険者記録 納付済期間等は 作成日現在の状

態となっています

被保険者記録照会回答票の記載内容説明

この回答票を作成した日の前月
までの被保険者期間の合計月数
が表示されます

会社を退職した日の翌日

勤務し始めた日
（ ） 加入した日 

記録管理部記録課

別添
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基発１２２８第１１号

職発１２２８第１８号

能発１２２８第４号

平 成 2 1年 1 2月 2 8 日

都道府県労働局長 殿

厚 生 労 働 省 労 働 基 準 局 長

（ 公 印 省 略 ）

厚 生 労 働 省 職 業 安 定 局 長

（ 公 印 省 略 ）

厚生労働省職業能力開発局長

（ 公 印 省 略 ）

日本年金機構の設立に伴う関係通知等の取扱いについて

日本年金機構法（平成19年法律第109号）が平成22年１月１日から施行され、日本年金機構（以

下「機構」という ）が設立されることに伴い、既存の通知、事務連絡（以下「通知等」という ）。 。

について、下記のとおり取り扱うこととするので、ご了知いただきたい。

記

機構の設立前に発出された通知等中の機関の名称及び職名については、機構の設立後の機関の名

称及び職名とみなして取り扱うこととすること。
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基発１２２８第１１号

職発１２２８第１８号

能発１２２８第４号

平 成 2 1年 1 2月 2 8 日

都道府県労働局長 殿

厚 生 労 働 省 労 働 基 準 局 長

（ 公 印 省 略 ）

厚 生 労 働 省 職 業 安 定 局 長

（ 公 印 省 略 ）

厚生労働省職業能力開発局長

（ 公 印 省 略 ）

日本年金機構の設立に伴う関係通知等の取扱いについて

日本年金機構法（平成19年法律第109号）が平成22年１月１日から施行され、日本年金機構（以

下「機構」という ）が設立されることに伴い、既存の通知、事務連絡（以下「通知等」という ）。 。

について、下記のとおり取り扱うこととするので、ご了知いただきたい。

記

機構の設立前に発出された通知等中の機関の名称及び職名については、機構の設立後の機関の名

称及び職名とみなして取り扱うこととすること。

基労補発０９２０第１号

平成２４年９月２０日 

改 正 基労補発１００１第１号

平成２５年１０月１日 

改 正 基補発０５０７第１号

令和元年５月７日  

改 正 基発１２２５第１号

令和２年１２月２５日 

改 正 基補発０３０１第１号

令 和 ５ 年 ３ 月 １ 日 

 

都道府県労働局労働基準部長 殿

厚生労働省労働基準局  

労災補償部補償課長 

石綿による疾病の業務上外の認定のための調査実施要領について

石綿による疾病については、平成 年６月６日付け基労補発 号「石綿によ

る疾病の業務上外の認定のための調査実施要領について」（以下「 年内かん」とい

う。）により調査実施要領を示してきたところであるが、今般、「石綿による疾病の

認定基準について」（平成 年３月 日付け基発 第２号。以下「認定基準」と

いう。）により石綿による疾病の認定基準が改正されたことから、別添のとおり調査

実施要領を改めたので、今後、石綿による疾病に係る労災請求事案については、本調

査実施要領に基づき、的確な調査の実施に努められたい。

なお、本通達の施行に伴い、 年内かんは廃止する。
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（別添）

石綿による疾病の業務上外の認定のための調査実施要領

本調査実施要領は、石綿による疾病のうち、肺がん、中皮腫、良性石綿胸水及びび

まん性胸膜肥厚に係る労災請求事案について、別添の調査票を使用することにより、

業務上外の認定を迅速・適正に行うことを目的として作成したものである。

調査票は、「Ⅰ 基本情報」、「Ⅱ 医学的情報」、「Ⅲ 作業歴情報」、「Ⅳ 診断

（意見）書」、「Ⅴ 石綿ばく露歴聴取票」から構成されており、このうち、「Ⅱ 医

学的情報」、「Ⅳ 診断（意見）書」については、疾病ごとに別様式としている。また、

調査票は、その記入欄を最小限とし、必須項目には調査すべき資料を示すとともに、

調査した事項をチェックする方式としているが、その記入に当たっては、確認できる

範囲で足りるものとする。

なお、認定基準には、上記の４疾病のほか、石綿肺（石綿肺合併症を含む。）が掲げ

られているが、石綿肺については、本調査実施要領によることなく、じん肺法の定め

るところにより従前の方法によって処理するものである。

各調査票の留意事項は、以下のとおりである。

１ 「Ⅰ 基本情報」について

労働保険番号、事業の名称等の事業場情報については、石綿ばく露作業に係る保

険関係上の最終事業場の情報を記入すること。

２ 「Ⅱ 医学的情報」について

⑴ 医証等の保存年限

石綿による疾病であることを判断する際に収集する主な医学的資料とそれぞれ

の保存年限は、次のとおりである（別添「石綿関連疾患の関係書類に係る保存年

限」参照）。

① 死亡診断書（死亡時に遺族に交付。死亡届に添付の死亡診断書は所轄法務局

で 27 年間保存。）（戸籍法施行規則第 49 条）

② 診療録５年（医師法第 24 条）

③ 肺機能等の検査記録３年（保険医療機関及び保険医療養担当規則第９条）

④ 病理解剖記録、病理組織検査記録３年（同上）
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⑤ エックス線、ＣＴ等の検査記録３年（同上）

⑥ じん肺管理区分の決定関係綴 30 年（都道府県労働局が定める文書保存期間に

係る規定）

⑦ 健康管理手帳交付台帳 30 年又は常用（同上）

医療機関等に保存される資料の法的保存義務は上記のとおりであるが、診療録

等については、10 年程度保存している医療機関（大学病院等研究機関においては

それ以上の期間）も多く、また、病理組織検査記録については、日本病理学会で

永年保存とする旨の独自の指針を定めているので、医学的資料の収集に当たって

留意すること。

⑵ 各疾病について、診断名及びその診断根拠を明らかにするとともに、業務起因

性の判断のために必要となる医学的事項を確認するため、Ⅳ－１から４に主治医

等に対する照会事項を記載した「診断（意見）書」の様式を示したので、主治医

等に対して照会する際には当該様式を依頼文に添付すること。

⑶ 疾病別の留意事項

ア 肺がん

(ｱ) 肺がんについては、主治医等の意見書により、原発性肺がんであるか否か

について確認を行うこと。

(ｲ) 被災労働者が、認定基準記の第１の２の⑶のア、イ若しくは⑷のいずれか

の作業に従事し、当該作業への従事期間又はそれらを合算した従事期間が５

年以上認められる場合には、以下に示す石綿ばく露に関する医学的情報は不

要であること。

  なお、上記⑷の作業の従事期間の算定については、その従事頻度等を可能な

限り把握した上で、当分の間本省に照会すること（当該作業の従事期間又は

当該作業を含む上記の合算した従事期間が、明らかに５年以上認められない

場合を除く。）。

(ｳ) 石綿ばく露に関する医学的情報に係る資料としては、石綿肺又は胸膜プラ

ークの所見を示す胸部エックス線写真、胸部ＣＴ画像、胸腔鏡検査結果、手

術記録、剖検記録がある。石綿小体又は石綿繊維は、石綿肺所見及び胸膜プ

ラークのいずれもが認められない場合において、石綿ばく露を推定し得る重

要な指標であるが、身体への侵襲的方法によってしか得られない情報である
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(ｴ) 石綿肺及び胸膜プラークの存在が確認できず、乾燥肺重量 1ｇ当たりの石綿

小体・石綿繊維の計測、気管支肺胞洗浄液中の石綿小体の計測及び肺組織切  

片中の石綿小体・石綿繊維の検査のいずれも行われていない場合（①気管支  

肺胞洗浄液中の石綿小体の計測のみ行われたが、認定基準記の第２の２の⑶  

に示された数に満たない場合及び②肺組織切片中の石綿小体・石綿繊維の検  

査のみ行われたが、石綿小体・石綿繊維が確認できなかった場合を含む。）  

であって、手術（摘出術）又は剖検により肺組織のパラフィン包埋ブロック  

又はホルマリン固定された標本が保存されているときは、肺組織（非腫瘍部  

の一定以上の肺実質組織）中の石綿小体又は石綿繊維の数（乾燥肺重量 1ｇ当  

たり）について確認すること（詳細は、独立行政法人労働者健康安全機構・  

同環境再生保全機構発行「石綿小体計測マニュアル」の最新版を参照のこ  

ので、気管支肺胞洗浄液検査、手術（摘出術）、剖検が実施されている場合

に、認定基準記の第２の２の⑶に示された計測等が行われていたか否かを確

認し、それが行われていた場合にその記録を求めるものであること。

したがって、石綿にばく露したことを示す医学的所見を確認するための調

査においては、一般的には、①第１型以上の石綿肺所見の有無、②胸膜プラ

ークの有無、③乾燥肺重量1g当たりの石綿小体若しくは石綿繊維の計測結果、

気管支肺胞洗浄液 1ml 中の石綿小体の計測結果又は肺組織切片中の石綿小体

若しくは石綿繊維の検査結果の順に確認するものであり、①の所見があるこ

とが確認できる場合は②及び③の調査を、②の胸膜プラークがあることが確

認できる場合は③の調査を、それぞれ行う必要はないこと。

と。）。

なお、上記の乾燥肺重量 1g 当たりの石綿小体の計測については、労災病院

に設置された一部のアスベスト疾患センターのほか、中央労働災害防止協会

で実施可能である。また、石綿繊維については、計測が可能な機関が限られ

ていることから、計測の必要性が生じた場合には、本省に照会すること。

(ｵ) 認定基準記の第２の２の⑶のアに示す乾燥肺重量1g当たりの石綿小体の数

については、標準的な方法（認定基準記の第３の１の(1)に示された方法）に

より計測されたものであるか確認し、当該方法により計測されたものでない場

合には、実施医療機関に対し、当該方法による再計測が可能か確認すること。
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再計測ができない場合には、検体の貸出しを受けた上で、計測可能なアスベス

ト疾患センターに依頼すること。

イ 中皮腫

中皮腫については、病理組織検査結果に基づく確定診断（がんの組織型の確

定及び他疾患との鑑別等）が行われていることが原則であるので、病理組織検

査記録及び他疾患との鑑別根拠に係る医証を求めること。

病理組織検査が行われていない場合には、改めて病理組織検査に基づく確定診

断が行われるようにし、それが実施できないものであるときは、①体腔液細胞

診、②臨床検査結果（腫瘍マーカーを含む。）、③画像所見、④臨床経過、⑤

他疾患との鑑別根拠等の医証を求め、局医等に判断を依頼すること。

ウ 良性石綿胸水

胸水は石綿以外にも様々な原因で発症するため、良性石綿胸水の診断には、

除外診断により石綿以外の原因が否定されていることが必要であるが、その確

定診断は困難なことが多く、呼吸機能障害の程度も様々であることから、石綿

ばく露作業の内容及び従事歴に係る調査結果に加え、①胸部エックス線写真、

②胸部ＣＴ画像、③臨床所見、④臨床経過、⑤臨床検査結果、⑥他疾患との鑑

別根拠等の医証を添えて、本省に協議すること。

エ びまん性胸膜肥厚

(ｱ) 認定基準記の第２の４の⑴に示された肥厚の広がりの確認に当たっては、

びまん性胸膜肥厚の診断が、認定基準の別添に示された内容に即して行われ

ているか確認すること。また、びまん性胸膜肥厚と同様の病態は、臨床上、

感染症（細菌性膿胸、結核性胸膜炎）等の石綿による疾病以外の肺疾患等に

伴いよくみられるものであることから、びまん性胸膜肥厚の業務上外の判断

に当たっては、診断根拠となった臨床所見、臨床経過、臨床検査結果等の資

料を収集し、石綿ばく露を原因として生じたものとの診断が適切になされて

いることを確認すること。

なお、石綿との関連性を推定する上で、石綿肺、胸膜プラーク及び石綿小

体・石綿繊維の有無が参考となることから、これらについて確認すること。

(ｲ) 肥厚の広がりについては、直近の胸部ＣＴ画像により、その程度を確認す

ること。

－ 383 －



(ｳ) 呼吸機能障害については、スパイロメトリー検査、フローボリューム曲線

検査及び動脈血ガス測定検査の結果によりその程度を確認するが、スパイロ

メトリー検査及びフローボリューム曲線検査は、最低３回以上実施した検査

のうち最も良好な検査結果を、動脈血ガス測定検査については、直近の検査

結果を採用すること。

なお、画像、呼吸機能検査成績の評価に際しては、病状の経過を把握し、

入手できたすべてのデータを確認した上で行うこと。

３ 「Ⅲ 作業歴情報」について

⑴ 事業場名の欄には、被災労働者の過去の職歴について、作業現場ではなく、原

則として被災労働者が雇用されていた事業場ごとに通算して記載すること。

⑵ 石綿ばく露作業に関する調査は次によること。

ア 被災労働者の雇用の事実に係る確認

請求書に事業主証明が行われていない場合には、請求人が申し立てる石綿ば

く露作業に係る事業場に被災労働者が雇用されていた事実について、事業主や

同僚労働者の証言のほか、社会保険の被保険者記録等により確認すること。

イ 石綿ばく露作業の有無及び従事期間に係る確認

(ｱ) 事業場が廃止されている場合

事業場廃止から相当期間が経過していることなどから、事業主や同僚労働

者の証言等により被災労働者の石綿ばく露状況を確認することが困難な場合

は、平成 17 年 7 月 27 日付け基労補発第 0727001 号「石綿による疾病に係る

事務処理の迅速化等について」（以下「迅速化通達」という。）の記の１の

⑶に基づき、請求人の申し立てる作業内容と社会保険の被保険者記録等の照

合を行うことにより、石綿ばく露作業の有無及び石綿ばく露作業従事期間に

ついて判断すること。

なお、当該事業場で石綿ばく露作業が行われていた事実を推定するための

情報としては、上記社会保険の被保険者記録のほか、事業場の事業内容が記

載された登記簿（当該事業場の登記閉鎖後 20 年間所轄法務局において保存さ

れている。）があるので、留意すること。

(ｲ) 事業場が現存している場合

ａ 被災労働者を石綿ばく露作業に従事させたことを事業主が認めている場
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合

当該事業場で被災労働者が石綿ばく露作業に従事した旨認定した上で、

請求人の申立て、事業主や同僚労働者の証言等に基づき、石綿ばく露作業

従事期間について判断すること。

ｂ 被災労働者を石綿ばく露作業に従事させたことを事業主が否定している

場合や、従事した事実が確認できないため不明としている場合

当該事業場の事業内容や同僚労働者の証言と、請求人の申し立てる被災

労働者の作業内容を照合し、石綿ばく露作業が推定できるときは、当該事業

場で被災労働者が石綿ばく露作業に従事した旨認定した上で、請求人の申立

てや同僚労働者の証言、社会保険の被保険者記録等に基づき、石綿ばく露作

業従事期間について判断すること。

(ｳ) 被災労働者が複数の事業場で石綿ばく露作業に従事している場合

ａ 被災労働者が、認定基準記の第１の２の⑶のア、イ又は⑷の作業に従事

している場合

請求人が申し立てる認定基準記の第１の２の⑶のア、イ又は⑷の石綿ば

く露作業に係る事業場のうち、最終のものからさかのぼって、上記(ｱ)又は

(ｲ)の調査を行い、把握した石綿ばく露作業従事期間が認定基準に定める５

年を満たす場合には、さらにさかのぼって石綿ばく露作業に係る調査を行う

必要はないこと。

なお、保険給付は、石綿ばく露に係る最終事業場の保険関係に基づき行

うこととなるので、最終事業場について必要な調査を実施すること。

ｂ 被災労働者が、認定基準記の第１の２の⑶のア、イ又は⑷以外の作業に従

事している場合

請求人が申し立てる石綿ばく露に係る事業場のうち、最終のものからさか

のぼって、上記(ｱ)又は(ｲ)の調査を行い、把握した石綿ばく露作業従事期間

が、認定基準に定めた従事期間を満たす場合には、さらにさかのぼって石綿

ばく露作業に係る調査を行う必要はないこと。

⑶ 上記⑵のばく露作業に係る調査に当たっては、「Ⅴ 石綿ばく露歴聴取票」を活

用しつつ聴取調査等を行うことにより、被災労働者の石綿ばく露歴の具体的内容

について、可能な限り詳細に把握すること。
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⑷ 上記⑵のイの(ｱ)をはじめ、迅速化通達の記の１の⑶に基づき石綿ばく露作業の

有無等について判断した場合には、調査票Ⅲの備考欄にその旨を記載すること。

⑸ 調査の過程において、同僚労働者等に石綿による疾病を発症し労災認定を受け

た者がいることを把握した場合には、調査票Ⅲの該当欄にその旨を記載すること。

⑹ 被災労働者の石綿ばく露状況の把握に当たっては、石綿を取り扱う事業場の近

隣に居住した事実など、環境ばく露の可能性についても留意すること。

⑺ 石綿ばく露作業に係る従事期間等について疑義がある場合は、本省に照会する

こと。

４ 取りまとめ

医学的情報及び作業歴情報に係る調査結果、Ⅳの「診断（意見）書」並びに労災

医員、じん肺診査医等の専門医から徴した意見書の内容を調査票のⅠからⅢに取り

まとめ、これを復命書に添付すること。
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真

に
よ
る
検

査
、
胸

部
に
関

す
る
臨

床
検

査
、
肺

機
能

検
査

、
合

併
症

に
関

す
る
検

査
）
が

含
ま
れ

る
。

3
0
年
又
は

常
用
（
都
道
府

県
労
働

局
が

定
め
る
文
書

保
存

期
間

に
係

る
規

定
）

３
年
（
保
険

医
療
機
関

及
び
保

険
医

療
養

担
当

規
則

第
9
条

）
（
医

療
機
関

に
よ
っ
て
は

1
0
年
程

度
保

存
）

３
年
（
同
上

）
（
医
療

機
関
に
よ
っ
て
は
1
0
年
程

度
保

存
。
た
だ
し
、
日
本

病
理

学
会

指
針

で
は
永

久
保

存
）

３
年

（
同

上
）

3
0
年
（
特
定
化
学
物
質
等
障
害

予
防

規
則

第
3
8
条

の
4
、
第

4
0
条

）
又

は
4
0
年

（
石

綿
障

害
予

防
規

則
第

3
5
条

、
第

4
1
条

）

閉
鎖
の
場
合

は
、
本
社

所
轄
法

務
局

の
閉

鎖
し
た
登

記
記

録
2
0
年
保

存
（
商

業
登
記

規
則

第
3
4
条

）

（
永
年

）

死
亡

診
断

書

診
療

録

肺
機

能
等

の
検

査
記

録

病
理

解
剖

記
録

、
病

理
組

織
検

査
記

録

死
亡

届
に

添
付

の
死

亡
診

断
書

等
の

記
載

事
項

証
明

病
理

解
剖

記
録

、
病

理
組
織

検
査
記
録

エ
ッ
ク
ス
線

、
Ｃ
Ｔ
等
の
検

査
記

録

会
社

の
職

歴
証

明
等

石
綿

に
係

る
作

業
記

録
、

健
康

診
断

記
録

石
綿
ば

く
露

の
医

学
的

所
見

【
石

綿
肺
・

胸
膜
プ
ラ
ー

ク
・

石
綿
小
体

（
繊
維

）
の

存
在

】

石
綿
ば

く
露

作
業
従
事

歴

会
社

の
登

記
簿

厚
生

年
金

保
険

等
の

被
保

険
者

記
録

健
康

管
理

手
帳

交
付

台
帳

肺
機

能
等

の
検

査
記

録

エ
ッ

ク
ス

線
、

Ｃ
Ｔ

等
の

検
査

記
録

じ
ん

肺
管

理
区

分
の

決
定

関
係

綴

書
類

名
等

石
綿
に
よ
る
疾
病

で
あ

る
こ
と
の

確
定
診
断

【
病

名
、
死

亡
原
因
】
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Ⅰ 基本情報 局 署

人

代表者

電話 － －

（ ）

著しい呼吸機能障害 □有

認定要件該当性 □該当

医学的所見
□石綿肺 □広範囲な胸膜プラーク（肺がん事案） □左記に該当しない胸膜プラーク

□石綿小体・石綿繊維 □無

□無

□非該当

調査結果

□肺がん
＜労基則別表第１の２第７号８＞

胸膜肥厚

労働保険番号

ば く 露 歴 従事期間 （ 年） 作業内容（ ）

疾 患 名

□良性石綿胸水 □びまん性胸膜肥厚 □その他（ ）
＜労基則別表第１の２第４号７＞ ＜労基則別表第１の２第４号７＞

□中皮腫（ 胸膜 ・ 腹膜 ・ 心膜 ・ 精巣鞘膜 ・ その他< > ）
＜労基則別表第１の２第７号８＞

□療養 □休業 □障害

□遺族 □葬祭 （ ）

診断名

雇入年月日

呼吸機能

年 月 日請 求 年 月 日
被災労働者
と の 続 柄

年 月 日

請 求 種 別

年 月 日 ～ 年 月 日

（死亡 年 月 日 死亡時 歳）

請求時の状況 生存 死亡
職 種

年 月 日

ふ り が な

被災労働者氏名

生年月日

年 月 日 ～ 年 月 日

治療期間医療機関名

年 月 日 ～ 年 月 日

事 業 の 名 称

事業場の所在地

請求人氏名

療養経過等

石綿による疾病の業務上外の認定のための調査票

性 別
□ □
男 ・ 女

石綿疾患労
災認定状況

□ □
有 ・ 無

事業の種類

労働者数
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Ⅱ 医学的情報 [肺がん]

１ 診断名

２ 石綿ばく露に関する医学的事項

しない。

□ □
適 ・ 否

主治医意見 □原発性 □転移性

<確認資料> □意見書 □その他（ ）

労災医員等意見 □原発性 □転移性

<確認資料> □意見書 □その他（ ）

<確認資料> □意見書

確定診断委員会意見 □原発性 □転移性

びまん性胸膜肥厚
に併発

労災認定
□ □
有 ・ 無

労災認定無の場合
びまん性胸膜肥厚の

認定要件
□ □
該当 ・ 非該当

びまん性胸膜肥厚参照

・発症年月日： 年 月 日

発症時年齢 歳

病 理 診 断
□細胞診 （ □喀痰 □胸水 ） 実施年月日： 年 月 日

□組織診 （ □生検 □剖検 ） 実施年月日： 年 月 日

請求時の疾患名
及び発症時期

疾患名：

<確認資料> □診断書 □主治医意見書 □その他（ ）

□ □
有 ・ 無

原発性の判断

確定診断委員会による確認 □有 □無

<確認資料> □意見書

□ 胸部エックス線写真により明らかな陰影が認められ、かつ、胸部ＣＴ画像により確認されるもの

胸膜プラーク
有の場合

広範囲な胸膜
プラーク
の所見
□ □
有 ・ 無

主治医による確認 □有 □無

（ア）
管理区分
決定あり

（イ）
管理区分
決定なし

じん肺管理区分 （ 管理 ）

<確認資料> □じん肺管理区分決定通知書
□健康管理手帳 □その他（ ）

<確認資料> □じん肺診査医意見書 □その他（ ）

<確認資料> □意見書 □その他（ ）

労災医員等による確認 □有 □無

<確認資料> □意見書 □その他（ ）

確定診断委員会による確認 □有 □無

<確認資料> □意見書 □その他（ ）

□ 胸部ＣＴ画像上、胸膜プラークの広がりが胸壁内側の1/4以上のもの

□ 上記に該当しない胸膜プラーク

□ 上記に該当しない胸膜プラーク

□ 上記に該当しない胸膜プラーク

※ 無の場合は、③の資料の有無を確

①
石綿肺（第１型以上）

じん肺管理区分 （ 管理 相当） □無

認する。

労災医員等による確認 □有 □無

□ 胸部エックス線写真により明らかな陰影が認められ、かつ、胸部ＣＴ画像により確認されるもの

□ 胸部ＣＴ画像上、胸膜プラークの広がりが胸壁内側の1/4以上のもの

<確認資料> □意見書 □その他（ ）

主治医による確認 □有 □無

□ 胸部エックス線写真により明らかな陰影が認められ、かつ、胸部ＣＴ画像により確認されるもの

□ 胸部ＣＴ画像上、胸膜プラークの広がりが胸壁内側の1/4以上のもの

<確認資料> □意見書 □その他（ ）

※ 有の場合は②、③の調査を必要と

無の場合は、②の確認をする。

②
胸膜プラーク

□ □
有 ・ 無
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注） 確認資料については、□にチェックで表示等し、資料を添付すること。

［検体採取場所］□上葉 □中葉 □下葉

標準的な方法による計測 □該当 ・ □非該当 (具体的方法： ）

<確認資料> □診療録 □病理検査記録 □その他（ ）

石綿ばく露開始から肺がん発症までの期間 年 ヵ月

※ １０年未満の場合は本省協議対象
潜伏期間

乾燥肺重量１ｇ当たり 石綿小体 本

気管支肺胞洗浄液１ｍｌ中 石綿小体 本

肺組織切片中 □有 （ 石綿小体 本 ） □無

③
石綿小体
・石綿繊維

□有
・

□無
・

□計測等
未実施

有の場合
は右欄の
該当箇所
に記入

石綿小体

石綿繊維

乾燥肺重量１ｇ当たり 石綿繊維 ５μｍ以上 本 １μｍ以上 本

肺組織切片中 □有 （ 石綿繊維 本 ） □無

計測等実施機関
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Ⅱ 医学的情報 [中皮腫]

１ 診断名

疾患名：

発 症 部 位

労災医員等の意見

確定診断委員会の意見

２ 石綿ばく露に関する医学的事項

注） 確認資料については、□にチェックで表示等し、資料を添付すること。

潜 伏 期 間

石綿ばく露開始から中皮腫発症までの期間 年 ヵ月

<確認資料> □意見書

じん肺管理区分 （ 管理 相当） □無

<確認資料> □じん肺診査医意見書 □その他（ ）

石綿肺
（第１型以上）

（ア）
管理区分決定あり

（イ）
管理区分決定なし

じん肺管理区分 （ 管理 ）

<確認資料> □じん肺管理区分決定通知書
□健康管理手帳 □その他（ ）

診断名の確認

□適 □否

<確認資料> □労災医員意見書 □その他（ ）

否の場合病名（ ）

※ １０年未満の場合は本省協議対象

□適 □否

□細胞診 （ □喀痰 □胸水 ） 実施年月日： 年 月 日

□組織診 （ □生検 □剖検 ） 実施年月日： 年 月 日

請求時の疾患名
及び発症時期

発症時年齢 歳

・発症年月日： 年 月 日

<確認資料> □診断書 □主治医意見書 □その他（ ）

□胸膜 □腹膜 □心膜 □精巣鞘膜 □その他（ ）

病 理 検 査
□ □
有 ・ 無

□免疫組織化学染色 実施年月日： 年 月 日
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Ⅱ 医学的情報 [良性石綿胸水]

１ 診断名

疾患名：

２ 石綿ばく露に関する医学的事項

被包化胸水の有無
□ □
有 ・ 無

注） 確認資料については、□にチェックで表示等し、資料を添付すること。

◎ 入手資料

・発症年月日： 年 月 日

胸水確認の経過

・今回の胸水出現 （ □初回 ・ 回目） ・最初の胸水出現からの経過年数 年 ヶ月

<確認資料> □診断書 □主治医意見書 □その他（ ）

<確認資料> □主治医意見書 □その他（ ）

請求時の疾患名
及び発症時期

発症時年齢 歳

除 外 診 断

労災医員等による確認 □有 □無

主治医による確認 □有 □無

石綿肺
（第１型以上）

（ア）
管理区分決定あり

じん肺管理区分 （ 管理 ）

<確認資料> □じん肺管理区分決定通知書
□健康管理手帳 □その他（ ）

<確認資料> □意見書 □Ｘ線・ＣＴ □その他（ ）

じん肺診査医等による確認 □有 □無

<確認資料> □じん肺診査医意見書 □その他（ ）

<確認資料> □意見書

じん肺管理区分 （ 管理 相当） □無

<確認資料> □主治医意見書 □その他（ ）

確定診断委員会による確認 □適 □否

（イ）
管理区分決定なし

労災医員等による確認 □適 □否

<確認資料> □意見書 □その他（ ）

<確認資料> □じん肺診査医意見書 □その他（ ）

<確認資料> □意見書 □その他（ ）

胸膜プラーク

著しい呼吸
機能障害

□ □
有 ・ 無

療養の内容

<確認資料> □意見書

確定診断委員会による確認 □有 □無

<確認資料> □意見書 □呼吸機能検査結果 □その他（ ）

□診療録 □臨床検査結果 □Ｘ線写真 □ＣＴ画像 □その他（ ）

<確認資料> □主治医意見書 □その他（ ）

□ □
有 ・ 無

□投薬 □在宅酸素療法 □その他（ ）

主治医による呼吸機能障害の確認 □有 □無

<確認資料> □確定診断委員会意見書
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Ⅱ 医学的情報 [びまん性胸膜肥厚]

１ 診断名
疾患名：

（ 広がり ）

[ □左 □右 ] □１／２未満 □１／２以上

両側にある場合

２ 石綿ばく露に関する医学的事項

注） 確認資料については、□にチェックで表示等し、資料を添付すること。

（イ）
管理区分決定なし

じん肺管理区分 （ 管理 相当） □無

□該当 □非該当

□ □
有 ・ 無

<確認資料> □主治医意見書 □その他（ ）

<確認資料> □じん肺診査医意見書 □その他（ ）

労災医員等による確認 □適 □否

□ □
有 ・ 無

認定要件該当性に係る確定診断委員会の意見 □該当 □非該当

<確認資料> □意見書

[ 右 ] □１／４未満 □１／４以上

<確認資料> □労災医員意見書 □その他（ ）

<確認資料> □回答書 □診療録 □Ｘ線・ＣＴ □その他（ ）

胸膜プラーク

[ 左 ] □１／４未満 □１／４以上

じん肺診査医等による確認 □有 □無

・発症年月日： 年 月 日

請求時の疾患名
及び発症時期

発症時年齢 歳

鑑別診断の
実施と有無等

石綿肺
（第１型以上）

（ア）
管理区分決定あり

<確認資料> □診断書 □主治医意見書 □その他（ ）

□ □
有 ・ 無

片側のみの場合

じん肺管理区分 （ 管理 ）

<確認資料> □じん肺管理区分決定通知書
□健康管理手帳 □その他（ ）

認定要件該当性に係る労災医員等の意見

<確認資料> □意見書 □その他（ ）

<確認資料> □意見書 □呼吸機能検査結果 □その他（ ）

主治医による確認 □有 □無

<確認資料> □じん肺診査医意見書 □その他（ ）

胸膜肥厚の広がり

□ □
有 ・ 無

療養の内容

著しい呼吸
機能障害

<確認資料> □意見書

<確認資料> □意見書 □その他（ ）

<確認資料> □主治医意見書 □その他（ ）

主治医による呼吸機能障害の確認 □有 □無

労災医員等による確認 □有 □無

□投薬 □在宅酸素療法 □その他（ ）

確定診断委員会による確認 □有 □無

<確認資料> □意見書 □Ｘ線・ＣＴ □その他（ ）
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Ⅲ
作

業
歴

情
報

作
業

環
境
測

定
実

施
の

有
無

石
綿

疾
患

労
災

認
定
状

況

年
月

□
有

□
無

□
不
明

～
年

月
確
認
資
料

□
測
定
結
果
報
告
書

～
年

月
（

年
か

月
）

年
月

□
有

□
無

□
不
明

～
年

月
確
認
資
料

□
測
定
結
果
報
告
書

～
年

月
（

年
か

月
）

年
月

□
有

□
無

□
不
明

～
年

月
確
認
資
料

□
測
定
結
果
報
告
書

～
年

月
（

年
か

月
）

年
月

□
有

□
無

□
不
明

～
年

月
確
認
資
料

□
測
定
結
果
報
告
書

～
年

月
（

年
か

月
）

年
月

□
有

□
無

□
不
明

～
年

月
確
認
資
料

□
測
定
結
果
報
告
書

～
年

月
（

年
か

月
）

ば
く
露
開

始
年

月
通
算

ば
く
露

期
間

年
か

月

ば
く
露

終
了

年
月

※
肺
が
ん
の

事
案
で
あ
っ
て
、
認
定

基
準
記
の

第
1
の
2
の

（
３
）
の
作
業
に
係
る
従
事

期
間
の
算
定

に
お
い
て
は
、
平
成
8

年
以
降
の

従
事
期
間

は
、
実
際
の

従
事
期
間

の
1
/
2
と
す

る
。

ば
く
露
開

始
年

月
通
算

ば
く
露

期
間

年
か

月

ば
く
露

終
了

年
月

※
平
成
8
年
以

降
の
従
事

期
間
は
、
実

際
の
従
事

期
間
の

1
/
2
と
す
る
。

注
）

確
認

資
料

に
つ
い
て
は
、
□

に
チ
ェ
ッ
ク
で
表
示

等
し
、
資
料

を
添

付
す
る
こ
と
。

資
料

□
事

業
主

証
明

□
年

金
事

務
所

□
認

定
基

準
記

の
第

1
の

2
の

⑶
の

ア
,イ

又
は

⑷
の

い
ず
れ

か
の

作
業

（
肺
が

ん
事

案
）

確
認

資
料

□
作

業
記
録

□
健
康
診
断
記
録

□
会
社
の
職
歴
証
明
等

□
会
社
登
記
簿

□
そ
の

他
（

）
□
そ
の
他
（

）

□
有

□
無

資
料

□
事

業
主

証
明

□
年

金
事

務
所

□
認

定
基

準
記

の
第

1
の

2
の

⑶
の

ア
,イ

又
は

⑷
の

い
ず
れ

か
の

作
業

（
肺
が

ん
事

案
）

確
認

資
料

□
作

業
記
録

□
健
康
診
断
記
録

□
会
社
の
職
歴
証
明
等

□
会
社
登
記
簿

□
そ
の

他
（

）
□
そ
の
他
（

）

資
料

□
事

業
主

証
明

□
年

金
事

務
所

□
そ
の

他
（

）

年
月

□
認

定
基

準
記

の
第

1
の

2
の

⑶
の

ア
,イ

又
は

⑷
の

い
ず
れ

か
の

作
業

（
肺
が

ん
事

案
）

□
そ
の
他
（

）

年
月

年
月

喫
煙

の
有

無
□
無

・
□
有

注
） ①

労
働

者
以

外
の

者
と
し
て
石

綿
ば

く
露

作
業

に
従

事
し
て
い
た
と
き
は

、
そ
の

期
間

及
び
そ
の

旨
を
余

白
に
(
)書

き
す
る
。

②
石
綿

ば
く
露

が
中

断
し
た
と
き
は
、
そ
の

期
間

及
び
そ
の

理
由

を
余

白
に
<
>
書

き
す
る
。

喫
煙

１
日

平
均

本
喫
煙
期
間

年
月
～

年
月

□
有

□
無

□
有

□
無

□
認

定
基

準
記

の
第

1
の

2
の

⑶
の

ア
,イ

又
は

⑷
の

い
ず
れ

か
の

作
業

（
肺
が

ん
事

案
）

確
認

資
料

□
作

業
記
録

□
健
康
診
断
記
録

□
会
社
の
職
歴
証
明
等

□
会
社
登
記
簿

□
そ
の
他
（

）

備
考

確
認

資
料

□
作

業
記
録

□
健
康
診
断
記
録

□
会
社
の
職
歴
証
明
等

□
会
社
登
記
簿

確
認

資
料

□
作

業
記
録

□
健
康
診
断
記
録

□
会
社
の
職
歴
証
明
等

□
会
社
登
記
簿

過
去

の
職
歴

及
び

石
綿

ば
く
露
作

業
従

事
歴

資
料

□
事

業
主

証
明

□
年

金
事

務
所

□
そ
の

他
（

）

年
月

資
料

□
事

業
主

証
明

□
年

金
事

務
所

□
そ
の

他
（

）

□
認

定
基

準
記

の
第

1
の

2
の

⑶
の

ア
,イ

又
は

⑷
の

い
ず
れ

か
の

作
業

（
肺
が

ん
事

案
）

石
綿

ば
く
露

期
間

（
肺

が
ん
事

案
で
あ
っ
て
、
認

定
基

準
記

の
第

1
の

2
の

⑶
の

ア
,イ

又
は

⑷
の

い
ず
れ

か
の

作
業

に
係

る
も
の

）

年
月

年
月

□
そ
の
他
（

）

□
有

□
無

□
有

□
無

年
月

年
月

年
月

事
業

場
名

事
業

概
要

全
在

籍
期

間
在

籍
中

の
石

綿
ば

く
露

作
業

従
事

期
間

石
綿

ば
く

露
の

状
況

（
作

業
内

容
、

取
扱

い
材

料
等

）

石
綿

ば
く
露

期
間
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傷 病 名

治 療 期 間

病理検査
□ □
有 ・ 無

組 織 型

原 発 性
□ □
肯 ・ 否

□ □
有 ・ 無

□ □
有 ・ 無

※ 根拠となった資料の写しを添付してください。

年 月 日

労働基準監督署長 殿

病院

診療所

医師氏名

[所見の内容]

石綿肺の所見

［所見の内容］
びまん性胸膜肥厚の

併発

乾燥肺重量１ｇ当たり 石綿小体 本 ［検体採取場所］□上葉 □中葉 □下葉

添付資料 □診療録 □病理検査記録 □臨床検査結果 □Ｘ線写真 □ＣＴ画像 □その他（ ）

その他参考
となる事項

患者の石綿ばく露歴
と発症（死亡）との因
果関係に関する意見

既往症・基礎疾患

（注１） 胸膜プラークと判断できる明らかな陰影とは、次のいずれかに該当する場合をいう。

（注２） 独立行政法人労働者健康安全機構・同環境再生保全機構発行「石綿小体計測マニュアル」の最新版に示された方法

・両側又は片側の横隔膜に、太い線状又は斑状の石灰化陰影が認められ、肋横角の消失を伴わないもの

・両側側胸壁の第６から第１０肋骨内側に、石灰化の有無を問わず非対称性の限局性胸膜肥厚陰影が認められ、肋横角の消失を伴わないもの

Ⅳ－ １
[肺がん]

肺組織切片中 □有 （ 石綿小体 本 石綿繊維 本 ） □無

診 断 （ 意 見 ） 書

労働者の氏名
・ 生年月日

石綿小体・
石綿繊維
の所見

□扁平上皮がん □腺がん □小細胞がん □大細胞がん

□組織診（□生検 □剖検） 年 月 日実施 □細胞診（□喀痰 □胸水） 年 月 日実施

[検査等の種類] □Ｘ線写真 □ＣＴ画像 □胸腔鏡 □手術 □剖検

年 月 日
～ 年 月 日

年 月 日

[有の場合はその程度]

胸膜プラーク
の所見

□ □
有 ・ 無

気管支肺胞洗浄液１ｍｌ中 石綿小体 本

初診年月日

（ 年 月 日生）

診断

[鑑別根拠]

□ □
有 ・ 無

□
計測等
未実施

計測等実施機関

[有の場合は以下に記入]

・石綿小体 □有 □無 □計測等未実施 ・石綿繊維 □有 □無 □計測等未実施

により当該陰影が胸膜プラークとして確認されるもの（注１）

に描出されたスライスで、その広がりが胸壁内側の１／４以上のもの

□ 胸部ＣＴ画像上で胸膜プラークを認め、左右いずれか１側の胸部ＣＴ画像上、胸膜プラークが最も広範囲

主訴及び症状所見

標準的な方法（注２）による計測でない場合は具体的な方法：

□ 上記には該当しない胸膜プラーク

□ 胸部正面エックス線写真により胸膜プラークと判断できる明らかな陰影が認められ、かつ、胸部ＣＴ画像
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傷 病 名

治 療 期 間

病理検査
□ □
有 ・ 無

組 織 型

画像診断

他の悪性腫
瘍を否定す
る所見

※ 根拠となった資料の写しを添付してください。

年 月 日

労働基準監督署長 殿

病院
診療所

医師氏名

Ⅳ－ ２
[中皮腫]

診 断 （ 意 見 ） 書

□ □
有 ・ 無

□組織診（□生検 □剖検） 年 月 日実施 □細胞診（□喀痰 □胸水） 年 月 日実施

□上皮型 □肉腫型 □二相型 □その他（ ）

主訴及び症状所見

[検査等の種類] □Ｘ線写真 □ＣＴ画像 □胸腔鏡 □手術 □剖検

労働者の氏名
・ 生年月日

（ 年 月 日生）

初診年月日 年 月 日

[診断根拠] □Ｘ線写真 □ＣＴ画像 □ＭＲ Ｉ □その他（ ）

年 月 日
～ 年 月 日

診断
[診断根拠] □体腔液細胞診 □経皮穿刺生検 □内視鏡下生検 □手術 □剖検 □その他（ ）

□免疫組織化学的染色検査（ 抗体 ）

病理診断

添付資料 □診療録 □病理検査記録 □臨床検査結果 □Ｘ線写真 □ＣＴ画像 □その他（ ）

その他参考
となる事項

石綿肺の所見
□ □
有 ・ 無

患者の石綿ばく露歴
と発症（死亡）との因
果関係に関する意見

[範囲・程度]

既往症・基礎疾患

[所見の内容]

（注）独立行政法人労働者健康安全機構・同環境再生保全機構発行「石綿小体計測マニュアル」の最新版に示された方法

計測等実施機関

胸膜プラーク
の所見

石綿小体・
石綿繊維
の所見

[有の場合は以下に記入]

□ □
有 ・ 無

□
計測等
未実施

標準的な方法（注）による計測でない場合は具体的な方法：

肺組織切片中 □有 （ 石綿小体 本 石綿繊維 本 ） □無

乾燥肺重量１ｇ当たり 石綿小体 本 ［検体採取場所］□上葉 □中葉 □下葉

気管支肺胞洗浄液１ｍｌ中 石綿小体 本

・石綿小体 □有 □無 □計測等未実施 ・石綿繊維 □有 □無 □計測等未実施
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傷 病 名

治 療 期 間

※ 根拠となった資料の写しを添付してください。

年 月 日

労働基準監督署長 殿

病院
診療所

医師氏名

Ⅳ－ ３
[良性石綿胸水]

診 断 （ 意 見 ） 書

胸水確認
の経過等

労働者の氏名
・ 生年月日

初診年月日 年 月 日

<検査の種類> □Ｘ線写真 □ＣＴ画像 □胸水穿刺 □その他（ ）

（ 年 月 日生）

主訴及び症状所見

年 月 日
～ 年 月 日

・今回の胸水の出現 （ □初回 ・ 回目） ・今回の胸水継続期間 ヶ月

・最初の胸水出現からの経過年数 年 ヶ月

石綿小体・
石綿繊維
の所見

肺組織切片中 □有 （ 石綿小体 本 石綿繊維 本 ） □無

・石綿小体 □有 □無 □計測等未実施 ・石綿繊維 □有 □無 □計測等未実施

気管支肺胞洗浄液１ｍｌ中 石綿小体 本

計測等実施機関

標準的な方法（注）による計測でない場合は具体的な方法：

□ □
有 ・ 無

□
計測等
未実施

乾燥肺重量１ｇ当たり 石綿小体 本 ［検体採取場所］□上葉 □中葉 □下葉

除外診断
の実施等

診断

石綿肺の所見

胸膜プラーク
の所見

□ □
有 ・ 無

[鑑別根拠の内容]

呼吸機能検査実施年月日 平成 年 月 日検査

悪性腫瘍・結核性胸膜炎・リウマチ性胸膜炎等との除外診断の有無 □有 □無

[範囲・程度]
□ □
有 ・ 無

[検査等の種類] □Ｘ線写真 □ＣＴ画像 □胸腔鏡 □手術 □剖検

[有の場合は以下に記入]

[所見の内容]

[ ％肺活量： ％ ] ・ [ １秒率： ％ ] ・ [ ％１秒量： ％ ]

（注）独立行政法人労働者健康安全機構・同環境再生保全機構発行「石綿小体計測マニュアル」の最新版に示された方法

添付資料 □診療録 □病理検査記録 □臨床検査結果 □Ｘ線写真 □ＣＴ画像 □その他（ ）

動脈血ガス測定検査の有無 □有 □無 （ 年 月 日検査）

患者の石綿ばく露歴
と発症（死亡）との因
果関係に関する意見

その他参考
となる事項

既往症・基礎疾患

療養の内容

[PaO2 ： Torr ] ・ [AaDO2 ： Torr ]

□投薬 □在宅酸素療法 □その他（ ）

呼吸機能障害

□ □
有 ・ 無

□
未検査
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傷 病 名

治 療 期 間

右側胸膜 [ 肋横角の消失 ] □有 □無

左側胸膜

※ 根拠となった資料の写しを添付してください。

年 月 日

労働基準監督署長 殿

病院
診療所

医師氏名

感染症（細菌性膿胸、結核性胸膜炎）、膠原病（リウマチ性胸膜炎ほか）、薬剤性線維性胸膜炎等との鑑別診断の有無 （ □有 □無 ）

呼吸機能検査実施年月日 平成 年 月 日検査

※１ スパイロメトリー検査及びフローボリューム曲線検査については、最低３回以上実施した上で、最良の検査結果を記載してください。
※２ これらの検査結果が記録されたグラフ、検査結果報告書を添付してください（必須）。

□ □
有 ・ 無

□ □
有 ・ 無

□
計測等
未実施

[所見の内容]

□ □
有 ・ 無 [範囲・程度]

[有の場合は以下に記入]

乾燥肺重量１ｇ当たり 石綿小体 本 ［検体採取場所］□上葉 □中葉 □下葉

計測等実施機関

肺組織切片中 □有 （ 石綿小体 本 石綿繊維 本 ） □無

標準的な方法
（注）

による計測でない場合は具体的な方法：

・石綿小体 □有 □無 □計測等未実施 ・石綿繊維 □有 □無 □計測等未実施

[鑑別根拠の内容]

[検査等の種類] □Ｘ線写真 □ＣＴ画像 □胸腔鏡 □手術 □剖検

気管支肺胞洗浄液１ｍｌ中 石綿小体 本

□ □
有 ・ 無

壁側胸膜との
ゆ着の有無及
び範囲・程度

<検査等の種類> □Ｘ線写真 □ＣＴ画像 □その他（ ）

[ 肋横角の消失 ] □有 □無

[ 広がり ] □1/4未満 □1/4以上 1/2未満 □1/2以上

[ 広がり ] □1/4未満 □1/4以上 1/2未満 □1/2以上

Ⅳ－ ４
[びまん性胸膜肥厚]

主訴及び症状所見

年 月 日
～ 年 月 日

診 断 （ 意 見 ） 書

労働者の氏名
・ 生年月日

（ 年 月 日生）

初診年月日 年 月 日

診断

鑑別診断
の実施等

石綿肺の所見

既往症・基礎疾患

胸膜プラーク
の所見

石綿小体・
石綿繊維
の所見

呼吸機能障害

療養の必要性

（注）独立行政法人労働者健康安全機構・同環境再生保全機構発行「石綿小体計測マニュアル」の最新版に示された方法

□ □
有 ・ 無

□
未検査

□投薬 □在宅酸素療法 □その他（ ）

添付資料 □診療録 □病理検査記録 □臨床検査結果 □Ｘ線写真 □ＣＴ画像 □その他（ ）

患者の石綿ばく露歴
と発症（死亡）との因
果関係に関する意見

その他参考
となる事項

[ ％肺活量： ％ ] ・ [ １秒率： ％ ] ・ [ ％１秒量： ％ ]

動脈血ガス測定検査の有無 □有 □無 （ 年 月 日検査）

[PaO2 ： Torr ] ・ [AaDO2 ： Torr ]
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番 号

年 月 日

病 院 長 殿
診療所長 殿

労働基準監督署長

記

事業場の所在地事業場の名称

診断（意見）書提出の依頼について

労働者の住所

下記の者に係る労災保険給付に関し必要がありますので、別紙照会事項について御回答くださる

よう依頼します。

（なお、診断（意見）書に要する費用については、別添の請求書により御請求ください。）

労働者の氏名
・ 生年月日

傷 病 名

（ 年 月 日生 ）
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Ⅴ 石綿ばく露歴聴取票

年 月 日

被災労働者の氏名

請求人の氏名

聴取者氏名

Ａ 被災労働者の方は、以下の場所で働いたり、仕事に従事したことがありますか。（あてはまるものは全てに記入して下さい）

１．□ 石綿製品の製造

□ 石綿糸、石綿布などの石綿紡織製品の製造 < 年 月～ 年 月>

□ 石綿セメントや石綿セメントを原料とする石綿スレートなどのセメント製品の製造 < 年 月～ 年 月>

□ ボイラーやパイプの被覆製品、ライニング、ガスケットなどの製造 < 年 月～ 年 月>

□ ブレーキライニング、ブレーキパッド、クラッチ板などの製造 < 年 月～ 年 月>

□ 石綿紙、石綿フェルトなどの石綿製品、タイル、プラスターなどの充填剤、塗料などの製品の製造

< 年 月～ 年 月>

２．□ 石綿や石綿を含む岩綿の吹付けや貼付けの仕事 < 年 月～ 年 月>

３．□ 石綿鉱山や石綿を含む岩石などの採掘・搬出、石綿原料の運搬などの仕事 < 年 月～ 年 月>

４．□ 倉庫での石綿製品の袋詰め □ 石綿製品の荷役、運搬（船員、トラック運転手） < 年 月～ 年 月>

５．□ 建設業 < 年 月～ 年 月>

□ ビルの改築・解体作業 < 年 月～ 年 月>

□ 塗装工事 □ 防音工事

□ 断熱・耐火・保温工事 □ プレハブ（石綿板）工事

□ 天井・床材の切断 □ ラス張りの仕事

□ 電気・ガス・スチームの配線・配管工事 □ 水道工事、給排水管工事

６．□ 造船業 < 年 月～ 年 月>

□ 艤装 □溶接 □配管 □塗装 □電気配線 □組立て

□ 船舶の分解修理・解体 < 年 月～ 年 月>

□ パイプ被覆・断熱作業 □ クレーン・自動車の運転 □ 塗装

□ 電気配線工事 □ 大工・建具 □ 溶接

□ ボイラー製造・設備 □ 整備（パイプ・ボイラー等） □ 板金

□ 作業員 □ 事務員 □ その他

７．□ 断熱・保温工事 < 年 月～ 年 月>

８．□ ボイラーの製造・取付け・修繕 □ バーナーの製造・取付け・修繕 < 年 月～ 年 月>

□ 溶鉱炉の製造・取付け・修繕 □ スチーム・パイプの製造・取付け・修繕

９．□ ボイラーの操作 □ 溶接作業 < 年 月～ 年 月>

□ 耐熱（耐火）服や耐火手袋を身につけての仕事 □ 板金作業
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10．□ 自動車、鉄道車両などの整備・修理・解体 □ ガソリンスタンド < 年 月～ 年 月>

11．□ 電気製品（コンデンサー・電池・蓄電池・絶縁テープ）の製造 < 年 月～ 年 月>

12．□ 石けん・オイル・化学物質の製造・精製工場 □ ガラス製品の製造 < 年 月～ 年 月>

13．□ ランドリー・クリーニング屋 □ 埃りっぽい作業服の取り扱い < 年 月～ 年 月>

14．□ 埃りっぽいものの運搬 < 年 月～ 年 月>

□ 商船の船員 □ トラックの運転手

□ はしけの船員 □ 港湾作業員

□ 鉄道員 □ クレーンの操作員

15．□ 清掃工場、下水汚物・廃棄物の回収・処理・運搬 < 年 月～ 年 月>

16．□ 蒸気機関車の修理、解体 < 年 月～ 年 月>

17．□ 宝石・貴金属の細工仕事 < 年 月～ 年 月>

18．□ 消防隊員 < 年 月～ 年 月>

19．□ 歯科技工士 < 年 月～ 年 月>

20．□ 電気業（発電所・変電所・電気事業所） < 年 月～ 年 月>

21．□ ゴム・タイヤの製造 □ タルクなどの石綿含有物を使用する作業 < 年 月～ 年 月>

Ｂ 被災労働者の方の家庭生活の中で、以下のようなことはありませんでしたか。（あてはまるものは全て記入して下さい）

１．□ 家庭で（絶縁物・暖房炉セメント・断熱材・石綿含有塗料・石綿製品）の修理・修繕をしたことがありますか。

< 年 月～ 年 月>

２．□ 石綿製品を家庭で使ったことがありますか。（アイロン板のカバー・耐熱手袋等） < 年 月～ 年 月>

３．□ 石綿工場の近くに住んでいたことがありますか。 < 年 月～ 年 月>

□ 造船所の近くに住んでいたことがありますか。 < 年 月～ 年 月>

□ 建材物の置場の近くに住んでいたことがありますか。 < 年 月～ 年 月>

□ その他（石綿工場・造船所・建材物の置場・自動車修理工場の近くで遊んだことがありますか。）

< 年 月～ 年 月>

４．□ 家庭内ばく露（家族が石綿作業で着用した作業着・マスク等の洗濯をしたことがありますか。）

(1) □ はい < 年 月～ 年 月> 石綿作業者との関係 [ ]

(2) □ いいえ

Ｃ 被災労働者の方は、喫煙をしていましたか。

□ 吸っている 1日平均 本 < 喫煙開始 年 月 ～ >

□ 過去に吸っていた 1日平均 本 < 喫煙期間 年 月 ～ 年 月 >

□ 吸っていない
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基労補発０９２０第２号

平成２４年９月２０日 

改 正 基労補発１００１第１号

平成２５年１０月１日 

改 正 基補発０５０７第１号

令 和 元 年 ５ 月 ７ 日 

改 正 基発１２２５第１号

令和２年１２月２５日 

改 正 基補発０３０１第１号

令 和 ５ 年 ３ 月 １ 日 

 

都道府県労働局労働基準部長 殿

厚生労働省労働基準局

労災補償部補償課長

石綿による疾病の業務上外の認定のための

調査実施要領（特別遺族給付金関係）について

平成 年３月 日付け基発第 号により指示された石綿による健康被害の

救済に関する法律（平成 年法律第４号）に基づく特別遺族給付金の支給事務の取扱

いのうち、石綿による疾病の業務上外の認定のための調査に関しては、平成 年６月

６日付け基労補発 号「石綿による疾病の業務上外の認定のための調査実施要

領について（特別遺族給付金関係）」（以下「 年内かん（特別遺族給付金関係）」

という。）により調査実施要領を示してきたところであるが、今般、「石綿による疾

病の認定基準について」（平成 年３月 日付け基発 第２号。以下「認定基準」

という。）により石綿による疾病の認定基準が改正されたことから、別添のとおり調

査実施要領を改めたので、今後、特別遺族給付金に係る請求事案については、本調査

実施要領に基づき、的確な調査の実施に努められたい。

なお、本通達の施行に伴い、 年内かん（特別遺族給付金関係）は廃止する。
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基労補発０９２０第２号

平成２４年９月２０日 

改 正 基労補発１００１第１号

平成２５年１０月１日 

改 正 基補発０５０７第１号

令 和 元 年 ５ 月 ７ 日 

改 正 基発１２２５第１号

令和２年１２月２５日 

改 正 基補発０３０１第１号

令 和 ５ 年 ３ 月 １ 日 

 

都道府県労働局労働基準部長 殿

厚生労働省労働基準局

労災補償部補償課長

石綿による疾病の業務上外の認定のための

調査実施要領（特別遺族給付金関係）について

平成 年３月 日付け基発第 号により指示された石綿による健康被害の

救済に関する法律（平成 年法律第４号）に基づく特別遺族給付金の支給事務の取扱

いのうち、石綿による疾病の業務上外の認定のための調査に関しては、平成 年６月

６日付け基労補発 号「石綿による疾病の業務上外の認定のための調査実施要

領について（特別遺族給付金関係）」（以下「 年内かん（特別遺族給付金関係）」

という。）により調査実施要領を示してきたところであるが、今般、「石綿による疾

病の認定基準について」（平成 年３月 日付け基発 第２号。以下「認定基準」

という。）により石綿による疾病の認定基準が改正されたことから、別添のとおり調

査実施要領を改めたので、今後、特別遺族給付金に係る請求事案については、本調査

実施要領に基づき、的確な調査の実施に努められたい。

なお、本通達の施行に伴い、 年内かん（特別遺族給付金関係）は廃止する。

 

（別添） 

 

石綿による疾病の業務上外の認定のための調査実施要領 

（特別遺族給付金関係） 

 

本調査実施要領は、特別遺族給付金の対象疾病に係る請求事案について、別添の調

査票を使用することにより、業務上外の認定を迅速・適正に行うことを目的として作

成したものである。 

調査票は、「Ⅰ 基本情報」、「Ⅱ 医学的情報」、「Ⅲ 作業歴情報」、「Ⅳ 回答

書」、「Ⅴ 石綿ばく露歴聴取票」から構成されており、このうち、「Ⅱ 医学的情報」、

「Ⅳ 回答書」については、疾病ごとに別様式としている。また、調査票は、その記入

欄を最小限とし、必須項目には調査すべき資料を示すとともに、調査した事項をチェ

ックする方式としているが、その記入に当たっては、確認できる範囲で足りるものと

する。 

各調査票の留意事項は、以下のとおりである。 

 

 

１ 「Ⅰ 基本情報」について 

労働保険番号、事業の名称等の事業場情報については、石綿ばく露作業に係る保

険関係上の最終事業場の情報を記入すること。 

 

２ 「Ⅱ 医学的情報」について 

⑴ 医証等の保存年限 

石綿による疾病であることを判断する際に収集する主な医学的資料とそれぞれ

の保存年限は、次のとおりである（別添「石綿関連疾患の関係書類に係る保存年

限」参照）。 

① 死亡診断書（死亡時に遺族に交付。死亡届に添付の死亡診断書は所轄法務局

で 27 年間保存）（戸籍法施行規則第 49 条） 

② 診療録５年（医師法第 24 条） 

③ 肺機能等の検査記録３年（保険医療機関及び保険医療養担当規則第９条） 

④ 病理解剖記録、病理組織検査記録３年（同上） 

⑤ エックス線、ＣＴ等の検査記録３年（同上） 

⑥ じん肺管理区分の決定関係綴 30 年（都道府県労働局が定める文書保存期間に
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係る規定） 

⑦ 健康管理手帳交付台帳 30 年又は常用（同上） 

医療機関等に保存される資料の法的保存義務は上記のとおりであるが、診療録

等については、10 年程度保存している医療機関（大学病院等研究機関においては

それ以上の期間）も多く、また、病理組織検査記録については、日本病理学会で

永年保存とする旨の独自の指針を定めているので、医学的資料の収集に当たって

留意すること。 

⑵ 疾病の特定については、死亡診断書等の記載事項証明書（以下｢証明書」という。）

の記載内容により判断することとしているが、疾病によっては石綿にばく露した

ことを示す医学的所見等の情報が必要であることから、Ⅳ－１及びⅣ－２に主治

医等に対する照会事項を記載した「回答書」の様式を示したので、主治医等に対

して照会する際に活用すること。 

なお、特別遺族給付金の請求事案に係る医学的資料は、法的保存義務を超えた

ものであることから、主治医等に対して法の趣旨を十分説明した上で、照会事項

に関連する医学的資料が保存されていないか確認し、当該資料の提出について懇

切丁寧に依頼すること。 

 ⑶ 疾病別の留意事項 

ア 肺がん 

(ｱ) 証明書の記載内容を確認し、死亡の原因として「肺がん」の記載がある場

合には、転移性肺がんであることを示す特段の記載があるとき、下記(ｳ)の調

査において収集した医学的資料により明らかに転移性肺がんであることが確

認されるときを除き、原発性肺がんと判断すること。 

(ｲ)  被災労働者が、認定基準記の第１の２の⑶のア、イ若しくは⑷のいずれか

の作業に従事し、当該作業への従事期間又はそれらを合算した従事期間が５

年以上認められる場合には、以下に示す石綿ばく露に関する医学的情報は不

要であること。 

なお、上記⑷の作業の従事期間の算定については、その従事頻度等を可能

な限り把握した上で、当分の間本省に照会すること（当該作業の従事期間又

は当該作業を含む上記の合算した従事期間が、明らかに５年以上認められな

い場合を除く。）。 
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係る規定） 

⑦ 健康管理手帳交付台帳 30 年又は常用（同上） 

医療機関等に保存される資料の法的保存義務は上記のとおりであるが、診療録

等については、10 年程度保存している医療機関（大学病院等研究機関においては

それ以上の期間）も多く、また、病理組織検査記録については、日本病理学会で

永年保存とする旨の独自の指針を定めているので、医学的資料の収集に当たって

留意すること。 

⑵ 疾病の特定については、死亡診断書等の記載事項証明書（以下｢証明書」という。）

の記載内容により判断することとしているが、疾病によっては石綿にばく露した

ことを示す医学的所見等の情報が必要であることから、Ⅳ－１及びⅣ－２に主治

医等に対する照会事項を記載した「回答書」の様式を示したので、主治医等に対

して照会する際に活用すること。 

なお、特別遺族給付金の請求事案に係る医学的資料は、法的保存義務を超えた

ものであることから、主治医等に対して法の趣旨を十分説明した上で、照会事項

に関連する医学的資料が保存されていないか確認し、当該資料の提出について懇

切丁寧に依頼すること。 

 ⑶ 疾病別の留意事項 

ア 肺がん 

(ｱ) 証明書の記載内容を確認し、死亡の原因として「肺がん」の記載がある場

合には、転移性肺がんであることを示す特段の記載があるとき、下記(ｳ)の調

査において収集した医学的資料により明らかに転移性肺がんであることが確

認されるときを除き、原発性肺がんと判断すること。 

(ｲ)  被災労働者が、認定基準記の第１の２の⑶のア、イ若しくは⑷のいずれか

の作業に従事し、当該作業への従事期間又はそれらを合算した従事期間が５

年以上認められる場合には、以下に示す石綿ばく露に関する医学的情報は不

要であること。 

なお、上記⑷の作業の従事期間の算定については、その従事頻度等を可能

な限り把握した上で、当分の間本省に照会すること（当該作業の従事期間又

は当該作業を含む上記の合算した従事期間が、明らかに５年以上認められな

い場合を除く。）。 

(ｳ) 石綿ばく露に関する医学的情報に係る資料としては、石綿肺又は胸膜プラ

ークの所見を示す胸部エックス線写真、胸部ＣＴ画像、胸腔鏡検査結果、手

術記録、剖検記録がある。石綿小体又は石綿繊維は、石綿肺所見及び胸膜プ

ラークのいずれもが認められない場合において、石綿ばく露を推定し得る重

要な指標であり、気管支肺胞洗浄液検査、手術（摘出術）、剖検が実施され

ている場合に、認定基準記の第２の２の⑶に示された計測等が行われていた

か否かを確認し、それが行われていた場合にその記録を求めるものであるこ

と。 

したがって、石綿にばく露したことを示す医学的所見を確認するための調

査においては、一般的には、①第１型以上の石綿肺所見の有無、②胸膜プラ

ークの有無、③乾燥肺重量1g当たりの石綿小体若しくは石綿繊維の計測結果、

気管支肺胞洗浄液 1ml 中の石綿小体の計測結果又は肺組織切片中の石綿小体

若しくは石綿繊維の検査結果の順に確認するものであり、①の所見があるこ

とが確認できる場合は②及び③の調査を、②の胸膜プラークがあることが確

認できる場合は③の調査を、それぞれ行う必要はないこと。 

(ｴ) 胸部エックス線写真、胸部ＣＴ画像等は、他の医学的資料に比べ保存年限

が短いことから、医療機関に対して、これらの資料の保存の有無を確認し、既

に廃棄されている場合には、例えば、診療録、病理検査記録等に胸膜プラーク、

石綿小体又は石綿繊維の存在を示す記述があれば、これをもって、医学的所見

が確認されたものとすること。 

(ｵ) 石綿肺及び胸膜プラークの存在が確認できず、乾燥肺重量 1ｇ当たりの石綿

小体・石綿繊維の計測、気管支肺胞洗浄液中の石綿小体の計測及び肺組織切

片中の石綿小体・石綿繊維の検査のいずれも行われていない場合（①気管支

肺胞洗浄液中の石綿小体の計測のみ行われたが、認定基準記の第２の２の⑶

に示された数に満たない場合及び②肺組織切片中の石綿小体・石綿繊維の検

査のみ行われたが、石綿小体・石綿繊維が確認できなかった場合を含む。）

であって、手術（摘出術）又は剖検により肺組織のパラフィン包埋ブロック

又はホルマリン固定された標本が保存されているときは、肺組織（非腫瘍部

の一定以上の肺実質組織）中の石綿小体又は石綿繊維の数（乾燥肺重量 1ｇ当

たり）について確認すること（詳細は、独立行政法人労働者健康安全機構・
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同環境再生保全機構発行「石綿小体計測マニュアル」の最新版を参照のこ

と。）。 

なお、上記の乾燥肺重量 1g 当たりの石綿小体の計測については、労災病院

に設置された一部のアスベスト疾患センターのほか、中央労働災害防止協会

で実施可能である。また、石綿繊維については、計測が可能な機関が限られ

ていることから、計測の必要性が生じた場合には、本省に照会すること。 

(ｶ)  認定基準記の第２の２の⑶のアに示す乾燥肺重量 1g当たりの石綿小体の数

については、標準的な方法（認定基準記の第３の１の(1)に示された方法）に

より計測されたものであるか確認し、当該方法により計測されたものでない場

合には、実施医療機関に対し、当該方法による再計測が可能か確認すること。

再計測ができない場合には、検体の貸出しを受けた上で、計測可能なアスベス

ト疾患センターに依頼すること。 

(ｷ)  上記(ｳ)、(ｴ)及び(ｵ)により医学的所見が確認できない場合であっても、次

のａ又はｂに該当する場合には、本省に照会すること。 

ａ 被災労働者が雇用されていた同一の事業場において、従事した石綿ばく露

作業の内容及び時期が同一であると判断できる同僚労働者等（事業主が異

なる下請け事業者等の労働者を含む。以下同じ。）が、石綿による疾病を

発症し労災認定を受けている場合等、被災労働者の石綿ばく露状況が推認

できる情報がある場合。 

ｂ 被災労働者が従事していた石綿ばく露作業が、相当高濃度のもの（石綿製

品の製造工程における作業、断熱若しくは保温のための被覆又はその補修

作業、石綿の吹付け作業、石綿が吹き付けられた建築物、工作物等の解体、

破砕等の作業等をいう。以下同じ。）であると認められる場合（認定基準

記の第１の２の⑶のア、イ又は⑷のいずれかの作業に従事し、当該作業へ

の従事期間又はそれらを合算した従事期間が５年以上認められる場合を除

く。）。 

イ 中皮腫 

死亡診断書等の記載事項証明書等に、死亡の原因として「中皮腫」の記載が

ある場合には、これをもって中皮腫と判断すること。この場合、原則として、

主治医等に対する照会は要しないこと。 
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同環境再生保全機構発行「石綿小体計測マニュアル」の最新版を参照のこ

と。）。 

なお、上記の乾燥肺重量 1g 当たりの石綿小体の計測については、労災病院

に設置された一部のアスベスト疾患センターのほか、中央労働災害防止協会

で実施可能である。また、石綿繊維については、計測が可能な機関が限られ

ていることから、計測の必要性が生じた場合には、本省に照会すること。 

(ｶ)  認定基準記の第２の２の⑶のアに示す乾燥肺重量 1g当たりの石綿小体の数

については、標準的な方法（認定基準記の第３の１の(1)に示された方法）に

より計測されたものであるか確認し、当該方法により計測されたものでない場

合には、実施医療機関に対し、当該方法による再計測が可能か確認すること。

再計測ができない場合には、検体の貸出しを受けた上で、計測可能なアスベス

ト疾患センターに依頼すること。 

(ｷ)  上記(ｳ)、(ｴ)及び(ｵ)により医学的所見が確認できない場合であっても、次

のａ又はｂに該当する場合には、本省に照会すること。 

ａ 被災労働者が雇用されていた同一の事業場において、従事した石綿ばく露

作業の内容及び時期が同一であると判断できる同僚労働者等（事業主が異

なる下請け事業者等の労働者を含む。以下同じ。）が、石綿による疾病を

発症し労災認定を受けている場合等、被災労働者の石綿ばく露状況が推認

できる情報がある場合。 

ｂ 被災労働者が従事していた石綿ばく露作業が、相当高濃度のもの（石綿製

品の製造工程における作業、断熱若しくは保温のための被覆又はその補修

作業、石綿の吹付け作業、石綿が吹き付けられた建築物、工作物等の解体、

破砕等の作業等をいう。以下同じ。）であると認められる場合（認定基準

記の第１の２の⑶のア、イ又は⑷のいずれかの作業に従事し、当該作業へ

の従事期間又はそれらを合算した従事期間が５年以上認められる場合を除

く。）。 

イ 中皮腫 

死亡診断書等の記載事項証明書等に、死亡の原因として「中皮腫」の記載が

ある場合には、これをもって中皮腫と判断すること。この場合、原則として、

主治医等に対する照会は要しないこと。 

ウ 良性石綿胸水 

死亡診断書等の記載事項証明書等に、死亡の原因として「良性石綿胸水」の

記載がある場合には、これをもって良性石綿胸水と判断することとし、石綿ば

く露作業の内容及び従事歴を調査するとともに、①胸部エックス線写真、②胸

部ＣＴ画像、③臨床所見、④臨床経過、⑤臨床検査結果等に係る情報を可能な

限り入手の上、本省に協議すること。 

エ びまん性胸膜肥厚 

死亡診断書等の記載事項証明書等に、死亡の原因として「びまん性胸膜肥厚」

の記載がある場合であって、石綿ばく露作業に３年以上従事していた事実が確

認できたときは、当該びまん性胸膜肥厚が石綿以外によるものであることが明

らかなものを除き、当該びまん性胸膜肥厚に著しい呼吸機能障害を伴っており、

それが死亡の原因となったものと推認すること。 

オ 石綿肺及び石綿肺合併症 

(ｱ) 死亡診断書等の記載事項証明書等に、死亡の原因として「石綿肺」の記載

がある場合であって、石綿ばく露作業に相当期間従事していた事実が確認で

きたときは、当該石綿肺に著しい呼吸機能障害を伴っており、それが死亡の

原因となったものと推認すること。 

(ｲ) 死亡診断書等の記載事項証明書等に、死亡の原因として「じん肺」の記載

がある場合であって、石綿ばく露作業に相当期間従事していた事実が確認で

きたときは、当該じん肺が石綿肺以外のじん肺であることが明らかであるも

のを除き、当該じん肺は「石綿肺」であると推認して差し支えないこと。 

なお、死亡の原因の推認については、上記(ｱ)と同じであること。 

(ｳ) 死亡診断書等の記載事項証明書等に、死亡の原因として「石綿肺の合併症

である肺結核」等、石綿肺の合併症に罹患していたことの記載がある場合で

あって、石綿ばく露作業に相当期間従事していた事実が確認でき、かつ、当

該合併症がじん肺法施行規則（昭和 35 年労働省令第６号）第１条第１号から

第５号までに掲げるものであるときは、当該石綿肺はじん肺管理区分の管理

２以上に相当するものであって、かつ、著しい呼吸機能障害を伴っており、

それが死亡の原因となったものと推認して差し支えないこと。 

    （エ）死亡診断書等の記載事項証明書等に、死亡の原因として「じん肺の    

－ 407 －



 

合併症である肺結核」等、じん肺の合併症であることの記載がある場合は、上記(ｲ)及

び(ｳ)に準じて取り扱うこと。 

 

３ 「Ⅲ 作業歴情報」について 

⑴ 事業場名の欄には、被災労働者の過去の職歴について、作業現場ではなく、原

則として被災労働者が雇用されていた事業場ごとに通算して記載すること。 

⑵ 石綿ばく露作業に関する調査は次によること。 

ア 被災労働者の雇用の事実に係る確認 

請求書に事業主証明が行われていない場合には、請求人が申し立てる石綿ば

く露作業に係る事業場に被災労働者が雇用されていた事実について、事業主や

同僚労働者の証言のほか、社会保険の被保険者記録等により確認すること。 

イ 石綿ばく露作業の有無及び従事期間に係る確認 

(ｱ) 事業場が廃止されている場合 

事業場廃止から相当期間が経過していることなどから、事業主や同僚労働

者の証言等により被災労働者の石綿ばく露状況を確認することが困難な場合

は、平成 17 年７月 27 日付け基労補発第 0727001 号「石綿による疾病に係る

事務処理の迅速化等について」（以下「迅速化通達」という。）の記の１の

⑶に基づき、請求人の申し立てる作業内容と社会保険の被保険者記録等の照

合を行うことにより、石綿ばく露作業の有無及び石綿ばく露作業従事期間に

ついて判断すること。 

なお、当該事業場で石綿ばく露作業が行われていた事実を推定するための

情報としては、上記社会保険の被保険者記録のほか、事業場の事業内容が記

載された登記簿（当該事業場の登記閉鎖後 20 年間所轄法務局において保存さ

れている。）があるので、留意すること。 

(ｲ) 事業場が現存している場合 

ａ 被災労働者を石綿ばく露作業に従事させたことを事業主が認めている場

合 

当該事業場で被災労働者が石綿ばく露作業に従事した旨認定した上で、

請求人の申立て、事業主や同僚労働者の証言等に基づき、石綿ばく露作業

従事期間について判断すること。 

ｂ 被災労働者を石綿ばく露作業に従事させたことを事業主が否定している
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合併症である肺結核」等、じん肺の合併症であることの記載がある場合は、上記(ｲ)及

び(ｳ)に準じて取り扱うこと。 

 

３ 「Ⅲ 作業歴情報」について 

⑴ 事業場名の欄には、被災労働者の過去の職歴について、作業現場ではなく、原

則として被災労働者が雇用されていた事業場ごとに通算して記載すること。 

⑵ 石綿ばく露作業に関する調査は次によること。 

ア 被災労働者の雇用の事実に係る確認 

請求書に事業主証明が行われていない場合には、請求人が申し立てる石綿ば

く露作業に係る事業場に被災労働者が雇用されていた事実について、事業主や

同僚労働者の証言のほか、社会保険の被保険者記録等により確認すること。 

イ 石綿ばく露作業の有無及び従事期間に係る確認 

(ｱ) 事業場が廃止されている場合 

事業場廃止から相当期間が経過していることなどから、事業主や同僚労働

者の証言等により被災労働者の石綿ばく露状況を確認することが困難な場合

は、平成 17 年７月 27 日付け基労補発第 0727001 号「石綿による疾病に係る

事務処理の迅速化等について」（以下「迅速化通達」という。）の記の１の

⑶に基づき、請求人の申し立てる作業内容と社会保険の被保険者記録等の照

合を行うことにより、石綿ばく露作業の有無及び石綿ばく露作業従事期間に

ついて判断すること。 

なお、当該事業場で石綿ばく露作業が行われていた事実を推定するための

情報としては、上記社会保険の被保険者記録のほか、事業場の事業内容が記

載された登記簿（当該事業場の登記閉鎖後 20 年間所轄法務局において保存さ

れている。）があるので、留意すること。 

(ｲ) 事業場が現存している場合 

ａ 被災労働者を石綿ばく露作業に従事させたことを事業主が認めている場

合 

当該事業場で被災労働者が石綿ばく露作業に従事した旨認定した上で、

請求人の申立て、事業主や同僚労働者の証言等に基づき、石綿ばく露作業

従事期間について判断すること。 

ｂ 被災労働者を石綿ばく露作業に従事させたことを事業主が否定している

場合や、従事した事実が確認できないため不明としている場合 

当該事業場の事業内容や同僚労働者の証言と、請求人の申し立てる被災

労働者の作業内容を照合し、石綿ばく露作業が推定できるときは、当該事

業場で被災労働者が石綿ばく露作業に従事した旨認定した上で、請求人の

申立てや同僚労働者の証言、社会保険の被保険者記録等に基づき、石綿ば

く露作業従事期間について判断すること。 

(ｳ) 被災労働者が複数の事業場で石綿ばく露作業に従事している場合 

ａ 被災労働者が、認定基準記の第１の２の⑶のア、イ又は⑷の作業に従事し

ている場合 

請求人が申し立てる認定基準記の第１の２の⑶のア、イ又は⑷の石綿ばく

露作業に係る事業場のうち、最終のものからさかのぼって、上記(ｱ)又は(ｲ)

の調査を行い、把握した石綿ばく露作業従事期間が認定基準に定める５年を

満たす場合には、さらにさかのぼって石綿ばく露作業に係る調査を行う必要

はないこと。 

なお、保険給付は、石綿ばく露に係る最終事業場の保険関係に基づき行う

こととなるので、最終事業場について必要な調査を実施すること。 

ｂ 被災労働者が、認定基準記の第１の２の⑶のア、イ又は⑷以外の作業に

従事している場合 

請求人が申し立てる石綿ばく露に係る事業場のうち、最終のものからさ

かのぼって、上記(ｱ)又は(ｲ)の調査を行い、把握した石綿ばく露作業従事

期間が認定基準に定めた従事期間を満たす場合には、さらにさかのぼって

石綿ばく露作業に係る調査を行う必要はないこと。 

⑶ 上記⑵のばく露作業に係る調査に当たっては、「Ⅴ 石綿ばく露歴聴取票」を活

用しつつ聴取調査等を行うことにより、被災労働者の石綿ばく露歴の具体的内容

について、可能な限り詳細に把握すること。 

 ⑷ 上記⑵のイの(ｱ)をはじめ、迅速化通達の記の１の⑶に基づき石綿ばく露作業の

有無等について判断した場合には、調査票Ⅲの備考欄にその旨を記載すること。 

⑸ 調査の過程で、被災労働者が雇用されていた同一の事業場において、石綿ばく

露作業に従事した内容及び時期とが同一であると判断できる同僚労働者等が、石

綿による疾病を発症し労災認定を受けている場合等、被災労働者の石綿ばく露状
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況が推認できる情報がある場合には、調査票Ⅲの該当欄にその旨を記載すること。 

⑹ 調査の結果、被災労働者が従事していた石綿ばく露作業が相当高濃度のもので

あると認められた場合には、調査票Ⅲの該当欄にその旨を記載すること。 

⑺ 被災労働者の石綿ばく露状況の把握に当たっては、石綿を取り扱う事業場の近

隣に居住した事実など、環境ばく露の可能性についても留意すること。 

⑻ 石綿ばく露作業に係る従事期間等について疑義がある場合は、本省に照会する

こと。 

 

４ 取りまとめ 

医学的情報及び作業歴情報に係る調査結果、Ⅳの主治医からの「回答書」並びに

労災医員、じん肺診査医等の専門医から徴した意見書の内容を調査票のⅠからⅢに

取りまとめ、これを復命書に添付すること。 

 

５ その他 

｢特別遺族給付金の支給事務の流れについて」を参考資料として示したので、特別

遺族給付金に係る請求事案の事務処理の参考とされたい。 
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況が推認できる情報がある場合には、調査票Ⅲの該当欄にその旨を記載すること。 

⑹ 調査の結果、被災労働者が従事していた石綿ばく露作業が相当高濃度のもので

あると認められた場合には、調査票Ⅲの該当欄にその旨を記載すること。 

⑺ 被災労働者の石綿ばく露状況の把握に当たっては、石綿を取り扱う事業場の近

隣に居住した事実など、環境ばく露の可能性についても留意すること。 

⑻ 石綿ばく露作業に係る従事期間等について疑義がある場合は、本省に照会する

こと。 

 

４ 取りまとめ 

医学的情報及び作業歴情報に係る調査結果、Ⅳの主治医からの「回答書」並びに

労災医員、じん肺診査医等の専門医から徴した意見書の内容を調査票のⅠからⅢに

取りまとめ、これを復命書に添付すること。 

 

５ その他 

｢特別遺族給付金の支給事務の流れについて」を参考資料として示したので、特別

遺族給付金に係る請求事案の事務処理の参考とされたい。 

 

　
（
参

考
資

料
）

　
　
　
　
　
　
石
綿
関
連
疾
患
の
関
係
書
類
に
係
る
保
存
年
限

区
　

　
　

　
　

　
分

保
　

存
　

年
　

限
　

等

　
死

亡
診

断
書

等
は

所
轄

法
務

局
で

2
7
年

間
保

存
（
戸

籍
法

施
行

規
則

第
4
9
条

）
  
（
利

害
関

係
人

は
死

亡
届

書
等

の
記

載
事

項
証

明
書

を
請

求
で

き
る

（
戸

籍
法

第
4
8
条

）
）

　
５

年
（
医

師
法

第
2
4
条

）
（
医

療
機

関
に

よ
っ

て
は

1
0
年

程
度

保
存

)

　
３

年
（
保

険
医

療
機

関
及

び
保

険
医

療
養

担
当

規
則

第
9
条

）
（
医

療
機

関
に

よ
っ

て
は

1
0
年

程
度

保
存

）

　
３

年
（
同

上
）
（
医

療
機

関
に

よ
っ

て
は

1
0
年

程
度

保
存

。
た

だ
し

、
日

本
病

理
学

会
指

針
で

は
永

久
保

存
）

　
３

年
（
同

上
）

　
3
0
年

（
都

道
府

県
労

働
局

が
定

め
る

文
書

保
存

期
間

に
係

る
規

定
）

管
理

区
分

の
決

定
関

係
綴

に
は

、
じ

ん
肺

管
理

区
分

決
定

通
知

書
写

、
じ

ん
肺

健
康

診
断

結
果

証
明

書
写

（
粉

じ
ん

作
業

職
歴

、
X
線

写
真

に
よ

る
検

査
、

胸
部

に
関

す
る

臨
床

検
査

、
肺

機
能

検
査

、
合

併
症

に
関

す
る

検
査

）
が

含
ま

れ
る

。

　
3
0
年

又
は

常
用

（
都

道
府

県
労

働
局

が
定

め
る

文
書

保
存

期
間

に
係

る
規

定
）

　
３

年
（
保

険
医

療
機

関
及

び
保

険
医

療
養

担
当

規
則

第
9
条

）
（
医

療
機

関
に

よ
っ

て
は

1
0
年

程
度

保
存

）

　
３

年
（
同

上
）
（
医

療
機

関
に

よ
っ

て
は

1
0
年

程
度

保
存

。
た

だ
し

、
日

本
病

理
学

会
指

針
で

は
永

久
保

存
）

　
３

年
（
同

上
）

　
3
0
年

（
特

定
化

学
物

質
等

障
害

予
防

規
則

第
3
8
条

の
4
、

第
4
0
条

）
又

は
4
0
年

（
石

綿
障

害
予

防
規

則
第

　
3
5
条

、
第

4
1
条

）

　
閉

鎖
の

場
合

は
、

本
社

管
轄

法
務

局
の

閉
鎖

し
た

登
記

記
録

　
2
0
年

保
存

（
商

業
登

記
規

則
第

3
4
条

）

　
（
永

年
）

　
死
亡
届
に
添
付
の
死
亡
診
断
書
等
の
記
載
事
項
証
明

　
エ
ッ
ク
ス
線
、
Ｃ
Ｔ
等
の
検
査
記
録

　
 健

康
管

理
手

帳
交

付
台

帳

　
石
綿
に
係
る
作
業
記
録
、
健
康
診
断
記
録

書
　

類
　

名
　

等

 石
綿

に
よ

る
疾

病
で

あ
る

 こ
と

の
確

定
診

断

【
病

名
、

死
亡

原
因

】

 石
綿

ば
く

露
の

医
学

的
 所

見

【
石

綿
肺

・
胸

膜
プ

ラ
ー

ク
・

石
綿

小
体

（
繊

維
）

の
存

在
】

 石
綿

ば
く

露
作

業
従

事
歴

　
死
亡
診
断
書

　
診
療
録

　
肺
機
能
等
の
検
査
記
録

　
病
理
解
剖
記
録
、
病
理
組
織
検
査
記
録

　
会
社
の
登
記
簿

　
厚
生
年
金
保
険
等
の
被
保
険
者
記
録

　
じ
ん
肺
管
理
区
分
の
決
定
関
係
綴

　
 肺

機
能

等
の

検
査

記
録

　
 病

理
解

剖
記

録
、

病
理

組
織

検
査

記
録

　
 エ

ッ
ク

ス
線

、
Ｃ

Ｔ
等

の
検

査
記

録

　
会
社
の
職
歴
証
明
等

－ 411 －



　　　　

有り

有り

　A及びBの調査 　A及びBの調査
　の結果、業務上 　の結果、業務外
　と認定されたもの 　とされたもの

特別遺族給付金の支給事務の流れについて

環境ばく露の可能性があること
から、救済給付の相談窓口、手
続き等を再度教示

請　　求　（　相　談　）

〔遺族関係の確認〕
戸　籍　謄　本　又　は　抄　本

不支給決定（受給要件に係る遺族関係が不明）

環境ばく露の可能性があることから、救済給付
の相談窓口、手続き等を再度教示

③～⑤の
いずれか
が有り

不支給決定（死亡原因が不明又は対象疾病外）

<本省協議>
　認定基準記の第３の５の⑴から⑸に示すもの

　無し

　無し

　不支給決定の理由が業務外

③～⑤の全て無し

不支給決定（労働者としての雇用事実なし）

　　　　　　　　　　　　　　　　　〔対象疾病が死亡原因であることの確認〕
①対象疾病が死亡原因であることが記載された死亡診断書、死体検案書、検視調書に係る
　 法務局の証明書
 （市役所又は町村役場から法務局に送付された年度の翌年から２７年間発行可能）
②上記①の証明書がない場合には、それに代わるべき書類
　（具体的には、死亡診断書等の原本又は写し、診療録、生命保険関係等の書類）

〔労働者としての雇用事実の確認〕
　従事した事業場名及び所在地に関する③関係資料、④同僚等関係者の申立又は⑤請求人の申立

特別遺族年金又は特別遺族一時金

〔業務上外の認定事務〕

不　支　給　決　定

A)医学的事項に関する調査 B)石綿ばく露作業に関する調査

支　　給　　決　　定
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有り

有り

　A及びBの調査 　A及びBの調査
　の結果、業務上 　の結果、業務外
　と認定されたもの 　とされたもの

特別遺族給付金の支給事務の流れについて

環境ばく露の可能性があること
から、救済給付の相談窓口、手
続き等を再度教示

請　　求　（　相　談　）

〔遺族関係の確認〕
戸　籍　謄　本　又　は　抄　本

不支給決定（受給要件に係る遺族関係が不明）

環境ばく露の可能性があることから、救済給付
の相談窓口、手続き等を再度教示

③～⑤の
いずれか
が有り

不支給決定（死亡原因が不明又は対象疾病外）

<本省協議>
　認定基準記の第３の５の⑴から⑸に示すもの

　無し

　無し

　不支給決定の理由が業務外

③～⑤の全て無し

不支給決定（労働者としての雇用事実なし）

　　　　　　　　　　　　　　　　　〔対象疾病が死亡原因であることの確認〕
①対象疾病が死亡原因であることが記載された死亡診断書、死体検案書、検視調書に係る
　 法務局の証明書
 （市役所又は町村役場から法務局に送付された年度の翌年から２７年間発行可能）
②上記①の証明書がない場合には、それに代わるべき書類
　（具体的には、死亡診断書等の原本又は写し、診療録、生命保険関係等の書類）

〔労働者としての雇用事実の確認〕
　従事した事業場名及び所在地に関する③関係資料、④同僚等関係者の申立又は⑤請求人の申立

特別遺族年金又は特別遺族一時金

〔業務上外の認定事務〕

不　支　給　決　定

A)医学的事項に関する調査 B)石綿ばく露作業に関する調査

支　　給　　決　　定

　

　 確認 　確認できず

　

　確認   確認   確認できず

★医学的資料とは診療録、病理組織検査記録等をいう。

・石綿ばく露に係る最終事業
場の特定

○胸膜プラーク
○石綿小体・石綿繊維

ばく露作業調査へ

医学的資料の有無を確認

◎◎肺肺ががんんのの場場合合

死亡診断書等の死亡原因欄が肺がん

※石綿ばく露作業従事期間
に係る調査は不要

業　　　務　　　上

認定基準記の第１の２の⑶のア、イ又は⑷の
いずれかの作業の従事期間又はそれらを合算
した従事期間が５年以上ある場合

・石綿ばく露に係る最終事業
場の特定

ばく露作業調査へ

・石綿ばく露に係る最終事業
場の特定

※石綿ばく露作業従事期間
に係る調査は不要 本省に照会業　　務　　外

・１年又は10年以上の石綿ば
く露作業従事期間の有無

○石綿肺 （第１型以上）

A)　医学的事項に関する調査

◎◎中中皮皮腫腫のの場場合合

ばく露作業調査へ

・１年以上の石綿ばく露作業
従事期間の有無

ばく露作業調査へ

・石綿ばく露に係る最終事業
場の特定

死亡診断書等の死亡原因欄が中皮腫

石綿肺（第１型以上）

※ 労災補償制度における

認定とは異なり、確定診断

（病理組織検査記録等）の

確認は要せず。

医学的資料がある場合でかつ原発

性肺がんが認められる場合 医学的資料がある場合

でかつ転移性肺がんが

認められる場合

○ 石綿ばく露作業の

内容及び時期とが同一

であると判断できる同僚

労働者等の労災認定事

例等被災労働者の石綿

ばく露状況が推認できる

情報がある場合

又は

○ 相当高濃度の石綿

ばく露作業に従事してい

たと考えられる場合

医学的資料がない場合

石綿ばく露に係る最終事業場の調査
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ＢＢ））石石綿綿ばばくく露露作作業業にに関関すするる調調査査

（雇用の事実の確認）
社会保険等の被保険者記録等の関係資料，事業主や同僚労働者の申立て

不支給

雇雇用用事事実実のの確確認認

当当該該事事業業場場でで
のの雇雇用用のの事事実実
がが確確認認ででききずず

事事業業場場がが廃廃止止

① 社会保険の被保険者記録（当該事業場の名
称等）

② 閉鎖した登記記録（事業廃止後20年間は法
務局で保管）

③ 同僚労働者の申立て

から事業内容や作業状況を把握

請請求求人人のの申申しし立立ててるる死死亡亡労労働働者者のの作作業業内内容容

及び

事事業業場場がが現現存存

当当該該事事業業場場でで
石石綿綿ばばくく露露あありりとと認認定定

当当該該事事業業場場でで
石石綿綿ばばくく露露ななししとと認認定定

当当該該事事業業場場でで
石石綿綿ばばくく露露あありりとと認認定定

当当該該事事業業場場でで
石石綿綿ばばくく露露ななししとと認認定定

石綿ばく露が
推定できる
場合

石綿ばく露が
推定できない
場合

事事業業主主等等がが
死死亡亡労労働働者者のの
ばばくく露露作作業業をを否否
定定又又はは不不明明でで
ああるる旨旨主主張張ししてて
いいるる場場合合

事事業業主主等等がが
死死亡亡労労働働者者
ののばばくく露露作作業業
をを肯肯定定ししてていい
るる場場合合

石綿ばく露が
推定できる
場合

石綿ばく露が
推定できない
場合

請求人の申し立てる死亡労働者
の作業内容

及び

同僚労働者の申立てや事業場
の事業内容や作業状況の記録
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Ⅰ　基本情報 局　　 署

人

代表者

電話 － －

（　　　　　　）

　　著しい呼吸機能障害

　　　年　　　月　　　日　～　　　年　　　月　　　日

医学的所見

疾　患　名

　　□石綿肺　　□広範囲な胸膜プラーク（肺がん事案）　　□左記に該当しない胸膜プラーク

　　□石綿小体・石綿繊維　　□無　　□不明

事業の種類

□　　　□
有　・　無

（□　　　□）
（有　・　無）

　　　年　　　月　　　日　～　　　年　　　月　　　日

診断名

呼吸機能

療養経過等

請 　求 　種 　別

　　　　年　　　月　　　日

事 業 の 名 称

請　求　年　月　日

　　　年　　　月　　　日　～　　　年　　　月　　　日

　　　□中皮腫（　胸膜　・　腹膜　・　心膜　・　精巣鞘膜　・　その他<　　　　　　　　　　　　　　　>　）
  　　　　　　　＜労基則別表第１の２第７号８＞

調査結果

労働保険番号

　　　　　　被災労働者
　　　　　　と の続 柄

　　　□良性石綿胸水　　　　　　　　　　　□びまん性胸膜肥厚
　　　　　＜労基則別表第１の２第４号７＞　　　　　　　　　　　　＜労基則別表第１の２第４号７＞

事業場の所在地

ば く 露 歴

　　　□石綿肺又は石綿肺合併症
　　　　　＜労基則別表第１の２第５号＞

石綿による疾病の業務上外の認定のための調査票（特別遺族給付金関係）

医療機関名 治療期間

職　　 種

労働者数

　　　年　　　月　　　日

石綿疾患労
災認定状況

　　　　□特別遺族年金

　　　　□特別遺族一時金

　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

雇入年月日

性　　　別
□　　　□
男　・　女

　　　　　　　　　　　　　　　　

□有　　　 □無　　　 □不明　　　

　　　□肺がん
　　　　　＜労基則別表第１の２第７号８＞

　　従事期間　（　　　　年）　　　作業内容（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

請求人氏名

ふ　　　り　　　が　　　な

被災労働者氏名

生年月日

※遺族補償給付請求権の時効を確認

（死亡　　　　　年　　　月　　　日　死亡時　　　歳）
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Ⅱ　医学的情報　　[対象疾病：肺がん]

１　診断名
　

　　転移性であることを疑わせる記述の有無　 　　□有　　　　□無

２　石綿ばく露に関する医学的事項

　　　　　□　胸部エックス線写真により明らかな陰影が認められ、かつ、胸部ＣＴ画像により確認されるもの

　　労災医員等による確認　　　　　    □有　　　　　　□無

　　　　　□　胸部エックス線写真により明らかな陰影が認められ、かつ、胸部ＣＴ画像により確認されるもの

　　　　　□　胸部ＣＴ画像上、胸膜プラークの広がりが胸壁内側の1/4以上のもの

　　　　<確認資料>　□意見書　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

　　確定診断委員会による確認　　    □有　　　　　　□無

　　　　　□　上記に該当しない胸膜プラーク

　　　　　□　上記に該当しない胸膜プラーク

（ア）
　　管理区分決定あり

（イ）
　　管理区分決定なし

　　　　　□　胸部エックス線写真により明らかな陰影が認められ、かつ、胸部ＣＴ画像により確認されるもの

　　　　　□　胸部ＣＴ画像上、胸膜プラークの広がりが胸壁内側の1/4以上のもの

　　　　<確認資料>　□回答書　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　<確認資料>　□じん肺診査医意見書　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　<確認資料>　□回答書　□診療録　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　確定診断委員会による確認　　　　□有　　　　　 □無

　　主治医による確認　　　　　　　　     □有　　　　　　□無

□　　　□
有　・　無

　　　　　□　上記に該当しない胸膜プラーク

　　　　<確認資料>　□死亡診断書　 □診療録　 □その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　<確認資料>　□死亡診断書　□診療録　□病理検査記録　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　<確認資料>　□意見書　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　<確認資料>　□意見書

請求時の疾患名
及び発症時期

　・発症年月日：　　　年　　　月　　　日

　　確定診断委員会の意見　　       □原発性　　　　　□転移性

　　　　　　　　　　　　発症時年齢　　　　歳

原発性の判断

　　疾患名：

　　労災医員等の意見                  □原発性　　　　　□転移性　

　　　　<確認資料>　□じん肺管理区分決定通知書
　　　　　　　　　　　　  □健康管理手帳　　　  □その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　石綿肺

　　（第１型以上）

　　胸膜プラーク

　　　　<確認資料>　□意見書　

　　　労災医員等による確認　　　　　　□有　　　　　 □無　　　　 □不明

　　　　<確認資料>　□意見書　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）         

　　　　　□　胸部ＣＴ画像上、胸膜プラークの広がりが胸壁内側の1/4以上のもの

　　　　<確認資料>　□意見書

　　  主治医による確認　　　　　　　　　 □有　　　　　□無

胸膜プラーク
有の場合

広範囲な胸膜
プラークの所見

□　　　□
有　・　無

　　　じん肺管理区分　（　管理 　　　　  　　　　　　　）

　　　□じん肺管理区分　（　管理 　　　　  　　　　　　　相当）　　　　　□無　　　　　□不明
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　注）　　確認資料については、□にチェックで表示等し、資料を添付すること。

○○  上上記記２２のの医医学学的的所所見見がが確確認認ででききなないい場場合合

　　　　「有」又は「該当」である場合は、本省に照会

　　　肺組織切片中　　　　　　□有　　（　石綿繊維　　　　　　　　　　本　）　　　　　□無

有の場合
は右欄の
該当箇所
に記入

　　　気管支肺胞洗浄液１ｍｌ中　　　石綿小体　　　　　　　  本

　　　肺組織切片中　　　　　　□有　　（　石綿小体　　　　　　　　 　本　）　　　　　　□無

　　石綿繊維

　　石綿小体

　　　乾燥肺重量１ｇ当たり　　　       石綿小体　　　 　　　 　本 ［検体採取場所］□上葉 □中葉 □下葉

 標準的な方法による計測　　　□該当・　□非該当　(具体的な方法：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

      計測等実施機関

      計測等実施機関

潜伏期間
　　　石綿ばく露開始から肺がん発症までの期間　　　　　　　　　年　　　　　　ヵ月

※　１０年未満の場合は本省協議対象

 ①　石綿ばく露作業の内容及び時期とが同一であると判断できる同僚労働者等の労災認定事例等被災労働者の

 ②　石綿ばく露作業が相当高濃度のものと認められるか否か　　 　　　　　　　　　　 　　　 　　 　 　　　　　　 　　　

　　石綿ばく露状況が推認できる情報の有無
　□有　　　 □無

□該当　　□非該当

石綿小体
・石綿繊維

□　　　□
有　・　無

□
・計測等
 未実施

□
・不明

　　　乾燥肺重量１ｇ当たり　　　       石綿繊維　５μｍ以上　 　　　 　　本　　　１μｍ以上　 　　　 　　本

　　　　　　<確認資料>　□診療録　□病理検査記録　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
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Ⅱ　医学的情報　　[対象疾病：中皮腫]

１　診断名（死亡診断書等請求書添付書類からの情報の範囲で）

　　疾患名：

発 症 部 位

　　他疾患であることを疑わせる記述の有無　 　　□有　　　　□無

　　有の場合、労災医員等の意見　 □適　　　　　□否

　　確定診断委員会の意見　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□適　　　　　□否

２　石綿ばく露に関する医学的事項

　注）　　確認資料については、□にチェックで表示等し、資料を添付すること。

潜伏期間

　　・石綿ばく露開始から中皮腫発症までの期間　　　　　　　　　年　　　　　　ヵ月

※　１０年未満の場合は本省協議対象

　　石綿肺
　　（第１型以上）

　　　じん肺管理区分　（　管理 　　　　  　　　　　　　）
（ア）
　　管理区分決定あり

（イ）
　　管理区分決定なし

　　　　<確認資料>　□じん肺診査医意見書　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　□じん肺管理区分　（　管理 　　　　  　　　　　　　相当）　　　　　□無　　　　　□不明

　　　　<確認資料>　□じん肺管理区分決定通知書
　　　　　　　　　　　　  □健康管理手帳　　　  □その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

診断名の確認

請求時の疾患名
及び発症時期

　　　　　　　　　　　　発症時年齢　　　　歳

　・発症年月日：　　　年　　　月頃

　　　　<確認資料>　□死亡診断書　 □診療録　 □その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　□胸膜　　　　□腹膜　　　　□心膜　　　　□精巣鞘膜　　　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　□不明　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　<確認資料>　□死亡診断書　□診療録　□その他（　　　　　　　　　　　）

　　　　<確認資料>　□意見書　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　<確認資料>　□意見書　
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Ⅱ　医学的情報　　[対象疾病：良性石綿胸水]

１　診断名

　　疾患名：

２　石綿ばく露に関する医学的事項

　注）　　確認資料については、□にチェックで表示等し、資料を添付すること。

◎　入手資料

　　　□診療録　　　　□臨床検査結果　　　　□Ｘ線写真　　　　□ＣＴ画像　　　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

著しい呼吸
機能障害

□　　　□
有　・　無

□
・不明

　　主治医による呼吸機能障害の確認　　  □有　　　　　□無

　　　　<確認資料>　□回答書　□呼吸機能検査結果　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　じん肺診査医等による確認　　              □有　　　　　□無　　　　　□不明

　　　　<確認資料>　□じん肺診査医意見書　　□その他意見書（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）                                      

　　  確定診断委員会による確認　　           □有　　　　　□無

　　　　<確認資料>　□意見書

　　　□じん肺管理区分　（　管理 　　　　  　　　　　　　相当）　　　　　□無　　　　　□不明

　　　　<確認資料>　□じん肺診査医意見書　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　胸膜プラーク

□　　　□
有　・　無

□
・不明

　　主治医による確認　　　　　　　　　 □有　　　　　□無

　　　　<確認資料>　□回答書　□診療録　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　労災医員等による確認　　　　　  □適　　　　　□否

　　　　<確認資料>　□意見書　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）                   

　　石綿肺
　　（第１型以上）

（ア）
　　管理区分決定あり

　　　じん肺管理区分　（　管理 　　　　  　　　　　　　）

　　　　<確認資料>　□じん肺管理区分決定通知書
　　　　　　　　　　　　  □健康管理手帳　　　  □その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（イ）
　　管理区分決定なし

除外診断

　　　　<確認資料>　□回答書　□診療録　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　確定診断委員会による確認　　　　□適　　　　　　□否

　　　　<確認資料>　□意見書　

　　労災医員等による確認　　　　　　　□適　　　　　　□否　

　　　　<確認資料>　□意見書　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

胸水確認
の経過等

　　・最初の胸水出現　　　　　　年　　　月　　　日

　　・最初の胸水出現からの経過年数　　　　　　　　年　　　　　　　ヶ月

　　　　<確認資料>　□回答書　□診療録　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

請求時の疾患名
及び発症時期

　・発症年月日：　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　発症時年齢　　　　歳

　　　　<確認資料>　□死亡診断書　 □診療録　 □その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
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死亡年月日

傷　病　名

初診年月日 治 療 期 間

　　　※　根拠となった資料の写しを添付して下さい。

添付資料

　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

労働基準監督署長　殿

病院

診療所

医師氏名

Ⅳ－　１
　　[対象疾病：肺がん] 回　　　 答　　　 書

 胸膜プラーク
 に係る情報

石綿肺の所見

□  　　□
有　・　無

□
・不明

□　　　□
有　・　無

□
・不明

　　[確認方法]　　□Ｘ線写真　　□ＣＴ画像　　□手術　　□剖検　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　（　　　　　　年　　　　月　　　　日生　）

  死亡労働者
  の氏名　・
  生年月日

　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

　　　□　上記には該当しない胸膜プラーク

　　　　当該陰影が胸膜プラークとして確認されるもの（注）

　　　□　胸部ＣＴ画像上で胸膜プラークを認め、左右いずれか１側の胸部ＣＴ画像上、胸膜プラークが最も広範囲に描出

　　　□診療録　□病理検査記録　□臨床検査結果　□Ｘ線写真　□ＣＴ画像　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

　[検査等の種類]　　□Ｘ線写真　　□ＣＴ画像　　□胸腔鏡　　□手術　　□剖検　

　　　　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

　　　　　　　　　　　　～　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

　　[所見の内容]

　　　乾燥肺重量１ｇ当たり　　　       石綿小体　　　 　　　 　本

　  [有の場合は以下に記入]
□　　　□
有　・　無

□
・計測等
 未実施

□
・不明

　　[確認方法]　　□手術記録　　□病理検査記録　　□剖検記録　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　・石綿小体　　□有　　　□無　　　□計測等未実施　　　　　　　・石綿繊維　　□有　　　□無　　　□計測等未実施

［検体採取場所］□上葉 □中葉 □下葉□不明

　[有の場合はその程度]

　　　□　胸部正面エックス線写真により胸膜プラークと判断できる明らかな陰影が認められ、かつ、胸部ＣＴ画像により

　　・両側又は片側の横隔膜に、太い線状又は斑状の石灰化陰影が認められ、肋横角の消失を伴わないもの

　　　気管支肺胞洗浄液１ｍｌ中　　　石綿小体　　　　　　　　本

       計測等実施機関

　　・両側側胸壁の第６から第１０肋骨内側に、石灰化の有無を問わず非対称性の限局性胸膜肥厚陰影が認められ、肋横角の消失を伴わないもの

　　　　されたスライスで、その広がりが胸壁内側の１／４以上のもの

　　　肺組織切片中　　　　　□有　（　石綿小体　　　　　　　　本　　　　石綿繊維　　　　　　　　　　本　）　　　　　　□無

（注）　胸膜プラークと判断できる明らかな陰影とは、次のいずれかに該当する場合をいう。

　石綿小体 ・
　石綿繊維
　に係る情報

－ 421 －



死亡年月日

傷　病　名

初診年月日 治 療 期 間

　　　※　根拠となった資料の写しを添付して下さい。

添付資料

　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

労働基準監督署長　殿

病院

診療所

医師氏名

　　　気管支肺胞洗浄液１ｍｌ中　　　石綿小体　　　　　　　　本

　　　□診療録　□病理検査記録　□臨床検査結果　□Ｘ線写真　□ＣＴ画像　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

呼吸機能障害
に係る情報

　石綿小体 ・
　石綿繊維
　に係る情報

□　　　□
有　・　無

□
・計測等
 未実施

□
・不明

　　[確認方法]　　□手術記録　　□病理検査記録　　□剖検記録　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　肺組織切片中　　　　　□有　（　石綿小体　　　　　　　　本　　　　石綿繊維　　　　　　　　　　本　）　　　　　　□無

　　・石綿小体　　□有　　　□無　　　□計測等未実施　　　　　　　・石綿繊維　　□有　　　□無　　　□計測等未実施

　  [有の場合は以下に記入]

　　　乾燥肺重量１ｇ当たり　　　       石綿小体　　　 　　　 　本 ［検体採取場所］□上葉 □中葉 □下葉□不明

□　　　□
有　・　無

□
・不明

　　　　呼吸機能検査の有無　　　□有　　　□無　　　□不明　　　　（　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　日検査）　

直近の [ ％肺活量：　　　　　　　％ ] 　・　[ １秒率：　　　　　　％　]　・　 [ ％１秒量：　　　　　　％　] 

　　　　動脈血ガス測定検査の有無　　　□有　　　□無　　　□不明　　　　（　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　日検査）

　　[範囲・程度] 胸膜プラーク
 に係る情報

石綿肺の所見

　　[確認方法]　　□Ｘ線写真　　□ＣＴ画像　　□手術　　□剖検　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

       計測等実施機関

回　　　 答　　　 書
Ⅳ－　２
　　[対象疾病：良性石綿胸水]

直近の[PaO2 ：　　　  　  　　　Torr ]
直近の[AaDO2 ：　　　　　　　  Torr ]

  死亡労働者
  の氏名　・
  生年月日

□　　　□
有　・　無

□
・不明

　　[所見の内容]

胸水確認
の経過等

　　・最初の胸水出現時期　　　　　　　年　 　　　 月　　　　　　日

　　・その後の胸水治療経過 　　　　　　 年　 　　　 月　　　　　　日　～　　　　　　　　年　 　　　 月　　　　　　日
 　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 年　 　　　 月　　　　　　日　～　　　　　　　　年　 　　　 月　　　　　　日
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　 年　 　　　 月　　　　　　日　～　　　　　　　　年　 　　　 月　　　　　　日

　　[確認方法]　　□Ｘ線写真　　□ＣＴ画像　　□手術　　□剖検　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　[確認方法]　　□Ｘ線写真　　□ＣＴ画像　　□胸水穿刺　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

　　　　　　年　　　　　月　　　　　日
　　　　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

　　　　　　　　　　　　～　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

　　　　　　　　　（　　　　　　年　　　　月　　　　日生　）

□　　　□
有　・　無

□
・不明
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番　　　　号

　 　　　　　　年　　　　月　　　　日

病　院　長 殿
診療所長 殿

労働基準監督署長

記

死亡年月日

傷　病　名

回答書提出の依頼について

　貴院で死亡診断を受けている下記の者について、石綿健康被害救済法による特別遺族給付に関し

必要がありますので、別紙照会事項について御回答くださるよう依頼します。

　（なお、回答書に要する費用については、別添の請求書により御請求ください。）

　　　死亡労働者
　　　の氏名 ・
　　　生年月日

　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

死亡診断を行った
医 　師　 氏　 名

　　　　　　　　　（　　　　　　年　　　　月　　　　日生　）
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　　　　　　　　Ⅴ 石綿ばく露歴聴取票

　　　　　年　　　　　月　　　　　日 

被災労働者の氏名

請求人の氏名

聴取者氏名

Ａ　被災労働者の方は、以下の場所で働いたり、仕事に従事したことがありますか。（あてはまるものは全てに記入して下さい）

 １．□　石綿製品の製造

　　　　□　石綿糸、石綿布などの石綿紡織製品の製造 　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

　　　　□　石綿セメントや石綿セメントを原料とする石綿スレートなどのセメント製品の製造 　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

　　　　□　ボイラーやパイプの被覆製品、ライニング、ガスケットなどの製造　　　　　　　　　　　　　 　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

　　　　□　ブレーキライニング、ブレーキパッド、クラッチ板などの製造 　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

　　　　□　石綿紙、石綿フェルトなどの石綿製品、タイル、プラスターなどの充填剤、塗料などの製品の製造　　　　　　　　　　　　

　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

 ２．□　石綿や石綿を含む岩綿の吹付けや貼付けの仕事 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

 ３．□　石綿鉱山や石綿を含む岩石などの採掘・搬出、石綿原料の運搬などの仕事 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

 ４．□　倉庫での石綿製品の袋詰め　　　□　石綿製品の荷役、運搬（船員、トラック運転手）　 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

 ５．□　建設業 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

 　　□　ビルの改築・解体作業 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

　　　　□　塗装工事 □　防音工事

　　　　□　断熱・耐火・保温工事 □　プレハブ（石綿板）工事

　　　　□　天井・床材の切断　　　　　　　　　　　　　　 □　ラス張りの仕事

　　　　□　電気・ガス・スチームの配線・配管工事　　　　 □　水道工事、給排水管工事　　　　

 ６．□　造船業 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

　　　　□　艤装　　　　　　□溶接　　　　　　□配管　　　　　　□塗装　　　　　　□電気配線　　　　　　□組立て

　　 □　船舶の分解修理・解体 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

　　　　□　パイプ被覆・断熱作業 　　　　　□　クレーン・自動車の運転 　　　　　□　塗装

　　　　□　電気配線工事 　　　　　□　大工・建具 　　　　　□　溶接　　　　　　　　　　　　

　　　　□　ボイラー製造・設備　　　　　　　 　　　　　□　整備（パイプ・ボイラー等） 　　　　　□　板金

　　　　□　作業員　　 　　　　　□　事務員 　　　　　□　その他

 ７．□　断熱・保温工事 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

 ８．□　ボイラーの製造・取付け・修繕 　　　　　□　バーナーの製造・取付け・修繕 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

 　　□　溶鉱炉の製造・取付け・修繕 　　　　　□　スチーム・パイプの製造・取付け・修繕

 ９．□　ボイラーの操作 □　溶接作業 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

 　　□　耐熱（耐火）服や耐火手袋を身につけての仕事 □　板金作業
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　　　　　　　　Ⅴ 石綿ばく露歴聴取票

　　　　　年　　　　　月　　　　　日 

被災労働者の氏名

請求人の氏名

聴取者氏名

Ａ　被災労働者の方は、以下の場所で働いたり、仕事に従事したことがありますか。（あてはまるものは全てに記入して下さい）

 １．□　石綿製品の製造

　　　　□　石綿糸、石綿布などの石綿紡織製品の製造 　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

　　　　□　石綿セメントや石綿セメントを原料とする石綿スレートなどのセメント製品の製造 　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

　　　　□　ボイラーやパイプの被覆製品、ライニング、ガスケットなどの製造　　　　　　　　　　　　　 　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

　　　　□　ブレーキライニング、ブレーキパッド、クラッチ板などの製造 　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

　　　　□　石綿紙、石綿フェルトなどの石綿製品、タイル、プラスターなどの充填剤、塗料などの製品の製造　　　　　　　　　　　　

　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

 ２．□　石綿や石綿を含む岩綿の吹付けや貼付けの仕事 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

 ３．□　石綿鉱山や石綿を含む岩石などの採掘・搬出、石綿原料の運搬などの仕事 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

 ４．□　倉庫での石綿製品の袋詰め　　　□　石綿製品の荷役、運搬（船員、トラック運転手）　 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

 ５．□　建設業 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

 　　□　ビルの改築・解体作業 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

　　　　□　塗装工事 □　防音工事

　　　　□　断熱・耐火・保温工事 □　プレハブ（石綿板）工事

　　　　□　天井・床材の切断　　　　　　　　　　　　　　 □　ラス張りの仕事

　　　　□　電気・ガス・スチームの配線・配管工事　　　　 □　水道工事、給排水管工事　　　　

 ６．□　造船業 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

　　　　□　艤装　　　　　　□溶接　　　　　　□配管　　　　　　□塗装　　　　　　□電気配線　　　　　　□組立て

　　 □　船舶の分解修理・解体 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

　　　　□　パイプ被覆・断熱作業 　　　　　□　クレーン・自動車の運転 　　　　　□　塗装

　　　　□　電気配線工事 　　　　　□　大工・建具 　　　　　□　溶接　　　　　　　　　　　　

　　　　□　ボイラー製造・設備　　　　　　　 　　　　　□　整備（パイプ・ボイラー等） 　　　　　□　板金

　　　　□　作業員　　 　　　　　□　事務員 　　　　　□　その他

 ７．□　断熱・保温工事 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

 ８．□　ボイラーの製造・取付け・修繕 　　　　　□　バーナーの製造・取付け・修繕 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

 　　□　溶鉱炉の製造・取付け・修繕 　　　　　□　スチーム・パイプの製造・取付け・修繕

 ９．□　ボイラーの操作 □　溶接作業 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

 　　□　耐熱（耐火）服や耐火手袋を身につけての仕事 □　板金作業

10．□　自動車、鉄道車両などの整備・修理・解体 □　ガソリンスタンド 　　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

11．□　電気製品（コンデンサー・電池・蓄電池・絶縁テープ）の製造 　　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

12．□　石けん・オイル・化学物質の製造・精製工場 □　ガラス製品の製造 　　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

13．□　ランドリー・クリーニング屋 　        □　埃りっぽい作業服の取り扱い 　　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

14．□　埃りっぽいものの運搬 　　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

　　　　□　商船の船員 　　　　　□　トラックの運転手

　　　　□　はしけの船員 　　　　　□　港湾作業員

　　　　□　鉄道員 　　　　  □　クレーンの操作員

15．□　清掃工場、下水汚物・廃棄物の回収・処理・運搬 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

16．□　蒸気機関車の修理、解体 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

17．□　宝石・貴金属の細工仕事 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

18．□　消防隊員 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

19．□　歯科技工士 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

20．□　電気業（発電所・変電所・電気事業所） 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

21．□　ゴム・タイヤの製造 　□　タルクなどの石綿含有物を使用する作業 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

Ｂ　被災労働者の方の家庭生活の中で、以下のようなことはありませんでしたか。（あてはまるものは全て記入して下さい）

１．□　家庭で（絶縁物・暖房炉セメント・断熱材・石綿含有塗料・石綿製品）の修理・修繕をしたことがありますか。

　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

２．□　石綿製品を家庭で使ったことがありますか。（アイロン板のカバー・耐熱手袋等） 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

３．□　石綿工場の近くに住んでいたことがありますか。 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

　　□　造船所の近くに住んでいたことがありますか。 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

　　□　建材物の置場の近くに住んでいたことがありますか。 　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

　　□　その他（石綿工場・造船所・建材物の置場・自動車修理工場の近くで遊んだことがありますか。）

　　　<　　　　　年　　　月～　　　　　年　　　月>

４．□　家庭内ばく露（家族が石綿作業で着用した作業着・マスク等の洗濯をしたことがありますか。）

　(1)　□　はい 　　<　　　　年　　月～　　　　　年　　月> 石綿作業者との関係　　[　　　　　　　　　]

　(2)　□　いいえ

Ｃ　被災労働者の方は、喫煙をしていましたか。

　　□　吸っている　　　　　1日平均　　　　本　　<　喫煙開始　　　　　　年　　　月　～　>　　　　　　

　　□　過去に吸っていた　　　1日平均　　　　　本　　<　喫煙期間　　　　　　年　　　月　～　　　　　　年　　　月　　>　　　　　　　

　　□　吸っていない　　
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基 発 第 0 3 1 7 0 0 4 号 

平 成 1 8 年 3 月 1 7 日 

 

都道府県労働局長 殿 

 

厚生労働省労働基準局長 

(公印省略) 

 

 

特別遺族給付金の支給事務の取扱いについて 

 

石綿による健康被害の救済に関する法律(平成18年法律第4号。以下「法」という。)の施行につ

いては、同日付け基発第0317003号「石綿による健康被害の救済に関する法律の施行(「特別遺族給

付金」の支給関係)について」により指示したところであるが、特別遺族給付金の支給に関する事務

(以下「支給事務」という。)については、平成13年3月30日付け基発第237号「労災保険給付事務取

扱手引の一部改正について」の別添「労災保険給付事務取扱手引」の遺族(補償)給付の給付事務等

に準ずるほか、下記のとおり取り扱うこと。 

（編注：令和5年3月現在、当該事務手引に関する通達は令和4年6月21日付け基発0621第1号に改め

られている。） 

記 

 

第1   支給事務を行う労働基準監督署 

特別遺族給付金の支給請求書(以下「請求書」という。)の受付から支給又は不支給の決定まで

の支給事務は、死亡した労働者又は特別加入者(以下「死亡労働者等」という。)が石綿にさらさ

れる業務に従事した事業場の所在地を管轄する労働基準監督署(以下「所轄監督署」という。)が

行うこと。 

また、死亡労働者等が2以上の事業場で石綿にさらされる業務に従事していた場合には、当該

業務に最後に従事した事業場(以下「最終ばく露事業場」という。)の所在地を管轄する労働基準

監督署を所轄監督署とすること。 

なお、死亡労働者等が石綿にさらされる業務に従事している時点から長期間が経過している等

の理由から、請求書を提出する時点において、いずれの事業場が最終ばく露事業場であるかが判

然としない場合の請求書の受付等の事務は次のとおりとすること。 

ア  請求書が提出された労働基準監督署において、請求書の受付を行った上で、所轄監督署を特

定するための調査を行う。 

イ  アの調査の結果、他の労働基準監督署が所轄監督署であることが判明した場合には、当該所

轄監督署に請求書を回送するとともに、請求人に対しその旨を連絡する。 

ウ  アの調査の結果、所轄監督署が判明しない場合には、請求書が提出された労働基準監督署を

所轄監督署として支給事務を行う。 

 

第2   請求書の受付等に係る事務処理 

1   請求書の受付 

ア  受付日付印の押印 
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基 発 第 0 3 1 7 0 0 4 号 

平 成 1 8 年 3 月 1 7 日 

 

都道府県労働局長 殿 

 

厚生労働省労働基準局長 

(公印省略) 

 

 

特別遺族給付金の支給事務の取扱いについて 

 

石綿による健康被害の救済に関する法律(平成18年法律第4号。以下「法」という。)の施行につ

いては、同日付け基発第0317003号「石綿による健康被害の救済に関する法律の施行(「特別遺族給

付金」の支給関係)について」により指示したところであるが、特別遺族給付金の支給に関する事務

(以下「支給事務」という。)については、平成13年3月30日付け基発第237号「労災保険給付事務取

扱手引の一部改正について」の別添「労災保険給付事務取扱手引」の遺族(補償)給付の給付事務等

に準ずるほか、下記のとおり取り扱うこと。 

（編注：令和5年3月現在、当該事務手引に関する通達は令和4年6月21日付け基発0621第1号に改め

られている。） 

記 

 

第1   支給事務を行う労働基準監督署 

特別遺族給付金の支給請求書(以下「請求書」という。)の受付から支給又は不支給の決定まで

の支給事務は、死亡した労働者又は特別加入者(以下「死亡労働者等」という。)が石綿にさらさ

れる業務に従事した事業場の所在地を管轄する労働基準監督署(以下「所轄監督署」という。)が

行うこと。 

また、死亡労働者等が2以上の事業場で石綿にさらされる業務に従事していた場合には、当該

業務に最後に従事した事業場(以下「最終ばく露事業場」という。)の所在地を管轄する労働基準

監督署を所轄監督署とすること。 

なお、死亡労働者等が石綿にさらされる業務に従事している時点から長期間が経過している等

の理由から、請求書を提出する時点において、いずれの事業場が最終ばく露事業場であるかが判

然としない場合の請求書の受付等の事務は次のとおりとすること。 

ア  請求書が提出された労働基準監督署において、請求書の受付を行った上で、所轄監督署を特

定するための調査を行う。 

イ  アの調査の結果、他の労働基準監督署が所轄監督署であることが判明した場合には、当該所

轄監督署に請求書を回送するとともに、請求人に対しその旨を連絡する。 

ウ  アの調査の結果、所轄監督署が判明しない場合には、請求書が提出された労働基準監督署を

所轄監督署として支給事務を行う。 

 

第2   請求書の受付等に係る事務処理 

1   請求書の受付 

ア  受付日付印の押印 

請求書が提出されたときは、当該請求書に直ちに所定の受付日付印を押印すること(1のな

お書きの場合を含む。)。請求書が提出されたときは、当該請求書に直ちに所定の受付日付

印を押印すること(1のなお書きの場合を含む。)。 

特別遺族給付金の請求は施行日等から3年という請求期限が定められており、また、特別

遺族年金は請求日の属する月の翌月から支給が開始されることから、請求の受付日は、特に

重要な意味を有するものである。このため、請求書の記載内容に不備が認められる場合や、

必要書類が添付されていない場合等であっても、必ず受付日付印を押印した上で、必要に応

じて(2)により不備返戻等の手続を行うこと。 

  （編注：令和5年3月現在、請求期限は施行日等から26年と改められている。法第59条第5項参照。） 

イ  請求書のシステムへの入力 

受付を行った請求書については、遅滞なく機械処理システムへ受付入力を行うこと。また、

その際入力する請求年月日(システム上、受付年月日)は、アの受付日付印の年月日とするこ

と。 

なお、平成18年3月20日から特別遺族給付金に係る機械処理システムの稼働日である平成1

8年4月3日の前日までに受付を行った請求書の受付日の取扱いや管理方法については、別途

指示する。 

2   不備返戻等の手続 

ア  記載漏れ等がある場合 

請求書の審査の結果、簡易な訂正では補正し難い記載誤りや記載漏れが認められる場合に

は、所定の手続を経た上で、不備返戻を行うこと。 

なお、電話番号や郵便番号等の記載誤りであって簡易に訂正可能なものについては、返戻

することなく、電話等により確認した上で、補正を行い、その処理経過を請求書の余白に記

載しておくこと。 

イ  必要書類が添付されていない場合 

請求書に必要書類が添付されていない場合には、返戻することなく、請求人に対し当該書

類の提出を行うよう督促すること。 

ウ  事業主証明がない場合 

提出された請求書に事業主の証明が行われていない場合については、請求人にその理由を

確認し、証明を行うべき事業主が現在存在しないこと、証明を行うべき事業主は存在するが

当該事業主が証明を拒んでいること等、証明がないことについて正当な理由がある場合に

は、不備返戻は行わないこと。 

なお、この場合には、請求書の事業主証明欄の記載事項(事業の名称、事業場の所在地、

事業主の氏名)については、請求人に記載させること。 

 

第3   請求書等の審査 

請求書及び請求書に添付されている必要書類の審査は、請求書の記載事項についての所定の審

査のほか、次により行うこと。 

(1)  死亡労働者等の死亡原因の確認 

ア  確認の方法 

特別遺族給付金の支給に関しては、死亡労働者等が法第2条第1項に定める指定疾病及び同

法施行規則第2条に定める対象疾病(以下「指定疾病等」という。)により死亡したことが要

件の一つとされていることから、審査に当たっては、請求書に添付された死亡診断書等の記
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載事項についての戸籍法第48条第2項に基づく証明書(以下「証明書」という。)により、死

亡労働者等の死亡原因について確認すること。 

なお、法務局等における死亡診断書等の保存期間(原則として死亡日の属する年度の翌年

から27年間)が経過していないにもかかわらず、請求人から証明書を得ることが出来なかっ

た旨の申立てが行われた場合には、所轄監督署において、労働者等が死亡した当時の本籍地

を管轄する法務局等に対して、当該請求人からの申請の有無や証明書が発行されない理由に

ついて照会すること。 

また、証明書を得ることができない正当な理由がある場合には、死亡診断書の原本又はそ

の写し、診療録の写し、生命保険関係の書類等で死亡原因が記載されたものを添付すること

とされていることから、これらにより死亡労働者等の死亡原因について確認すること。 

イ  確認ができない場合の処理 

審査の結果、①証明書等に記載された労働者等の死亡原因が指定疾病等に該当しない場合

には「死亡原因が指定疾病等に該当しない」という理由により、また、②請求人が証明書そ

の他の資料を提出しないため死亡労働者等の死亡原因が確認できない場合には「死亡原因が

指定疾病等であることが確認できない」という理由により、それぞれ不支給決定を行うこと。 

(2)  死亡労働者等と請求人の身分関係の確認 

ア  確認の方法 

特別遺族給付金の支給に関しては、請求人と死亡労働者等が法に規定する一定の身分関係

にあったことが要件の一つとされることから、審査に当たっては、請求書に添付されている

戸籍謄本又は抄本により、請求人と死亡労働者等の身分関係の確認を行うこと。また、特別

遺族給付金のうち特別遺族年金については、死亡当時における労働者等との身分関係のみな

らず、当該死亡時から法の施行日までの間に請求人が婚姻や離縁等、法に規定する事由に該

当していないことが支給の要件とされることから、上記戸籍謄本又は抄本に関しては、法の

施行日以降の日付で証明されたものを提出させた上で、当該戸籍謄本又は抄本により審査を

行うこと。 

イ  確認ができない場合の処理 

審査の結果、①戸籍謄本又は抄本に記載された請求人と死亡労働者等との身分関係が法に

規定する要件に該当しない場合には「支給対象となる遺族に該当しない」という理由により、

また、②請求人が戸籍謄本又は抄本を提出しないため死亡労働者等との身分関係が確認でき

ない場合には「支給対象となる遺族であることが確認できない」という理由により、不支給

決定を行うこと。 

(3)  死亡労働者等が石綿にさらされる業務に従事していたことの確認 

ア  確認の方法 

請求書に記載された事業の名称や石綿にさらされる業務への従事期間とその内容により、

請求人が把握している死亡労働者等の石綿にさらされる業務への従事状況を確認した上で、

実地調査によりその事実を確認すること。 

イ  確認ができない場合の処理 

請求書に事業の名称等が記載されていない場合には、請求人に対して聴取調査を実施し、

請求人自身の記憶、同僚労働者等の申立て、厚生年金保険等の被保険者記録等の関係資料な

ど、石綿にさらされる業務に従事した事業場を特定できる情報の有無を確認すること。その

結果、請求人において石綿にさらされる業務へ従事したことの情報を所有していない場合に

は、「被災者が労働者として石綿ばく露作業に従事した事実が確認できない」という理由に
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載事項についての戸籍法第48条第2項に基づく証明書(以下「証明書」という。)により、死

亡労働者等の死亡原因について確認すること。 

なお、法務局等における死亡診断書等の保存期間(原則として死亡日の属する年度の翌年

から27年間)が経過していないにもかかわらず、請求人から証明書を得ることが出来なかっ

た旨の申立てが行われた場合には、所轄監督署において、労働者等が死亡した当時の本籍地

を管轄する法務局等に対して、当該請求人からの申請の有無や証明書が発行されない理由に

ついて照会すること。 

また、証明書を得ることができない正当な理由がある場合には、死亡診断書の原本又はそ

の写し、診療録の写し、生命保険関係の書類等で死亡原因が記載されたものを添付すること

とされていることから、これらにより死亡労働者等の死亡原因について確認すること。 

イ  確認ができない場合の処理 

審査の結果、①証明書等に記載された労働者等の死亡原因が指定疾病等に該当しない場合

には「死亡原因が指定疾病等に該当しない」という理由により、また、②請求人が証明書そ

の他の資料を提出しないため死亡労働者等の死亡原因が確認できない場合には「死亡原因が

指定疾病等であることが確認できない」という理由により、それぞれ不支給決定を行うこと。 

(2)  死亡労働者等と請求人の身分関係の確認 

ア  確認の方法 

特別遺族給付金の支給に関しては、請求人と死亡労働者等が法に規定する一定の身分関係

にあったことが要件の一つとされることから、審査に当たっては、請求書に添付されている

戸籍謄本又は抄本により、請求人と死亡労働者等の身分関係の確認を行うこと。また、特別

遺族給付金のうち特別遺族年金については、死亡当時における労働者等との身分関係のみな

らず、当該死亡時から法の施行日までの間に請求人が婚姻や離縁等、法に規定する事由に該

当していないことが支給の要件とされることから、上記戸籍謄本又は抄本に関しては、法の

施行日以降の日付で証明されたものを提出させた上で、当該戸籍謄本又は抄本により審査を

行うこと。 

イ  確認ができない場合の処理 

審査の結果、①戸籍謄本又は抄本に記載された請求人と死亡労働者等との身分関係が法に

規定する要件に該当しない場合には「支給対象となる遺族に該当しない」という理由により、

また、②請求人が戸籍謄本又は抄本を提出しないため死亡労働者等との身分関係が確認でき

ない場合には「支給対象となる遺族であることが確認できない」という理由により、不支給

決定を行うこと。 

(3)  死亡労働者等が石綿にさらされる業務に従事していたことの確認 

ア  確認の方法 

請求書に記載された事業の名称や石綿にさらされる業務への従事期間とその内容により、

請求人が把握している死亡労働者等の石綿にさらされる業務への従事状況を確認した上で、

実地調査によりその事実を確認すること。 

イ  確認ができない場合の処理 

請求書に事業の名称等が記載されていない場合には、請求人に対して聴取調査を実施し、

請求人自身の記憶、同僚労働者等の申立て、厚生年金保険等の被保険者記録等の関係資料な

ど、石綿にさらされる業務に従事した事業場を特定できる情報の有無を確認すること。その

結果、請求人において石綿にさらされる業務へ従事したことの情報を所有していない場合に

は、「被災者が労働者として石綿ばく露作業に従事した事実が確認できない」という理由に

より不支給決定を行うこと。 

(4)  生計維持関係の確認 

特別遺族年金及び法第63条第1項第2号に係る者が請求人である特別遺族一時金に関しては、

請求人が死亡労働者等の収入によって生計を維持していたことが要件とされている。ここにい

う死亡労働者等の死亡の当時その収入によって生計を維持していたか否かについては、昭和41

年10月22日付け基発第1108号に基づき判断を行うこととし、審査に当たっては、労働者等の死

亡当時における住民票の写しや民生委員の証明書等によりその確認を行うこと。 

なお、請求人から、死亡労働者等の死亡時から相当期間が経過しておりこれらの書類を請求

書に添付できない旨の申立てが行われた場合には、下記4により請求人等の関係者から聴取調

査を行うことにより、請求人が死亡労働者等の収入によって生計を維持していたか否かについ

て確認することとし、当該書類が提出されないことのみをもって不支給決定を行わないこと。 

 

第4   実地調査の実施 

1   業務上外の認定のための調査 

死亡労働者等の死亡原因である指定疾病等が石綿ばく露によるものであること及び死亡労

働者等が石綿にさらされる業務に従事したことの認定については、別途指示するところによ

り、石綿ばく露に関する医学的事項、石綿ばく露作業への従事期間について、的確な調査を実

施した上で行うこと。 

2   生計維持関係の確認のための調査 

請求人が死亡労働者等の収入によって生計を維持していたことを裏付ける客観的資料が存

在しない場合には、次により確認すること。 

ア  請求人から提出された戸籍謄本又は抄本により、死亡労働者等の死亡当時、請求人と死亡

労働者等が所定の親族関係にあった事実を確認する。 

イ  請求人をはじめとする関係者からの聴取調査により、①死亡労働者等と同居していたか否

か、②死亡労働者等の収入によって家計を維持していたか否か等について確認する。 

ウ  イの調査の結果、請求人が死亡労働者等の収入によって生計を維持していたと推認し得る

場合には、生計維持関係があった旨の認定を行う。 

 

第5   決定通知書の作成等に係る事務処理 

特別遺族給付金の支給又は不支給決定通知書の作成、特別遺族給付金の支払等に係る事務処理

については、別途指示する「特別遺族給付金に係る機械処理要領」等に基づき的確に実施するこ

と。 

 

第6   標準処理期間 

特別遺族給付金についての行政手続法(平成5年法律第88号)第6条に定める標準処理期間は、疾

病に係る遺族(補償)給付の標準処理期間と同様、6か月とする。 

 

第7   相談対応 

死亡労働者等の遺族等から相談が行われた場合の対応については、別途指示する「石綿救済法

の相談対応の手引」により的確に行うこと。 
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基 補 発 03 2 7 第 ２ 号 

令 和 ２ 年 ３ 月 27 日 

 

 

都道府県労働局労働基準部長 殿 

 

 

                         厚生労働省労働基準局補償課長 

 

 

石綿確定診断等事業について 

 

標記事業の実施については、平成 24 年５月 22 日付け基労補発 0522 第１号「石綿確定

診断等事業について」（以下「24 年内かん」という。）により指示してきたところである

が、標記事業は、令和２年４月１日から独立行政法人労働者健康安全機構（以下「機構」

という。）において実施することになったこと等に伴い、標記事業について下記のとおり

所要の改正をしたので、その的確な運用に遺漏なきを期されたい。 

本内かんの施行に伴い、24 年内かんは廃止する。 

 

 

記 

 

 

１ 石綿確定診断等事業の目的 

  中皮腫等の石綿関連疾患に係る労災認定においては、各種の検査結果に基づく石綿関

連疾患であることの確定診断や、胸膜プラークの有無、石綿小体の本数等の医学的な所

見が不可欠である。そこで、これらの診断等を的確に実施し、迅速・適正な労災認定を

図るため、高度な専門知識と豊富な経験を有する複数の専門家による石綿関連疾患の確

定診断等を実施する（以下「石綿確定診断等事業」という。）ものである。 

 

２ 石綿確定診断等事業での実施事項 

  機構は、複数の医学専門家で構成される「石綿確定診断委員会」（以下「委員会」と

いう。）を設置し、労働基準監督署長（以下「署長」という。）からの依頼等に基づき、

委員会で以下の事項を実施する。ただし、下記⑶の石綿繊維の計測については、署長か

らの依頼のみならず、委員会が、石綿小体の計測の結果から必要であると判断した場合

にも実施することができる。 

 ⑴ 石綿関連疾患についての確定診断 

 ⑵ 石綿関連疾患の認定に必要な医学的所見の有無の確認等 
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基 補 発 03 2 7 第 ２ 号 

令 和 ２ 年 ３ 月 27 日 

 

 

都道府県労働局労働基準部長 殿 

 

 

                         厚生労働省労働基準局補償課長 
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という。）において実施することになったこと等に伴い、標記事業について下記のとおり

所要の改正をしたので、その的確な運用に遺漏なきを期されたい。 

本内かんの施行に伴い、24 年内かんは廃止する。 

 

 

記 

 

 

１ 石綿確定診断等事業の目的 

  中皮腫等の石綿関連疾患に係る労災認定においては、各種の検査結果に基づく石綿関

連疾患であることの確定診断や、胸膜プラークの有無、石綿小体の本数等の医学的な所

見が不可欠である。そこで、これらの診断等を的確に実施し、迅速・適正な労災認定を

図るため、高度な専門知識と豊富な経験を有する複数の専門家による石綿関連疾患の確

定診断等を実施する（以下「石綿確定診断等事業」という。）ものである。 

 

２ 石綿確定診断等事業での実施事項 

  機構は、複数の医学専門家で構成される「石綿確定診断委員会」（以下「委員会」と

いう。）を設置し、労働基準監督署長（以下「署長」という。）からの依頼等に基づき、

委員会で以下の事項を実施する。ただし、下記⑶の石綿繊維の計測については、署長か

らの依頼のみならず、委員会が、石綿小体の計測の結果から必要であると判断した場合

にも実施することができる。 

 ⑴ 石綿関連疾患についての確定診断 

 ⑵ 石綿関連疾患の認定に必要な医学的所見の有無の確認等 

  ⑶ 石綿小体及び石綿繊維の計測 

 

３ 石綿確定診断等の依頼対象 

署長は、次に該当する場合は必ず、機構に対し確定診断等の依頼を行うこと。 

 ⑴ 確定診断等 

ア 肺がん 

(ｱ)  主治医等による「原発性」であるとする診断に関し、労災医員等による意見書(以

下「医員意見書」という。)において疑義が示されたもの。 

(ｲ) 主治医等による「第１型以上の石綿肺」又は「胸膜プラーク」の所見ありとす

る診断に関し、医員意見書において疑義が示されたもの。 

(ｳ) 主治医等による「胸部正面エックス線写真により胸膜プラークと判断できる明

らかな陰影が認められ、かつ、胸部ＣＴ画像により当該陰影が胸膜プラークとし

て確認されるもの」に該当するとする診断に関し、医員意見書において疑義が示

されたもの。 

(ｴ) 主治医等による「胸部ＣＴ画像で胸膜プラークを認め、左右いずれか一側の胸

部ＣＴ画像上、胸膜プラークが最も広範囲に描出されたスライスで、その広がり

が胸壁内側の１／４以上のもの」に該当するとする診断に関し、医員意見書にお

いて疑義が示されたもの。 

イ 中皮腫 

(ｱ)  主治医等による「中皮腫」であるとする診断に関し、医員意見書において疑義

が示されたもの。 

(ｲ)  主治医等による「第１型以上の石綿肺」の所見ありとする診断に関し、医員意

見書において疑義が示されたもの。 

(ｳ)  主治医等において「胸膜、腹膜、心膜又は精巣鞘膜以外の部位の中皮腫」であ

ると診断されたもの。 

ウ 良性石綿胸水 

主治医等において「良性石綿胸水」であると診断されたもの。 

エ びまん性胸膜肥厚 

(ｱ) 主治医等による「びまん性胸膜肥厚」であるとする診断に関し、医員意見書に

おいて疑義が示されたもの。 

(ｲ) 主治医等による肥厚の広がりについての診断に関し、医員意見書において疑義

が示されたもの。 

(ｳ) 主治医等による呼吸機能障害の程度についての診断に関し、医員意見書におい

て疑義が示されたもの。 

 ⑵ 石綿小体の計測 

肺がんの事案であって、第１型以上の石綿肺及び胸膜プラークのいずれの所見も認

められず、かつ、石綿小体の計測が行われていないもの（肺組織が採取されているも

のに限る。）。 
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 ⑶ 石綿繊維の計測 

   肺がんの事案であって、石綿小体の計測を行った結果、石綿小体数が乾燥

肺重量１ｇ当たり 5,000 本未満又は気管支肺胞洗浄液１ml 中５本未満である

もの（平成 24 年９月 20 日付け基労補発 0920 第１号「石綿による疾病の業務

上外の認定のための調査実施要領について」別添中の２（３）ア (エ )又は同

日付基労補発 0920 第２号「石綿による業務上外の認定のための調査実施要領

（特別遺族給付金関係）について」別添中の２（３）ア（オ）に基づき、本

省に照会がなされたものに限る。）。  

 ⑷ その他 

上記⑴及び⑵のほか、石綿による疾病の認定に関する医学的な事項について、迅速・

適正な事務処理の観点から、本事業に依頼することが適当と判断するもの。 

 

４ 石綿確定診断等の依頼に当たっての留意事項 

⑴ 石綿確定診断等の依頼は、労働局を経由することなく、署長が直接、機構あて別紙

１により書留郵便にて送付するとともに、当該依頼書の写しを当課職業病認定対策室

あて送付すること。 

なお、石綿確定診断等事業に係る意見書料等については、支払いを要しないこと。 

⑵ 石綿確定診断等を依頼する際に添付する医学的資料等は次のとおりである。 

なお、以下に示す医学的資料が入手できない場合には、入手できない資料の名称及

びその理由を依頼書に記載した上で、依頼すること。 

ア 肺がん 

(ｱ)  上記３の⑴のアの(ｱ)に係るもの 

① 主治医等が原発性であるとした意見書及び労災医員等の意見書 

② 原発性の診断に係る画像（胸部エックス線、胸部ＣＴ等）及び画像診断報告書 

③ 血液検査結果（腫瘍マーカーを含む） 

④ 病理組織学的診断報告書（解剖報告書含む） 

⑤ 病理組織診断、細胞診断、病理解剖時等に使用した標本（スライド標本及び

パラフィンブロック） 

(ｲ) 上記３の⑴のアの(ｲ)に係るもの 

① 主治医等が「第１型以上の石綿肺」又は「胸膜プラーク」の所見ありとした

意見書及び労災医員等の意見書 

② 臨床経過の分かる画像（胸部エックス線、胸部ＣＴ等）及び画像診断報告書

のすべて 

また、胸腔鏡検査、手術、剖検等で胸膜プラークの所見が得られている場合

は、当該検査時等における記録及び胸膜プラーク所見を示す画像（写真・動画等） 

(ｳ) 上記３の⑴のアの(ｳ)及び(ｴ)に係るもの 

① 主治医等が胸膜プラークの所見ありとした意見書及び労災医員等の意見書 

② 主治医の判断の根拠となったものを含め、臨床経過の分かる画像（胸部エッ
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 ⑶ 石綿繊維の計測 
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４ 石綿確定診断等の依頼に当たっての留意事項 

⑴ 石綿確定診断等の依頼は、労働局を経由することなく、署長が直接、機構あて別紙

１により書留郵便にて送付するとともに、当該依頼書の写しを当課職業病認定対策室
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なお、石綿確定診断等事業に係る意見書料等については、支払いを要しないこと。 

⑵ 石綿確定診断等を依頼する際に添付する医学的資料等は次のとおりである。 

なお、以下に示す医学的資料が入手できない場合には、入手できない資料の名称及

びその理由を依頼書に記載した上で、依頼すること。 

ア 肺がん 

(ｱ)  上記３の⑴のアの(ｱ)に係るもの 

① 主治医等が原発性であるとした意見書及び労災医員等の意見書 

② 原発性の診断に係る画像（胸部エックス線、胸部ＣＴ等）及び画像診断報告書 

③ 血液検査結果（腫瘍マーカーを含む） 

④ 病理組織学的診断報告書（解剖報告書含む） 

⑤ 病理組織診断、細胞診断、病理解剖時等に使用した標本（スライド標本及び

パラフィンブロック） 

(ｲ) 上記３の⑴のアの(ｲ)に係るもの 

① 主治医等が「第１型以上の石綿肺」又は「胸膜プラーク」の所見ありとした

意見書及び労災医員等の意見書 

② 臨床経過の分かる画像（胸部エックス線、胸部ＣＴ等）及び画像診断報告書

のすべて 

また、胸腔鏡検査、手術、剖検等で胸膜プラークの所見が得られている場合

は、当該検査時等における記録及び胸膜プラーク所見を示す画像（写真・動画等） 

(ｳ) 上記３の⑴のアの(ｳ)及び(ｴ)に係るもの 

① 主治医等が胸膜プラークの所見ありとした意見書及び労災医員等の意見書 

② 主治医の判断の根拠となったものを含め、臨床経過の分かる画像（胸部エッ

クス線、胸部ＣＴ等）及び画像診断報告書のすべて 

また、胸腔鏡検査、手術、剖検等で胸膜プラークの所見が得られている場合

は、当該検査時等における記録及び胸膜プラーク所見を示す画像（写真・動画等） 

イ 中皮腫 

(ｱ)  上記３の⑴のイの(ｱ)に係るもの（病理組織診断が行われている場合） 

① 主治医等が中皮腫であるとした意見書及び労災医員等の意見書 

② 中皮腫の診断に係る画像（胸部エックス線、ＣＴ等）及び画像診断報告書 

③ 他疾患との鑑別根拠に係る医証のほか、病理組織学的診断報告書（解剖報告

書含む） 

④ スライド標本（上記③の報告書に記載のあるもの（免疫染色、未染色含む）） 

⑤ パラフィンブロック（上記④のスライド標本を作製したパラフィンブロック） 

      なお、確定診断委員会において提出されたスライド標本を鏡検した結果、確

定診断ができない場合、委員会が免疫染色を追加で行うことがあるため、パラ

フィンブロックを免疫染色又は FISH 法に使用する可能性があることについて

事前に医療機関の了承を得た上でパラフィンブロックを提出すること。 

⑥ 臨床経過に係る資料 

(ｲ)  上記３の⑴のイの(ｱ)に係るもの（病理組織診断が行われておらず、細胞診断が

行われている場合） 

① 主治医等が中皮腫であるとした意見書及び労災医員等の意見書 

② 中皮腫の診断に係る画像（胸部エックス線、ＣＴ等）及び画像診断報告書 

③ 他疾患との鑑別根拠に係る医証のほか、細胞診断報告書 

④ スライド標本（上記③の報告書に記載のあるもの（免疫染色、未染色含む）） 

⑤ セルブロックのスライド標本（免疫染色を含む） 

⑥ 臨床経過に係る資料 

(ｳ)  上記３の⑴のイの(ｱ)に係るもの（病理組織診断及び細胞診断が行われていない

場合） 

① 主治医等が中皮腫であるとした意見書及び労災医員等の意見書 

② 主治医等が中皮腫と診断した根拠となる医学的資料（胸部エックス線写真、

ＣＴ画像、画像診断報告書、体腔液（胸水、腹水）細胞診、臨床検査結果（腫

瘍マーカーを含む）等） 

③ 臨床経過に係る資料 

(ｴ)  上記３の⑴のイの(ｲ)に係るもの 

① 主治医等が「第１型以上の石綿肺」の所見ありとした意見書及び労災医員等

の意見書 

② 臨床経過の分かる画像（胸部エックス線、ＣＴ等）及び画像診断報告書のす

べて 

(ｵ)  上記３の⑴のイの(ｳ)に係るもの 

① 主治医等が中皮腫であるとした意見書及び労災医員等の意見書 
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② 臨床経過の分かる画像（胸部エックス線、ＣＴ等）及び画像診断報告書のす

べて 

③ 胸水細胞診等の体腔液細胞診検査記録 

④ 臨床検査結果（胸水等（CEA、CYFRA、ADA、ヒアルロン酸値等）、末梢血白血

球数及び血小板数、血清 CRP 値等） 

⑤ 臨床所見、臨床経過に係る資料 

⑥ 他疾患との鑑別根拠に係る医証のほか、病理組織学的診断報告書（解剖報告

書含む） 

⑦ スライド標本（上記⑥の報告書に記載のあるもの（免疫染色、未染色含む）） 

⑧ パラフィンブロック（上記⑦のスライド標本を作製したパラフィンブロック） 

なお、確定診断委員会において提出されたスライド標本を鏡検した結果、確

定診断ができない場合、委員会が免疫染色を追加で行うことがあるため、パラ

フィンブロックを免疫染色又は FISH 法に使用する可能性があることについて

事前に医療機関の了承を得た上でパラフィンブロックを提出すること。 

  ウ 良性石綿胸水 

   ① 主治医等が良性石綿胸水であるとした意見書 

② 胸部エックス線写真（正面から撮影したものを必ず含めること。）、胸部ＣＴ

画像及び画像診断報告書のすべて 

③ 胸水の検査結果のすべて（性状、浸出液か漏出液かの鑑別のための検査を含む

生化学的検査、細胞診を含む細胞学的検査、細菌学的検査（一般細菌検査、抗酸

菌検査）、CEA、CYFRA、ADA、ヒアルロン酸値、胸水 RF 等） 

④ 血液検査結果（T-protein（血清）、Albumin（血清）、LDH（血清）、血清 RF 等）  

⑤ 胸水貯留をきたす他の疾患の有無を示す医証（既往歴・現病歴、リウマチ因子

等の検査結果等） 

⑥ 胸腔鏡検査結果（医療機関で実施している場合） 

エ びまん性胸膜肥厚 

(ｱ) 上記３の⑴のエの(ｱ)に係るもの 

① 主治医等がびまん性胸膜肥厚であるとした意見書及び労災医員等の意見書 

② 臨床経過の分かる画像（胸部エックス線、胸部ＣＴ等）及び画像診断報告書

のすべて 

③ 臨床検査結果 

④ 臨床所見及び臨床経過に係る資料 

⑤ 他疾患との鑑別根拠等の医証 

(ｲ) 上記３の⑴のエの(ｲ)に係るもの 

臨床経過の分かる画像（胸部エックス線、胸部ＣＴ等）及び画像診断報告書の

すべて 

(ｳ) 上記３の⑴のエの(ｳ)に係るもの 

呼吸機能検査結果（スパイロメトリー検査、フロー・ボリューム曲線検査、動
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② 臨床経過の分かる画像（胸部エックス線、ＣＴ等）及び画像診断報告書のす

べて 

③ 胸水細胞診等の体腔液細胞診検査記録 

④ 臨床検査結果（胸水等（CEA、CYFRA、ADA、ヒアルロン酸値等）、末梢血白血

球数及び血小板数、血清 CRP 値等） 

⑤ 臨床所見、臨床経過に係る資料 

⑥ 他疾患との鑑別根拠に係る医証のほか、病理組織学的診断報告書（解剖報告

書含む） 

⑦ スライド標本（上記⑥の報告書に記載のあるもの（免疫染色、未染色含む）） 

⑧ パラフィンブロック（上記⑦のスライド標本を作製したパラフィンブロック） 

なお、確定診断委員会において提出されたスライド標本を鏡検した結果、確

定診断ができない場合、委員会が免疫染色を追加で行うことがあるため、パラ

フィンブロックを免疫染色又は FISH 法に使用する可能性があることについて

事前に医療機関の了承を得た上でパラフィンブロックを提出すること。 

  ウ 良性石綿胸水 

   ① 主治医等が良性石綿胸水であるとした意見書 

② 胸部エックス線写真（正面から撮影したものを必ず含めること。）、胸部ＣＴ

画像及び画像診断報告書のすべて 

③ 胸水の検査結果のすべて（性状、浸出液か漏出液かの鑑別のための検査を含む

生化学的検査、細胞診を含む細胞学的検査、細菌学的検査（一般細菌検査、抗酸

菌検査）、CEA、CYFRA、ADA、ヒアルロン酸値、胸水 RF 等） 

④ 血液検査結果（T-protein（血清）、Albumin（血清）、LDH（血清）、血清 RF 等）  

⑤ 胸水貯留をきたす他の疾患の有無を示す医証（既往歴・現病歴、リウマチ因子

等の検査結果等） 

⑥ 胸腔鏡検査結果（医療機関で実施している場合） 

エ びまん性胸膜肥厚 

(ｱ) 上記３の⑴のエの(ｱ)に係るもの 

① 主治医等がびまん性胸膜肥厚であるとした意見書及び労災医員等の意見書 

② 臨床経過の分かる画像（胸部エックス線、胸部ＣＴ等）及び画像診断報告書

のすべて 

③ 臨床検査結果 

④ 臨床所見及び臨床経過に係る資料 

⑤ 他疾患との鑑別根拠等の医証 

(ｲ) 上記３の⑴のエの(ｲ)に係るもの 

臨床経過の分かる画像（胸部エックス線、胸部ＣＴ等）及び画像診断報告書の

すべて 

(ｳ) 上記３の⑴のエの(ｳ)に係るもの 

呼吸機能検査結果（スパイロメトリー検査、フロー・ボリューム曲線検査、動

脈血ガス測定検査等（チャート図の付いているもの）） 

オ 石綿小体の計測 

① 医療機関から取り寄せた肺組織（ホルマリン固定組織又はパラフィン包埋組織） 

なお、腫瘍部から採取された肺組織、気管支鏡検査や胸腔鏡下生検にて採取さ

れた微量の検体（0.2～0.3 ㎤に満たない肺実質組織）、肺実質組織ではない検体

（胸膜、リンパ節等）は、石綿小体計測に適さないので留意すること。 

② 気管支肺胞洗浄液（最低 10ml 以上）（医療機関で実施している場合） 

③ 有意に多い石綿小体を検出した肺組織切片標本（HE 染色標本等）（医療機関で

実施している場合） 

カ 石綿繊維の計測 

上記オの石綿小体の計測に用いた検体（溶液を含む） 

 

⑶ 提出した医学的資料のみでは判断できない場合には、機構から関係資料の追加提出

の依頼がなされる場合があるので、適切に対応すること。 

 

５ 石綿確定診断等の結果 

委員会における石綿確定診断等の検討結果については、「別紙２ 石綿確定診断委員

会意見書の送付について」により書留郵便にて機構から当該依頼した署長あて送付され

ること。 

また、署から機構あてに送付した医学的資料についても書留郵便にて返却されること。 

 

６ 石綿確定診断等事業における機密保持 

石綿確定診断等事業の実施に当たっては、機構において機密保持が担保されていること。 
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別紙１ 

  ○○基署発第  号 
○○年○○月○○日 

 
独立行政法人労働者健康安全機構 理事長 あて 

 
                       ○○労働基準監督署長 

 
石綿確定診断等の依頼について 

 
 被災労働者○○ ○○に係る標記について、別添のとおり依頼いたします。 
 なお、下記の資料を提出します。 
 

記 
 
１ 請求書の写し 
２ 石綿による疾病の業務上外の認定のための調査票の写し 
３ 主治医等の意見書の写し 
４ 労災医員等の意見書の写し 
 
○ 医療機関から提供された資料 
 

資料を提供した医療機関名                   
            （当該医療機関での患者 ID           ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 入手できなかった医学的資料 
  ○○○○   理由（                   ） 

○病理組織 
プレパラート      枚 

 【標本番号             】 

 
パラフィンブロック   個 
【標本番号             】 

 □ パラフィンブロックを免疫染色又は

FISH 法に使用する可能性があることに

ついて医療機関了承済 

エックス線写真 
枚 

ＣＴ画像 
枚 

その他 
（       ） 枚 

 
 
 
 
                 ※標本番号については、すべて記載すること。 
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別紙１ 

  ○○基署発第  号 
○○年○○月○○日 

 
独立行政法人労働者健康安全機構 理事長 あて 

 
                       ○○労働基準監督署長 

 
石綿確定診断等の依頼について 

 
 被災労働者○○ ○○に係る標記について、別添のとおり依頼いたします。 
 なお、下記の資料を提出します。 
 

記 
 
１ 請求書の写し 
２ 石綿による疾病の業務上外の認定のための調査票の写し 
３ 主治医等の意見書の写し 
４ 労災医員等の意見書の写し 
 
○ 医療機関から提供された資料 
 

資料を提供した医療機関名                   
            （当該医療機関での患者 ID           ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 入手できなかった医学的資料 
  ○○○○   理由（                   ） 

○病理組織 
プレパラート      枚 

 【標本番号             】 

 
パラフィンブロック   個 
【標本番号             】 

 □ パラフィンブロックを免疫染色又は

FISH 法に使用する可能性があることに

ついて医療機関了承済 

エックス線写真 
枚 

ＣＴ画像 
枚 

その他 
（       ） 枚 

 
 
 
 
                 ※標本番号については、すべて記載すること。 

受付番号          

 

石石 綿綿 確確 定定 診診 断断 等等 依依 頼頼 書書  
 

 依頼日     年   月   日（  ） 
 
１ 依頼者に関する事項 

 
労働基準監督署名          監督署  担当者名                 
                        連絡先 TEL（   ）  －         

 
 

２ 依頼の内容 
⑴ □ 肺がん  

    □ 原発性肺がんの診断の妥当性 
    □ 第１型以上の石綿肺の所見の有無 
    □ 胸膜プラークの所見の有無 
     （胸膜プラークが認められる場合） 
     □「胸部正面エックス線写真により胸膜プラークと判断できる明らかな陰影

が認められ、かつ、胸部ＣＴ画像により当該陰影が胸膜プラークとして

確認されるもの」に該当するか否か 
     □「胸部ＣＴ画像で胸膜プラークを認め、左右いずれか一側の胸部ＣＴ画像

上、胸膜プラークが最も広範囲に描出されたスライスで、その広がりが

胸壁内側の１／４以上のもの」に該当するか否か 
 
⑵ □ 中皮腫 
    □ 中皮腫の診断の妥当性 
    □ 第１型以上の石綿肺の所見の有無 
 
⑶ □ 良性石綿胸水 

    □ 良性石綿胸水の診断の妥当性 
 
⑷ □ びまん性胸膜肥厚 

    □ びまん性胸膜肥厚の診断の妥当性 
    □ 肥厚の広がりの程度 
    □ 呼吸機能障害の程度 

 
⑸ □ 石綿小体の計測（肺がん事案に限る。） 

   □ 石綿繊維の計測（肺がん事案に限る。） 
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⑹ 上記⑴から⑸までのほか、石綿による疾病の認定に係る医学的な事項について、迅

速・適正な事務処理の観点から、本事業に依頼することが適当と判断するもの 
（依頼内容） 
 

 
 

（依頼理由） 
 
 

 
 
 
 
３ 被災労働者に関する事項 
  別添「石綿による疾病の業務起因性のための調査票」の写しのとおり。 

－ 438 －



 
⑹ 上記⑴から⑸までのほか、石綿による疾病の認定に係る医学的な事項について、迅

速・適正な事務処理の観点から、本事業に依頼することが適当と判断するもの 
（依頼内容） 
 

 
 

（依頼理由） 
 
 

 
 
 
 
３ 被災労働者に関する事項 
  別添「石綿による疾病の業務起因性のための調査票」の写しのとおり。 

別紙２ 

 
○○年○○月○○日 

 
○○労働基準監督署長 殿 

    
独立行政法人労働者健康安全機構 理事長 

 
 

石綿確定診断委員会意見書の送付について 
 
 標記について、○○年○○月○○日付けで貴職から依頼がなされた被災労働

者○○ ○○に係る確定診断等について、別添のとおり意見書を送付いたします。 
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石綿確定診断委員会委員長 ○○ ○○ ㊞

１　被災労働者

２　依頼事項についての意見等
□ 肺がん

原発性肺がんと □ 認めます

胸部エックス線写真 （ ）

胸部ＣＴ画像 （ ）

□ 認めません

第１型以上の石綿肺の所見を □ 認めます

胸部エックス線写真 （ ）

□ 認めません

胸膜プラークの所見を □ 認めます

胸部エックス線写真 （ ）

胸部ＣＴ画像 （ ）

【胸膜プラークが認められる場合】

□ 該当します

□ 該当しません

□ 該当します

□ 該当しません

□ 認めません

□ 中皮腫

中皮腫と □ 認めます

発生部位（ ）

□ 認めません

疾患名 （ ）

第１型以上の石綿肺の所見を □ 認めます

胸部エックス線写真 （ ）

□ 認めません

○○○○年○○月○○日

○○○○年○○月○○日

「胸部ＣＴ画像で胸膜プラークを認め、左右いずれか一
側の胸部ＣＴ画像上、胸膜プラークが最も広範囲に描出
されたスライスで、その広がりが胸壁内側の１／４以上
のもの」に

○○○○年○○月○○日

○○○○年○○月○○日

「胸部正面エックス線写真により胸膜プラークと判断で
きる明らかな陰影が認められ、かつ、胸部ＣＴ画像によ
り当該陰影が胸膜プラークとして確認されるもの」に

○○○○年○○月○○日

○○○○年○○月○○日

（ふりがな）

氏　名
年

女□
月

男 生年
月日

□
性別

（２）

（１）

石石  綿綿  確確  定定  診診  断断  委委  員員  会会  意意  見見  書書

歳日

年　　月　　日

※詳細は下記３「上記２（⑸を除く）の意見であると
判断した根拠その他特記すべき事項」のとおり

※詳細は下記３「上記２（⑸を除く）の意見であると判
断した根拠その他特記すべき事項」のとおり
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□ 良性石綿胸水

良性石綿胸水と □ 認めます

□ 認めません

□ びまん性胸膜肥厚

□ 該当します

□ 該当しません

□ 認めます

胸部エックス線写真 （ ）

胸部ＣＴ画像 （ ）

□ 認めません

□ 該当します

【労災認定要件に該当する場合】

□ 該当します

胸部エックス線写真 （ ）

胸部ＣＴ画像 （ ）

□ 該当しません

□ 該当します

胸部エックス線写真 （ ）

胸部ＣＴ画像 （ ）

□ 該当しません

□ 該当します

□ 該当しません

□ 石綿小体及び石綿繊維の計測

□ 別紙「石綿小体計測結果報告書」参照

□ 別紙「石綿繊維計測結果報告書」参照

３　上記２（⑸を除く）の意見であると判断した根拠その他特記すべき事項

石綿による「びまん性胸膜肥
厚」と

肥厚の広がりの程度は、労災
認定要件に

肥厚の広がりは片側にのみ認められ、側胸壁の１／２以上
のものに

呼吸機能障害の程度は、労災
認定要件に

○○○○年○○月○○日

肥厚の広がりは両側に認められ、側胸壁の１／４以上のも
のに

良性石綿胸水が持続貯留
し被包化されたものに

○○○○年○○月○○日

※詳細は下記３「上記２（⑸を除く）の意見であると
判断した根拠その他特記すべき事項」のとおり

（３）

（４）

（５）

○○○○年○○月○○日

○○○○年○○月○○日

○○○○年○○月○○日

○○○○年○○月○○日
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○○年○○月○○日 

 

○○労働基準監督署長 殿 

 

○○○○○○○○     

○○○○○○   

 

石石綿綿小小体体計計測測結結果果報報告告書書  

 

１ 症例の要約 

○○労働基準監督署 

労働者氏名：○○ ○○（○○歳） 

病名： 

職歴： 

 

２ 石綿小体計測結果 

① 計測の詳細 

石綿小体計測実施施設名： 

  計測年月日： 

  検査材料： 

  計測方法： 

 

 ② 肺組織の計測結果 

  検体保存状態： 

  検体部位： 

 

③ 計測結果 

検体部位 湿重量(g) 乾燥重量(g) 
石綿小体濃度 

(本/g 乾燥肺) 

検出下限値 

(本/g 乾燥肺) 

     

 

以上 
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○○年○○月○○日 

 

○○労働基準監督署長 殿 

 

○○○○○○○○     

○○○○○○   

 

石石綿綿小小体体計計測測結結果果報報告告書書  

 

１ 症例の要約 

○○労働基準監督署 

労働者氏名：○○ ○○（○○歳） 

病名： 

職歴： 

 

２ 石綿小体計測結果 

① 計測の詳細 

石綿小体計測実施施設名： 

  計測年月日： 

  検査材料： 

  計測方法： 

 

 ② 肺組織の計測結果 

  検体保存状態： 

  検体部位： 

 

③ 計測結果 

検体部位 湿重量(g) 乾燥重量(g) 
石綿小体濃度 

(本/g 乾燥肺) 

検出下限値 

(本/g 乾燥肺) 

     

 

以上 

別紙 
 
 

○○年○○月○○日 

 

○○労働基準監督署長 殿 

 

○○○○○○○○     

○○○○○○   

 

石石綿綿繊繊維維計計測測結結果果報報告告書書  

 

１ 症例の要約 

○○労働基準監督署 

労働者氏名：○○ ○○（○○歳） 

病名： 

職歴： 

医学的所見及び石綿小体の計測結果： 

石綿繊維計測依頼理由： 

 

２ 肺組織中の石綿繊維の計測結果 

① 分析試料と試料処理方法（参考文献） 

  計測に使用した検体： 

  試料処理方法： 

  電子顕微鏡試料作製方法： 

  電子顕微鏡による計測方法： 

 

② 結果 

表１ 組織重量、分取率、電子顕微鏡計測視野範囲等 

検体名 湿重量(g) 乾燥重量(g) 分取率 電顕メッシュタイプ 計測視野数 

      

 

表２ 石綿繊維数濃度 

検体名 
5μm超繊維数 

[本/g 乾燥重量] 

1μm超繊維数 

 [本/g 乾燥重量] 

総繊維数 

[本/g 乾燥重量] 
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表３ 石綿種別ごとの繊維数濃度 

繊維の

種類 

5μm超繊維数 

[本/g 乾燥重量] 

1μm超繊維数 

 [本/g 乾燥重量] 

総繊維数 

[本/g 乾燥重量] 

    

    

    

 

 ③ 所見 

 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

 

（参考文献）※実際に用いた試料処理方法が記載されている参考文献。 

 

（添付図）※検体中の石綿繊維の電子顕微鏡写真を添付。 

 

以上 
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表３ 石綿種別ごとの繊維数濃度 

繊維の

種類 

5μm超繊維数 

[本/g 乾燥重量] 

1μm超繊維数 

 [本/g 乾燥重量] 

総繊維数 

[本/g 乾燥重量] 

    

    

    

 

 ③ 所見 

 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

 

（参考文献）※実際に用いた試料処理方法が記載されている参考文献。 

 

（添付図）※検体中の石綿繊維の電子顕微鏡写真を添付。 

 

以上 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

ⅴ 第５号関連 
粉じんを飛散する場所における業務によるじん肺症等 
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基 労 補 発 第 0 1 2 0 0 0 1 号 

平 成 1 5 年 1 月 2 0 日 

改 正 基 労 補 発 1 0 0 1 第 １ 号 

平 成 2 5 年 1 0 月 1 日 

都道府県労働局労働基準部長 殿 

厚生労働省労働基準局 

労災補償部補償課長 

( 公 印 省 略 ) 

じん肺法施行規則の改正に伴う労災補償上の取扱いに関する 

留意事項等について 

平成15年1月20日付け基発第0120003号(以下「施行通達」という。)の第3において、標記につい 

て示されたところであるが、この取扱いに当たっては、下記の事項に留意の上、その円滑な運用を

図るよう配意されたい。 

なお、平成14年11月11日付け基労補発第1111001号は、平成15年3月31日をもって廃止する。 

記 

1   平成15年3月31日までの間に業務上外の決定を行うじん肺有所見者(石綿肺の所見がある者を

除く。)に発生した原発性肺がん(以下「肺がん」という。)については、平成14年11月11日付け

基発第1111001号に基づき、事務処理を行うこと。 

2   施行通達の記の第3の2における「症状確認日(医師による診断確認日)」とは、じん肺法第3条
かくたん

に基づく胸部らせんCT検査又は喀痰細胞診若しくはその他肺がんの診断の基礎となった検査の

実施日であること。 

3   肺がん発症から相当期間が経過した者から労災保険給付の請求があった場合には、業務上外の

判断に当たっては肺がんの症状確認日以前のじん肺管理区分の状況を認定要件としているが、じ

ん肺法第15条第1項によるじん肺管理区分の決定の申請(以下「随時申請」という。)は現時点の

じん肺管理区分の状況を決定するものであることから、随時申請の結果により業務上外を決定す

ることは適当でないことから施行通達の記の第3の2の(2)なお書きにより取り扱うこと。 

4   エックス線写真、肺機能検査結果、胸部臨床所見等から、じん肺の進展度等を総合的に判断し

ても、なお、肺がんの症状確認日以前のじん肺管理区分の判断が著しく困難な事案については、

本省補償課と協議すること。 

5   施行通達の記の第3において石綿肺の所見がある者を除くとしているのは、石綿肺の所見があ

る者に発生した肺がんについては、従来から労働基準法施行規則別表第1の2第7号8に該当する業

務上疾病として取り扱っているところであり、その取扱いに変更はないものであること。 
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基 労 補 発 第 0 1 2 0 0 0 1 号 

平 成 1 5 年 1 月 2 0 日 

改 正 基 労 補 発 1 0 0 1 第 １ 号 

平 成 2 5 年 1 0 月 1 日 

 

都道府県労働局労働基準部長 殿 

 

厚生労働省労働基準局 

労災補償部補償課長 

( 公 印 省 略 ) 

 

 

じん肺法施行規則の改正に伴う労災補償上の取扱いに関する 

留意事項等について 

 

平成15年1月20日付け基発第0120003号(以下「施行通達」という。)の第3において、標記につい

て示されたところであるが、この取扱いに当たっては、下記の事項に留意の上、その円滑な運用を

図るよう配意されたい。 

なお、平成14年11月11日付け基労補発第1111001号は、平成15年3月31日をもって廃止する。 

 

記 

 

1   平成15年3月31日までの間に業務上外の決定を行うじん肺有所見者(石綿肺の所見がある者を

除く。)に発生した原発性肺がん(以下「肺がん」という。)については、平成14年11月11日付け

基発第1111001号に基づき、事務処理を行うこと。 

2   施行通達の記の第3の2における「症状確認日(医師による診断確認日)」とは、じん肺法第3条

に基づく胸部らせんCT検査又は喀痰
かくたん

細胞診若しくはその他肺がんの診断の基礎となった検査の

実施日であること。 

3   肺がん発症から相当期間が経過した者から労災保険給付の請求があった場合には、業務上外の

判断に当たっては肺がんの症状確認日以前のじん肺管理区分の状況を認定要件としているが、じ

ん肺法第15条第1項によるじん肺管理区分の決定の申請(以下「随時申請」という。)は現時点の

じん肺管理区分の状況を決定するものであることから、随時申請の結果により業務上外を決定す

ることは適当でないことから施行通達の記の第3の2の(2)なお書きにより取り扱うこと。 

4   エックス線写真、肺機能検査結果、胸部臨床所見等から、じん肺の進展度等を総合的に判断し

ても、なお、肺がんの症状確認日以前のじん肺管理区分の判断が著しく困難な事案については、

本省補償課と協議すること。 

5   施行通達の記の第3において石綿肺の所見がある者を除くとしているのは、石綿肺の所見があ

る者に発生した肺がんについては、従来から労働基準法施行規則別表第1の2第7号8に該当する業

務上疾病として取り扱っているところであり、その取扱いに変更はないものであること。 
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基 労 補 発 第 0 1 2 0 0 0 1 号 

平 成 1 5 年 1 月 2 0 日 

改 正 基 労 補 発 1 0 0 1 第 １ 号 

平 成 2 5 年 1 0 月 1 日 

 

都道府県労働局労働基準部長 殿 

 

厚生労働省労働基準局 

労災補償部補償課長 

( 公 印 省 略 ) 

 

 

じん肺法施行規則の改正に伴う労災補償上の取扱いに関する 

留意事項等について 

 

平成15年1月20日付け基発第0120003号(以下「施行通達」という。)の第3において、標記につい

て示されたところであるが、この取扱いに当たっては、下記の事項に留意の上、その円滑な運用を

図るよう配意されたい。 

なお、平成14年11月11日付け基労補発第1111001号は、平成15年3月31日をもって廃止する。 

 

記 

 

1   平成15年3月31日までの間に業務上外の決定を行うじん肺有所見者(石綿肺の所見がある者を

除く。)に発生した原発性肺がん(以下「肺がん」という。)については、平成14年11月11日付け

基発第1111001号に基づき、事務処理を行うこと。 

2   施行通達の記の第3の2における「症状確認日(医師による診断確認日)」とは、じん肺法第3条

に基づく胸部らせんCT検査又は喀痰
かくたん

細胞診若しくはその他肺がんの診断の基礎となった検査の

実施日であること。 

3   肺がん発症から相当期間が経過した者から労災保険給付の請求があった場合には、業務上外の

判断に当たっては肺がんの症状確認日以前のじん肺管理区分の状況を認定要件としているが、じ

ん肺法第15条第1項によるじん肺管理区分の決定の申請(以下「随時申請」という。)は現時点の

じん肺管理区分の状況を決定するものであることから、随時申請の結果により業務上外を決定す

ることは適当でないことから施行通達の記の第3の2の(2)なお書きにより取り扱うこと。 

4   エックス線写真、肺機能検査結果、胸部臨床所見等から、じん肺の進展度等を総合的に判断し

ても、なお、肺がんの症状確認日以前のじん肺管理区分の判断が著しく困難な事案については、

本省補償課と協議すること。 

5   施行通達の記の第3において石綿肺の所見がある者を除くとしているのは、石綿肺の所見があ

る者に発生した肺がんについては、従来から労働基準法施行規則別表第1の2第7号8に該当する業

務上疾病として取り扱っているところであり、その取扱いに変更はないものであること。 

 

－ 457 －



－ 458 －



－ 459 －






